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〔論　説〕

ンΫΣٛࠗとུ໐にͥ͢ࡉ୨ͤ์คଷࡠ࿚ఴのठࣉ
―ྀාˍഝ༘̜̹ͤĵķĹྔの̦̀ͣͦͥ 
ȁンΫΣ́υΑ͉ॉ̞̯̀ͦࡘくの̥Ȫˍȫ

࿐　村　義　和

第1章 はじめに

第2章 ンビニ会計に関するव例と例

第3章 ロスΙャージは存在したのか（以上、本）

第4章 公ୃ৾引տ֥会によるセブン本部に対する排除ந置ྵ႓

第5章 本部による見୨り์คのଷ限が争われたव例

第6章 セブン - イレブン東大िධ上小िഝম件のࠢと行ଽの動き

第7章 結びにかえて

ల1ડ　はじめに

ల１୯　Γήン Į ͼレήンȆΐλΩンにͥ͢ࡉ୨りȪ̧֨ȫ์คシスΞθの

ا۰ၞ

　2021年8にンビニエンスストア最大のセブン - イレブン・ジャパン本

部（以下、セブン本部とする）は、์ค期限がทったの値下げ作業を۰ၞ

化し、คれ残りそうなを加ྷഝの౯で自ဇに値引きできるシステムを導

入した。

　従ြは加ྷഝが値下げ前に、対યの値下げڣと数量を会計システムにম
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前ഴ録することが必要で、それをਞえてから対યに「20引き」「30引き」

といった値引きシールをഡらなければならないなど、値下げ์คをするための

作業は複雑であった。値下げがคれ残った場合には、システム上で通常価ڒ

にサイΡਘୃしてからܤをする必要もあった。

　この作業の複雑さのため、加ྷഝが見୨り์คをすることはࣾ難となってお

り、મळは第4章でべるが、公ୃ৾引տ֥会（以下、公৾տとする）は改

をݥめていた。

　2021年8に、ようやくセブン本部はこの改を行い、シールをഡる作業と

レジでの操作だけで値下げ処理がۖ結するシステムをセブン - イレブンڎഝ༘

においてইめた1。そして、このニュースは新ڎঞで報ൽされるなど、大変な

დ題となった2

　それでは、な̶このニュースがდ題になったのであろうか。見୨り์คによっ

てそのがคれれば、加ྷഝのとなっていた食のܤロスが減り、ਓ

。は改する。食ロスのॉ減にも繋がる。だから、დ題になったのだろうかף

もちろん、SDGs の実現に向けてڎ企業が様々な৾りழみをইめていることは

ম実であり、食ロスのॉ減を目指す৾りழみはઠॷされて然るべきである。

しかし、理ဇはこれだけではない。もう一つ大きな理ဇがある。

　それは、ンビニでは長い間、見୨り์คは、本部によってগされてきた

から値引き์คを۰ၞ化している。ম前に必要だったにファミリーマートは2021年7ܡ　1

ഥຘ処理を৾りやめ、バーーΡシステムを導入して、値引き続きڣとバーーΡが֣ল

されたシールをഡり、レジୈॳを容易にしている。また、ローソンはシールで値引き์ค

をしている。人ࢥ知能 (AI) が、ഝ༘̮との์คデータやഛからคれ行きをထ௶し、値

引きするڣ߄や数量の目հをഝ༘に知らせる実証実ࡑを同年6からইめている。23年ഽ

ྎまでに࣭内の全14000ഝへの導入をめ̰している。「食ܤロスॉ減は業界全体のテー

マ　値下げのシステム化はどこまで進んだか」ۏンビニ2021年1012༁（アール・

アイ・シー）を参照。

2　「セブン、値引き作業۰ၞ化、ڣ߄や数量、ഴ録作業見直し。」2021年91経 MJ（流

通新）13༁ ;「セブンも値引き自ဇに、公৾տ指ഊに対応、行の転換点。」2021年8

༁；田幸ࣝ純「ンビニの値引き、シールഡるだけで　大がˍۏ29本経済新ಱ

۰ၞ化、ম前ഴ録なし」2021年831ಱ新ಱۏˍ࿂など。
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ンビニ会計と本部による見୨り์คଷ限問題のठ考

からである。そして、加ྷഝが見୨り์คをする自ဇやࡀ၌は、これに݃問を

持つンビニ加ྷഝオーナー（以下、加ྷഝオーナーとする。）と本部との長

いいのྎに、ようやく勝ち৾られたものであるというႤঃがあるからである。

　「食をてるくらいなら、࿏けは少なくても、おݖ様にհくคる」

　こんなことすら、ンビニではݺされていなかったのである。それが、今回

のシステム変ࢵによって、値引き์คがྴ実ともに実現された。

　そこで、本ࣂでは、この加ྷഝオーナーోがどのようないをޑいられてき

たのか、そのߎ難のൽのりを૦り返りたい。

ల２୯　ンΫΣで̀ͣͦͥのၾ

　本論に入る前に、ンビニのڎഝ༘が、どれだけ「もったいない」ことをし

ているのか、すなわち、どれだけの食がてられているのかについてべた

い。

1　公ୃ৾引տ֥会「ンビニエンスストア本部と加ྷഝとの৾引൝に関する

実ఠऔ報࣬書」(2020年9 )

　2020年9に公৾տは「ンビニエンスストア本部と加ྷഝとの৾引൝に関

する実ఠऔ報࣬書」（以下、実ఠऔ報࣬書という）を公表した。公৾տは

2019年10から 2020年8にかけて、大ンビニΙͿーンの加ྷഝに対する

Web アンケートऔとンビニエンストア ( 以下、ンビニとする ) 本部8社

やオーナーにき৾りऔを行った。加ྷഝに対する Web औについていえ

ば、この Web औは2020年1から2にかけて行われたが、本に所在する

8ΙͿーンの全ての加ྷഝ (5万7524ഝ ) を対યに行っており、過ݲ最大ܰ࿅の

औである。そして、この実ఠऔの結果をまとめたものが、実ఠऔ報࣬書
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である3。

　実ఠऔ報࣬書によれば、2019年ഽ（औが行われた直近の会計年ഽ）にお

ける加ྷഝ1ഝ༘あたりの年間ܤロスڣは468万（中؇値）である4。

　これがいかに大きなڣ߄であるのか、そして実ఠऔ報࣬書において示され

た食ܤロスについて、他の数値と比べつつ、൦していきたい5。

　本におけるݯ与所得者の平ݯ与は441万である6。加ྷഝ1ഝ༘あたりの

年間ܤロスڣは468万なので、ンビニのڎഝ༘は、ݯ与所得者の平ݯ

与を上回るڣ߄ものまだ食べられる食をてていることになる7。

　ষにおに̨りについて考えてみたい。ンビニڎഝ༘は、ˍഝ༘1൚たり

平ࡢ198.6のおに̨りをॽ入れ、18.9ࡢものおに̨りをてている。ンビニ

のおに̨りはˍࡢ約110グラムである。ༀを主食する本人でも1あたりの平

ༀの消量は153.3グラム（ଖいた̮๑にしたら約337グラム）である8。本

人約˒人が1に消するༀがたったˍഝ༘でてられているのである。

　このऔに参加した本全࣭のンビニഝ༘は5万7524ഝ༘だから、全࣭で

約34万4000人分が1に消するༀがてられていることになる。2021年、

本全࣭に、々の食মすらままならないγームレスは3824人もいる。それにも

3　公ୃ৾引տ֥会「ンビニエンスストア本部と加ྷഝとの৾引൝に関する実ఠ

 औ 報 ࣬ 書 」83 ༁ (2020 年 )。< https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2020/sep/

kitori0902/200902_02.pdf>　accessed on 2021.9.25.

4　実ఠऔ報࣬書・前ࠇಕ3、83༁。

5　୩ࣂ「ンビニでॉ減されるか」中部経済新2022年388࿂も参照。

6　࣭୕「平成30年分　ྦྷ間ݯ与実ఠൡ計औ」<https://www.nta.go.jp/publication/statistics/

kokuzeicho/minkan/gaiyou/2018.htm#a-01> accessed on 2021.9.25.

7　֔出ၣঙは、実ఠऔ報࣬書におけるンビニの食ロス問題について、分析をされ

ているのでこちらも参照されたい。本ࣂでも参考にさせていただいている。֔出ၣ「年

468万分食をてるンビニ　公৾տに改要をけた本部はパフーマンスでは

ない食ロスॉ減を」<https://news.yahoo.co.jp/byline/iderumi/20200903-00196458> accessed 

on 2021.9.25.

8　ႅକॲજ「႓和2年ഽ食ၳݯ表（換ॳ）」<https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/fbs/attach/pdf/

index-11.pdf> accessed on 2021.9.25.
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かかわらず、このように「もったいない」ことが起きているのである9。

　༕൚についても、ンビニのڎഝ༘は、̱ ഝ༘1൚たり平ࡢ39.0ॽ入れ、5.2

行グループ߆になる。新もの༕൚をてている。ค価ベースでは3200ࡢ

のऔによれば、性会社֥の平ಓ食代は585、੫性会社֥の平ಓ食代

は583である10。に5൱くとして、性会社֥のˍ間のಓ食代は2925、

੫性会社֥は2915である。ンビニのڎഝ༘は、本の会社֥がˍ間に使

うಓ食代以上のڣに相൚する༕൚をたった1でてていることになる。

　本のンビニは、これだけの「もったいない」ことをしているのである11。

లˏ୯　ンΫΣٛࠗが֦ࡔとུ̧̈́̽̀ܳͥ໐にͥ͢ࡉ୨り์ค͞ॽවޑଷ

　この実ఠऔをけて、公৾տは本部に改要をしている。もちろん、公

৾տは、食ロスをॉ減するために、改要をしたのではない。公৾տはඊ

গ法（以下、ඊ法とする。）上の問題となり得る点൝を指ഊし、実ఠ

औ報࣬書に基づき、自主的に点と改を行い、点結果と改内容を公৾տ

に報࣬することを要した12。この過程で、公৾տが問題にしたのは、本部に

よるॽ入数量のޑଷや見୨り์คのଷ限に関するק的地位の၈用である。本

部は、な̶ॽ入数量のޑଷや見୨り์คのଷ限をしていた（ଷ限していると݃

「結果について（数औٽ）γームレスの実ఠに関する全࣭औ（႓和3年）」Ⴛ൱જ࢚　9

<https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17922.html> accessed on 2021.9.25.

10　新߆行グループ「2020年サラリーマンのお小ࡍいऔ結果について」<https://pdf.

irpocket.com/C8303/QW2b/QENO/dkpj.pdf> accessed on 2021.9.25.

11　න田教は「ロスΙャージ問題は、消期限・ર味期限のある༕൚やெऴ႒を大量に発

ಕし、期限がြればܤする、というンビニエンスストアの経営のやり方が、࡙の無

ఖという۷点からもଵを問われた。フランΙャイΒ本部が、加ྷഝがབむ以上にを

発ಕすることを要するのは、激しいΙͿーン間の競争の中で「୨れがない」というブ

ランΡイメージを確立するためだと考えられる。しかし、社会的な経済࢚を考えた場合、

消されることのないがリスクΰッジの目的のためのみにॲされܤされることは

明らかに効率だといえるだろう。」としている。න田ࢫ之「ンビニࠀ約の「ロスΙャー

ジ会計」が՛なのかȉ」本ছ大学経済論集第41208༁以下 (2010年 )。

12　実ఠऔ報࣬書・前ࠇಕ3、213༁。これに従いフランΙャイΒガイΡラインも改ୃされ

ている。後ࠇಕ48も参照。
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われていた）のだろうか。

　それには、ンビニ本部がロイμルティ（以下、Ιャージとする。なお、

ンビニ最大のセブン - イレブンはロイμルティをΙャージと表現している。）

をॳ出するषに用いられるॳ定式であるンビニ会計が大きく関わっている。

この点につき、公৾տは、実ఠऔ報࣬書において、いわゆるンビニ会計を

न用する場合のၣփ点として、「ロイμルティ（Ιャージ）のॳ定式に「実ष

にคれたのॽ入原価をค上原価として計ॳしたค上総၌ף ȿ 一定率（い

わゆるンビニ会計）」をन用している場合、ॽ入数量のޑଷや見୨り์คの

ଷ限といったඊগ法֑反が行われると、加ྷ者はܤロスをントロール

できないのに、そのを一方的にわされてしまうおそれがある。この方式

をन用しているΙͿーンでは「ॽ入数量のޑଷ」や「見୨り์คのଷ限」といっ

たඊগ法上の問題がじないようにඅにၣփする必要がある。」とべて

いる13。このように公৾տによれば、ンビニ会計と本部によるॽ入れ数量の

。ଷや見୨り์คのଷ限はྟ接に関係しているというわけである14ޑ

　そこで、ষにンビニ会計についてべたい。

ల４୯　ンΫΣٛࠗとは

　現在、ンビニ本部ڎ社のΙャージॳ定式は、ΙͿーン本部̮とによって微

妙に֑う。しかし、基本型となるンビニ会計では、実ఠऔ報࣬書において

示された通り「実षにคれたのॽ入原価をค上原価として計ॳしたค上総

13　実ఠऔ報࣬書・前ࠇಕ3、206༁以下。

14　ಏ地ঙは、ンビニ会計はॽ入れ数量のޑଷや見୨り์คのଷ限といったンビニ問題

だけでなく、加ྷഝオーナーやزの長時間就業を引き起こしているকを主ಫしている。

すなわち、「会計システムやロイμルティ率は加ྷഝオーナーのव量で変ࢵできるもので

はない。したがって、このシステムを前として、仮に加ྷഝオーナーが自のਓ入を増

やしたいと考えれば、最も出ܰ࿅の大きいࣜ目である人件で整するしかない。ز計

状ޙのߎしい加ྷഝオーナーほど、人件をॉってਓ入を増やしたいと考えるが、それは

不௷分のႻ൱力を人件のかからない自信やႻ൱によって代ఢするということであり、長

時間Ⴛ൱はけられない。」とಏ地ঙはべている。ಏ地ඵဩ「ンビニオーナーの就業

時間が長時間化するࢹ௮的要֦の分析」中؇大学経済研究所年報52214༁以下 (2020年 )。
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၌ףȿ一定率」でΙャージがॳ出される15。そして、このンビニ会計は、

ロスは加ྷഝのになるということが大きなඅಭである16。ンビニ会計ܤ

についてはܡに別ࣂでもれているので、本ࣂでは۰単にべたい17。

このンビニ会計を「原価70のおに̨りを10ࡢॽ入れて1100ࡢで8ࡢคれ

たとする。加ྷഝが本部にうΙャージはல၌の60% とする。」というম例

で説明する。

(1) 一般会計の場合

　一般会計の場合、ܤしたおに̨り2ࡢの用を൚然に原価に含ませる。し

たがって、ষのような計ॳ式になる。

ค上：100ȿ8ࡢɁ800

原価：70ȿ10ࡢɁ700

ல၌：800700－Ɂ100

Ιャージ：60

加ྷഝのਓ40：ף

　この一般会計に従えば、本部も加ྷഝもࣱলとなる。しかし、同じম例でも、

ンビニ会計に従うと加ྷഝは大লになるというমఠになる。

15　実ఠऔ報࣬書・前ࠇಕ3、39༁以下。

いており、加ྷٳ差がڒ佐教は、本部と加ྷഝオーナーとの間には経済的に大きな܊　16

ഝオーナーはो৾ࢹ௮の中にあるとしている。そして、このो৾ࢹ௮の一つとして、ン

ビニ会計をݷげている。܊佐和幸「ンビニ・フランΙャイΒにおける「൱き方」と地域

経済」地域学研究第3738༁ (2019年 )。

 　もっとも、現在では、ܤロスの一部を本部はしている。୩ࣂ「ンビニフランΙャ

イΒ本部によるܤロス੩成߄ଷഽの的൦ - 食ܤロスを減らし、ンビニ加ྷ

ഝのਓףをあげるために -」愛知大学経営総合科学10923༁以下 (2018年 ) 参照。

17　୩著『ンビニのյ』50༁（ワニブックス、2020年）；୩ࣂ「フランΙャイΒࠀ約にお

けるܤロスとΙャージ、そして見୨り์คଷ限 (1)」愛知大学法経論集18754༁以下

(2010年 )；前ࠇಕ12、38༁以下。
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(2) ンビニ会計の場合

　前の通り、ンビニ会計は、「ܤロスは加ྷഝのになる」という点

がඅಭである。ンビニ会計では、実षにคれたのॽ入原価をค上原価と

して計ॳする。すなわち、「おに̨りのܤ分は原価に含ませない」のである。

したがって、ষのような計ॳ式となる。

ค上：100ȿ8ࡢɁ800

原価：70ȿ1070－ࡢȿ2ࡢɁ560

ンビニ会計によるல၌：800560－Ɂ240

Ιャージ：144

加ྷഝのਓ70－96：ףȿ2ࡢɁマイナス44

　ンビニ会計に従うと、本部のΙャージਓ入は144となる。一方で加ྷഝ

は一般会計の場合では40のࣱলだったが、ンビニ会計に従うとマイナス44

。となってしまう

ల５୯　ンΫΣٛࠗが̧̭̳֨ܳ࿚ఴത Įॽවͦのޑଷ

　このようにンビニ会計は、本部がܤロスをしないという点がඅಭで

ある。これは、加ྷഝのみがܤロスをすることをփ味しているだけでは

ない。本部は、ܤがどれだけ出ようとも、少しでもが多くคれた方が、

Ιャージਓ入は増えるという問題をじさせているのである。

　この点を上記のম例と「原価70のおに̨りを6ࡢॽ入れて1100ࡢで6ۖࡢ

คしたとする。Ιャージは同じく60%である。」というম例と比べて൦したい。

このম例にンビニ会計の計ॳ式を൚てはめると、結果はষの通りとなる。

(3) おに̨りを6ࡢॽ入れてۖคした場合
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ค上：100ȿ6ࡢɁ600

原価：70ȿ6ࡢɁ420

ல၌：600420－Ɂ180

Ιャージ：108

加ྷഝのਓ72：ף

　「原価70のおに̨りを10ࡢॽ入れて1100ࡢで8ࡢคれた。」ম例（前者と

する）と「原価70のおに̨りを6ࡢॽ入れて1100ࡢで6ۖࡢคしたとする。」

（後者とする）のম例と比べてみたい。本部のΙャージਓ入は、前者は144、

後者は108である。一方で、加ྷഝは前者がマイナス44、後者は72である。

本部の立場からすると、「ܤを2ࡢ出しても、8ࡢคれた」という前者の方が

࿏かる。一方で、加ྷഝは「6ࡢॽ入れて、6ۖࡢค」したという後者の方が࿏

かる。このような၌ף相反が起きるのは、ܤロスは全て加ྷഝのという

ンビニ会計ゆえにじるのである18。

　この結果、ܤロスのの無い本部は「ۖค」を「ࠧ」と௴えるように

なるのである。6ۖࡢคしたらのなら、10ࡢคれるのではないかと考え、คれ

残り（ܤ）のリスクを考えず、大量のをॽ入れるように加ྷഝにॽ向け

るようになる。これが、公৾տのいう「ॽ入数量のޑଷ」に繋がっているので

ある。

18　න田教は「ठ์ค価ڒ持行ևが課されたとしても、加ྷഝが発ಕ量をࠨめられるな

らば、ロスΙャージは効果をう。加ྷഝはロスΙャージをࠚ減するために、ম前にࠨ定

する発ಕ量をဲえようとするインセンティブを持つからである。その場合、ၻい要の状

ఠがじた場合は୨れが起きることになるが、これはフランΙャイΒ本部がけたいこ

とである。」と本部と加ྷഝが၌ף相反になる状ఠを分析している。න田・前ࠇಕ11、207

༁以下。

 　また、ा本教は、「フランΙャイΒ・イメージ、ンビニ・イメージを持するため

に必要なスト（์ค機会をうことをཡগするためのఁえ、ܤロス、ءロス、パー

ト൝の人件など）については、ロイμルティ比率などに応じて本部と加ྷഝが分する

こと」を主ಫしている。ा本ਜ夫「ܚႹに立つンビニエンスストアをめぐっての੨問題

に関する৹ۙの考察」明ି大学経済学研究ܮ要52222・1ے༁以下 (2020年12 )。
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　実ఠऔ報࣬書によれば、「本部からޑく推され、փに反してॽ入れてい

るがある」と൞えた加ྷഝオーナーは52.4%、「必要以上の数量をॽ入れ

るようޑ要された経ࡑがある」と൞えた加ྷഝオーナーは47.5ɓにもなる。必

要以上のॽ入れを行なっているອഽについては、「ࢭ常的にある」と൞えた加

ྷഝオーナーは、「必要以上の数量をॽ入れるようޑ要された経ࡑがある」と

൞えた加ྷഝオーナーのうちの33.5% にもなる19。

　そして、指導֥に無౯発ಕされた経ࡑの有無については、何らかの経ࡑを持

つ加ྷഝオーナーは44.6ɓにも昇り、ࢭ常的にある加ྷഝオーナーは4.2% に

もなる。

　ンビニフランΙャイΒࠀ約において、発ಕのࡀ限は加ྷഝにある。し

かし、この実ఠऔ報࣬書によれば、加ྷഝに対してק的地位にある本部の

գ力によって、ॽ入れをޑଷされている実ఠがあることは確かである。もし、

本部がॽ入数量をޑଷあるいは推してきた場合、加ྷഝはこれにࢯするの

はম実上できないのである。さらに、本部によるॽ入数量のޑଷどころか、本

部社֥が、加ྷഝオーナーのݺ可を得ず、無౯で発ಕをしてしまうというম件

まで起きているのである20。

　このようにンビニ会計が、本部によるॽ入数量のޑଷを引き起こしている。

ల˒୯　ンΫΣٛࠗが̧̭̳֨ܳ࿚ఴത Įࡉ୨り์คのଷࡠ

ˍはじめに

　以上の通り、少しでもがคれたら࿏かる本部は、ۖคをࠧと考える。

すなわち、がคれ残ってもࠧをしないように、加ྷഝが大量のをॽ

19　実ఠऔ報࣬書・前ࠇಕ3、128༁以下。なお、加ྷഝオーナーがփに反してॽ入れをし

ている理ဇとして、「本部の指導֥から「自分もポケットマネーでࣔ入するのでഝ༘もފ

力してဳしい」などと言われ、本部とഝ༘にޖまれた指導֥をかわいそうと思ったから」

という理ဇが47.4ɓで最多である。「他の加ྷഝのॽ入実ୡなどを示されながらもっとॽ入

れるよう言われるから」が43.8%、「本部の以ࣛに逆らうとࠀ約ࢵ新൝で不၌ףがじるの

ではないかと思ったから」が40.2ɓでこれに続く。

20　本部社֥による無౯発ಕ問題については、୩著・前ࠇಕ17、58༁以下。
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入れることをབむ。一方で、ンビニ会計によって、ܤロスをする加ྷ

ഝは、できる限りۖคを目指そうとする。

　しかし、ק的地位にある本部が加ྷഝにգ力を加えて、คれ残りが発す

るようなॽ入数量をޑଷあるいは推した場合、加ྷഝがこれにࢯすること

は難しいのが実ૂである。

　ところが、加ྷഝには、本部によって大量のをॽ入れさせられたとして

も、そののคれ残りを回する方法がある。その方法とは見୨り์คであ

る。

２　見୨り์ค

　見୨り์คとは、スーパーなどで行われているഝ近くの時間になったら行

われている値引き์คのことである。加ྷഝが、この見୨り์คを行えば、加

ྷഝのਓףはࠠ的に改する。例えば、「原価70のおに̨りを10ࡢॽ入れて1

（原価）引の70ڬを3ࡢคれたとする。คれ残りそうになった2ࡢで8100ࡢ

でคり୨ったとする。加ྷഝが本部にうΙャージはல၌の60% とする。」

とのম例の場合、結果はどうなるのであろうか。

(4) 見୨り์คをした場合 見୨りࡢ2) )

ค上：100ȿ8ࡢȼ70ȿ2Ɂ940

原価：70ȿ10ࡢɁ700

ンビニ会計によるல၌：940700－Ɂ240

Ιャージ：144

加ྷഝのਓ96：ף

　見୨り์คをせずに2ࡢคれ残った場合はマイナス44なのに対し、見୨り

์คをすれば加ྷഝの၌ףは96となる。このように見୨り์คをすれば、加

ྷഝのਓףは、ࠠ的に改するのである。
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　そして、この場合は、คれ残りそうな2ࡢを見୨り์คしたのであるが、見

୨り์คするࡢ数やค価を変えたらどうなるであろうか。例えば、「原価70

のおに̨りを10ࡢॽ入れ、6ࡢが100でคれた。そこで、คれ残りそうになっ

たおに̨り4ࡢを2ڬ引の80にしてۖคした場合」はどうなるか。

(5) 見୨り์คをした場合 見୨りࡢ4) )

ค上：100ȿ6ࡢȼ80ȿ4Ɂ920

原価：70ȿ10ࡢɁ700

ンビニ会計によるல၌：920700－Ɂ220

Ιャージ：132

加ྷഝのਓ88：ף

　(2)「原価70のおに̨りを10ࡢॽ入れて1100ࡢで8ࡢคれたが2ࡢܤし

た」というম例と (4)「原価70のおに̨りを10ࡢॽ入れて1100ࡢで8ࡢค

れた。คれ残りそうになった2ࡢを3ڬ引の70でคり୨った。」というম例、

そして (5)「原価70のおに̨りを10ࡢॽ入れ、6ࡢが100でคれた。そこで、

คれ残りそうになったおに̨り4ࡢを2ڬ引の80にしてۖคした。」ম例の３

つを比ڛ൦したい。

　(2) の２ࡢܤしたম例と (5) の4ࡢを2ڬ引で見୨り์คをするম例と比べ

ると、本部は前者の方がΙャージਓ入は多くなる（(2)(4) は144(5)、 は132

。（

　すなわち、本部は

を原価で見୨り์คしたম例ࡢしたম例、及び、(4)2ܤࡢ2(2)1

3(5) の4ࡢを2ڬ引で見୨り์คをするম例

のਜ਼でਓףをڕ得することができる。

　一方で加ྷഝは、(4) のম例と (5) を比べると確かに (4) のম例の方がਓף

は多い（(4)9688(5)、）が、(2) のম例と (5) のম例を比べると、(5) の
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方がਓףはࠠ的に改され増ਓとなる（(2) はマイナス44(5)、 は88）。

　すなわち、加ྷഝのਓףを多いਜ਼からべると

を原価で見୨り์คしたম例ࡢ2(4)1

引で見୨り์คをするম例ڬを2ࡢ4(5)2

したম例ܤࡢ2(2)3

のਜ਼となる。

　このように見୨り์คをしたম例である を原価で見୨り์คしたমࡢ2(4)

例と 、引で見୨り์คをするম例を見るとࣱলになっているのでڬを2ࡢ4 (5)

加ྷഝにとっては見୨り์คをする方が有၌なことは間֑いない。

　また、確かに を原価で見୨り์คしたম例とࡢ2(4) 引で見୨りڬを2ࡢ4(5)

์คをするম例を比べると 引で見୨り์คをするম例の方が加ྷڬを2ࡢ4(5)

ഝのਓףは多いわけであるが、その差は8とわずかであり、1ࡢคれ残りを出

した時のܤఅ（అ）70と比べると、はるかに少ないと言える。

　このように、加ྷഝからすれば、คれ残りのリスクが出そうになれば、்め

に少しずつ値下げ์คをٳইする (5) のၞを৾れば、লになるのをཡげる

ばかりでなく、確実にਓףを得られるという結果になることは間֑いない21。

実ष、このような「คれ残りが出そうになれば、்めに少しずつ値下げ์คを

21　セブン - イレブンॄ֔田ഝオーナーչ藤洋ঙは「ܤをやめ、値引き์คをしたら総

ਓ入が増えた」と主ಫしている。和成「ठීする「Ιャージ問題」を追う　第1回」

ンビニ2002年1270༁以下。

 　見୨り์คには食ロス（ܤ）ॉ減効果もある。小野ঙと堀ঙは、ンビニˍഝ༘の

「1൚たりのດ的なڣܤは、見୨り์ค実ঔ者では1万ྚ満が82.0% をめている

のに対して、実ঔ者では1万以上に主ಫしており、その結果、平ڣܤは実ঔ者の

、「。と、ၰ者に大きな差があることが明らかとなったに対して、実ঔ者では155636240

そして、「平的な์に対するܤ率も見୨り์ค実ঔ者と実ঔ者ではܤ率の分ື

にも大きな差があり、実ঔ者の平ܤ率が1.14% であるのに対して実ঔ者では2.92%

と大きな差があることになった。」として、見୨り実ঔ者と実ঔ者の間では、1൚たり

ڣܤとܤ率に有փな差がみられることから、見୨り์คがܤロスॉ減効果を有する

ことを確することができるとしている。小野ٗ之、堀ජ「ンビニエンスストアに

おける見୨り์คによる食ܤॉ減の可能性」場市場研究第22ے第255༁以下（2013

年）。
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しておかしなၞでࠨ、ইする」ၞは、多くのスーパーでन用されておりٳ

はない。

３まとめ

　以上の点をまとめるとষのようなことが言える。

　加ྷഝは、ۖคを目指すことがਓףを得る確実な方法であるのに対して、本

部はคれ残りが出てもできる限り定価（ୃ確にはค価と原価の差ڣが多くなる

ように）でคる方が࿏かるという၌ף相反となる状ఠが起きている22。このた

め、本部が多くのを定価でคってဳしいと考えるようになり、加ྷഝが見

୨り์คをすることを本部は࠹うようになってしまっているのである。

ల˓୯　ンΫΣٛࠗに݃࿚ͬ̾ྷحഝーーో

　以上の通り、本部は見୨り์คのଷ限やॽ入数量のޑଷを行なってきた。そ

して、このような問題をじさせている原֦の一つにンビニ会計があること

は確かである。

　このような本部の見୨り์คのଷ限やॽ入数量のޑଷに݃問を持つンビニ

加ྷഝオーナーが、最初に問題にしたのは、൚然ではあるが、ンビニ会計で

あった。このため、ンビニ会計に関するஶફが多発した。そこで、まずは

ンビニ会計に関するव例と例を分析する。

22　高田教もンビニ会計が、見୨り์คを行いたい加ྷഝと見୨り์คをগめさせたい

本部との対立ࢹ௮をんでいるকを指ഊする。高田淳「現実႒型としてのフランΙャイΒ

約ࠀ - 値引き์คଷ限問題をめぐるव例に௲して -」法学新報1236484=5ے༁以下（2016

年11）。
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ల２ડ　ンΫΣٛࠗに̳ͥ۾व႕と႕

ల１୯　はじめに

ˍ　੬論

　第1章でンビニ会計の基本型を示したが、実षのンビニ会計は常に複

雑である。このため、ンビニ会計に݃問を持つ加ྷഝオーナーోは、ある݃

いを持ちইめた。それは、「ンビニ会計によって、本部は加ྷഝのఅにし

かならないܤロスにまでΙャージを課している」のではないかとの݃いであ

る。

　したがって、ンビニ会計に関するव例や例では、ܤロスやءロス

（以下、ܤロス൝とする）にΙャージが課せられているのかという点が争点

になっている。ܤロス൝に課せられたΙャージのことをロスΙャージという

が、このロスΙャージが存在しているのかが争われたஶફをロスΙャージஶફ

という。

　現在でも、SNS ൝でンビニ会計が加ྷഝオーナー間でდ題になるたびに、

このロスΙャージが存在しているのか๛かについて、加ྷഝオーナー̮とに見

解が異なっている。ンビニ会計が複雑であるがゆえに、ロスΙャージがある

ようにも見えるし、無いようにも見えてしまっているというわけである23。

　な̶、このようなことになってしまっているのかを理解するためには、व

例や例で問題になった点をୃ確に理解する必要がある。そこで、まずは、व

例を൦する前に、争点を明確にしておきたい。

２　ンビニ会計に関するव例や例の争点

　व例で争われた争点をべる。

23　和成ঙは、2002年の時点で「Ιャージ問題はいまやȨ永の論争ȩの様相を೮してきた」

とべている。そして、ܤロスにΙャージはかかっていると結論づけている。和成「ठ

ීする「Ιャージ問題」を追う」第ˍ回ンビニ2022年1266༁以下、第２回2003年1

。68༁以下78༁以下、最ਞ回2003年2
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　すでにべた通り、ンビニ会計とは①実षにคれたのみを原価として

ல၌をॳ出する、②ܤロス൝は加ྷഝのとなるという点が大きなඅಭで

ある。

　൚初、ンビニ加ྷഝ本部は、このンビニ会計、すなわち、本部にう

Ιャージڣを「（ค上高－ค上原価）ȿΙャージ率」というॳ定式で計ॳ

すると表現していた。このॳ定式の用語の一つである「ค上原価」という

用語には、明確な定義はなく、このค上原価にܤロス൝が含まれるのか

という点がवにおいて争われた。これが、争点のˍつ目である。すなわち、

Ιャージのॳ定式が一般会計なのかンビニ会計なのかという点である。

　２つ目の争点は、ロスΙャージについてである。ンビニ本部は、「（ค上高

－ค上原価）ȿΙャージ率」の内容を「（ค上高－総ค上原価（คれた

の原価）ȼܤロス原価ȼءロス原価ȼॽ入値引高）ȿ Ιャージ率」とし、

このॳ定式でΙャージの計ॳを行なっていた。このΙャージのॳ定式では、一

見するとܤロス൝にΙャージがかかっているように思える。そこで、ܤロ

ス൝にΙャージをかけているのかどうか、要するにロスΙャージが存在するの

かが争点の２つ目である。

　そして、争点の３つ目であるが、ܤロス൝にΙャージをかけているとすれ

ば、このॳ定式はྦྷ法上、問題ないのか、すなわち、公੬ၻ௹や信義則֑反と

ならないかという点である。

　મळはࢄするが、最ਞ的に、最高व第2小法平成19年611ࠨ ( 例

書 L06210046・集ྦྷ224521༁・例時報198069༁、タ125076༁ ) に

おいて、最高वは、本部と加ྷഝとのフランΙャイΒࠀ約の「ค上高－ค上

原価」はンビニ会計であると解釈し、ロスΙャージは存在すると౯した。

そして、最高वでは、ܤロスにまでΙャージを課すロスΙャージを企業会計

上のఏ൚性があるものとした第一ૣの౯を前にして、この前記の౯をし

ており、ロスΙャージが公੬ၻ௹や信義則֑反になる可能性もম実上๛定され

た結果となっている。
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３　ロスΙャージஶફのその後

　そして、ロスΙャージが存在するとの最高वࠨ後、ンビニ本部はٳ示書

࿂൝の記शを変ࢵ（ਘୃ）した。しかし、この変ࢵ（ਘୃ）は、あくまでٳ示

書࿂൝の記शを変ࢵ（ਘୃ）であって、ンビニ本部はࠀ約内容を変ࢵしたの

ではなかった。すなわち、ンビニ本部は、ンビニ会計をΙャージॳ定式と

してन用し続けた。

　また、ンビニ本部は、この変ࢵ（ਘୃ）によって、「ܤロス൝にはΙャー

ジはかかっていない」ことを明らかにすることもった。

　しかし、この変ࢵ（ਘୃ）によって、「ܤロス൝にはΙャージはかかって

いない」、すなわち、ロースΙャージの存在が๛定されることになったのかと

いえば、そうではなかった。ンビニ会計と一般会計の֑いから、このၰ者に

よってॳ定されたΙャージに差ڣがじるため、ロスΙャージが存在している

ようにも、結ޫは見えるからである。

　さらには、ンビニ会計では、見୨り์คによって、加ྷഝのਓףが大きく

変わる。すなわち、見୨り์คにすれば、同じค上高であったとしても、Ιャー

ジのڣが変わるという現યが起きてしまう。このため、ロスΙャージが存在し

ていると考えても、これが明確にࢋりとは言えない状ޙになっている。これら

の点については、ষ章でમळに分析する。

前置きが長くなったが、ロスΙャージに関するव例と例を分析する。

ల２୯　व႕の൦

ˍ　はじめに

　下記に記すとおり、ンビニ会計に関する争いについて、最ਞ的に、最高व

第2小法平成19年611ࠨによって一応のࠨ着がついた。この最高वࠨ

を分析する前に、その他のव例（最高वࠨとその原ૣ以外のव例）を見

ていくことにする。

２　व例
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(1) 大ि地平成8年219（例書 L05150076、例タイムΒ915131༁）

Ⱥ原࣬加ྷഝ、࣬本部、原࣬のݥをݕܤȻ

Ⱥমմのٽ要Ȼ

　経営不૦によりഝ༘をഝすることになった原࣬加ྷഝが࣬本部に対し

て、ૂ報ރ義ྩ֑反、競合ഝを出ഝしない義ྩ֑反、指導׳੩義ྩ֑反など

のञྩ不၎行に基づくఅٺฅੲݥ及び࣬のΙャージ計ॳ方式により不൚に

Ιャージをਓ్されたとして不൚၌得返ۺݥをしたম件である。

　なお、本件は最高वまで争われたΙͿーンとは別のΙͿーンのম件である。

このため、本件では、ܤロス൝にΙャージがかかるかどうかが争われている

のではなく、見୨り์คを実ঔすることにより値引きしたڣにまでΙャージが

課せられているのかが争われている24。

ȺকȻ

　（本ࣂはンビニ会計についてのみ൦するので、不൚၌得返ۺݥについ

てのみ言及し、これ以外の争点についてはڬ愛する。）

①࣬がフランΙャイジーからႀするΙャージは、࣬がフランΙャイジー

にރする指導׳੩、サービスの対価の性質を有するもので、総値入高の35パー

セント相൚ڣであり、総値入高はگٽ的には、「ค上高－ค上原価ȼ見୨・処

分のค価ڣȼءロス」というॳ式でॳ出される25。

②ค上総၌ף（ค上高にค上原価をࢱ除したڣɁค上高－ค上原価）に見୨൝

24　分かりやすくするため、例を出すと、原価70のおに̨りをค価100で์คしていたが、

คれ残りそうになったため80で見୨り์คした場合、この見୨りした20にまでΙャー

ジが課せられている（ค価でคられたものとしてեわれている）と、原࣬加ྷഝは主ಫし

ており、これが不൚၌得であると原࣬は主ಫしていた。

25　ここでいう「見୨」とは൚初ค価から値下げして์คした場合の値下げڣをいい、「処分」

とはર味期限のൢြによりܤ処分となったのค価ないしॽ入ڣをいい、「ءロス」

とは、実地ڣءとನ༧在ࡩ高の差ڣをいう。



─19─

ンビニ会計と本部による見୨り์คଷ限問題のठ考

のค価ڣを加ॳして総値入高をݥめこれにΙャージをかけることとすると、ค

上原価としてค上高からࢱ除されている見୨൝のॽ入原価ڣと見୨൝のค価ڣ

の差ڣ、すなわち見୨൝の࣏၌ף相൚ڣがΙャージの対યとなる。したがって、

࣬のन用している総値入高の計ॳ方法は、見୨൝の࣏၌ף相൚ڣをΙャージ

対યとしてΙャージをॳ出する計ॳ方法といえる26。

ӳॽ入のٴで์ค可能なの種႒と数量をထ想し、そのထ想に基づい

てをॽ入れるのは原࣬のୣහで行うべきであることから、見୨・処分によ

るఅについては原࣬がすべきことになる。また、ءロスも、ഝ༘経営

に付ଟして発するఅであり、本件ࠀڎ約を前とすると、原࣬のすべ

きఅといえる。見୨൝の࣏၌相൚ڣをΙャージ対યとする目的として࣬が

主ಫするフランΙャイジーによるค上高の過少૭࣬によるΙャージ൪れཡগと

いうことには一応合理性があること、証ݶによれば、見୨൝を対照としたΙャー

ジは、平で年間16万に過̨ないことをせ考えると、見୨൝の࣏၌ף相൚

約における原࣬と࣬の法的地位及び信義則ࠀڎを対યとすることが、本件ڣ

に照らし、公੬ၻ௹に反するような֑法性を有するとめることはできない。

Ӵ以上によれば、見୨൝の࣏၌相൚ڣをΙャージの対યとする総値入高の計ॳ

方法が֑法であるকの原࣬の主ಫは、理ဇがない。

26　なお、本件において、原࣬は、ค上高からค上原価をࢱ除した後に見୨൝をค価で加ॳ

して総値入高をॳ出しているから、加ॳされた見୨൝のค価ڣがΙャージ対યとなってい

るものと主ಫしていたが、「ֲのষٽॳ総値入高のค上原価の計ॳ方法によれば、初

めの在ࡩ及び൚ڂにॽ入れたから、ྎに在ࡩとして残存しているをࢱ除した

されてしまっܤ成するものとされているから、処分によってࢹは、すべてค上原価をڣ

た、ءロスとなったのように現実には์คされなかったや、์คはされた

がထ定ค価から値下げして์คされたのॽ入原価も、すべて൚ڂのค上原価をࢹ成

していることが明らかである。そうすると、仮にค上高からค上原価をࢱ除したค上総၌

を加ॳしたものにΙャージをかけることとすると、見୨൝のॽ入ڣに見୨൝のॽ入原価ף

原価ڣはค上原価としてค上高からࢱ除されていることから、同ڣの見୨൝のॽ入原価ڣ

を加えても、プラスマイナスで相फ़されてゼロとなり、見୨൝は何らΙャージの対યとな

らないことになる。」とव所は౯している。
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Ƀ৹ۙの൦Ʉ

　本件でಕ目すべき点のˍつ目は、Ιャージは、総値入高の35パーセント相൚

ڣ的には、「ค上高－ค上原価ȼ見୨・処分のค価گٽであり、総値入高はڣ

ȼءロス」というॳ定式でॳ定されるとव所は定している。すなわち、

見୨൝の࣏၌ף相൚ڣをΙャージ対યとしてΙャージをॳ出する計ॳ方法が৾

られていると౯している。本件のΙャージॳ定式はンビニ会計であり、ロ

スΙャージが存在しているというわけである。

　そして、ಕ目すべき点の２つ目は、この見୨൝の࣏၌ף相൚ڣを対યとする

このΙャージのॳ定式は、本件ࠀڎ約における原࣬と࣬の法的地位及び信義

則に照らし、公੬ၻ௹に反するような֑法性を有するとめることはできない

とव所は౯しているという点である。そして、その理ဇとして、①の

ॽ入数量については一部を除いてଷ限はなくら原࣬の౯にտ͇られてお

り、見୨・処分によるఅについては原࣬がすべきこと、②ค上高を過小

に૭࣬して不ୃにΙャージのを྾れるのをཡগするためであることの２点

をあげている。この２点が本ࠨのඅಭである。

(2) 28（例書地平成13年6ؚࡣྴ L05650174・例時報1791101༁・

例タイムΒ1121179༁）

Ⱥ原࣬加ྷഝ、࣬本部、一部容Ȼ

Ⱥমմのٽ要Ȼ

　原࣬加ྷഝは、࣬本部との間で、同ΙͿーンの加ྷഝとなるフランΙャイ

Βࠀ約（以下「本件ࠀ約」という。）を結し、ンビニをٳ業したが、࣬が、

本件ࠀ約を解除したため営業のࠑ続が不可能となった。

　そこで、原࣬は、࣬に対して、本件ࠀ約が॒ࢋにより無効であることによ

る不൚၌得の返ۺ、本件ࠀ約の結にषし、࣬がघ݁を行ったこと、࣬に

指導׳੩義ྩ൝の本件ࠀ約で定められたञྩの不၎行があることを理ဇとする
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అٺฅੲ、原࣬のഝ༘をഝするにあたり、࣬が֑法行ևを行ったことを理

ဇとする不法行ևに基づきఅٺฅੲ൝をݥしたমմである。

（本件は、最高वࠨが出たΙͿーンともव例 (1) とも異なるΙͿーンのম

件である。）

ȺকȻ

　（本ࣂのテーマであるンビニ会計に関する部分についてのみれる。）

①本件ࠀ約において、本件ഝ༘にかかるΙャージは、「ค上総၌ף」の38パー

セントであること、ค上総၌ףのॳ出式は、「ค上総၌ףɁ営業ਓ入－ค上原価」

であること、そして、営業ਓ入のॳ出式は「営業ਓ入Ɂค上高ȼその他ਓ入」、

ค上原価のॳ出式は「ค上原価Ɂ期ਉ原価ȼॽ入原価－（値引きȼリベー

トȼܤ൝原価ȼ期ྎ原価）Ⱦء差ڣ原価」である。

②本件ࠀ約では、ܤ処分原価を経としては計上していないため、Ιャージ

ॳ出の基礎となるค上総၌ףには、ܤは影響しないということがめら

れる。

ӳ原࣬は、純ଘなல၌にΙャージをかけるべきであると主ಫするが、加ྷഝに

おいて、実षには์คされたについてܤ処分と࣬会社に報࣬し、ค上

高を過小に૭࣬して不ୃにロイμリティを྾れるのをཡগすること、ܤや

さえるための動機付けにすることなどのমૂがあることか؋ロスを最小限にء

ら、このような計ॳ式を定めることもࠀ約自ဇの原則に基づきめられること

は൚然である。

Ƀ৹ۙの൦Ʉ

　本件では、本件Ιャージのॳ定式がンビニ会計であるのか、一般会計なの

かが争われている。

　上記①は、Ιャージは「ค上総၌ף」の38パーセントとなるが、「ค上総၌

原価をܤɁ営業ਓ入－ค上原価」であり、ค上原価は、ॽ入原価からף
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除したものであるとव所は定している。そして、上記ক②では、このࢱ

Ιャージॳ定式では、ܤがいくら増えようがค上総၌ףは変わらないことが

べられている。要するに、本件ではンビニ会計が使われていると定した

わけである27。しかし、ܤロス൝にΙャージがかけられているという点まで

は定されていないと言える。

　上記কӳでは、Ιャージॳ定式であるンビニ会計はࠀ約自ဇの原則から

されると౯している。この理ဇとしてव所はݺ (1) ค上高を過小に૭࣬し

て不ୃにロイμリティを྾れるのをཡগすること、(2) ܤやءロスを最小

限に؋さえるための動機付けにすることの２点をあげている。

(3) ୷ဩ地平成13年75（例書 L05650180・例時報177898༁）

Ⱥ原࣬加ྷഝ、࣬本部、一部容Ȼ

Ⱥমմのٽ要Ȼ

　࣬本部との間でフランΙャイΒࠀ約を結したڎ原࣬が、࣬は֑法な会

計処理をしており、ֲࠀڎ約は無効である、本件ࠀ約はඊ法に不公ୃな৾引

方法にڂ൚する、࣬はघ݁を行った、原࣬に॒ࢋがあった、࣬にࠀ約結

のषに説明義ྩ֑反があった൝と主ಫしてఅٺฅੲ൝のをݥめたমմであ

る。（なお、本件は上記व例 (1) と同じΙͿーンのম例である。）

ȺকȻ

27　このव所の౯を第1章で使った「原価70のおに̨りを10ࡢॽ入れて1100ࡢで8ࡢ

คれた」というম例で説明していく。営業ਓ入は、1100ࡢで8ࡢคれたので、100 ȿ8

除してॳ定ࢱ原価をܤである。問題はค上原価であるが、ॽ入原価からɁ800ࡢ

するとしている。今回、ॽ入原価は原価70のおに̨りを10ࡢॽ入れているので、700

である。本件の計ॳ式はこの700からܤ原価をࢱ除するとしている。すなわち、

ࡢ2ܤ分の140（70ȿ2ࡢ）を引くので、700から140を引くと560になるという

ことである。結果、ค上総၌ףは240（560－800）となる。
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　（本ࠨにおいて、࣬の説明義ྩ֑反がめられたが、֑法な会計処理に

ついては下記の通り、๛定されている。）

①࣬本部は加ྷഝに対して機会ロスをなくすようޑく指導しているところ、

機会ロスをなくすためにはॽ入れを増やす必要があり、ॽ入れを増やせば見୨・

処分൝が増加することはけられないこと、見୨・処分൝にΙャージをかける

ことによってフランΙャイジー（加ྷഝ）のค上が減少してもॽ入れڣが変わ

らない限り࣬の৾得するΙャージڣは減少しない結果となり、ค上に関する

リスクはフランΙャイジーが全てしなければならないॽழみになっている

こと൝からすれば、見୨・処分൝にΙャージをかけることだけをとらえていえ

ば、かかるॽழみがフランΙャイΎー（本部）にとっては有၌な、フランΙャ

イジーにとっては不၌なॽழみとなっていることは๛定できない。

②しかしながら、見୨・処分൝は基本的にはフランΙャイジーのୣහႀ域で

じるものあること、実षにΙャージ൪れを行うことは難しいとしてもΙャージ

൪れということをۖ全に๛定することはできないこと、見୨・処分൝にΙャー

ジをかけなくても、Ιャージ率が高ければフランΙャイジーのਓ入は減少する

のであって、Ιャージの率やフランΙャイジーのਓ入を考慮せずに、見୨・処

分൝にΙャージをかけることのみをとらえて有၌、不၌を論ずることは相൚で

なく、Ιャージ率をどのように定めるかは基本的には൚ম者間の合փにහされ

るべきであることからすれば、見୨・処分൝についてΙャージをかけることが

見୨・処分൝の分のඵ重৾りに൚たるとはいえないし、公੬ၻ௹に反するとい

うことはできない。

Ƀ৹ۙの൦Ʉ

　本ࠨにおいて、व所は「見୨・処分൝にΙャージをかける」と定して

おり、本件Ιャージॳ定式がンビニ会計であり、ロスΙャージが存在すると

定されている。

　࣬である本部は、「࣬の計ॳ方式によれば、࣏၌（ค上－ค上原価）に
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見୨・処分、ءロスを加ॳした合計ڣ（すなわち総値入高）にΙャージ率を

乗じるので、࣏၌にΙャージ率を乗じる場合に比して࣬のΙャージڣは大き

くなる。」とめている。そして、࣬本部は「総値入高方式をन用する以上、

ୃ確な၌ף（経ࢱ除前）をॳ出するためには、࣬の方式でॳ出したフラン

Ιャイジーਓ入から総値入高をॳ出するषに࣏၌（ค上－ค上原価）に加えら

れていた見୨・処分、ءロスをࢱ除しなければならないことは൚然のந置で

ある。」と主ಫしている。

　そしてこのΙャージのॳ定式（ンビニ会計）については、「見୨・処分൝

についてΙャージをかけることが公੬ၻ௹に反するということはできない。」

とव所は౯している。その理ဇであるが、(1) ค上に関するリスクはフラ

ンΙャイジーが全てしなければならないॽழみになっていること、(2) 見

୨・処分൝は基本的にはフランΙャイジーのୣහႀ域でじるものあること、

(3) 実षにΙャージ൪れを行うことは難しいとしてもΙャージ൪れということ

をۖ全に๛定することはできないこと、(4) Ιャージの率やフランΙャイジー

のਓ入を考慮せずに、見୨・処分൝にΙャージをかけることのみをとらえて有

၌、不၌を論ずることは相൚でないこと、(5) Ιャージ率をどのように定める

かは基本的には൚ম者間の合փにහされるべきであることの５点をその理ဇと

している。

(4) 東京地平成16年531（例書 LO5932339）

Ⱥ原࣬加ྷഝ、࣬本部、原࣬のݕܤݥȻ

Ⱥমմのٽ要Ȼ

　本件は、原࣬（加ྷഝ）らが、࣬（本部）との間で、࣬が営するン

ビニのフランΙャイΒΙͿーンに、それぞれフランΙャイジーとして加ྷする

されるഝ༘経営に関するサービス൝ރ約を結し、࣬に対し、࣬からࠀ

に対し、一定の方式によりॳ定されるค上၌ףに対して一定のڬ合を乗じてॳ
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定される「Ιャージ」とઠする対価をってきていたところ、この対価ॳ定

の基礎となるค上၌ףにはܤされたの原価൝が含まれており、これらの

ܤの原価൝に対しても「Ιャージ」がໆ課されているが、「Ιャージ」

のॳ定基礎となるค上၌ףにܤの原価൝が含まれることは上記ࠀ約に定

められておらず、࣬は法ၙ上の原֦なくܤの原価൝に対する「Ιャー

ジ」に相൚するڣ߄の֥߄を၌得したことになると主ಫし、࣬に対し、それ

ぞれ、この不൚၌得߄をݥしたমմである。

　（なお、本件は、後に൦する最高वࠨと同一のΙͿーンで起きたম件で

ある。このため、મळにকを見ていく。）

ȺকȻ

①原࣬のഝ༘には、ഝ༘経営のためのમळな引書であるシステムマニュアル

がえ付けられ、本件అף計ॳ書についてのࣜ目には、「ค上総၌ף」は、ค

上高から「純ค上原価」を差し引いたものであること、「純ค上原価」は、「総

ค上原価」から「ॽ入値引高」、「ܤ൝」及び「ء増減」を差し引いて

計ॳされることについての記शがある。

②本件ڎΙャージڣ߄のॳ定の基礎となっている本件ค上総၌ףのॳ出過程に

おいては、ܤロス原価及びءロス原価びに本件ॽ入値引高はค上高から

除されるค上原価に含まれないことから、これらがค上原価としてค上高かࢱ

らࢱ除されず、このփ味で、本件ค上総၌ףにはܤロス原価及びءロス原

価びに本件ॽ入値引高に相൚するڣ߄が含まれている。

ӳ本件ࠀڎ約書においては、1条において、Ιャージが࣬のރするڎ種サー

ビス൝の対価であることがܰ定され、40条には、Ιャージについて、「ค上総

၌ף（ค上高からค上原価を差し引いたもの。）に対し、付௺明ळ書（ニ）

の第３ࣜに定める率を乗じたڣ」との表現によりܰ定されている。

Ӵ࣬は、上記の「ค上原価」の用語を、ܤロス原価及びءロス原価

を含まないものとして使用するփ図であったが、本件ࠀڎ約書には「ค上
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原価」の用語を定義するܰ定はなく、「ค上原価」がܤロス原価及び

。ロス原価を含む用語であるか๛かについて、直接説明するܰ定もないء

ӵ本件ࠀڎ約書40条における「ค上原価」との用語は、それだけをみれば、

ܤロス原価及びءロス原価を含むとも含まないとも解され得るものである

が、本件ࠀڎ約書において、これらが営業に含まれるকがܰ定されており、

しかも、この営業が加ྷഝ経営者である原࣬らのとなることも明記され

ていることをせて考慮すれば、同条の「ค上原価」の用語は、ܤロス

原価及びءロス原価を含まないものであると解釈するのが合理的であり、相

൚である。その結果、同条によりΙャージڣ߄のॳ定の基礎となることが定め

られている「ค上総၌ף」は、ܤロス原価及びءロス原価に相൚するڣ߄

を含むもの（すなわち本件ค上総၌ף）であると解することができる。

Ӷ࣬と原࣬らとの間においては、Ιャージڣ߄のॳ定の基礎である「ค上総

၌ף」にはȄܤロス原価及びءロス原価を含むものとするとのփ思表示の

合致があったとめられ、このփ味での合փがあったとめることができる。

࣬は、本件ڎΙャージڣ߄のうちܤロス原価及びءロス原価に対応する

部分については、原࣬らとの間のࠀ約に基づいてこれをႀしたものであって、

そのႀが法ၙ上の原֦をࠧくとめることはできないことにܦする。

Ƀ৹ۙの൦Ʉ

　本件は、本件ࠀ約書において、「Ιャージは「ค上高からค上原価をࢱ

除したڣ」であるค上総၌ףにΙャージ率をかけたものとする」কがܰ定され

ているが、ค上原価についての定義が記शされていなかったため、ค上

原価の解釈が争いになった。

　原࣬加ྷഝはค上原価とはܤロス൝を含むค上原価（ॽ入れたの

原価）のことである。すなわち、Ιャージのॳ定式は一般会計が使われなけれ

ばならないと主ಫした。

　࣬は、ค上原価とはค上原価（ॽ入れたの原価）からܤロスを
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差し引いたものであると主ಫした。すなわち、Ιャージのॳ定式はンビニ会

計が用いられていると主ಫした。

　この点について、上記ক①は、システムマニュアルに記शしたところに従

うと、

ค上総၌ףɁค上高－純ค上原価

　　　　　Ɂค上高－（総ค上原価－ॽ入値引高－ܤロス－ءロス）

　　　　　Ɂค上高－総ค上原価ȼॽ入値引高ȼܤロスȼءロス

となるকが記शされているとべている。すなわち、本件ではΙャージॳ定式

としてンビニ会計が用いられているということになる。

　ここでಕփすべきは、このように最ਞ的なค上総၌ףのॳ定式において、

ロス൝はプラスになっているという点である。このため、上記ক②は、こܤ

の点を指し、ค上原価はܤロス൝がࢱ除されるから、ค上総၌ףにはܤロ

ス൝が含まれると౯している。

　そして、上記কӳは本件ࠀ約書には「ค上総၌ףɁค上原価－ค上原

価」とされているকをべ、上記কӴはค上原価がܤロス原価及び

ロス原価を含む用語であるか๛かについて、直接説明するܰ定がないとしたء

が、最ਞ的に、व所は、上記কӵにおいて、ค上原価の用語は、ܤ

ロス原価൝を含まないものであると౯した。その結果、ค上総၌ףは、ܤ

ロス原価൝に相൚するڣ߄を含むものとなる。

　このようにव所が౯した理ဇは、(1) 本件ࠀڎ約書において、これらが

営業に含まれるকがܰ定されていること、(2) この営業が加ྷഝ経営者で

ある原࣬らのとなることが明記されていることの２つの理ဇからである。

ค上総၌ףには、ܤロス原価൝に相൚するڣ߄を含むと౯しているため、

結果的にロスΙャージが存在しているとव所は౯していることになる。

　そして、上記কӶにおいて、࣬と原࣬らとの間においては、Ιャージ߄

ロス原価をءロス原価及びܤにはȄ「ףค上総၌」のॳ定の基礎であるڣ

含むものとするとのփ思表示の合致があったとめられるため、そのႀが法
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ၙ上の原֦をࠧくとめることはできないとव所は結論づけている。

　本ࠨのඅಭをまとめると、ˍつ目は、本件のΙャージॳ定式はンビニ会

計方式であり、ค上総၌ףとはܤロス൝が含まれており、これがΙャージの

ॳ定の基礎となるとव所が౯したという点である。ค上総၌ףにはܤロ

ス൝が含まれているから、そのまま解釈すると、ܤロス൝にΙャージがかかっ

ている、すなわちロスΙャージが存在する28。そして、２つ目は、ค上総၌ף

とはܤロス൝が含まれていることについては本部と加ྷഝ間に合փがあると

౯したという点である。

　このロスΙャージの点について、さらに分析を深めるため、ロースΙャージ

ஶફとࡤばれる一Ⴒのஶફを第一ૣから見ていきたいと思う29。

లˏ୯　υスΙλーΐஶફ

ˍ　ロスΙャージஶફ

（第一ૣ）東京地व平成16年531ࠨ ( 例書 LO5932338)

Ⱥ原࣬加ྷഝ、࣬本部、原࣬のݕܤݥȻ

Ⱥমմのٽ要Ȼ

　原࣬加ྷഝが、࣬本部との間で、࣬が営するンビニエンス・ストア

のフランΙャイΒΙͿーンに、フランΙャイジーとして加ྷするࠀ約を結

し、࣬に対し、࣬からރされるഝ༘経営に関するサービス൝に対し、一

定の方式によりॳ定されるค上၌ףに対して一定のڬ合を乗じてॳ定される

「Ιャージ」とઠする対価をってきていたところ、この対価ॳ定の基礎と

28　実षのࠀ約内容はܤロス൝にΙャージはかかっていないと言うこともできる内容であ

る。મळは第三章でべる。

29　なお、ロスΙャージஶફについては、୩ࣂ「フランΙャイΒࠀ約におけるܤロスと

Ιャージ、そして見୨り์คଷ限 (2)」法経論集18983༁以下（2011年）、୩ࣂ「ンビニ・

フランΙャイΒࠀ約におけるΙャージॳ定方式とܤロス」法ၙ時報827100ے༁（2010

年）でも分析をしている。その他、୩ࣂ・前ࠇಕ4、23༁以下も参照。
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なるค上၌ףにはܤされたの原価൝が含まれており、これらのܤ

の原価൝に対してもΙャージがໆ課されているが、「Ιャージ」のॳ定基礎と

なるค上၌ףにܤの原価൝が含まれることは上記ࠀ約に定められておら

ず、࣬は法ၙ上の原֦なくܤの原価൝に対するΙャージに相൚する߄

の返߄を၌得したことになると主ಫして、࣬に対し、この不൚၌得֥߄のڣ

。したݥをۺ

　本件ࠀ約書40条はΙャージについて、「ค上総၌ף（ค上高からค上原

価を差し引いたもの。）に対しȄ付௺明ळ書（ニ）の第３ࣜに定める率を乗じ

たڣ」との表現によりܰ定されている。

　࣬は、上記の「ค上原価」の用語を、ܤロス原価及びءロス原価

を含まないものとして使用するփ図であったが、本件ࠀ約書には「ค上原

価」の用語を定義するܰ定はなく、「ค上原価」がܤロス原価及びء

ロス原価を含む用語であるか๛かについて、直接説明するܰ定もなかった。そ

して、本件ࠀ約書18条1ࣜにおいて引用する付௺明ळ書（γ）の3ࣜには原࣬の

すべき営業がݷげられ、同付௺明ळ書（γ）2ࣜには、営業とされる

ものがႥݷされ、その中にܤロス原価及びءロス原価が営業となること

が定められていた。

　さらに、అף計ॳ書には、

（イ）Ιャージڣ߄の計ॳ式本件ค上総၌ףはȄষの計ॳ式によりॳ定される

こととなる。

（計ॳ式1）

本件ค上総၌ף

Ɂค上高－本件純ค上原価

Ɂค上高－（本件総ค上原価－ܤロス原価－ءロス原価－本件ॽ入値引高）

Ɂค上高－本件総ค上原価ȼܤロス原価ȼءロス原価ȼ本件ॽ入値引高

そして、Ιャージڣ߄は、本件ค上総၌ףにΙャージ率を乗じてॳ定されるか

ら、その計ॳ式はষのとおりとなる。
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（計ॳ式2）

Ιャージڣ߄

Ɂ本件ค上総၌ףȿΙャージ率

Ɂ（ค上高－本件純ค上原価）ȿΙャージ率

ɁȰค上高－（本件総ค上原価－ܤロス原価－ءロス原価－本件ॽ入値引

高）ȱȿΙャージ率

Ɂ（ค上高－本件総ค上原価ȼܤロス原価ȼءロス原価ȼ本件ॽ入値引高）

ȿΙャージ率

との記शがあった。

　原࣬は、Ιャージڣ߄のॳ定の基礎をこのようなڣ߄とすることについて

࣬と合փしていないから、࣬がႀした本件Ιャージڣ߄のうち、ܤロス

原価及びءロス原価びに本件ॽ入値引高をॳ定の基礎とする部分について

は、本件ࠀ約に基づくものではなく、࣬がこれをႀする法ၙ上の原֦をࠧ

くকを主ಫした。

ȺকȻ

①「ค上原価」という用語は、一般の़ྩ会計ྌは୕ྩ会計上は、ܤロス原

価やءロス原価を含むものとして使用されるのが一般的であるとめられる

が、企業会計原則上は、ܤロス原価及びءロス原価をค上原価とする方

式（原価方式）も、営業（์ค）とする方式（࣬方式）も、どちらもन

用することができ、ܤロス原価及びءロス原価をค上原価に計上せず、営

業用として์คに計上する方法も、企業会計原則上、公ୃఏ൚なものとし

てଵされる処理であることにۻみれば、「ค上原価」をܤロス原価及び

ロス原価を含まないものと解釈することもまた可能であるということができء

る。

②本件ࠀ約書40条における「ค上原価」との用語は、それだけをみれば、

ܤロス原価及びءロス原価を含むとも含まないとも解され得るものである
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が、これらが営業に含まれるকがܰ定されており、しかも、この営業が加

ྷഝ経営者である原࣬のとなることも明記されていることをせて考慮す

れば、同条の「ค上原価」の用語は、ܤロス原価及びءロス原価を含

まないものであると解釈するのが合理的であり、相൚である。その結果、同条

によりΙャージڣ߄のॳ定の基礎となることが定められている「ค上総၌ף」

は、ܤロス原価及びءロス原価に相൚するڣ߄を含むもの（すなわち本件

ค上総၌ף）であると解することができる。

ӳ࣬と原࣬は、本件ࠀ約書によって本件ࠀ約に係るփ思表示の合致をみたも

のであるところ、本件ࠀ約書40条にΙャージڣ߄のॳ定の基礎としてܰ定され

ている「ค上総၌ף」には、ܤロス原価及びءロス原価が含まれるもの

であると解釈することができるのであるから、࣬と原࣬との間においては、

Ιャージڣ߄のॳ定の基礎である「ค上総၌ף」には、ܤロス原価及びء

ロス原価を含むものとするとのփ思表示の合致があったとめられ、このփ味

での合փがあったとめることができる。したがって、࣬は、本件Ιャージ

ロス原価に対応する部分については、原࣬とءロス原価及びܤのうちڣ߄

の間のࠀ約に基づいてこれをႀしたものであって、そのႀが法ၙ上の原֦

をࠧくとめることはできないことにܦする。

Ƀ৹ۙの൦Ʉ

。にべた通り本件を含む一Ⴒのম件は「ロスΙャージஶફ」と言われるܡ　

この理ဇは、最高वがܤロスにΙャージがかけられていると定したため、

すなわち、「本件ࠀ約書４ˌ条にΙャージڣ߄のॳ定の基礎としてܰ定されて

いるค上総၌ףには、ܤロス原価及びءロス原価が含まれるものであると

解釈することができる」と最高वを含むव所が定しためである。な̶、こ

のような結果になったのかをౝるべく、まずは本件第一ૣから見ていく。

　本件第一ૣにおいて、व所は、「ค上原価」との用語は、़ྩ会計ྌ

は୕ྩ会計上一般に用いられている「ค上原価」であるとした上で、上記ক
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①によって、「ค上原価」をܤロス原価及びءロス原価を含まないものと

解釈することも、企業会計原則上、公ୃఏ൚なものであるから可能であると

౯した。上記ক②では、「ค上原価」の用語は、ܤロス原価及びء

ロス原価を含まないものであると解釈するのが相൚であると౯し、その結果、

Ιャージڣ߄のॳ定の基礎となることが定められている「ค上総၌ף」は、

を含むものであると解することがڣ߄ロス原価に相൚するءロス原価及びܤ

できるとしている。

　数式で示すと

ค上総၌ףɁค上高－ค上原価

Ɂค上高－（総ค上原価－ܤロス原価－ءロス原価－本件ॽ入値引高）

Ɂค上高－総ค上原価ȼܤロス原価ȼءロス原価ȼ本件ॽ入値引高

となり、ܤロス原価やءロス原価は最ਞ的にプラスとなりค上総၌ףに含

まれていることになる。要するに本件Ιャージのॳ定式はンビニ会計であり、

ロスΙャージは存在しているとव所は౯している。

　上記কӳは、Ιャージڣ߄のॳ定の基礎である「ค上総၌ף」には、ܤ

ロス原価及びءロス原価を含むものとするとのփ思表示の合致があったと

められることができるため、そのႀが法ၙ上の原֦をࠧくとめることはで

きないと౯した。

　以上の通り、本件は、「Ιャージڣ߄のॳ定の基礎である「ค上総၌ף」には、

ܤロス原価及びءロス原価を含むものとするとのփ思表示の合致があっ

た」という理ဇで、原࣬加ྷഝのݥはめられなかった。

　しかし、本ࠨでಕ目すべき点は、原࣬のݥがめられなかったという点

ではない。本ࠨにおいて、ಕ目すべき点は、व所が「Ιャージڣ߄のॳ定

の基礎である「ค上総၌ף」には、ܤロス原価及びءロス原価を含むもの

とするとのփ思表示の合致があった」と定した点である。すなわち、व所

がܤロス൝にΙャージがかけられている、要するにロスΙャージが存在する

と定した点にある。ܤロスとはがคれ残ったことによるఅである。
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この加ྷഝのఅに対して、ンビニ本部がΙャージをかけていたとव所は

౯したことになる。

　しかし、加ྷഝのఅにΙャージがかけられていても、このことに加ྷഝと

本部間に合փがあるから、そのႀに法ၙ上の原֦をࠧくとはいえないとव

所は౯しているのである。

（第ඵૣ）東京高व平成17年224ࠨ ( 例書 L06020790・߄ဏম例

125033༁ )

Ⱥ原ࠨを変ࢱ　ࢵஶ人（原࣬・加ྷഝ）、ࢱஶ人（࣬・本部）Ȼ

ȺকȻ

①ࢱஶ人は、「ค上原価」は、ল義どおりに読めば、実षにคり上げた

の原価、すなわち本件純ค上原価であると理解できると主ಫするが、その

ような用語法が一般に行われていたとはめられず、その言自体からࢱஶ

人主ಫのようなඅ別のփ味を有するものと理解することはࣾ難であって、「ค

上原価」の言は、本件ࠀ約が小ค業に係るものであることからค上原価

に「」の言を加えたにす̨ず、ค上原価とඅに異ならないものと理解す

るのが通常一般の理解というべきである。

②本件ࠀ約の「ค上原価」の言は、۷ݖ的にはܤロス原価及びءロ

ス原価を含むค上原価をփ味するものと解釈されるが、ࡢ別ߓ体のࠀ約൚ম者

間において、ࠀ約結の経൝に照らし、「ค上原価」にはܤロス原価

及びءロス原価を含まないとすることでփ思が合致しているとめられる場

合には、൚ࠀڂ約൚ম者間では、その合致したেの内容に従う合փが成立し

たものとめるのが相൚である。

ӳڎഝ༘には、ഝ༘経営のためのમळな引書であるシステムマニュアルが

え付けられ、ഝ༘を経営する中で݃問がじたときは、ഐܽ参照できるように

なっていた。その第10章中のఅף計ॳ書についてのࣜ目には、「ค上総၌ף」は、
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ค上高から「純ค上原価」を差し引いたものであること、「純ค上原価」は、「総

ค上原価」から「ॽ入値引高」、「ܤ൝」及び「ء増減」を差し引いて

計ॳされること、ܤロス原価及びءロス原価としての「ܤ൝」及び

「ء増減」のॳ定方法൝についての記शがあった。（なお、व所は、ࢱஶ

人は本件అף計ॳ書の「純ค上原価」を本件ࠀ約書40条の「ค上原価」と

同じփ味で用いているものと解し、「ค上原価」の言は企業会計原則に

いうค上原価と同義のものと解するのが合理的であるとしている）。

Ӵࢱஶ人が経営տుࠀ約に基づいてഝ༘を経営していたഝ༘にもシステムマ

ニュアルがえ付けられていたが、システムマニュアルは、મळかつ大部なも

のであり、ࢱஶ人は、上記のఅף計ॳ書に係る記शを読む機会がなかった。ࢱ

ஶ人がΙャージڣ߄のॳ定方法がࢱஶ人方式の会計処理に基づいてॳ定され

ていることを理解して本件ࠀ約を結したとはめられないし、本件ࠀ約結

後、そのことを理解してম後的にઇしたとめることはできない。

ӵࢱஶ人の作成するఅף計ॳ書の内容は、一般のఅף計ॳ書と比ڛしてඅに

複雑なࢹ成となっているわけではないが、会計処理になじみのない者には理解

が容易でない上、Ιャージ率がค上ڣに応じてٴ的に増加するॽழみである

こと、ࢱஶ人の作成するఅף計ॳ書のࣜ目ྴでは、ࠀ約書の「ค上原価」

の言は用いられずに「ค上原価」、「総ค上原価」、「純ค上原価」という႒似

する言が用いられていて、どれが「ค上原価」に൚たるのか一般人には

わかりにくく、ࠀ約書の付௺明ळ書（γ）2ࣜの「不ၻ・不ഐڒ」に൚たる

ものが、అף計ॳ書ではค上原価のࣜ目で「ܤ൝」、営業のࣜ目では「不

ၻ」とされるなど用語もൡ一されておらず、ई၄しやすいものとなっている。

Ӷ一般人がఅף計ॳ書に記शされた数値を見てΙャージڣ߄のॳ定経過を理解

することは容易ではなく、ܤロス原価及びءロス原価のڣがどのように

Ιャージڣ߄に反映されるのかは、分な説明をけなければ理解することが

ࣾ難であると考えられる。ࢱஶ人൚者がࢱஶ人にこの点の分な説明をし

たとはめられないのであって、ࢱஶ人がそれを理解することができなかった
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のは無理から͆ところといわなければならない。

ӷ以上によれば、本件ࠀ約書４ˌ条の「ค上原価」にはܤロス原価及び

ءロス原価が含まれるものと解釈され、ࢱஶ人がࢱஶ人方式による会計処

理及びこれに基づくΙャージのॳ定方法を理解していたとはめられないか

ら、ܤロス原価及びءロス原価のڣをΙャージڣ߄ॳ定の基礎に含めるࠀ

約上の根ݶはないこととなる。

Ƀ৹ۙの൦Ʉ

　本ࠨでಕ目すべき点は2点である。1つ目は、「本件ࠀ約書40条の「ค上

原価」にはܤロス原価及びءロス原価が含まれるものと解釈され、ܤ

ロス原価及びءロス原価のڣをΙャージڣ߄ॳ定の基礎に含めるࠀ約上の根

約におけるΙャージのॳ定ࠀはない。」と౯されたこと、すなわち、本件ݶ

方式は、ンビニ会計ではなく、一般会計であるとされた点である。

　2点目目は、このようにव所が解した理ဇになるが、「ࢱஶ人（加ྷഝ）が

ࢱஶ人方式による会計処理及びこれに基づくΙャージのॳ定方法（ンビニ

会計）を理解していたとはめられない」、すなわち、「ࢱஶ人（本部）൚

者がࢱஶ人に分な説明をしたとはめられない」と౯したことである。本

部の൚者が、ンビニ会計が用いられていると分な説明をしていないた

め、加ྷഝはンビニ会計が用いられていることを理解できていない30。だか

30　ජၻܵݛ༕ࢌআは、本件上࣬ૣの評釈において、「フランΙャイΒࠀ約൚ম者間にࢹ௮

的な能力ڛ差が存在することはম実であるが、他方でࠀ約に関係するすべてのૂ報ރを、

フランΙャイΎーに常にさせることが過ഽな要ݥであり、ఏ൚性をࠧくことも明らか

であろう。フランΙャイジーをフランΙャイΎーに全࿂的にջ存する存在として評価する

ことは、ඊ立のম業者というフランΙャイジーのࠀ約上の地位とも整合しない。また、ロ

イμルティ（Ιャージ）ॳ定方式が重要であればこそ、フランΙャイΒࠀ約ܛབ者にもࠀ

約条ࣜの明確化につき一定のを要ݥしても不൚とは思われない。」とした上で、「ૂ報

ރ義ྩの၎行としてはそこまでの必要はなく、むしろ、ある程ഽのો༜いうރを分ܚ

点として、フランΙャイジー௰がރされたૂ報をもとに自発的に確立すべきとする立場

を持したい。」としている。ජၻܵݛ「ンビニエンス・ストアのフランΙャイΒࠀ約に「加

ྷഝは営者に対してค上高からค上原価をࢱ除したڣ߄に一定の率を乗じたڣを
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ら、この点についての合փがないため、本件ࠀ約にンビニ会計が用いられて

いるとすることはできないというわけである31。

　そして、व所は、本件ࠀ約書の問題点をも指ഊしている。すなわち、व

所は、「ࢱஶ人の作成するఅף計ॳ書のࣜ目ྴでは、ࠀ約書の「ค上原価」

の言は用いられずに「ค上原価」、「総ค上原価」、「純ค上原価」という႒似

する言が用いられていて、どれが「ค上原価」に൚たるのか一般人には

わかりにくく、ࠀ約書の付௺明ळ書（γ）２ࣜの「不ၻ・不ഐڒ」に൚たる

ものが、అף計ॳ書ではค上原価のࣜ目で「ܤ൝」、営業のࣜ目では「不

ၻ」とされるなど用語もൡ一されておらず、ई၄しやすいものとなっている」

とべ用語がわかりにくく、しかも、ൡ一されていないという問題点を指ഊし

ている32。このࠀ約書の分かりにくさが、「ロスΙャージ」が存在するのか๛か

という問題を後々まで引きずることになる。この点については後する。

（第三ૣ（上࣬ૣ））最高व第2小法平成19年611ࠨ ( 例書

L06210046・集ྦྷ224521༁・例時報198069༁、タ125076༁ )

Ⱥ上࣬人本部、上࣬人加ྷഝ、෫ܤ差࿗しȻ

う」কの条ࣜがある場合において、消期限間近などの理ဇによりܤされたの原

価൝はค上高からࢱ除されないとされたম例」߄ဏ・ম例12776༁（2017年）。

31　ೋ教は、本高वࠨは「ࠀ約書の言のփ味内容をౝる作業を経たのち、そのよう

なփ味内容（一般会計）とは異なる൚ম者の合փは見られないというࠁで౯しており、

どちらかというと言の۷ݖ的փ味内容に重きを置いてࠀ約内容を確定しているように思

われる。」と౯している。ೋࢼং「フランΙャイΒࠀ約の対価のॳ定方法が争われた

ম例 - ンビニ・Ιャージ最高वࠨ」ジュリスト1399160༁（2010年4）。

32　ೋ教は、本高वࠨは、「ࠀ約を解釈するにषしては、「（ࠀ約の൚ম者以外の）

かある者」であれば൚ڂ言をどのようにとらえるか、というܰ範的な評価がঔされてい

ることが多く、これについて本高वࠨは「これからンビニエンス・ストア経営に参加

しようとしている」「通常人」を基とすることをべているが、ߓ体的には会計知েの

ない者を基に౯しているようである。」と分析をし、「一般消者に比して、会計処理

についてある程ഽの知েを有している」者を基として解釈すべきと主ಫされている。

ೋ・前ࠇಕ31、160༁。
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ȺকȻ

①本件で問題となるのは、本件条ࣜがΙャージॳ定の基礎としてܰ定する「ค

上総၌ף（ค上高からค上原価を差し引いたもの。）」という言のうち、「ค

上原価」の中にܤロス原価及びءロス原価が含まれるか๛かという点

である。

②上࣬人（本部）方式によれば、ค上原価とは、上࣬人が実षにคり上

げたの原価のことであるから、ܤロス原価及びءロス原価がค上

原価の中に含まれることはなく、その結果、ܤロス原価及びءロス原価に

相൚するڣがΙャージ率を乗じる基礎となるค上総၌ףの中に含まれることに

なる。

ӳ本件ࠀ約書18条1ࣜにおいて引用されている付௺明ळ書（γ）2ࣜにはܤロ

ス原価及びءロス原価が営業となることが定められている上、上࣬人の

൚者は、本件ࠀ約が結される前に、上࣬人に対し、ܤロス原価及びء

ロス原価をそれぞれ営業として会計処理すべきこと、それらは加ྷഝ経営者

のであることを説明していたというのであり、上記定めや上記説明は、本

件ࠀ約に基づくΙャージのॳ定方式が上࣬人方式によるものであるということ

と整合する。

Ӵ上࣬人が本件ࠀ約結前にഝ༘の経営տుをけていた期間中、൚ڂഝ༘

にえ付けられていたシステムマニュアルのఅף計ॳ書についてのࣜ目には、

「ค上総၌ף」はค上高から「純ค上原価」を差し引いたものであること、「純

ค上原価」は「総ค上原価」から「ॽ入値引高」、「ܤ൝」及び「ء増

減」を差し引いて計ॳされることなどが記शされていたことも明らかである。

ӵࠀ約書のඅ定の条ࣜのփ味内容を解釈する場合、その条ࣜ中の言の理、

他の条ࣜとの整合性、൚ࠀڂ約の結にঢる経൝のমૂを総合的に考慮して

౯すべきところ、本件条ࣜ所定の「ค上原価」は、実षにคり上げた

の原価をփ味し、ܤロス原価及びءロス原価を含まないものと解するの

が相൚である。そうすると、本件条ࣜは上࣬人方式によってΙャージをॳ定す
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ることを定めたものとみられる33。

Ӷ以上と異なる原ૣの前記౯には本件ࠀ約の解釈をࢋった֑法があり34、こ

の֑法がࠨに影響を及ぼすことは明らかである。原ࠨのうち上࣬人෴ஶ部

分は෫ܤを྾れない。

Ⱥ今֔वۗと中वۗの༞௷փ見Ȼ

①私たちは、本件条ࣜに定めるΙャージのॳ定方法の解釈については、法փ

見のとおりと考えるが、本件条ࣜの定め方が、明確性をࠧき、݃義を入れるဒ

地のあったことが、本件のような争をઉいたことにかんがみ、このようなࠀ

約条ࣜの定めの在り方について、փ見をべておきたい。

②本件条ࣜの解釈として、「本件条ࣜ所定の「ค上原価」には、ܤロス

原価及びءロス原価は含まれない」と解釈することが相൚であるとはいうも

のの、本件ࠀ約書におけるΙャージのॳ定方法についてのܰ定ぶりについては、

明確性をࠧき、݃義を入れるဒ地があって、問題があるといわなければならな

33　ೋ教は、「ၰ൚ম者間では本件システムという共同ম業を営するという点での合

փを定してၻく、そのシステムが前としているのはンビニ会計であるという評価に

ঢった」との分析をしている。ೋ・前ࠇಕ31、160༁。

34　ೋ教は、ࠀ約を解釈するにषしては、「（ࠀ約の൚ম者以外の）かある者」であれ

ば൚ڂ言をどのようにとらえるか、というܰ範的な評価がঔされていることが多いが、

本ࠨについては、「どのような者を基とすべきかは必ずしも明らかではないが、「経営

տుのٴで参照可能なマニュアルにΙャージॳ定について本部方式によることが記शさ

れていたことなどを基礎としてࠀ約内容を確定していることからすると、「フランΙャイ

Βࠀ約を結しようとする者は、൚ڂフランΙャイΒシステムにおいてन用されている会

計処理に関心を有するべきである」というܰ範的評価を前としていると思われる」と分

析している。ೋ・前ࠇಕ31、160༁。

 　また、չ藤教は、ンビニ会計を理解している加ྷഝ経営者とのࠀ約内容をンビニ

会計とは異なるものとするのは行き過̨であるとしているが、༕Ⴒは「フランΙャイΒ

৾引のഐୃ化に関する法ၙ（フランΙャイΒ৾引ഐୃ化法）のଷ定をݥめるփ見書」(2021

年10 ) において、過大なロイμルティ（Ιャージ）を定める条ࣜを不൚条ࣜとして無効

とすべきと主ಫしており、過大なロイμルティ（Ιャージ）を定める条ࣜは൚ম者の合փ

があっても無効とすべきと考える。չ藤ဎং「加ྷഝのするΙャージ計ॳにおける

ܤロス൝の参入の可๛」法（総則・行և）例ຐ（第5版）129༁（2008年）。ೋ・

前ࠇಕ31、161༁も参照。
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い。

ӳ本件ࠀ約である加ྷഝ基本ࠀ約は、上࣬人が一方的に定めたものであって、

加ྷഝとなるには、これをઇౄするしかなく、これをઇౄすることによって、

加ྷഝࠀ約が結されるものであるところ、Ιャージがいかにしてॳ出される

かについては、加ྷഝの関心の最もޑいところであるから、ࠀ約書上それが加

ྷഝとなる者に明確にেできるようなܰ定であることがབましいことはいう

までもなく、また、そのようなܰ定を୭けることがࣾ難であるというমૂもう

かがうことができない。

Ӵܤロスやءロスは、加ྷഝの၌ףではないから、これが営業として加

ྷഝのとなることは൚然としても、本件ࠀ約書においては、これらの用

についてまでΙャージをわなければならないということがࠀ約書上一義的

に明確ではなく、上࣬人のような理解をする者があることも࣊けるのであり、

場合によっては本件条ࣜが॒ࢋにより無効となることもじ得るのである。

ӵ加ྷഝの多くはࡢ人ഝであり、上࣬人と加ྷഝの間の企業会計に関する知

ে、経ࡑに著しいڛ差があることを考慮すれば、મळかつ大部な付௺明ळ書や

マニュアルの記शを参照しなければࠀ約条ࣜのփ味が明確にならないというの

は、不ഐ୨であるといわ̰るを得ない35。

Ӷそれでも、上࣬人൚者から明確な説明があればまだしも、ܤロスやء

35　門口ୃ人༕ࢌআは、「（༞௷փ見は）①加ྷഝ基本ࠀ約は、本部が一方的に定めたもので

あって、加ྷഝとなるには、これをઇౄするしかなく、②加ྷഝの多くはࡢ人ഝであり、

本部と加ྷഝの間の企業会計に関する知ে、経ࡑに著しいڛ差があることを指ഊしている

が、この指ഊ部分は、ম実定されていないところであり、公知のম実としたのであろう

か。Ιャージが、方൚ম者にとって、きわめて関心のあることを൩まえれば、現下の৾

引状ޙ下で౯定してၻいものか݃問なしとしない。」としている。門口ୃ人「ࠀ約の結・

約定の解釈」߄ဏ法ྩমૂ209456༁（2018年）。

　ೋ教は、この༞௷փ見の「加ྷഝの多くはࡢ人ഝであって、本部に比して会計の知

ে・経ࡑにཋしい」ことは確かであり、そのようなܰ範的解釈にはもあり得るが、

人に対してその経Ⴄ൝を問うことなく会計行に従った会計を要ݥする現行法の基本的

立場（法19条参照に従う限り、自らの営業に関する会計への関心を要ݥする本ࠨのఠ

ഽそのものをするのは難しいように思われる。）としている。ೋ・前ࠇಕ31、160༁。
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ロスについてΙャージが課せられるকの直接の説明はなく、これらが営業に

含まれ、かつ、営業は加ྷഝのとなるとの間接的な説明があったにす̨

ないというのである。

ӷ上࣬人の一方的な作成になる本件ࠀ約書におけるΙャージのॳ定方法に関す

る記शには、問題があり、ࠀ約書上明確にそのփ味が読み৾れるようなܰ定ぶ

りに改することがབまれるところである。

Ƀ৹ۙの൦Ʉ

　本ࠨは、本件ࠀ約に基づくΙャージのॳ定方式が上࣬人方式によるもの、

すなわち、ンビニ会計であるとしている。そして、システムマニュアルのఅ

計ॳ書൝を参照し、本件条ࣜ所定の「ค上原価」は、実षにคり上げたף

の原価をփ味し、ܤロス原価及びءロス原価を含まないものと解する

のが相൚であると౯した。

　そして、本ࠨのඅಭであるが、「上࣬人が実षにคり上げたの原価

のことであるから、ܤロス原価及びءロス原価がค上原価の中に含ま

れることはなく、その結果、ܤロス原価及びءロス原価に相൚するڣが

Ιャージ率を乗じる基礎となるค上総၌ףの中に含まれることになる。」と

べ、ܤロス൝にΙャージがかかると最高वは明言している36。

　さらに、「ܤロスやءロスは、加ྷഝの၌ףではないから、これが営業

として加ྷഝのとなることは൚然としても、本件ࠀ約書においては、こ

れらの用についてまでΙャージをわなければならないということがࠀ約

書上一義的に明確ではなく・・・」とܤロス൝にΙャージがかかるとの前

で༞௷փ見をべられている。

36　௷立教は、サークル K 本部のॳ定式についてであるが、「本ြ的な会計学上の基本的

理論・原則に照らせば、少なくとも、ܤロスをすべてค上総၌ףに加ॳすることになる

計ॳ方法は、ഐ୨・ୃ確なค上総၌ףのॳ出を含むഐ୨・ୃ確な期間అף計ॳの۷点から

は不൚・不合理なものと言わ̰るを得ない。」としている。௷立ࢼ・近藤充代「サークル

K 市ाഝম件に関するۻ定փ見書」本ছ大学経済論集27116༁以下（2003年6）。
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　この前に立った上で、༞௷փ見は、本件条ࣜの定め方が、明確性をࠧきȄ

݃義を入れるဒ地のあったことが、本件のような争をઉいたとして、本件ࠀ

約書におけるΙャージのॳ定方法に関する記शには、問題があり、ࠀ約書上明

確にそのփ味が読み৾れるようなܰ定ぶりに改することがབまれるとしてい

る。

　本ࠨのփ義としては、(1) 本件ࠀ約のΙャージॳ定方式はンビニ会計で

あること、(2) ロスΙャージが存在することの2点が明確にされたことである。

しかし、本ࠨによって「加ྷഝがܤロス൝をするだけでなく、ܤロ

ス൝にΙャージまでかかる」状ఠが࣊定されたという௰࿂もあり、加ྷഝ༗ࢌ

の۷点からは、かなり後పをしてしまったという点は๛めないࠨとなった。

ల４୯　डࣞवࠨのޣג

　上記の通り、ンビニ会計を定めたࠀ約書は複雑であるため多数のव例・

例が表れた37。

　අにಕ目すべきࠨは、ܤロス൝にΙャージがかかると明言した最高व第

2小法平成19年611ࠨであり、この༞௷փ見で「ࠀ約書上明確にそのփ

味が読み৾れるようなܰ定ぶりに改することがབまれる」と、ম実上のࠀ約

書の改要ݥまでされている。この最高वࠨの原ૣである東京高व平成17年

約書の用語がわかりにくく、しかも、ൡ一されてࠀ、においてもࠨ242

いないという同じ問題点が指ഊされている。このため、本件、ンビニ本部は

。示書࿂൝を改訂することになる38ٳ

37　ජၻܵݛ༕ࢌআは、総ค上၌ף方式のन用に関するフランΙャイΎーのૂ報ރ義ྩ・

指導׳੩義ྩ֑反൝が争われたম例が多く、フランΙャイΎーのૂ報ރ義ྩ֑反につい

てはఅٺฅੲによるݣ済が一般的だが、本件では、ࠀ約条ࣜ自体の効力が問題とされた点

がඅಭであるとしている。ජၻܵݛ・前4、30ࠇ༁。

38　Ιャージのॳ定式がンビニ会計であると本部がࠀ約書に明示したら、解釈の問題は発

しないというփ味において、最高व平成19年611ࠨは本部がンビニ会計によっ

てΙャージをಭਓしていることを最高वがめたという以上のփ義はないと考える。୩ࣂ

「最高व平成19年611ࠨ評釈　ンビニ・フランΙャイΒࠀ約におけるΙャージॳ定
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　そして、この改訂により、ンビニ会計の内容が明確になっていくのである。

లˏડ　υスΙλーΐはంह̱̹の̥

ల１୯　はじめに

　第2章で分析した通り、最高व第2小法平成19年611ࠨ（以下、最高

वࠨとする）は、現在のンビニフランΙャイΒࠀ約では、ܤロスにΙャー

ジがかかるというΙャージॳ定方式、すなわち、ンビニ会計が用いられてい

ると定した。そして、最高वࠨの༞௷փ見は、この点を説明したࠀ約書が

複雑であり、加ྷഝオーナーにとって難解であるため、ম実上の改要ݥをし

ている。

　そこで、現在、このンビニ会計に関する部分についてはどのようになって

いるのかについて、最高व第2小法平成19年611ࠨの൚ম者の一方であ

るセブン - イレブン・ジャパン本部（以下、セブン本部とする）の対応を中心

にみていく。

ల２୯　࡛हのンΫΣٛࠗȽΙλーΐのڣとॳ式

ˍ　セブン本部によるૂ報ٳ示書࿂おけるΙャージڣॳ定式

　セブン本部はૂ報ٳ示書࿂においてΙャージのॳ定式について公表してい

る39。

　まずΙャージのॳ定式であるが、セブン本部は「セブン - イレブン・Ιャー

ジとして、ڎ会計期間 ( 間 ) ̮とのค上総၌ףに対して、表に定める率40を

方式とܤロス」法ၙ時報827103ے༁ (2010年 )。

39　セブン - イレブン「フランΙャイΒ (C タイプ ) 説ٽ約の要点とࠀ - 中小小ค業૦興法

及び中小小ค業૦興ঔ行ܰ則とフランΙャイΒ・システムに関するඊগ法上の考え

方について」<http://fc-g.jfa-fc.or.jp/misc/pdf/71-2.pdf >accessed on 2021.9.29.

40　下記の表となる。

 現在の地域別ഐ用ڣ߄ 
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乗じて得られるڣ߄をおいいただくものとします。ค上総၌ףは、ค上高

からค上原価 (= 純ค上原価 ) を差引いてॳ定されます。」としている41。

すなわち、「ค上高－ค上原価 (= 純ค上原価 )」というॳ定式であり、こ

の点はロスΙャージஶફでセブン本部が主ಫしたॳ定式と同じである。

　そして、ロスΙャージஶફにおいて、争いとなっていた「ค上原価」に

ついて、セブン本部は「ค上原価」は「純ค上原価」と同じものであると

している。この上で、セブン本部は、「Ιャージの基礎となるค上総၌ףは、

ค上高から純ค上原価を引いたڣ߄となる。」としている。これを数式にすると、

　「ค上高－純ค上原価」

となる。

　そして、純ค上原価について、セブン本部は、「純ค上原価とは実षに์ค

した原価であり、ষのॳ定式でݥめられる」としている。

総ค上原価－ء増減原価－不ၻ原価（ܤロス）－ॽ入値引高（ॽ入れの

षに値引きされたڣ）

　さらに、総ค上原価について、セブン本部は、「総ค上原価とは൚์คを

1ώのค上総၌ףに対して オーナー総ਓ入 セブン - イレブン・Ιャージ

 の部分 44% 56%ȡ250万0

250万1ȡ400万の部分 34% 66% 

400万1ȡ550万の部分 29% 71% 

550万1ȡ 24% 76% 

41　セブン - イレブン・Ιャージ計ॳ基として、「ただし、24時間営業の場合は、上記の߄

の2%ףからค上総၌ڣ に相൚するڣ߄をࢱ除します。また、営業ঔ୭が、社の定める

ഝ༘分離型住ݳにڂ൚する場合は、下記地域別ഐ用ڣ߄をࢱ除します。なお、会計期間が、

計ॳڬについて、営業数のףইまたはਞၭする場合は、上表のค上総၌ٳのഷ中で

を行ってこのܰ定をഐ用します。」としている点もಕփが必要である。
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行うのうち、ྎに残っている以外で、ষのॳ式でݥめられる」とし

ている。

高ءྎ－ॽ入高高ȼ൚ء初

　これらの点をまとめると、Ιャージのॳ定式はষのようになる。

ค上総၌ף

Ɂค上高－純ค上原価

Ɂค上高－（総ค上原価－ء増減原価－不ၻ原価－ॽ入値引高）

Ɂค上高－Ȱ（初ء高ȼ൚ॽ入高－ྎء高）－ء増

減原価－不ၻ原価－ॽ入値引高）ȱ

Ɂค上高－Ȱ初ء高ȼ൚ॽ入高－ྎء高－ء増減原

価－不ၻ原価－ॽ入値引高ȱ

Ɂค上高－初ء高－൚ॽ入高ȼྎء高ȼء増減原価

ȼ不ၻ原価ȼॽ入値引高

　すなわち、最ਞ的なॳ定式は、「ค上総၌ףɁค上高－初ء高－൚

増減原価ȼ不ၻ原価ȼॽ入値引高」とء高ȼءྎॽ入高ȼ

なる。

　このॳ定式を見ると確かに不ၻ原価൝、すなわち、ܤロス൝は加ॳされ

ているので、ܤロス൝にΙャージがかけられているという最高वの౯はࢋ

りではないことになる。

　しかし、セブン本部は、ٳ示書࿂において、ষのように記शしている42。

「ɦء増減原価及び不ၻ原価が増加 ( 減少 ) すれば、その分ྎء

42　前ࠇಕ1、24༁。
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高が減少 ( 増加 ) するև、これら3つのࣜ目の総数は変わりません。よって、

純ค上原価及びค上総၌ףはء増減原価及び不ၻ原価の多سに影響されま

せん。」

　このセブン本部の説明によれば、ܤロス൝にΙャージはかかっていないと

いうことになる。この点については、ষのࣜで説明する。

２　ܤロス൝にΙャージはかかっているのか

　すでにべた通り、Ιャージॳ定式は「ค上総၌ףɁค上高－初ء

高－൚ॽ入高ȼྎء高ȼء増減原価ȼ不ၻ原価ȼॽ入値引

高）」である。このྎء高は

原（ロスܤ）ॽ入高－不ၻ高ȼ൚ء初高Ɂءྎ」

価－ء増減原価－ค上原価」

というॳ定式で計ॳされる。

　このྎء高のॳ定式を、上記のΙャージڣの最ਞॳ定方式に൚ては

めると、ค上総၌ףとは、

ค上総၌ףɁค上高－初ء高－൚ॽ入高ȼྎء高ȼ

増減原価ȼ不ၻ原価ȼॽ入値引高ء

　　　　　Ɂค上高－初ء高－൚ॽ入高ȼ（初ء高ȼ

൚ॽ入高－不ၻ（ܤロス）－ء増減－ค上原価）ȼء増減

原価ȼ不ၻ原価ȼॽ入値引高

Ɂค上高－ค上原価ȼॽ入値引高

となる。
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ॽ入れのषに値引きが無かったと仮定すれば、

ค上総၌ףɁค上高－ค上原価

となり、結ޫのところ、ค上総၌ףとは、ค上高からそのค上のために要した

の原価であるค上原価を差し引くということになるのである43。すな

わち、ܤロスにΙャージはかかっていないことになる44。

లˏ୯　υスΙλーΐのୃఘ

ˍ　最高वはࢋった౯をしたのか

　それでは、「ܤロスにΙャージがかかっている」と定した最高वはࢋっ

た౯をしたのであろうか。

　確かにセブン方式のΙャージॳ定式に従うと、最ਞ的にྎء高にお

いてܤロス൝は差し引かれるとしても、ค上総၌ףのॳ定のषにܤロス൝

が加ॳされているという点は間֑ってはいない。すなわち、Ιャージॳ定式は

「ค上総၌ףɁค上高－初ء高－൚ॽ入高ȼྎء高ȼ

ء増減原価ȼ不ၻ原価ȼॽ入値引高」であるから、このΙャージॳ定式に

おいて、ܤロス൝が加ॳされている点をࢋりとはいうことができない45。要

43　この点について、和成ঙは、「ྎ在ࡩに;ントできるをॽ入れ、そのڣ߄分

だけ FF のॽ入れが減ったことにならないと、ܤロスが減った分だけྎ在ࡩは増

えない。」とし、「ܤロス൝の増減を、ྎء高の増減Ɂ総ค上原価の増減にのみ

反映させれば、同じค上高とค上内容なら計ॳ上、常に純ค上原価は同ڣで、従ってΙャー

ジも変動しない。これは൚然のことで、それ以上でも以下でもなく、ܤロス൝の増減で

Ιャージڣが変動しないことの証明にはなっていない。」としている。和成「ठීする

「Ιャージ論争」を追う」第3回」ンビニ2003年270༁以下。

44　ンビニ加ྷഝξニオンは、ค上がゼロであった場合、Ιャージはゼロになることか

ら、ܤロス൝にΙャージがかかっていないকを主ಫしている。ンビニ加ྷഝξニオン、

ཤ࠲一『ンビニオーナーになってはいけない　༒၌さのၔ௰に隠された不都合な૯実』

125༁以下（報社、2018年）。

45　この点について、߄教は、ல၌分方式（ンビニ会計）をन用する場合、ܤロス

はல၌ףに加ॳされるࣜ目になっており、また、同ڣ߄は加ྷഝオーナーのਓףから差し
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するに、ܤロス൝にΙャージをかけているので（別のࣜ目で同ڣを減ڣして

いるが）ロスΙャージが存在するともいえるのである。したがって、最高वは

。った定をしたということはできないࢋ

２　ロスΙャージとは何か

　そして、さらに難しい問題がじている。それは、セブン本部のॳ定式にし

たがって計ॳしてみると、「ロスΙャージ」が存在しているかのように見える

からである46。

　すなわち、セブン本部のॳ定式では、Ιャージのॳ定のもとになるค上総၌

ロス൝がΙャージॳ定のषにܤは「ค上高－ค上原価」であるため、ף

は考慮されず、そのܤロス൝は加ྷഝのになっている点についてはܡに

べた通りである47。このため、多くの場࿂において差ڣがじてしまってい

引くࣜ目になっている。現在の計ॳのॽழみでは、ܤロス分にも40% のロイμルティ

（Ιャージ）がかけられる。一方、加ྷഝのਓ入はܤロスのロイμルティ分だけ減少す

るとしている。ࡐ߄ഓ『ンビニエンス・ストア業ఠのڟ新』112༁以下（有2001、ڝ年）。

そして、現在のல၌分方式では、ܤロス分にもΙャージがかけられるため、その分が

本部のਓףとなる一方、その分だけ加ྷഝ総ਓ入は減少するため、ࠀ約ٽැのถい本で

は加ྷഝの不満が高まるとしている。和成・前ࠇಕ43、71༁。

　また、୕理আ࠳公会計আのୌ村ٗ明は「Ιャージॳ定の基礎となるค上総၌ףにܤロ

ス൝の原価が含まれ、ܤロス൝にもΙャージがかかっています。」としている。もっとも、

ୌ村ঙは「ただ、ค上原価からܤロス൝をࢱ除し、営業に付けఢえるンビニ会計方

式が֑法なわけではありません。」との見解を持っている。和成・前ࠇಕ43、68༁以下。

そして、ঙ自もค上総၌ףにはܤロス൝の原価が含まれているとしている。

和成・前ࠇಕ43、69༁。

46　この点について、௷立教は、サークル K 本部のॳ定式についてであるが、「คれても

いないからคれなければじないはずのম実上のค上総၌ףの増大ɁΙャージ対યڣ

の増大がじるという不思議なম実」が存在し、これは本部にとって有၌であり、加ྷഝ

にとっては不၌である不၌ף的ম実であるとしている。௷立ࢼ・近藤充代・前ࠇಕ36、116༁。

47　௷立教は、サークル K 本部のॳ定式についてであるが、「本部の指定するல၌分方

式（ンビニ会計）では、ܤのॽ入原価をค上原価からࢱ除して「ค上総၌ף（Ɂ「

ンビニ会計におけるค上総၌ף」）をॳ出する。すなわち、

 ンビニ会計におけるค上総၌ףɁค上高－（ค上原価－ܤロス）

 　　　　　　　　　　　　　　　Ɂค上高－ค上原価ȼܤロス

 　　　　　　　　　　　　　　　Ɂ通常のค上総၌ףȼܤロス
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る。そして、この差ڣのことをロスΙャージと主ಫする人もいる48。この考え

に従えば、「ロスΙャージはないとは言えない」のもম実だという点である49。

以下、この点についてべる。

Ȭˍȭ一般会計とンビニ会計の差ڣ

　第1章でべた「原価70のおに̨りを10ࡢॽ入れて1100ࡢで8ࡢคれたと

する。加ྷഝが本部にうΙャージはல၌の60% とする。」というম例での

結果について考える。一般会計では、本部のΙャージਓ入は60、ンビニ会

計では、本部のΙャージਓ入は144である。ンビニ会計では、ܤロスが

考慮されないため、一般会計と比べるとค上総၌ףがକ増しされ、Ιャージの

ロスの原価にΙャージ率をかけた分（(70ܤが、ڣ ȿ60%)ȿ2ࡢɁ84）

 である。これによって「ンビニ会計におけるค上総၌ף」はܤロス相൚分だけ本ြɁ

通常のค上総၌ףより増ڣされる。これは本部の指定するඅ異な「ல၌分方式（ンビ

ニ会計）」の計ॳࢹ௮から必然的に導かれるものであるが、คれてもいない（でܤされた）

から、本ြはคれてはじめて発するค上総၌ףの増大が実現するという不思議な効

果が導き出されている。」と分析をしている。௷立ࢼ・近藤充代・前ࠇಕ36、114༁以下。

48　ンビニ加ྷഝξニオンは、一般会計のல၌とンビニ会計のค上総၌ףと比べると

ち͡うど「ܤロス൝ȿΙャージ率」のڣだけ本部の৾り分が多くなるため、ロスΙャー

ジがあるという主ಫは間֑いではないと主ಫしている。ンビニ加ྷഝξニオン、ཤ࠲一・

前ࠇಕ44、126༁以下。

 　2021年に「フランΙャイΒ・システムに関するඊগ法上の考え方について（フラン

ΙャイΒガイΡライン）」が改ୃされた。ロイμルティのॳ定方法に関し、改ୃ前は「ค

上総၌ףにはܤしたやೊႥ中൝したの原価（以下「ܤロス原価」という。）

が含まれる」との記शであったが、「ॽ入れた全のॽ入原価ではなく実षにคれた

のみのॽ入原価をค上原価（異なるྴઠであってこれと同一のփ味で用いられるものを

含む。以下同じ。）と定義し、ค上高から൚ڂค上原価をࢱ除することによりॳ定したも

のをค上総၌ף（異なるྴઠであってこれと同一のփ味で用いられるものを含む。以下同

じ。）」との記शに改ୃされている。そして、「൚ڂค上総၌ףに一定率をロイμルティと

する場合、ܤしたやೊႥ中に൝したのॽ入原価（以下「ܤロス原価」と

いう。）は、「（ค上高－ค上原価）ȿ一定率」でॳ定されるロイμルティॳ定式において

ค上原価に参入されず、参入される場合よりもロイμルティのڣが高くなる」との記शが

追記された。

49　この点につき、サークル K についてであるが、௷立教は、ܤロスにΙャージがかかっ

ていると主ಫする。௷立ࢼ・近藤充代・前ࠇಕ36、116༁以下。
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増加する結果となっている。この差ڣがあるために、ロスΙャージが存在して

いる、すなわち、この差ڣのことをロスΙャージとࡤぶ場合がある50。

Ȭ２ȭ見୨り์คをした場合との比ڛ

　ロスΙャージが存在すると主ಫする人ోの根ݶの2つ目である。以下のম例

をすべてンビニ会計で計ॳしてみる。

(1) 「原価70のおに̨りを11ࡢॽ入れて1100ࡢで10ࡢคれたとする。加ྷ

ഝが本部にうΙャージはல၌の60% とする。」

(2) 「原価70のおに̨りを11ࡢॽ入れて1100ࡢで7ࡢคれた。残りを475ࡢ

に見୨り์คをして、ۖคした。加ྷഝが本部にうΙャージはல၌の

60% とする。」

(1) ค上：100ȿ10ࡢɁ1000

原価：70ȿ1170－ࡢȿ1ࡢɁ700

ンビニ会計によるல၌：1000700－Ɂ300

Ιャージ： 180

加ྷഝのਓ70－120：ףȿ1ࡢɁ50

(2) ค上高：100ȿ7ࡢȼ75ȿ4ࡢɁ1000

原価（ค上原価）：70ȿ11ࡢɁ770

ンビニ会計によるல၌：1000770－Ɂ230

Ιャージ：138

加ྷഝのਓ92：ף

　上記ম例 (1) と (2) はค上高が同じ1000であり、ॽ入ڣも770で同じで

50　ンビニ加ྷഝξニオン、ཤ࠲一・前ࠇಕ44、125༁以下。
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ある。しかし、加ྷഝが見୨り์คをしたম例 (2) の方が、ܤロスがな

いため、加ྷഝのਓףはၻい。一方で、本部のਓףは から180(1) 138(2)

へと減っている。

　ၰম例はค上高が同じであるし、（見୨りやܤした分を含む）ॽ入れのڣ

も同じである。それなのに、加ྷഝが見୨り์คをすると、本部のਓ入である

Ιャージは減っている。

　このことをઠして、ロスΙャージと表現される場合もある。要するに見୨り

์คをした場合（අに見୨り์คをしてۖคした場合）と見୨り์คをしな

かった場合に現れるΙャージの差ڣのことを「ロスΙャージ」というわけであ

る51。

ల４୯　ུડの͘とめ

　このようにܤが加ྷഝのとなり、Ιャージॳ定の基礎となるค上総၌

除するという会計方式のたࢱのみを߄がค上高からคれた分のॽ入れ代ף

め、上記で示した通り様々な場࿂で奇妙に思える差ڣがじている。このため、

ܤロス൝にΙャージがかかっているかのように見えてしまっている。

　この差ڣを「ロスΙャージ」というかどうかはともかく、このンビニ会計

では、ܤは加ྷഝのとなるため、加ྷഝは見୨り์คをした方がਓףは

51　この点につき、前ࠇಕ43で示した通り、和成ঙは、ܤロス൝の増減を、ྎ

、高の増減Ɂ総ค上原価の増減にのみ反映させれば、同じค上高とค上内容なら計ॳ上ء

常に純ค上原価は同ڣで、従ってΙャージも変動しないことは、ܤロス൝の増減でΙャー

ジڣが変動しないことの証明にはなっていないと主ಫしている。そして、総ค上原価ȼค

上総၌ף」は必ずค上高を上回り、その差ڣは「ܤロス Ⱦ ء増減ȼॽ入値引」の合

計ڣと一致するため、ܤロス൝にΙャージがかかっていると主ಫしている。和成・前

。ಕ43、70༁以下ࠇ

　　一方で、ロスΙャージがないとする立場からは、「原価70のおに̨りを11ࡢॽ入れて1

ࡢॽ入れて1ࡢのおに̨りを10になった」場合と「原価70ܤࡢคれ、1ࡢで10100ࡢ

ロܤはないから、ڣคれた」場合との間に、本部が得られるΙャージに差ࡢで10100

スにΙャージはかかっていないと主ಫしているようである。
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増えることは確かである。

　一方で、本部は、ܤをすることがないため、長い間、本部のΙャージ

ਓ入を減らすことになりか͇ない見୨り์คをগしてきた。しかし、あるম

件をきっかけに、加ྷഝは本部に気͇࠳することなく見୨り์คをすることが

できるようになった。この転機となったのが、セブン本部に対する排除ந置ྵ

႓である。ষ章では、この公ୃ৾引տ֥会によるセブン本部に対する排除ந置

ྵ႓を൦する。
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〔論　説〕

ྚြとέͺͼΠ

小　野　ၻ　太

１ȅ੬論

　過ݲ、現在、ྚြという時間軸の中で、私ోが関心を向けずにはいられない

のはྚြであるが、ྚြはȨྚだြ͆ȩ時間なので、私ోは、ྚြのいつ、何

が、どこで、どのように起こるかに関しては一୨ૂ報を持っていないと考えて

しまう。「大いに関心はあるが、知りようがないࣾったもの」というのが、ྚ

ြに対する一般的な֣યだろう。

　しかし、ྚြをౝるևの学問は存在する。それが、『ྚြ学』とઠされる学

問である。ྚြ学は、ྚြに関する理論をౝݥし、ྚြの可能性を൦し、ྚ

ြに向けてのփ思ࠨ定力を向上させる。ྚြ学は、ྚြを考察し、ྚြに向け

て行動するࡢ人、ழ、࣭ 。に、Ȩフアサイトȩという知েと能力を示するز

ழであれば、ྚ ြに向かって前進するևのြ計画やၞ計画をॐ定するが、

それらの計画が期ఞしたような目的地にりつけないことは多くある。一つの

原֦は、計画ॐ定時に仮定していたྚြの状ޙや状ఠが、その後変化してしま

うからである。フアサイトは、Ȩྚြは࣫々と変わるȩという૯理に対処す

る有効な力である。本ࣂでは、ྚြ学が示するフアサイトが、現代社会に

おいて不可ࠧな知েと能力であることを明らかにする。
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語にם　 insight という単語がある（以下、Ȩインサイトȩとઠする）。「物মの

૯相を見าく力、൸察力」というփ味の言ဩである1。インサイトを持ってい

なければ、表࿂的な理解しかできないことになる。分かったつもりになってい

ても、インサイトをࠧく理解は不分な理解にၣまる。

　૯相をփ味する insight のȨinȩを、ྚြをփ味するȨforeȩに置き換えた単

語としてȨforesightȩがある ( 以下、Ȩフアサイトȩとઠする )。インサイト

のփ味と対比させると、フアサイトとは「ྚြを見าく力」をփ味している

ことが分かる。インサイトをࠧく理解が不分な理解にၣまるのと同様に、フ

アサイトがࠧශしていれば、ྚြを理解すること、ྚြの可能性をౝること、

ྚြに向けてすること、そして、ྚြを୨りఽいていくことのどれ͌とつ

として、地に௷が着いたものにはならない。「ྚြが大মȊ」、「ྚြに向けてȊ」

と言ဩだけでんでみても、そこにフアサイトがࠧけていれば、ྚြへの思

考と行動は、ྚြの本質を外して空回りすることになる。

　私たちは、時間を過ݲ、現在、ྚြの３つに区分してこのਜ਼੬で考えるの

で、3つ目のྚြは、それ以前の過ݲと現在からのװ長として考えるのが論理

的、合理的であるとেしている。ここに大きな၂としࠪがある。確かにその

ような推௶でထ௶され得るྚြはあるが、現実的には、過ݲ、現在からのװ長

として想定されたྚြが、その時になってထ想されたように起こる確率は、自

然現યを除いてはとても小さいのである。その大きな原֦は、ྚြထ௶を行っ

た後に、外部環ޏも自分ో自も変化していくからである。多くのྚြထ௶は、

この୶にどんなことが起こるかといったȨমયの発ȩに重きを置くだけで、

そもそもそのようなমયを想像した人間のণ点や思考や感ૂと、それらが၁み

合った社会の状ޙが、ྚြにおいては過ݲ、現在と異なり得るという、ঢ極൚

たり前のম実をზに置いてしまっている。

　例えば、࣭内で言えば、バブル前の世の中とその後の本の経済と社会が全
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く֑ったものであることは、の目にも明らかであろう。外に目を向ければ、

かつて私たちは、過ݲの経ࡑに基づいたণ点だけで、テロというものはȨຫし

い࣭ȩやȨಁれた࣭ȩで起こるものと理解していた。それに、2001年911

に、世界最ޑの߳ম力を持ったༀ࣭の、それもその本ാで起きた世界ཟ易セ

ンターへのテロম件は、世界にࠢをもたらした。それまでの常েではあり得

なかったことが起こったからである。2019年ྎに中࣭で発したロナ;ィル

スの世界的װは、社会における人と人とのそれまでの関係をほぼ一にして

༲し、人間社会に多くの課題をൎげかけることになった。

　これらの実例が示唆するのは、「ྚြはこれまでのװ長上に現れるもの」と

いう前のままでは見၂とすことになるমયや現યが、今後増えることはあっ

ても減りはしないので、「ྚြはこれまでと全く֑い得る」という前への்

急なシフトが必要であるということである。そして、この前に基づいた、ྚ

ြを思考しྚြへ行動するフアサイトが、ࡢ人にも、ழにも、࣭زにも一

ݥめられるのである。

　フアサイトの有無こそが、ྚြがやってきた時に、ထ想外の出ြমにࠢ

をけてࢮて͏ためくことになるか、そのようなࠢをけられるかの大きな

分かれ目になるのである。前者の場合、関係者ోは૯っ୶に「想定外」という

言ဩを発し、起こったことに対して何も出ြない自分ోをୃ൚化したり、自ら

のୣහを回しようとしたりする。そして、直ちにそのমఠへの対処をইめる

のだが、ここで必ず大きなવٺに直࿂することになる。それは、起こったমఠ

のփ味をしっかりとୃ確に把՜できる時間的ဒဉが無い、ということである。

その結果、Ȩ効果的ȩな対応はབめるはずもなく、Ȩ場൚たり的ȩな対応がևさ

れることになる。2019年のൃにロナ;イルスが本に入してြたというȨ想

定外ȩのমఠが発した時に、ଽຸがまず実行したのが学校のङと全࣭ྦྷへ

のマスクのືだったことを思い返せば、Ȩフアサイトの無の代ੲȩが明確

であろう。本のଽຸ内に、フアサイトという能力が有ったら、初動は全く

֑ったものになっていただろう。フアサイトを活かすとは、ྚြに対するୣ
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ྩをきちんと果たすということである。フアサイトの有無は、Ȩྚြへのୣහȩ

の有無と同義である。

使することは、大きな差別化をむことにも繋がるߐに、フアサイトをࢵ　

（Χイデン、1996, 2002）。第２時世界大ਞ結以ࣛ、世界の要は年6 - 7ɓ

で増加の一ഷをり、メジャーࠏ会社のॲキャパシティもそれに比例し

てび続けていた。その中では৻小であったロイμル・ΘッΙ・シͿル（現在

のシͿル）は、1970年代に入りフアサイトを用いたシナリオ・プランニング

に着しইめていた。シナリオは、起こり得るྚြの状ޙ・状ఠの描ৢであり、

複数描かれ、どのシナリオも現実化する確率が同じようなものとして作成され

る2。シͿルのシナリオプロジͿクトのリーΘーであったワックは、それまで、

ただ一つだけのྚြの状ޙをထ௶し、そのထ௶に合わせるようにম業をജٳし

ていたシͿルに、「ྚြには不確実な要素がたくさんあり、それらのழみ合わ

せによりྚြの状ޙは変わってくるので、複数のྚြの可能性を൦して、そ

れらに対して今から対応ॐをしておくことが、よりࡋいྚြへのえ方で

ある」という新しいၞ思考を持ちࣺんだ。これがフアサイトである。その

時に作成したシナリオの一つに、それまでメジャー主導で行われきた

のݯރと価ڒのࠨ定が、ॲ࣭௰に移る可能性が描かれていた。そして、1973

年10に発した第4ষ中東争をきっかけに、ॲ࣭௰である OPEC が原

価ڒを大໙に引き上げȨ第ˍষシοックȩが発した。このようなমఠを

ম前にシナリオでȨ想定ȩしていたシͿルは、増加し続ける要に対応すべく、

拡大し続けていたୈୋঔ୭へのൎをੀ小し、ဒった原をガソリンに転

換するঔ୭へのൎをইめた。他のメジャーはこのような転換を行うのに

その後˓ȡ8年も要したため、シͿルはこの機に一気にメジャーのトップに

り出たのであった3。フアサイトを用いてシナリオを作成し、一般には考え

ないような、しかし、論理的には有り得るমఠにもಕփをいȨ想定内ȩのこ

ととしていたևに、い̰そのような状ޙになった時にࢮてることなく、Ȩ最も

効果的ȩな対応を৾ることが出ြ、結果として、他社に大きな差を付けること
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ができたのであった4。それ以ြ今まで、シͿルはシナリオ作成を続けてြ

ており、ழとしてフアサイト化を成長させ続けてきている。

　本は、かつては、科学技術の発ోと発ജのྚြထ௶に、࣭زレベルで

フアサイトを用いることをইめた世界でも୶ߐ的な࣭の͌とつであった

(Bowonder & Miyake, 1993; Kameoka, Yokoo, & Kuwahara, 2004; Keenan & Popper, 

2008; Martin & Irvine, 1989; Schlossstein & Park, 2006; Wonglimpiyarat, 2006)。ૂ

報通信分野の技術の動向をထ௶し、成長が見ࣺまれる分野や技術をいち்くඅ

定し、その研究ٳ発に৾りழみ、位性を確༗してきた。࣭とॲ業界が一体と

なって、フアサイトを用いてྚြの技術をٳఽしてきたのであった。

　しかし、過30ݲ年間の本のࡃを॑すると、フアサイト、あるいは

フーサイトというキーワーΡでΪットするࡃはほとんどない ( 、村、ॄ܊

ೋ村、ࣝ2006 、)。これが、その後の本のフアサイトの状ޙである。

　一方で、ྚြ学分野の門ধの୶ߐで1968年にۏされた『Futures』 (UK) 

を は じ め、『Foresight』 (UK), 『Futures Research Quarterly』 (USA), 『Journal of 

Technological Forecasting and Social Change』 (UK) といった主要な門ধから

は、フアサイトに関するࡃが消えたことはない。過50ݲ年以上、世界では

フアサイトに関する研究とフアサイトの実கが進化し続けている。フ

アサイトの応用範囲は、൚初の࣭زのレベル（࣭ٳز発計画）から、企業や

NGO といったழ、ࢵには、ミュニティーなどの一般市ྦྷ社会まで૫൫し

てきており、大学や高校といった教֗機関でフアサイトを教えている࣭も多

くある。

ˏȅ࡛యにお̫ͥέͺͼΠの֚のਹါ

　本において、フアサイトの重要性に対するেがջ然としてこれまでの

ようなレベルで推移することは、リスクۯ理という点でもࡏܓな状ఠと言える。

それは、フアサイトを用いることなくॐ定したြ計画が、そのြが実ष
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にြた時に、Ȩ好ましい結果ȩとしてよりもむしろȨ問題ȩとなって現れてき

ていることが少なくないからである。2011年に、東本大地ૼで発したݴ大

ೋ波によってഩ࡙システムがؾ൱を೪গし、原子Ⴗのบ発につながったോ原

発মも、ྚြの大きなリスクとしてݴ大ೋ波の発が指ഊされていたにも関

わらず、フアサイトを൱かせずに、それ以前と同じような思考ࠁఠでཡब計

画を立てた結果であった（東京新、2013）。アジアの中でరსが、2019年の

年ྎに中࣭で発したロナ;イルスの、࣭内でのװを初期ٴでかなりဲ

えࣺめたのは、かつての SARS の時の経ࡑを教߱に、フアサイトを用いて、

ষの;イルス発という状ޙを想定してそれに向けてのをしていたからで

あった（野ൌ、2020）。それとୃ反対のように、本で、今回のロナؼへの

対応の証がࠁだけのようになったমఠは、本の「その場その場、その時そ

の時の対応」にਞইしてଽॐを繰り出すというਠの現れであろう5。常に目

を୶に向けて思考し行動するというフアサイトの、ࠧශがもたらすものは、

現状よりもアップグレーΡすることはࠨしてないྚြであろう。

　フアサイトをࠧいた単なる sight（ণ点、思考ࠁఠ）は、過ݲの出ြমと

現在進行中の出ြমのみを重ণし、ྚြという時間ႀ域のȨྚだြ͆ȩという

අ異性に目を向けることをటる。では、な̶、人間は無փেの内に過ݲと現在

に重きを置いてしまうのであろうか。それは、人間は、過ݲから現在までの時

間軸上にはȨ確実性ȩを見出すことができると信じており、この見えたと信じ

る確実性がհ心をもたらすからである。

　過ݲに起こったমは記録に残っており、「ম実として存在した」と明言で

きる。また、現在進行中の出ြমは、その現યを۷察することができる。こう

した記録と۷察が可能であるというম実が、ِ々に、「過ݲと現在は、かなり

の確実性を持って理解できる」と思わせるのであり、この信ැが現代科学への

信ှの根ೲにある。

　これに対して、ྚြはྚだやってきていないがに、記録も۷察も不可能で

ある。そして、このম実が、科学の前に照らすと「ྚြという時間ႀ域には、
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確実性を有するものは存在しない」という結論につなげられてしまう。こうし

て、確実性を最重ণする計画ॐ定においては、不確実性の代表のようなྚြの

様々な状ޙの可能性の൦は含まれないことになる。ြ計画やၞ計画はそ

もそもྚြに向けて作成するものであるにもかかわらず、そのྚြの状ޙ・状

ఠ自体を「不確実である」という理ဇで、計画ॐ定の重要な背ࠊとして考察す

ることをしないのである。こうして、確実性を有する過ݲと現在からの知েと

経ࡑだけにှった計画ॐ定が、何の݃問ももたれずに行われている。

　このような計画ॐ定のによっても期ఞ通りの結果が得られた時代はあっ

た。それは、過ݲの知েと経ࡑがྚြにも分ഐ用できるくらい、社会の変化

がわずかで、過ݲ、現在と似たようなྚြがြていた時代である。計画ॐ定時

の状ޙと、結果が現れた時の状ޙが、それほど異ならなかった時代である。し

かし、現代はそのような時代とは全く֑う様相を೮している。社会や世界の変

化のスピーΡとそのഽ合いが、々、ौまでのそれを上回り続けている。ྚ

ြの状ޙが、過ݲと現在の状ޙをはるかに֝するমఠがອ้に起こっている

のである。このような状ޙ下では、これまでのようなȨ緩やかな変化ȩを前

にして考えていればၻかったြ計画のॐ定法は、もはやȨ間֑えȩでさえ

あると言える。過ݲと現在の知েと経ࡑという確実性だけに基づいたণ点では、

不確実性が一増していくྚြにえをして向かうことはできないのである。

不確実性を確実性と同じように重ণするフアサイトが、これからの社会には

。々必要になっていくף

４ȅྚြڠとέͺͼΠ

　フアサイトはྚြを൸察する知েと能力であることをべたが、フアサ

イトの研究と教֗を行っているのがྚြ学とࡤばれる学問である。ྚြ学がそ

の学問ࠁఠを整えるまでには多くの出ြমがあったが、それらは大きく、ࡢ人

としてのྚြへの関心、ழ的なྚြ研究、そしてྚြ学の実கの３つの流れ
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に分けられる。

　まず、ྚြをထ௶した書を著したり、ྚြ社会を描いた SF 小説を書いたり

した多くのࡢ人がいた(ຩ田、 2005)。フランスでは、マルキΡ・ンΡルセが『人

႒の進༜のႤঃ的素描』（1793）の中で、人႒の最ਞٴとして、知েやૂ報

が主要なڬを果たすྚြ社会を描き、ジュール・ベルΤは何10ॗものベスト

セラー SF 小説を発表した。イギリスでは、エΡワーΡ・ベラミーがバラの

ྚြを描いた『ୌႣ2000年を૦り返って』を著し、H.G. ;ͿルΒが、『タイム

マシン』などの作をみ『Anticipations』という学術論も出版した。

　この流れに一をൎじたのが第1ষ世界大であった。それまでの「ྚြは

明るい」という期ఞはこの大の発によってयかれ、その後は、ܛབに֜れ

た࿂だけではなくྚြのճい࿂にもಕ目したような書ୠや、۷的なྚြ社会

を描いたディストピア SF 小説が現れるようになった。ジοージ・オー;Ϳル

の『1984』（1949年）や、アンソニー・バージͿスの『時計ॽڥけのオレンジ』

（1962年）などがその例である。

　ழ的なྚြ研究という流れでは、ྚြထ௶の法、ྚြの理解、社会とྚ

ြの関係といった、現在のྚြ学をࢹ成する主要な要素の研究が進められて

いった。

　フランスでは、ガストン・バーガーが、「ྚြは過ݲのװ長ではなく、現在

の変化からりあげていくことができる」という新しいྚြに対するণ点を大

学で教え、この考えはやがてଽຸ機関やॲ業界にも広まっていった。バーガー

の後ࠑ者の͌とりであったピエール・マッセは、ྚြの考察に様々な分野か

らの知見を持ちࣺみ、1963年からはフランス࣭زのビジοン作りをリーΡした

(ຩ田、2005)。

　アメリでは、Χーバート・フーバー大ൡႀが1929年に୭置した社会動向研

究֥会を率いた;ィリアム・オグバーンが、1933年に、アメリ社会の実ఠを

『合ਤ࣭における近年の社会動向』というレポートで༫گ的にまとめた。オグ

バーンは、社会変化は技術ٳ発によってもたらされると考え、1960年代以ࣛに
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େんになった社会の状ޙを理解するための様々なȨ社会指ດȩ௶定の動きの基

礎をಃいた。オグバーンにもފ力したラム・ギルフィランは、それまでに行

われたྚြထ௶の証やྚြထ௶法の൦を行い、また、社会変化とྚြに

ついての研究も続け、1935年に『技術ٳ発の社会学』を著した (Bell, 1997; ຩ田、 

2005)。

　第2ষ世界大後のༀソの႖は、ழ的なྚြ研究を大きく前進させるきっ

かけになった。අに、1948年にༀ࣭で୭立されたシンクタンク RAND は、߳

ম技術やၞのྚြをեう第一級の研究機関として様々な成果を発表し続け

た。ྚြ学の法として໙広く用いられているシナリオプランニングや、本

の科学技術ထ௶でन用されたデルファイ法は、RAND の研究からまれた

ものである。RAND に一時在ୠし、その後、自らのシンクタンクなどを୭立

しながらྚြ学に大きな࣓ࡃをしていった研究者には、オラフ・ΰルマー、Φー

マン・Ρルキー、セオΡア・ΌーΡン、Χーマン・ーンなどがいる。ーン

は『The Thermonuclear War』（1960）や『Thinking about the Unthinkable』（1962）

を通して、「ྚြが६なものになる可能性は現に存在しており、そのような

可能性に目を໖せることは、結果として、ྚြがそのような६なものになる

確率を高めることにつながる」という࠙࣬を発した (Bell, 1997; ຩ田、 2005)。

　߳ম部門へのഐ用から知ഽが上がったྚြ学だったが、やがて、߳ম分

野へも応用されるようになっていった。RAND も例外ではなく、1970年̮ろ

までには߳ম分野でのྚြ研究にも着するようになっていった。ྚြ学の

߳ম分野への広まりにࡤ応するように、ྚြ研究者やྚြを考える知ে人た

ちが、ඊ自の活動やழ作りをইめた。

　アメリࠝ術・科学アデミーは、ྚြの可能性、ྚြထ௶法の問題、及

び、ୌႣ2000年の社会に向けて৾りழむべき様々な社会問題を൦するழと

して、「ୌႣ2000年տ֥会」を୭立した。տ֥会は、1965年の第1回会合以後、Ȩ価

値۷と人ࡀȩ、Ȩ࣭षシステムȩ、Ȩଽຸのࢹ௮ȩ、Ȩ学ष的ழȩ、Ȩ科学と社会ȩ、

Ȩ物科学と技術ȩ൝のテーマについての議論を進めていった。著ྴな学ে者、



─62─

大学、़౬、及び企業などがୌႣ2000年տ֥会に関わったことから、տ֥会の

活動はྚြに対する一般社会のেを高めることにつながり、また、߳ম分

野でྚြを考えることの重要性をেしていた人々のネットワーク作りにもܙ

与した。տ֥会の議論のいくつかは出版物にもなり、տ֥長であった社会学者

Θニエル・ベルが書いた『ࢥ業社会のൢြ』(1973年 ) は、൚時の社会に大

きな反響を起こした (Bell, 1997; ຩ田、2005)。

　そのࣼ、πーロッパでは、世界的に起こっているܶえ、環ޏ෫ٟ、ཕ力、人

口บ発などの問題に関して人々に࠙を発することを目的に、イタリアの़界

人ア;レリオ・ベッΙͿイが「ローマクラブ」というྦྷ間ழを1968年に୭立

した。そしてローマクラブの初の研究の結果が、Ρネラ・メΡ;Β、デニス・

メΡ;Β、πーΊン・ラーンΘΒ、;ィリアム・ベアランΒ3世によって『成

長の限界』(The Limits to Growth) という本として1972年に出版された。その内

容は、「人႒が、経済は無限に成長し続けると信じて今までのような経済活動

を続けていくと、そうからずに成長の限界がངれ、やがて、社会は६な状

ఠに向かっていく」、「しかしこの成長神დを見直して行動を変えていけば、今

からでもそのような෫滅はけられる」ということを、ンピュータシュミレー

シοンによって示したものであった。本書は、数ケ࣭でཱུ訳・出版され、自

分たちが知らない内に向かっているࡏܓなྚြ像に、全世界が大きなࠢを

けた。また、本書は、ြたるྚြの状ޙはܡに「これだ」と͌とつにࠨまって

いる訳ではなく、現在の行動によって向かう方向は変えられ、結果、ྚြの状

は変えられることを定量的に示した点で、ྚြ研究のႤঃに大きな௷を࣫ޙ

んだ (Bell, 1997)。

　Φル;Ϳーのオスロにある࣭ष平和研究所のπΧン・ガルトͽンは、1967年

にオスロでྚြ研究者を集めて初めての࣭ष会議をٳटし、その後２ഽの会議

を経て、1973年に、パリで、よりၻいྚြ社会をಃくためにྚြ学を新たな学

問分野として発ജさせていくփを持った知ে人たちの集まりとして、࣭षྚ

ြ学会 (World Futures Studies Federation) を୭立した。一方、アメリでは、多
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くのྦྷ間企業やྚြ研究の実ྩزたちが中心となって、1966年に世界ྚြފ会 

(World Future Society) が୭立された (Bell, 1997)。

　本ଽຸは、ྚြ学とは何であるかをౝるために、1960年代にアメリに

औ౬をった。औ౬が本に持ちܦったྚြထ௶法が、൚時 RAND から

広まりইめていたデルファイ法であった。こうして、本法が、1971年から

ইまった科学技術のྚြထ௶に用いられるようになった。本で最初の科学技

術ထ௶は、総理ຸの外ޫとして୭置されていた科学技術6によって1970年か

ら1971年にかけて実ঔされ、今後20年、30年に࣭زとしてઙ点を൚てて行くॲ

業分野のඅ定に用いられた。1970年代にはഩ子ॲ業が、1980年代には知ে集約

ॲ業が重点ႀ域として定された。科学技術ထ௶はその後５年̮とに実ঔされ

ており、1992年の第５回औ以ࣛは、科学技術・学術ଽॐ研究所が実ঔしてき

ている7。

　上記のଽຸのऔによりྚြを研究の対યにする重要性がഥえられ、本で

も1968年に本ྚြ学会が୭された。ただ、この学会は、ྚြ学を研究する

学者（そもそもその人数が少なかった）の集まりとしてではなく、他の門分

野の人ऺをઉき入れる学ष的な学会としてスタートした。ྚ ြを考える上では、

経済、社会、技術、化、教֗といった様々な分野の今後についての知見が必

要であり、ྚြに対する学ष的なアプローΙは不可ࠧなものであった。しかし

ながら、学षが前࿂に出たために、本ြのྚြ学の門性の追ݥの重要性が

かすんでいってしまった。

　一方、࣭षྚြ学会はξネスとの関係をࢹಃし、世界ܰ࿅で、ྚြ学のຽ

及に৾りழんでいった。また、ྚ ြに対するアプローΙも徐々に変化させていっ

た。最も大きな変化は、それまでの「過ݲと現在のデータやૂ報から、起こり

うる͌とつのྚြを forecasting（ထ௶）する」というアプローΙから、「ྚြ

の複数の可能性をౝる」、ࢵには、「ྚြをる主体である人間やழの深を

ౝることにより、ྚြの可能性を明らかにする」といった、現在主流のྚြ学

のアプローΙに進化させたことであった。
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５ȅྚြのخෝ

　フアサイトを活用して複数のྚြの可能性に目を向ける必要性をべて

きたが、ྚြ学ではྚြの可能性を、Probable、 Plausible、 Preferable、そして

Possible と分けて考える。

　ȨProbable なྚြȩとは、「起こる確率が高い」と考えるྚြを指す。一般的

なြ計画ॐ定において想定するྚြは Probable なྚြのことであり、また、

ྚြをထ௶するといった場合のྚြは大体がこの Probable なྚြを指してい

る。「ထ௶する」と言うと、関心の対યをかなり確定的に見つられる行ևのよ

うに௴えられているが、以下で説明していくように、Probable なྚြは、ほぼ

無数に存在するྚြの可能性のˍつでしかない。

　ȨPlausible なྚြȩとは、「ِ々の知েと経ࡑから論理的に౯して、起こっ

てもおかしくない」と言える様々なྚြを指す。例えば、「あるタイミングで、

その時のༀ࣭のଽࡀと本のଽࡀの၌ٺがۖ全に一致し、それまでとは大きく

異なったༀ関係がまれる」、「市場競争社会の後に、共同体ފ力社会がངれ

る」、「地ݩ環ޏ༗全のևの世界の৾りழみがもはやಁれになり、明が下り

ाを転がるように՛化していく」といったྚြが Plausible なྚြとして考え

得る。どれも、通常は思考の範囲に入れないようなྚြであるが、「ࠨしてあ

り得ない」と୨りてることはできない、つまり、ۖ全に๛定できる根ݶも無

いྚြである。このように、ِ々の知見から「あり得ない」とは๛定できない

ྚြが Plausible なྚြである。

　このၔ返しの、「起こるはずがない」とそもそも൦の対યに含めもしない

ྚြがȨPlausible ではないྚြȩとઠされるྚြである。「໌力ඏが起こら

ない限り永に続く」と考えられていたༀソの႖が、ソႲの経済の༲ٟによっ

てਞわったというম実や、ソႲ༲ٟからまれたロシアが、21世ܮになって໌

力でႋ࣭の;クライナにၞをইめたといったম実が証明しているように、「こ

れまでのِ々の知েと経ࡑから౯して、起こるはずがない」と୨りててし
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まい、ထ想の対ય外にしてきたようなྚြにも、実は起こる可能性があったの

である。

　以上の Probable と Plausible なྚြは、物মの֦果関係を論理的に考察して

いくことによって想像することができるのに対して、ȨPreferable なྚြȩとは、

論理性はഽ外ণして、価値۷と直感に基づいて想像するȨ理想とするྚြȩで

ある。ࡢ人が持つ、අに多くの小さな子ރが持つྪは、この Preferable なྚြ

のങ型である。ྪを語る子どものその時点でのध能や能力と、らが語るྚြ

のউは一般的にはほとんど結び付かない。しかし、子ރのࣼのྪを実現させた

大人は数多く存在するというম実が、Preferable なྚြは単なるٰ空মではな

く、現実になる可能性を有したྚြ像であることが分かる。以上をまとめると、

可能性の集合体としてのྚြは図ˍのように分႒されることになる。

　この図が明らかにしているのは、Possible なྚြは無数にあるというম実で

ある。同時に、この図から、Probable なྚြにઙ点を൚てた一般的なြ計画

ॐ定が空૦りにਞることが多い理ဇが容易に見て৾れる。ྚ ြにえる行ևは、

Probable だけに限定せずに、この広範囲にわたる Possible なྚြにಕ目するこ

図１　ྚြのخෝの႒
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 ࠋࡿ࠶࡛ࡢ࠺ࡲ

ࡓࢀࡉ♧ᅗ㸯ࠊࡣᮍ᮶ࡍぢࡿࡁ࡛ ணࡀࡽᙼࠊࡋࡋ Probable ࠋࡿ࠶ᮍ᮶࡛࡞

ࠋ࠺ࢁ࠶࡛ࢺࢫ࣋☜ࡣ⏬ᡓ␎ィࡓ࠸ᇶ࡙ ணࡢࡑࠊࡤࢀࡍ⌧ᐇࡾண ㏻ࡢࡑࡀࢀࡇ

Possibleࠊࡣᅗ㸯ࠊࡀࢁࡇ Probableࡽ୰ࡢᮍ᮶ࡢ࡚࡞ ࠊࡣᛶ⬟ྍࡿࡍᐇ⌧ࡀᮍ᮶࡞
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とをาきにしては実ঔしえないのである。

˒ȅέͺͼΠにͥ̈́͢ޑၞॐ

　ミンΜͿンバーグは、一般的なၞ計画ॐ定者たちが൚然のことと見ᅤして

いるいくつかの前の間֑いを指ഊしている。その中の͌とつが、ܡにべた

「ྚြはထ௶できる」というものである (Mintzberg, 1994)。ထ௶できると考え

るということは、ྚြの状ޙや状ఠを、現時点で「ある程ഽ確実性をもって把

՜できる」と考えるということである。そして、この前ゆえに、ထ௶に基づ

いて立てたၞがベストなၞであるという結論にోしてしまうのである。

しかし、らがထ௶できると見ᅤすྚြは、図ˍに示された Probable なྚြ

である。これがそのထ௶通りに実現すれば、そのထ௶に基づいたၞ計画は

確かにベストであろう。ところが、図ˍは、Possible な全てのྚြの中から

Probable なྚြが現実化する可能性は、極めて小さいことを示している。つま

り、現在という時点で、「これがြたるྚြだろう」とྚြの可能性をˍつに

。りࣺむのは、大きなリスクをฺった行ևということになるࣆ

　また、ミンΜͿンバーグ (Mintzberg, 1994) は、一般的なၞ計画ॐ定の一

つの限界が、ૂ 報をਓ集し分析する単位（ழ、部課など）をࡥ定化してしまっ

ていて、状ޙの変化にฺって新しい単位が必要となってくる可能性を൦して

いない点にあると指ഊしている。ழを৾りےく環ޏが大きく変化すれば、ழ

のࢹ௮やழ内の関係性もに変化させていくことが自然な対応である。

しかし、多くのၞ計画では、ழも変わっていくという可能性はりࣺまれ

ていない。自らは無変化のままで周りの変化にഐ୨に対応できたழが、これ

までにどれだけ存在したであろうか。ࡢ人でさえ、周りからのインプットと周

りへのア;トプットのバランスを上く৾ろうと、自らの対応を常に整して

いる。同様なことをしていく可能性に࿋目なழは、்๓、ழとして存在で

きなくなっていく。ࡥ定化した分析単位からまれるၞが、現実とは合わな
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くなる理ဇの͌とつがここにある。

　一般的なၞ計画ॐ定における上記のような問題点は、ྚြထ௶のためにい

くらમळかつཛྷ大なૂ報を集めて複雑な分析をしたとしても、ྚြに対するア

プローΙがフアサイトをࠧいた的はずれなものであれば、実ঔされた計画が

ྚြで空૦りになってしまう確率は必然的に高くなることを示唆している。

加藤とࠚ部（2009）は、過ݲの成体ࡑ（経ࡑ則）に過ഽにջ存して作られた

ঔॐは、これまでに経ࡑしていない状ޙの下では有効には機能せず、新たな環

でじるমયを想定するषには、それに合ったಔとなるべき基本的な考えޏ

方が必要であると指ഊしている。岡田（2009）は、一般的に本の経営幹部は

リスクや不確実性を࠹う傾向にあるが、それらへの対応は不可ࠧであり、その

ために必要なြをထ௶する力をつけるべきだとべている。また、ᙛ （ֵ2009）

は、れたၞのॐ定に൚たっては、様々な可能性をౝることができる力、外

部要֦の自社への影響を考察できる深い思考力、そして、発想とণ点の転換が

重要であると主ಫしている。これらの指ഊが示唆しているのは、まさにフア

サイトである。

　フアサイトは、「これがြたるྚြだろうと、人間がྚြのউを͌とつに

限定することはできない」という૯理からスタートしている。その上で、「ˍ

つに限定は出ြないし、Possible な全てのྚြを想像することは出ြないが、

Possible なྚြの可能性の中から複数のඅಭ的な可能性を想像することはでき

る」と考える。そしてフアサイトは、過ݲから現在までのૂ報に加えて、Ȩྚ

ြのૂ報ȩとࡤぶૂ報も活用する。ྚြのૂ報を۰ࠩに言えば、ࡢ人やழが、

ྚြに対して持っている計画、ྚြに対して༴いている感ૂ、及び、それらを

原֦として現れ得るমયや現યなどに関するૂ報である。自然科学のণ点から

見ると、ྚြにはまだ何のমયも起こっていないのでྚြのૂ報は何もないと

見ᅤされるが、どのようなমયが起こり得るかを想像することは論理的に実行

可能なことであり、そのような想像の結果は、ྚြを考える上で極めて重要な

ྚြのૂ報になるのである。
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　一般的なၞॐ定法を図示すると図２のようになる。ここでの最大の問題

は、不確実なྚြを計画の対યにしていながら、ૂ報ਓ集、分析、ထ௶、ၞ

、して進んでいる点である。ၞはݥ定という一Ⴒの過程がȨ確実性ȩを追ࠨ

あるඅ定のྚြが現れるはずという大前の下にみ出される。それ以外のྚ

ြの状ޙが現れた場合には、このၞは期ఞしたような効果をむことはでき

ない。このように͌とつのྚြထ௶にջ存したၞは、とてもȨळなၞȩ

と言える。

 11 
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　一方、フアサイトをかしたၞॐ定は図３のように表わされる。ਓ集す

るૂ報の中には、過ݲと現在のૂ報だけでなくྚြのૂ報も含まれる。ྚြの

ૂ報は、物মやমયの深部分の分析から得られる。そのような分析から見え

てくるのは͌とつのྚြではなく、複数のྚြの可能性である。
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　それらの可能性の内、どれが現実になるかは、ِ々人間にはそのがြるま

で分からない。このような現実的なଷ約の中でॐ定できる最のၞとはどの

ようなၞであろうか。それは、空૦りはࠨしてせず、γームランとはいかな

くともできるだけ多くのボール（可能性）に対してΪットをてるようなၞ

である。フアサイトを活かしてみ出されるၞは、複数のྚြの可能性に

対応できるȨޑなၞȩになる。前したシͿルが、メジャーの中で

一、ܓ機というにもȨPlausible ではなかったྚြȩが現れた時にそのܓ

機を味方に付けられたのは、らだけがそれをȨPlausible なྚြȩと見ᅤせる

力を有し、ম前にၞをしておくことが出ြたからであった。らのみが、

フアサイトを活かしたのであった。

˓ȅέͺͼΠழ͒の֊࣐

　どのようなழにおいても、ྚြに向けての計画は、これまでに幾ഽとなく

議論され、ॐ定され、そして実行されてきた。その時にन用されたのは、図２

のような計画ॐ定法であろう。フアサイトを知らなければ、この法が、

ྚြ計画への一のൽであると理解されているからである。

　フアサイトをழや地域社会に広めるڬをった門زをȨフアサイ

ト・プラクティシοナーȩとࡤぶが、そのような人ऺは、オンΎジοブトレー

ニングや大学教֗によって養成される。フアサイトプログラムを持った大学

は本にはྚだ無いが、٬外には多数存在している。

　フアサイト・プラクティシοナーが活する؎ༀ੨࣭では、ݖࡺ、あるい

は、クライアント企業は、何らかの機会やॽমの関係者からフアサイトのこ

とを知り、プラクティシοナーたちをང͇てくる。このような企業は、大きく

２つのタイプに分けられる。͌とつは、フアサイトの重要性を理解し、それ

をࠧいたままでいることのࡏܓ性をেし、自らのழをフアサイトを持っ

たழに改ڟしようという目的で接してくる企業である。もう͌とつは、こ
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れまでのၞが上くいかず、その原֦が分からないままに、Ȩၞॐ定ȩ、Ȩ実

ঔȩ、Ȩ芳しくない結果ȩ、Ȩষのၞॐ定ȩという՛循環が続いてしまっている

企業である。そのような企業は、どこかでいたフアサイトが、自分ోを՛

循環からาけ出させてくれるのではないかと期ఞし、プラクティシοナーたち

にアプローΙしてくる。

　本࣭内を見回すと、今までにྚြを考えることをしてြなかったழは存

在しないだろうが、自分たちが行ってきたȨྚြを考えるȩことは、Ȩྚြに

対するഐ୨なণ点で考えるȩことでは無かったこと、そして、ྚြにえるに

はフアサイトが不可ࠧであることに気付くழはとても少ない。気付かない

ままで過ݲのਠをࠑ続し続けるழは、変化する外部環ޏの中では、やがて

存在できなくなっていってしまう。社会の中で有ףなڬをい続けるழで

あり続けるには、ྚြの不確実性をޞրと感じ続けるのではなく、そこに新た

な機会を見出していける、Ȩフアサイトழȩに変わっていくことが不可ࠧ

であろう。
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〔論　説〕

ༀ࣭に̤̫ͥঊٛ২ઁତڼ৽の৾ංに̳ͥ۾ 

ٛࠗੜၑ̪݈ͬ͛ͥაの֚ࣉख़

କ　野　ࢣ　彦

はじめに

　ༀ࣭では、2007年12に़ྩ会計基ૣ議会（Financial Accounting Standards 

Board: FASB）から公表された़ྩ会計基書第160「Ⴒ結़ྩ੨表にお

ける持分」（SFAS 160, Noncontrolling Interests in Consolidated Financial 

Statements　以下、「SFAS 第160」という）の第33ࣜに、「会社が子会社に

対する़ྩ持分を༗有している間の会社持分の変動は、本৾引（所有

者としての立場で行動している所有者による出および所有者への分）とし

て会計処理されなければならない。」（FASB 2007, para.33）というܰ定が新た

に導入された。　

　ڕ得後に、会社が子会社株主から子会社株式を追加৾得した

り、子会社株式を子会社株主にคݕすることによって、会社の持分が

変動することがある。また、子会社が新株を発行したり、自ࡨ株式を৾得した

りすることによって、会社の持分が変動することがある。SFAS 第160では、

会社の持分に影響を与えるこれらの৾引をすべて本৾引として処理するこ

ととした。言い換えると、会社が子会社をしている間の子会社株

主との৾引は本৾引とみなされ、かかる৾引からは一୨のఅףの発をে

せず、会社にܦ௺する઼ࣺဒ߄（additional paid-in capital）で整するとい
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うܰ定がन用された。

　また、SFAS 第160は、࣭ष会計基ૣ議会（International Accounting Standards 

Board: IASB）とༀ࣭FASBとが企業結合に関する会計処理が同じになるように、

ၰ基のンバージͿンスのో成を目指して共同で進めた、企業結合プロジͿ

クト（第２フͿーΒ）における成果の1つである。それゆえに、同じく企業結

合プロジͿクト（第２フͿーΒ）の成果の1つである改訂࣭ष会計基第27

「Ⴒ結およびࡢ別़ྩ੨表」（revised IAS 27 Consolidated and Separate Statements

　以下、「改訂 IAS 第27（2008年）」という）においても、SFAS 第160の

ܰ定と同様に、ڕ得後において、がࠑ続している間の持分との

৾引を本৾引として会計処理するܰ定がन用された（IASB 2008, para.3）。

　SFAS 第160が公表される以前のༀ࣭では、़ྩ会計基書第141「企業

結合」（SFAS 141, Business Combinations　以下、「SFAS 第141」という）の第

14ࣜにおいて、子会社持分の৾得はパーΙͿス法によって会計処理する

ことが定められていた。

　「子会社持分の一部または全部の৾得は、―それが会社、子会社

自、その他関係会社のいずれによる৾得であっても―パーΙͿス法で会

計処理されなければならない。」（FASB 2001, para.14）1

　この SFAS 第141のܰ定は、もともとは1970年8にༀ࣭公会計আފ会

（AICPA）会計原則ૣ議会（APB）から公表されたփ見書第16「企業結合」

（Opinion 16 Business Combinations 以下、「APB Opinion 第16」という）の第

43ࣜのܰ定（子会社少数株主持分の一部または全部の৾得をパーΙͿス法に

よって会計処理すべきとするܰ定）2の言を一部ਘୃして、ਇকを変えるこ

となく൩ਥされたものであった。

　SFAS 第160において、がࠑ続している間の子会社持分との৾

引はすべて本৾引としてみなされ会計処理されることになったのであるが、
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米国における子会社少数株主持分の取得に関する会計処理をめぐる議論の一考察

それ以前の会計規定では、子会社非支配持分（少数株主持分）を取得する取引

はパーチェス法で会計処理することが求められており、この点において会計処

理の抜本的な変更が生じた。ここに、従来のパースペクティブ（視点）からの

根本的な変更が行われた理由を探る必要性があると考えられる。

しかし、SFAS 第160号以前にどのような議論が行われていたかを知らなけ

れば、現在の基準が意味するところを十分に理解することは困難であろうし、

その取り扱いに対して違和感を持ち続けてしまうことにもなりかねないであろ

う。

　そこで本稿では、支配が継続している間の非支配持分との取引が資本取引と

してみなされる以前の１つの議論として、子会社少数株主持分の取得に関する

会計処理の論点に絞って考察し、理解を深めることを目的としている。国際会

計基準においては、FASB との企業結合プロジェクトよりも前に、子会社非支

配持分との取引に関する会計処理に関する議論についての公式な資料が十分に

見当たらない。そこで、本稿では、主として米国における議論に焦点を合わせ

て考察することとしたい3。

１．支配獲得後における子会社少数株主持分の取得

前述したように、米国では、1970年8月に公表された APB Opinion 第16号第

43項において、子会社少数株主持分の取得について持分プーリング法よりも、

むしろパーチェス法が適用されるべきであるとの規定が置かれた。

　「子会社少数株主持分の一部または全部の取得は、―それが親会社、当該

子会社、その他の関係会社のいずれによる取得であっても―持分プーリ

ング法ではなく、パーチェス法で会計処理されなければならない。」（AICPA 

1970, para.43）
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以下では、このܰ定のਇকを理解することを目的に、APB Opinion 第16に

おける関Ⴒܰ定、また、Schumann（1958）や Wyatt（1963）による議論につい

て考察を加えていくことにしたい。

Ȫ１ȫłőŃġŐűŪůŪŰů ల16

APB Opinion 第16では、「企業結合は、会社と会社ࠁఠあるいは会社

ఠのˍつまたはそれ以上のম業とがˍつの会計エンティティにൡ合されるࠁ

（brought together into one accounting entity）場合にじる」（AICPA 1970, para.1）

とし、企業結合には「ˍつまたはそれ以上の会社が子会社になったり、ある会

社が他の会社に純ॲを移転したり、ڎ会社が新୭会社に純ॲを移転したり

する」（AICPA 1970, para.5）৾引がڂ൚するとされていた。

他方で、APB Opinion 第16は、ある会社が他の会社の子会社になった後の

「子会社少数株主によって༗有されている株式の一部または全部の৾得は企業

結合ではない」（AICPA 1970, para.5）とした。

このように、APB Opinion 第16は子会社少数株主持分の৾得は企業結合に

含められるものではないことを明らかにしたのであるが、しかし、その一方で、

第43ࣜにおいて、その会計処理としては、持分プーリング法ではなく、パーΙͿ

ス法をഐ用すべきであることを明確にܰ定した。

ここで子会社少数株主持分とは、ߓ体的には、子会社の少数株主が༗有する

ຽ通株式を指している。そして、ষのようなケースにおいて、パーΙͿス法の

ഐ用が想定された（AICPA 1971c）。

　（a）会社が、子会社少数株主によって༗有されたຽ通株式を自社のຽ通株

式またはॲあるいはञと換するケース

　（b）子会社が、少数株主によって༗有されたຽ通株式を自ࡨ株式として৾得

するケース

　（c）同一の会社を有する別の子会社が、他の子会社の少数株主によって༗

有されたຽ通株式を自社のຽ通株式またはॲあるいはञと換する
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ケース

なお、APB Opinion 第16では、持分プーリング法をഐ用するための12の要

件が୭定されたが、「企業結合の計画がۖၭするにおいて、他の企業の実質

的にすべての議ࡀࠨ付ຽ通株式と換に、自社の議ࡀࠨ付ຽ通株式の大部分と

同一のࡀ၌を有するຽ通株式のค出しおよび発行」（AICPA 1970, para.47(b)）

という要件とその他の要件がすべて満たされる場合に、子会社৾得としての企

業結合に持分プーリング法がഐ用されるべきであるとした4。

　このように子会社৾得としての企業結合について、持分プーリング法がഐ

用されるケースを൩まえて、第43ࣜのܰ定には、APB Opinion 第16会計解釈

指ૻ（Accounting Interpretation of Opinion 16 Business Combinations 以下、「APB 

Opinion 第16解釈指ૻ」という）で、ষのような༞௷が付された。

　「企業結合がో成された後、あるいは、子会社に対する持分が৾得され

た後の残りの少数株主持分の一部または全部の৾得はパーΙͿス法で会計処

理される。企業結合のో成が持分プーリング法によって会計処理された後の

少数株主持分の৾得を含め、たとえ少数株主持分がຽ通株式の換を通じて

৾得されたとしても、パーΙͿス法がഐ用される。」（AICPA 1971b）

　上の༞௷では、子会社少数株主持分の৾得が、いったん企業結合がో成され

た後（子会社に対する持分が৾得された後）の৾引であることがޑされ

ているが、そのփ味においても、子会社少数株主持分の৾得はもはや企業結合

ではなく、単なるその後の追加ൎとしてのփ味を持ち、ॲのࣔ入（purchases 

of assets）5に႒似したものとしてパーΙͿス法がഐ用されたとも考えられる。

Ȫ２ȫŔŤũŶmŢůůȪ1ĺ58ȫに݈ͥ͢論

ここでは、1950年代後の実ྩにれた Schumann（1958）を参考にするこ

とにしたい。は、1956年に株式換を通じて発行済株式の98ɓを৾得した企
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業結合で、持分プーリングとみなすことができる場合のম例をતٚした。

このম例では、持分プーリング法でその企業結合は処理され、2ɓの少数株

主持分を除き、残りすべての結合൚ম企業の၌઼ףဒ߄はႲ結၌઼ףဒ߄とし

て引きࠑがれ、２ɓの少数株主持分は、パーΙͿス法と同様の方法で、株主

本の区分の上で、いわゆるञࣜ目として表示されていた。

そして、は、1956年以ࣛ、会社が部分的に少数株主持分を৾得したこと

に関して、原ই৾得の98ɓに相൚する၌઼ףဒ߄がႲ結၌઼ףဒ߄の一部とし

てেされるのであれば、その後、追加৾得された少数株主持分についても持

分プーリング法で処理することがഐ୨であるかどうかについて素ཀྵな݃問が

じうると指ഊした（Schumann 1958, 195-196）。

Schumann は、このম例で1956年の株式換で経営ࡀの全部が移転したとい

うম実にۻみて、また残りの数パーセントは追加ൎとしてみなすことがで

きることから、少数株主持分の৾得を持分プーリングとして処理することは不

ഐ୨になるであろうとの見解を示した。また、は、企業結合後における少数

株主持分の৾得は、その時点で追加的なସ力間の結合（joining of forces）を

じせしめたのではなく、ြの子会社၌ףをႲ結純၌ףにॳ入できるڬ合を単

に増加させたにす̨ないと説明した。そして、このような追加的な৾得はパー

ΙͿス৾引として考えられ、そのように会計処理されるべきであると主ಫした

（Schumann 1958, 196）。

ȪˏȫŘźŢŵŵȪ1ĺ63ȫに݈ͥ͢論

1963年に Wyatt は、AICPA 会計औ研究書第５『企業結合会計の的

研究』のなかの「少数株主持分（Minority Interests）」というࣜで、「৾得企

業が子会社であろうが、法人ڒを有する会社の一部門であろうが、それは主

としてࠁ式上の問題である。しかし、企業結合後に少数株主持分が存在すると

いうことは、৾引に実ఠがあることをၔづける現યである」（Wyatt 1963, 102）

と主ಫした。
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　そして、は、৾得企業の一部の株主が合や株式のોളをབんでいなかっ

たり、何らかの理ဇにより৾引に参加しないことから少数株主持分が存在して

いることに着目して、「こうした৾引は、が৾引に及ぼす影響はある

ものの、あるエンティティが別のエンティティの一部の株主のࡀ၌をฃい上げ

るに൚たっては、換（exchange）というパーΙͿスのඅಭをえている。し

たがって、２つのエンティティ（会社と子会社－引用者ಕ）は、単位として

みたとしても、株主持分までも結合することはありえないのである。」（Wyatt 

1963, 102）とした。

このように、Wyatt は、子会社少数株主から株式をฃい上げる৾引には、い

わばඊ立൚ম者間における換という৾引の実ఠがわっている௰࿂があるこ

とを重ণして、パーΙͿス法のഐ用を主ಫしたと考えられる。

２ȅঊٛ২ઁତڼ৽の৾ංに̳ࠗٛͥ۾ੜၑͬめ̪݈ͥ論

子会社少数株主持分の৾得に関する会計処理については、APB Opinion 第16

第43ࣜにおいて、パーΙͿス法がഐ用されなければならないとされていた。

子会社少数株主持分の৾得は、すでに1つの会計エンティティとして企業結合

をࠁ成した後の৾引であるため、企業結合ではないとされているが、しかし、

同じく企業結合に含まれない6、共通下の企業間での移転または換の৾

引とは明確に区別すべきとされていた（Touche Ross & Co. 1973, 3）。

　共通下の企業間での移転または換の৾引が企業同আの৾引であるのに

対して、子会社少数株主持分の৾得は、子会社の株主と企業結合のࠁ成企業と

の間の৾引である。また、共通下の企業間での移転または換の৾引は、

外部者が関与しない৾引である。これに対して、従ြ、子会社少数株主は、

会社の立場からすれば外部者であるという考え方が広く૫൫しており、それゆ

えに、子会社少数株主との৾引を内部৾引ではなく、外部৾引として見なすこ

とがഐ୨であると考えられていたと思われる。そのփ味において、パーΙͿス
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法のഐ用に一定の合理性がめられ、会計処理としてन用されたということが

できよう。

しかしながら、APB Opinion 第16では、単に「パーΙͿス法によって会計

処理されなければならない」としているだけであって、この問題に関するߓ

体的なܰ定や୭例などはなく、パーΙͿス法のഐ用方法を明ၸに示してはいな

かった。子会社少数株主持分の৾得に関するパーΙͿス法のഐ用については一

定の合理性がめられるものの、しかし、子会社少数株主と子会社との৾引に

ついては、より難しい問題を༴えていた。子会社自による少数株主持分の৾

得は、子会社による自ࡨ株式の৾得をփ味しており、本৾引としてেされ

るべきものでもある。しかしながら、会計基上、この問題については全く明

確に৾りեわれていなかったのである（Jensen et al.1994, 377）。こうしたこと

から、子会社自による少数株主持分の৾得に関しては、APB Opinion 第16

のܰ定どおりにパーΙͿス法をഐ用すべきであるか、あるいは、子会社による

本৾引を会計処理に反映すべきであるかをめぐり、փ見の相֑がまれたの

であった。

　以下では、会社による少数株主持分の৾得に関する会計処理について୭例

を通じて考察した後に、子会社自による少数株主持分の৾得に関する会計処

理をめぐる議論について考察することにしたい。

Ȫ１ȫٛ২にͥ͢ઁତڼ৽の৾ංに̳ࠗٛͥ۾ੜၑに̞̾̀

　ༀ࣭では、ある会社が他の会社に対するをڕ得したり、重要な影響力を

行使できる能力をڕ得したりするために、൚ڂ他の会社の株式を2回以上ࣔ入

する৾引が行われる場合、ٴ法（step-by-step basis）が会計処理としてഐ用

されてきた。そのため、ڕ得後に会社が子会社少数株主持分を৾得する

場合には、ڕ得前と同様に、ٴ法をഐ用することがഐ୨であるとの理解

が一般的であった。

たとえば、Pahler and Mori(1985) は、会社による子会社少数株主持分の৾
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得について、それは「単なるٴ的৾得（block acquisition）にす̨ない。・・・

（中ၞ）・・・したがって、会社による少数株主持分の৾得では、何ら新しい

会計の問題はじない」（Pahler and Mori 1985, 357）7として、その会計処理は、

ٴ的৾得に関する会計処理と何ら異ならないことをޑした。

　ここで、۰単にༀ࣭におけるٴ的৾得に関する会計ܰ定を૦り返っておき

たい。

　ༀ࣭では、1959年8に AICPA の会計続֥会（CAP）から公表された

ARB 第51「Ⴒ結़ྩ੨表」（Accounting Research Bulletin No.51 Consolidated 

Financial Statements 以下、「ARB 第51」という）で、2回以上の株式ࣔ入によっ

て、他の会社を子会社化する場合には、৾得時の子会社၌઼ףဒ߄はٴ法に

基づいてॳ定することが一般的な会計処理方法であるとされた（AICPA 1959, 

para.10）8。

　また、1971年8に AICPA の会計原則ૣ議会（APB）から公表されたփ見書

第18「ຽ通株式へのൎに関する持分法会計」（Opinion 18 The Equity Method 

of Accounting for Investments in Common Stock 以下、「APB Opinion 第18」とい

う）においては、持分法ഐ用の要件を満たす以前のൎが、ൎ会社による議

ݕ付株式の৾得または消ࡀࠨ付株式の追加৾得、ൎ会社自による議ࡀࠨ

などにより持分法ഐ用の要件を満たすことになった場合、子会社のٴ的৾得

（step-by-step acquisition）に関する会計処理にじた方法で、ൎ会社のൎ

 をஸ及処理しなければならないとされた（AICPA߄ဒ઼ף定、経営成ୡ、၌ې

1971a, para.19(m)）9。

　その後、1973年3に AICPA の会計原則ૣ議会（APB）から公表されたփ

見書第17「無ࠁॲ」に関する会計解釈指ૻ（Accounting Interpretation of 

Opinion 17 Intangible Assets 以下、「APB Opinion 第17解釈指ૻ」という）に

おいて、子会社化するまでの間の株式のٴ的な৾得、あるいは、持分法がഐ

用される株式のٴ的な৾得に関して、パーΙͿス法のഐ用がষのように明確

に示された。
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　「ٴ的な一Ⴒの株式ࣔ入で、ある会社が、Ⴒ結されることになる子会社を

৾得したり、持分法で会計処理されることになるൎを৾得した場合には、

൚ڂ会社はٴ的な株式ࣔ入̮とに、その時点のൎの৾得原価、これに

対応する৾得ॲの公ୃ価値、および、のれんをে別しなければならない。」

（AICPA 1973, para.2）

　会社による子会社少数株主持分の৾得はٴ的৾得と何ら異るものではな

いとの理解を前として、以下では、୭例を使って、をڕ得するまでの

。的৾得に関する会計処理について۰単に確したいと思う10ٴ

〔୭႕１〕ġĳٝոષのڼ式ࣔවに̽̀͢Ȃఈのٛ২ͬঊٛ২̹̱اાࣣ

前条件

ɜ ൚社は、S 社のຽ通株式（発行済株式総数1,000株）を下記のとおりࣔ入した。

第1回目の S 社ຽ通株式（以下、「S 社株式」という。）の৾得ڬ合が20ɓ

を上回るため、ここでは APB Opinion 第18に基づき持分法で会計処理す

ることとする。

株式ࣔ入 ৾得株式数 ৾得ڬ合 ৾得原価

19ȿ1年11 200株 20ɓ $ 　15,000

19ȿ2年11 250株 25ɓ  21,750

19ȿ2年71 300株 30ɓ  33,500

ɜ S 社の株式৾得における本の状ޙ、そして19ȿ1年ഽおよび19ȿ2年ഽ

（ただし、19ȿ2年ഽは第3回株式ࣔ入の直前までの6か）の൚期純၌ף

はষのとおりである。なお、S 社は઼ဒ߄の൚を行っていないものと仮

定する。
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19ȿ1年11
(第1回株式ࣔ入 )

19ȿ2年11
(第2回株式ࣔ入 )

19ȿ2年71
(第3回株式ࣔ入 )

　本　߄ $ 40,000 $ 40,000 $ 40,000

၌઼ףဒ߄  5,000 15,000 35,000

19ȿ1年ഽ 19ȿ2年ഽ（630まで）

൚期純၌ף $10,000 $ 20,000

ɜ S 社株式のࣔ入̮とに、株式の৾得原価とこれに対応する S 社の本に

係る৾得持分との差ڣを、৾得の公ୃ価値を基礎に純ॲのࡢ々の要

素（ে別可能なॲやञ）にڬり൚て、S 社株式に対するൎについて

分析を行う。19ȿ1年11 ( 第1回株式ࣔ入 ) において、S 社株式の৾

得原価が $15,000であるのに対して、これに対応する S 社の本に係る৾

得持分は $9,000（=($40,000+$5,000)ȿ20%）であり、ここに差ڣ（以下、

「৾得原価が༧価を上回るڣ（cost in excess of book value）」という）$6,000

が発したのは、S 社のാ地の公ୃ価値がನ༧価ڣよりも $20,000上昇し

ていたことに原֦のˍつがあることが明した（ാ地の公ୃ価値はその後

変動しないこととする）。したがって、৾得原価が༧価を上回るڣのうち、

৾得ڬ合に係るാ地評価差ڣ $4,000(=$20,000ȿ20%) をാ地にڬり൚て

る。19ȿ2年11 ( 第2回株式ࣔ入 )、19ȿ2年71 ( 第3回株式ࣔ入

 ) においても、同様の計ॳにより、৾得原価が༧価を上回るڣがそれぞ

れ $8,000、$11,000じるが、その原֦の1つが൚ڂാ地の評価に関わるも

のであるため、株式ࣔ入̮とに、৾得原価が༧価を上回るڣをാ地にڬ

り൚てる（第2回目は $5,000(=$20,000ȿ25%)、第3回目は $6,000(=$20,000

ȿ30%)。なお、൚ڂാ地以外にನ༧価ڣと公ୃ価値とがᄘ離するॲお

よびञは存在しないこととする。

ɜ ڎ株式ࣔ入において、৾得原価が༧価を上回るڣのうち純ॲのࡢ々の

要素（ে別可能なॲやञ）にڬり൚てられなかったものは、のれんと

してেし、定ڣ法を使ってܰ則的にੲݕする。



─84─

 第ˍ回株式ࣔ入においてেされたのれんのੲݕ期間　4年

 第２回株式ࣔ入においてেされたのれんのੲݕ期間　3年

ڣݕාഽのੲڎ式ࣔවにお̞̀ে̯̹ͦのͦͭのڼ

৾得原価
19ȿ1年ഽ
ੲڣݕ

19ȿ2年ഽ
ੲڣݕ（6か分）

第ˍ回株式ࣔ入に
েされたのれん

$2,000 $500 $250

第２回株式ࣔ入に
েされたのれん

$3,000 － $500

ɜ ষβージにࠇशしたൎの分析を൩まえて、ڕ得（19ȿ2年71）

におけるٳইॽ訳はষのとおりになる（Pahler and Mori 1985, 361）。

 　本　30,000　・・・・・・・・・・・・・・・߄

 ၌઼ףဒ26,250　・・・・・・・・・・・・・・・߄

 ാ　　　地・・・・・・・・・・・・・・・　15,000 

 の　れ　ん・・・・・・・・・・・・・・・ 　  8,750

 　　　　　子会社ൎ・・・・・・・・・・　　　　　　80,000

　Pahler and Mori(1985) は、ٴ的に৾得した株式の৾得原価は、部分所有子

会社をႲ結するषに、৾得原価を৾得時の公ୃ価値に基づいて৾得ڬ合に相൚

する部分だけ純ॲのࡢ々の要素にڬり൚てるのと同じ方法で、会計処理すべ

きであるとしている。

　上の内容は、ڕ得前のٴ的な৾得に関する会計処理であるが、

得後の会社による子会社少数株主持分の৾得についても同様の会計処理がڕ

行われることとなる。
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ༀ࣭における子会社少数株主持分の৾得に関する会計処理をめぐる議論の一考察
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Ȫ２ȫঊٛ২にͥ͢ઁତڼ৽の৾ංに̳ࠗٛͥ۾ੜၑに̞̾̀

　子会社による自ࡨ株式の৾得は、子会社の本および子会社株式が市場で流

通している株式数を減少させる。その結果、会社の持分比率は増加するもの

の、子会社がいくらで自ࡨ株式をࣔ入するかによって、子会社本に係る会

社の持分ڣに変動がじる。以下に۰単な୭例をતٚすることにしたい11。

〔୭႕２〕　ঊٛ২にͥ͢ুڼࡨ式の৾ං

前条件

ɜ P 社は S 社株式（ຽ通株式の流通株式数10,000株）を80ɓ所有している。

ɜ S 社は少数株主から自社の株式を400株ࣔ入した。これにより、P 社の持

分比率は80ɓから83 1/3 %（流通株式数9,600株のうち8,000株を所有）に

増加した。

ɜ 自ࡨ株式400株の৾得前における S 社本に係る P 社の持分ڣは $160,000

であった（下表の第ˍ၇参照）。

　ここでは、３つのケースを考える。

 ˍȅS 社が1株൚たりの༧価と൝しい $20で自ࡨ株式をࣔ入する場合

 ２ȅS 社が1株൚たりの༧価を上回る $30で自ࡨ株式をࣔ入する場合

 ３ȅS 社が1株൚たりの༧価を下回る $15で自ࡨ株式をࣔ入する場合

第1၇ 第2၇ 第3၇ 第4၇

自ࡨ株式の
৾得前

自ࡨ株式の
৾得後
（ࣔ入単価 @$20）

自ࡨ株式の
৾得後

（ࣔ入単価 @$30）

自ࡨ株式の
৾得後
（ࣔ入単価 @$15）

本ڣ、߄࿂ɐ10

၌઼ףဒ߄

　$100,000

　  100,000

　  200,000

　$100,000

　  100,000

　  200,000

　$100,000

　  100,000

　  200,000

　$100,000

　  100,000

　  200,000

株式ࡨ除：自ࢱ
（原価）
本の合計

　　―
　      8,000

　$192,000

　    12,000

　$188,000

　  　6,000

　$194,000

P 社の持分比率
P 社の S 社に対する
持分ڣ

　　  　 80ɓɖ
 

　$160,000

　　  83 1/3 % ʵ

　$160,000

　　  83 1/3 % ʵ

　$156,667

　　  83 1/3 % ʵ

　$161,667

　ɖ流通株式数10,000株のうち所有株式数8,000株
　ʵ流通株式数 9,600株のうち所有株式数8,000株
　出ങ：Beams（1992）の Exhibit8-6「子会社による自ࡨ株式のࣔ入」（323）を一部変ࢵ
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ༀ࣭における子会社少数株主持分の৾得に関する会計処理をめぐる議論の一考察

P 社の持分比率は、自ࡨ株式の৾得前は80ɓであったが、৾得後に83 1/3 %

に増加する。この持分比率の増加は、S 社による自ࡨ株式のࣔ入価ڣがいくら

であっても異ならない。ただし、ࣔ入単価が1株൚たりの༧価と൝しい場合と

異なる場合とでは、ষのように会社の持分ڣに影響する。

ˍȅS 社が1株൚たりの༧価と൝しい $20で自ࡨ株式をࣔ入する場合

この場合、たとえ P 社の持分比率が83 1/3 % に増加しても、S 社本に係る

P 社の持分ڣは $160,000が持される（第２၇参照）。すなわち、1株൚たりの

༧価と൝しいࣔ入単価で自ࡨ株式がࣔ入される場合には、P 社の持分ڣには影

響しない。

２ȅS 社が1株൚たりの༧価を上回る $30で自ࡨ株式をࣔ入する場合

この場合、たとえ P 社の持分比率が83 1/3 % に増加しても、P 社の持分ڣは

$3,333減少し、$156,667になる（第3၇参照）。

３ȅS 社が1株൚たりの༧価を下回る $15で自ࡨ株式をࣔ入する場合

この場合、P 社の持分ڣは $1,667増加し、$161,667に増加する（第4၇参照）。

　以上の୭例からも理解できるように、子会社による少数株主持分の৾得は、

会社の持分比率を高めるものの、༧価と൝しい価ڣでࣔ入されるか๛かで

会社の持分ڣに影響がじる。༧価を上回るڣでの৾得は、会社の持分ڣを

減少させ、他方で、༧価を下回るڣでの৾得は、会社の持分ڣを増加させる。

子会社のࡢ別会計上では本৾引として会計処理されるが、Ⴒ結会計上、この

会社の持分ڣの変動をどのように処理するべきであるかが議論となった。

以下では、APB Opinion 第16第43ࣜに基づいて、パーΙͿス法がഐ用され

るべきであるとする考え方を示した Pahler and Mori(1985) と、子会社による

本৾引を会計処理に反映すべきであるとする考え方を示した Beams（1992）を
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考察することにしたい。

① Pahler and Mori(1985) における議論

Pahler and Mori(1985) は、APB Opinion 第16第43ࣜで、子会社少数株主持

分の৾得に関する会計処理として一められているのはパーΙͿス法だけで

あるのだから、会社による৾得、子会社自による৾得のいずれの場合にお

いてもパーΙͿス法会計が反映されるべきであると主ಫした12。

Pahler and Mori(1985) は、「子会社による少数株主持分の৾得についても、

Ⴒ結の۷点からみれば、ٴ的৾得であるが、しなしながら、その処理につい

ては説明を加えなければならない。・・・（中ၞ）・・・子会社が少数株主持分

を৾得し、৾得した株式を消ݕする場合（会社によってそのように指図さ

れた場合に限り、子会社は行う）、Ⴒ結会計は৾得した株式に関してパーΙͿ

ス法会計を反映しなければならない」（Pahler and Mori 1985, 357）としている。

以下に、らによる୭例を考察することにしたい13。

〔୭႕ˏ〕ġঊٛ২が༧ͬثષٝͥڣでઁତڼ৽の໐ͬ৾ං̳ͥાࣣ

前条件

ɜ 会社は、子会社株式（発行済株式総数1,000株）として800株を所有して

いる。他方、この会社の株式200株を少数株主が所有している。

ɜ 子会社は、少数株主に対して現߄ $40,000（ࣔ入代価）をって、少数

株主が所有する自社の株式200株の全部をࣔ入し、その後、消ݕした。

ɜ その結果、子会社の発行済株式総数は800株に減少した。なお、子会社は、

会社からは自社の株式をࣔ入していないため、会社の所有株式数は

800株のままである。

ɜ 会社の子会社ൎの৾得原価は $166,000である。このうち、子会社によ

る少数株主持分の৾得前において、Ⴒ結上、৾得原価が༧価を上回るڣが

$50,000ある。
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持分比率 所有株式数

会社の子会社に対する持分：
　子会社による少数株主持分の৾得前・・・・・・・
　子会社による少数株主持分の৾得後・・・・・・・

80ɓ
100ɓ

800株
800株

子会社が少数株主によって所有される発行済株式200株
の全部を৾得するためにったࣔ入代価

$40,000

出ങ：Pahler and Mori(1985), 358.

ঊٛ২が༧ͬثષٝͥڣでઁତڼ৽の໐ͬ৾ං̱̹ાࣣの

ঊٛ২ུに߸ͥٛ২ڣのઁࡘに̞̾̀のࠗॳ

子会社の
本ې定

1株൚たり
ನ༧価ڣ

会社持分 少数株主持分

持分
比率

持分ڣ
持分
比率

持分ڣ

少数株主持分の৾得前
　　本　߄・・・・
　၌઼ףဒ߄・・・・

$  70,000

75,000

$ 145,000 $145 

80

80

$   56,000

 60,000

$ 116,000

20

20 

$  14,000

15,000

$  29,000

少数株主持分の৾得後
　　本　߄・・・・
　၌઼ףဒ߄・・・・

$  56,000
a

　
49,000

$ 105,000 $131.25

100

100

$  56,000

49,000

$ 105,000

―
―
―

持分の減少・・・・・ $(40,000) $( 11,000) $( 29,000)

a 説明を۰༒にするために、株式の৾得および消ݕのためにった $40,000は、以下のとおり、
子会社本ې定にഐ୨にໆ課されたと想定する。
　本　߄（$70,000のうちの20ɓ）・・・・・  $14,000

၌઼ףဒ߄（残りのڣ）・・・・・・・・・・・ 26,000

$40,000

出ങ：Pahler and Mori(1985), 359.

　　ൎېのଢ଼

Ⴒ結上の༧価のࢹ成要素 ৾得原価が༧価
を上回るڣ本߄ ၌઼ףဒ߄

少数株主持分の৾得直前の残高 $56,000 $60,000 $50,000

$11,000の超過ڣを৾得原
価が༧価を上回るڣとして処理
するために行うழఢ

 (11,000) 11,000

少数株主持分の৾得直後の残高 $56,000 $49,000 $61,000

出ങ：Pahler and Mori(1985), 360.

Pahlerand Mori（1985）は、この୭例について、以下の点にၣփすべきであ
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るとする (Pahler and Mori 1985, 358)。

ɜ 少数株主は子会社に所有株式200株を引ളすことで、現߄ $40,000をけ

৾ったが、このことは、少数株主が子会社純ॲの༧価に対する所有持分

（子会社による৾得前の持分 $29,000）よりもɐ11,000多くのڣをけ৾っ

たことをփ味する。

ɜ 少数株主持分に対する༧価を上回る超過ڣの $11,000は、子会社純

ॲの༧価に対する会社持分をɐ11,000だけܛถ化させた（৾得前：

$116,000 ɨ ৾得後：$105,000）。

ɜ ༧価を上回る超過ڣのɐ11,000は、会社によって、Ⴒ結上、৾得原

価が༧価を上回るڣとして৾りեわれなければならない。Ⴒ結の۷点から

は、子会社が少数株主持分を৾得したと考えるのではなく、会社が৾得

したと考えるのがഐ୨であるため、༧価を上回る超過ڣɐ11,000は、

Ⴒ結上、৾得原価が༧価を上回るڣへのழఢを行う。

Pahler and Mori（1985）は、このழఢ（reclassification）は、「ൎې定の分析

のなかで行われる」（360）14と説明した。ൎې定の分析において、少数株主

持分の৾得によってじた၌઼ףဒ߄の減少分を、৾得原価が༧価を上回るڣ

にழみఢえるため、会社の子会社に対するൎې定の৾得原価はழఢ前とழ

ఢ後では変動はじない。すなわち、らは、会社における子会社ൎې定

の৾得原価の合計ڣは持されるべきであるとして、子会社本の減少がじ

ても会社はൎې定を整するべきではないと主ಫした。

　また、らは、このழఢにより、「会社は、少数株主持分の৾得によって

じ、子会社純ॲの༧価に対する会社持分のܛถ化に関Ⴒしてじたఅ

の計上をけることができる」（Pahler and Mori 1985, 360）とも指ഊした。そ

して、これらを൩まえ、Ⴒ結़ྩ੨表に以下のॽ訳が行われたかのように反映

されるとした（Pahler and Mori 1985, 361）。
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少数株主持分・・・・・・・・・・・・・・・　29,000

৾得原価が༧価を上回る11,000　・・・・・・・・・ڣ

　現　　　߄・・・・・・・・・・・・・　 40,000

৾得原価が༧価を上回るڣにழみఢえられた $11,000は、パーΙͿス法会計

にしたがって、৾得の公ୃ価値を基礎に純ॲのࡢ々の要素（ে別可能な

ॲやञ）にڬり൚てられることになる。その結果、৾得ڬ合に相൚するੲݕ

可能ॲの増加やのれんがেされ、これらについてのੲݕから用の計上が

行われるとされた15。

② Beams（1992）における議論

子会社による自ࡨ株式の৾引は本৾引であり、一୨のఅףがেされる

ことはない。このことは、1966年12に公表された APB փ見書第9「経営成

ୡの報࣬」（Opinion No.9 Reporting the Results of Operations 以下、「APB Opinion

第9」という）において明らかにされていた。APB Opinion 第9は、本

৾引によってじるࣜ目を３つݷげ、これらのࣜ目は「あらゆる状ޙにおい

て、純၌ףまたは経営成ୡのॳ定から除外しなければならない」（AICPA 1966, 

para.28）とした16。そのうちのˍつが、「会社自の株式の৾引からじる

整またはৰ方・方ࣜ目」であり、会社による自ࡨ株式の৾引から差ڣがじ

る場合、൚ڂ差ڣはఅףに影響を及ぼすものではないとされた。

しかしながら、前の Pahler and Mori（1985）の考察からも明らかなとおり、

パーΙͿス法をഐ用するうえで、Ⴒ結の۷点からは、子会社が少数株主持分を

৾得したと考えるのではなく、会社が৾得したと考えるため、ٴ的৾得に

関する会計処理が行われることとなる。このとき、子会社本の減少からじ

る会社の持分ڣの増加分または減少分を、৾ 得原価が༧価を上回る（下回る）

（ףਓ）続を通じて、用ݕにழみఢえることが必要となるが、その後のੲڣ

の計上が行われることになる17。
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　自ࡨ株式の৾得から一୨のఅףはেされるべきではないという考え方から

すれば、パーΙͿス法のഐ用は理論的には整合しない問題を༴えていたという

ことができる。それゆえに、子会社による少数株主持分の৾得に関しては、パー 
ΙͿス法をഐ用するよりは、むしろ子会社における本৾引によってじた 
会社の持分ڣの変動を会社におけるൎې定に反映すべきであると主ಫする

論者が少なからず存在した。

たとえば、Johnson and Gentry（1975）は、「会社におけるൎې定は、 
会社持分の変動に応じて整されなければならない。自ࡨ株式の৾引にဇြす

る子会社に対する会社持分の増加または減少は、Ⴒ結़ྩ੨表においてࣺ 
本の変動（a change in paid-in capital）として報࣬されるべきである。」（180）

と主ಫした。また、Jensen et al.（1994）も、「少数株主との自ࡨ株式৾引では、 
会社は子会社に対する会社持分の変動を拠出本ې定（contributed capital 

account）で整を行うことがݥめられる。現在の基では、この問題につい

て全体として明らかではないが、会社に対して、通常、子会社株式の৾引か

らずる၌得およびఅをেさせないことができる。」（377）と主ಫした18。

Beams（1992）も、また上記の論者と同じような主ಫをした。は、子会社

が自ࡨ株式を৾得して、会社の持分比率を増加させた場合に「会社のನ

༧（on the parent company s books）で子会社ൎې定をਘୃし、自ࡨ株式の৾

得前と৾得後の子会社本のನ༧価ڣに係る会社持分の差ڣを઼ࣺဒ߄

（additional paid -in capital）にໆ課する」（322）会計処理を主ಫした。以下では、

前出のȬ୭例２ȭ（Beams（1992）による୭例）に基づいて、その会計処理を

確することにしたい。

前出のȬ୭例２ȭでは、子会社が1株൚たりの༧価と൝しい価ڣで自ࡨ株式

をࣔ入するか๛かで会社の持分ڣに影響がじることを確した。すなわち、

子会社が1株൚たりの༧価と൝しいࣔ入単価で自ࡨ株式をࣔ入する場合には、

会社の持分ڣには影響しないが、1株൚たりの༧価を上回る（下回る）ࣔ入

単価で自ࡨ株式をࣔ入する場合には、会社の持分ڣが減少（増加）すること
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になる。Beams（1992）は、ষのような会計処理を示している。

ɜ S 社が1株൚たりの༧価を上回る $30で自ࡨ株式をࣔ入する場合

 　この場合、P 社の持分ڣが $3,333減少するため（第3၇参照）、この減少

分を P 社のನ༧にষのとおり記ನする（Beams 1992, 322）。

 ઼ࣺဒ$3,333　 　　　　　　　　　߄

 　　　S 社ൎ   　  $3,333

 S 社が༧価を上回るڣで自ࡨ株式をࣔ入したことによるൎの減少を記録する。

ɜ S 社が1株൚たりの༧価を下回る $15で自ࡨ株式をࣔ入する場合

 　この場合、P 社の持分ڣが $1,667増加するため（第4၇参照）、この増加

分を P 社のನ༧にষのとおり記ನする（Beams 1992, 323）。

 S 社ൎ　　　　　　　　　 　$1,667

 　　　઼ࣺဒ$1,667  　  ߄

 S 社が༧価を下回るڣで自ࡨ株式をࣔ入したことによるൎの増加を記録する。

　Beams（1992）は、上記のように会計処理を示し、この会計処理を持する

根ݶをষのように説明した。

 「このような子会社による自ࡨ株式৾引からじた持分変動についての会

社におけるਘୃは、自ࡨ株式৾引からの၌得またはఅのেをগする現

在の会計原則によって持されている。」（Beams 1992, 323）

　ここでいう会計原則とは、APB Opinion 第9における会計ܰ定を指してい

ると考えられる。他方で、Beams （1992）は、「しかしながら、同時に、ൎと

これに対応するನ༧価ڣとの差ڣを最大40年間で消ݲする持分法会計が要ݥさ

れている。」（323）ともべており、パーΙͿス法をഐ用する持分法会計との
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間に理論的なྭを༴えていることを指ഊした。Beams （1992）は、こうした

問題を൩まえたうえで、「子会社による自ࡨ株式৾引に関する会社の会計処

理は、子会社純ॲのನ༧価ڣに基づくべきである。」（323）との結論を示した。

すなわち、は、子会社ൎې定の৾得原価は必ずしも持されるべきもので

はなく、子会社の本৾引から本の減少がじる場合には、それに応じて子

会社ൎې定はਘୃされるべきであるとのেを示した。

͚̳͍

　ༀ࣭では、SFAS 第160が公表される以前において、子会社持分（少

数株主持分）の৾得に関する会計処理としては、株主（少数株主）と৾

引を行う会社が会社、子会社、その他の関係会社のいずれであっても、パー

ΙͿス法がഐ用されるべきであるとܰ定されていた。

　会社が子会社少数株主持分を৾得する場合には、ڕ得までの৾引と同

様に、ڕ得後の৾引においても、ٴ的৾得に関する会計処理が行われる

べきであるとのেが一般的であったと考えられる。

　しかしながら、他方で、子会社自が子会社少数株主持分を৾得する場合、

それは子会社における本৾引にڂ൚するため、パーΙͿス法をഐ用するより

も、本৾引によってじた会社の持分変動を会社におけるൎې定に反

映させるべきであるとする考え方が少なからず持されていた。

　会社による自ࡨ株式の৾得からは一୨のఅףをেすべきではないとの会計

のルール（APB Opinion 第9のܰ定）に照らし合わせれば、パーΙͿス法を

ഐ用して৾得原価が༧価を上回るڣをその後用処理するのれん൝のॲにڬ

り൚てることは理論的なྭがじるため、子会社が行う本৾引にまでパー

ΙͿス法をഐ用するべきではないとの考え方が持されていたといえる。

　APB Opinion 第16では、子会社少数株主持分の৾得をパーΙͿス法によっ

て会計処理すべきであるとした理ဇを明らかにはしていないが、それが企業結
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合がࠁ成された後に行われる৾引であるという点で、企業結合とは異なる別ࡢ

の৾引として௴えられている。そのփ味では、子会社少数株主持分の৾得は、

会社と子会社からなるˍつの会計エンティティがࠁ成された後のႲ結の۷点

から௴えた新たなॲの৾得あるいは追加的なൎとしてেされていたと考

えることができる。パーΙͿス法のഐ用には前のような問題が残されるもの

の、子会社を会社の一部として௴えるႲ結企業集౬۷から一定の合理性を有

していたと理解することができる。

ಕ

1 SFAS 第141第14ࣜには、以下のようなݗಕが付されていた。

 「2000年10の FASB 公ٳմ『ञ、本、そのၰ方のඅ性をもつ߄ဏの会計処理

（Accounting for Financial Instruments with Characteristics of Liabilities, Equity, or Both）』では、

子会社持分（a noncontrolling equity interest in a subsidiary）はႲ結़ྩ੨表におい

て本の1つのࡢ別要素として報࣬し、持分༗有者に対する分は、持分のठ分

（equity distributions）としてেされるべきであるとմしている。このմがࠨ定された

場合、ૣ議会は、子会社持分の৾得に関する会計処理を見直すषに、අに持

分の৾得がパーΙͿス法よりも持分のठ分として会計処理すべきであるかどうかについ

て、このܰ定を൦することになるであろう。」（FASB 2001, para. 14 footnote）

2 AICPA(1970), para.43.

3 なお、SFAS 第160では、それまで一般に用いられてきた「少数株主持分（minority 
interest）」という用語を「持分（noncontrolling interest）」という用語に置き換えてい

る。この用語の変ࢵは、少数持分༗有者が的़ྩ持分を有することがあったり、逆に、

過数持分༗有者が的़ྩ持分を有さない場合もあるというম実を൩まえ、的़

ྩ持分を有さない所有者を表わす用語として、「少数株主持分」よりも「持分」の

方がよりୃ確であると考えられたためであった（SFAS 160, B28）。

4 ここで「実質的にすべての議ࡀࠨ付ຽ通株式」とは、90ɓ以上の議ࡀࠨ付株式をփ味して

いた（para.47(b)）。なお、APB Opinion 第16は、「結合൚ম企業の解८は、企業結合に

持分プーリング法をഐ用する条件にはならない。他の要件を満たす場合には、ˍつ以上の

結合൚ম企業が企業結合後において発行企業の子会社であることもある。」（para.49）とも

ܰ定した。第49ࣜのܰ定は、結合൚ম企業が子会社として存続していても、持分プーリン

グ法をഐ用できるဒ地があること、そして、持分プーリング法とパーΙͿス法とのে別に
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षし、合か子会社化によるฃਓかによって差異が୭けられるものではないことを示唆し

たものであると考えられている（ༀ़࣭ྩ会計基（合・分ڬ）研究տ֥会報࣬ . 1996. 

156）。

5 Rosenfield. P and S. Rubin（1985）137を参照のこと。

6 APB Opinion 第16は、「本փ見書における企業結合という用語には、現在、୭立ݺ可さ

れている会社の代わりとなる新୭会社への純ॲの移転や、会社と子会社の間、また

は同一の会社をもつ2つの子会社の間にみられるような共通下の企業間（between 

companies under common control）の純ॲの移転または株式の換は含まれない」（para.5）

としており、とりわけ外部者（outsiders）が関与しないこれらの移転および換はഐ用範

囲から除外された。

7 ここでのٴ的৾得とは、「持分比率が50ɓを超えるまで一定期間に行われたൎ会社

の発行済議ࡀࠨ付株式のٴ的な৾得である」（Pahler and Mori 1985, 181）と説明されてい

る。

8 ARB 第51第10ࣜは、2回以上の株式ࣔ入によって他の会社を子会社化する場合の会計処

理として、ٴ法を一般的な処理方法として定めたが、複数回にわたり少ڣで株式をࣔ入

する場合には、۰༒的な処理方法として、をڕ得するにঢった最後の株式ࣔ入を৾

得（the date of acquisition）とみなす方法（一گ法）を容した（AICPA 1959, para.10）。

9 APB は、ൎ会社の重要な影響力を行使する能力を定することは必ずしも明らかではな

く、その౯をഐ用するにはࡢ々のൎの状ޙを評価する必要があるとしたうえで、会計

基のഐ用上、合理的な程ഽにൡ一性をో成するために、ൎ会社の議ࡀࠨ付株式に対

する20ɓ以上のൎ（直接または間接）については、反証のない限り、ൎ会社はൎ

会社に対して重要な影響力を行使することのできる能力を有すると推定されるべきである

との結論にోした。逆に、ൎ会社の議ࡀࠨ付株式に対する20ɓྚ満のൎの場合には、

反証のない限り、ൎ会社は重要な影響力を行使する能力を有しないと推定されるべきで

あるとした（AICPA 1971a, para.17）。

10　ここでのȬ୭例ˍȭは、Pahler and Mori（1985）178-180に基づいている。

11　ここでのȬ୭例２ȭは、Beams（1992）322-323に基づいている。

12　Pahler & Mori（1985）357.

13　ここでのȬ୭例3ȭは、Pahler and Mori（1985）358-360に基づいている。

14　Pahler ɕ Mori（1985）360. ここで「ൎې定の分析」とは、ൎの৾得原価を、これに

対応する本の༧価、公ୃ価値を基礎としたে別可能なॲやञへのڬ൚て、のれんと

いう要素̮とにে別した分析をփ味している。

15　本ࣂでは、Pahler and Mori（1985）に示された「子会社が༧価を上回るڣで少数株主持

分を৾得した場合」の୭例を考察したが、逆に、子会社が༧価を下回るڣで少数株主持分

を৾得する場合、らは、子会社が༧価を上回るڣで少数株主持分を৾得した場合の会計
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処理と反対の会計処理が行われるとしている（Pahler and Mori 1985, 358）。

16　APB Opinion 第9では、本৾引（Capital Transactions）によってずる差ڣとして、「（a）

会社自の株式の৾引からじる整またはৰ方・方ࣜ目、（b）処分済ၣ༗၌ףとして

ഐ൚な科目でࡤばれたې定への、あるいはې定からの૦ఢ（たとえば、一般目的の偶発అ

積立߄またはࡥ定ॲの৾ఢ原価評価による積立߄）、（c）会社ࢵにしたがって行

われる整」をݷげ、これら3ࣜ目については、あらゆる状ޙにおいて、純၌ףまたは経

営成ୡのॳ定から除外しなければならないという結論をठ確したことを明らかにしてい

る。なお、ここでいう結論は、前の会計続֥会によって示された結論を指している。

17　൚時、APB Opnion 第17第9ࣜで、外部から৾得された無ࠁॲおよび企業結合で৾得

されたのれんの会計処理について、ষのようなܰ定が୭けられていた。「会社は他から৾

得される無ࠁॲ（企業結合にषして৾得されるのれんを含む）の原価をॲとして記録

すべきであるという結論にోした。明らかにে別できない無ࠁॲは用として記録すべ

きである。また、無ࠁॲの原価は、༒ףが得られると考えられる期間の၌ףに対してܰ

則的にໆ課しੲݕされるべきである。ただし、ੲݕ期間は40年を超えてはらない」（ༀ࣭

़ྩ会計基（合・分ڬ）研究տ֥会報࣬ . 1996. 263-264）。また、APB Opinion 第16

第91ࣜでは、ののれん（流動ॲに分した後の残ဒ）について、「繰װञとして

ে別すべきか、あるいは༒ףのထ想される期間、ただし40年をקえない範囲で、၌ףに加

ॳするようにܰ則的にੲݕすべきである」とされていた（ༀ़࣭ྩ会計基（合・分ڬ）

研究տ֥会報࣬ . 1996. 393-394）。

18　こうしたなかで、子会社における本৾引を会計処理に反映させることもパーΙͿス

法のഐ用の範囲内であることを主ಫしたのが、Rosenfield and Rubin（1985）であった。

らは、「ൎ会社による自ࡨ株式の৾得についても、パーΙͿス法で会計処理される。」

（Rosenfield and Rubin 1985, 141）と主ಫした。しかしながら、らは、パーΙͿス法のഐ

用といっても、Pahler and Mori（1985）のようにٴ的৾得に関する会計処理として行う

べきであると考えていたのではなく、Johnson and Gentry（1975）や Jensen et al.（1994）と

同じように、子会社の自ࡨ株式の৾得によって変動した会社の持分ڣの増加または減少

をൎې定およびࣺ本のې定を用いてেするべきであると主ಫした。
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〔論　説〕

シュレディンガー波動方程式にもとづく 

都市圏の人口変動モデル
―実の世界と虚の世界―

神　頭　広　好

I　はじめに

　ニュートンの重力モデルは、今でも地理学やマーケティングの分野に応用さ

れている1。しかし、量子論2を社会科学に応用した研究はあまり見られない。

ちなみに、シュレディンガーの波動方程式は、量子論の根幹をなすものであり、

大雑把に言うと、ニュートンやアインシュタインの重力理論に対して量子論は

確率論をベースとして、不確定な素粒子の波動を分析するために虚数が導入さ

れている。

　ここでは、複素数の世界において相対性理論におけるポテンシャルと量子論

を結び付けられることを可能にするために、シュレディンガーの波動方程式の

考え方を人口変動に応用する。そこでは確率論的解釈ではなく、量子の波のよ

うな流れを都市の人口の流れに置き換えることによって、時間による人口変動

と都市の相対的魅力としてのポテンシャルによる人口変動が複素数の世界を

ベースに現実の世界と虚 (イメージ )の世界において、どのような動きをする

1　最近では、神頭 (2016) において、ニュートンの引力の法則を用いて、リピート圏につい

て分析している。さらに、Kozu(2022, pp.25-38) ではニュートンの引力の法則とケプラー

の第3法則を使って、大都市圏のシステムについて説明している。

2　これについては、佐藤勝彦 (2006、第4章 ) および矢沢サイエンス編著 (2018、第2章 ) に

おいて物語的に説明されている。
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かについて分析する。

　総じて、複素数の実数部と虚数部に着目して、前者を現実の世界、後者を虚

の世界として考えながらも２つの世界が無限にもとづくゼロの操作において繋

がっている。また、ポテンシャルは限界効用逓減の法則と似たような動きをし

めしており、時間と三角関数の時間が共存する場合、究極的には現実のポテン

シャルは、イメージによるポテンシャルの2倍になることが推察される。

II　シュレディンガー波動方程式にもとづく人口変動モデル

　モデルの主たる仮定は、以下の通りである。

(1) 量子が人口3、ポテンシャルは都市の位置としての魅力を示しており、ポテ

ンシャル関数は距離の関数で表される4。また、人口の変動は不確定性を有し

ているために、現実の世界 (実感できる世界 )にいる場合でも虚の世界 (イ

メージの世界 )にいる場合でも起こりうる。すなわち私たちの住んでいる世

界は、実数の世界であるように見えるが、その背後には虚数の世界が見え隠

れしている。

(2) 人口変動関数は、時間とポテンシャル要素から成り立っており、分離型の

関数である。

(3) 時間の人口変動はポテンシャルによって加速するものの都市人口が大きい

ほどその加速は小さくなり、それが人口変動にマイナスに作用させる。

(4) 魅力としてのポテンシャルは都市の変動に影響を与える。

上記の仮定の下で、一般にシュレディンガー方程式5は、

3　ただし、量子は波であるということを考慮すると、人口変動そのものを指す。

4　他に、都市経済学または新経済地理学における CP( 核－周辺 ) モデルでのポテンシャル

関数は2地域間の間接効用の差の積分としている。これについては、Fujita, M. and Thisse, J.-F. 

(2013) ( 邦訳、pp.352-357) を参照せよ。

5　これについては、竹内 (2004、第1章 )、吉田 (2012、第５章 )、近藤 (2017、第３章 IX)、
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シュレディンガー波動方程式にもとづく都市圏の人口変動モデル

 2 2

2 ( )
2

f h fih V d f
t m d

∂ ∂
= − +

∂ ∂
 (1)

で表される6。

ただし、 f；人口変動 (波動関数 )、 t；時間、V(d) ：ポテンシャル (都市の魅力 )、 

d：立地点、 m：都市人口 ( 粒子の質量 )、 h：時間の変化およびポテンシャルの

加速に影響を与えるインパクト ( 時間・ポテンシャルインパクト7)

(a) 上式 (1) における 0 1h� � のケースまたは h に対して m が相対的にかなり

大きなケース

ここで、時間・ポテンシャルインパクトがほとんどない  0 1h� � の場合は、

 2 0h | であるとすれば、(1) は d に関わらず、

 fih Vf
t

∂
=

∂
 (2)

で表される。(2) を解くことによって、

 (0)
Vi t
hf f e

−
=  (3)

が導かれる。ただし、  (0)f f= は初期条件を示す。

さらに、(3) を三角関数表示に変換すると、

 (0) (0) cos sin
Vi t
h V Vf f e f t i t

h h
− ª º§ · § ·= = −¨ ¸ ¨ ¸« »© ¹ © ¹¬ ¼

 (4)

で表される。これは一種の循環型の人口変動関数を示している。

ただし、 0 V� 、 0 h�  、 0 td である。( 以下同様 )

原岡 (2018、pp.315-342)、竹内 (2019、第4章 )、竹内 (2020、第3章 ) を参照せよ。

6　この方程式については、馬場 (2021、講義２) において平易に説明されている。また、竹

内 (2005、第3部 ) ではエクセルを用いてシュレディンガー方程式が描かれている。一方、

竹内 (2007、pp.107-124) では Maxima を用いて描かれている。

7　例えば、就業機会、所得の上昇分などがこれにあたる。
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①実数部分としての現実の世界 (直接の世界 )

虚の世界 (虚数 )をなくすために、

 cos 1V t
h

§ · = r¨ ¸
© ¹

 (5)

および　

 sin 0Vi t
h

§ ·− =¨ ¸
© ¹

 (6)

が成立するためには、

 0V t
h

§ · =¨ ¸
© ¹

 (7)

を必要とする。(7) が成立するのは、

 0t =  (8)

または　

 2( 1)V t n
h

S= −  (9)

の時である。ただし、n は自然数である。(以下同様 )

したがって、(9) からポテンシャルは、

2( 1)n hV
t

S−
=   (10)

で表される。(10) は、現実の世界において「偶数ポテンシャル」であること

を示している。

このポテンシャルは、(10) からインパクトに比例して、時間の経過とともに

徐々に低くなっていく。

②虚数部分としての虚の世界 (または間接の世界 )

現世をなくすためには、
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シュレディンガー波動方程式にもとづく都市圏の人口変動モデル

 cos 0V t
h

§ · =¨ ¸
© ¹

 (11)

および

 sin Vi t i
h

§ ·− = −¨ ¸
© ¹

 (12)

を必要とする。そのためには、

 (2 1)
2

V nt
h

S−§ · =¨ ¸
© ¹

 (13)

が満たされなければならない。

したがって、(13) からポテンシャルは、

 (2 1)
2

n hV
t

S−
=  (14)

で表される。(14) は、虚の世界において「奇数ポテンシャル」であることを

示している。

　このポテンシャルは、(14) からインパクトに比例して、時間の経過ととも

に徐々に低くなっていく。

　これは、n を一定とすると、どの世界でもポテンシャルが長期においてほぼ

消滅していくことを物語っている。物的には競争原理によるポテンシャルの食

い潰しとも考えられる。

(b) 時間と自然数の大きさが比例するケース

時間と三角関数時間8との関係は、時間が自然数で進むことと同じであるから、

 n tE=  (15) 

で表される。ただし、c は自然数の時速を示している。

(15) を (10) へ代入すると、現実の世界でのポテンシャルは、

8　この時間は、πを基本としており、通常の時計の逆回り、すなわち左回りである。

β
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 2( 1) 2( 1) 12( )n h t hV h
t t t

S E S E S− −
= = = −  (16)

で表される。ただし、  0 V� であり、(16) を t で微分すると、

 
2

2dV h
dt t

S
=  (17)

で表される。

さらに、(17) を t で微分すると、

 
3

2d V         h
dt  t

S
= −

2

2  (18)

で表される。

　これらのことから、ポテンシャルは、(16)、(17) および (18) から経済学で

の限界効用逓減の法則が作用しているように見える。

　ここで、時間が無限に大きくなると、すなわち tofならば、(16) は、

 2V hE S|  (19)

に書き換えられる。

　一方、虚の世界のポテンシャルは、上記同様に、

 (2 1) (2 1) 1( )
2 2 2

n h t hV h
t t t

S E S E S− −
= = = −  (20)

で表される。さらに、(20) を t で微分すると、

 
22

dV h
dt t

S
=  (21)

で表される。

さらに、(21) を t で微分すると、

 
3

dV h
dt t

S
= −  (22)

で表される。

　虚の世界でも (20)、（21）および (22) からポテンシャルを効用に置き換え

d V
dt

2

2
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シュレディンガー波動方程式にもとづく都市圏の人口変動モデル

ると、経済学での限界効用逓減の法則が作用しているように見える。

　ここで、時間が無限に大きくなると、すなわち tofならば、(20) は

 V hE S|  (23) 

に書き換えられる。

　(19) と (23) の２つの式から、究極的には、現実の世界の方が虚の世界より

もポテンシャルは2倍になることを示唆している9。

図1は、 1E = 、 1hS = として、現実の世界のポテンシャル (16) は実線で、虚の

世界のポテンシャル (20) は点線で描かれている。

(c) 時間を含まないケース10

　このケースのシュレディンガー方程式は、

9　心理学的には、イメージしたポテンシャルよりも現実のポテンシャルの方が複雑で、2倍

も大きいことを物語っている。

10　このケースについては、馬場 (2021、pp.48-59) を参照せよ。

図１

��
�

3

dV h
dt t


= − � � � � � � � � � � � � � � � � �����

で表される。�
虚の世界でも����、（��）および����からポテンシャルを効用に置き換えると、経済学での
限界効用逓減の法則が作用しているように見える。�
�
ここで、時間が無限に大きくなると、すなわち t →ならば、����は�

V h  � � � � � � � � � � � � � � � � � ����� �
に書き換えられる。�
����と����の２つの式から、究極的には、現実の世界の方が虚の世界よりもポテンシャルは
� 倍になることを示唆している�。�
図 � は、 1 = 、 1h = として、現実の世界のポテンシャル����は実線で、虚の世界のポテ
ンシャル����は点線で描かれている。�
�

図１�

�
�
�F�時間を含まないケース���
このケースのシュレディンガー方程式は、�

�
�� 心理学的には、イメージしたポテンシャルよりも現実のポテンシャルの方が複雑で、�倍も大きいこと
を物語っている。�
��� このケースについては、馬場�����、SS�������を参照せよ。�
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 2 2

2 ( )
2
h fEf V d f
m d
∂

= − +
∂

 (24)

で表される。

　ただし、E は人口の変動関数に与えるエネルギー11として、都市圏人口を

示しており、質量 m としての都市人口に比例している。なお、物理学では、

 2E mc= から、E は想像を超える値である。 1c = の時のみ都市圏の人口と都市の

人口が一致する。

　ここで、人口変動関数が

 adf e=  (25)

で表されるとして、(25) を (24) へ代入すると、

 2
2( ) ( )

2
ad ad adhEe a e V d e

m
= − +  (26)

で表される。さらに、(26) を解くと、

 � �2

2 ( )ma V d E
h

= r −  (27)

が導かれる。(27) を (25) へ代入すると、人口変動関数の基本解は、

 0.5

2
2 ( ( ) ) ( 1)m V d E d
hf e

 ½− −® ¾
¯ ¿=  (28)

または

 0.5

2
2 ( ( ) ) ( 1)m V d E d
hf e

 ½− − − −® ¾
¯ ¿=  (29)

で表される。さらに、一般解は、

 0.5 0.5

2 2
2 2( ( ) ) ( 1) ( ( ) ) ( 1)m mV d E d V d E d
h hf Be Ce

 ½  ½− − − − −® ¾ ® ¾
¯ ¿ ¯ ¿= +  (30)

で表される。

11　これは、アインシュタインの相対性理論から導かれる。(馬場 (2021、講義1) を参照
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シュレディンガー波動方程式にもとづく都市圏の人口変動モデル

　ここで、繰り返しになるがポテンシャルの関数を
 ( ) AV d

d
= として、E のエネ

ルギーを都市圏人口とする。ただし、A は都心の集積の魅力12、d は都心からの距

離を示す。(以下同様)

　また、都心の距離を  1d = として、都心部の人口変動を  (1) 1f = とすると、

 1
2

B C= = である。これらを (30) へ代入すると、

 0.5 0.5

2 2
2 2( ) ( 1) ( ) ( 1)1 1

2 2

m A m AE d E d
d dh hf e e

 ½  ½− − − − −® ¾ ® ¾
¯ ¿ ¯ ¿= +  (31)

で表される。

　さらに、(31) は以下の２つのケースに分けられる。

① ( )E V d� のケース

　ここでは、(31) を用いて、都市圏の距離を変化させた時とポテンシャルを

変化させた時の人口変動関数の変化について考察する。

12　例えば、多種多様な多くの企業、多くの公共サービスの存在を示す。

図２

��
�

さらに、����はҐԾの２つのケースに͜られる。�
ᶅ ( )E V d� のケース�
ここでは、����を用いて、ݏࢤのړをรԿさせた時とポテンシャルをรԿさせた時のਕ
�。するࡱߡรಊ਼ؖのรԿについて
�
図 � は、����にؖして、 10000A= 、1 30dd � 、 200E = で描かれている。たͫし、ॐの
が大きいことから、����に 1460.1 をͣている。�図̑および図̒もಋ༹��
この図から、心から ��NP のࢤでは༁ ��NPまではࢤのรಊはҲఈで͍るが、ͨ こか
らܻٺにਕรಊがًこり、��NP͍たりから限界ஏにか͜てਕรಊがٺ減することを示
唆している。�

図２�

�
�

�D�֨ݏࢤ大のケース�
図 � は、����にؖして、

10000A=

、1 60dd � 、

200E =

で描かれている。たͫし、ॐの
が大きいことから、����に

1460.1

をͣている。�
この図から、図 � とਕรಊが大きくรԿするॶは、Ά·ಋͣで͍るが、સର的にรಊの大
きさがঘさくなっている。�

�
図 ��
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　図2は、(31) に関して、 10000A = 、 1 30dd � 、 200E = で描かれている。ただし、

縦軸の値が大きいことから、(31) に0.1
146を乗じている。( 図３および図４も

同様 )

　図2から、都心から30km の都市では約23km までは都市の変動は一定である

が、そこから急激に人口変動が起こり、26km あたりから限界地にかけて人口

変動が急減することを示唆している。

(a) 都市圏拡大のケース

　図3は、(31) に関して、 10000A = 、 1 30dd � 60、 200E = で描かれている。ただし、

縦軸の値が大きいことから、(31) に0.1
146を乗じている。

　図3から、図2と人口変動が大きく変化する所は、ほぼ同じであるが、全体的

に変動の大きさが小さくなっている。

��
�

�

�
�E�心のຳྙがতするケース�
図̒は、����にؖして、 15000A= 、1 60dd � 、 200E = で描かれている。たͫし、ॐの
が大きいことから、����に 1460.1 をͣている。�
この図から、図 � および図̑とҡなり、ਕรಊが大きくรԿするॶは、心かられてお
り、સର的にรಊの大きさがかなり大きくなっている。�

�
図̒�

�
�

ىを理すると、まͥ図２と図̑から、ݏࢤのҕを֨͝ると、ਕรಊの大きさが
減ঙするものの、ਕรಊのรԿが大きいॶはรわらͥ、��NP から ��NP の間で͍る。つ

図3

(b) 都心の魅力が上昇するケース

　図４は、(31) に関して、 10000A = 、 1 30dd � 60、 200E = で描かれている。ただし、

縦軸の値が大きいことから、(31) に0.1
146を乗じている。

　図4から、図2および図３と異なり、人口変動が大きく変化する所は、都心か
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ら離れており、全体的に変動の大きさがかなり大きくなっている。

��
�

�

�
�E�心のຳྙがতするケース�
図̒は、����にؖして、 15000A= 、1 60dd � 、 200E = で描かれている。たͫし、ॐの
が大きいことから、����に 1460.1 をͣている。�
この図から、図 � および図̑とҡなり、ਕรಊが大きくรԿするॶは、心かられてお
り、સର的にรಊの大きさがかなり大きくなっている。�

�
図̒�

�
�

ىを理すると、まͥ図２と図̑から、ݏࢤのҕを֨͝ると、ਕรಊの大きさが
減ঙするものの、ਕรಊのรԿが大きいॶはรわらͥ、��NP から ��NP の間で͍る。つ

図４

　上記を整理すると、まず図２と図３から、都市圏の範囲を拡げると、人口変

動の大きさが減少するものの、人口変動の変化が大きい所は変わらず、20km

から32km の間である。ついで図３と図４から、都心の魅力をさらに２倍大

きくすると、人口変動の大きさが大きくなり、人口変動の変化が大きい所は、

32km から45km の間である。したがって、都市圏の空間的大小は人口変動の

大きさに影響するが、都心の魅力の大きさが増すと、人口変動の起こる場所が

より都心から離れた所に移っていく傾向が見られる。

　これについては、都市圏が拡大されれば、人口変動が緩和され、都心の魅力

が高ければ、少しくらい都心から離れても企業や住宅が立地するといった現状

を反映しているように見える。

　ここで、付録から、(31) に対してべき乗級数を応用すると、

 0.5

2

20 ( 1) 1m A E d
h d

ª º§ ·d − − d¨ ¸« »© ¹¬ ¼
 (32)

であるならば、
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 20.5
2

2 2

1 2 1 21 ( 1) 1 ( 1)
2 2

m A m Af E d E d
h d h d

ª º ª º§ · § ·§ · § ·= + − − = + − −« » « »¨ ¸ ¨ ¸¨ ¸ ¨ ¸
© ¹ © ¹© ¹ © ¹« » ¬ ¼¬ ¼

 (33)

で表される。

　図５は、(33) に関して、  
2

2 1
20000

m
h

= 、 10000A = 、 1 20dd � 、 200E = で描か

れている。

　図５から、インパクトとしての就業機会が多く、所得が高い都心の人口変動

が極端に高く、その変動は都心周辺ではほとんどなくなり、そこから郊外にか

けて、徐々に高くなって行く。これについては、都心の地価が極端に高いため

に、その周辺の人口変動はすぐになくなり、その変動が都心部周辺から続いて

いることを物語っている。

���
�

�

ᶆ ( )V d E� のケース�
Ҳൢմは、����から、�

0.5 0.5

2 2

2 2
( ( ) ( 1) ( ( )) ( 1)1 1

2 2

m mE V d d i E V d d i
h hf e e

 ½  ½− − − − −® ¾ ® ¾
¯ ¿ ¯ ¿= � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �����

で表される。����から、�

0.5

2

2
cos ( ( )) ( 1)

mf E V d d
h

ª º ½= − −« »® ¾
¯ ¿« »¬ ¼

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �����

がかれる。�
ここでのケースをྂߡすると、ポテンシャルとしてのࢤのຳྙは心からのړがい
Άʹ߶いとすれば、このポテンシャルは、ىಋ༹に、�

( )
AV d
d

= � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �����

で表される。�
また、����を����େすると、ਕรಊ਼ؖは、�

0.5

2

2
cos ( ) ( 1)

m Af E d
h d

ª º ½= − −« »® ¾
¯ ¿« »¬ ¼

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �����

で表される。�

図 �、図 �、図 � は、����にお͜る਼ܐ
2

2m
h

および Aを � として、E のΦϋルάーはݏࢤ

ਕ �、��、��� として、心からのړを1 20dd � として描かれている。なお、ここでは

図５

②  ( )V d E� のケース

一般解は、(31) から、

 0.5 0.5

2 2
2 2( ( ) ( 1) ( ( )) ( 1)1 1

2 2

m mE V d d i E V d d i
h hf e e

 ½  ½− − − − −® ¾ ® ¾
¯ ¿ ¯ ¿= +  (34)
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で表される。(34) から、

 0.5

2

2cos ( ( )) ( 1)mf E V d d
h

ª º ½= − −« »® ¾
¯ ¿« »¬ ¼

 (35)

が導かれる。

　ここでのケースを考慮すると、ポテンシャルとしての都市の魅力は都心から

の距離が短いほど高いとすれば、このポテンシャルは、上記同様に、

 ( ) AV d
d

=

 

(36)

で表される。

　また、(36) を (35) へ代入すると、人口変動関数は、

 0.5

2

2cos ( ) ( 1)m Af E d
h d

ª º ½= − −« »® ¾
¯ ¿« »¬ ¼

 (37)

で表される。

　図6、図7、図8は、(37) における係数
 

2

2m
h および A を 1 として、E のエネルギー

は都市圏人口 5、10、100として、都心からの距離を 1 20dd � として描かれている。

図6　都市人口10万人で距離が30kmのケース

���
�

ݏࢤをイメージしҝくするたΌに、ຬਕ、NP のୱҒを用いている。�
�

図 ��
ࢤਕ ��ຬਕでړが ��NP のケース�

�
�

図 ��
ࢤਕ ��ຬਕでړが ��NP のケース�

�
図 ��

ࢤਕ ��ຬਕでړが ��NP のケース�
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なお、ここでは都市圏をイメージし易くするために、それぞれ万人、km の単

位を用いている。

　整理すると、図6、図7および図8から、都市圏人口および都市圏が空間的に

大きいほど、人口変動の波の数が多く、波長が短いことを示唆している。これ

については、東京大都市圏に見られるように、人口が多く、空間的な拡がりが

持つほど人口の変動が活発であることを物語っている。

図8　都市人口50万人で距離が50kmのケース

���
�

�

�
理すると、図 �、図 � および図 � から、ݏࢤਕおよびݏࢤがۯ間的に大きいΆʹ、
ਕรಊのഀの਼がଡく、ഀ ௗがいことを示唆している。これについては、౨ښ大ݏࢤ
に見られるように、ਕがଡく、ۯ間的な֨がりが࣍つΆʹਕのรಊがで͍ることを
物語っている。�
�
,,,� おわりに�

ωューφンΏΠインシュνインのشՁ学的な理よりもϚーΠΏシュレディンガーにେ
表されるྖࢢは਼学的ોがな͜れば、理մがೋしい。ྖ ֮、はેخのࢢ ི的で͍り、
Ψイϧーの虚਼Ώ複ો਼のߡえ方��を学Ξͫで、ഀಊ਼ؖを理մするචགྷが͍る。�

ຌݜ究は、のࢴにとって、物理学ंからすれば、دຽにࢧわれるかもしれないが、
॑ྙϠデルがऀճՌ学、とりわ͜ஏҮՌ学の�ஏ理学、Ϝーケティンή、ஏҮ経済学な
ʹ�およびܯࢤժにԢ用されている。ͨこで、ྖྙࢢ学にお͜るഀಊ਼ؖもऀճՌ学にԢ
用できないかとߡえ、ここでは、シュレディンガー方程式をݏࢤのਕรಊにԢ用した。
たͫし、ೋմな਼学的ॴ理をഋঈするたΌに、ͨ れͩれの਼ܐをୱ९Կしてੵをߨってい
る。�
� ここでは、現実の世界と虚�イメージ�の世界をۢพしても、時間にଲしてのポテンシャル
としての効用が限界効用逓減の法則にॊっている。現実にಚられた時間の方が虚の時間よ
りも２倍大きいことがかった。ͨ こでは、時ܯと਼ֱؖࢀ時ܯがڠଚしていることはັڷ
い。さらに、心のຳྙの߶まりはݏࢤસରのਕรಊをতさせ、心からよりれ
たとこΘで、さらにͨれがଁٺすることがかった。おͨらくこれらの಼༲は実ৄੵをし

�
��これについては、ྭえば、ຉ場��������、�নԮ、������٤ీ、������Ԯݬ、�� �হ、̑হ�なʹ
は、とてもฑҝにઈされている。�

図7　都市人口50万人で距離が30kmのケース

���
�

ݏࢤをイメージしҝくするたΌに、ຬਕ、NP のୱҒを用いている。�
�

図 ��
ࢤਕ ��ຬਕでړが ��NP のケース�

�
�

図 ��
ࢤਕ ��ຬਕでړが ��NP のケース�

�
図 ��

ࢤਕ ��ຬਕでړが ��NP のケース�
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III　おわりに

　ニュートンやアインシュタインの幾何学的な理論よりもボーアやシュレディ

ンガーに代表される量子論は数学的素養がなければ、理解が難しい。量子論の

基礎は、確率論的であり、オイラーの虚数や複素数の考え方13を学んだ上で、

波動関数を理解する必要がある。

　本研究は、門外漢の私にとって、物理学者からすれば、奇妙に思われるかも

しれないが、重力モデルは社会科学、とりわけ地域科学の分野 ( 地理学、マー

ケティング、地域経済学など ) および都市計画に応用されている。そこで、量

子力学における波動関数も社会科学に応用できないかと考え、ここでは、シュ

レディンガー方程式を都市圏の人口変動に応用した。ただし、難解な数学的処

理を排除するために、それぞれの係数を単純化して分析を行っている。

　ここでは、現実の世界と虚 ( イメージ ) の世界を区別しても、時間に対して

のポテンシャルとしての効用が限界効用逓減の法則に従っている。現実に得ら

れた時間の方が虚の時間よりも２倍大きいことが分かった。そこでは、時計と

三角関数時計が共存していることは興味深い。さらに、都心の魅力の高まりは

都市圏全体の人口変動を上昇させ、都心からより離れたところで、さらにそれ

が急増することが分かった。おそらくこれらの内容は実証分析をしても近い結

果が得られるものと考える。

　今後は、複素数の世界について、あらゆる学問の分野から追及して行くこと

が課題として残される。究極的には、私たちが住んでいる社会は複素数の世界

であっても無限からゼロの操作によって、現実の世界か虚の世界のどちらかへ

も転ぶことを明らかにしたような気がする。

13　これについては、例えば、堀場 (1990)、原岡 (2013)、吉田 (2012)、松岡 (2020、第2章、

第３章 )などは、とても平易に説明されている。



─116─

付録

指数関数のべき乗級数を用いると、
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および
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であることから、
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で表される。

ここで、 1 1x− d d とすると、上式は、

 211
2

f x= +

によって近似される。
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〔論　説〕

ༀ࣭に̤̫ͥఉ৾ٴංの୕ྩ―ࡔ֨৾ٴၑのഐဥ

ႝ　࿐　ࢣ　一

はじめに

1ȅKimbell-Diamond Milling Co. ࠨ

2ȅ1954年内࣭歳入法ɘ334( ˾ )(2) のଷ定とその問題点

3ȅɘ338の株式৾得をॲ৾得とみなすܰ定　

4ȅɘ368(a) のழ変ࢵの要件

5ȅ৾ٴ引原理がഐ用されないম例

6ȅ৾ٴ引原理がഐ用されるম例

おわりに

はじめに

　৾ٴ引原理 (the step transaction doctrine) によると、ࠁ式的には別ࡢの一

Ⴒのٴを、一つにまとめて、あたかも単一の一体৾引 (a single integrated 

transaction) であるかのようにեうことができる1。

　この例法による原理がഐ用されると、一Ⴒの৾引の課୕関係は、ࡢ別では

なく全体の৾引の効果を߅味してࠨ定される。しかし、ある場合には、৾引の

引原理のഐ用があるかをထ௶することはࣾ難で৾ٴ式がする。いつ、ࠁ

1　Karen C.Burke,Federal Income Taxation of Corporations and Stockholders(Eighth Edition)(West 

Academic Publishing,2018),at 28.



─120─

ある2。

　本ࣂで൦の対યとする৾引は、企業ฃਓにおける多৾ٴ得 (the multi-

step acquisitions) である。ങ型的な৾引として、৾得会社がคݕ会社の株式を

৾得した後、คݕ会社が৾得会社にୄॳまたは合して消滅する৾引を৾り上

げる。第1ٴの株式৾得と第2ٴのୄॳまたは合がࡢ々の৾引としてఄ重

されれば、それぞれの৾引に基づく課୕が行われる。しかし、৾ٴ引原理を

ഐ用して、ၰ者が一体となった1つの৾引であると考えられるときは、1つの৾

引としての性ڒに基づいた課୕がなされる。本ࣂにおいて、「৾ٴ引原理の

ഐ用がある。」と表現するときは、後者の৾ٴ引原理をഐ用した結果、一体

৾引として課୕される場合をいう。また、「৾ٴ引原理のഐ用がない。」と表

現するときは、৾引を一体としてみた場合に、一体৾引として課୕されるので

はなく、ࡢ別の৾引としてそれぞれ課୕される場合をいう。

　内࣭歳入 (Internal Revenue Service 以下 IRS という。)は、いくつかのレベ

ニュー・ルーリング (Revenue Rulling　以下 Rev. Rul. とၞ記する。) 及び़ྩ

જܰ則 (Income Tax Regulations) を公表して、多৾ٴ得における৾ٴ引原

理のഐ用に関する見解を明らかにしている。 本ࣂでは、これらの見解を൦

して、多৾ٴ得の課୕上の৾եいを明らかにする3。なお、本ࣂでは、৾引の

൚ম者をষのၞ記で示す。

P：৾得会社

S：৾得会社の子会社（S が所得会社になることもある。）

T：คݕ会社

˰株主：คݕ会社の株主

2　Martin J.McMahon,Jr.,Daniel L.Simmons,Charlene D.Luke and Bret Wells,Federal Income 

Taxation of Business Organizations(Sixth Edition)(Foundation Press, 2020),at 667.

3　本ࣂはࣂݰを全࿂的に書き改めたものである。改ࣂにषして、新たなম例とその分析に

必要な内࣭歳入法のܰ定の説明を追加した。そのうえで、論理の整合性に慮して全体を

見直し、結論を༞ୃした。ࣂݰとはষをいう。ႝ࿐ࢣ一「ༀ࣭のழ変ྩ୕ࢵにおける

引原理のഐ用」経営総合科学79107༁（2002）৾ٴ
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ༀ࣭における多৾ٴ得の୕ྩ―৾ٴ引原理のഐ用

1ȅŌŪmţŦŭŭĮŅŪŢmŰůťġŎŪŭŭŪůŨġńŰį ࠨĵ

　Kimbell-Diamond Milling Co. ম件 (1950年 ) のٽ要は下記のとおりである5。

Kimbell-Diamond Milling Co.( 以下、Kimbell とၞઠする。) は、主に、ୋ、加ࢥ、

࣮物ୋの์คを行っていたが、1942年8にࢥ場がغबにい、ୋ୭を

ઘした。੨般のমૂから、新ܰ୭の৾得がࣾ難であったが、Kimbell は

Whaley Mill ɕ Elevater Co.( 以下、Whaley とၞઠする。) が同種の୭を所

有していることに目をつけ、Whaley の株式をࣔ入するખをした。そして、

Kimbell の֥会は、Whaley の株式をࣔ入後、速やかに同社が所有するすべて

のॲ、අに、ୋ୭を Kimbell にોളしてۖ全ୄॳし、同社の株式を消ݕ

する続きを৾ることをઇした。1942年1226に Kimbell は Whaley の株

式100ɓをɐ210,000でࣔ入した。そのうち、ɐ118,200.16はغबでけ৾った

༗߄ࡏਓ入からった。1942年1229に、ۖ全ୄॳの計画書が Kimbell と

Whaley の間で結された。その中で、Kimbell による Whaley の株式の৾得は、

Whaley が所有するୈ୭を Kimbell が直接に所有できるようにするための

ものであり、同୭はۖ全ୄॳの計画に従って Whaley から Kimbell にોളす

ることでၰ社は合փした。そして、1942年1231にୄॳがۖၭした。

　Kimbell がबしたॲに付していたਘୃ୕ྩ基礎価ڣはɐ18,921.90( ৾得

価ڣɐ56,771.70－減価ੲݕ႑計ڣɐ37,849.80) である。また、Kimbell がୄॳ

により Whaley から৾得したੲݕॲに Whaley が付していたਘୃ୕ྩ基礎価

。はɐ139,521.62であるڣ

　Kimbell は、Whaley 株式の৾得とそれに続く Whaley の ɘ112(b)(6) による

ୄॳは別ࡢの৾引であり、Kimbell がୄॳによりけ৾ったॲの୕ྩ基礎価

は、ɘ113(a)(15)ڣ により Whaley が付していた୕ྩ基礎価ڣを引きࠑぐと主

4　Kimbell-Diamond Milling Co.v.Commissioner,14 T.C.74(1950), aff'd per curiam,187 F.2d 718 

(1951)、cert.denied, 342 U.S.827(1951)　なお、ࠨの中の条๔は1954年内࣭歳入法

のଷ定前のものである。

5　মմのٽ要は Kimbell-Diamond Milling Co.v.Commissioner,14 T.C.at 74-79. による。
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ಫする。しかし、Kimbell が Whaley 株式を৾得した目的は、൚初よりॲの

৾得にあったことは明らかである。したがって、Whaley 株式の৾得とその後

のୄॳは単一の৾引、すなわちॲの৾得である6。৾得したॲの୕ྩ基礎価

はڣ IRS が主ಫするようにɘ113(a)(9) により、ɐ110,721.74 ( बしたॲ

のਘୃ୕ྩ基礎価ڣȼった対価のうち༗߄ࡏਓ入を上回るڣ )7になる。

　以上のように、व所は、৾ٴ引原理をഐ用し、2つの৾引を1つにൡ合

し、株式の৾得をॲの৾得であると示した ( このࠨを以下に Kimbell-

Diamond Doctrine, ၞして KD 原理という。)。しかしながら、Kimbell-Diamond

における࣭௰の勝၌は、ピュロスの勝၌ (Pyrrhic victory) である8。な̶なら、

৾得会社は、˧ˠ原理が自ࡨに都合のၻいときはそのࠃآにあずかり、そうで

ないときはそれを無ণできた。この原理の他のࠧۿは、৾ 得者の「փ図 (intent)」

という、著しくထ௶のࣾ難なম実定 (fact-driven isuue) に基づいて、株式৾

得をॲ৾得に転換するということである9。

　

ĳȅ1ĺ5ĵාඤ࣭पව༹ɘ33ĵĩ ˾ ĪĩĳĪġのଷと̷の࿚ఴത

　議会は1954年内࣭歳入法 (Internal Revenue Code of 1954) で KD 原理の分か

りにくいփ図の基を۷ݖ的な基に置き換えた10。内࣭歳入法ɘ334(˾ )(2) 

( 以下、ݰ法ɘ334( ˾ )(2) のようにၞ記する。) のଷ定がそれである。

6　Id. at 80. 

7　Id . なお、計ॳ過程はষのとおりである。

 बしたॲのਘୃ୕ྩ基礎価ڣɐ18,921.90ȼった対価のうち༗߄ࡏਓ入を上回るڣ

ɐ91,799.84= ɐ110,721.74

 った対価のڣɐ210,000－༗߄ࡏਓ入のڣɐ118,200.16Ɂɐ91,799.84

8　Cheryl D.Block,Ari Glogower and Joshua D.Blank, Corporate Taxation（Fifth Edition）（Aspen 

Publishers, 2022）,at 337.

9　Borris I.Bittker & James S.Eustice,Federal Income Taxation of Corporations and Shareholders

（Seventh Edition）（ Thomson Reuters, 2000）, at 10-103.

10　Stephen Schwalt & Daniel J.Lathrope,Fundamentals of Corporate Taxation（Tenth Edition）

（Foundation Press, 2019）, at 368.　
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ༀ࣭における多৾ٴ得の୕ྩ―৾ٴ引原理のഐ用

)法ɘ334ݰ　 ˾ )(2) によれば、ষの場合には、ˬによる˰株式のࣔ入と˰の

ୄॳは、実質的には、˰ॲのࣔ入 ( ॲの୕ྩ基礎価ڣは時価になる。) と

してեわれる11。

　(  ) ˬが˰株式の80ɓ以上を「ࣔ入 (purchase)」( 別ഷに定義する。) に

より৾得し、( ‐ ) そのࣔ入が12かの間に行われ、かつ、( ‑ ) ˰がഐڒな

株式৾得から2年以内に、ɘ332のୄॳ計画に基づいてୄॳする。

　しかし、この৾եいについては以下のような問題点があった12。

　①ୄॳがಁれると、株式ࣔ入後にじるমયにより、ॲの୕ྩ基礎価ڣの

計ॳが複雑になる。また、ୄॳのಁれは、株式ࣔ入が「実षには (really)」

ॲのࣔ入であるという˧ˠ原理とਉ一۹しない。

　②˰にॲをࣔ入するփ思がなく、株式をࣔ入したい場合でも、機٫的にこ

のեいがഐ用される。

　ӳ P が˰をそのまま存続させたい場合でも、実षにୄॳしなければならな

い。そうすると、そのॲによる会社ठ୭立 (reincoroporation) にはழ変ࢵ

(reorganization) のܰ定がഐ用され、ݰ法 ɘ334( ˾ )(2) のഐ用は排除される可

能性がある。

　Ӵ˰株式の価ڣ、したがって˰ॲの価ڣのࠨ定において、T の偶発ञྩの

৾եいについてई၄がある。

　ӵ˰株式の価ڣを営業ࡀのようなॲにどのように分するかが明確でな

い。

　Ӷˬが株式৾得前後における多様な計画法を用いて、課୕関係を఼的に

は引き上げ、他のॲについてڣ定する（たとえば、あるॲの୕ྩ基礎価ࠨ

は୕ྩ上の経Ⴄ (tax history) を引きࠑぐ。）可能性がある。

　議会はこのようなに応え、1982年にݰ法 ɘ334( ˾ )(2) を改ୃし、内࣭

歳入法338条 (以下ɘ338のようにၞ記する。) をଷ定した。

11　Bittker ɕ Eustice, supra note 9. at 10-103. 

12　Id. at 10-104.
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　改ୃの経を、上़֭ଽտ֥会報࣬書 (Report on the Committee on Finance, 

United States Senate, on H.R. 4961)13はষのように説明する。

法がഐ用される前のݰ 」　 Kimbell-Diamond Milling Co. ম件では、株式৾得と

直後のॲ৾得をॲの৾得としてեう౯がन用された。このような৾եい

が、ɘ334( ˾ )(2) の要件を満たさない場合に、ջ然としてഐ用されるかどう

か明らかでない14。 」

　「法մは、子会社の৾得とୄॳをॲ৾得としてեう現行のܰ定 (ɘ334( ˾ )

(2)) をগする。法մは、˧ D 原理により、株式৾得をॲ৾得としてեう

法႓によらない৾եいにも৾って代わる15。」

　この報࣬書は、内࣭歳入法改ୃ後においては、株式৾得でॲの୕ྩ基礎価

を時価まで引き上げることができるのは、ɘ338の要件を満たす場合のみでڣ

あることを明言したものである。

3ȅɘ338のڼ式৾ංͬॲ৾ංと͙̳̈́ܰ

　1982年にଷ定されたɘ338は、1986年における微ळな改ୃ16を経て現行法17と

なった。

　ɘ338の఼には、ষの(1)の通常のɘ338の఼（ɘ338(̃ )の఼という。）

13　S. Rep. No. 97-494, Vol. 1, 97th Cong., 2nd Sess. 191-192 (1982) file:///C:/Users/owner/Documents/ 

srpt97-494(%20the%20senete%20report%20to%20TEFRA, %201982).pdf　なお、本編で引用

する;Ϳブサイトの最ਞ確はいずれも2022年621である。

14　Id. at 191.

15　Id. at 192.

16　ɘ338自体の改ୃは微ळなものであるが、1986年に൚時の ɘ337がগされたため、˰は

ॲのみなしคףݕに課୕されることになった。そのため、ɘ338を఼して˰ॲの୕

ྩ基礎価ڣを時価まで引き上げると、˰株主と˰の方で課୕されることになる。Bittker 

ɕ Eustice, supra note 9 at 10-105－10-106.　なお、1986年の内࣭歳入法改ୃ前の ɘ337と

ɘ338のܰ定をഐ用した場合の൚ম者の課୕については、ষのࡃを参照のこと。ႝ࿐ࢣ

一「ༀ࣭における企業ฃਓの୕ྩ」୕経通信53442༁ (1984)　 

17　現行法とは , この1986年改ୃの内࣭歳入法 (Internal Revenue Code of 1986) をいう。以下、

条は、අに౯りのない限り現行法のものである。
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と(2)のɘ338(̄ )(10)の఼の2つがある。(1)はˬ単ඊでの఼であり、(2)

はˬと˰株主との共同の఼である。

　株式৾得が、ഐڒ株式৾得 (qualified stock purchase、以下 QSP とၞ記する。)

にڂ൚しても、この఼がなされないと、株式৾得がॲ৾得とみなされるこ

とはない。

ĩ1ȫɘ338の఼ ĩ ɘ338ĩ ̃ Ī の఼ Ī

　ɘ338は、ˬが QSP をした場合に、఼により、˰についてষのような৾ե

いをめる (ɘ338(a))。

　①˰は、৾得のਞၭ時に、時価で、単一৾引により、˰のॲの全部をค

したものとみなす。ここに、৾得とは、ˬが˰株式についてݕ QSP を行っ

た最初のをいう (ɘ338( ̄ )(2))。

　②˰は、৾得のံに、上記①のॲの全部をࣔ入した新˰としてեう。

　QSP とは、ɘ1504(a)(2) の要件を満たす˰株式が、12かの৾得期間内

に、他の法人 (P) によるࣔ入によって৾得される৾引または一Ⴒの৾引をい

う (ɘ338(d)(3))。なお、ɘ1504(a)(2) の要件とは、株式の議ࡀࠨ総数の80ɓ

以上でかつ、価値総ڣの80ɓ以上を所有することをいう。

　また、ࣔ入 (purchase) とは、株式の৾得をいうが、ɘ351,354,355及び356の

ഐ用される৾引(ɘ368(a)のழ変ࢵ൝　ຊ者ಕ)で৾得されたものは除かれ

る。( ɘ338(h)(3) ( ‐ ))。

　このɘ338の఼をすると、୕ྩ上でのみ、˰をݰ˰と新˰に区分し、ݰ˰

から関Ⴒ者である第三者にそのॲの全部を時価でคݕし、新˰はそのॲ

を時価でࣔ入したとみなすのである(Income Tax Regulations ɘ1.338-1(˽)(1)、

以下ɘ1.338-1(a)(1) のようにၞ記する。)。これにより、˰が所有するॲの

୕ྩ基礎価ڣを、˰株式のࣔ入価ڣに基づいて時価まで引き上げることができ

る ( ɘ338( ˾ )(1)、(2))。QSP の఼がなされなければ、株式৾得がॲ৾

得みなされることはないので、˰ॲの୕ྩ基礎価ڣを時価まで引き上げるこ

とはできない。
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　なお、ɘ338の఼をすると、˰はॲのみなしોളに課୕され、˰株主は

株式のોളףに課୕される。すなわち、˰レベルと˰株主レベルでඵ重課୕に

なる。そのため、ɘ338の఼は、˰にみなしોളにかかるોളףを相फ़でき

る他のࠧఅ߄があるか、または繰ࠧקఅ߄がある場合、ないしは˰の୕ྩ上の

経Ⴄを一したいような他の理ဇがある場合に有၌であると考えられる18。

ĩĳȫɘ338ĩ ̄ Īĩ10Ī の఼

　議会は、QSP の఼について、ɘ338( ̄ )(10) の఼を追加してめ19、ඵ

重課୕を排除するந置を講じた。すなわち、ˬ と˰株主が共同でɘ338(̄)(10)

の఼をすると、˰株主レベルでの課୕はないものとされる。

　ɘ338( ̄ )(10) の఼の要件とその効果はষのとおりである20。

　ഐ用対યとなるคݕ会社は、ষのいずれかの法人である。

)　 ) Ⴒ結グループのคݕ会社 (a consolidated target)

　৾得に、ɘ1.1502－1(h) にܰ定するคݕႲ結グループ (selling consolidated 

group) のメンバーであるคݕ会社（ɘ338( ̄ ) (10)( ˝ ),( ˞ )、ɘ1.338( ̄ )

(10) －1(b)(1) ,(2)）。

　Ⴒ結グループ (consolidated group) とは、課୕年ഽのႲ結ො୕૭࣬書を出

する ( または、出することが必要な )法人をいう（ɘ1.1502－1(h)）。

　(‐ )関Ⴒ法人であるคݕ会社 (an affiliated target)

　৾得に、ༀ࣭法人 (domestic corporation ) によって ɘ1504(a)(2) にܰ定す

る所定の株式を所有されているༀ࣭法人であるが、Ⴒ結ො୕૭࣬書を出しな

い法人である ( ɘ1.338( ̄ )(10) －1(b)(3))。

18　Bittker ɕ Eustice, supra note 9. at 10-106.

19　Id. at 10-129.

20　ɘ338( ̄ )(10) と同様な効果が得られる ɘ336(e) の఼については本ࣂではեわない。

ၰܰ定の要件と൚ম者の課୕関係についてはষのࡃ参照のこと。ႝ࿐ࢣ一「アメリႲ

邦所得୕における子会社株式のคݕを子会社ॲのคݕとみなす৾եい」愛知経営論集

17125༁ (2015年 ) 
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ༀ࣭における多৾ٴ得の୕ྩ―৾ٴ引原理のഐ用

　(‑ )S 法人であるคݕ会社 (an S corporation target)

　৾得の直前においてサブΙャプター S 法人である (ɘ1.338( ̄ )(10) －

1(b)(4))。

　QSP の要件については上記 (1) のɘ338の఼の場合と同じである。　

　QSP について、ɘ338( ̄ )(10) を఼すると、˰株主は˰株式のคݕにつ

いて၌得をেせず、代わりに、˰が単一৾引で、そのॲの全部をคݕした

ものとみして、൚৾ڂ引について၌得・అをেする（ɘ338( ̄ )(10)( ˝ )）。

ĩ3ȫġ ఉ֨৾ٴ ĩŵũŦġmŶŭŵŪĮŴŵŦűġŵųŢůŴŢŤŵŪŰůŴĪ にお̞̀ɘ338ĩũĪĩ10Ī ఼̳ͬͥ

ાࣣのඅ႕

　ˬによる˰株式の৾得が、単ඊでみれば QSP にڂ൚し、株式৾得後に˰が

ˬ (または、ˬを含む関Ⴒグループの他のメンバー ) に合するかୄॳする場

合には、৾ٴ引原理を含む関Ⴒ法ܰに照らして、˰株式の৾得と˰の合ま

たはୄॳが、ɘ368( ˽ ) のழ変ࢵにڂ൚するかどうかにかかわらず、˰株

式についてɘ338(h)(10) を఼できる。˰株式の৾得 ( 第1ٴの৾引　ຊ

者ಕ ) とその後の˰のˬへに合またはୄॳ（第2ٴの৾引　ຊ者ಕ）が、

ɘ368( ˽ ) のழ変ࢵにڂ൚する場合に、ɘ338(h)(10) を఼すると、Ⴒ

邦所得୕の৾եいでは (for all Federal tax purposes)、ˬによる˰株式の৾得は

QSP にڂ൚し、ɘ368( ˽ ) のழ変ࢵの一部としてはեわれない (ɘ1.338(h)

(10)-1( ˿ )(2)、ɘ1.338(h)(10)-1( ́ )(exȅ12))。

　この場合に、ɘ338(h)(10) の఼をしないと、第1ٴと第2ٴの一体৾

引はɘ368(a) のழ変ࢵになる ( ɘ1.338(h)(10)-1( ́ )(exȅ11))。なお、第

1ٴが QSP にڂ൚せず、かつ、一体৾引がɘ368のழ変ࢵにڂ൚すると

きは、ɘ338(h)(10) の఼はできない (ɘ1.338(h)(10)-1( ́ )(exȅ14))。ま

た、上記において、़ྩજܰ則には第1ٴについてˬによる単ඊの ɘ338の

఼をめるম例は示されていない21ので、（T 株主の　著者ಕ）అٺ（potential 

wiplash）を回するため、ˬ単ඊでのɘ338( ̃ ) の఼はできないと解され

21　Schwalt ɕ Lathrope, supra note 10. at 432.
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る22。

ĵȅɘ368ĩŢĪ のழ変ࢵのါ

　৾引がɘ368(a) のழ変ࢵ (reorganization) にڂ൚すると、൚ম者の一般的

な課୕関係はষのようになる23。

　①˰株主 (   354,356) と˰ (  361) の方は၌得・అをেしない。

　②˰株主 (  358) ྌはˬ (  362) は、換でけ৾ったഐڒॲの୕ྩ基礎

価ڣを代ఢ価ڣ (a substituted basis) とし、その後の課୕৾引による処分まで課

୕を繰りװべる。

　以下で、ɘ368(a) の৾得的ழ変ࢵ (the acquisitive reorganizations) の課୕

要件をべるが、৾ٴ得が、そのいずれかのタイプのழ変ࢵにڂ൚すると

൚ম者の課୕が繰りװべられる。ここでいう「課୕」とは「課୕繰װべ」を

փ味する。

ĩ1Īġ Ηͼί˝ழ変ࢵ ĩ ɘ368ĩŢĪġ ĩ1ĪĩłĪĪȇଷ༹にͥ͢ݟਓࣣȆ૧୭ࣣ

ĩŔŵŢŵŶŵŰųźġŎŦųŨŦųġŰųġńŰůŴŰŭŪťŢŵŪŰůĪ

体的には、ਗ法ߓ　 ( ྌは外࣭法 ) に基づく24ݟਓ合と新୭合である

(ɘ1.368－2( ˾ )(1)( ‐ ))。

　タイプ˝ழ変ࢵにおいては、議ࡀࠨ株式の付は要件になっていないが、

株主持分のࠑ続性要件25を満たすには、対価の40ɓ以上がˬ株式でなければな

らない (ɘ1.368－1(e)(2)( – )Ex.1、Ex. 2( ‐ ) 参照 )。

22　Burke, supra note 1. at 331.

23　Id. at 275.　

24　Id. at 276.

25　株主持分のࠑ続性要件は、˰の株主持分 (the proprietary interests) の大部分の価値が、ழ

変ࢵで༗持されなければならないことを要ݥする (ɘ1.368－ (1)(e)(1))。この要件は、

T のࡢ々の株主̮とではなく、T 株主全体で定する。Id .at 279.
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ĩĳĪġ ঊٛ২にࣣͥ͢ ĩŇŰųŸŢųťġŔŶţŴŪťŪŢųźġŎŦųŨŦųŴȂŇŔŎ とၞઠ̳ͥȃĪĳ6ġȇ

付にͥ͢˰̥ͣ˯͒のࣣ式のڼˬ

　FSM では、S がタイプ A ழ変ࢵにڂ൚する৾引で、˰の実質的に全部の

ॲを৾得し、৾得対価としてˬ株式を付する。

　ここでいう「タイプ A ழ変ࢵにڂ൚する」とは、ম業目的、ম業ࠑ続性、

持分ࠑ続性の要件のようなタイプ A ழ変ࢵの一般的な要件27を満たしている

ことをいう ( ɘ1.368-2( ˾ )(2))。

　また、ॲの実質的に全部とは、˰の純ॲの時価の90ɓ以上で、かつ、総

ॲの時価の70ɓ以上をいう28。

ĩ3Īġ ঊٛ২にࣣͥ͢ݙġĩœŦŷŦųŴŦġŔŶţŴŪťŪŢųźġŎŦųŨŦųŴȂœŔŎ とၞઠ̳ͥȃĪȇ

付にͥ͢˯̥ͣ˰͒のࣣ式のڼࡀࠨ݈ˬ

　RSM では、S がタイプ A ழ変ࢵにڂ൚する৾引で、˰にݟਓ合され、

˰が˰ॲと˯ॲの実質的に全部を༗有し、ˬは、その৾引で、ˬ議ࡀࠨ株

式との換に˰のを৾得する（ɘ368(a)(2)( ˡ )）。

　˯から˰への合が、下記の要件を満たすとき、その合はタイプ˝ழ変

。൚するڂにࢵ

　(  ) ৾引後に、˰がそのॲと˯のॲ ( その৾引で付されたˬ株式を

除く。)の実質的に全部を༗有する（ɘ368(a)(2)( ˡ )(  )）。

　実質的に全部の要件は、˰と˯のそれぞれが満たさなければならない。˰が

その৾引で ( 株式ੲۺ൝のため　ຊ者ಕ )、株主にった対価は、৾引後に

˰が༗有していないॲとなる。˯に実質的に全部の要件をഐ用するにषし

て、ழ変ࢵの計画をଛ行するためにˬから˯に移転したॲは考慮しない

（ɘ1.368－2(j)(3)( ‑ )）。

26　FSM とষの RSM の要件のમळについては、ষのࡃを参照のこと。ႝ࿐ࢣ一「アメリ

における三൚ম者間のழ変ࢵの୕ྩ」経営総合科学7797༁　106－113༁ (2001)

27　これらの要件は、タイプ˝ழ変ࢵだけでなく、৾得的ழ変ࢵに共通して要ݥされる。

McMahon,Jr., Simmons, Lukeand Wells, supra note 2. at 511.　

28　Rev.Proc.77-37,1977-2, ˟ .B.568　
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　( ‐ ) ˰株主は、所定ڣのˬの議ࡀࠨ株式と、˰をするに௷る所定ڣの

˰株式とを換する。

　とは、˰の議ࡀࠨ株式総数の80ɓ以上及び無議ࡀࠨ株式総数の80ɓ以上

の株式所有をいう（ɘ368(a)(2)( ˡ )( ‐ )、ɘ368( ˿ )）。

　RSM においては、ষのタイプ B ழ変ࢵと異なり、20ɓの換差߄ (boot：

ˬ議ࡀࠨ株式以外の対価 ) の使用がめられる。

　（‑）ˬは、৾引直後に˰をしなければならない ( ただし、後の

ɘ1.368-2(k)）のഐ用がある場合を除く。)（ɘ1.368-2( ̆ )(3)( ‐ )）。

ĩĵĪġ Ηͼί˞ழ変ࢵȇˬ݈ڼࡀࠨ式と˰݈ڼࡀࠨ式の۟

　タイプ˞ழ変ࢵは、ˬによるˬ株式の全部または一部のみとの換による

˰株式の৾得 ( ৾得直前にˬが˰をしていたかどうかは問わない。) であ

る ( ɘ368(a)(1)( ˞ ))。

　すなわち、ˬがその議ࡀࠨ株式を˰株主が所有する˰議ࡀࠨ株式と換する

ことをいう。ˬは৾得直後において˰をしなければならない。この要

件は上記 (3) の RSM の場合と同じである (ɘ368( ˿ ))。

　タイプ˞ழ変ࢵでは、ˬ議ࡀࠨ株式のみを使用することができ、換差߄

は使用できない。

ĩ5Īġ Ηͼί ńழ変ࢵȇˬ݈ڼࡀࠨ式と˰のৗഎに໐のॲとの۟ĳĺ

　タイプ˟ழ変ࢵは、ˬの議ࡀࠨ株式の全部または一部とのみの換による

˰の実質的に全部のॲとの換である ( ɘ368(a)(1)( ˟ ))。ˬの議ࡀࠨ株

式のみとの換であるかどうかを定するにषしては、ˬによる˰ञྩの引き

けは無ণされる (ɘ368(a)(1)( ˟ ))。　

　ˬが˰の実質的に全部のॲを৾得する場合、すなわち、ˬが議ࡀࠨ株式に

加えて߄ないしその他のॲを換し、ˬ議ࡀࠨ株式で˰ॲの時価の80ɓ

29　タイプ C ழ変ࢵは「ম実上の合 (De Facto Mergers)」である。Leandra Lederman 

ɕ Michelle Kwon,Understanding Corporate Taxation（Fourth Edition）（Carolina Academic 

Press,2020 ）, at 267.
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以上を৾得するときは、൚৾ڂ得はタイプ˟ழ変ࢵにڂ൚する。この要件を

満たすかどうかのࠨ定にषしては、ˬが引きけたञྩのڣは、対価として

った߄に含める (すなわち、換差߄になる。ຊ者ಕ )（368(a) (2)( ˞ )）。

　˰はழ変ࢵの一環としてୄॳする ( ɘ368(a)(2)(G))。

ĩ6Ī Ηͼί Ņழ変ࢵ Ļ ৾ංഎΗͼίˠழ変30ࢵ

　ોള会社がો会社にそのॲの全部ྌは一部をોളし、ોള会社ྌはその

株主が (ないしはそのၰ者 )、ોള直後においてો会社をする（ɘ368(a)

(1)( ˠ )）。この場合、ો会社は、ોള会社のॲの「実質的に全部」を৾得し、

かつ、ોള会社はけ৾った株式、証࠴、その他のॲをழ変ࢵ計画に基づ

いて分しなければならない(ɘ354(˾ )(1)　なお , ᱞࡪگによるޑはຊ者

による。)。

　タイプˠழ変ࢵにおける要件は、タイプ˞ழ変ࢵや RSM とは異な

り、議ࡀࠨ株式総数の50ɓ以上ないしはすべての株式の価値総ڣの50ɓ以上の

所有をいう (ɘ368(a)(2)(H)(  ))、ɘ304(c))。

　タイプˠழ変ࢵでは、ॲのોള直後において˰ྌは˰株主ないしはその

ၰ者が、ˬをすることによって株主持分のࠑ続性が༗証されている31。

　上記 (1) から (6) までのڎタイプのழ変ࢵの課୕要件を一။表にして示

すとষのようになる32。

30　タイプˠழ変ࢵには、৾得的タイプ D ழ変ࢵと分ڬ的タイプˠழ変ࢵがある。৾

得的タイプ D ழ変ࢵでは、ોള会社が全部のॲをોളして、৾得した株式を分した

後にୄॳする。これに対して、分ڬ的タイプˠழ変ࢵでは、ોള会社がॲの一部をો

ളして、৾得した株式を分した後に存続する。ႝ࿐ࢣ一「アメリにおける会社分ڬの

୕ྩ―課୕の分ڬ的ழ変ࢵ」経営総合科学8251༁　53―54༁（2004）

31　Block, Glogower and Blank, supra note 8. at 464.

32　この表はষのࡃに記शされた一။表 (EXHIBIT 2) から必要なࣜ目をาଘして作成した。

 W.Eugene Seago ɕ Edward J.Shnee,Post-Reoraganization Transactions and the Step Transaction 

Doctrine,128 J Tax n, 6, 8( 2018) なお、EXHIBIT2を作成するࡓになった図表がষのࡃにࠇ

शされている。Julie Divola, Exit Strategies, Maryland Advanced Tax Institute, November 4, 2003, 

file:///C:/Users/owner/Documents/Divola, Exit%20Strategies%20(taxfree%20reorg.).pdf 
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図ນ1　ɘ368ĩŢĪ の৾ංഎழ変ࢵの୕هါ֚။ນ

要件 タイプ A FSM RSM タイプ B タイプ C タイプ D

1ȅ会社 (P) 株式の付 ✓ ✓

2ȅˬ議ࡀࠨ株式のみの付 ✓ ✓

3ȅの৾得 (存続会社 (T)) の） ✓

4ȅ直後の (คݕ会社 (T)) の） ✓

5ȅ共通の (Common Control)
　  ( ৾得会社 (P) の )

✓

6ȅ実質的に全部のॲの৾得 ✓ ✓ ✓ ✓

すると、その性には下記のようなڛの対価要件を比ࢵタイプのழ変ڎ　

相֑がある33。

　タイプ˝ழ変ࢵと FSM において、ݺ容される対価はもっとも広範である。

これらの場合のଷ約は、ਠ法によるଷ約だけである。これと対極にあるのは

タイプ˞ழ変ࢵである。そこでは議ࡀࠨ株式だけがめられる。その中間に

タイプ˟ழ変ࢵと RSM がある。そこではɘ368( ˽ )(2)(B) により、20ɓ

まで換差߄を付することができる。৾得的タイプ D ழ変ࢵは、ોള会

社の株主がો会社ををしているかྌはを৾得 (either have or acquire 

) しなければならないので、他のどのパターンにも൚てはまらない。

ĩ7Ī　৾ංࢃのॲとڼ式のȆ֊ഢとࡔ֨৾ٴၑのഐဥ

　৾引がɘ368(a) のழ変ࢵにڂ൚するかどうかをࠨ定するにषしては、そ

の৾引は、৾ٴ引原理を含む関Ⴒ法ܰのܰ定に基づいて評価されなけれ

ばならない ( ɘ1.368-1(a))。この場合、ষのセーフ・Χーバーܰ定 (the safe 

harbor)34により、˰がɘ368(a) にڂ൚する৾引で৾得したॲを、৾引後に

33　Howared E.Abrams ɕ Don A.Leatherman,Federal Corporate Taxation(Eighth Edition)

(Foundation Press,2019), at 304-305.

34　Burke, supra note 1.at 284.
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株主に分・移転したとしても、それにより৾ٴ引原理がഐ用されて৾引の

性ڒが変ࢵされることはない。すなわち、৾ٴ引原理のഐ用はஷগされる。

　「ɘ1.368-1(d) の要件35を満たし、かつ、移転が本条の分（distributions）か

ྌはそれ以外の移転 (transfers）にڂ൚する限り、ɘ368(a) の要件を満たして

いた৾引が、その後のॲや株式の1以上の移転 ( ないしはႲ続する移転 ) に

より、その要件を満たさなくなるとか、性ڒが変ࢵされる (recharacterized) こ

とはない。」（ɘ1.368-2(k)））

　しかし、˰が、その分によりႲ邦所得୕法上、ୄॳする場合にはこのܰ定

のഐ用はない（ɘ1.368-2(k)(1)(  )( ˞ )(1)）36。すなわち、৾ٴ引原理の

ഐ用はஷগされない。

5　ࡔ֨৾ٴၑがഐဥ̯̞ͦ̈́ম႕

ĩ1Ī　œŦŷįœŶŭįĺ0Įĺ537

1）　ম実

　˰ॲを৾得するための一つの計画に基づいて、ˬはまず、子会社˯を୭立

し、˯が˰に合した。˯は合に必要な৾引以外は行っていない。その合

で˰株主は˯から現߄のみをけ৾った。その直後に、˰はˬにୄॳし、ˬは

˰ॲを৾得する。

2） 分析結果と౯

　この৾引は、第1ٴはˬによる˰の QSP、第2ٴは˰の ɘ332のୄॳ38と

35　ম業ࠑ続性要件は、ˬが˰のそれまでのম業を引きࠑぐか、または、˰ॲの大部分を

使用することを要ݥする ( ɘ1.368－1(d))(1))。

36　例えば、第1ٴの FSM に続き、第2ٴで、S がそのॲの80ɓをˬに分する場合は、

S はୄॳしないのでこのܰ定のഐ用がある。しかし、S が˰ॲも含め、そのॲの全

部をୄॳか合によりˬに分する場合は、このܰ定のഐ用はない。Block, Glogower and 

Blank, supra note 8. at 413.

37　Rev.Rul.90-95 ,1990－2　C.B. 67

38　子会社˰のۖ全ୄॳによる会社ˬへのॲの分は、ষのように৾りեわれる。
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してեわれる。

　˯はȄˬが˰株式を৾得する目的で୭立され、株式৾得にかかる活動以外は

行っていないので、その存在は無ণされる。そうすると、この৾引はˬによる

˰株式の৾得になる。株式৾得とୄॳをॲ৾得としてեうために৾ٴ引原

理をഐ用することはない。ɘ338によれば、ॲ৾得のեいは ɘ338の఼が

なされるかどうかにあり、˰をୄॳしてॲを৾得するために株式を৾得する

かどうかではない。˰ 株式の QSP はɘ338の఼をするかどうかにかかわらず、

˰のୄॳとは別ࡢのඊ立した重要性がある。それゆえ、この৾引はˬによる˰

株式の QSP とそれに続く˰からˬへの課୕のୄॳである。

　˧ˠ原理をഐ用して、ˬによる˰ॲの৾得とすることはない。そのように

եうことは、KD 原理をগしてɘ338をଷ定したਇকに一致しないからである。

ĩĳĪ　œŦŷįœŶŭįĳ008Įĳ53ĺ

1) ম実

　図ນĳ

　< 第1ٴ >

 ①˰は၌得・అをেしない ( ɘ337)。

 ②ˬは၌得・అをেしない ( ɘ332)。

 ӳˬが分をけたॲに付すべき୕ྩ基礎価ڣは、˰がそのॲに付していた୕ྩ基礎

価ڣを引きࠑぐ ( ɘ344( ˾ ))。

39　Rev.Rul.2008-25, 2008-21 I. R.B. (May 27 2008), https://www.irs.gov/irb/2008-21_IRB#RR-2008-25
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　< 第2ٴ >

Ƀ৾引の൚ম者Ʉ

˰はࡢ人˝が100ɓ所有する法人である。

˰にはɐ150̔のॲとɐ50̔のञྩがある。

ˬは˝及び˰とは関係のない法人である。

ˬのॲはञྩࢱ除後でɐ410x である。

Ƀ第1ٴɄ

　ˬは100ɓ所有の子会社˯を୭立する。Sはଷ定法による合(「৾得合(the 

Acquisition Merger)」という。) で T にݟਓ合される。

　৾得合で、P は T 株式を全部৾得する。A は˰株式をɐ10x の現߄とɐ90

̔のˬ議ࡀࠨ株式と換する。

Ƀ第2ٴɄ

　৾得合に引き続き、その合を含む全体計画の一環として、˰はˬにۖ全

ୄॳ「ୄॳ (the Liquidation) という。」する。

　ୄॳで、˰はˬにすべての˰ॲを移ۯし、ˬはすべての˰ञྩを引きけ

る。

　ୄॳは、ଷ定法による合によるものではない。

　ୄॳ後、ˬは˰がそれまで行っていたম業をࠑ続して行う。

2）分析結果と౯

　৾得合とୄॳが、おࡽいに別ࡢのものとしてեわれるなら、৾得合は

ɘ368(a)(1)(A) のழ変ࢵにڂ൚する RSM(ɘ368(a)(2)(E)) であり、ୄॳ

�
�

�

���
�

�
�第 � 段階!�
� � � � �
�
�
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 清算�
�
�
�
�
＜取引の当事者＞� � � � � � � � �
Ｔは個人 $が ���％所有する法人である。�
Ｔには＄���ｘの資産と＄��ｘの債務がある。�
ＰはＡ及びＴとは関係のない法人である。�
Ｐの資産は債務控除後で＄���[ である。�
＜第 �段階＞�
Ｐは ���％所有の子会社Ｓを設立する。6は制定法による合併�「取得合併�WKH�$FTXLVLWLRQ�

0HUJHU�」という。�で 7に吸収合併される。�
取得合併で、3 は 7 株式を全部取得する。$ はＴ株式を＄��[ の現金と＄��ｘのＰ議決

権株式と交換する。�
＜第 �段階＞�
取得合併に引き続き、その合併を含む全体計画の一環として、ＴはＰに完全清算「清算

�WKH�/LTXLGDWLRQ�という。」する。�
清算で、ＴはＰにすべてのＴ資産を移管し、ＰはすべてのＴ債務を引き受ける。�
清算は、制定法による合併によるものではない。�
清算後、ＰはＴがそれまで行っていた事業を継続して行う。�

�）分析結果と判断�
取得合併と清算が、お互いに別個のものとして扱われるなら、取得合併は§����D�����$�

の組織変更に該当する 560�§����D�����(��であり、清算は§��� に該当する。しかしな
がら、§��������D�に規定するように、取引が§����D�の組織変更に該当するかどうかを決
定するに際しては、その取引は、段階取引原理を含む関連法規の規定に基づいて評価されな
ければならない。この事例の場合には、Ｔは完全清算するので、段階取引原理を適用を阻止
する§�����ー��ｋ�のセーフ・ハーバー規定の適用はない�したがって、段階取引原理の適
用は阻止されない。筆者注�。それゆえ、取引が�§����D�����$�の組織変更に該当する 560
に該当するかどうかを決定するためには、取得合併と清算をそれぞれ別個のものと考える
ことはできない。かくて、この取引は§����D�����$�の組織変更に該当する§560 には該

3ｐ73�
7�

3�33�
�
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はɘ332にڂ൚する。しかしながら、ɘ1.368-1(a) にܰ定するように、৾引が

ɘ368(a) のழ変ࢵにڂ൚するかどうかをࠨ定するにषしては、その৾引は、

৾ٴ引原理を含む関Ⴒ法ܰのܰ定に基づいて評価されなければならない。こ

のম例の場合には、˰はۖ全ୄॳするので、৾ٴ引原理をഐ用をஷগする

ɘ1.368ー2( ̇ ) のセーフ・Χーバーܰ定のഐ用はない ( したがって、৾ٴ

引原理のഐ用はஷগされない。ຊ者ಕ )。それゆえ、৾引がɘ368(a)(1)(A)

のழ変ࢵにڂ൚する RSM にڂ൚するかどうかをࠨ定するためには、৾得合

とୄॳをそれぞれ別ࡢのものと考えることはできない。かくて、この৾引は

ɘ368(a)(1)(A) のழ変ࢵにڂ൚するɘRSM にはڂ൚しない。な̶なら、৾

引後に、˰は ( ˬへのୄॳにより　ຊ者ಕ ) 自ࡨのॲと S のॲの実質的

に全部を༗有しないからである。

　৾引がழ変ࢵであるかどうかをࠨ定するにषして、Rev.Rul.67-274と Rev.

Rul.2001-46がन用したアプローΙ ( 後する。) では、৾得合におけるˬに

よる˰株式の৾得を無ণして、ɐ10̔の現߄とɐ90̔のˬ議ࡀࠨ株式及び˰ञ

ྩとの換でˬが˰ॲを直接৾得したものとしてեわれた。

　しかしながら、Rev.Rul.67-274、72-405(S が˰をݟਓ合した後、ˬにୄॳ

する৾引はタイプ C ழ変ࢵになる。ຊ者ಕ ) 及び2001-46で൦した৾引と

異なり、本ম例の場合には、ˬによる˰ॲの直接৾得は ɘ368(a) のழ変

の課୕要件にࢵ൚しない。その理ဇを、それぞれのタイプྀのழ変ڂにࢵ

൚てはめてべるとষのようになる。

　①ˬによる˰ॲの৾得はɘ368(a)(1)(C) にܰ定するழ変ࢵにڂ൚しな

い。な̶なら、われた対価は議ࡀࠨ株式だけではなく、また、ɘ368(a)(2)

(B) の要件 (20ɓまで換差߄の使用がめられる。ຊ者ಕ ) も満たされない

からである。すなわち、ɘ368(a)(2)(B) によれば、ˬは˰ॲの40ɓ ( 引き

けたञྩɐ50̔ȼ現߄ɐ10̔Ɂɐ60̔、これは˰ॲɐ150̔の40ɓに相൚

する。ຊ者ಕ ) をˬ議ࡀࠨ株式以外の対価で৾得したことになる。

　②ˬによる˰ॲの৾得は、ɘ368(a)(1)( ˠ ) にܰ定するழ変ࢵにڂ൚
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しない。な̶なら、˰も˝も (ないしはそのၰ者のழみ合わせでも ) ોള直後

において、ˬを（ɘ368(a)(2)(H)(  )) に定義する。）していないからで

ある。

　ӳ৾引はɘ368(a)(1)(A) のழ変ࢵにڂ൚しない。な̶なら、˰はˬにਗ

法による合をしなかったからである。

　したがって、一体৾引はɘ368(a) にܰ定する৾得的ழ変ࢵのいずれにも

。൚しないڂ

　Rev.Rul.90-95とɘ1.338－3( ̀ )40は Rev.Rul.67-274がन用したٴൡ合アプ

ローΙ(the step integration approach)をとらない。もしそのアプローΙをとると、

ɘ338を఼しない˰株式のࣔ入とそれに続く˰のୄॳないしは合を、˰

ॲのࣔ入としてեうことになり、ॲにɘ1012による時価を付すことになる。

Rev.Rul.90-95とɘ1.338－3( ̀ ) は˰株式の৾得を QSP としてեい、୕ྩ基礎

価ڣが引ࠑ価ڣとなる別ࡢの৾引がこれに続くものとしてեう。これにより、

。を一体となったॲのࣔ入とする法႓によらない৾եいを排除できるٴڎ

　本ম例で、Rev.Rul.67-274でन用されたアプローΙをഐ用すると、˰株式の

৾得を˰のୄॳとൡ合して、˰株式の৾得を課୕৾引による˰ॲのࣔ入とし

てեうことになる。このような৾եいはɘ338の基本方ૻに反する。株式をࣔ

入してॲに時価を付すことができるのはɘ338を఼した場合のみである。

したがって、Rev.Rul.90-95で示された分析との整合性を図り、˰株式の৾得は

ˬによる QSP となり、それに続くɘ332による˰からˬへのୄॳとなる41。

40　ɘ1.338－3( ̀ ) は QSP 後に˰がୄॳする場合、ɘ338の఼をしたかどうかにかかわ

らず、株式৾得にඊ立した重要性が付与されることを確したものである。このܰ定は、

Rev.Rul.90-95のアプローΙを৾りࣺんでいる。Burke, supra note 1.at 255.

41　株主 A は、第1ٴの RSM でけ৾ったɐ10x についてのみ課୕されるはずであったが、

これにより、あたかも株式を現߄でคݕしたのと同じように、全部の၌得に課୕される。

また、ˬはɘ338の఼をしなかったので、˰はそのॲについて၌得をেせず、ˬは

ॲの୕ྩ基礎価ڣを時価ではなく引ࠑ価ڒとする。Schwalt ɕ Lathrope, supra note 10. at 

432.
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6į　ࡔ֨৾ٴၑがഐဥ̯ͦͥম႕

Ȫ1Ī　œŦŷįœŶŭį67Įĳ7ĵĵĳ

　ழ変ࢵ計画 (a plan of reorganization) に基づいて、ˬはˬ議ࡀࠨ株式のみと

の換で、˰株主から˰議ࡀࠨ株式の全部を৾得する。ষいで、同一の計画の

一部として˰をˬにۖ全ୄॳする。そのୄॳで、˰ のॲはすべてˬにોളし、

そのञྩはすべてˬに引きࠑぐ。

　本ম例におけるˬによる˰株式の৾得とˬによる˰のୄॳは、ழ変ࢵの全

体計画の一部であり、それぞれがおࡽいにඊ立しているとは考えられない。し

たがって、この৾引の実質は˰ॲの৾得であり、タイプ˞ழ変ࢵにはڂ൚

しない。な̶なら、一体৾引としてみた場合、第2ٴの˰からˬへのୄॳに

より、第1ٴの৾引は৾得直後に˰をするというタイプ˞ழ変ࢵの要

件を満たさないからである ( 理ဇはຊ者が༞௷した。)。

　したがって、このॲの৾得は、タイプ˟ழ変ࢵである43。

ĩĳĪ　œŦŷįœŶŭįĳ001Įĳ6ĵĵ

1) ম実

　図ນ3

　< 第1ٴ >

42　Rev.Rul.67-274,1967-2 C.B.141　

43　৾ٴ引原理のഐ用は、൚初、ഐڒであったタイプ˞ழ変ࢵをഐڒなタイプ˟ழ

変ࢵに転換するものである。Block, Glogower and Blank, supra note 8. at.388.

44　Rev.Rul. 2001-26, 2001-23　I.R.B. 1297(June 4,2001), https://www.irs.gov/pub/irs-irbs/irb01-

23.pdf
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　< 第2ٴ >

Ƀ第1ٴɄ

　ˬは˰株式の全部を৾得したい。

　ˬはテンΘーオファーで˰株式の51ɓをˬ議ࡀࠨ株式との換で৾得する。

Ƀ第2ٴɄ

　ˬは子会社˯を୭立して˯が˰に合する。

　その合で、残りの49ɓの˰株式を所有するڎ˰株主は、˰ 株式との換に、

2ȟ3をˬ議ࡀࠨ株式、1ȟ3を現߄でけ৾る。

　ˬが所有する˯株式は˰株式と換される。

2) 分析結果と౯

　第1ٴのテンΘーオファーは第2ٴの合とൡ合すると、ݟਓ合の一

部となる。その৾引で、˰株主は˰株式との換に、80ɓを超える（51ɓȼ

32.67ɓ (49ɓȿ2ȟ3) Ɂ83.67ɓ）ˬ議ࡀࠨ株式をけ৾る。

　したがって、この৾引はൡ合すると、ɘ368(a)(2)(E) の RSM( ˬ議ࡀࠨ株

式で˰の80ɓをする˰株式を৾得する。) になる45。　そのため、ˬ 株式の

みをけ৾った˰株主はɘ354により၌得・అをেしない。また、ˬ株式

と現߄をけ৾った˰株主は、ɘ356により現߄部分 ( ߄換差 ) のႀにつ

45　Rev.Rul.2001-26の situation 2によれば、ˬではなく˯が第1ٴのテンΘーオファーで、

˰株式の51ɓをˬ議ࡀࠨ株式との換で৾得する場合にも、ɘ368(a)(2)(E) の RSM にڂ

൚する。
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いて၌得・అをেする。

　なお、ˬ が第1ٴのテンΘーオファーで、80ɓの˰株式を৾得したとしても、

その৾引単ඊでは QSP にڂ൚しない。な̶なら、第1ٴのテンΘーオファー

は単ඊでタイプ B ழ変ࢵ ( ˰株式の80ɓをˬ議ࡀࠨ株式で৾得する。) の要

件を満たすため、「ࣔ入」にڂ൚しないからである（ɘ338(h)(3)(A) 参照）46。

　このম例は、৾引ۖ結後に˰が存続する点で、ୄॳないし合で˰が消滅す

る他のレベニュー・ルーリングのম例と異なる。仮に、この৾引後に˰がˬに

˰ॲを分してۖ全ୄॳすると、前した Rev,Rul.2008-25のম例と同じく、

第2ٴの RSM はこのୄॳと一体としてみた場合に、˰は「˰と˯のॲの

実質的に全部を༗有する。」という課୕要件を満たさなくなる47。

ĩ3Ī　œŦŷįœŶŭįĳ001Įĵ6ĵ8

1)　ম実

　ˬは、˯の株式を100ɓ所有している。ൡ合計画 (an integrated plan) に

基づいて、˯が˰に合し、ˬは˰株式の全部を৾得する ( ৾得合 (the 

Acquisition Merger))。この合で、˰株主は、˰株式との換で70ɓをˬ議ࠨ

でけ৾る。その直後に、˰はˬにଷ定法による合をす߄株式、30ɓを現ࡀ

る ( 会社への合 (the Upstream Merger))。

2)　分析結果と౯

　20ɓ以上の現߄が対価としてわれているため、第1ٴは単ඊでみると

ɘ368(a)(1)(A) にڂ൚する RSM にならない。৾得合と会社への合がお

いに別のものであるとした場合、৾得合はࡽ QSP になる。な̶なら、株式

はɘ354ྌはɘ356がഐ用される換で৾得したものではないからである。ま

46　Martin D.Ginsburg & Jack S.Levin,Integrated Acquisitive Reoragnizations,91Tax Notes 

1909,1910 fn.4 .(June 11,2001)

47　長ܲ之「株式を対価とするඵٴฃਓにおける課୕繰װந置―৾ٴ引の法理の一௰

࿂―」୕研21423༁、26－27༁ (2020) 参照　

48　Rev. Rul. 2001-46,2001―42 I.R.B.321 (October 15,2001), https://www.irs.gov/pub/irs-irbs/

irb01-42.pdf
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た、会社への合はɘ332のୄॳとなる。しかし、৾ٴ引原理をഐ用して、

2つの৾引をൡ合した1つの৾引としてみると、˰からˬへ合は単ඊのଷ定

法による合となってタイプ˝ழ変ࢵにڂ൚する49。そのため、本ম例では

ɘ338の఼はできない。

　このように、৾ٴ引原理をഐ用して、単一৾引による T から P へのタイ

プ˝ழ変ࢵとしてեっても、ɘ338の基本方ૻに反しない。な̶ならˬに

おける˰ॲの୕ྩ基礎価ڣはɘ1012の時価ではなく、ɘ362の引ࠑ価ڣ (a 

carryover basis) となるからである。

おわりに

引原理のഐ用に関する৾ٴレべニュー・ルーリングにおけるڎ　 IRS の

౯を一။表にして示すと、図表4のようになる。

図ນĵ　ఉ৾ٴං͒のࡔ֨৾ٴၑのഐဥに̳ͥ۾˥ˮ˯の౯

ٴ
৾引
原理

多৾ٴ
得のম例

ఠࠁの৾引ٴڎ IRS の౯
( ৾引の性ڒ )第1ٴ 第2ٴ

ഐ用
なし

Rev.Rul.
90－95

˯から˰へのݟਓ合。
˰株式との換に現߄のみ
付する。

˰からˬへのୄॳ
第1ٴは QSP、
第2 はٴ ɘ332の
ୄॳとなる。

Rev.Rul.
2008－25

˯から˰へのݟਓ合。
˰株式100ɓとの換にˬ議
10ɓを߄株式90ɓと現ࡀࠨ
付する。

˰からˬへのୄॳ
第1ٴは QSP、
第2 はٴ ɘ332の
ୄॳとなる。

ഐ用
あり

Rev.Rul.
67－274

ˬ議ࡀࠨ株式による˰議ࡀࠨ
株式の全部の৾得。

˰からˬへのୄॳ
一体৾引は、タイプ
˟ழ変ࢵとなる。

Rev.Rul.
2001－26

テンΘーオファーで、ˬ議ࠨ
株式により51ɓの˰株式をࡀ
৾得

残り49ɓの˰株式を˯から˰
への合で৾得 (ˬ議ࡀࠨ株
式2ȟ3、現1߄ȟ3を付 )

一体৾引は、タイプ
A ழ変ࢵにڂ൚す
る RSM となる。

Rev.Rul.
2001－46

˯から˰へのݟਓ合。
˰株式との換にˬ議ࡀࠨ株
式70ɓと現30߄ɓを付する。

˰からˬへのݟਓ合
一体৾引は、タイプ
˝ழ変ࢵとなる。

49　これは、৾ٴ引原理をഐ用して、൚初のഐڒでない RSM を、ഐڒなඵ者間のタイプ

A ழ変ࢵに転換するものである。Block, Glogower and Blank, supra note 8. at 388. fn.56.
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　まず、第1ٴの৾引と第2ٴの৾引を一体としてみた場合に、その一体৾

引が課୕৾引となる場合は、৾ٴ引原理はഐ用されない。

　① Rev.Rul.90-95は、第1ٴの৾引が現߄を対価とする RSM による˰株式

の৾得であり、QSP である。第2ٴは、˰からˬへの ɘ332の課୕のୄॳ

である。さらに第1ٴの QSP は、ɘ338の఼をしていないので、株式৾得を

ॲ৾得とみなして、˰のॲの୕ྩ基礎価ڣを時価まで引き上げることは

できない。ɘ332のୄॳの場合には˰ॲの୕ྩ基礎価ڣがそのまま引きࠑが

れてˬが所有するॲの୕ྩ基礎価ڣとなる。第1ٴの৾引が QSP になると

きは、ɘ338の఼をしたかどうかにかかわらず、৾ٴ引原理のഐ用はなく、

第2ٴの৾引とは別ࡢの৾引としてեわれる。

　② Rev.Rul2008-25は、第1ٴはˬ議ࡀࠨ株式と現߄を対価とする RSM であ

り、第2ٴはˬから˰へのୄॳである。第1ٴは単ඊでみると、現߄の付

が対価の20ɓྚ満であり、ɘ368(a)(1)(A) にڂ൚する RSM の要件を満たして

いるように思われる。しかし、第2ٴとの一体৾引の一部としてみた場合に

は、第2ٴのୄॳにより、˰ は「˰ॲと˯ॲの実質的に全部を༗有する。」

という要件を満たさない。したがって、第1ٴは˰議ࡀࠨ株式80ɓ以上を「ࣔ

入」により৾得したことになり、QSP となる。ただし、この場合も ɘ338の

఼をしていないので˰ॲの୕ྩ基礎価ڣを時価まで引き上げることはできな

い。Rev.Rul.90-95のম例と同じく、ˬが所有する˰ॲの୕ྩ基礎価ڣは˰が

そのॲに付していた୕ྩ基礎価ڣを引きࠑぐ。また、第2ٴがୄॳであり、

ਗ法による合ではないので一体としてみた৾引はタイプ˝ழ変ࢵにならな

い。また、ˬが˰から引きࠑいだञྩを含めた換差߄のڬ合は、ˬがっ

た対価の20ɓを超えるのでタイプ˟ழ変ࢵにもڂ൚しない。したがって、第

1ٴと第2ٴの৾引はそれぞれ別ࡢの৾引となり、৾ٴ引原理はഐ用され

ず、この৾引は QSP とそれに続くɘ332のୄॳとなる。

　このように、第1ٴの株式৾得が QSP にڂ൚すると、その৾引にඊ立した

重要性が付与される。そのため、৾ٴ引原理をഐ用して第2ٴの৾引と一
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ༀ࣭における多৾ٴ得の୕ྩ―৾ٴ引原理のഐ用

体として課୕することはできない。

　ただし、一体৾引がɘ368(a) のழ変ࢵにڂ൚するかどうかにかかわらず、

第1ٴが QSP の要件を満たし、かつ、˰株主が所定の法人である場合には、

ɘ338( ̄ )(10) の఼をすると、その఼がఄ重されて、৾ٴ引原理がഐ

用されない。そのため、多৾ٴ得の第1ٴの株式৾得と第2ٴのॲ৾得

はそれぞれ別ࡢの৾引としてեわれる。しかし、この例外的な৾եいのഐ用は、

ˬと˰による共同の఼であるɘ338( ̄ )(10) の఼に限られ、ˬのみの単

ඊによるɘ338( ̃ ) の఼の場合にはഐ用がないことにၣփする必要がある。

　ষに、第1ٴの株式৾得と第2ٴのୄॳないし合を一体となった1つ৾

引としてみた場合に、それがɘ368(a) のழ変ࢵの要件を満たすときは、

の৾引が、それٴ引原理のഐ用がある。一体৾引としてみた場合の第1৾ٴ

単ඊではɘ368(a) の課୕要件を満たさないが、第2ٴとの一体৾引とみる

とその要件を満たす場合である。

　① Rev.Rul.67-274では、第1ٴの株式৾得が、「৾得直後に˰をする」

というタイプ B ழ変ࢵの要件を満たさない。しかし、第2ٴのୄॳとの一

体৾引としてみると、「ˬ議ࡀࠨ株式との換による˰の実質的に全部のॲ

の৾得」というタイプ˟ழ変ࢵの要件を満たす。したがって、この一体৾引

は৾ٴ引原理がഐ用されて、タイプ˟ழ変ࢵになる。

　② Rev.Rul.2001-26は、第1ٴはˬ議ࡀࠨ株式のみとの換による˰株式の

51ɓの৾得であり、第2ٴは残り49ɓの˰株式をˬ議ࡀࠨ株式と現߄のழみ

合わせによって RSM で৾得する৾引である。一体৾引における第1ٴは、

80ɓྚ満の˰株式の৾得であり、「˰の」という要件を満たさず、タイプ

˞ழ変ࢵにڂ൚しない。しかし、第2ٴの RSM と一体にした৾引は、「ˬ

議ࡀࠨ株式との換による˰の」という RSM の課୕要件を満たす。し

たがってこの一体৾引は、৾ٴ引原理がഐ用されて、ɘ368(a)(2)(E) の

RSM になる。

　ӳ Rev.Rul.2001-46はˬ議ࡀࠨ株式と現߄のழみ合わせによる˰株式の৾得
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であるが、この৾引単ඊでは、「議ࡀࠨ株式のみとの換による˰株式の৾得」

というタイプ˞ழ変ࢵの要件を満たさない。しかし、第2ٴの合の一部

と考えると、タイプ A ழ変ࢵの「ਗ法による合」の要件を満たす。な̶なら、

タイプ A ழ変ࢵにおける持分ࠑ続性の要件は株式の付が40ɓ以上であれ

ばよく、一体৾引はこの要件を満たすからである。

　以上、いずれの৾引も、第1ٴの৾引は、単ඊでは ɘ368(a) の課୕要件

を満たさないが、第2ٴの৾引と合わせて一体৾引とみることで課୕ழ

変ࢵになるものである。৾ٴ引原理のഐ用により、第1ٴの৾引の性ڒは、

単ඊ৾引としては課୕৾引であったものが、ɘ368(a) の課୕ழ変ࢵの一

部分の৾引へと転換される。

　ɘ368(a) のழ変ࢵのうち、ˬが˰ॲを直接৾得するタイプのழ変ࢵ

は、タイプ˝ழ変ࢵとタイプ˟ழ変ࢵである。ၰ者の課୕要件を比ڛす

るとタイプ˝ழ変ࢵがタイプ˟ழ変ࢵより緩やかである。すなわち、タイ

プ˝ழ変ࢵは、「ਗ法に基づく合」であるほかは、株主持分のࠑ続性要件

を満たすか̨り、対価はˬ株式であればよく、「ˬ議ࡀࠨ株式のみとの付」

や「˰の実質的に全部のॲの৾得」というタイプ˟ழ変ࢵで必要となる要

件がない。そのため、多৾ٴ得の第1ٴの株式৾得に続く第2ٴのॲ৾

得をਗ法による合とすることで、一体৾引はタイプ˝ழ変ࢵになる可能性

が高くなる。

　৾ٴ引原理がഐ用されるかどうかの౯においては、多৾ٴ得をࢹ成す

る৾ڎ引が一体৾引としてɘ368(a) の課୕要件を満たすかどうかの൦が

重要である。
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〔論　説〕

ୌဢ式ໝ式༧ܱのِ࣭ನ༹ࣣ͒のޣגに̞̾̀の֚দა

田　中　ࢣ　হ

１　は　じ　め　に

　周知のように、ࢺ時代の人は「ನ合法」とࡤばれるِ࣭ࡥ有の༧記法に

よって会計処理を行っていた。ࣧの中には、़ॲ計ॳだけでなく、అף計ॳ

も行い、しかもその結果が一致するというࠨॳ報࣬書（「ॳဥನ」・「ॳဥ࿒録」）

を作成する者もあった。小ாᖜ一によって、このような༧記を多ನ༧ଷ複式

ॳ༧記とྴ付けられた。ୌ洋式の複式༧記を学ਠしたことがある者が、このࠨ

ఉನ༧ଷໝ式ࠨॳ༧ܱの存在を知った時、それはୌ洋からがഥしたのではな

いかたと考える人が多いのではないかと思う。しかしながら、൚時は「ङ࣭」

であり、ୌ洋の言ဩはおろか、アルファベットもアラビア数লも解さないِ࣭

時代人が、ୌ洋式の複式༧記を理解できるはずはない。したがって、「ୌࢺ

洋式の複式༧記はഥしなかった」というのが通説になっている。

　しかしながら、ຊ者は、最近、ୌ洋式の複式༧記がನ合法に何らかの影響を

与えたのではないかと考えるようになった。もちろん、ຊ者の説、和式༧記の

起࡙は、ࡣ代に中࣭からഥしたものであり、それが教などの影響をけな

がらِ࣭の໓ാで発ജしてきた。その中でࢺ時代のನ合法が出ြ上がって

いったという主ಫは変えるつもりはない。ただ、近世のۖ成期にঢり、何らか

のୌ洋式複式༧記の影響があったのではないかということである。そうでない

と、複式ࠨॳで期ྎ本や純၌ףが一致するॳ用ನ（ࠨॳ報࣬書）がれてき
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た説明がつきにくいと思われる。

　前ࣂ（田中2021ࢣ）においては、ୌ洋式の複式༧記のِ࣭へのഥならびに

影響について、୶人のռ大なる業ୡについて年代を追ってトレースすることに

よってठ考した。またഥしたかどうかについての「܊ᰦ・ୌ論争」につい

てもみてきた。基本的には「ഥはなかった」という説が大ସをめた。ただ

ۖ全๛定かというと、ഥのဒ地も考えられると৾れる見解もみられたのは確

かである。

　ຊ者は長年、本の会計ঃを研究する中で、本ঃそのものの多くの研究に

れ、ୌ洋式の複式༧記がِ࣭ࢺ時代のನ合法に影響を与えるとしたら、ඵ

つのমがキーを՜るのではないかと考えてきた。一つは、൚時の時代状ޙで

あり、もう一つは、オランΘ܁と「Ւ၊క通ত」というຸྃの通訳ۗ（人）

である。もちろん、ධ๘ཟ易、අにीやฎ多の人とධ๘人との関係からもഥ

の可能性ౝることはロマンを感じるところであるが、近世ঃၳが残るِ࣭と

オランΘとの関係を中心に考察を進めていきたい。

　1543年、種子ോにγルトガル人がຖ着して以ြ、ङ࣭体ଷがۖ成する1641年

までは多くの異࣭人がِ࣭で活をしていた。คやື教をし、ِ࣭の人々と

の流もେんでありँ֧関係を結ぶものもあった。また、オランΘ܁は、オ

ランΘႲ合東インΡ会社（VOC）の本ഝという存在である。オランΘは

世界で初めて株式会社というものを作り、しかも複式༧記が近代化したˍとい

われている地である。ピタン２とࡤばれる܁長のࢺ参ຸも行われた。こ

れは所用数平90（約3か）であり（༌ޯ2008Ȅ136）、166回行われた。

ഴりの18回に比べて౯然ࢺ使୯のݩ時代におけるಱ通信使の12回、ၢࢺ

に多い（༌ޯ2008Ȅ2）。このࢺ参ຸにおいて、オランΘ人は、߳やຸྃの

人ばかりでなく、本の人やྦྷと流を持っている。その間を৾り持つ

のがՒ၊క通তである。

　ຊ者は、ୌ洋式複式༧記がِ࣭のನ合法に影響を与えるとしたら、Ւ၊క通

তの存在があるのではないかとထてからいを付けてきた３。な̶ならՒ၊క
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ୌ洋式複式༧記のِ࣭ನ合法への影響についての一দ論

通তは、オランΘとِ࣭を結びつける存在であったからである。あの有ྴなケ

ンβルの「ङ࣭論」をཱུ訳したಆဎはՒ၊క通তであり、『ターΰル・ア

ナトミア』のཱུ訳にもՒ၊క通তなくしてはో成できなかったであろう。さら

に、シーボルトম件にもՒ၊క通তが係わっていた。洋学教֗ঃの研究者であ

る田中࣪جは、Ւ၊క通তは『解体新書』発ۏ以前の本における、ほとんど

一のୌ洋語理解者である（田中࣪1968Ȅ65）とべている。

　以上のমをැ頭に置いた上で、本ࣂでは、何も大上に「ഥした」とまで

は言い୨らなくとも、ୌ洋式の複式༧記がِ࣭のನ合法に何らかの影響を与え

た可能性について考察してみたい。ただຊ者は、ِ࣭ࡥ有の༧記は中࣭が起࡙

であり、୩ࣂ（田中2019ࢣa）でのべたように「中࣭・東アジア語」とࡤ

ぶべき༧記であるという考えは少しもဝる̨はない。また前したように、ഥ

をしたというႤঃ的なঃၳは現在の所、見つかっていない。それを൩まえた

上で、それでも何らかの影響をける可能性があったのか、また少しはけた

のかについて考えてみたい。まあ、「ၻい読み物だった͇Ȋ」と、රを言わ

れないようにಫって書きたいと思う。

　それでは、まずୌ洋੨࣭とِ࣭の接から見ていくこととする。

２　ङ࣭と٬

　いうまでもなく、ِ࣭が大٬࣎時代のୌ洋੨࣭と接したのは、ഛඵ年

（1543）にポルトガル人が種子ോにຖ着しഘ༼をഥြしたのが最初である。ဒ

談になるが、ຊ者は子ރの時、ポルトガル人はポルトガルのに乗ってຖ着し

たと学校でਠった。しかし、今では高校の本ঃの教科書４はもちろん、中学

校の社会の教科書にも、ഘ༼をഥえたポルトガル人が乗ってきたのは中࣭で

あり、それもბጨのだったことが記されている。高校の学ਠ参考書の႒いに

なると、ഘ༼をഥြしたポルトガル人が乗ってきたは、中࣭ので、しかも

ྟཟ易人でბጨの頭目でもあった中࣭人ؐ直（ȉȡ1559）の持ちであった
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（下線引用者、佐藤・ࡼ味・高ෘ・ು٬2013Ȅ223）とბጨの頭ႀのྴ前まで書

かれている。しかしながら、例えば和62年（1987）発ۏのز永三編『本

のႤঃ』第3ےには、「1543年、ポルトガルの種子ോຖ着」（ز永1987Ȅ15）

と記されている。このことは、会計ঃの世界においても、本会計ঃ学会の

୭者にして初代会長の小ോ佐夫でさえ、「ˍୗのポルトガルが、ഛ12年

（1543）Ȅ種子ോにຖ着」（小ോ1973Ȅ87）と書いている。Ⴄঃは、新たなঃၳ

の発見によって書き換わるのである。

　いずれにしても、ポルトガル人の後、スβイン人、さらにイギリス人、オラ

ンΘ人もِ࣭に入ってြた。そして、その中には、คの目的だけでなく、キ

リスト教の教が多く含まれていたのは周知のことである。なお、ポルトガ

ル人とスβイン人はධ๘人、イギリス人とオランΘ人はࣄ࿉人とࡤばれた。

　ところで、ِ࣭にୌ洋式複式༧記がഥしなかった大きな理ဇと考えられる

「ङ࣭」についての考え方も変わってきている。そこで、まず५本ฎによる「ङ

࣭႓」の説明を見てみたいと思う。

　教科書などでは、「ङ࣭႓」は、ຸྃࢺ三代߳زがۘ永年 (1633) か

ら16年にかけて５ഽにളって発ືしたもので、本人のള࣎গ・ཟ易ൡଷ・

キリシタン႓の三本のಔからなっており、ٴ的にࡕしくなった、というよ

うな説明がなされ、ষのような表が付けられることが多い。

　　① ۘ永年ඵඵส・・・・・্か条

 ༮書以外の本人の٬外؉ြগ・キリスト教গ・外ตཟ易の৾

まり。

　　② ۘ永一年ࡼඵส・・・・・্か条

 ①と同じ。

　　ӳ ۘ永ඵ年ࡼඵส・・・・・্か条

 ①を改訂し、本人の٬外ള࣎と٬外移住の本人の࣭ܦをগ。

　　Ӵ ۘ永三年ࡼ߇・・・・・߇か条

 ӳを改訂し、本人とポルトガル人とのईࠬを٬外に追༶。



─149─

ୌ洋式複式༧記のِ࣭ನ合法への影響についての一দ論

　　ӵ ۘ永年্ࡼ・・・・・三か条

 キリスト教を広めるポルトガル人の追༶。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下線引用者、५本ฎ1996Ȅ16-17）。

　ここで確しておかなければならないことは、イギリスはࡓ和߇年（1623）

に経営不૦などの理ဇにより平の܁をङし࣭外にపݲしているし、スβ

インもۘ永ࡓ年（1624）にຸྃからြ࣎をগされているということである。

したがって、この法႓が出された時点で、ِ࣭で活動をしていたୌ洋੨࣭は、

ポルトガルとオランΘだけであった。また、٬外ള࣎のを෫った者にはঘऻ

（第ඵ条、第3条）というࡕしい処ัがఞっていたことにもಕփを要する。

　ຸྃは以上の一Ⴒの対外ந置をもって満௷せず、さらに教とङ࣭႓の༞ޑ

を図り口実を୭けて、オランΘ人に平のオランΘ܁の෫ٟをྵじ、ۘ永

ส年（1624）、ポルトガル人のためにಃいた出ോに移し行動をࡕしくۯ

理ൡଷをするなどのந置をおこなった（܊1963Ȅ59）。

　५本の論を続けると、①からӴの「法႓」は、ຸྃࢺ年ܙ（後のჇ中）Ⴒ

の下知状でのࠁで出され、長ॄ༮行զてだったという。ྀ年出されているの

は、最初から年々ࡕしくしていこうと考えていた訳ではなく、長ॄ༮行がその

年に長ॄにහするष、߳にצ見したからである。ۘ永অ年、ࡼ年に下

知状がളされなかったのはോ原の၄が発したからである。ӵのポルトガル

追༶は、͌とえにキリスト教のື教をஷগするためであり、さらにいえばπー

ロッパ੨࣭の߳ম力と࣭内のキリシタンସ力の結合をޔれたຸྃの対応ॐで

あった。ോ原の၄のࠢによって、ຸྃはそれまでのཟ易ଽॐを౯ැした、と

している。さらに५本によると、キリシタンのࡕとともに、もう一つ重要な

指示が含まれていたという。それは、ポルトガルやスβインのޞրに対するた

めに、܅״ཡ体ଷのࢹಃを੨大ྴにྵじたことであるという（下線引用者、

५本ฎ1996Ȅ16-24）。

　以上がຸྃによって行われたङ࣭体ଷのۖ成までの流れになるが、५本は最

後にষのような点も指ഊしている。「ङ࣭」といわれる体ଷは、ポルトガルお
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よびスβインとのཟ易こそগしたが、それ以外の࣭とに通をগしたわけ

ではなかった。・・・ࢺ時代中期以ࣛ、本には常に࣭षཅかな物が

流通していた。このような体ଷを「ङ࣭」というのは実ఠとᄘ離するというこ

とで、最近では「٬」とࡤぶ研究者が増えている。「٬」とは、࣭زの״

理体ଷのことで、明・ୄ・ಱなど前近代のアジア੨࣭ۯ部に対する出入࣭܅

に広く見られ、本の「ङ࣭」もそれと同じ性ڒを持つというものである。実

ष、「ङ࣭」という用語は、外࣭と全くつきあわないかのようなࢋ解を与えるし、

その体ଷは本ඊ自の発見ではない。このような見直しも、Ⴄঃে上でփ味

のあるমである（下線引用者、५本ฎ1996Ȅ24-25）としている。

　そこで、改めて「ङ࣭」について考えてみたいと思うが、ここではളᰧ

直ਏの論をှりにしたい。「ङ࣭論」の著者であるケンβル (Engelbert 

Kaempfer,1651Ȟ1715) は、1690年9から92年10までオランΘ長ॄ・出

ോ֓܁としてత在し５、࣭ܦ後、ラテン語で『٠࣭奇۷』(Amoenitatum 

exoticarum,1712) を著した。後年、イギルス人シοイΪΜァー (Johann Caspar 

Scheuchzer,1702Ȟ1729) はこれをם語にཱུ訳し『本ঃ』（The History of 

Japan,1727）を発ۏした。シοイΪΜァーは、『٠࣭奇۷』から「ङ࣭論」を

含め6論をこの本の付録とした（ളᰧ直2015Ȅ23）。「ङ࣭論」は『٠࣭奇۷』

第214ے章の論である（ളᰧ直2015Ȅ23）。前したように、「ङ࣭」という

本語は通তであるಆဎが、ケンβルの論をオランΘ語からཱུ訳すると

き初めて用いた。ളᰧによると、ಆဎは1801年、ޔらく平๋にあったシο

イΪΜァーם語版のオランΘ語訳『本ܮ行』第ඵ版（1733）をೲ本として訳

出した。その၊訳とಆ訳は以下の通りだという。

　Onderzoek, of het vanbelang is voor t Ryk van Japan om het zelve geÀooten, gelyk 

het nu is,e naan desfelfs niet toe te laaten Koophandel te driven met uytheemsche 

Natien t zy binnen of buyten s lands.

　「今の本人全࣭をङして࣭中࣭外に限らすあえて異域の人と通せ̰らし

むること、実に所ףなるに与れりや๛やの論」（ളᰧ直2015Ȅ25）。
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　（なお、ളᰧ論にはラテン語の原びにシοイΪΜァーם訳もࠇशされ

ているので、̮関心のある方は直接、ളᰧ論を̮။下さい。）

　以上のように、ಆဎが1801年に「ङ࣭論」を訳出するまでは、ِ ࣭に「ङ

࣭」という言ဩは無かった訳である。

　それでは訳者のಆဎとはどういう人物なのであろうか。ളᰧによると、

ಆఃষの養子としてՒ၊క通তಆزส代を̨ࠑ、հ永ࡼ年 (1776) には

教であるࡣࠎ通তとなるが、ພ৻であったらしく்々にをৃし、ഛ・物

理学書や地理・ၫ行記などのཱུ訳を進めた。通তはいわばز業であったとして

いる（ളᰧ直2015Ȅ27）。また、大ോ明ਜによると、明হඵส年（1895）、

ਃ野ހ吉 (1865ȡ1942) がરॷしたことにより、後、ಆဎには本科学

ঃ上の「ഛध」という評価が定着したとしている（大ോ2013Ȅ33）。

　ളᰧによると、平和なࡓჍ時代に本にత在したケンβルから見ると、本

は内から「࣭を̰す」ことにより外գと࣭ཡଽॐ上のܓ機の存在をࢦみに回

し、発ജと平和を持できた（ളᰧ直2015Ȅ27）と、ポジティブに௴えてい

たという。ところが、近代に入りِ࣭は、ີ࣭ޑॐを৾るに൚って「ङ࣭」

をの֒ॲとして௴えるようになった（下線引用者、ড়田2004Ȅ273）、とড়田

はべている。このようなネガティブなङ࣭۷は、ྚだに続いているのはࢬု

確かである。

　さて、ಆの「ङ࣭論」は上բされることはなかったが、転ৢされৢ本とい

うかたちで一部知েٴに、一部ྃڝに૫൫していった。ৢ本が40種もあった

という（ളᰧ直2015Ȅ26）。そのৢ本をした一人に『ධ総ၖ見สࡂഥ』で有ྴ

なެ೨（శ沢）馬（1767ȡ1848）もいるという。大ോは、馬は高松๋のزჇ、

࿐村࿑Ⴧ（1774ȡ1856）から「ङ࣭論」をৰりけ、校訂書ৢしたことを記

から読み৾っている（大ോ2014）。この書ৢのমを見ても分かるように、ِ

࣭には外࣭のものに対して知েဳや好奇心というものがあったと考えられる。

ୌ洋式複式༧記に対しても同様であったのではなかろうか。

　ここでდを࿗して、५本が最後にべた「ङ࣭」に対する見直しの議論につ
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いて考えてみたい。そこで、५本の著書よりもう少し後年に出された、ঞؚක

之・࿐村直編『ജབ本Ⴄঃ14　٬とङ࣭』から、その流れを見ていこう

と思う。

　まず、࿐村直によると、従ြのङ࣭のイメージに大きく影響を与えたのは、

「ङ࣭」ٽැを、実証主義的なႤঃ研究の立場から集大成したのが܊成一だ

という。܊は1963年の「ङ࣭」と題する論（『܊波講ज本Ⴄঃ』10）の

中で、「ङ࣭」とは「キリスト教をഔೲ的にգするためにन用したޑ力なଽॐ」

であり、「対外通ཟ易の門を長ॄ一ࢽに限り」、その結果「࣭ष的ࡧ立状ޙ

にۿった」もので、ポルトガルのြ校をじた1639年からβリーြ࣎の1853年

までの対外関係を指すとした˒。このようなেは通説的な地位をめ、学校

の教科書などを通じて広く一般に定着し、その影響は現在でも無ণできない（下

線引用者、࿐村直2002Ȅ2）、と࿐村は指ഊしている。

　また、ঞؚක之は、܊に代表されるような「ङ࣭」についてのণजが転換

していったのは、まず1970年に܊のङ࣭۷をし、「東アジア世界」を考

慮に入れてङ࣭を考えるণ点を議したಱ直ࢬの「ङ࣭ଷの成立」˓と「東

アジアの࣭ष関係の流れの中で๋ྃ体ଷの成立を௴える۷点」からङ࣭を論じ

た५口ඵの「本のङ࣭」が相ষいで発表され、従ြのङ࣭研究にࠢを与

えたという（ঞؚ2002Ȅ16）。

　ここでಕ目すべきは、ಱがষのような、「ུ࣭ఱ߯」と「ུل߿վփে」

というٽැを持ち出し東アジアにおけるِ࣭の位置づけを説明していることで

ある。ಱによると、徳ଽࡀが一۹して本࣭ؐのઠをけている点はಕ

してၻいだろう。ਜは単に「本࣭࡙ਜ」と書き、زは「本࣭主」と

記した。「本࣭大߯」は、߳にとって一の࣭ष的ઠであり、ྃྎ、ٳ

࣭にषして、πーロッパ੨࣭との間に結ばれた੨条約にも使用された（下線引

用者、ಱ2002Ȅ31）という。そして、๋ྃଷ࣭زは、ಱとの関係を主軸に、

虚ࢹのၢݩとの関係を໗軸に、東アジアにおいて自ࡨを中心とした「࣭ष」ಉ

੬を୭定し、࣭内でਏ立したࡀրを「࣭ष」的確を得ることに成した（下
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線引用者、ಱ2002Ȅ32）としている。この考え方は、後に࣏野ణങに影響を

与えている。

　また、५口はِ࣭のङ࣭の成立を、16世ܮ中ဩ以ࣛπーロッパ重主義の

出によって新ޫ࿂をജٳした東アジアの࣭ष関係の中で追及し、ङ࣭が、ຸྃ

գ力によるཟ易のඊ、人ྦྷに対する外࣭関係の৭౯、そしてキリスト教ࡀ

を通じての思想ൡଷと人ྦྷ、すなわちຸྃࡀ力体ଷの一環にほかなら͆こ

とを論した（५口2009Ȅ190）とべている。

　࿐村直は、ಱ・५口ともいわゆる対外関係研究者でなかったから、東ア

ジア࣭ष関係やߓ体的な対外関係に関してはમされていないが、それまで近

世ঃ研究でࠚণされていた東アジアのণ点がޑされたփ義は大きい（下線引

用者、࿐村直2002Ȅ3）としている。

　ঞؚによると、田中࠲夫の論がこれに続くという。田中は、「ङ࣭について」

（1976年）で本のङ࣭は中࣭・ಱの٬と同様のଽॐであると指ഊし、徳

ຸྃの対外ଽॐを「٬」として理解することを起した（ঞؚ2002Ȅ16-

17）としている。

　田中は、明・ୄでは「٬」という一種のङ࣭ଽॐがとられていて、中࣭人

の٬外ള࣎をগしていたが、本でもಆ以前はこの「٬」という言ဩを

ຸྃの対外ଽॐをあらわす言ဩとしていた。・・・ຸྃࢺが٬外੨࣭に対し

てとったଽॐは、いずれも東アジアの࣭षਠやଷഽに根差したものであり、

がみ出したඊ自の体ଷと௴えるのは行き過̨ではないか（太ল下線ຸྃࢺ

引用者、田中2002࠲Ȅ39）とべている。また田中は、ङ࣭といわれている体

ଷは、ຸྃࢺがङ࣭しようというࠨփのもとに作り上げた体ଷではなく、ྃ

ྎの時点で、これまでのຸྃの体ଷをそのようにࡤんだものであることにಕփ

しなくてはならない。・・・ྃྎになって、ロシアをはじめπーロッパ੨࣭の

ྃ、くなるとޑがݥ要࣭ٳ ຸはそれをݵむためにいわゆるۘ永のङ࣭႓「ர法」

として持ち出し、「ர法之ࡕ」という۷ැをޑしようとした（田中2002࠲Ȅ

38）、指ഊしている。



─154─

　そして上のような議論を基に、その集大成ともいうべき࣏野ణങの説がび

出してくる。࿐村によると、とりわけ田中の議と、ಱらの議論にޑく影響

されるࠁで、1980年代になると࣏野ణങが、長ॄ・対馬・य़ླྀ・松前のঅつの

「口」˔による東アジアの੨ ・࣭੨ྦྷとの関係を重ণしながら、従ြの「ङ࣭」

で把՜すべきである「վಉ੬ل」と「٬」ැをし、近世の対外関係をٽ

と主ಫした。この主ಫは近世ঃ研究者たちにとって新な問題議となり、࣏

野説を持する研究者も多かった。しかしながら、一方では、٬外ള࣎のগ

など近世のྦྷਤのほとんどが異࣭・異ྦྷとの直接的な接からஷٺされてい

たことをもって、なお「ङ࣭」ٽැのఏ൚性を主ಫする研究者もおり、論争が

起きた（下線引用者、࿐村直2002Ȅ3）、としている。この࣏野の議論は、おり

からのࢺブームɁȨ明るい近世ȩイメージの໓ಲに乗って一般の人たちにも

影響を与え、࣏野本人のփ図とは離れてࡶಫしたࠁでマスミなどでも৾り上

げられた。また、時を同じくして、ロナルΡɁトビも近世本がࡧ立的な「ङ

࣭」だったのではないとし、アジアとの関係を重ণして௴えることによって「ङ

࣭ঃ۷」からݕすべきことをえている˕。・・・以上により、1970年代か

ら80年代にかけて新たなণजへの転換があったとみてよい。な̶こうした時期

に新たのণजへの転換がみられ、多くの研究者や一般の人たちに容されたの

は、①「࣭ष化」の時代をࠞえたこと、②本が「経済大࣭」になり、必ずし

も؎ༀ੨࣭をモデルとしなくなったこと、ӳ႖ࢹ௮の༲ٟとྦྷ問題の深࣫

化、ӴポストモΘンの思ಲの高まりとȨ明るい近世ȩイメージがޑくなったこ

とである、と࿐村は指ഊしている（࿐村直2002Ȅ3-4）。

վل」と「٬」、ばれてきた近世本の体ଷはࡤ野は、「従ြ『ङ࣭』と࣏　

ಉ੬」というඵつのٽැに置きかえることがఏ൚であると、私は考えている」（࣏

野1988Ȅ—Ȟ―）とし、それぞれについてষのようにべている。「٬」は「࣭

を̰す」ためのଽॐではなく、その࣭زがབむような対外関係を実現するた

めのଽॐであり、それをえたのは「人ྦྷに外なし」という東アジアの੨࣭

は現代໓「٬」、がഥൡ的に༗持してきたイデオロギーであった。つまりز
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にいえば、出入࣭ۯ理のためのଽॐ体ࠏであって、「ङ࣭」、すなわち「࣭を

̰す」こととは、まったく目的を異にしていたのである（࣏野1988Ȅ‒Ȟ–）。

また、「人ྦྷに外なし」というような۷ැをち෫るよほどの力量を人ྦྷが

え、࣭ࡀز力を背ࠊにしない人びとの࣭ष流が広範にജٳするという状ޙ

がまれることが、一方でޑ力な࣭زを成立させる原動力となり、他方ではそ

の࣭زによる「٬」ঔ行を必然化させるのである。ここには࣭زと人ྦྷの

ಫをはらんだ関係がある。そのような状ޙはྎࡓ明初（14世ܮ後）の中࣭周

辺、ついで高Ⴁྎ၏ঙಱ初め（14世ྎܮから15世ܮ初め）のಱോ周辺に

発した。本周辺にも、࣭ྎから近世初頭（16世ܮ後）に発した（「

本型لվಉ੬のࠁ成」）と考えられる（࣏野1988Ȅ—）とべている。

　以上、いずれにしても「『ङ࣭』か『٬』」か、ということになると、門外

漢のຊ者には何とも౯が付け難い。「ङ࣭」という言ဩはջ然として使われ

ているし、܊論は、和の教֗をけたຊ者のような者が読むと、学ぶと

ころも多くො得することも多かった。しかしながら、今では高校の教科書にも

「অつの口」についての記शがあるところを見ると、「٬」・「অつの口」の説

の方が通説になりつつあるのかもしれない。ただ、ڎၳを示し、「ङ࣭があっ

たか、なかったか」をര自に考えさせるような教科書10も出ていることを

付け加えておく。

　いずれにしても、「٬」・「অつの口」という主ಫがସいを持ってきている

ことは確かであり、それは従ြから持たれていた「̰された」という「ङ࣭」

۷ではなく、もっとٳかれた明るいイメージを持たせる考え方であると思われ

る。࣏野ణങもべているように、「ङ࣭」が๛定的なྤで使われるのに対

して、「٬」は࣊定的なྤで使われる（࣏野1992Ȅ213）ことが多いからで

あろう。いずれにしてもୌ洋式༧記のِ࣭へのഥ々について࣊定しやすい

時代状ޙであったとの見方ができるようになってきたといえるのではなかろう

か。そこで、いよいよষ章において影響の可能性について考えていきたい。
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ˏ　ِ࣭17ଲܮஜࢃとέρンΕχȆυン

3į1　ِ࣭の17ଲܮஜࢃとໝ式ࠨॳ༧ܱ

　どうして本୯のタイトルを「17世ܮ前

後」と限定したか。な̶なら、現存する

ِ࣭最ࡣの複式のࠨॳ報࣬書は、ۘ

年（1670）のࣟ౻زの「ॳ用ನ」（図表

ˍ）であり、ষいでչସの長زが༯

永ࡼ年（1708）、さらに三֔زの༯永7年

(1710) が்い。もしୌ洋式༧記がِ࣭のನ合法に影響を与えるとしたら、少

なくとも17世ܮ、ಁ くとも18世ܮの̮く初期でないとდが合わないからである。

　図表２が、ࣟ౻زのॳ用ನのࢹ௮である。

　前でॳ出した期ྎୃ味代（期ྎ純़ॲ、すなわち期ྎ本）と、後で

௮になっている。計ॳ式で示すと以下のようࢹめた期ྎୃ味代が一致するݥ

になる。

　ĩ1Īġ ȫ߆యȪခྙୃྎܢञࣣࠗɁྎܢॲࣣࠗȽྎܢ

　ĩĳĪġ ਉୃྙయȼ൚ܢਓףȽ൚ܢဥɁྙୃྎܢయȪခ߆ȫ
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図ນ１　ࣟ౻زのۘ文ාのॳဥನ࿂の
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　このࣟ౻زの期ྎୃ味代（期ྎ本）のॳ出方法である (1) 式は、൚時の

人も実地ءも行っていたことであろうし、 (2) 式の方は、ِ࣭ࡣ代に中࣭

からઉြされୃ୕ನにも用いられたঅಔࠨॳ法であり、中世֭のࠨॳ報࣬書

にもみられる。

　また、長زの場合は、ৰ対照表に൚たるものは「ഝॳဥ࿒録ನ」であり、

అף計ॳ書に൚たるものは「ఱࣱ」または「၌ףओ֨ژ」などとࡤばれてい

る。例えば༯永ࡼ年（1708）の「ഝॳ用目録ನ」（ཤോ1962,174-176）を見ると、

期ྎॲから期ྎञを差し引き、期ྎ本をݥめ、そこから期ਉ本（ഝ߄ࡓ）

を差し引き൚期純၌（߄װ）ףのॳ出している。その後、ഝ߄ࡓと߄װの合計

として、ठഽ、期ྎ本を表示している。「၌ף差引ژ」（ཤോ1962,189）方は、

ค上総၌ף（ਓף）から用を差し引き൚期純၌（߄װ）ףのॳ出を行ってい

る。ၰ者の߄װは一致している。

　さらに三֔زの「大ࡓ方ې定目録」は、以下のような計ॳࢹ௮になっている。

　ĩ1ĪġȪܢਉུȼྎܢञȫȽྎܢॲɁ൚ܢఅף

　ĩĳĪġ ၌ף ĩ ਓף Ī ȽఅȪဥȫɁ൚ܢఅף

　(1) と (2) でॳ出された൚期純అףは一致する。ୌഴによると、ࡓჍ三

年（1700）の下期以ࣛになるとۖ全な複式ࠨॳが行われるようになるという（ୌ

ഴ1993Ȅ82）。

　以上、ࣟ౻ز、長ز、三֔زについては、前著（田中2014ࢣȄ22-31）

も参照ೀきたい。

　ここでࠨॳ報࣬書の様式として、ࣟ౻زや三֔زのように一つのࠨॳ書で複

式ࠨॳを行うもの、長زのようにৰ対照表に൚たるものと、అף計ॳ書

に൚たるものが別々に作られるところがあることが分かる。また、ॳ出される

値についても、ୌഴによると、純ॲ（自ࡨ本）をඵ重計ॳするものと、

純၌ףをඵ重に計ॳするというನ合が多い（ୌഴ1995Ȅ199）という。

　いずれにしても、このような複式ࠨॳ༧記が作り出されるのにୌ洋式の༧記

の影響があるとすれば17世ܮ前後しか考えられない。そこでষ୯では、ୌ洋式
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༧記のِ࣭への影響の有無を考えるに൚って、まず17世ܮ前までの状ޙを見

ていきたい。

3įĳ　έρンΕχȆυンとِ࣭の17ଲܮஜ͘でのેޙ

　な̶、17世ܮ前と区୨ったかというと、オランΘ東インΡ会社が平のオ

ランΘ܁を෫ٟし、長ॄの出ോに移されຸྃのۯ理下に入ったのが1641年だ

からである。その後も少しは、それまでの囲気は残るだろうということで大

雑把に前とした。

　さて、「17世ܮ前のオランΘ東インΡ会社と༧記」といて、まず思い出

すのは、1600年代の前に20年間ِ࣭に在ၣし、最後は平と長ॄ出ോのオラ

ンΘ܁長をྩめたフランソワ・ロン（François Caron）が著した『本大

࣭ؐ』の一୯である。

　ら（本人Ɂ引用者）は、「չ太၌流の༧記法を知らないが、ې定はୃ確で、

คฃを記ನし、一୨が整然として明ฒである。ら（本人Ɂ引用者）の計ॳ

はळいམの上にい小ޮをঁしたโの上で行なわれる ( ඣ人の使用するもの

と同様であるが、それより大きい )。加減乗除比例まで整数分数とも出ြ、そ

うして和၊におけるよりも、また速ॳزでないଂ常の和၊人が計ॳするよりも、

一ଇ速ୃ確である」（下線引用者、フランソワ・ロン1974,188）。

　この章は、ِ࣭ࡥ有の༧記のਜさを示すものであり、多くの༧記会計ঃ

の研究者の著作や論に引用されてきた。ຊ者も何ഽも引用した。

　それはともかくとして、上記ロンの下線部の章は、ষのようにも解釈で

きる。確かに本人は、「չ太၌流の༧記法を知らなかった」が、それはロ

ンがြして、この章を書いている時までであって、それ以後は分からない。

また、ロンはこの章を書くまでに、本人のನ༧について見たりいたり

したものと考えられるが、常ে的に考えても質問された本人（の人）の方も、

「それではあなたの࣭のನ༧の付け方はどういうものですかȉ」とか、「どうい

うನ࿂を使っていますかȉ」などというということき返すだろう。もちろん
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൚時の本人は、ୌ洋式の複式༧記を理解できなかったとは思われるが、それ

でも何らかのૂ報が反対ݯ付として本௰にഥえられたのではなかろうか。

　ここでロンのၞႤについて少しれておきたい。幸田成によると、ロ

ンは、1619年にၳ理方のഥいとして和၊東֣ഽ会社のに乗りࣺみ平にൢ

着した。1626年2には܁の੩になっている。ロンの出世の発端となっ

たのは、ံ1627年にరს長ۗピーター・ΤイΜがバタビμ総ආ使୯としてࢺ

へ上る時、通༕をめたことだという。ロンが本語にୈ通したのはඅ記の

価値ありと言わ̰るを得ない（幸田1974,3）という。また、高ޘ邦太によれば、

ロンは、1632年3には、܁長ষに昇進し、܁長ニラス・ーケバッ

ケルを੩けて、いよいよध能を発ܞした。そして1639年2には平のオラン

Θ܁長にහྵされる。܁長のහはロンが本をݲる1641年2まで続く

（高1982ޘȄ290-297）。

　さて、『本大࣭ؐ』は、1636年にバタビμの新ྩ総۬フィリップス・

ルスΖーンの質問に൞えるࠁでຊしたものである（幸田1974,10）。したがっ

て、本人がୌ洋式༧記を知らなかったのは、1636年時点のことである。それ

以後は知ったかもしれない。また、それはロンの周囲のこと、ロンが知る

範囲のことである。ࢺ時代はその後200年以上も続く。この章をຊした

後に、ロンからୌ洋式༧記のૂ報が流れていたかもしれない。ロンは「

本語通ত」とࡤばれるくらい（࣏野1993Ȅ246、249）本語が۔能であり本

通でもあった。ॽম、本の人に知り合いも多かったであろう。その上、

ロンはࢺ口左מ門のঈと結ँし、܁に近い本ؚزに住み、વ子、ૈົ

の活を営み、6人の子੫とかいز活をったという（高1982ޘȄ291・

298）。ただ、「ࢺ口左מ門」については何も分かっていないとである。໌আ

級なら何らかのঃၳがありそうなので、無いということは、おそらくคのٴ

関係のॽমをしていた人ではなかろうか。また、ロンの知らないところ、す

なわち17世ܮの初めまではධ๘人（අにධ๘人）やイギリス人が本のを

Ჸ༜していたのであるから、そこからもૂ報が流れる可能性はあると思われる。
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　ロンの他にも本人੫性をतとした܁長はいる。ルネリス・ファン・

ナイエンローデはඵ人の本人੫性と結ँしている。岡部᜔ٚは、ナイエンロー

デは、年間平にత在し初めは५ॄଃ左エ門のঈと結ँして一੫ΰルテスを

エ門のྲスリシャとઠするິ人とँしてルネリμをんֲࡼげ、後に田ݷ

だ（岡部1962Ȅ104）と記している。またဩ५ষによると、ナイエンローデは、

に在住した。田長として平܁၊年までの年間、平߇年からۘ永߇和ࡓ

ঙはࣧである（ဩ५1961Ȅ79）という。

　このඵ人の例だけでなく、ँ֧関係を通じてୌ洋式༧記のૂ報が流れた可能

性が考えられるのではなかろうか。

　დをオランΘ܁に移すと、長ॄの出ോに移されຸྃのࡕしいۯ理ൡଷ下に

置かれるまでは、オランΘ人はを自ဇに༜き回り、地ࡓの人と流もし、

คもした。本人も自ဇにࡹ用できた。加藤ᖜ一は、平܁におけるオラン

Θ人ಛ在֥数の本人使用人数をလげているが、1636年は、オランΘ人20人

に対し、本人23人、以下、1638年は33人と、29人、1639年は、24人と32人、

1640年は28人と35人（加藤ᖜ1998Ȅ395）であるという。つまり分以上が

本人使用人であるということである。ここら辺りにもૂ報が流れ出す要素が見

て৾れる。

　オランΘ人以外にもイギリス人は1623年、スβイン人は1624年まで、ポルト

ガル人にঢっては、1639年までᲸ༜していたわけである。

　まず、イギリスについては、小ോ佐夫が、イギリス܁長リΙャーΡ・ッ

クス（Richard Cocks）は、平の本ഝの外に、大ाഝ、ࢺഝ、対馬ഝ、

さらに直௺の長ॄ代理ഝをٳ୭し、大ाഝの下にはी代理ഝ、京都代理ഝ、

໖見代理ഝを୭け、本人をࡹ用していた（小ോ1973Ȅ114）ということを

べている。

　また、イギリス܁と༧記についてべるなら、前ࣂ（田中2021ࢣ）で考察

したように、ックスの記の1616年39ᕢには、ニールソン߯にञྩ者ञ

ᖴ者に᳀する本（a book of forme of debitor and creditor）一ॗをした、という
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記がみられた。これについて研究をした໌藤長ᩒ、ୌࢣহ、小ോ佐夫

らによって、書ྴまではඅ定できなかったものの複式༧記の書物であるという

ことが明らかにされている。このことは、本人に読まれたかどうかは別にし

て、ともかく1616年にِ࣭に複式༧記の本が本に入ってြていたことはম実

である。また、ックスの記がイタリア式三ನ༧ଷにおける複式༧記の記

に൚たるのではないかという問題起に対して、໌藤長ᩒ、ୌࢣহらは、

おそらくイギリス東インΡ会社のイギリス܁は三ನ༧ଷを৾っていたのであ

ろうと推௶していた。これらのম実がِ࣭にどれだけ影響を与えたかは推し量

ることは出ြないが、ともかく見൪せないমである。

　そして、スβイン人やポルトガル人についてもষのようなমが見出せる。

すなわち、൚時の長ॄの状ޙについてٖࡣඵはষのようにべている。

　「ධ๘の長ॄにളりြるࣼ、長ॄの市ྦྷたちは、小の時より、ർّ語（ポ

ルトガル語Ɂ引用者）11をきතれ、අに吉၌ౘなどの中で、神学校に入り、

学ႅなどで教֗をけた者たちは、ٯなർّ語や္ങ語を心得、これらの語

にోしてͪた者は、少なくなかった。また、長ॄြตのධ๘人なども、自然

本語、අに長ॄ方言の知েを持ち、就中、教などは、͇ٽ本語に通ో

していた。ධ๘人の中には、長ॄの市中に雑ݳし、本੫性と結ँして、ز

をもつ者少からず、また、本人にして、ධ๘の੫性をतとする者さへあった

と思はれるから、いと容易なことであった。අに、長ॄ市ྦྷは、他地方よりႉ

時に移入する者は別として、く吉၌ౘであり、会൴に࠘り、説教をಶし、

ॷظをうた͌、ऱങの੨ܻ式にႉみ、行Ⴅに参加するのをつ͇とした。なほ、

ධ๘ཟ易に参加し、のྴઠ、ഽ量࣑、ཟ易用語などを心得てͪなければな

ら͆のであった」（下線引用者、1973ٖࡣȄ41-42）。

　また、前のようにۘ永三年 (1636) には、本人とポルトガル人とのई

ࠬが٬外に追༶されているし、さらに、ۘ 永年 (1639) には、オランΘ人・

イギリス人ईࠬとその༦の追༶がྵじられている（५本ฎ1996Ȅ83-84）。

　追༶について法႓で出されるほど多くのईࠬとその༦が存在したというこ
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とであり、それだけୌ洋人がِ࣭にතஅんで༥らしていた証しであろう。この

ような流の中からも、ୌ洋式༧記の何らかの知েが、本人にഥえられてい

たということは考えられることである。

　さらにർّ語といて思い出すのが、1603年に、本イエΒス会によって

、的な外࣭語のৃ書である『ৃ書』である。൚時はڒ行されたِ࣭初の本ۏ

「ನ合」という語はྚだなかったとみえࠇशはない。しかしながら、「記」と

いうのはある。「Nicqi. ニッキ（記）」とは、「ྀ記入するನ༧」、「Nicqini 

noru.（記にशる）」は、「あるನ༧に記शされる」（下線引用者、ാ֔・૩田・

長ධ1980Ȅ462）と説明されている。ຊ者は、記からನ合法に発ജしたと考

えている（田中2014ࢣȄ第５章、第˒章参照）。また、「ॳ用」もある。「Sanyo.

サンπͽ（ॳ用）」Cangaye mochijru.（かんがへ用ͪる）計ॳȅ例ȄSayo suru.( ॳ

用する ) 計ॳするȄあるいは、ې定する（ാ֔・૩田・長ධ1980Ȅ557）と記

されている。この語は、和式༧記に関係する語である。本イエΒス会もِ࣭

の༧記についてもべているのである。

　以上、ˍ˓世ܮ前においてคやँ֧を初めかなりୌ洋人とِ࣭の流が

あったことが分かる。そんな中からୌ洋式༧記が影響を与える可能性が見て৾

れるのではなかろうか。

3į3　17ଲࢃܮとِ࣭の人

　1641年、オランΘ܁は、長ॄの出ോに移され、本人とオランΘ人の自ဇ

な流はগされ、長ॄ༮行のࡕしい۬ণとܰଷの下に入った。これに対して

オランΘの௰でもܰଷの緩和と処ߚの改を要ݥし、とりわけバタόィアの東

インΡଽは、ຸྃ年ܙ中にզてた長のஶ状をしたため、出ോのオランΘ

人のݫ状をஶえ、処ߚの改を要བしたが、められなかった（加藤ᖜ1994Ȅ

340）ということを加藤ᖜ一は説明している。

　ただ、これでِ࣭の人にୌ洋式༧記のૂ報が入るབみがۖ全に౯たれたか

というとそうではないと考えられる。オランΘと本はཟ易を通じて繋がって
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いたのであるから。例えば図表３を

̮။いただきたい。࣏野ణങが描

いた「17世ܮ後―19世ܮばの

東アジアཟ易と本」の図である。

17世ྎܮからオランΘによって

ばれたঝやࡆ物が長ॄ経ဇで大

ि市場に流れているのがӷによって

分かる。この関係の中から、何らか

のૂ報が入るということはなかった

のだろうか。例えば、複式ࠨॳが்

かった前のࣟ౻زや三֔زはどう

だったのであろうか。

はۘ永ز౻ࣟ、本ྌষによるとݠ　

ඵ年（1625）にইர新幸ࡓが٬

業をٳইしている（下線引用者、ݠ

本ྌ1958Ȅ47）。ၰఢ業は明Ⴃඵ年

(1656) に初代ୃ成によってٳইさ

れている。ࣟ౻زは大ྴを行っており、それがၰఢに転̶しめるࠀ機と

なった（下線引用者、ݠ本ྌ1958Ȅ56）。ࡓჍ年代には三ඵ๋と৾引があり、

その中にはय़ླྀ・ߧ本・Ἥعなど߇ਗの੨大ྴをはじめ多くのୌ࣭੨๋が含ま

れており、අにߧ本๋との関係は相൚にࡣい（下線引用者、ݠ本ྌ1958Ȅ101-

105）という。作ൽ洋太も、「ࣟ౻ၰఢ本と߇ਗ੨๋」（作ൽ1985、初出

は1961）という論を著している。さすがにۘ年以前のঃၳはեってい

ないが、ࣟ౻ၰఢ本と߇ਗ੨๋の大ྴがࡣくから行われていたことは

分かる。

　また、三֔زについても५ზඵが、「三֔と京都長ॄ問ؚとの֦は、

三֔ࢀഝが長ॄでঝ・端物・ے物の直ฃいをইめたࡓჍ年代からであった。」

ฟ䠖䚷Ⲩ㔝㻞㻜㻜㻥䠈㻥㻣

ᅗ⾲䠏䚷1㻣ୡ⣖ᚋ༙䇷1㻥ୡ⣖༙䜀䛾ᮾ䜰䝆䜰㈠᫆䛸᪥ᮏ
図ນˏ　17ଲࢃܮ　　　　　　　　　　　　　

ȝ1ĺଲܮ͊のͺΐͺཟօとུ

ฟ䠖䚷Ⲩ㔝㻞㻜㻜㻥䠈㻥㻣

ᅗ⾲䠏䚷1㻣ୡ⣖ᚋ༙䇷1㻥ୡ⣖༙䜀䛾ᮾ䜰䝆䜰㈠᫆䛸᪥ᮏ
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（下線引用者、५ზ1960Ȅ168）とべているし、ࡓჍ年間にはഝ内に「長ॄ問

ؚฃ物」というポストがあった（三֔1980ࡩȄ64）という。

　これらのことは、ࣟ౻ز・三֔زともに、複式ࠨॳのನ合法を考え出すのに

必要なૂ報を得るΙャンスはあったということである。作ൽ洋太は、「ۘ

年に（ࣟ౻زのɁ引用者）ॳ用ನが出された理ဇは、現在のところ必ずし

も明確とはいえないが、ۘ年におけるࣟ౻の人ၰఢとしての発௷に直接

的な原֦があったものと考えられる」（作ൽ1966Ȅ29）、「ࣟ౻におけるನ合法

の成立は、ನ༧ழの体ࠏ化は、まさに人ၰఢへの参加によって発された

ものといわ̰るをえない」（作ൽ1966,30）とべている。確かにそれが理ဇだっ

たのかもしれないが、その前にୌ洋式༧記についての何らかのૂ報があり、そ

れをࡓにして考え出されたということは分考えられることである。

　しかしながら、たとえ何らかのૂ報をೕんでいたとしてもそれは表に出て

ြないはずである。な̶なら、田࡚ฒも『၊ጠমই』の中で、「ኈ初（Ɂ徳

のহ世のはじめ）より前後、ୌ洋のことにつきてはしかじかのことありて、

すべてቶしくࢄଷަせ出されしことゆͫ・・・」（田著・方校ಕ1980Ȅ

12・67）と記しているようにຸྃの৾まりがあったからである。අに17世ܮ

ྎから18世ܮの初めはࡕしかった。例えば、「าك」（ྟཟ易）などを݃われる

と大変である。าكに関するऻは、17世ܮ後から18世ܮ初めまではඅにࡕし

かった。հ藤平によると、ङ࣭下のྟཟ易に対する৾まり、ัߺは、その

都ഽの「
͏れがき

書」（定
さだめがき

書、ژ
おぼえがき

書）によっており、時期によってۘࡕがある。これ

らの書は『ࢄ書集成』（ۘ༗、༯Ⴃ、ഛ明、ഛ༗）として集録されており、

そのัߺは、ۘ年間（1661ȡ73）から1717年（ށ༗ඵ）まではրߺڍ主義に

より᠃、ࣲ門、ঘऻ、ॺऻ、追༶ߺのほかछଷ、़زᲽ所、าك物ਓが付

加され、1718年から88年（ഛ明ส）の間は、ۘߺ主義によりྵߺがগされ

たが、1789年（ۘଽ一）からྃྎまではठびߺࡕ主義がとられྵߺが໘活し

たと（հ藤平1988Ȅ 371）いう。もし、ୌ洋の複式༧記に関心があることが公

ܻに知られたら大変だと考えていたと思う。だから、ୌ洋༧記のૂ報は、ল
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として残さないのではなかろうか。ঃၳが無いのは൚然であろう。

　それは͌とまず置くこととして、そのૂ報を知っていたと思われるՒ၊క通

তについてষ୯では考察したい。

４　Ւ၊కতとୌဢ式ໝ式༧ܱ

ĵį1　Ւ၊కতに̞̾̀

　Ւ၊క通ত（オランΘ通ত）の前に「ධ๘通ত」というଷഽがあった。本

つとむは、長ॄ通ত12の࡙流をධ๘通তである（本つ1990Ȅ22）とべている。

前୯で、ٖࡣඵがべていたように、長ॄではർّ語をきතれ、ർ

ّ語にోしてͪた者は、少なくなかった。したがって、長ॄ人とධ๘人との

間の通訳の必要は感じられなかった。しかしながら、ࠄ長߇年（1641）୨

ౘの大ทٺが行われ、多くの熱心なキリシタンや教などがマオやマニラ

に追༶され、さらにࢫزがഛ下をઊ՜するにいたり୨ౘਕ門գのଽॐは、

Ⴤとしてาく可から̰る者となった。そしてࡓ和ඵ年 (1616) に入って、ධ๘

通তがහྵされることとなった（1973ٖࡣȄ42-43）。このことについてٖࡣは、

ධ๘人のਕ教を排し、ධ๘ཟ易のみを持続する࣭ॐをࡕ重に実行するために

හྵするにঢったと考えられる（1973ٖࡣȄ 43）、とべている。

　મしいことはજၞするが、オランΘ܁が出ോに移り、それまでオランΘ人

がࡹっていた通তがຸྃの人となった。ٖࡣによると、ฌ左מ門、作ֲמ

門、ၰྴは、ࣄ࿉人（オランΘ人Ɂ引用者）の͌ࡹとうのでは無く、改めて、

ຸྃよりݯをけ、東֣ഽ会社よりݯするমは、গをྵ̶られた。ଵれ

௲ち、長ॄにけるՒ၊క通তのቭ矢と͏べき者である（下線引用者、ٖࡣ

1973Ȅ46）としている。࣏野ణങは、長ॄ༮行のڵۯ下で、出ോ؟
お と な

ྴと通তの

βアがオランΘ人のに൚たる体ଷがとられることになった（ルビ引用者、

。野1993Ȅ255-256）とべている࣏

　ここで出ോྴ؟とは、人の中心であり、出ോをಃ௮した時に共同で出
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した25人からばれたが、後にはྴ؟からහྵされることとなり、初めはˍ

人であったが、ࡓჍ߇年（1696）から2人ଷとなった（長ॄ市ঃ編さんտ֥会ȅ

2012Ȅ504）。

　なお、۴心のՒ၊క通তのࢹ成であるがঞ࿂の都合上、最低限の説明にၣめ

る。Ւ၊క通তの13ٴには、目付以下、大通ত、小通ত、小通ত੩
じ͡

、小通ত


なみ

、小通তྎ
まっせき

、ࡣࠎ通তなどがあったが、大通ত（4ྴ）、小通ত（4ྴ）、ࠎ

通তは下級通তで、大通ত・小通তの༞ࡣࠎ、成でࢹ通ত（৹ۙྴ）が基本ࡣ

佐に൚った。大通তと小通তはྀ年代で1ྴずつ年๔として通তݑ所でྩ

を行った（長ॄࡇ教֗տ֥会2000Ȅ26）。

　さて、問題は、Ւ၊క通তがୌ洋式༧記の知েを持っていたかどうかであ

る。Ւ၊క通তの研究において大きな業ୡをݷげている༌ޯ一は、հଽඵ

年 (1855) の『記ನ』にはڎ種多数のನ༧ྴや記録ನのྴが見えている。い

ずれも通তの関わった業ྩを示しており、༮行所や、年ܙの向きに関す

るもの、長ॄ༮行所やオランΘ܁に関わるものに分႒できるとして੨ನ༧な

どをႥݷしている（༌ޯ2016Ȅ172-177）。その中には、「߆৾ನ」、「ຽನ」

など明らかに会計に関するものが含まれている。ただ、この関わり方は、ཱུ訳

のみか、自らも記ನに関わるのかは分からない。

　ষにՒ၊క通তのঞに、ನ༧に関わると思われるものが何点か見出せる。

例えば、ևสとଃ左מ門が܁長に出したঞに、「・・われわれは通ত部

ؚで会計について業をしておりますので。よろしく」（༌ޯ2016Ȅ209）とい

う͏うにನ༧を付けていただろうということが分かるものが見出せる。さらに

ষが出したものには、「・・・年ഽ会計と本年の計ॳを、私はܲ下が少

しおఞちになって下さるようおܐいいたします」（༌ޯ2016Ȅ223）という言

が見出せる。これについて༌ޯは、これはষがջှされてしていることで、

「年ഽ会計」はオランΘ܁の計ॳ書で、「本年の計ॳ」は本の年ഽとして

の計ॳ書のことであろう。通তはನ༧付けも大মなॽমであったし、それの၊

訳書႒の作成もջှされる重要ྩであった（༌ޯ2016Ȅ223）、としている14。
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　ここまでの説明で、Ւ၊క通তがୌ洋式༧記の知েを持って可能性をॿえる。

しかしまだۖ全ではないと思うのでもう少しߡり進めたい。

　༌ޯによると、1778年（հ永্）217のষ֥܁ΰルマン・ケイレル

(Herman Kohler) のၣ記（܁長がࢺ参ຸのためɁ引用者）にはষのよ

うな記মがあるという。

؟通তたちが11時少し前にठびࡣࠎ、前ࡿ　
お と な

ྴの住いに出頭し、ထは༧記（den 

Boekhouder）15のファン・フリッシンΊン (van Vlissingen) をして൝に対する

教に༮ॽせしめた（下線引用者、༌ޯ2016Ȅ25）。

　ষの25の記মには、ࡣࠎ通তと内通তに、༞੩のフルーネンベルク

（Groenenberg）に教に൚らせたとある（下線引用者、༌ޯ2016Ȅ25）ので、

わ̰わ̰༧記としているところを見ると複式༧記の教֗と見て間֑いないの

ではなかろうか。ୌࢣহも、Ւ၊క通তの単語ನにいくつかの༧記用語が

見られると（下線引用者、ୌ1972ࢣȄ133）とべている。

　さらに、༌ޯは別著においてՒ၊క通তのཟ易মྩをႥݷしているが、その

最ਞにষのඵつの業ྩが見られる。

　ɛ本方ࠨॳ引きあわせのことはオランΘの出฿前に会所の੨人が致すこ

とに立ち会い、会所人とオランΘ人とが引合ࠨॳを行う。方のࠨॳ書

႒を和訳・၊訳する。

　ɛზك物16に関するॽい߆についても、出ോ出入りの人とオランΘ人と

の間にたってࠨॳに立ち会い、方のࠨॳ書႒を和訳・၊訳する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下線引用者、༌ޯ1985Ȅ78）

　ここで༌ޯがջݶするঃၳは、『長ॄᣵঃ』ঃၳ編第অ、所शの『和၊通ত

方書ၣ　ዋ๔』というঃၳである。これは、ഛ༗্年（1837）にオランΘ通

তঅྴが長ॄ༮行に出したものと思われる。その「」条にষのように記

されている。

　一本方ࠨॳ引合之ম

　　　Ւ၊క出฿前、長ॄᅠ所人ࢺ૭談、限相極上、出ൌࢺᅠ所



─168─

੨立合、年๔年ܙ相見、ࢺか͌たん部ؚ長ॄᅠ所人ᖽՒ၊క人引

合ࠨॳॽ、ֲ 相ᚫ上、相֑無之ক之ࠨॳ؍লか͌たん差出૭、

ֲ書࿂和解ニ通ত目付・大小通তႲ֣ॽ、差出૭、・・・（下線引用者、

長ॄᣵঃ1965Ȅ857）

　この条は、前の༌ޯ指ഊの初めの方ものと思われる。Ւ၊క人作成のࠨ

ॳ書を和解（本語訳）するのであるから、ୌ洋式複式༧記を理解していない

とできないのではなかろうか。また、この条に引き続き「一」条に、「一

Ւ၊క人ზك੨ॽᒀ߆之ম」が続く。「本方ࠨॳ引合之通・・・」（長ॄᣵঃ

1965Ȅ857-858）という言が入っており、前の条に༩った続きをしてい

たことが分かる。

　いろいろと議論もあるかと思われるが、一応、Ւ၊క通তが複式༧記を理解

していただろうという推௶は成り立つのではなかろうか。

　それでは、果たしてୌ洋式༧記のૂ報が、Ւ၊క通তからטれることはな

かったのだろうか。田中深ୱによると、Ւ၊క通তはහྵෲྵにषして、自ら

の行いをၙしてྩに従মするক、ຸྃにしていた。しかしながら、そこ

でったことは必ずしもਖ਼されていなかったという（下線引用者、田中深

2015Ȅ68）。田中が指ഊしているとは、โ沢໌ဎがતٚする長ॄࡇ立図書

所௬の「Ւ၊క通ত起」（โ沢1959Ȅ137-141）というものである。その܁

起は全部で߇条よりなり、明和ส年 (1771) からհଽඵ年 (1855) にঢる小

通ত੩ෲྵの35ྴのྴ、ࠬ؋ـがある。田中はඅに、第三条、第ࡼ条、第

条をݷげ、ষのようにփ訳している（田中深2018Ȅ54、60）。

　（第三条）・・・ࢄ隠ྟ之ܻ一୨他言ॽ間༘ম、・・・「機ྟを一୨他言しない」

　（第ࡼ条）・・・出ൌ出入人と૭合ケ間༘ܻ࿉頭ॽ間ົ、・・・「出

ോに出入する人と૭し合わせをしない」

　（第条）・・・Ւ၊క人૭上ܻ、不残置可૭上、・・・「オランΘ人の言っ

たことは残すことなく૭しഥえる」

　このうち第三条は「義ྩ」である。田中はこれについてষのような֝
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行ևがあったとしている。「通তたちは業ྩを通して知り得たૂ報をคりฃい

していた。らは٬外からの々だけでなくૂ報（機ྟも含む）もคっていた。

ୌ࣭੨๋との『出入り』関係を結び、通তというからのみ得ることができ

るܛ少なૂ報をރすることにより、ผ大な見返りを得ていた。現代ならば、

このような行ևは௲࣫、֑反と見なされるだろう」（田中深2018Ȅ55）。松方ൃ

子も、通তが՜る٬外ૂ報はܲ重だったから、߇ਗ੨๋が通তからそれらを得

ようとする場合も多く、通তはഥえる代わりに߄的な、あるいはそれ以外の

見返りを得ていた。このように、ز中にழみࣺまれるわけではないが、අ定の

大ྴと深い関係を持つことを、「出入」、「܂入」などという。通তのࡢ性にも

よるのだが、積極的な通তは複数の大ྴزに出入りして、微妙にഥえるૂ報に

差をつける（例えば、༌方には全部教えるが、༌方には分しか教えない）な

どの技をߐ使しながら、՜っているૂ報をなるべく高く「คる」ことを考えて

いたようだ（松方2018Ȅ198-199）と、同様の主কをべている17。

　一方ຸྃの方も義ྩを明化していた。これはもうྃྎのことであるが、

立得というՒ၊క通তがࢺのࢺでഛ方ྩをྵ̶られた。その

ྩのষ第を「੨書ၣ」と題してد永三年（1850）から同ࡼ年（1852）の記録を

残し、それが外ྩજ記録ޫにഥわっていることを༌ޯが明らかにしている（༌

ޯ1985Ȅ367-381）。その中にഛ方ܰྩ定があり、その第三条がষのような

ܰ定になっている。

　  「一　๘書和解之、不ջ何ニ他見他言之義Χ࿔論、৹他所和解ှと

も相౯可૭、万一無処子ळもΧȓ、ઇ合之上、ې༕可有之ম」（༌

ޯ1985Ȅ368-369）。

　この条について༌ޯは、この条は義ྩで、外書のཱུ訳にࠈわる

通訳ۗとしては൚然のことである（༌ޯ1985Ȅ370）とべている。༌ޯは、

この後義ྩについては、Ⴧ中からかなりޑ力なోしがあったことをતٚし

ている（༌ޯ1985Ȅ376-377）。

　これらのܰ定については、අにྃྎであるのでࡕしいとは思われるが、平素
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から൚然としてܰ定されていたのではなかろうか。義ྩをらないものが

あるからܰ定されるのである。Ւ၊క通তの義ྩ֑反はすでに見たとおり

である。෫るものがいるからܰ則は作られるのである。

　ম実、༌ޯによると、࣭زの最高機ྟと目される「オランΘ໓説書」18さえ

もՒ၊క通তのにより持ち出されていたম実があるという（༌ޯ2008Ȅ127-

131）。また、田࡚ฒの記に書きၣめられている٬外ૂ報は、Ւ၊క通তた

ちが機ྟૂ報としてその訳をຸྃに報࣬した「オランΘ໓説書」の主内容だ

という（༌ޯ1997Ȅ138）。

　これらඵつのমは、いずれもピタン（オランΘ܁長）のࢺ参ຸは、

に関わりがあると考えられる。そこで、ষࣜでは出ോオランΘ܁の最大の行

মであるピタンのࢺ参ຸについて見ていきたいと思う。

ĵįĳ　άΗンのࢺ参ຸに̞̾̀

　༌ޯ一は、ピタン一行のࢺに

おけるৡである本ޘの長ॄؚ（図ນ

４）のことを「異化流サロン」（༌

ޯ2008Ȅ4）とઠしているし、൚の長ॄ

ؚについて著した書物のタイトルを『そ

れでもࢺはङ࣭だったのか』と付けて

いる（༌ޯ2008）。

　さて、「はじめに」でべたように、

ピタン（オランΘ܁長）のࢺ参ຸ

は、平所要数߇で、166回も行

われた。化一年（1814）の参ຸの୬

には、༧記ディルク・γゼマン (Dirk 

Gozeman) のྴが見える（༌ޯ1998bȄ

137）。

図ນ４　ཤलにͥ͢ಿॄؚのૂࠊȶْུ都ဋȷ

䠄ᅜ❧ᅜᅗ᭩㤋䜴䜵䝤䝃䜲䝖䛛䜙㌿㍕䠅

ᅗ⾲䠐 ᩪ䛻䜘䜛㛗ᓮᒇ䛾ᬒ 䛂⏬ᮏᮾ㒔㐟䛃

Ȫ࣭ၛ࣭ٛ図܁;ͿήͼΠ̥ͣഢशȫ

ȶْུ都ဋȷےئȅŪůŧŰĻůťŭūűİűŪťİĳ5333ĳ7
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にあっ「ႛの実行ࢄ」続に対するࠑ・可ݺ参ຸの目的は、ඊ的対ཟ易のࢺ　

た。その「ࢄႛ」は、ࢺઽ本܃の߳とୌの܃の世子に対する「ෲႛ（Ɂצ見）」

と「ࡃ上物」の೮上からࢹ成され、この機会にຸྃ高ۗにも「進物」19が௭られ、

、に対して「返ႛ」があった。「返ႛ」は「ႛࢄ」、が行われた。また「٠」ႛのࢄ

߳・世子・ຸྃ高ۗからの「
くだされもの

下物（Ɂ時）」と「ࢄ条目（Ɂཟ易のݺ可・

。成されていた（༌ޯ2008Ȅ24）ࢹ条）」の読みかせからࡼ続条件ࠑ

๔のࢺ、参ຸには、൚然、Ւ၊క通তも付きഞった。付きഞったのはࢺ　

大通তと小通তがڎ一人で、見ਠいとして৹年の通তが従ったこともഽ々あっ

たという。ࢺ๔通তは言ဩの通じないオランΘ使୯をմ内して、言ဩをもっ

てࢺ参ຸにଟ行しただけに、使にষいで重要なで、၊ၰ࣭人からှ

りにされたから、時には一行の内で最も重要な、あるփ味では主のような存

在であった。公私にわたる通༕、所へのඑけ、ॿい、ഥో、続書႒の作成、

や部ؚのڬ૦り、出ොې定、ฃい物の値ખ、ང問ݖやۛ者との応対・通

༕、見物୶での説明、ޤ応のにおける通༕、心付け（Ιップ）のളし方にい

たるまで、万端にわたって通তは必要とされたという（༌ޯ1998bȄ151-152）。

参ຸၫ行は、長ॄから下関はၘႹ（短ၘႹࢺ　 Kort landweg）、下関から（現、

ࡇࡩက༗ࢄߴೋ）もしくはࡩまではକႹ（Water reis）、大ा・京都を経

ဇして東٬ൽを通ってࢺにঢる「大ၘႹ（Lang landweg）から成った（༌ޯ

2000Ȅ61）。ഷ中、前の長ॄؚのようにピタン一行が一ݝみか一ฑだけす

るのではなく数ଐၣする定
じ͡うやど

が、ࢺ・京都・大ि・下関・小ாのࡼ所に

あった。このは「Ւ
オ ラ ン Θ

၊క
やど

」とࡤばれ、ࢺの長ॄֲؚ࡙מ門、京都の٬Ⴧ

ؚ与מ門、大ाの長ॄؚࡼמ、下関の佐ࢿ三ֲמ門・չ藤࿓之હ、小ா

の大ाؚࡼの6ࡌである（༌ޯ2000Ȅ104）。

　これらのՒ၊కにଐၣ中に၊学者やຸྃഛ方の出入りがあったり、一方

ピタンたちもの見学にも出かけたりしている。図表５は、݄のඵࡌಋؚ

で൨ແ୨りを見物しているところ（༌ޯ1998bȄ139-142）であり、図表˒は説

明にあるように大ाのൽඞ堀でঢ়ݳを見物しているところである。
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人の出入もある。オランΘ人がാॲをฃうための式ව人というのがࠨ

められていた。༌ޯは、ࢺ長ॄؚで27ྴの人のؚをݷげているし（下線

太ল引用者、༌ޯ2008Ȅ90-95）、三年間における京都٬Ⴧؚで入りの出入人

を分析一။表を作成し、計36ࡌの定式出入人を示している（༌ޯ1998bȄ97-

100）。

　また、༌ޯによると、ࡃ上物と進物は必ず残がじた。いや、残がじ

るようにॽழまれていたという。残は長ॄؚから人にคりわれた。ࡃ上

物の残、ຸྃ高ۗのけた進物とい（主として反物）は長ॄؚから定式

出入りの人の一人ؚࢃקにคりわれた。ࢺ・京・大ि൝のՒ၊కがオ

ランΘ人からけた進物も、ࢺの長ॄؚからؚࢃקにคりわれ、ק後ؚは

一にࢺの市中へ小คした。したがってこのような行ևが、オランΘ人に

とっても、ຸྃ高ۗにとっても、ڎՒ၊కにとっても、ק後ؚなどの定式出

入り人にとっても、すっかり定例となり、ଷഽ化したシステムが出ြ上がっ

ていたことが見て৾れる（下線太ল引用者、༌ޯ2008Ȅ185-186）、としている。

　こうしたことから考えても、ୌ洋式༧記の知েがِ࣭人に流れ出した可能

性が指ഊできる。අに、ק後ؚすなわち三֔زにૂ報がഥわった可能性は分

考えられることである。

（国立国会図書館ウェブサイトから転載）

図表６ 道頓堀で芝居を見るオランダ人 「摂津名所図会」

（国立国会図書館ウェブサイトから転載）

図表５ 祇園見物のオランダ人一行 「拾遺都名所図

図ນ˒　ൽඞཱでঢ়ͥࡉͬݳρンΘ人

ȶ୫ೋྴਫ਼図ٛȷ

図ນ５　݄ࡉのρンΘ人࣐֚

ȶਚ֒都ྴਫ਼図ȷ

Ȫ࣭ၛ࣭ٛ図܁;ͿήͼΠ̥ͣഢशȫ

都ྴਫ਼ኌᅠġĵے įġŜĳŞ　ŪůŧŰĻůťŭūűİűŪťİĳ55533ĺ

　Ȫ࣭ၛ࣭ٛ図܁;ͿήͼΠ̥ͣഢशȫ

ᒬೋྴਫ਼ኌᅠ įġŜ5Ş　ŪůŧŰĻůťŭūűİűŪťİĳ563ĵ63
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　もちろんオランΘ人に対する۬ণはࡕしいものがあった。長ॄ༮行所から

ঀという人が同行してオランΘ人を۬ণしているし、ࢺや大ाの༮行所

もঀを෩ࡍし見ಫっている。しかしながら༌ޯは、Ւ၊కをໍరとして長

ॄ会所の出ಫ人、定式出入人らが、ピタンとの間で、じっとりと「着」

の関係を༗っていた様子が見えてくる。となると、Ւ၊కそのものもእ外に

あったのではࠨしてあるまい（下線引用者、༌ޯ1998bȄ146）、とべている。

そこにՒ၊క通তがۂんでいたとしても間֑いなかろう。Ւ၊కにおける通

তの؍ཕについても記録がある。通তが定式出入人以外に、ၫのഷ中でฃい

物した人をにႲれてܦり、見物人までも入じりई雑し、৾まりができ

なくなったというの主人のஶえがあるという（༌ޯ1998aȄ182-183）。この

ような状ޙでૂ報がטれてもおかしくないのではなかろうか。

　本科学ঃ学会会長と本数学ঃ学会会長をႤහした小ா߄之੩は、「本

は、ࢽٳ（հଽࡼ年、1858）以前にいても、多少はୌ洋ᓥጠ
4 4 4 4

を入してݳた

のである。卽ち一方では直接オランΘ人
4 4 4 4 4

から、他方では、間接にඣを通じ

て、ある程ഽまでは、πーロッパのᓥጠに接ᬕしてݳたのであつた。・・・
4

世ܮのྎဩまでに
4 4 4 4 4 4 4 4

、旣に入されてݳたのである」（ཌྷ点引用者、小ா1971߄Ȅ

241）とべている。このことからすると、ୌ洋ᓥጠ
4 4 4 4

だけでなく、ୌ洋式༧記

も入されていても何の不思議もないといえる。

ĵį3　ඤতとンίρಏۼ

　Ւ၊క通তには、内通তとࡤばれる人たちもいた。५ზඵによると、内

通ত20は、܁長や֥が行うࡢ人ཟ易であるზك（ಕ16参照Ɂ引用者）の৾

引従の通তで、前した大通ত、小通ত、ࡣࠎ通তなどはზ৾ك引には関与

しなかった（५ზ1980Ȅ49）という。『新長ॄ市ঃ』には、内通তは、オラン

Θ܁の出ോ移転とともに平から移住した通訳や新たに長ॄでオランΘ語を

ਠ得した人たちで、その人数や実ఠは不明であるが、かなりの人数がいたもの

と思われる。・・・通তと内通তとでは大きな分差があり、ࡣࠎ通ত、さら
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にはその上の小通তや大通তなどに昇ڒすることなどあり得ないこととされ

た（長ॄ市ঃ編さんտ֥会2012Ȅ525-526）。

　ケンβルはこの内通তについての評価は低いが、気になることも書き残して

いる。

　内通তは（ないつうじ Nai Tsjusi）とは、লのփ味からすれば内通訳と

いうことになるが、らは外࣭人のزに持してྩめを果たすのである。らは

ম前にவ教を信ަしないこと、オランΘ人とは៌ःの間になら͆ことを

し、出ോྴ؟がඪ֣した྾ݺ状を࿙い、ཟ易時期だけに限って出入りするこ

とをݺされる。ڎオランΘ人は、この種のႲ中を2人以上6人まで通তのྴ目で

入できる。らは実ष、ম実上スパイであり、ِ々の行動の۬ণ人である。

10人いても、その中に୶ずˍ人としてオランΘ語をდせる者はおらず、わず

かにこれまでオランΘ人の所でݯॽとして൱いたことのある者たちだけが、多

少オランΘ語が分かる程ഽである。この内通তは、100人以上もおり、大通ত、

අに年๔大通তのྵ႓をける。・・・

　これらの人々の中に、4人の༯（たからやく Takara jaku）すなわち会計係

がいる。༯は、ಭ୕߄のࡩ߄をဖり、出ොমྩをઊる。この他に、２人のຊ

者（͌っし͝ Fisja）すなわち書記がいる。ຊ者は、らのຫしい༥らしの

ვၳをこのࡩ߄からけ৾る。これらの通তのಏ間には、原則として、ঘݲし

た通তの௳子以外の者は入れない（下線引用者、エンΊルベルト・ケンβル著・

今֔訳1989Ȅ91-92）。

　内通তがオランΘ語をდせない々について永積洋子は、ケンβルの੩今

村ֲ࡙מ門は内通ত出であり、後に大通তをめるزの人々もまず内通ত

にහྵされているので、17世ܮ後には、通তのထ߳として一定のڬを果

たしたと思われる（永積1991Ȅ10）、とべている。

　なお、༯（会計係）が洋式༧記を知っていたかどうか気になるところであ

る。ここで永積の論ࣂにഞって、内通তについて見ていきたいと思う。

　まず永積は、1641年（ۘ永ส）8˓のオランΘ܁長マクシミリμン・
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ルメールの記の「通ত約ส人がポルトガル人時代と同様、使用方を༮行平

出たといた」（村上᭙1980Ȅ78）という記を৾り上げ、「内通ত」ܐ門にמֲ

を指すのだろう（永積1991Ȅ9）とべている。さらに長ॄの地ধの႒い（『通

。一ᬍ』ਓ௬Ɂ引用者）からষの書を引用している（永積1991Ȅ9）࣎

　「ଡ଼年は内通তとて、極めて無之口を存者は、おらんだᮄの୯ྐྵ々൱を以、

おらんだ人共に້ഞ、ᮄ物ฃ物の口ᱲを৾ള世を、就夫、出ോྀ年້

ܻ୶後をᛵ不作法に有之、ջ之、ۘ年ᑚع野מֲࡀ門の୯、オランΘ

口存たる者ຐ人、方々よりஶફを致すに付、おらんだ内通তとྴつけ相究、

ࣻ内よりඵ人出し小頭と定、出ോྴ؟通ত指ኌを以、おらんだ人に້、ֲ

の内入ఢのমも通তྴ؟ॿ之究る」（下線引用者、ႅ㡐1913Ȅ180）。また、୶

のルメールの記から「らはࣀೱより༪ݯをけ、会社は今後ݯせ͆こと

となった」（村上᭙1980Ȅ86）を引用している。すなわち、ۘ年 (1670) に

オランΘ内通তというྴがࠨまり、地人としてୃ式にめられていたこと

を示している（永積1991Ȅ9）。

　『通࣎一ᬍ』の引用の中で気になるのは、「おらんだ人共に付ഞ、ค物ฃ物」

とあるؿ所である。このคฃはზكだけであろうか。オランΘ人の用もค

りฃいしていたのではないかということである。ຊ者がここで思い出すのは、

オランΘ֥܁のݥめに応じて活用をోしたンプラಏ間21である。

　५ზඵによると、長ॄ地人総။とでもいうべき1701年（ࡓჍঅ）の『長

ॄ੨人付』に、ンプラಏ間人をՒ၊క「内通ত」߇人のうちに入れ

て数えてある。この点は大いにಕփされることであって、つまりンプラಏ間

と内通তಏ間は、分が同႒であること、ンプラಏ間のॽমはზ৾ك引に限

られていたということである（५ზ1992Ȅ87）。

　一方、永積洋子は『通࣎一ᬍ』に、内通তが༯永অ年（1707）にগされた

とಕ記してあるという（永積1991Ȅ9）。ୃ直なდ、ຊ者は、このಕ記を見つけ

られなかったのであるが、永積の指ഊの通りなら内通তというଷは、༯永অ

年以後は無くなるということになる。それ以後は内口を࿙いながら存在した
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のか、ンプラಏ間にݟਓされたのか、門外漢のຊ者には分からないところで

ある。しかしながら、内通তとンプラಏ間がよく似た႒いのॽমをしていた

ということであり、オランΘ人の近にいたということは確かである。

　ここで思い出すのが、໌藤長ᩒの「・・・出ോニ出入セシ所「ンプラ」

ಏ間トᠲスル人ガ၊人トΦᮄฃ৾引上ୌ洋式Φ記ನ、ྌڣ߄記入方法Φ影

響ϊケシࡡ๛ࡡニ就テΦ研究モ今᧢ニブルᴽဉナシ」（下線引用者、໌藤

1921Ȅ98）という言ဩである。この後໌藤は、܃ッ書きで小さく「ᣵ立長

ॄኌ書܁長ጠฎআ永५時םঙ⢱ጸ外ঃၳ術大ᬏ第ዋਨ第অࡼኌ『ンプ

ラ』ಏ間Φ直ழನ参照」（永५1918Ȅঅࡼ）と追記している。この書物の45๔

目に「直ழನ」のৢ૯がࠇशされ、前βージには、「অࡼ　直ழನ　長ॄ　

ോ一߯ᩒ　ンプラಏ間௲ち出ോ၊܁へのى物ᮄࣺ人൝と၊܁長Ρーフとの

間に化ส年に結ばれたる物ᮄฃᅷࠀڣ約書なり」と説明が付されている。

その直ழನはৢ૯が不明で分かりづらいが、؍書きオランΘ語とアラビア数

লで価ڒ表と思われしものが確できる。これらのことから໌藤は「ンプラ

ಏ間は、ୌ洋式の記ನ、ྌはڣ߄記入方法の知っているんだろうか、どうなん

だろうか。今の自分にはそれをべるだけのဒဉはない」と、やるせない気持

ちをഫႺしているのではないかと思われる。

　いずれにしても、内通তやンプラಏ間からもୌ洋式༧記のૂ報が流出する

可能性も考えられるのではなかろうか。

ޣגশయのನ༹ࣣにచ̳ͥୌဢ式ໝ式༧ܱのࢺ　５

5į1　ࢺশయの人とૂ༭

　前したように、フランソワ・ロンが、本人はչ太၌流の༧記法を知ら

ないが༧記法のれていると記していることについて、それはロンがြし

てその章を書いた1636年までであって、それ以後は分からないとべた。ま

た、ロンに質問された本の人の方も、「それではあなたの࣭のನ༧の付
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け方はどういうものですかȉ」とか、「どういうನ࿂を使っていますかȉ」な

どというということき返し、何らかのૂ報が反対ݯ付として本௰にഥえら

れたのではなかろうかとも書いた。

　よく言われているように、ِ࣭の人たちは、自分たちのನ合法がれてい

るので、それに満௷してୌ洋の༧記法に関心を示さなかったのだろうか。馬

が「ङ࣭論」をৰりけ、校訂書ৢしたことをनり上げたように、ࢺ時代人

には外࣭のものに対して知েဳや好奇心というものがあったのではなかろう

か。

　思うに今ଡ଼を問わず、人のૂ報ဳݥというものはଶまじいと思われる。そ

してၻいものはどんどん৾り入れる。ૂ報によってࣧにもなるし、き残り

もする22。

　例えば、չସ人の場合、一年に一ഽかඵഽ行われる࿒録̧ٳ（ࠨॳ報࣬会）

の他に、ࢺഝからչସの本宅にに一回、「ུે」というものがられて

くる（下線太ল引用者、田中2014ࢣȄ50-51）。これは、「ࢺഝの人がࠨ

定してほしいমࣜについて書き記し、本زの主人がそれに対して指示を与える

というものである。չସ人はૂ報をଇ速にかつୃ確にഥえるために様々な

だてを৾った。අに近代ല会と֑ってૂ報のഥోにおいて公的なサービス、す

なわちဍ༒・ഩ信ଷഽがないもとでは人は自らの力でૂ報ڕ得・ഥోをしな

ければならない。そこで၌用されるのは、幸༒・定ݗ・ႉ時ݗ・本ز代

の෩ࡍ・主人のݑࢺめなどである。これらのうち、常的な業ྩにかかわる

ᠰ議ࠨवは定ݗによって行われ、ࢺの大غやհଽの地ૼなどのような重大

ম件のषにはႉ時ݗが使われた。本زの主人がࢺに対してった書状は、

वを記していࠨ報࣬やᠰ議の内容を記した上でޙഝからもたらされたࢺ

る。」（三重1998ࡇȄ15）。このように、に一回、ࢺからչସまでૂ報が

られ、それを見て主人がࠨ済することがあればࠨ済し、持を出すというシ

ステムになっていた。

　本ݳ長は『ޮ勝間』の一୯では、「かくて松ाは、ことによきၖにて、・・・
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ີるزおほく、ࢺにഝとい͏物をかまえおきて、代とい͏物をおほくあら

せて、あきな͌せさせて、あるじは、࣭にのみݳてあそびをり、うわべはさし

もあらで、うちはいたくゆたかにお̮りてわたるȤȤ」 ( 下線引用者、吉・

佐竹・野1987Ȅ477-478) と記しているが、それは表向きのことである。չ

ସ人の研究者、大喜多༝は、չସ人は、ࠨしてဋんでばかりいたので

はなく、人ోの流の場が必要となり、それが߉会、ظ会などの化的な

サークル活動に発ജしていっ

た。・・・ࢺ中期までには

会が松ाの人たちのサロظ

ンの場になり、人同আのဋ

やૂ報換の場となった（下線

引用者、大喜多2017Ȅ266-271）

とべている。すなわち化活

動もૂ報ਓ集のためであったといえる。

　また、ࢺ時代はのんびりしているようでも、ૂ報のഥわるのは速かったよ

うである。例えば、世ٰにも

描かれている『չସإ頭Ⴊૢ૿』

というܒໍظの人気の目があ

る（図表˓）。これはۘଽส年

（1796）にչସのࡣ市のဋڜ、

ؚで起こった૿ੱম件を題ऺ

としているが、ম件の起こった

ඵか後には、近松徳三のに

よって大ाで上されて好評を

ฎしていた（չସ市2013Ȅ647-649・694-700、後藤1992Ȅ16）。

　ૂ報にもຮ感、ૂ報のഥわる速ഽも速い。ࢺ時代の人はその気になれば

いくらでもૂ報を得られたと考えられる。下種のې繰りといわれるかもしれな

䚷䚷ฟ䚷ఀໃᕷ❧㒓ᅵ㈨ᩱ㤋㻞㻜㻜㻜䠈㻡

ᅗ⾲䠓 ᅜ࿘⏬ 䛂ఀໃ㡢㢌ᜊᐷล䛃

䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷㛗ᓮṔྐᩥ༤≀㤋ᡤⶶ

ᅗ⾲䠔 ၈⹒㤋⤮ᕳ ᐗᅗ䠄Ἑཎ㈡䠅

図ນ˓　࣭ਔْġȶչସإ൮Ⴊૢ૿ȷ

図ນ˔　െ၊ٛׯ　ےٰ܁図Ȫٖࠄࡔȫ
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いが、その気になればဋ੫にှんでૂ報を得ることだってできたと思う。出ോ

の門外にはଷढ़が立てられ、̮ଷのমࣜがࣜࡼ目書かれている。その第一๔

目に「一、傾ઽ之他੫人入ম、」（村上᭙1980Ȅ87）とあった。つまり傾ઽ（ဋ੫）

の他は出ോに入ることができなかった。確かに出ോのٰにはオランΘ人にܙ

りഞうဋ੫が描かれているものが多い（図表˔）。༌ޯ一は、『出ോဋ੫とՒ

၊క通ত　―၊流と֮の立者―』（༌ޯ2018）という書物を著し、܁

֥とဋ੫のྟな関係を描いている23。༌ޯによると『出ൌՒ၊కؚົࠊ』と

いう出ോの全体像を描いたٰの中に描かれている人物は、性22人、੫性26

人と、੫性の方が多く੫性は全てဋ੫だという（༌ޯ2018Ȅ10-11）。そして「ဋ

੫の出ോか、通তの出ോか」（༌ޯ2018Ȅ143）ともべている。出ോが機能す

る200年ဒりには、人がဋ੫にှみ̮とをし、ૂ報を得ていたこともあるか

もしれない。

　さらにૂ報というのは、লというࠁをとらなくても過ݲから現在までഥえ

られる。「口ഥえ」とか、「ഥઇ」というものである。小ாᖜ一は、「芳野࣭

教談によれば近ࢺ人の一ဎ、藤ॄெزמは一ؚをし、全࣭にഝ

をࢹえることඵ有ဒ、そのನ合法はၔನ・表ನをもってࢹ成されていた複

式༧記であって、これはې定༮行བྷ々にտు、立մせられたものであるとの口

ഥが存するဇ（ୣຊ者）、ຸྃの通তが和၊༧記法を学んだম実と一ྤ通じ

るものを感̶られ、ୌ洋式༧記法が基礎になっているとの想定もなしとしな

いが、立証する確実なঃၳは存しない。芳野教も口ഥをもってୌ洋式༧記法

影響の証であるとしておられるわけではない」（下線引用者、小ாᖜ1962Ȅ15-

16）とべている。これは小ாがୌ洋式༧記のഥを๛定するためにݷげた例

である。しかしながら、口ഥえになっているということは、例えばࢄଷに

れるということでলとして残せなかったとも考えられる。また、いくら口ഥ

えでঃၳがないからといって、そのম実が無かったとは言い୨れない。それは

シュリーマンのトロイの֒発ߡの例を出すまでもなく、口ഥえや、ഥઇ、神

დがম実であったという発見は他にもある。



─180─

　和ظ૩太は、ঃၳとはႤঃ的ম実をࠁયし、Ⴄঃ的েの対યをࢹ成する

素ऺである。・・・それ自ࡢ々においてはたしかなるႤঃ的মયを物語ると

はい͌難き数々のঃၳは、͌ ろき分野よりݥめられ、ࡽに相༞௷する用をなす、

としてষのように分႒している（和ظ૩1980Ȅ18-19）。

　　(1)　֒　　{ 目的記録・偶然記録 }　ࡃঃၳ

}　ࠁ　֒　(2)　　 ֒　物・֒　֒　୦ }　考ࡣ学的ঃၳ

　　(3)　֒　ਠ　{ 行ևഥઇ・言語ഥઇ・心ૂഥઇ }　ྦྷ௹学的ঃၳ

　すなわち (1) をঃၳとして研究するのがႤঃ学であり、(2) は考ࡣ学、そし

て (3) がྦྷ௹学であり、Ⴄঃを研究する場合は、それらがࡽいに༞い合って用

をなすということである。

　したがって、口ഥえ（言語ഥઇ）はྦྷ学におけるりっ͋なঃၳであるとい

える。ただし、「ې定༮行བྷ々」がୌ洋式༧記を知っていたということも追及

していかなければならない問題であるが、ୌ洋式༧記のِ࣭への影響の可能性

が示唆されているのではなかろうか24。　

5įĳ　ನ༹ࣣとୌဢ式ໝ式༧ܱ

　以上、長々と書いてきたがここまでのমで、ِ࣭ࢺ時代のನ合法にୌ洋式

の複式༧記が影響を与えたというેޙબݶはݷがってきたのではないかと思

う。ただし、上記以外にもオランΘ東インΡ会社のロΌマークを付したࡣչ万

ၖをπーロッパに出していた佐ٖණോ๋関係25など、ౝせば出てくると思わ

れる。

　さて、ୌ洋の言ဩも解せない、アラビア数লも読めないࢺ時代人がୌ洋式

༧記から学ぶとしたら、着想とかアイディア、さらには外ࠁ的なমではなかろ

うか26。外ࠁ的といっても൚時はຊཧと和ঞで、βンもなければ洋ঞがِ࣭で

ॲされるのは近代明হに入ってからである。さらに『ನ合之法』で使われた

漢数লにˌ( ゼロ ) をழみ合わせた「位৾り記数法」は、オランΘ語とם語に

ୈ通し、三ഽの؎ༀ体ࡑがありِ࣭有数のୌ洋通の知ে人であった沢吉を
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以てできたことであろう。

　それではನ合法で影響をけているところはどういうところか。ຊ者が考え

てみたのはষの三点である。

　　ˍȅ純၌ףが一致していることを知っていた。　ɨ　複式ࠨॳの着想を得

た。

　　２ȅನ༧ழの୭計と、大ನ　අに大ನ（คڥನ）を総ې定ࡓನの൱

きをさせる着想を得た。

　　３ȅ本ഝ会計の着想をえた。

　まずˍについてである。オランΘの༧記ঃをຏ解くと、17世ܮの初めにシモ

ン・ステόィン（Simon Stevin）が純၌ףのඵ重計ॳについてべている。　

田中藤一によると、ステόィンはࠨ、 ॳにおいて今のৰ対照表（ȨStaetȩ）

とఅף計ॳ書（ȨStaetproefȩ）によって純అף計ॳの一致を見ることの必要な

ことをべている（田中藤1961Ȅ162）という。図表˕がステόィンのȨStaetȩ

とȨStaetproefȩである27。

 　純၌ףのඵ重表示こそなされていないが、17世ܮ初頭にステόィンは純అ

でࣟ「ॳ༧ܱࠨとໝ式ࢃஜܮ3į1　ِ࣭の17ଲ」。計ॳの一致をしていたף

は、複式༧記زげた。この三ݷॳの計ॳ式をࠨの複式ز三֔、ز長、ز౻

において純၌ףが一致するということについて、何らかのૂ報を得ていたので

はなかろうか。もちろん複式༧記について理解できるような環ޏは無かったわ
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けであるので、Ϊントになるようなち͡っとしたૂ報である。そのૂ報を基に

それぞれのزのփࢥ夫に作られたのではなかろうか。ࣟ౻زの場合、実地

ءによってॳ出される期ྎୃ味代と、অಔࠨॳ法でॳ出されるそれとが一

致することは経ࡑ上知っていたと思われる。また、期東の明講方ॳ用

状では、ਓڣと付ڣが合致ڣをඵ重表示していることが三ဇ実子の研

究から明らかになっている（三2014Ȅ54）。このようなാరにୌ洋式複式

༧記のアイディアを加えることによってࣟ౻زのॳ用ನがれたという考えは

成り立つのではないか。ࣟ 、ではなく期ྎ代のඵ重表示したのはףが純၌ز౻

とز三֔、زというものを重んじたからではなかろうか。それが長「ز」

のඵ重表示ף経済が進み、ୌ洋式複式༧記のૂ報が多くなるにつれて純၌ى

重ণに移っていったとも৾れる28。ୌ洋式の複式༧記は、ॽ訳のٴから複式

記入を行っているので、ې定科目の௺性分႒から考えて़ॲ計ॳとఅף計ॳが

分離しやすい。それに引きఢえ、ِ࣭のನ合法の場合、ৰ複記を行っていな

いのに純၌ףのඵ重計ॳをしているのである。何かΪントが無ければ、こんな

に்いٴで純၌ףのඵ重計ॳが出されないのではないかと思われる。いく

ら経済が発ోしたからといって考えにくい。やはりそこには複式༧記のૂ報が

作用しているところであろう。

は、世界で一๔்いのではなか「のඵ重表示ף純၌」し、このڀ、題ݝდ۽　

ろうか。　

　ষに２の「ನ༧ழ」である。ຊ者は、中世に「記」とࡤばれていたನ༧

が、ࢺ時代に目的別に分ڬされ「߆߄出入ನ」であるとか、「ॽ入ನ」、「คನ」

などの੨ನ༧に分化していったと考えている（田中2014ࢣȄ174）。そのನ༧を

ඊ立させる場合、ୌ洋式複式༧記の総ې定ࡓನのې定科目が参考にならないだ

ろうか。東インΡ会社オランΘ܁では「ॽ訳ನ」と「総ې定ࡓನ」が記ನさ

れていたことは、行໌和ฎ（行໌1992）を初め多くの研究者が研究をしてきた。

どのような目的のನ༧を作るかということは、「総ې定ࡓನ」記शの੨ې定が

参考になるのではなかろうか。その極めつけは、総ې定ࡓನの൱きをする大
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ನ（คڥನ）である。中֔زの大ನが総ې定ࡓನの൱きをしていることを、

初めて世に知らしめたのは小ாᖜ一である。また、三֔زの大ನもそうで

あるということをୌഴが発見した。中֔زが大ನを総ې定ࡓನのڬを

持たせたのはށװ三年（1745）から（小ாᖜ1974Ȅ5）だという。また三֔ز

の大ाၰఢഝでは༯Ⴃঅ年（1754）からの分が現存するという（ୌഴ1993Ȅ

309）。ຊ者は著書で、「ࢺ時代のز（ࣧ）のನ合法においては、総ې定

ನとして၌用するࡓ定ېನに൚たるものを持たないನ༧ழと、大ನを総ࡓ

ನ༧ழがあったと考えられる。ڀし、زの中であるものは、大ನを総ې

定ࡓನに進化（変化）させていったのではなかろうか」（田中2014ࢣȄ37）と

べた。この進化（変化）のၔには、オランΘ܁関係のૂ報があった可能性

はあると思われる。

　ষに３の「本ഝ会計」である。本ഝ会計も中֔زが有ྴである。この本

ഝ会計についても、オランΘ東インΡ会社が、アジアにおける本ݶ地であっ

たバタόィア Batavia ܁を本ഝとし、アジアڎ地のオランΘ੨܁をഝと

した本ഝ会計のシステムであったことが行໌和ฎの研究（行໌2008）で明ら

かになってきている。そこで思いかぶのが、ഛ明ส年（1788）89から15

まで、ୌ洋画زで၊学者でもあるং馬ࢺ漢が初代中࡙֔左מ門（ၻဈ）宅

にత在し、ޢ܉や「地ݩの図」൝を見せ、14には「中֔ၻဈય」（ࡆ本着

）をॽ上げている（下線引用

者、ಱா・٬野・ଫ野・中५・成

ଳ編1994Ȅ328）ことである（参

考Ɂ後年になるが、図表10はۘଽ

6（1794）ࣼにং馬ࢺ漢が描いた

ِ࣭初のൾ版世界地図である）。

　小ாᖜ一は、中֔زの複式ࠨ

ॳ༧記法のଷഽがۖ成するのは明

和ඵ年 (1765) と推定している（小
（国立国会図書館ウェブサイトから転載）

図表10 司馬江漢が描いた我が国最初の銅版世界図ນ10　ং෯ۧࢺがຝِ̞̹࣭डのൾๅଲٮ

Ȫ࣭ၛ࣭ٛ図܁;ͿήͼΠ̥ͣഢशȫ

ং෯ੈۧࢺġጱ᎗࣫　ŪůŧŰĻůťŭūűİűŪťİ3508016
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ாᖜ1974Ȅ6）し、後年の論ࣂでもඵ重計ॳの成立をށװ三年（1746）ともし

ている（小ாᖜ1979Ȅ262）。これはࢺ漢がత在するはるか前である。しかしな

がら、൚主中֔ၻဈは、ୌ洋画زで၊学者でもあるࢺ漢をฑさせ、ޢ܉や

「地ݩの図」を見せてもらっているし、自分のથ像画までも書かせている。こ

れでୌ洋のことに関心がないといえるであろうか。ڀし、ၻဈは、以前からୌ

洋のことに関心がありૂ報を集めていた。だから「中֔زನ合の法」がۖ成で

きたのではなかろうか。ただし、そのૂ報はあくまでも౯༌的なもの、խはΪ

ントになるようなもので、後はزの自੩഼力であったろう。付言すると、中

式で記ನしている例ࠁの場合において、上下ඵに分かってୃ分別するز֔

はඵ三にとどまらない（小ாᖜ1962Ȅ56）という。これなども複式༧記のৰ

定のૂ報があって、それをΪントしたのではなかろうか。ನ合法は、ॳ用ನې

を見ても、その計ॳの過程で௷したり、引いたりする。換ॳをすることもある。

しかしながら、計ॳは「そろばん」でしたので少しもߎにならなかったであろ

う。したがって加減別々に計ॳするという発想が、自然にまれてြたとは考

えにくい。

　ところで、村ୃহは、近藤زというਗのݿ問ؚの化年（1809）のನ

合法を分析し複式ࠨॳのࢹ௮を持っていたことを明らかにしている。村によ

ると近藤زの化年のॲܰ࿅は30۹目であり、ࣟ౻زの場合、最低はۘ

年（1670) の327۹目で、最高は明হ9年 (1876) の8万6492۹目、中֔زの୵

రࡓഝのށ和2年（1802) は4万880۹、三֔زの༯永7年（1710）は7639۹目であっ

た。これらのزと比べて、このݿ問ؚのܰ࿅は極めて小さい。それにもかか

わらず複式ࠨॳࢹ௮であったことは、近世においてこのようなನ合法がかなり

一般的に行われていたことを推௶させる（村1977Ȅ300）としている。この

ことから、ࢺ期も後になると複式ࠨॳを持ったನ合法はࣧばかりでなく、

もっとܰ࿅の小さいزにもຽ及していたと考えられる。

のزの田部時代後期でれておきたいことがもう一つある。それは出ࢺ　

ನ合法、すなわち「出ನ合のၰ࿂ې定」といわれるもので、多ನ༧ଷ複式ࠨ
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ॳ༧記である。出ನ合についてમしくは、平֔ణ太ࣂ（平֔1936）、५下

勝হࣂ（५下勝1936）、ع原一夫著（ع原1977）൝を̮らんいただくとして、

ここではع原が描いたನ༧ழの図（図表11）を̮။いただきたい。まず、ˍ

として、大吉Პの੨৾引は、৾ 引内容に応じて、それぞれのನ༧に記録される。

定ज別ېڎに「定目録ېȿȿ୨੨」、ॳ期ྎに、੨ನ༧を整理ൡ合してࠨ、２

にまとめられる。この「੨ې定目録」は、ࠨॳ報࣬書であって一ॗのನ༧を

なしている。３、ېڎ定जのई合ې定を分解して、అېף定と़ॲې定

のඵࠏႥに分ける。４、అېף定を「出目߄

ज」へ、़ ॲې定を「ெ差引ज」へ集合する。

出目߄जと、ெ差引जの純అףは一致する（ع原

1977Ȅ150-151）。ここでڎನ༧は、一つのې定と

考えたらいいと思う。また、「੨ې定目録」は総

計ॳ書、ெףजはఅ߄ನともいえる。出目ࡓ定ې

差引जはৰ対照表。出ನ合は、ৰ複記もし

ていないし、複式༧記とはいえない。५下も単式

༧記であるとしている（५下1936Ȅ136）。しかし

ながら、ನ༧の流れだけを見たらୌ洋式複式༧記

の流れをփেしたものになっているのではなかろ

うか。出ನ合はށ和年間には発見できないが、

հଽ年間には確し得るという（५下1936Ȅ90）。

し、ྃྎになるとୌ洋式༧記のૂ報がかなりۖڀ

全なࠁで५֮地方にまでඑいているといえないだ

ろうか。

　ನ合法は、その人のഥであり、門外不出の

法であった。だからز々によってやり方が֑う。

しかしながら、ある種の共通性もみられる。小ா

ᖜ一は、学校教֗というଷഽがなく、業実ྩ ฟ䚷Ἑཎ1990䠈151
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に関する指導書のようなものもなかったࢺ時代にあって、一つの方法が地域

を超え、時代を超えてഥする可能性というのは人が相ࡽに教え合うという

ことであったと思われる。それはಢ౽༮公が広範にわたっておこなわれていた

こと、ँ֧関係29など考えられないことではない（小ாᖜ1991Ȅ136）とべ

ている。さらに、ૂ 報というのは、なにもオランΘ܁経ဇからばかりではなく、

前のչସ人のように؍の関係からも入ってくる。時間の経過とฺに、いろ

いろなഥో経Ⴙをって、౯༌的かもしれないがୌ洋式༧記のૂ報や、それを

৾り入れたನ合法のૂ報が徐々に૫൫していったのではなかろうか。

　しかしながら、そのঃၳはない。それはࢄଷであったからだし、そもそも

ನ合法そのものが門外不出の法であったから൚然でのことあろう。「オラン

Θのॽ法を૯似た」とか、「通তにいた」などということはলとしては残

さないし、残らないだろう。

、時代のನ合法は、ཱུ訳本や教科書があったというものではなくࢺ、しڀ　

また一人ঢは̮く少数の者によって成しଛげられたものではない。もしか

අ定の人物によってなされたのなら、ನ合法はもっとൡ一性のある物になって

いたはずである。それは、人の᭻ဳなૂ報ဳݥと、ྴも知れないزの༮公

人のࢥ夫と഼力によってۖ成されたのではなかろうか。

　以上、本ࣂは、ِ࣭がୌ洋式༧記の影響をけていたと結論付けた。それで

はঃၳが無いのはどう考えるか30。それはঃၳがないのではなく、現在残され

ている複式のࠨॳ書（ॳ用ನ）や大ನなどのನ༧႒、多くの୶ోが研究した

ঃၳそのものが、影響をけたという一ষঃၳ、それも第一級の一ষঃၳであ

るとຊ者は解釈したい。

　最後に、もし影響をけているとしたら、前ࣂ（田中2021ࢣȄ124）において、

表方式が同質گ三がನ合法と『中小企業༧記要ႀ』（以下『要ႀ』）の総ࢴᰦ܊

であるということを一つの根ݶとしてୌ洋式複式༧記がِ࣭にഥしたという

問題も解ࠨするのではないかということをべ、本୯をਞえたい。

　つまり、܊ᰦは『要ႀ』がΧプスブルクزのႀ地であったධΡイΜ、オース
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トリア地方で用いられた総گ表方式をन用せ̰るを得なかった背ࠊには、ನ合

法と同質性があったからであるということある（܊ᰦ1989Ȅ27）。

　この点については、୩著（田中2014ࢣȄ283-286）でも৾り上げてきたし、

前ࣂでは三代ୃਜの論ࣂも引用して൞えた（三代2021Ȅ193）。『要ႀ』が

ِ࣭のഥൡ的なನ合法をかしたものにせ̰るをえなくなったのは、൚時の中

小ഝがྚだನ合法を使っていたからである。明হ6年（1873）に『ನ合法初།』

と『߆行༧記ୈ法』が出版され31、それ以後߆行や大企業などでୌ洋式複式༧

記が導入されていったにも関わらず、ನ合法は明হ、大ୃ、和と第ඵষ大

後までき続けた。それは三代ୃਜもべているように、ನ合法が、ِ࣭に

おいて営々と記録され続けてきたਠ（三代2006Ȅ73）であり、ྦྷがතஅ

んできたもの（三代2006Ȅ84）であったからである。だから『要ႀ』はನ合

法と似たものにせ̰るを得なかったのである。

　しかしながら、本ࣂで考察してきたように、その「ನ合法」そのものがࢺ

時代のਞわりまでにୌ洋式༧記の影響をけているとしたら、დは変わってく

る。前したように、複式༧記そのものはഥしなかったが、ನ༧の記श様式

や、ನ༧ழ、さらには純၌ףのඵ重計ॳの着想は৾り入れられた。だから『要

ႀ』は、そのನ合法に合わすために、オーストリア、ධΡイΜ式の総گ表方式

を持ってきたのは自然の成り行きではなかろうか。もっとも܊ᰦがいうところ

の「Χプスブルクزとも結ుしたイエΒス会のື教活動」々ということは分

からない、ただ、܊ᰦの主ಫにも信ᐿ性が出てくるということになるのであろ

う。読者の方々はどう考えられるであろうか。

˒　おわりに

　以上、本ࣂではୌ洋式༧記のِ࣭のನ合法に影響で与えたかについて考察を

進めてきた。ただ、その前として、「ഥしたという証ݶを示すঃၳ」は残

存しないという前として論を書きইめた。そのष、ධ๘ཟ易、අにीやฎ多
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の人とධ๘人との関係からもഥの可能性ౝることはロマンを感じるところ

であるが、近世ঃၳが残るِ࣭とオランΘとの関係を中心に考察を進めてきた。

　それは、①近世の本が「ङ࣭」というイメージではなく٬外に向けٳかれ

ていた部分もあったということ。②フランソワ・ロンのいうように、本人

が「չ太၌流の༧記法を知らなかった」のは、17世ܮ前までのমでありそれ

以後は、「知った」かもしれないということ。しかしながら、ӳ「知った」と

してもࢄଷのためにলとしても残らないだろうということ32。また、Ӵ複

式ࠨॳをいち்くۖ成させたࣟ౻زや三֔زなどはୌ洋式༧記についての何ら

かのૂ報を得やすい環ޏにあったこと、そして、なによりӵ「Ւ၊క通ত」が

ୌ洋式༧記を理解していたことは大きいと思われる。さらにӶそのૂ報はჃれ

やすいことも分かった。それに加えӷࢺ時代の人の،େなૂ報に対するဳ

があった33。これらのことは全てୌ洋式༧記がِ࣭のನ合法に影響を与えてݥ

もおかしくないという「ેޙબݶ」になると考えられる。

　最ਞ的には現存するॳ用ನやನ༧そのものが、ୌ洋式༧記がِ࣭に影響を与

えた何よりの証ݶであるという法で論をജٳしていった34。

　しかしながら、५下勝হも出ನ合を単式༧記であるべていたように、そ

れ以外のࢺ時代の人のನ合法を見回しても複式༧記といえるものはない。

したがって「複式༧記」そのものは「ഥ」しなかったといえるだろう。しか

しながら、ڀし、着想など何らかの点で、ୌ洋式༧記はِ࣭に影響を与えたの

は確かではなかろうか。つまり、ୌ洋の言ဩも解せない、アラビア数লも読め

ないࢺ時代人がୌ洋式༧記から学ぶとしたら、着想とかアイディア、さらに

は外ࠁ的なমではなかろうか。ನ༧の記श様式や、ನ༧ழ、さらには純၌ף

のඵ重計ॳなどであったろう。「5įĳ」でもべたように、ِ࣭の場合、ॳ๕で

やるので計ॳはߎにならない。だから、加減（ৰ）別々に計ॳするという発

想はまれにくい。それよりもୌ洋式༧記法がまずあって、その影響をけた

と考える方が自然ではなかろうか。

　Ⴄঃ学において、「東アジア世界論」というႤঃ理論をしたୌൌ定は、
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「いわゆる本ඊ自の化様式というべき੨現યは、本のႤঃの経過の中で

後ြ的にࠁ成されたものであり、中࣭化の影響より以前から存在したもので

はないという点である。それゆえそのような本ඊ自の化ࠁ成も、本のႤ

ঃを世界ঃ的۷点から理解しようとするიழみの中で、その世界自体の変動と

関Ⴒして理解されるべきことになるであろう」（ୌൌ2000Ȅ119）とべている。

このୌൌの考えを考慮に入れるなら、ڀし、ِ࣭ࡥ有の༧記というものも、中

࣭からြされ、Ⴄঃの経過の中で後ြ的にࠁ成されてきた。それが大٬࣎時

代という世界ঃ的なಲ流にߚしたことにより影響をけۖ成していったと考

えるべきではなかろうか。

　ຊ者は、୩ࣂ（田中2019ࢣb）の「おわりに」において、リトルトン（A.Cȅ

Littleton）の『リトルトン会計発ోঃ』（ACCOUNTING EVOLUTION TO 1900）

の中の「ははじめࡼ世ܮに、ষいで߇世ܮにৣしたのである」（A.Cȅ

Littleton 1933Ȅ368：༌野訳1989Ȅ498）という有ྴな言ဩにથって、和式会計

の発ోঃをষのように表現した。

　 Ȩは、ِ࣭において大ၘから入されたၙ႓ଷഽがۖ成するส世ܮと、

অ世ܮからࡼ世ܮの中世の֭、そしてى経済や৾引が発ోする

がॳ用ನにおいて複ز౻ࣟ、時代の前ࢺ

式ࠨॳをۖ成する্世ܮにৣしたȩ （田中ࢣ

2019bȄ145）、といえるかもしれないとべた。

　本ࣂでの考察に照らし合わせるなら、章の

後は、Ȩ・・・ى経済や৾引が発ోす

るࢺ時代の前、ୌ洋式༧記の着想も৾り入

れることによって্世ܮからส世ܮにৣし

たȩと変ࢵすることになるだろう。

　さて、最後にもう一点だけ追加したい。これ

も୩ࣂにおいて、ಱと本のࡥ有༧記は、ࡓ々

は中࣭に起࡙があり、同一グループの௺す༧記

図ນ1ĳ　߆ဢᱲᣥ
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であり、東アジア੨࣭のࡥ有༧記は、ୌ洋式の複式༧記に対して、「ಎ࣭Ȇ

ͺΐͺࢊ」といってもいいと思われる（田中2019ࢣaȄ30）とべた。そこ

で中࣭とಱのࡥ有༧記に対するୌ洋式༧記の影響を短く論じたい（中࣭とಱ

のࡥ有༧記について、મしくは田中2019、2017ࢣa が参照ܐいたい）。

　ຊ者は、୩ࣂで上٬のດ的な中࣭ࡥ有の༧記の考察したことがあった。上

٬にあった東Տ同書֭という高൝教֗機関（ݰଷの門学校）の教、आ܅

ᄹが現地の状ޙをऔして明হ39年（1906）に著したȸὈኈުᬍȹという

書物の中に中࣭ࡥ有の༧記の記がみられる。また、ံ年の明হ40年（1907）

には、根܅の指導の下に東Տ同書֭の学が中࣭ڎ地をऔした結果をまと

めたȸඣᣘᚫȹలঅਨにも中࣭ࡥ有の༧記のことが記शされている（田

中2017ࢣ）。おそらくこのඵॗが、ِ࣭の中࣭ࡥ有༧記の研究のቭ矢であると

思われる。前者に示されたನ༧は上下２၇に分かれ、それぞれにې定科目と߄

さらに。（（出ොನ߆߄）洋ᱲᣥ߆、図表12は）を記शするようになっていたڣ

。ॳ書は、縦書きではあるがৰ対照表をႲ想させるࠨ一回のという「結」

また、中࣭ࡥ有の༧記のऔ報࣬書においても、そのನ༧ழをୌ洋式༧記書

（おそらくマルシュ（C.C. Marsh））に範を৾ったழ図が描かれている（田中

2017Ȅ153、159、164）。ୌ洋式༧記のನ༧ழでನ༧を分႒・説明できるこࢣ

と自体、ୌ洋式༧記の影響をけている証ݶであると考えられる。൚時、東Տ

同書֭大学の教で後に神大学の学長となる田義は、中࣭ࡥ有༧記を

上٬方࿂でຽ通に用いられている波ࠏ༧ܱと、၊֣ޅلの用いているධࠏ

༧ܱȪᎢ༧ܱとᇹࠏ༧ܱȫと区別し（田1942Ȅ32-33）、ධࠏ༧記につ

いては、ୌ洋式༧記影響の࠼ැがある（田1942Ȅ35）とべている。このこ

とに関Ⴒして頭にかぶのが、中࣭ঃ研究の大ॄݠ、ز市定がୄ代の化はࡓ

代とは異なって、πーロッパ化の影響をޑくけた（2000ॄݠȄ523）。だた

し、ۋၦೱにঢって、・・・対πーロッパཟ易をଷ限し、܅״のࢽٳ場を৾や

め、ై広東一ࢽにおいて易することをめた（2000ॄݠȄ527）とべてい

たことである。このことからも中࣭ධ部の܅״部におけるୌ洋式༧記の影響の
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可能性を感じるところである。さらに、前にධ満ਗഘൽ株式会社上٬মྩ所

において、中࣭ࡥ有༧記を実地औした一条ဎংも、「中ኈኈ
ママ

有༧記にて何

れが本ᅂ的なものであり、何れが複式༧記の影響にջるものであるか、ྌはᆌ

者とも本ᅂ的なものであるかに᳀するຊ者のౝ究は之をጶြに期したい」（一

条1943Ȅ135）とთいを見せている。

　近年の研究で、ୌ洋式༧記の要素を৾り入れた中࣭の༧記書が出版されたの

は20世ܮに入ってからである。ୄ・Ⴚ争後、アジアでいち்く近代化し

た本に学ぶために多くの中࣭のਜな৹者がၣ学してきていた。そうした状

の中で、会計の分野でも本人の著した多くの書物が、中࣭語にཱུ訳され出ޙ

版された。吉田ၻ三の『会計学』や『最新業༧記』、東ዦࡼの『近世༧記

法大ࣇ』、太田ഓ三『会計学ٽ論』、佐野作の『業༧記教科書』などである。

これらはもちろん、ୌ洋式༧記のことを記した書物である（田中2017ࢣȄ

159-160）。つまり近代中࣭に本経ဇでୌ洋式༧記が入っていった。

　しかしながら、前したように『Ὀኈ業ᬍ』と『ඣᣘᚫ全書』は中࣭

現地で行われていた༧記をऔして作られたものである35。そうしてみると、

有の༧記の中には、すでにୌ洋式༧記の要素がဣけࣺࡥし、ୄ代ྎには中࣭ڀ

んでいたのではなかろうか。

　ষにٳઽ༧ܱについては、神高൝業ጠ校（現、神大学）の業で後

に༦校の教となるଌ藤（吉）が、1917年、同ௗ会ধに、『高Ⴁ之ࡶɁ世

界最高ٳઽ༧記』というタイトルで、「ᗳༀの何れのኈにも୶ち今をݲるຐ

年前旣に高Ⴁಱ時代に複記式༧記のᜥあり」（ଌ藤1917Ȅ4）とٳઽ༧記を୲

ॷしている。また、ံ年1918年には、൚時ಱ新記者であった田村流କが、

『東京ᣘᚫ᳦ধ』1911に「高Ⴁ時代に複式༧記あり」という論を発表し、「չ

太၌よりඵຐᴽ年前之をᜥしてݳつた」（下線引用者、田村流1918Ȅ17）と

まで言い୨っている。

　図表13の「ٳઽ༧記のನ༧の流れ」と、図表11と見比べてほしい。図表11で

最初に記ನされるのは「大吉Პ所௺ڎನ༧
4 4

」である。前にも書いたように、ࢺ
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時代の業ನ༧は、「記」が分化したものである。ඵ๔目の「ȿȿ ୨੨ې

定目録
4 4

」について、中世期において「記」には、「物などを記した目録
4 4

」

というփ味もあり、実षのࠨॳ報࣬書に「記」と付したものがある（田

中2014ࢣȄ162・177）。このように考えるなら、図表11と図表13は似たような

ನ༧ழとなる。『世界大ຐ科মങ』をみると、၏ಱ時代のٳઽは業のと

して発ജをとげた。そのいはٳઽ人または松都人は、ؐݰಱの֒（下

線引用者、ୌୃ1991Ȅ572）であったという。ם語のȦKoreaȧの語࡙にもなっ

た高Ⴁؐಱのۗၯであったと考えれば、ٳઽ人は、൚然ਜな人ऺの集合体

であったろう。だから、らが使った༧記もれたものであったというഥઇが

あるなら、それはその通りであろう。しかしながら、その༧記が現在研究され

ている複式ࠨॳのٳઽ༧記であった༗証はない。

ୌ洋の複式༧記がಱോで知られるようになっ

たのは近代に入ってからであろう。実ष、最新の

研究でもٳઽ༧記のঃၳがஸれるのは19世ྎܮま

でのようである（田中2019ࢣa 参照）。それを考

えるならٳઽ人がイタリアより200年も前に複

式༧記をۖ成させていたというのは、「後付」で

はなかろうかという推௶は成り立つ。

　ଌ藤や田村が論を発表した時期は、「複式༧

記」という言ဩが、一般にも知されইめてき

た時期でもあり36、「ಱോで؎ༀより்く複

式༧記が発明されていた」などといえば大きな

დ題になったに֑いない。しかしながら、「ٳઽ

༧記」というものがಕ目され研究されইめたࣼ

に大૩研௮がべた、「ٳઽ༧記のශきも矢ಫ一

般のጠ術ᩖࢥ൝と同じく外ᅂ的化（Exotische　

Kultru( ママ )）であつて、িかも現にᘀ存せる
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をຊしࣂನから推してもୃ確なる年代は明しないが極く最近（大૩が本ࡣ

た1922年൚時Ɂ引用者）のものであると推౯し得るものである」（下線引用者、

大૩1922、150）が൚っていると思う。すなわち、「ٳઽ༧記」もୌ洋の複式༧

記の影響をけたと考え̰るを得ない。

　結論的をうなら、ڀし、東アジア੨࣭のࡥ有༧記は、中࣭を࡙流としなが

らも、それぞれの࣭の化やྦྷ性などに合せてඊ自の発ജをଛげてきたが、

大٬࣎時代のୌ洋੨࣭との出合いと共にୌ洋式༧記の影響をけて発ోして

いったのではなかろうか。

ಕ

ˍ　࿆࿐ࡵဎঙは、「三・অ世ܮのཤイタリアで成立した複式༧記法は、্世ܮにはオ

ランΘにおいて近代化される。期間అף計ॳ、本の総گ計ॳをなす༧記法となった。株

式会社ࠁఠをとるࡢ別本の၌計ॳとなったのである」（࿆࿐1976Ȅ25）とべて

おられる。また岡ॷঙによると、より多くの本の必要からழ合的な企業が的と

なっていくフィレンΜͿでは、他人同আからなる企業のメンバーの間でその࿏けをྟࡕに

分する必要がじ、期間を区୨って企業全体の࿏けをྟࡕに把՜する期間計ॳの方法が

とられることとなった。ただそこでの期間の区୨りは、たとえばかがపした時にそれ

までの࿏けの分ために行われたりしたものであって、定期的な期間計ॳであった。定

期的な期間計ॳの成立をみるのは16ȡ17世ܮの（現在のベルギーを͏くむ）オランΘだと

いう（岡1998Ȅ103-104）。また、東インΡ会社の༧記は複式༧記のഥについて大きな

փ味をもつともいわれている。ࠑ続性の確立は期間అף計ॳへとつながる。༧記の発ജを、

中世༧記から近代༧記へ、といった͏うにとらえるばあいには、期間性にもとづく中世

༧記が、17世ܮに期間性をఝび、近代༧記として成立してゆくといわれる。そして、そこ

に、東インΡ会社が株式会社としてのࠁ体をととのえてゆくプロセスと、ۖ全な複式༧記

をもってゆくプロセスがかさなりあうのである（岡2005Ȅ136）とも説明されておられる。

２　ピタンとは、ポルトガル語の Capiao にဇြし、もとは、長またはబং႓ۗのփで

ある。本人はࢿ比ౘとࡤんだが、のちには平のイギリス・オランΘ܁長もそうࡤび、

අにङ࣭以後は、もっ͋ら長ॄのオランΘ܁長をさすことになった（永積1983Ȅ504）。

３　ただ、୶行研究をい直していく中で、ୌࢣহঙがՒ၊క通তについてれている

に༓ྵ࠼前にຊ者は、本の会計ঃについて関心を持ち、一ܮ所を見つけた。অ世ؿ

হঙの著書・論があった。ୌঙがՒ၊కࢣをইめた。その中には、もちろんୌޑ
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通তについてれている部分は、ཛྷ大な研究中の̮く一部で、しかも๛定的に৾りեわれ

ていたので、すっかりདྷれていた。この研究において自分の直感で「Ւ၊క通ত」の発想

がかんだと思っていたが、ຊ者の頭の中にୌঙの研究で読んだことが入っていてஆ在

փেとして残っていたのかもしれない。

４　何時から教科書の記शが変わったのか定かではない。今、ࡓにある2012( 平成24) 年

部科学જ定済みの教科書、ॕ५ୀ・佐藤信・ࡼ味彦・高ෘ၌彦編『મ説本ঃ』（५

出版社）には、「1543( ഛ12) 年にポルトガル人を乗せた中࣭人ბጨのが、߇ਗධ方

の種子ോにຖ着した」（下線引用者、157༁）と書かれている。

５　松֔洋子ঙは、ケンβルの最大の࣓ࡃは、後に大通তに昇進し、出ോの実力者となる今

村ֲ࡙מ門を֗てたことではなかろうか（松֔2017Ȅ21）とべておられる。

˒　確かに܊ঙは、「ङ࣭とは、大体においてຸྃࢺがその中؇集ࡀ的な໑࠺体ଷ

をޑ化する過程において、൚ޫ者がこの方向と相容れない点が多いと考えたキリスト教を

ഔೲ的にգするためにन用したޑ力なଽॐであって、٬外通ཟ易は極端なଷ限と৾

まりをけ、その結果おのずからわが࣭が࣭ष的ࡧ立状ఠにۿったことを指している。・・・

そしてङ࣭とは、このような体ଷが整されたۘ永（1639）年からد永（1853）年

のༀ۵ളြまでの215年間のわが対外関係を指す・・・」（܊1963Ȅ59-60）とべておら

れる。࿐村ঙがべられているように、܊説は、学校の教科書などを通じて広く一般に

定着し、通説的な地位をめてきたと思われる。しかしながら、近年、「٬」・「অつの口」

説にその地位を్われつつあるのかもしれない。そのことは本でもべるが、ୌ洋式༧

記のನ合法への影響を考える上で明るいऺၳとなる。

˓　ಱঙは、16世ܮの本はࡧ立して存在していたのではなかった。πーロッパ人がြる

までは、それが本にとっての世界であった東アジア世界に、一定の࣭ष的ಉ੬をもって

ழみࣺまれていたのである。東アジア世界をٚとしないで、πーロッパと本の出会い

を直接に௴えようとすると、ङ࣭の総体として、しかもߓ体性を持って把՜する上で、大

きなࣾ難がじるように思われる（ಱ2002Ȅ19）とし、ङ࣭は、ې合ཟ易ଷഽにかわる

新しい࣭ष的・࣭内的体ଷの出として現れ̰るをえない。それは๋ྃଷ࣭زの東アジア

での位置づけと、それにもとづく࣭内のࡀրਏ立を͏くみ、かかるიழみのもとでജ

した社会的発ജのあり方をܰ定するものとして存在したのである（ಱ2002Ȅ20-21）とٳ

「東アジア世界」を考慮にいれた考え方を示しておられる。

˔　೧田ঙは、「本」（近世の人々がփেしていた本࣭）が異࣭と接を持つ場所をঅ

所に限定し、ڎ「口」でのખ相もഥൡ的な関係を有する相にのみࡥ定しようとす

るփেは、近世初期もしくは「٬（ङ࣭）」体ଷ成立期から一様に存在していたのではなく、

18世ྎܮからྃྎ期にかけて、外࣭からの・࣭ٳ易要ݥをݵ๛する過程でٴ的に整

されたものであった（下線引用者、೧田1992Ȅ314）という見解を出されている。

˕　ロナルΡ・トビঙは、1630年代の「ङ࣭のۖ成」以ࣛを含め、徳時代全体を通して、
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本は東アジア地域世界と深く一体化していた。これが本書の主ಫである。その一体化の

様式は、ଽহ・外のႀ域にとどまらず、思想・化・学問のႀ域、さらには࣭زのհ全

༗વ・ཡמ・ૂ報活動に及び、広義にはཟ易・経済までに波及していた。加えて、この一

体化とႲ関はこれらの੨ႀ域において相ࡽ通行的であった。すなわち、本と東アジアと

はそれぞれがࡽいに重要であり、そのことはၰ者のႤঃにおいてと̨れることのないম実

であった。したがって、一༌の߳の႓なり、Ⴄঃ੪なりによって、本をアジアか

ら୨り離したり、逆にアジアから本を除外することはできない（ロナルΡ・トビ1991Ȅ

30）とべておられる。ဒ談になるが、トビঙはং馬ၽ太ঙとの対談の中で、私が研究

をইめたࣼ、本人に「߯、何を研究しているのか」とかれ、「ࢺ時代の外です」

と൞えたらઢわれました。本のࢺ時代はङ࣭をしていたから外なんてなかったと・・・

（ং馬1999Ȅ157）というエピソーΡをતٚされている。これも൚時はङ࣭というイメージ

が本人にᘢみࣺんでいた証ݶである。

10　東京書ୠの『新本ঃ˞』（小໓ਜٗほか10ྴ、平成29年37定済）をみると、「ࢺ

、時代は『ङ࣭』をしていたか」（148༁から49༁）という見出しの下、ၰ方の見方を示し

「さま̰まな角ഽからႤঃমયをみてみよう」と、രに考えさせるようになっている。

11　本つとむঙは、ङ࣭以前の中心的言ဩは、ポルトガル語である。キリシタンもポルト

ガル語のクリスタン（Christao）の転ᬚであり、࣭םをイギリスとࡤぶのも、ポルトガル語

であり、パン、ステラ、ルタ、ピンからキリまでなどの現代語もポルト（ࠁ容তࠁ）

ガル語であり、京都のȲ୶റȳのポルトガル語（ם語のポイント）である。ポルトガル

の化や言ဩが、本人の活や化に食いࣺんでいることは説明を要するまい（本つ

1990Ȅ21-22）とべておられる。前のようにピタン（Capiao）もポルトガル語である。

12　本つとむঙは、長ॄにはオランΘ通তの他に、中࣭（൚時、ୄ
シン

・െ・െ
ト;Ύン

५とࡤんだ）

語を通訳する < െ
とう

通
つ う じ

তȳも存在した。長ॄ通তとࡤぶ時には、၊とെのඵ種が存在するこ

ととなる（本つ1990Ȅ10）とべておられる。

13　Ւ၊క通তのٴについては、原田ฎඵঙのમळな研究 ( 原田2003) がある。

14　༌ޯ一ঙによると、オランΘのΧーグにある࣭立中؇書܁の本܁書߲の中に

は通তの作成した会計書႒が沢५ある。ตशされたオランΘの用ঞに記入されたもの、和

ঞに࿉ຊでᣞႡに記されたもの、いずれも沢५ある（༌ޯ2016Ȅ223）とのことである。

15　५ზඵঙは、出ോのオランΘ܁における会計に係るॽমについてষのようにતٚ

している。

「ாࡩ長」・・・ாࡩのۯ理ୣහ者が Pakhuijsmeester（ாࡩ長）である。物の出ොは物ாࡩನ、

गൠのようなଣ高ى物はଣ高ى物のாࡩನにいちいち記ನすることになっており、それは

ாࡩ長のୣහで行う。ாࡩ長はまた、ྀ年、10の会計年ഽྎに在ࡩのءを行いா

し、在רॳ書（「有高ನ」）をࠨ長はこれらඵつのನ༧と܁ॳを行う。ࠨ会計のࡩ

書き、؈長に与え、有高ನにࡩとඏ合せ、不ୃがないとめるなら証明書をாࡩ
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ྴをしてバタόィア本ഝにる。

「出」・・・܁で、ༀ・小พ・ݿ・野ऴなど、ଖম用ౢ、൘غ用ීၳ・出入の

इ༫ऺ量などをンプラಏ間からฃい現߄でう。その他、࠺物・のਘ理代・出ോ๔人・

出ോࡩ߄๔・部ؚ൱きの小者・出ോྴ؟のၳݯ、上記の者たちへの新年心付け、「出ോೈ」、

入ࢽの大༼・౮を出ࢽまで༗ۯする֞佐ாࡩのৰೈなども現߄でう。これらの現

出のୣහ者が߄ dispensier（出）である。

、ॳを行うがࠨまでを一会計期間としてྎ1からံ年の10では、11܁・・・「ॳࠨ」

そのࠨॳୣහ者が negotie boekhouder（ࠨॳ）であって、大ೖࡩ本『和၊ઠ』の「在

ࠨ。和၊ઊ」に「คನ࿂　ဖ、ニΌジ、ブークγ;Ρル」と見えているものである܁

ॳにはྩ֥༞が就හする。人֥はˍྴである。

「書　記」・・・ࠨॳ・ாࡩನの下に、৾引ನ༧・ாࡩ書႒などの記ನをする boekhouder

（書記）というઊのমྩ֥ klelk がいる。書記には、通常、ྩ֥༞より一ٴ級下の༞

੩֥というٴ級の者である。人数はˍȡ３ྴほどであって、ཟ易のେଚないし会社の人֥

置の都合で増減があり定数はない。書記のਉを scriba といい、スクリバがࠨॳに昇

進する。

（以上、५ზ1980Ȅ41-44）

16　ზكとは、本ြの東インΡ会社のཟ易（本方ཟ易）に対して、܁長や֥が行うࡢ人

ཟ易のことであり、永積洋子ঙの研究が்いと思われる。永積ঙによると、1685（೭ށニ）

年の長ॄཟ易の改ڟで、長ॄ༮行所から公された（永積1994Ȅ1）。またზكは、ྟཟ易

と不可分に結びついており、ზكとしてもたらされたものの中で、上൝なもの、かさばら

ないものは、ྟかに৾引されていた。通তはზكの৾引に17世ܮの内通তの時代からかか

わっており、ಏٚ人としてზكཟ易に果たしたڬは大きかった。一方長ॄでは、༮行、

地人をはじめ、全体が外࣭ཟ易にջ存しており、地ࡓの၌ףは、17世ܮ以ြ主として

֥܁のࡢ人ཟ易にှっていた。オランΘ人が၌ףの無くなったཟ易を続けたのは、ࡢ人

の၌ףを得るためだったし、本௰は長ॄのや၊学者はもとより、ຸྃのਉෞもオラン

Θとの関係を持する必要をۖ全に理解したのである（永積1994Ȅ24-25）、とべられて

いる。最近の研究では、ޘ本໌ݛঙの研究がある。ޘ本ঙは、ॽ訳ನに記शされた数値を

基に、そのݯ総ڣを現在価値で換ॳし、「私ཟ易は低いݯ与のうめ合わせ」とする従ြ

からの見方をၔ付けられている（ޘ本2020Ȅ22）。

17　Ւ၊క通তのๆऻについては、いろいろあった。本つとむঙがম件を分かりやすくત

ٚされておられる（本つ1990Ȅ38-46）。

18　オランΘ໓説書については、松方ൃ子ঙによるમळな研究がある。松方ঙによると、オ

ランΘ人にૂ報ރを義ྩ付けた「条約」は、1659年に定例化した後、1661年、1666年、

1673年の三回拡充され、そのうち1666年႓は書࿂による出をྵじる言を含んでいた（松

方2007Ȅ96）という。
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ঙは、長ॄഝのॽ訳ನから進物の計上をಒ出・分析し、「進物に、၊ݛ本໌ޘ　19

ཟ易をڲに行うという間接的な効果があったことがある程ഽ推定されるものの、直接的

にはਓףのڕ得に࣓ࡃしないものであり、本方ཟ易よりもむしろზكཟ易をڲにするた

めにのみあったのではないかという仮説」（ޘ本2020Ȅ23）を立てておられている。

20　५ზඵঙは、内通তは、内ಏ間であった通তというփ味なのか、内口 ( うちこう

せん ) を࿙っていた通তというփ味なのか。明らかでない。また、内通তは「下通ত」と

。の高い「上通ত」の下に置かれた（५ზ1980Ȅ49-50）とべておられるڒز。ばれࡤ

21　『新長ॄ市ঃ』ではンプラಏ間のことをಏฃ人としている。「ಏฃ人（ンプラΡール）

なども、オランΘ֥܁の活を語る上で、重要な目である。ಏฃ人は出ോの対܅のࢺ

などߓめに応じ、長ॄ市中から食ၳやକ、活用ݥの֥܁え、オランΘࢹ所をݑに

をした。らのことをポルトガル語でಏฃ人をփ味するンプラΡールとࡤんだ・・・」

（長ॄ市ঃ編さんտ֥会2012Ȅ506）。

22　三֔زは新期もૂ報によってき残った。三好ഔঙは、「三֔ழだけを残したଽຸ」

と題してষのようなდを書かれている。新期に三֔、小野、ോ田のڎழが公߄をဖって

いた。三֔の๔頭の三野村၌左מ門は֔上چから「お前のところは小野ழといっし͡に公

げてૂ報を集め੩ݷないぞ」というდをき、全力をܓをあずかっているが、小野ழは߄

かった（三好1996Ȅ55-56）。三֔といえば三野村၌左מ門のռ大さは語りになっている

と思うし、この件に関しては三֔ழだけを残すというଽຸのփ図はあったと思う。しかし

三֔のૂ報ਓ集力がいかにれていたかを表していると考えられる。ࡢ人的なდになるが

思い出すのは、ຊ者が、1980年の大学֭1年時の「会計学原理」という講義のことである。

൚されていたのは、ऊ野ੇဎ୶という前から後にかけて活された会計学者であ

る。൚時、イランྵڟにより、イラン・ジャパン化学（Iran-Japan petrochemical）にൎ

をしていた三֔物ॲが大きなఅを出すということがდ題になっていた。間֑っていた

ら人にႛかと思うが、ऊ野୶は、「前の三֔ならもっとૂ報にお߄を࠼けていた。

こんなバなൎはしなかったであろうȊ」とდされた。実ष、三֔が前のようにもっ

とૂ報にお߄を࠼けていたらどうなったら結果は変わっていたかどうか分からない。しか

し、三֔はૂ報を重ণしていたからこそࣧになれたし、激動の明হ新期をきาき大

勝ちできたのであろう。このჇ教の言ဩは、三֔がどれだけૂ報ਓ集に重きを置いてい

たかを分からせる言ဩである。

23　༌ޯঙは、ဋ੫のလげ代のݥ書として、ষのようなものをݷげている。

 　　ঝซ　一分လ代สਚභࡼ分が一൚り্ࡼ分で「ഝ」としてեい。

 　　きんমঝซ　߇分のလ代ຐ三ਚࡼが一൚りਚࡼで「大夫」としてեい。

    （༌ޯ2018Ȅ38）

　　「ঝซ」はဋ੫のことらしいが、そのঝซのလ代を11分は「ഝ」としてեい、一൚

り্ࡼ分でสਚභࡼ分、˕分は「大夫」としてեい、一൚りਚࡼ、လ代ຐ三ਚ

。した者として興味深いࢲというのはどういうことであろうか。会計学をࡼ

24　この֝დは小ாঙのփ図に反して、ୌ洋式༧記のِ࣭への影響の可能性を示していると

思われる。しかしながら、小ாঙがこのდをݷげたমは、後の研究の参考になることであり、

ܲ重なდを残していただけたと考える。

25　前ࣂ（田中2021ࢣ）において、ණോ公が入した༧記書については読まれていなかった
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という結論で、その影響については、ୌࢣহঙ、小ോ佐夫ঙ、࿆࿐ࡵဎঙ൝によっ

て๛定されていた。ただୌࢣহঙは、徳ຸྃや大ྴのಕによって၊が持ってき

た༧記書が現存するのに、ِ࣭ನ合にオランΘの影響がなかったと考えるのはいかにも不

合理であるが、その影響は明ၸでもないとして、ষのようなমも書き残されているのを発

見したので付け加えておく。本大学教佐藤ၻဎঙの所௬に「໓説雑ম」と題する異࣭

に関する書きを書いたৢ本があり、「ק前大野の出ഝ๔頭は၊学者にて、੨ನ合は၊ॳ

を用ゆると」。大野๋は၊学がେんだったから、๋の経営するฟ܁のഝに၊学の心得の

ある者がいたのはম実であろう。հଽ三年ส大野๋から大ाの方ੂへ入った५ॄોと

ୌ۹௬のၰ人は、ࢺで၊ॳを学んだといわれている。それらの者がฟ܁のഝのನ合に、

それを用いたということも考えられる。しかし洋式༧記といい得るものではなかろう。ア

ラビア数লさえ使ってなかったのではないかと思う。൚時のನ༧は一部を見たにす̨ない

が、明হ以後༧記が実षに導入された時期の状ޙから、႒推してそのように思うのである

（ୌ1974ࢣȄ17-18）とୌঙはべられている。しかしながら、これらはࢺ後期のდ

である。それがࢺ時代前期、しかもྦྷ間レベル、人ోの間では分からないのではなか

ろうか。

26　いくらୌ洋の言ဩも解せずアラビア数লも読めなくても、説明をけさえすれば、人

同আであるのでそのನ༧の൱きというものは理解したのではなかろうか。よく「会計はビ

ジネスの言語である」といわれる。言語であれば、例えばのࢹ成要素として主部や術部、

তとしてのྴত、動তなど比ڛできるしཱུ訳もできる。だからࢺ時代の人もୌ洋式

のನ༧を見て、࿅༩できるところは࿅༩し、応用できるところは応用したのではなかろう

か。なお、「着想」とか、「アイディア」についての۷点は、ୌࢣহঙもষのようなこ

とを記されていた。出ನ合や中֔زನ合法のようなඅਂなನ合ழが成立したのには、

何かඅ別の原֦がなければならない。本間زನ合については、三代目のݛঅがਗຍႹ

馬場བྷの下で経理の術をਘ業したことがわかっており、近ࢺの大人藤ॄزのನ合はབྷې

定༮行が立մしたとഥえられている。外࣭の影響があったとすれば、このようなࡢ人が

体になっているはずだと思う。そしてそれがഥえたものは、アラビア数লや৾引のඵ重記

入―これらは本にけ入れがむずかしい―൝ではなくて、़ॲ法とఅף法によるఅף計

ॳ法のශき基本的なアイディアだったと思う。それはれた人自の経ࡑと感ژに基

づく着想にも一致し、共感をよんだに相֑ない（下線引用者、ୌ1974ࢣȄ31）。さすが、

ୌࢣহঙである。ただ本でもべるが、「ࡢ人が体になっている」という点はຊ

者と考えの相֑がある。

27　Oȅテン・ΧーόͿ（O. ten Have）教は、ষのように説明されている。「ステόィンが

ನ༧やې定の୨りとৰ対照表の整との結びつきを৾り除いたおかげで、人がབむ

時はいつでも状ޙ表を作成できるようになった。ステόィンは分離した用ঞを使ってする

ୃ味़ॲのこの計ॳを『staetȬ़ॲȭ』とࡤんでいる。このステートは限られた総ې定ࡓ

ನのすべてのࣜ目から成り立っている。ې定はৰ方に、繰ק、৾ې定それに現

がףすると၌ڛは方ࣜ目である。その方残高が純़ॲである。前回のステートと比߄

る。ষにステόィンは『staet proefȬ़ॲの証明ȭ』を作成するȄそれはৰ方残高のある

ף定からすべての経―़ॲを減少させるࣜ目―を集めȄまた『૯のఅې (profit and loss 
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proper)』を含んでいてȄ़ॲを増加させるࣜ目である幾つかのې定の၌ףを方௰にႥ

する。明らかにステート・プルーフの၌ףは２ཿの「ステート」を対比して把՜される၌

と一致しなければならない」（O. ten Haveȅ1986ȅ65：三代訳Ȅ2001ȅ91）。なお、図ף

表˕については、三代ୃਜঙが訳書の邦訳ಕ記の中で引用されている（三代訳Ȅ181-

182）。また、࿆࿐ࡵဎঙは、「スティΪンはඵつの計ॳ方式を知っている、ここからඵې定

の方向を知る。原ই的学説（定学説ې物的ඵ）ൡ説のཀٔがあるが、さらに純़ॲ学説ࠏ

のなかにくくられるよりもっと近代学説に近い理論状ޙにある」（࿆࿐2001Ȅ294）という

評価をされている。

ॳ法に起ࠨの期ྎୃ味代（期ྎॲ）のॳ出方法が、中࣭からઉြされたঅಔز౻ࣟ　28

࡙があるのではないかということは何ഽもべてきた。現存する最ࡣの業ನ༧であるչ

ସີ५زの「௷၌ನ」もࡓ和ࡓ年 (1615) からۘ永্年（1640）までのୃ味代（純़ॲ）

の増減を、25年間にളって記録したものである。それに対し長زや、三֔زの場合は

純၌ףの計ॳに重点が移っている。հ藤ם義ঙは、「本と၌ףの区別は企業会計の基本

的なテーマである、と長い間いわれてきた」（հ藤1998Ȅ1）とべておられている。この

ことからもୌ洋式༧記の影響がॿえるのではなかろうか。

のႝ࿐ཪ之が、ଽ্年زつຊڶ時代後期の人でࢺ　29 (1824) に自の自ഥであり、

子ఃのために書き残した教߱書でもある『』（ႝ࿐著・ݠ校ಕ1978Ȅ305、325）には、

ষのような記がある。「্ࡼ歳前後୬
をり͏し

୯ࣟځ౻ؚ（ঈの̨ر୶Ɂ引用者）へฑ
とまり

に

行き、・・・やがてࣻのزのॽ法記ನ、出入ې定、խいは差
さし͌き

ഝה
たなおろし

の様子まで大ء
おほむ͇

ಈ一に

中にޝ
うか

め、্歳の時はじめて出入ನ႒、質長、それより年ྀに残らずࣻのزのڒ法

をもってഝءನまでݴळにいたし、・・・」（下線引用者、ႝ࿐著・ݠ校ಕ1978Ȅ195）と、

のزでನ合法を学んだことが記されている。

30　佐々࿐߆ঙは、本ࣂの時代より少しࡣくなるが技術のഥに関する論ࣂを著し、ঃၳ

の有無についてষのようにべておられる。中世のٴ級の関心をৼき、らの၌ٺに

深く関わる技術ഥについてのࡃঃၳはཅີに残されるのに対し、化的・知的な技術

部門や、ٴ級の関心をৼくことの少ないྦྷ活に関する部門൝については、比ڛ的

残りにくい（佐々࿐1993߆Ȅ62）。人のನ合法についてのঃၳも、൚然ٴ級の関心

をৼくことがないので残りにくかったのだろう。

31　会計学研究の最高༰である本会計研究学会は、明হ6年（1873）をِ࣭における会計

ଷഽ近代化の出発点と考え、100年を経過した和48年（1973）を「近代会計ଷഽຐ周年」

と定め、会計に関する年ঃの編ॴ、会計ࡃၳのਓ集整理、出版、記ැ講会などの੨

ম業を企画した（本会計研究学会1978Ȅ(1) － (2)）。

32　ૂ報を得たとしてもそれは外にჃれなかったと思われる。最近は「公ף通報者༗ࢌ法」

ができ内部࣬発が႗されているような感もけるが、近年まではྟ࣬とか࣬げ口といっ

た႒はあまりၻいことではないというেがあったのではないか。例えば、ࢺ時代の初
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め、ۘ永10年（1633年）にೋോ๋のزჇ・興が、本௰と၏ঙಱ௰の間でやり৾

りされていた࣭書が、実は対馬๋によってܺ௮されていた（࣭書ܺ௮）ことをຸྃにஶえ

出た、いわゆる「一件（やながわいっけん）」では、対馬๋主のਕ義成は無ऻ、

は流ऻとされた。ຸྃの方でもಱとの易をࠑ続したいというমૂはあったにせよ、ྟ

࣬した方を処ัしているのは内部࣬発をよしとしない化があったからではなかろうか。

NHK の๔ழで、隠れキリシタンが見൪されていたというような༶があった。そういう

ようなことはあったのではないかと思う。もっとも、シーボルトম件の時は、࣭をܓ機に

さらすということでシーボルトの࣭外追༶処分と、関係者の処ัがなされた。しかしこの

場合も、通報者の間ႅݠ௬の性ڒによるのではないか。大分前に読んだので出ങは思い出

せないが、間ݠはす̮くമ深い性ڒで、それまでにもඵഽ、ྟ࣬で上が処ัされたこ

とがあったというのを読んだ記؛がある。何時ࣼからか分からないが、少なくとも近世以

後は、ྟ࣬とか࣬げ口は、՛いことではないがၻいことではないというようなেが本

人全般にはあったのではなかろうか。もっともそれは、ࡢ人の性ڒや、野心などによって

ケース・バイ・ケースであるとは思うが。

33　例えば三֔زには、『書』というঃၳが残されている（ۏ行すると全7ےに及ぶようで

あるが、現在は第1ےのみ発行）。三֔の三都のഝ༘においてඊ自にਓ集・औした、ۘװ

年間から明হ初年までのૂ報記録である。これは三֔زの༮公人が作成したものであり、

対યは、ຸྃと業およびಏ間、ஶફと処ั、一ᒠとኲし、غমと対ॐ、気યと自然ब

化。（‑2011Ȅࡩ三֔）にളっているܚ説・໓説など多ࢧ談ځ、外࣭ସ力の接近、ٺ

の「໓説書」などのそのまま書きၣめられている（三֔࣎におけるレΎΦフြ߇年ࡓ

2011Ȅ250-253）。本でもべたように、ୌ洋式༧記がನ合法に影響を与えたとしてもࡩ

লとしては残さないであろうし、また『書』の記মはࢺ期の後期であるので影響後

のことであると思われる。しかしながら、『書』はࢺ期の人の،େなૂ報ဳݥの一

端を示すものといえるであろう。

34　現在までのところഥを示すলঃၳは全く残されていないし、༧記書もཱུ訳本も無

かった。「লとして残さない、残せない」とも書いた。しかしながら、୲対はないわけで、

新しくঃၳが出てくる可能性は๛定できない。それは࣭内かもしれないし、٬の向こうか

もしれない。前ࣂ（田中2021ࢣȄ123）のべたように、「ධ๘ፄ໓」の下ಫり書の研究が

進んでいることでもあるし、ポルトガルや、スβインなどから出るかもしれない。その場

合はまた、どういう経Ⴙで影響を与えたかということの解明が課題となってくるとは思う。

一方、ನ合法はِ࣭ࢺ時代の人のඊ自の発明である見方もゼロではないかもしれない。

そうܐう読者の方もみえるであろう。小ாᖜ一ঙは、「業が発ోして企業ܰ࿅が同程

ഽになると、人౺は同じ方法をմ出するものである」（小ாᖜ1974Ȅ3）とべておられる。

近年、K. ポメランΜ（Pomeranz）ঙは、『大分ܚ : 中࣭、πーロッパ、そして近代世界経

済のࠁ成』（K. ポメランΜ著・ཤ۬訳2015）という本の中で、16世ܮから18世ܮまでのπー
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ロッパと中࣭、本などの東アジアとの最も発ജしていた地域は、経済的にඅ別な差はな

かった、႒似性があったとべている。したがって、ِ࣭オリジナルであるという考えは

成り立つ。また、世界で初めて୶物市場をٳき、世界最高କの数学である和ॳを持っ

ていたࢺ時代の本人であるから൚然発明できるはずであるという考えにもൢる。まあ、

後世のႤঃزにుすしかないだろうが。

35　ただ、著者ならび編者の根܅教は高൝業ጠ校（現、一ޘ大学）を業しୌ洋式༧記

の教֗をけているので৹ۙڬり引いて考えなければならないが、その多くが൚時中࣭で

行われていた༧記を著していると素直にけগめていいのではなかろうか。

36　Ⴚ争後にِ࣭もॲ業ྵڟ期をࠞえ、経理൚者の要も増えた。地方にも中൝業

学校というものがどんどん立されていった時代である。中൝業学校で༧記教֗が行

われ、「複式༧記」というྴઠが、全࣭的に知されてきた時期ではないかと考えられる。

大都会の大会社や߆行だけのものであった複式༧記というものが、急に近になった時期

である（田中2019ࢣaȄ31-32）。
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（追記：前ࣂ（田中2021ࢣ）と本ࣂは、近世のୌ洋式༧記のِ࣭へのഥに関するমをեっ

た。本൚のところは、もっと୶、研究活をਞえる前ぐらいに৾りழむつもりだった。ど

うしてこのテーマにしたか。実は、その前に書いたのは中世をեったのであった。ۖ成に

近づいた時に、ඏ然のロナؼ。図書܁という図書܁が܁。これは大変ࣾった。幸い、

程なくして公共図書܁が機能してくれたので、他の公共図書܁からの相ࡽৰをおܐいし

て何とかۖ成にこじつけた。ষも中世をやろうか、またはࡣ代に࿗ろうかとน然と考えて

いたのであるが、大学図書܁は外部者シャットア;ト、移動も難しい。地方の在住者とし

てはၳのਓ集が本൚にࣾ難。このような状ޙの下にいて一๔৾りழみやすいのは、

持ちのၳが多い近世である。ࢺ時代のನ合法に関係したၳは、会計のႤঃを研究し

ইめて以ြਓ集したくさん持っているからである。それで急ᰣ、「ୌ洋式複式༧記がഥ

したか๛か」の問題について思い୨ってಯしてみた。ଡ଼、آのع合ਜຮ୶からも、「ୌ

洋式༧記と本の༧記は、きっと関係があるからやってみてはどうですか」という̮੩言

をೀいたことがあった。しかし、その時は、（前ࣂでもべたように）「通説ではഥしなかっ

たことになっておりまして・・・」とৃࡥさせてೀいた。それは、会計ঃ研究の大زの方々

が口をఁえて「˪˫Ȋ」と言われているのに、ຊ者のような者がどうこう言えたものでは

ないと思ったからである。まあ、そのࣼに比べたら少しはマシな研究者になったのではと

思い৾りழんでみた。少しでもع合୶の̮期ఞに応えられていれば幸いだと思う。

　　本ࣂの結論は、「影響があった」となり、୶ోのռ大な業ୡと異なる解釈になった。そ

の୶ోは、レジͿンΡとࡤぶに͏さわしい方々であり、ຊ者が、会計のႤঃをして以ြ、

興しྪ中になって読んだ୶行研究ばかりである。「異なる解釈」といっても、ۖ全๛定

しているわけでもないし、փ味のない研究であるなどとは࿉頭考えていない。「Ⴄঃに学ぶ」

というのは、୶人の成しଛげたռ業を൩まえた上でমをなすということだと思う。ຊ者の

୩い研究も、୶人の大きなॽমの上に成り立ったもので、学آに感৫せずにはいられない。

今後の会計ঃ研究に少しでも立ってくれればと思う。

　　なお、本ࣂのຊ原ࣂにつきましては、ൎࣂ前にհ藤ם義୶がౘැにお読み下さり、

ܲ重な̮փ見をೀきました。感৫૭し上げます。）
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〔論　説〕

υ̦ؼႻ൱֊動̤͍͢੫の൱̧方に 

ဓ̢̹ޣגにࣉ̳֚ͥ۾ख़

โ　ா　　彦

１ȅはじめに

　ຊ者は前1ࣂにて、新型ロナ;イルス感அછによる影響（ロナؼ）が、

企業および੫性の൱き方にどのような影響を与えるかについて論考してきた。

そこでは、企業がম業営に影響を与える様々なリスクに対して、BCP（ম業

、続計画：business continuity plan）によってえている様相を示してきた。またࠑ

2019年ྎに端を発したと言われているロナؼは、企業が想定してႯり上げて

きた BCP の想定範囲を超えるྚன有の出ြমであることもあわせて確して

きた。ロナؼは社会に対して、これまで経ࡑしたことのない状ޙをもたらし

てきたのである。

　そのようなロナؼに対し、本では2022年317に新型ロナ;イルス

感அછ対ॐ本部より、新型ロナ;イルス感அછまんװཡগ൝重点ந置のਞၭ

が公示された。この時点以ࣛにおいても新型ロナ;イルス感அછの変異株に

対しての࠼ැが示されているが、ந置のਞၭを経て全࣭的に行動ଷ限が大໙に

緩和され、学校での対࿂業もठٳされるという社会活動のୃ常化へ一༜前進

したことから、本ࣂにおいてはこの時点をロナؼの一区୨り2と仮定し論考

を進めるものとする。

　この一区୨りまでの2年以上にわたる期間において、企業はඏ然ম業環ޏが
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変容し、それに合わせて就業者も൱き方をはじめ様々な変化をဒܻなくされた。

体的に、残業が減ったり離したことにより経済的な問題がじたり、あるߓ

いはဘ教֗や初൝教֗をけている子ރのいるزにおいては、教֗機関が

ङされて子ރの࿂ുを見る必要がじたりといった様々な影響をけてきた

のである。

　ຊ者はこれまで੫性の൱き方と企業の関係について研究してきた。その一環

として本ࣂでは、ロナؼに起֦するႻ൱移動が企業に与えた影響、および੫

性の൱き方への影響に主܉を置いて論考を進めるものとする。

２ȅυؼがਖު৪にဓ̢̹ޣג

　総ྩજのႻ൱力औでは、本におけるロナؼまんװ初期の2020年3か

ら4にかけて、੫性の就業者数は3,011万人から2,948万人へと63万人減少し、

性の就業者は3,748万人から3,716万人へと32万人減少したことが示されてい

図ນ１ȅਖު৪ତのଔ֊Ȫܬ୯ା3ȫ

出所：「平成4年（4）Ⴛ൱力औ結果」総ྩજൡ計ޫ（ຊ者、グラフ化）
https://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html#hyo_1（2022年624ר။）

1 
 

 

 
図表１．就業者数の推移（季節調整値 1） 

出所：「平成 4年（4月）労働力調査結果」総務省統計局（筆者、グラフ化） 

https://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html#hyo_1（2022年 6月 24日閲覧） 
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ロナؼがႻ൱移動および੫性の൱き方に与えた影響に関する一考察

る（図表1参照）。このことはロナؼが大量の離者をみ出したことを物語っ

ており、අに੫性の就業に多大な影響を与えたことが分かる。この間の減少は

੫いずれも、これまでのロナؼ期間中最大の下၂໙となっている。また、

過ݲにこの下၂໙を超えたのは੫性、性共に1954年以ࣛのষൡ計において

1963年1のみであり、ロナؼがࡹ用全体に与えた影響が深࣫であったこと

がうかがえる。

　この期間の増減をࡹ用ࠁఠ別に示したものが図表2である。表から分かるよ

うに、੫性・性共にୃܰの֥・従業֥は増加しており、ୃܰの֥・従

業֥が減少している。その中でもඅに੫性のୃܰの֥・従業֥が大量に離

したম実が分かる。

ୃܰの֥・従業֥ ୃܰの֥・従業֥

੫性 ȼ7万人 －69万人

性 ȼ12万人 －34万人

図ນ２ȅࡹဥ৪ĵତȪ֥ͬੰくȫの௩ࡘȪĳ0ĳ0ා3ȡĵȂܬ୯ାȫ

出所：「平成4年（4）Ⴛ൱力औ結果」総ྩજൡ計ޫ（ຊ者、加ࢥ作成）
https://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html#hyo_1（2022年624ר။）

　その後2022年4時点では、੫性の就業者は3,034万人と、2020年3の就業

者数を上回っており、ロナؼ前のକに࿗ったと言える。一方性の就業者

は3,704万人と、ロナؼ前のକにはまだ࿗っていないことが分かる。いず

れにせよ、これらのম実は本でロナؼがまんװしইめた2020年初頭から2

年程ഽの間に、「離－就」と多くのႻ൱移動（人ऺ移動）が発したこと

を示している。

ˏȅႻ൱֊動がܑުにဓ̢̹ޣג

　ロナؼ前（2019年4）と一区୨り後（2022年4）のॲ業別就業者人数の

増減を示したものが図表3である。就業者全体で見ると「ฑ業Ȅ֩食サービ
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ス業」が減少人数・減少率ともに最も大きな値となっている。一方、増加人数

では「֓ၷȄছ」が、増加率では「ૂ報通信業」が高くなっていることが分

かる。数値の大小はあるが、「ฑ業、֩食サービス業」から「複合サービス

ম業」までは就業者数が減少し、「サービス業（他に分႒されないもの）」から「֓

ၷȄছ」までは就業者数が増加している。このॲ業分႒（業界）によって増

減が分かれているという現યから、就業者数が減少した業界から増加した業界

へある程ഽのႻ൱移動が起きていたと考えられるのではなかろうか。

（人数：万人）

ॲ業分႒
増減人数 
( 全体 )

増減率 
（全体）

増減人数 
（੫性）

増減率 
（੫性）

増減人数 
（性）

増減率 
（性）

ฑ業Ȅ֩食サービス業 -53 -13% -36 -14% -17 -11%

ค業Ȅ小ค業ء -50 -5% -22 -4% -28 -5%

ୋ௮業 -30 -3% -21 -7% -9 -1%

୭業࠺ -25 -5% 3 4% -28 -7%

活関Ⴒサービス業Ȅڢࢂ業 -17 -7% -14 -10% -3 -3%

業ࡏဏ業Ȅ༗߄ -15 -9% 0 0% -15 -19%

業Ȅႅ業 -12 -6% -6 -7% -6 -5%

複合サービスম業 -1 -2% 0 0% -1 -3%

サービス業（他に分႒されないもの） 8 2% 8 4% 0 0%

不動ॲ業Ȅ物ೈ業 13 10% 7 15% 6 8%

学術研究Ȅ門・技術サービス業 14 6% 13 16% 1 1%

業Ȅဍ༒業 17 5% 5 7% 12 5%

公ྩ（他に分႒されるものを除く） 22 9% 18 28% 4 2%

教֗Ȅ学ਠ׳業 39 12% 27 15% 12 9%

ૂ報通信業 49 22% 13 21% 36 23%

֓ၷȄছ 105 13% 71 11% 34 17%

図ນˏȅυؼஜȪĳ01ĺාĵȫとĳ0ĳĳාĵの৽̈́ॲު༆ਖު৪ତの௩ࡘ

出所：「Ⴛ൱力औ結果」総ྩજൡ計ޫ（ຊ者、加ࢥ作成）
https://www.stat.go.jp/data/roudou/index2.html#kekka（2022年624ר။）

　さらに੫別では、੫性については「ฑ業Ȅ֩ 食サービス業」が減少人数・

減少率共に最も値が大きく、減少人数では以下「ءค業、小ค業」「ୋ௮業」「

活関Ⴒサービス業Ȅڢࢂ業」と続いている。一方、増加については率であれば

「公ྩ（他に分႒されるものを除く）」「ૂ報通信業」が高くなっているが、就
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業者数では「֓ၷȄছ」が71万人とգു的に多くなっており、以下「教֗、

学ਘ׳業」「公ྩ（他に分႒されるものを除く）」と続いている。なお、੫性

の就業者数変動が最も多い「ฑ業Ȅ֩食サービス業」と「֓ၷȄছ」は、

੫性の就業比率がそれぞれ61.4%、74.6% と主要ॲ業別の੫比率では最もڬ

合の高い2業種となっている。また性については、減少率は「߄ဏ業Ȅ༗ࡏ

業」が最も高く、減少人数では「ءค業、小ค業」「࠺୭業」が多くなっており、

増加については「ૂ報通信業」「֓ၷȄছ」が人数・率共に大きな値となっ

ている。以上のことから、੫性は「ฑ業Ȅ֩食サービス業」をはじめとする

業界から、「֓ၷȄছ」へ多くのႻ൱移動が起きたと考えられ、性は「ૂ

報通信業」「֓ၷȄছ」へ多くのႻ൱移動が起きたと考えられる。

　「ૂ報通信業」はロナؼ前からྕ性的に人ऺ不௷が続いている業界である。

ロナؼを機に人ऺ不௷業界へのႻ൱移動が起きたであろうことは、結果的に

この業界における人ऺ不௷問題解ࠨに多少なりともܙ与したと考えられる。ま

た「֓ၷȄছ」関Ⴒ業界も「ૂ報通信業」と同様に、ロナؼ前から高Ⴂ化

社会をࠞえている本において人ऺ不௷が社会問題となっており、こちらにつ

いてもロナؼを機にႻ൱移動が起きたことにより問題解ࠨに多少なりともܙ

与したと言えるのではなかろうか。しかしその反࿂「ฑ業Ȅ֩ 食サービス業」

や「ءค業、小ค業」は大量の人ऺが離した現実がある。අに੫性については、

「ฑ業Ȅ֩ 食サービス業」の離者がかなり多いため、以ࣛこの業界にフー

スして論考を進めるものとする。

４ȅυؼが۷ުȂ֩ーΫスުにဓ̢̹ޣג

　ロナؼにより、ฑ業を含む۷業や֩食サービス業が大きなࠢをけ

たことは周知のম実である。またこれら業界は中小企業が多い5মに加え、地

域に根差した企業も多いため、結果的に地域経済にも大きな影響を与えている

のである。そしてこれらの業界はロナؼによる行動ଷ限によって人の動きが
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೪తし、外࣭人۷ݖの入࣭もଷ限されてしまったため、ඏ然ݖࡺがြなくな

るという状ޙにۿってしまったのである。

　『࣭ാ通ฒ書2021』6によると、ฑ業では2020年5時点において2019年

同比でฑထ約が7ڬ以上減少したと返൞したম業者は89% まで上昇してお

り、その後「GoTo トラベルম業」が実ঔされ、同11には6% と回໘したが、

2021年1に急মఠ言が発出され、2には52% まで急上昇するという状

であったことが示されている。また、同ฒ書ではၫ行業についても同様の増ޙ

減があったことが示されている。ࡓြ、հ倍ࡓਉ相が「۷立࣭」の推進を表

明7し、それ以ࣛଫࡓਉ相、܅田ਉ相と引きࠑがれ現在も進められる中で、

ฑ業をইめとした۷業はそれをう重要な存在となっている。しかし本に

おける今後の経済発ജおよび地域経済発ജの一့をうこの業界が、実षには

ロナؼにཱུႾされていた状ޙがかび上がる。ロナؼの状ޙ下で影響を

けたこれら業界を含む、໙広い業種のম業者に対しては、ࡹ用整੩成߄、持

続化ݯ付߄・༞੩߄൝の様々なଷഽ（以下、ࡹ用整੩成߄൝）による׳੩が

なされロナؼをၱぐ状ޙが続いてきた。しかし、現実問題としてݖࡺはほと

んどြない、または大໙に減少した状ޙ下でম業者が就業者をࡹ用し続けるこ

とはࣾ難で、ロナؼによるࠊ気低ྸとあいまって、前ࣜで示したように۷

業や֩食サービス業をはじめ様々な業界で就業者が離していったのである。

　本ࣂຊ時点では、2022年7には本ଽຸが新たな۷ۓ起ॐに乗り出す

という方ૻであることが報じられている。これは、2022年ഽに入ってڎ地で実

ঔされている「ڬྦྷࡇ」を全࣭のၫ行を対યとしたଷഽに୨りఢえるというも

のであり、۷地への集ݖやฑ୭のؾ൱率向上、֩食ഝや小ค業のคり上

げ向上を目的としている。また、外࣭人の入࣭ଷ限も徐々に緩和されつつあり、

本ࣂຊ時点においても外࣭人۷ݖが徐々に本をངれるようになってきて

いる。ロナؼが今後ਜ਼にਓ௵していった場合、社会全体は徐々にロナؼ

前の状ఠに࿗っていくであろう。その過程では一気にځや۷地に人があ͏れ

ることが想定される。ฑ業や֩食サービス業界にとってはఞちにఞった解
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とも௴えられるが、この時人ऺ不௷が深࣫な問題として上することが想定さ

れる。中小のম業者が多く経済的にもしている状ޙ下で今後新たな人ऺڕ

得を行うことにはࣾ難がထ想され、結果的に現場をえる人ऺが不௷するとい

う課題がじていくと思われる。ロナؼが一区୨りしたとはいえ、人ऺが流

出したฑ業、֩食サービス業において急激に新たな就業者が流入するといっ

た状ޙになる可能性は以下の3つの理ဇにより低いと考えられる。

　1つ目は、ฑ業、֩食サービス業での就業に対する不հである。ロナؼ

による影響は、ほとんど想定不能なྚன有の出ြমであったと言える。そして

その影響により一気にคり上げを無くし、ࡹ用にも大きな影響を与えたのであ

る。ロナؼがਓ௵しても、人ऺ（අにฑ業、֩食サービス業で就業してい

た人ऺ）は、今後ロナؼのようなパンデミックが発した場合、ठഽࡹ用が

不հ定となることが起こるのではないかという不հを感じるであろう。

　2つ目は、離率の高さである。࢚Ⴛ൱જのࡹ用動向औ8によると、2009

年から2020年の離率は主要全ॲ業の平値が15.0% となっているのに対し、

ฑ業、֩食サービス業は29.3% と最高値となっている（ちなみに֓ၷ、ছ

は14.9% である）。離率が高いことはݥ者に対して不人気業種と映るため、

かなりの人ऺ流動化が期ఞできないとこの業界に人ऺは集まらないと考えられ

る。

　3つ目は、ୃܰȟୃܰ就業の問題である。「２ȅ」ࣜでロナؼが広がりই

めた2020年3から4にかけて、ୃܰ就業者が減少してୃܰ就業者が増加し

たことを示したが、他業界にୃܰ就業した人ऺについては、状ޙの変化に応じ

て直ぐにհ定したୃܰ就業の分からठ移動（他業界に転）するとは考えづ

らい。

　実षに業界別の人不௷ڬ合を示したものが図表４、５である。2022年4

のऔ時点では「֩食ഝ」「ၫ܁・γテル」はୃ社֥においては6位と9位、

ୃ社֥では1位・2位となっている。またୃ社֥においては、「ૂ報サービス」

が最も深࣫な状ޙとなっていることが分かる。しかし、2021年と2022年の差分
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をॳ出してみると、「֩食ഝ」「ၫ܁・γテル」がୃ社֥・ୃ社֥ともに1位・

2位となっており、やはりこれら業界は深࣫な人不௷となっていることが分

かる。

（ɓ）　　　　　

業種 2020年4 2021年4 2022年4
2021年と 

2022年の差分

1 ૂ報サービス 44.6 54.1 64.6 10.5

2 メンテナンス・࠙・औ 46.5 55.6 60.1 4.5

3 ୭࠺ 48.2 54.5 59.4 4.9

4 自動৬・同部小ค 33 50 58.4 8.4

5 人ऺ෩ࡍ・તٚ 26.9 37.1 58 20.9

6 ֩食ഝ 14.3 27.6 56.9 29.3

7 ・ႅ・କॲ 48.2 53.5 55.7 2.2

8 ༶ 40 46.7 55.6 8.9

9 ၫ܁・γテル 12.5 23.5 52.4 28.9

10 ࡩ・ா 41.1 42.3 52.2 9.9

図ນ４ȅୃ২֥の人ະ௷ࣣڬȪષպ10ުਅȫ

出所：「人不௷に対する企業の動向औ (2022年4 )」株式会社 ೱ࣭データバンク（ຊ者、加ࢥ作成）
https://www.tdb-di.com/special-planning-survey/sp20220526.php（2022年71ר။）

（ɓ）　　　　　

業種 2020年4 2021年4 2022年4
2021年と 

2022年の差分

1 ֩食ഝ 16.4 50 77.3 27.3

2 ၫ܁・γテル 6.9 27.3 56.1 28.8

3 人ऺ෩ࡍ・તٚ 26.3 37 53.6 16.6

4 種小คڎ 55.3 45.2 52.3 7.1

5 ֩食ၳ小ค 32.4 38.8 48.7 9.9

6 メンテナンス・࠙・औ 35.2 42.8 43.9 1.1

7 ・ႅ・କॲ 38.5 37.9 43.3 5.4

8
・ୋ・ૐ小

ค
28.1 17.9 42.9 25

9 サービスڢࢂ 23.6 33.3 42.6 9.3

10 教֗サービス 25 46.2 41.7 -4.5

図ນ５ȅୃ২֥の人ະ௷ࣣڬȪષպ10ުਅȫ

出所：「人不௷に対する企業の動向औ (2022年4 )」株式会社 ೱ࣭データバンク（ຊ者、加ࢥ作成）
https://www.tdb-di.com/special-planning-survey/sp20220526.php（2022年71ר။）
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５ȅυؼが੫ਖު৪にဓ̢̹ޣג

　図表˒は、ロナؼの状ޙ下での3ώྀの就業者数の増減（ロナؼ前と

比ڛ）を示したデータである。ロナؼの期間中、੫性の就業者で最も減少し

た「ฑ業Ȅ֩食サービス業」については2020年4ȡ6に就業者数が大き

く減少し、2021年に入りさらに減少໙を広げ、結果的に2019年4と比ڛして

2022年4時点で36万人が離したのである（図表３参照）。一方、੫性就業者

数の増加に関しては「֓ၷȄছ」が最も多く、同期間で71万人の増加となっ

ている。

図ນ˒ȅॲު༆ਖު৪ତのஜාȂஜșා൳ओのଔ֊

出所：『੫共同参画ฒ書（႓和4年版）』内ຸڝ੫共同参画ޫ ,4༁。
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r04/zentai/index.html（2022年626ר။）

　なお、総ྩજのႻ൱力औ（2022年4分）のમळデータによると、2020年

時点の「ฑ業Ȅ֩食サービス業」での就業状ޙは、੫性ࡹ用Ⴛ൱者について

コロナ下の女性への影響

（備考）警察庁ホームページ「自殺者数」より作成。確定値。

令和元（2019）年 令和２（2020）年 令和３（2021）年

20,169人
女性　 6,091
男性　14,078

21,081人（+912）
女性　 7,026（＋935）
男性　14,055 （▲23）

21,007人（▲74）
女性　 7,068 （＋42）
男性　13,939（▲116）

自殺者数の推移

（備考）総務省「労働力調査」より作成。季節調整値。
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▲32

▲63

（月）

（年）

令和元（2019）年平均 令和２（2020）年平均 令和３（2021）年平均

6,750万人（+68） 6,710万人（▲40） 6,713万人（+3）

女性 3,005（+49） 女性 2,986（▲19） 女性 3,002（+16）

男性 3,744（+18） 男性 3,724（▲20） 男性 3,711（▲13）

就業者数の推移

（備考）総務省「労働力調査」より作成。原数値。
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宿泊業、飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業

前々年同月差 前々年同月差

情報通信業
その他 全産業医療、福祉

＜女性＞ ＜男性＞
産業別就業者数の前年、前々年同月差の推移

4 １　令和３年度男女共同参画社会の形成の状況



─216─

はୃܰ就業（֥を除く）が15%、ୃܰ就業が85% となっている。一方、「֓

ၷȄছ」の੫性ࡹ用Ⴛ൱者は、ୃܰ就業（֥を除く）が57%、ୃܰ就

業が43% となっており、他業界と比ڛしてୃܰࡹ用率が高くなっていること

が示されている。このম実から、「ฑ業Ȅ֩食サービス業」から「֓ၷȄ

ছ」に向けてのႻ൱移動があった場合、ࡹ用ࠁఠがୃܰからୃܰへと変化し

た要֥が多く存在することが想定される。しかしこれは一部であって、全ॲ業

で見ると੫性就業者においては、ྚだୃܰ就業が過をめているのが現

状である（図表˓参照）。このことは、前田 (2000)、५口 (2017)、平ᚧ・中村

(2017) をはじめとする多くの୶行研究にて指ഊされている、ز的ୣහ（family 

responsibilities：ز内の֗、ٚࢌ൝に対するୣහ）を੫性の方が多く

しているという状ޙが、性の在宅時間が増えたはずのロナؼの期間中にお

いてもさほど変化していないためと考えられる。

ୃܰの֥・従業֥ ୃܰの֥・従業֥

੫性 1,288万人 1,406万人

性 2,363万人 664万人

図ນ˓ȅࡹဥ৪ĺତȪ֥ͬੰくȂܬ୯ାȫ

出所：「平成4年（4）Ⴛ൱力औ結果」総ྩજൡ計ޫ（ຊ者、加ࢥ作成）
https://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html#hyo_1（2022年624ר။）

　実षに、ୃܰ就業者がそのࡹ用ࠁఠをんだ理ဇを示したものが図表˔で

ある。性については「自分の都合のよい時間に൱きたいから」という理ဇが

ロナؼ前は多かったが、ロナؼ以ࣛは減少していき、これと対照的に「ୃ

ܰの ・֥従業֥のॽমがないから」が増加している。ロナؼのࠊ気低ྸで、

思うようにをべなかったことが要֦であると考えられる。一方੫性につい

ては、ロナؼ前は「自分の都合のよい時間に൱きたいから」と「زম・֗ ・

が広がる過程ではؼ൝とၰ立しやすいから」がかなり多かったが、ロナࢌٚ

、が多くなっていった。Ⴒ合のऔ によると「計の༞੩・学൝を得たいからز」

ୃܰࡹ用で൱く੫性の活փেで「経済的なゆとりがない」と返൞した者は
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66.9% にのぼり、こちらについても性と同様、やはりロナؼのࠊ気低ྸが

計に影響を与え、それを解消するためにこういった理ဇが増えていったと考ز

えられる。

Ⅰ－特－８図　産業別雇用者の雇用形態別割合（令和２（2020）年）

（備考）１．総務省「労働力調査」より作成。原数値。
　　　　２．棒グラフの数値の単位は万人。
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Ⅰ－特－９図　非正規の職員・従業員に就いた主な理由の前年同期差の推移

（備考）１． 総務省「労働力調査」より作成。原数値。
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の上位４つを選定。
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14 Ⅰ　令和２年度男女共同参画社会の形成の状況

図ນ˔ȅୃܰの֥Ȇਲު֥にਖ̞̹৽̈́ၑဇのஜා൳ܢओのଔ֊

出所：『੫共同参画ฒ書（႓和３年版）』内ຸڝ੫共同参画ޫȄ14༁。
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/index.html（2022年626ר။）

　それでは、今後ロナؼがਓ௵していくことを想定した場合、੫性のႻ൱は

どう変化していくのであろうか。本ࣂではこれまで੫性就業者について、ฑ

業Ȅ֩食サービス業界から֓ၷȄছ業界に向けてある程ഽのႻ൱移動が起き

た可能性があることを論じてきた。֓ၷȄছ業界はୃܰࡹ用率が高いため、

移動に合わせてୃܰࡹ用者として就業した੫性も多いと思われる。一般的に

ؼ用の方がհ定ഽが高く離の可能性が低いため、ロナࡹ用よりୃܰࡹܰୃ

ਓ௵後に直ちに֓ၷȄছ業界から੫性が離することは考えづらい。しかし

現時点で様々な業種にୃܰ就業している੫性については、ロナؼがਓ௵し

て社会がհ定を৾り࿗し、活様式がロナؼ前に࿗った時、改めて൱き方に
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ついてठ考する可能性があると思われる。

　ຊ者は前ࠇ୩ࣂにて、൱き方の変化の一例としてロナؼの中急速に広まっ

たテレワークについて論じてきた。しかしそこには課題もあり、今後テレワー

クを含めた新しい൱き方が急速に広がり、就業を含めた活様式が一気に変化

するとは考えていない（中・長期的にはあり得ると考えている）11。൚࿂は変

化するものと、ロナؼ前の൱き方や考え方に࿗っていくものがई在するので

はないかと考えている。その時ୃܰ就業の੫性は、就業の理ဇとして図表˔

で示されたロナؼ前の「自分の都合のよい時間に൱きたいから」と「زম・

֗・ٚࢌ൝とၰ立しやすいから」といった状ఠをठびݥめるようになり、

ロナؼの中での「ز計の༞੩・学൝を得たいから」といった理ဇで就業した

業界から離れることを考える就業者も出てくるであろう。その場合、「ز計の

༞੩・学൝を得たいから」といった理ဇで（අにୃܰの）就業者が増加し

た業界は人ऺ流出が起こることが࠼ැされる。しかしこの時、ロナؼの中人

ऺ流出が激しかったฑ業、֩食サービス業に人ऺが࿗るのであれば、あるփ

味ロナؼ前の状ఠに࿗りバランスが৾れるといった౯もできるかもしれな

い。しかし今後ロナؼがਓ௵していった場合、ฑ業、֩食サービス業に人

ऺが࿗るかというと、「４ȅ」ࣜで示した࠼ැが解消されない限りその可能性は

低いのではなかろうか。

˒ȅυࡉͬࢃؼନ̢̀

　ଽຸはロナؼで大きなΘメージをけてきたฑ業、֩食サービス業への

テ入れのために、ロナؼの中実ঔしてきた「Go To ȡ（Eat、トラベルম業

൝）」൝のঔॐを今後もしばらくは実ঔしていくであろう。人々も2年にわたり

ِྕしていたၫ行や外食を自ဇに行うようになり、インバ;ンΡも増加してい

くと思われる。ߓ体的にインバ;ンΡの実ୡを見てみると、ၫ行ਓ12で見た

場合2019年はプラス2.7ಣであったが、2020年には5,552ؙ2021、年には2,084
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と大きく၂ちࣺんでいる。またང外࣭人ၫ行者数13については、2019年ؙ

に3,188万人であったものが、2020年には412万人、2021年には25万人と1/127に

まで激減している。今後ロナؼがਜ਼にਓ௵していき、͌とまず2019年の数

値に࿗っていくと仮定した場合、ਓੀした市場が一気にཛྷらんでいくこととな

る。

　しかし、その時現実問題として上するのは「４ȅ」ࣜで論じた深࣫な人ऺ

不௷である。ฑ業、֩食サービス業の営業がୃ常に࿗っていきݖࡺがངれる

ようになっても、就業者が不௷していてはݖࡺのニーΒに応える分なম業活

動は出ြない。そのため、就業者が不௷している分は営業範囲をޛめ̰るを

得なくなる。さらにম業者௰は「Go To ȡ」൝の੨ঔॐは一時的なもので、ਞ

ၭ後には要が一၂ち着くことを想定するであろう。そもそもฑ業や֩食

サービス業は人を要する業界であり、しかもパンデミック、बٺ、໓評、ࠊ

気൝に左ֲされやすい࿂を持ち合わせているであろうことが今回のロナؼで

さらに明確となった。その上地域に根差した中小企業も多いため、何かが起こ

るとたちまち経営がݫする環ޏにを置いている。そう考えると、企業はむや

みに人ऺを༴えるというリスクを回する行動をとることが想定される。また

就業者௰も「４ȅ」ࣜで示した通り、これら業界で就業することをᯈᯄする可

能性がある。このような状ޙとなった場合、ฑ業、֩食サービス業はロナ

、の૦興前の状ఠにまで࿗ることが出ြず、その結果本ଽຸが進める۷ؼ

͌いては本経済の進ജにまで影響を与えることになり得るのである。ฑ業、

֩食サービス業は੫性の就業率が高い業界であり長期的には要も見ࣺめるた

め、今後は就業に対する不հをし͡くして人ऺ確༗を可能とすることが۴要

となる。

　ではฑ業、֩食サービス業の就業に対する不հをし、人ऺ確༗を可能

とするにはどうすればၻいのであろうか。実षにロナؼの状ޙ下で実ঔされ

た企業׳ॐには以下のものがある。

　Ƀロナؼにおける主な企業׳ॐɄ



─220─

߄種੩成ڎ・　　

　　・߄繰り׳

　　・୕のࠚ減・װ長ந置

　　・ΧンΒオンによる経営׳ (門ز෩ࡍ )

　　・Go To ȡ　൝

　これらの׳ॐは、今後ロナؼがठීした場合必要に応じて同様な׳が

されていくであろう。しかしこれらは全て期間限定のもので、さらに現場で問

題となる人ऺ確༗に直接的にܙ与するものが見൚たらないという問題点を有し

ている。ຊ者のべたところでは、京都ຸがロナؼにおける人ऺ確༗ॐとし

て企業説明会をٳटしたম例があった。しかし企業説明会に႒するものは以前

から໙広く行われており、結ޫそこでは人気のある業界・企業に人がफ़ൢして

しまい、ݥ者が不հを感じる業界には人が集まらないことが多々発する。

そのため効果のほどは不明だが、経済࿂を中心とした׳ॐがあ͏れる中、実

षに企業がࣾっていると思われる人ऺ確༗に対してߓ体的に৾ழんだことは評

価されるべきことと言える。

　ຊ者は長期的に就業に対する不հをし͡くさせるためには、Ⴛ൱者数を増

やすこととジοブ型ࡹ用のある程ഽの定着が効果をもたらすと考えている。ま

ずႻ൱者数の増加についてだが、本は少子化により人口減少が続き、就業者

もそれに合わせて減少していくことが明確となっている。そうなると、限られ

たႻ൱者を企業が৾り合う状ޙとなり、人を必要とするฑ業Ȅ֩食サービ

ス業は他業界と比ڛして人ऺڕ得がࣾ難となることがထ想される。Ⴛ൱者数減

少の対ॐとしては、現在定年װ長や੫性の൱き方改14ڟによる就業者数の増加

が進められている。しかし、༦数である本࣭ྦྷの数が減少していく中ではそ

の効果には限りがある。そのため、これらに加えて外࣭人のࡹ用を்急に増加

させることが۴要となる。これについては在ၣڒに対するଷ限を実ఠに合わ

せて்急に緩和していく必要がある。主要୶進࣭の中では本をはじめイタリ

ア、ΡイΜなどで今後人口減が続いていくことが想定されており、本と同様
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の課題を༴えている。これらの࣭々は、その解ࠨॐの一つとして外࣭人Ⴛ൱者

に目を向けるであろう。そういった中で、他࣭より入࣭ଷ限がࡕしいと外࣭人

Ⴛ൱者にんでもらえないこととなってしまう。この課題を்急に解ࠨするこ

とで外࣭人Ⴛ൱者の確༗に向かい、結果的に本ࣂで論じているฑ業Ȅ֩ 食サー

ビス業の人ऺ不௷解消にもつなげていく必要があるのではなかろうか。

　一方のジοブ型ࡹ用はौ今ಕ目を集めているが、現在本で主流となってい

る就社イメージのメンバーシップ型ࡹ用が、一気にジοブ型ࡹ用に置き換わる

とはຊ者は現時点では考えていない。しかし実षに導入する企業も出ইめてお

り、今後はジοブ型ࡹ用に移行または用（一部種に対応させる）する企業

や、メンバーシップ型ࡹ用であってもジοブ・ディスクリプシοン（ྩ記

書）のみを導入するといった、ジοブ型ࡹ用の一部の要素をழみ入れる企業は

増えていくと思われる。いずれの場合もジοブ・ディスクリプシοンをベース

として用されることになるため、よりࡢ人の持つ経ࡑやスキルをन用者ȟ

न用者が今よりも明確にփেするようになるであろう。

　そしてこの用が定着すれば、ࡹ用の流動性が高まる可能性が見えてくるの

である。本のࡹ用ࠁఠのඅಭとしてਞࡹ用的なඅಭがあげられ、現状では

流動性は高いとは言えない。このままでも企業が競争環ޏで勝ちาけるのであ

ればၻいのだが、現代の経営においてはそれが௷かせになることも指ഊされて

きている。ࡹ用の流動性が高まれば、自のスキルや৾りےく環ޏ、ライフス

テージの変化に合わせてॽমをぶことが可能となる。そうすれば業界に対し

て就業したいが多少の不հがあるという状ޙ下でも、社会全体が今よりࡹ用流

動性が高まっているのであれば、まずはその世界にびࣺむというࠨ౯も可能

となる。そうなると、例えばロナؼの状ޙ下でฑ業、֩食サービス業から

他業種に転した人ऺがठഽฑ業、֩食サービス業に࿗ることを考えたり、

新たに就業を考える人が出てくるといった可能性が増え、結果的に業఼の

໙が広がっていくことが考えられるのではなかろうか。

　以上の2ࣜ目については、ฑ業Ȅ֩食サービス業のみにでなく、ॲ業界全
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体に関わる内容である。しかし業఼の自ဇが憲法にて༗証されており、就

業者自体が減少しつつある本においては、今回のロナؼをはじめとする

様々な要֦によって人が集まらない業界がどうしても出てしまう。そういっ

た中で必要なঔॐを考えた場合、長期的ণ点ではࡢ別の׳ॐに加えて本の

ॲ業界全体を見ളしたものが有効となってくるのではなかろうか。੫性の就業

率が高いฑ業Ȅ֩食サービス業の不հがし͡くされていくことは、結果的

に੫性の業఼の可能性を広げることとなり得るのである。

˓ȅおわりに

　本ࣂでは、2022年3時点でロナؼが一区୨りしたと仮定し、ロナ;イ

ルスまんװ以ࣛの2年を超える期間において、企業や੫性Ⴛ൱者がどのような

影響をけているかを分析し、最ਞ的に今後ロナؼがਓ௵していくことを想

定して、長期的にどうすればၻいかを考察してきた。

　ロナؼの初期（2020年3ȡ4）に、本では多くの就業者が一気に離

した。またその内訳は੫性のୃܰの֥・従業֥が最も多く、分の不հ定

さをႺ೮することとなった。さらにમळなデータからは、業界ྀでは減少した

ところと増加したところが見けられた。しかもその数値は༊ったものとなっ

ており、そのことから、就業者が減少した業界から増加した業界へある程ഽの

Ⴛ൱移動が起こっていたことが想定される。就業者の減少が多かった「ฑ業Ȅ

֩食サービス業」は、ロナؼの影響を大きくけた業界であることは周知の

ম実であり、就業者の減少はやむを得ない感がある。また、増加した「ૂ報通

信業」「֓ၷȄছ」はロナؼ前からྕ性的な人ऺ不௷がഥえられている業

界で、ロナؼを機に就業者を増やしたことは人ऺ不௷解消の一੩となったも

のと思われる。

　੫性に多いୃܰ就業者は、ロナؼの影響をけ就業理ဇが大きく変化し

ていることが分かった。੫性の場合ロナؼ前は「自分の都合のよい時間に൱
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きたいから」と「زম・֗・ٚࢌ൝とၰ立しやすいから」といった理ဇがか

なり多かったが、ロナؼ後は一変して「ز計の༞੩・学൝を得たいから」

といった理ဇがびていった。このことから、ロナؼで経済的にࣾݫしていっ

たউがかび上がった。

　そういった中、まだထ౯をݺさない状ޙではあるがଽຸの言のࡓ、社会は

少しずつ平常を৾り࿗しつつある。そうなると就業者が流出した「ฑ業Ȅ֩

食サービス業」はたちまち人ऺ不௷にۿることが࠼ැされる。仮にこの業界に

࿗りたいと考えたႻ൱者がݳた場合、今後今回のロナؼと似たような状ޙが

起こるかもしれないと考えると就業をᯈᯄするであろう。そうすると業界にࡺ

。る可能性があるۿにޙが࿗っても対応しきれないという状ݖ

　このようにޏߎにۿった企業を׳するものとして、これまでも実ঔされて

きたࡹ用整੩成߄൝のڎ種ঔॐがあるが、それらは現場の人ऺ確༗にまで൩

みࣺめていないという問題を༴えている。そのためຊ者は人ऺ確༗がより長期

的に期ఞできる方ॐとして、本におけるジοブ型ࡹ用のある程ഽのຽ及とႻ

൱者数の増加の必要性を起した。Ⴛ൱者数増加の୨りढ़は外࣭人Ⴛ൱者の増

加にあると言え、この問題はロナؼ前からの課題でもあり、்急な৾りழみ

がݥめられる。一方、ジοブ型ࡹ用については本においてはまだ導入する企

業は少ない。しかしこのࠁఠは本のࡹ用ࠁఠが༴える課題を解ࠨする可能性

もめているとຊ者は考えている。しかしながら、ジοブ型ࡹ用は本企業に

どのようにഐ合していくのかはྚ知の状ఠなため、今後研究課題の一つとして

ౝݥしていきたいと考えている。また、ロナؼは一区୨りしたとはいえ、ਓ

௵にはまだ時間がかかると思われ、その間企業や就業者、අに੫性就業者には

なる影響が及ぶ可能性がある。この点についても引き続き研究を進めていくࢵ

所存である。
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1 โா彦著「൱く੫性を৾りےく環ޏ変化とその課題に関する一考察」実க੫子短期大学

部『ܮ要』Ȅ第43 Ȅ2022 年3 Ȅ1-14 ༁。

2 ਓ௵した訳ではなく、ロナؼの中で活様式が変化したというٽැである。

3 総ྩજൡ計ޫでは、ܬ୯的な変動要֦（ႅ業就業者がからذにかけて増加し、ਝ以ࣛ

減少していく൝）でྀ年同じような動きをするものを「ܬ୯変動」とࡤんでいる。ষൡ

計分析を行う場合、「原数値」とそこからܬ୯変動を除ݲした「ܬ୯整値」のၰ方が公

表されている。

。従業者を除いた者であるز用者は、就業者から自営業主およびࡹ 4

5 中小企業の「中小企業実ఠ基本औ　႓和3年速報（႓和2年ഽࠨॳ実ୡ）」によると、「

ฑ業Ȅ֩食サービス業」の就業者が50人以下のڬ合は98.7% となっている。

6 『࣭ാ通ฒ書2021』࣭ാ通જ ,

 https://www.mlit.go.jp/statistics/hakusyo.mlit.r3.html（2022年626ר။）

。定されたࠨ議ڝとして2017年に「立࣭推進基本計画۷」 7

-Ⴛ൱જȄhttps://www.mhlw.go.jp/toukei/list/9-23࢚「用動向औ　2020年（年自別推移）ࡹ」 8

1.html（2022年75ר။）

。従業者を除いた者であるز用者は、就業者から自営業主およびࡹ 9

10　「ୃܰࡹ用で൱く੫性に関するऔ2022」本Ⴛ൱者ழ合総Ⴒ合会（Ⴒ合）,

 https://www.jtuc-rengo.or.jp/info/chousa/data/20220331.pdf?4668（2022年75ר။）

11　前ࠇ୩ࣂにて、テレワークຽ及の課題としてそのॲ性比率がパーソル総合研究所の

औ (2020年11 ) で84.1%（出社時のॲ性を100% として ) と、出社時と比ڛしてॲ性

が၂ちる点を課題として指ഊしてきた。パーソル総合研究所による最新のऔ結果 (2022

年2 ) においてもॲ性比率は84.2% でほぼ؍ばいとなっており、ロナؼの2年間でテ

レワークにਜ਼応したにも関わらずॲ性比率が上昇しないことは、テレワーク自および

その用方法がྚ成な状ޙにあることを示唆しているのではなかろうか。従って、ロ

ナؼを機に急速にテレワークがຽ及する可能性は低いと想定する。同様に、ロナؼの状

下での൱き方は、ୃ常状ఠに࿗るに従いその方法も࿗っていくものが多く存在すると考ޙ

えられる。また、հ藤はテレワークにより൱きす̨やそれによるࢫ࠲વٺの問題が࠼ැ

されることを示している。テレワークで業ྩ量100% をこなそうとした場合、ॲ性比率

が84% だとすると1.19倍の時間が必要となる。このことがհ藤の示す問題につながってい

く可能性があるのではなかろうか。հ藤ঃࢺ著『ア・テキスト人的࡙ۯ理』新世社Ȅ

2008年11Ȅ174༁。

12　「࣭षਓの推移」़ྩ相 , 

 https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/reference/balance_of_payments/bpnet.htm（2022
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ロナؼがႻ൱移動および੫性の൱き方に与えた影響に関する一考察

年72ר။）

13　「ང外ݖ数・出࣭本人数データ」本ଽຸ۷ޫ ,

 https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/index.html（2022年72ר။）

14　2017年に੫性の業活における活の推進に関する法ၙとして「੫性活推進法」が

࣭会で成立し、その後改ୃも行われている。
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〔論　説〕

ুၛഎܑުとอജ
Ƚুဇと௮Ƚ

野　ྎ　ם　ੇ

はじめに

1ȅ要のڬ

2ȅ大企業とۗၯଷ

3ȅ自立的小企業とڟ新

むすび

はじめに

　企業にݥめられているのは、発ജである。単に、量的拡大のみでなく、質的

向上が必要である。換の࣑କの向上において、ಕ目されるのが、一部の

定されない。一ࠨ新的な小企業である。企業の競争力は、企業ܰ࿅だけではڟ

部の企業زୈ神،େな小企業が、急成長するম例が、しばしばみられる。この

ような小企業は、一般に、ඊ立的である。

　本主義においては、 ( ى ) 経済が一般化する（ˍ）が、このი内にお

いて、企業を中心とする多ࡓ的なழが成長（２）する。そして、ழの基礎は、

知ে（３）である。科学的ۯ理は、ྩに「科学」をഐ用して、ॲ性の向上を

図る。大企業においては、合理的経営（４）が行われ、高いႻ൱ॲ性を実現する。
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現代の本主義においては、 ى) )経済をიழみとしながらも、ى以

外の経営࡙ (とりわけ知ে・ૂ報 )のڬが高まっている。

　こうした社会においては、小企業であっても、発ജの可能性が存在する。ڟ

新的な小企業は、一般に、自立的である。大企業やଽຸにջ存せずに、自らの

力によって、ඊ自の発ജをদみる。他方、大部分の中小企業は、大企業に対し

て従௺的である。大企業やଽຸに従௺・ջ存することによって、一時的なհ定

が得られることがある。しかし、අ定のიழみの中で動くջ存・従௺型の小企

業に、発ജを期ఞすることはࣾ難である。ڟ新的な小企業は、ࣾ難を乗りקえ

ようとして、逆ޏの中で積極的なイΦベーシοンをদみる。（５）一部の自主・

ඊ立のୈ神をもつ小企業によって、活発なڟ新が行われる。

　本主義の発ജとともに企業ܰ࿅の拡大が進ജ（˒）した。そして、その最高

をったڬఠは、株式会社であった。ここで、企業ܰ࿅の拡大に、重要なࠁ

のは、株式会社ଷഽのຽ及（˓）であった。株式会社ଷഽは、社会のߛ々に存在

する႟ळな本の集中を可能とし、大企業のࠁ成を可能にした。

　19世ܮには、؎ༀ本主義࣭において、株式会社ଷഽが、広くຽ及しইめ、

とりわけ、࣭زを (ठ )ൡ一したアメリ・ΡイΜにおいて、大企業が急速に

成長し、ඊがࠁ成された。経済がఠ的である状ޙ下においては、ඊの力

は、ޑ大である。ඊ企業は、ݴ大な本、ॲ୭、高ഽな門能力をもつ

人ऺ、信用力、ཅີな知ে・ૂ報を༗有している。しかし、一ഽ、ඊがࠁ成

されると、ඊ企業は、ඊ (超過 )၌を長期的に持しようとする。ඊ

は現状持的であり、競争をଷ限し、イΦベーシοンは೪తする。企業は、内

向きとなり、技術ڟ新に৾りழむことよりも M ɕ A( 合・ฃਓ ) によって、

競争相をฃਓして、競争を回しようとする。

　大企業の出現は、市場における競争を通して、多くの中小企業をൕఋした。

ඊ・سは、၌のڕ得が可能であり、ඊ・س企業は、၌を持す

るために、自ဇのଷ限を図るようになる。この結果、M ɕ A は活発化したが、

イΦベーシοンは೪తすることになった。
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自立的小企業と発ജ

　イΦベーシοンには、競争が必要であり、この中で、急速に発ജをଛげたの

は、一部のڟ新的な小企業であった。このڟ新的小企業は、一般的に自立的で

あるので、この範ᝲの企業を自立的小企業とྴ付けることにする。自立的小企

業の起࡙は、中世πーロッパの小経営に見出すことができる。中世πーロッパ

のྎ期に、村ࢥ業において、小経営 ( 小ॲ者 ) が自ဇな経済活動をജ

体ଷは、徐々に解体し、本主義࠺するようになると、ാ地を基礎とする໑ٳ

経済がࠁ成された。（˔）このように、໑࠺体ଷのი内に村 ( ࿉物 ) 業がࢥ

成長し、ޫ地的に、小経営による自ဇな経済活動が活発化し、この動きが拡大

して、໑࠺体ଷを解体していった。（˕）他方、中世のࢽს都市などに集住して

いた高၌しや、ཕ၌・ཙࡏ的な中世人は、営၌ୈ神を有していたが、本

主義における推進力となることはできなかった。本主義を୶導したのは、中

世人ではなく、ࢥ業であり、࠸実なॲ者であった。໑࠺体ଷྎ期に一般的

であった村ࢥ業 ( ࿉物 ) の小経営 ( 小ॲ者 ) は、本主義の時代に

入ると、自ဇ競争の中でൕఋされ、本زと転၂した大多数のႻ൱者にඵ極分

解した。以後、本主義は、ॲ業本 ( 業ࢥ ) が中心となって、୶導されるこ

とになった。本主義の発ജとともに、本の集積・集中によって企業ܰ࿅が

拡大したが、他方、Ⴛ൱者の自主・ඊ立のୈ神は、ଚపした。本主義の発ജ

と共に、ॲ性が向上し、Ⴛ൱者の活は向上しইめたが、Ⴛ൱に対する主体

性をい、本の一に転၂した。

　しかし、本主義は、発ജによってॲ性を高める。20世ܮ初頭に F.W. テ

イラーによってইされた科学的ۯ理は、ۯ理に「科学」をഐ用（ˍˌ）して、

ॲ性の向上を図ろうとするものであった。近年は、社会における知েのڬ

が高まっている。本主義は、 ( ى ) 経済が一般化する体ଷであるが、

このი内において、企業を中心とする多様なழが成長し、知েが重要なڬ

をうようになる。こうして、ழ社会、知ে社会が出現する。（ˍˍ）現代は、

企業においては、合理س。成されているࠁ企業を中心とする経済体ଷがس

的経営が行われ、高いႻ൱ॲ性を実現する。しかし、企業ܰ࿅によってのみ
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では、企業の競争力はࠨ定されない。س企業においては、ۗၯଷ（ˍ２）がࠁ

成され、従業֥が、ݴ大なழのভ৬と化し、Ⴛ൱者としての主体性をிし、

一般に、ழに対して動的である。س企業のႻ൱者は、企業ழの一部と

して、活のհ定と引き換えに、ೈ߄Ⴛ൱者として、本に༫୫されている。

Ⴛ൱が、人間の本質であるのにもࢰわらず、Ⴛ൱によって、自ࡨを発現するこ

とがࣾ難である。س企業のႻ൱者は、活がհ定するが、Ⴛ൱の成果 (ॲ

物 ) は自らのものではなく、Ⴛ൱者は、௮の喜びを感じることができず、

ྩ能力を高めることもࣾ難である。また、企業ܰ࿅が大きくなるほど、企業内

分業が進ജし、ྩがळ分化される。Ⴛ൱者のྩは、マニュアル化し、Ⴏ

Ⴛ൱は解体され解体され、不要となる。Ⴛ൱者は、代ఢが可能なழの一部

となる。

　現代は、 ى) )経済のიழみの中で、企業をはじめとする多様なழ

が成長し、ىは、必ずしも企業の競争力のࠨ定要֦ではなくなっている。今

、企業にとって、ىは必要条件であるが、分条件ではない。社会の中の

知ে・ૂ報のڬが高まり、企業ܰ࿅ (߄量 )だけでは、競争力はࠨ定され

ない。ඊ企業は、ඊ(超過 )၌によって、内部ၣ༗をಇ積し、߄ဏを

౯ち୨った。（ˍ３）

　大企業は、ཅີな研究ٳ発によって、技術କを高める。しかし、ۗၯ化

されてழの中で、Ⴛ൱者のࢥ夫は、無ণされることが多い。しかし、イΦベー

シοンは、最初は、小さなࢥ夫から、大きな変化が出される。市場における

ニッΙな分野で、このような小さなڟ新を、ম業化するのに大きなڬをっ

ているのが、自立的小経営である。しかし、ඊ・س企業が、内部に、ཅີ

な߄、技術集約的な୭、れた人ऺ、ཅີで高ഽな知ে・ૂ報を༗有しな

がら、その現状持的な化によって、過ݲのഥൡ・価値۷・成体ࡑから

。できずに、ଚపするম例をしばしば見つけることができるݕ

　他方、従ြとは全く異なる新しいণ点と方法で、ݖࡺの持を得て、急速に

発ജする一部の自立的小企業が存在する。ここで、自立的小企業は、単に、၌
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自立的小企業と発ജ

だけではなく、社会࣓ࡃのୈ神をޑく有している。これらの自立的小企業は、

අ定の大企業に従௺することなく、自主・ඊ立のୈ神をもち、අ定の分野にお

いて、限られた経営࡙を、集中的に活用して、市場において、ඊ自に位置を

く。企業内における経営࡙が、イΦベーシοンをٳ得し、新市場を୨りڕ

み出す原である。しかし、そのஆ在性を引き出すのは、Ϊトであり、起業ز

ୈ神や自ဇのୈ神である。今のॲ業ࢹ௮を変ڟする一つの重要な要֦は、自

立的小企業によるڟ新である。一部の自立的小企業は、従ြとは、全く新しい

ণ点から、大企業にಯする。こうして、市場の中の競争が活性化し、経済の

発ജが進ജすることになる。本ࣂでは、自立的小企業のもつඅಭについて、分

析をদみることとする。

1ȅါのڬ

　企業の存立にとって、市場における要の存在が最も重要である。15世ܮ後

以ࣛの大٬࣎時代による์Ⴙの出現が、中世πーロッパの経済社会に大きな

影響を及ぼした。新࣎Ⴙの発見によって、新大ၘやアジアのݴ大な市場が出現

した。൚時のπーロッパの主要なࢥ業ୋは、࿉物であったが、ඏ然出現し

たݴ大な新市場における要に応えるためには、ୋを一つ一つୋ௮する中世

ギルΡにみられた人的なॲ方法では無理であり、また、໑࠺ଷによるဲգ

は、自ဇな経済活動のᕗᕟとなった。

　新しい์Ⴙの出現によって、中世ྎ期の人がする問ؚଷز内ࢥ業から

マニュファクΙュア (1550ȡ1770年 )、機٫ଷ大ࢥ場 (1770年ȡ ) へと分業・

機٫化が進ജした。他方、࿐࿀ୋの市場が急拡大し、࿐࿀ࢥ業を基軸として、

ষ々に技術ڟ新をみ出した。1733年のジοン・ケイのびᔹの発明は、第一

ষॲ業ྵڟにおける技術ڟ新の進ജのႲङをည発する最初のᕤ子であった。

　このように、イΦベーシοンによる新しい์Ⴙ (要 )の出現が、新たなイ

Φベーシοンを導いた。企業は、市場における要の上に存立している。企業
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にとって、ݖࡺを確༗できるかどうかは、ঘ活問題である。のىへの転

換の過程を、マルクスは、「ྵがけの（ˍ４）」とよび、P.F. Ρラッーは、「ࡺ

は、マーケティングとイΦベー「の௮ݖࡺ」、んだ。ここでࡤの௮（ˍ５）」とݖ

シοンによって可能となる。「ݖࡺの௮」は、၌のみでなく社会࣓ࡃを重

ণするڟ新によってみ出される。M.E. ポーターは、『࣭の競争位』(1990)

で、࣭の経済発ജにおける4要֦、要素、要、企業のၞ、ࢹ௮およびライ

バル間競争・ၞ、関Ⴒ・׳ॲ業と主要4要֦と、Ιャンス、ଽຸのڬの

༞ۖ的な2要֦をあげた (ΘイμモンΡ理論（ˍ˒）) が、とりわけ、要のڬは、

企業の存立にとって、၌をڕ得するというփ味において、ࠨ定的である。

　本主義においては、技術ڟ新によって、ॲ業ࢹ௮が急速に変化し、消者

。して、現状持的であるٽ、が高ഽ化・多様化する。しかし、大企業はݥဳ

大企業は、いくつかの基幹をもっている場合があり、これをਓףの࡙ஂと

し、ここで得られた၌を基礎として、他の分野に多角化していくことがある。

しかし、大企業は、現有の୭をかすণ点から、多角化する場合であっても、

基軸ম業から大きく֝することに対しては、重になる場合が多い。現代に

おいては、市場 (要 )環ޏは、急速に変化している。かつて、中心であった

市場がੀ小し、新市場が拡大している時、企業は、自ࡨの基軸ম業を移行する

必要がある。「大ࢥ業は、Ȥますます大ܰ࿅にॲすることをޑいられ、Ȥも

はや、要の出現をఞっていることはできない（ˍ˓）」大企業は、技術ڟ新の推進、

新ୋのٳ発、広࣬൝によって、新しい市場をٳఽ（ˍ˔）しようとする。しかし、

ᛥႧな市場における競争の中で、このような大企業の഼力によっても、長期的

存続・発ജは容易ではない。

ĳȅఱܑުとۗၯଷ

　1602୭立のオランΘ東インΡ会社は、出者全֥が有限ୣහ社֥となって、

株式会社の起࡙となった。株式会社は、社会に存在する႟ळな߄をも集中し、
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大企業の୭立を可能にした。今の本主義の中心に位置しているのは、ݴ大

なس企業である。

　しかし、発ജは、自立的小企業において、しばしばଛ行される。多くのイΦベー

シοンのٔは、自立的小企業によって֗てられる。しばしば、ݴ大な、س的

大企業が、後発のڟ新的な中小企業からのಯに෴ཤする。これは、1980年代

以ࣛの ICT ॲ業の中での IBM とマイクロ・ソフトの競争（ˍ˕）などにങ型的に、

そのম例を見ることができる。経済がఠ的であれば、競争力は、企業ܰ࿅ ( 

本量 )によってࠨ定される。ここでは、ݴ大な߄をもつ大企業が、ストの

ॉ減を実現し、中小企業はൕఋされる。一か所ないし数か所に、ݴ大なॲ୭

を集中した大企業に対して、ດ的なॲでॲを行う中小企業が対ࢯ

することはࣾ難である。

　M.E. ポーターは、『競争のၞ』において、三つの基本ၞを示した。①

スト・リーΘーシップ、②集中ၞ、ӳ差別化ၞである。企業にとって、

ストのॉ減は、最も基本的なၞ（２ˌ）である。①のスト・リーΘーシッ

プは、大企業にとって有၌であり、「ܰ࿅の経済」や、一つॲを共用す

る「範囲の経済」、大量流通の出現にともなう「速ഽの経済（２ˍ）」などによって、

実現される。大企業は、ڣݴの研究ٳ発を用い、新ୋのٳ発、広࣬による

要のۓ起を積極的に行う。市場における競争は、本の集積・集中によって、

ඊ・سに転化し、最ਞ的に、س企業間の競争を基軸とするس経済がࠁ

成された。

　マックス・;Ϳーバーは、ୃൡ的の三つの純ଘ型があるとした。すな

わち、合法的、ഥൡ的、リスマ的（２２）である。ഥൡ的は、

ਠ的なものであり、リスマ的は、ࡢ人の質による。近代社会は、法

হ࣭زであり、合法的が行われることになる。ここで、ۗၯଷは合法的

にあたる。ۗၯଷは、ଽຸや大企業において、ങ型的にࠁ成される。ۗၯଷ

においては、Ⴛ൱者は、ழの一に転化する。大企業のႻ൱者は、ۗၯଷ

( ഘのᗗ（２３）) を活のհ定と引き換えに、け入れることになる。他方、マ
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ルクスは、本主義においては、ىが物神 (偶像 ) として機能し、すべての

ことがらが転ു（２４）するとした。その換力によって、ىが「目に見える神」

となり、ॲ・ழが目的化し、Ⴛ൱者が化する。この結果、多くの

Ⴛ൱者は、人間の本質であるႻ൱（２５）によって、喜びを感じることができない。

( Ⴛ൱ம外（２˒）) 大企業が出現によって、集ࡀ的なۗၯଷが一般化する。同時

に、Ⴛ൱者は、ۗၯଷのもとで、ழの一部分となり、その主体性をிする

ことになる。

　経済がఠ的であれば、ۗၯଷはれたழである。ۗၯଷの下では、企業

は、合理的な経営が行われ、ழは、機٫体ࠏ化し、高いॲ性が可能になる。

ۗၯଷは、門化とൡ合によって成り立ち、Ⴛ൱者は、ळ分化されたྩにお

いて、門的ڬをう。しかし、大企業において、Ⴛ൱者は、ழの一

として機能する。Ⴛ൱者は、動的となり、௮性のࠧශが問題となる。ۗၯ

ଷのもとでは、ഥൡや୶例が୶され、変ڟに対して、重になる。大企業は、

Ⴛ൱者の高ೈ߄を༗વすることが可能である。しかし、ۗၯଷの下では、Ⴛ൱

者のྩはळ分化し、Ⴛ൱者は、門的な能力を高めることがࣾ難な場合が多

い。Ⴛ൱者は、マニュアル化されたྩの分をい、全体に対するণ点を見

い、この結果、ॲ的ではあるが、Ⴛ൱者の自ဇや௮性はဲଷされる。

　時間の経過とともに、大企業は成化し、ݴ大なॲ୭の持に大きな഼

力をޑいられるようになる。過ݲの成体ࡑと長い時間をかけてࠁ成された価

値۷によって、大企業は、新しいম業への৾りழみに重になる。他方、Ⴛ൱

者は、ますますळ分化されたྩにැし、セクシοナリΒムにۿり、全体的

なণ点をい前例を重ণし、機٫体ࠏ化されたழの一部分として機能する。

ۗၯଷのもとでは、ழ内のミュニケーシοンはわれ、企業環ޏの変化に

対応することがࣾ難となる。書主義やマニュアル主義によって、Ⴛ൱者は、

ますますழの一としてのڬをうようになる。このような集ࡀ化の問

題に対して、大企業は、ম業部ଷ（２˓）の導入をদみることがある。

　本主義においては、全てのことがらが転ു（２˔）する。 ( ى ) 経済
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の一般化とともに、ى・が物神化し、目的ో成のであるழ（２˕）

が目的化 ( Ⴛ൱者の者 ) し、Ⴛ൱者は、一に転၂する。ۗၯଷから、

௮的なイΦベーシοンを期ఞすることはࣾ難である。このように、本主義

発ജの結果としての大企業は、それ自体が問題をもつ存在である。発ജのため

には、性・௮性が必要となる。E.T. βンローΒは、「会社がいかに大き

くとも、与えられた期間に果たしうる拡ಫの量には限ഽがある。だから大企業

グループがみずから経済界に作り出した有၌なൎ機会を一つ残らず有効に၌

用しうる、と仮定する理ဇはまったくない。かれらがみずからを競争からる

力を༶すまいとࡥすることは考えられるが、ॲし、技術ڟ新し、消者

をݟ引するసקした能力以外ので、このような༗ࢌをに入れるか̨り、

経済の間ࠤは、Ȩ人և的ȩにॉ減され、かれらの的地位が持されるばか

りでなく、経営自体の成長もဲଷされてしまうのである。大企業および、ビッ

グ・ビジネス間競争のသࢌ論が有力なものであるとしても、それによって立つ

条件は༶හしても永続する性質のものではなく、なれ合いや、߄的ൡଷの拡

ಫや、経済ழのྭを解ࠨしようとする൰争によって෫ٟされてしまう性ڒ

のものである。この経済ழでは、競争が神であると同時に՛ེでもあり、会

社の成長は効率よく行われるが、それによってܰ࿅はそれ自体では能率とは

いえないにせよ、やがてはみずからの成長をஷٺするにঢるॲ業ࢹ௮をみ出

してしまうものである（３ˌ）」とべている。このように、多くの大企業の経営は、

հ定的ではあっても、ٽして、現状持的であり、急激な市場環ޏの中をブレ

イク・スルーすることが、ࣾ難な場合が、しばしばみられる。他方、一部の自

立的小企業の中に、発ജを可能にする化が、内༫されている。

3ȅুၛഎܑުとڟ૧

　「ഘൽを࠺୭したものは、一般に、פ馬৬の持ち主ではなかった（３ˍ）」ように、

画期的なڟ新は、従ြ、ॲ業をしていた大企業からまれることはܭであ
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る。最も動ఠ的な本主義࣭زであるアメリにおいては、新ॲ業の出が活

発であり、一部の自立的小企業が、新技術やビジネス・モデルを用いて、市場

を୨りٳき、大企業に成長する一方、かつてのݴ大企業が成化し、ଚపする

ことが、しばしばみられる。

　今、企業の競争力は、企業ܰ࿅のみでは、ࠨ定されない。 ( ى ) 経

済が一般化する中で、߄ ( ى ) の༗有は、有၌な条件であるが、߄をも

たない一部の自立的小企業が成長して、大企業にಯし、新ॲ業の௮を୶導

するのを、しばしばみることができる。ఠ的な経済においては、ڣݴの߄

をもつ大企業が、գു的に有၌である。しかし、現実には、本 ( ߄量 ) の

みで、企業の競争力がࠨ定される訳ではない。長いႤঃをもつ大企業が、成

化し、市場の変化に対応ができずにଚపする。企業が、長期間かけてࠁ成され

たഥൡや価値۷からݕすることは容易ではない。ඊ企業のように競争をଷ

限し、ඊ (超過 ) ၌の上に、イΦベーシοンをటった企業は、長期的には、

そのڟ新的性ڒをிし、自ဇ競争の中で౫えられた自立的小企業に෴ཤする。

　他方、一部の自立的小企業は、ޛい分野において、新しいণ点や価値۷から

ඊ自のႀ域を୨りٳき、ඊ自に行動する。これに加えて、その企業に存在する

自ဇなୈ神が、企業の存続・発ജに大きな影響を及ぼす。自立的小企業は、経

営࡙において、大企業に対してႦ位であるが、大企業にみられるۗၯଷを排

しており、自ဇのୈ神は、全く新しい発想によるイΦベーシοンを可能とする。

また、一部の自立的小企業は、社会࣓ࡃのୈ神をޑく持ち、ޛい分野において

の持を৾り付け、急速に成長ݖࡺ新を繰り返し、ついには、市場におけるڟ

する。このような小企業は、自主・ඊ立のୈ神を有している。

　本主義の発ജは、自ဇの拡大とྟ接な関Ⴒをもつ。ଽຸのٚ入を排除し、

企業は、୲え̰るイΦベーシοンによって、常に、新機軸をݥめ、࣑を高め

ようとする。ここで、必要なものは、経営࡙であるが、企業は、ネ ( ى )

以外にも多様な経営࡙の集合体であり、近年は、知ে・ૂ報のڬが高まっ

ている。しかし、経営࡙のஆ在力を引き出すのは、Ϊトであり、ழの持つ
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自ဇのୈ神である。ඊは、変ڟに対してဲଷ的に作用する。大企業は、しば

しば、ഥൡ的な企業化（３２）や価値۷からのݕがࣾ難となる。大企業にお

いては、多くの高ഽな門知েをもつ人ऺを༴えながら、ۗၯଷによって、Ⴛ

൱者は、その一部となり、自ဇがଷ約される。Ⴛ൱者のアイデアは、変ڟに

対して消極的な化によって、৾ り上げられないことが多い。自らのアイデア・

技術を活かすことができず、不満をもつ従業֥は、スピン・ア;トして、近ႋ

で起業することがしばしばみられる。こうして出現した自立的小企業が、活発

なイΦベーシοンを出し発ജする。従ြの経済ࢹ௮を変ڟしている要֦の一

つは、大企業やଽຸに従௺・ջ存しない自立的小企業のڬである。このよう

な小企業の経営理ැは、ႋ人愛や社会࣓ࡃなど、マックス・;Ϳーバーの「近

代本主義のୈ神」と共通性（３３）をもつことが多い。本主義は動ఠ的であり、

企業は、新機軸をݥめて、ম業の高ഽ化を図る。企業は、常に、新をൎ入

していく。企業は、ॲ業の競争関係を活性化し、࣑のକを高める。自立的

小企業の自主・ඊ立のփে、自ဇのୈ神に、イΦベーシοン出の࡙ஂを見出

すことができる。

͚̳͍

　本主義は、 ( ى ) 経済のიழみの中で機能している。経済は、

社会のߛ々にまで૫൫し、社会的サービスの化が進行し、社会の中の共同

体は、解体が進行している。こうして、ࡢ人は、ますますࡧ立化する。初期

本主義においては、企業にとって本 ى) )のڬがࠨ定的であったが、今

、企業の競争力は、必ずしも本量によってのみࠨ定されず、他の経営࡙、

とりわけ知ে・ૂ報のڬが高まっている。したがって、知েの出が必要と

なる。これらの࡙のஆ在力を引き出すのは、Ϊトである。

　他方、大企業においては、Ⴛ൱者は、高ഽな門知েを༗有しているが、ۗ

ၯଷのもとで、その自ဇは、大きくଷ約をけている。（３４）ۗၯଷは、合理的
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ではあるが、現状持的であり、大きな方向転換がࣾ難である。ඊ・س企

業においては、ڣݴの研究ٳ発によって、現有の技術を深めることはできて

も、新しいণ点によるイΦベーシοンの出において、ࣾ難な場࿂がしばしば

みられる。本・技術集約的な大企業では、ॲ性は高まるが、Ⴛ൱者の自ဇ

や௮性は、ဲଷされる。こうして「Ⴛ൱の人間化」が必要となる。ۗၯଷに

よって、ழが性や௮性をிし、ম業部ଷなどの分ࡀ化のদみがなさ

れる。しかし、このようなদみによっても、大企業が、その問題を全て解ࠨす

ることはࣾ難な場合が多くみられる。

　他方において、限られた経営࡙を活用して、急成長する一部の自立的小企

業が存在する。これらの企業は、大企業やଽຸに対して自立的であり、ここで、

重要なփ味をもつのは、ழ内の自ဇである。現代の経済の基軸に位置するの

は、ݴ大なس企業である。グローバル市場におけるس企業間の競争によっ

て、世界経済がജٳされている。今では、市場における競争が重ণされるよ

うになり、ඊ企業が分ڬされ、س企業を中心とする経済がࠁ成されている。

これらのس企業は、超過၌をڕ得し、ڣݴの研究ٳ発によって、୶端的

な技術ڟ新を進ജさせる。

企業においても、ۗၯଷの࣪は重要な課題である。ۗၯଷは、Ⴛ൱者س　

の自ဇをဲգし、内部にじた新しい技術・発想を、しばしばဲগする。大企

業は、ڣݴの߄・୭・ཅີな門知েを有する人ऺを༗有しているが、一

部の自立的中小企業に෴ཤする。他方、従ြとは異なる新しいণ点によるアイ

デアや新技術は、しばしば自立的小経営によってみ出される。自立的小企業

は、営၌性と同時に、ޑい社会࣓ࡃのփেをもち、市場におけるޛい分野でڟ

新を繰り返し、ݖࡺの持をڕ得して、大企業にಯし、急速に成長する。経

済社会の変ڟ要֦として、自主・ඊ立のփে、自ဇのୈ神をもつ自立的小企業

のڬが期ఞされるようになる。ఠ的な経済においては、ىのڬがࠨ定

的であり、ݴ大な本を༗有する大企業に対ࢯして、小企業がち勝つことは

ࣾ難である。しかし、企業は、競争の中で、新機軸をݥめて、୲えず࣑のକ
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を高める。一部の自立的小企業は、ޛい分野に経営࡙を集中し、技術ڟ新

を繰り返し、競争力をつくりだして、急成長する。自立的小企業によるイΦベー

シοンが、従ြのॲ業ࢹ௮を変ڟする一要֦である。現代は、ݴ大なグローバ

ル企業間の競争を軸に経済がജٳされている。ᛥႧな競争の中で、グローバル

企業においても、市場は、հ定的なものではなく、存続するために、୲え̰る

は、急速にޏ௮は、急速に変化し、企業環ࢹ新の必要にทられている。ॲ業ڟ

変化している。本主義の発ജと共に、企業は、大ܰ࿅化するが、同時に、ۗ

ၯ化する。ۗၯ化したழは、集ࡀ的・合理的で、高いႻ൱ॲ性を実現する

が、現状持的である。ここで、Ⴛ൱者は、ழの一となる。

　イΦベーシοンの出のためには、自ဇのୈ神とޑい社会࣓ࡃփেをもった

自立的小企業のڬが重要である。ޛい分野で、技術ڟ新を繰り返す企業の活

動が、経済活性化の重要な要֦となりうる。自立的小企業は、従ြのიழみに

とらわれず、新しいণ点から、技術ڟ新やシステムの出を図ることが可能で

ある。今、ݥめられているのは、経営者・Ⴛ൱者共に、自主・ඊ立と自ဇな

ୈ神であり、新しいণ点をম業化することである。自立的小企業のڬがठ

েされるべきと考えられる。

ĩ ಕ Ī

（ˍ）「本主義的ॲ様式の的である社会のີは、『ݴ大なる集積』として現われ、

ఠとして現れる」エンΊルス編、向ा֝訳『マルクス　ࠁ々のはこのີの成素ࡢ

本論 (一 。波書ഝ、67༁܊『(

（２）P.F. Ρラッー、上田訳『( 新版 ) ౯୲の時代』ΘイμモンΡ社、1999年、185༁。

（３）三公『Ρラッー、その思想』៍൴、2011年、72༁。また、野中֘ষらによる

知ে௮についての研究がみられる。野中֘ষ『知ে௮の経営』本経済新社、

1990年、野中֘ষ・ऊ野ഴ『知ে௮の方法論－ナレッジワーーの作法－』東洋経済

新報社、2003年、Ίオルク・フン・クロー、一ᕢ和・野中֘ষ『ナレッジ・イネー

ブリング－知ে௮企業へのࡼつの実க－』東洋経済新報社、2001年、参照。

（４）中世以前においては、「ᅳ目൚てのൎ機的・合理的なཙࡏの性質をおびた人の営み」
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がみられた。大ݛဎ『社会科学における人間』܊波書ഝ、1997年、50༁。しかし、本

主義においては、「合理的な༧記、とくにୃ確な原価計ॳ、それによる結果の合理的なထ௶、

そういうものを൩まえたॲ業経営を不可ࠧなാరとしている」大ݛဎ『社会科学におけ

る人間』܊波書ഝ、1997年、53༁。また、༌岡信之は、ۯ理者のΜ・ンから、ۯ理技

術が用いられるようになったとしている。༌岡信之『現代企業の所有と－株式所有論

からۯ理的所有論へ－』ฒ書པ、1992年、39༁。

（５）M.E. ポーターは、イΦベーシοンが、「プレッシャーとಯによって起こる」とした。

M.E. ポーター、ാࣿܚ・中হ・小野໌夫・成ີ子訳『࣭の競争位 ( 上 )』Θ

イμモンΡ社、1992年、2༁。P.F.Ρラッーは、イΦベーシοンとは、「体ࠏ的ܤ」P.F.Ρラッ

ー、小ႅࢤহ۬訳、上田・佐々࿐実౺訳『イΦベーシοンと企業زୈ神－実கと

原理－』ΘイμモンΡ社、1985年、264༁。GM の A.P. スローンは、「௮というॽমはど

こまでも続く」A.P. スローン ,Jr.、田中ဏඵ・ਃ野೭子・ฎ訳『GM とともに－世界

最大企業の経営ഓ学と成長ၞ－』ΘイμモンΡ社、1967年、566༁。GE のジャック・;Ϳ

ルΙは、「ナンバーワン  アンΡ　ナンバーΜーၞ」をえている。ジャック・;ͿルΙ、

ジοン・A・バーン、ݠ本喜一訳『ジャック・;ͿルΙ　わが経営 (上 )』本経済新社、

2001年、174༁。

（˒）「企業ଷഽは、企業ܰ࿅拡大のႤঃ」であった。小松章『( 第三版 ) 企業ࠁఠ論』新世社、

2006年、13༁。

（˓）1602年に୭立されたオランΘ東インΡ会社は、「全社֥ ( 出者 ) の有限ୣහଷ」をもっ

て、株式会社の起࡙となった。大ݛဎ『株式会社発ঃ論 ( 大ݛဎ著作集 第一ے )』

。波書ഝ、1969年、144༁܊

（˔）マルクスは、「Ⴛ൱者の自ࡨのॲにたいする私有は、小経営の基礎である。小経

営は、社会的ॲとႻ൱者自のࡢ性の発ജのためには、一つの必要条件である」エンΊ

ルス編、マルクス、向ा֝訳『本論 (三 。波書ഝ、1969年、413༁܊『(

（˕）「໑࠺的なࡣい社会੨ଷഽのの下で、それにࢯしつつ、『村』を基๕に新たな

ॲ੨力の発ో ( Ɂޫ地的市場圏のࠁ成と村ࢥ業のജٳ ) がおこなわれ、そのいとし

て多かれ少なかれম実上ඊ立自ဇな『中ॲ的ॲ者』( Ɂ小ॲ者としてのྦྷお

よび人 ) がউをあらわす。Ȥそしてこの『中ॲ的ॲ者』のၰ極分解 ( Ɂ本زとೈ

級分化ٴႻ൱者への߄ )のࠁで「ॲ業本」がしだいにࠁ成される。ところで、「ॲ業本」

はȤࡣい໑࠺的な社会੨ଷഽをߡりくずしながら進ജし、ついにࡣいॲ様式としての໑

のॲ様式たる本主義とそれࡨして、新しい、自ܤ成をလࢹଷとそれにもとづく社会࠺

にもとづく社会ࢹ成を勝၌せしめるにঢった」大ݛဎ『؎ਗ経済ঃ』܊波書ഝ、1973年、

144༁。

（ˍˌ）F.W. テイラー、上野ု一訳『(新版 )科学的ۯ理法』ॲ能大学出版部、1969年、225༁。

（ˍˍ）P.F. Ρラッー、上田・佐々࿐実౺・田代ୃ訳『ポスト本主義社会－21世
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。のழと人間はどう変わるか－』ΘイμモンΡ社、1993年、354༁ܮ

（ˍ２）ۗၯଷについて、論じたのは、マックス・;Ϳーバーであった。「ۗၯଷ的ழが進

出するためのࠨ定的な根ݶは、以前から、それが他のいかなるࠁఠよりも純技術的にק

しているということであった。ۖ全に発ోしたۗၯଷ機ࢹの、他のࠁఠに対する関係は、

ち͡うど機٫の機٫的な़ىॲ様式に対する関係に似ている。ഐڒ、ଇ速、一義性、

書に対するୈ通、、持続性、重、ൡ一性、ڒࡕな従、ླྀड़の除ݲ、物的および人的

な用の୯約―これらは、ڒࡕにۗၯଷ的な、とくに߱Ⴏをけたࡢ々のۗ၍による単一

的な行ଽにおいては、あらゆる合議的なまたはྴန的、࠳的なࠁఠに比べて、最

ഐഽまで高められている」マックス・;Ϳーバー、Ւ吉・ზ߽平訳『ۗၯଷ』ିࢭ社

。1987年、33༁、ڝ࢚

（ˍ３）P. バラン、P. ス;ィージー、小原敬আ訳『ඊ本』܊波書ഝ、1967年、23༁。

（ˍ４）マルクス、໌田ၦ夫・藤ગ吉・大内力・加藤ੇ彦訳『経済学』܊波書ഝ、1956年、

110༁。

（ˍ５）P.F. Ρラッー、上田訳『( 新訳 ) ௮する経営者』ΘイμモンΡ社、1995年、127༁。

（ˍ˒）『࣭の競争位 (上 )』106－107༁。

（ˍ˓）ール・マルクス、५村ގ訳『ഓ学のຫࣾ』܊波書ഝ、1950年、62༁。

（ˍ˔）J.K. ガルブレイスは、「社会がゆたかになるにつれて、ဳབを満௷させる過程が同時

にဳབをつくり出していく程ഽが大きくなる。これが動的におこなわれることもある。

すなわち、ॲの増大に対応する消の増大は、示唆や見וを通じてဳབをつくり出すよ

うに作用する。高いକがో成されるとともに期ఞも大きくなる。あるいはまた、ॲ者

が積極的に、ഥや์ค術によってဳབをつくり出そうとすることもある。このようにし

てဳབはॲにջ存するようになる。門的な用語で表現すれば、全般的なॲକが低

い場合よりも高い場合の方がছはより大きい、という仮定はもはやఏ൚しない。どちら

の場合でも同じなのかもしれない。高କのॲは、ဳབ出の程ഽが高いというだけの

ことである。ဳབはဳབを満௷させる過程にջ存するということについて今後も͏れる機

会があると思うので、それをջ存効果 (Dependence　Effect) とࡤぶのが༒၌であろう」と

べている。J.K. ガルブレイス、ႝ࿐ഓ太訳『ゆたかな社会』܊波書ഝ、2006年、206―
207༁。

（ˍ˕）ビル・ΊイΜ、ୌ和彦訳『ビル・ΊイΜ　ྚြを語る』アスキー、1995年、102༁。

（２ˌ）「ストॉ減をがむし͝らに追及し、ストおよび間接੨経のۯ理をきびしく行な

い、႟ळݖࡺとの৾引をけ、R ɕ D やサービス、セールスマン、広࣬のような࿂での

ストを最小に୨りつめることが必要である。この目的をో成するには、経営者が、スト

ൡଷに万全のಕփをう必要がある。質、サービスその他の࿂をまったくおろそかにす

るわけにはゆかないにしても、『同業者よりも低ストを実現しよう』というのが、この

ၞの一۹したテーマなのである。低ストの地位をめると、業界内にޑ力な競争要֦



─242─

があらわれても、平以上のਓףをむことができる」M.E. ポーター、ാܚ ・ࣿ中হ・

部照夫訳『競争のၞ』ΘイμモンΡ社、1982年、56-57༁。

（２ˍ）A.D. ΙャンΡラー ,Jr.、ುֵ一・小ႅ߶चহ訳『経営者の時代－アメリॲ業に

おける近代企業の成立－ (上 )』東洋経済新報社、1979年、413༁。

（２２）マックス・;Ϳーバー、ᚰോႿ訳『ࡀ力と』有1967、ڝ年、5༁。

（２３）マックス・;Ϳーバー、大ݛဎ訳『( 改訳 ) プロテスタンティΒムのႃ理と本主

義のୈ神』܊波書ഝ、1989年、366༁。

（２４）「市場経済は経済であり、世界はىによって全てのものがとしてॲ

され消せられ、ىを神としてى信ަによってのみ人間のを持する不可思議な世

界である、と言ったマルクスの指ഊはྚだによっても乗りקえられてはおらず、マルク

スの物神性論はいよいよその現実性をましてြつつある」三公『科学的ۯ理のྚြ－マ

ルクス、;Ϳーバーを超えて－』ྚᅂ社、2000年、148༁。

（２５）「この人間Ⴛ൱の有する人間の主体的、փে的、合目的的な活動が、また人間それ自

を成長させ、他の動物とは異なる高ഽに発ోした人႒社会をみ出してきているのであ

る。この人間Ⴛ൱の持っている人間とその社会を発ജさせる൱きは、Ⴛ൱の有する活

ၳॲの機能とんで、人間Ⴛ൱の基本的機能をなしている。そういうփ味では、Ⴛ൱は、

人間にとって主体的、փে的行ևであり、それ自体、人間の人ڒ的発現ࠁఠとしてജٳさ

れるといえる」֔上ࢤ『知的௮の経営学』ส୷代出版、2001年、3༁。

（２˒）マルクスは、ம外について論じた。Ⴛ൱者は、自ࡨの持つ一のであるႻ൱力

を市場 ( Ⴛ൱市場 ) において、คݕし、それに対してೈ߄をڕ得する。しかし、Ⴛ൱者の

ॲしたॲ物は、Ⴛ൱者のものとならずに、本の௰が৾得するため、Ⴛ൱者にとって、

ॲ物は、自らの成果と実感することができずに、Ⴛ൱に対してߎを感じるようになる。

Ⴛ൱が、人間の本質であるのもࢰわらず、Ⴛ൱の成果がႻ൱者本人のものにならないこと

は、ம外をみ出す。「Ⴛ൱がႻ൱者にとって外的であること、すなわち、Ⴛ൱がႻ൱者

の本質に௺していないこと、そのため、は自分のႻ൱において࣊定されないで、かえっ

て๛定され、幸と感̶ずにかえって不幸と感じ、自ဇなර体的およびୈ神的エネルギー

がまったく発ജさせられずに、かえってのර体は消し、のୈ神はᴦ化する」マル

クス、ઽഴ・田中吉訳『経済学・ഓ学ࣂ』܊波書ഝ、1964年、9༁。

（２˓）A.D. ΙャンΡラー ,Jr.、三経済研究所訳『経営ၞとழ－ༀ࣭企業のম業部ଷ成

立ঃ－』実業之本社、1967年、56༁。

（２˔）「Ⴛ൱する人間を『Ⴛ൱力』・『ॲの一要素』・『本の一』に転化する」H. ブレ

イόァマン、ີ沢ࡋহ訳『Ⴛ൱とඊ本』܊波書ഝ、1978年、157༁。

（２˕）三公『Ρラッー－自ဇ・社会・ۯ理－』ྚᅂ社、1971年、180༁。

（３ˌ）E.T. βンローΒ、ྎ松࡚訳『( 第ඵ版 ) 会社成長の理論』ΘイμモンΡ社、1980年、

334༁。
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（３ˍ）シュムβーター、野ဈ一・中५չ知・東ศୈ一訳『経済発ജの理論 ( 上 ܊『(

波書ഝ、1977年、184༁。

（３２）E.H. シャイン、֔߄ዎ۬ࢤ訳、સ一・༌५ج代子訳『企業化－き残りの指ૻ－』

ฒ書པ、2004年、17-21༁。

（３３）「ピュ;リタニΒムは、現世において神のוをあげ、ႋ人愛を実கするとして

営၌活動をଵしたばかりではなく、その目的に合致するか̨りでは、かえってそれに高

いႃ理的な価値をあたえ、それを使ྵとしてଛ行することをྵじた」大ݛဎ『社会科学

の方法－όͿーバーとマルクス－』܊波書ഝ、1966年、180༁。

（３４）「こうした化発ജの最後に現れる『ྎ人たち』にとっては、ষの言ဩが૯理となる

のではなかろうか。「ୈ神のない門人、心ૂのないڢށ人。この無のものは、人間性の

かつてోしたことのないٴにまですでにഴりつめた、と自ࣷれるだろう」『( 改訳 ) プロ

テスタンティΒムのႃ理と本主義のୈ神』366༁。
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〔論　説〕

ΕέΠ;Ϳͺのါ̧֨ݥ̱に̤̫ͥ 

ΑΞー·γルΘーのඅ

ྴີ子

1.　੬論

2.　基本ٽැの比ڛ

3.　ステークγルΘーのඅ定技術

4.　関Ⴒ研究

5.　結論

1į　੬論

　ステークγルΘーは、経営ၞ、企業ൡহ、企業の社会的ୣහなどの໙広い

分野で၌ٺ関係者をփ味する言ဩとして使用されている。ステークγルΘーの

ැがٽ Edward Freeman によって整理されたのは1984年のことである。Edward 

Freeman は、ステークγルΘーとは企業の目ດのో成するために影響を与えう

る、または影響をけるグループまたはࡢ人を指し、ߓ体的には、従業֥、ݖࡺ、

を与ף論者、ଽຸ、その他の企業に対して၌ࢌ༗ޏ行、環߆、業者、株主ݯރ

えるか、もしくはٺをもたらすグループが含まれる [Freeman2010] と定義して

いる。ソフト;Ϳアٳ発においてステークγルΘーのඅ定は、ソフト;Ϳアٳ

発を行う技術者はとॽমをするのかをփ味し、いかなるシステムも、ୃ確、
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かつ、ۖ全にすべての可能性のあるステークγルΘーをタイプ別にඅ定し、そ

れらの၌ףとୣහをۯ理することは常に重要である [Laplante&Kassab2022]。

　ソフト;Ϳアٳ発にかかわる研究者や技術者は、ステークγルΘーはな

のか、どの範囲まで含めるべきかについて、ठ考すべき時にြているようだ。

Ingo Müller ら [Müller et al., 2022] は、アメリのデトロイト࠙察がन用した

েシステムが人種的な多様性にࠧශした画像データを機٫学ਠに使用したこ

とにより無実の性がఫ༛されたম件をݷげ、අ定のソフト;ͿアのξーΎー

ではない人々、または、そのソフト;Ϳアの存在すら知らないにもかかわらず

操作により影響をうける可能性がある人々を間接的なステークγルΘーとࡤ

び、間接的なステークγルΘーを見၂とすことでソフト;Ϳアが深࣫なমఠを

引き起こすとِ々に࠙࣬する。ソフト;Ϳアの門زが使っている࣭षດや

知ে体ࠏがソフト;Ϳアの要ٳݥ発のٴで間接的なステークγルΘーをඅ定

するߓ体的なガイΘンスをރしていないこと、ならびに、ステークγルΘー

の要ݥを満たすために企業が実ঔするॽমのやり方が社会的および社会的影響

への慮にࠧけていることを間接的なステークγルΘーを見၂す原֦としてݷ

げている。

　前者の「࣭षດや知ে体ࠏが間接的なステークγルΘーをඅ定するガイΘ

ンスをރしていない」という指ഊについては、機٫学ਠで使用する߱Ⴏデー

タまでをステークγルΘーに含むとするܰ定が存在しない可能性が考えられ

る。ソフト;Ϳアٳ発を行う技術者は、システムやソフト;Ϳアٳ発における

技術的な問題を解ࠨするषにらの౯をえる根ݶ、または、門ز同আの

ミュニケーシοンにḺḿがないようにする用語の定義として࣭षດ ISO/

IEC/IEEE24765 (Systems and software engineering – Vocabulary) [IEEE2017]、 知

ে体ࠏガイΡ SWEBOK(Guide to the Software Engineering Body of Knowledge)

[SWEBOK2014] などを၌用する。࣭षດ ISO/IEC/IEEE24765 [IEEE2017]

は、システムとソフト;Ϳアࢥ学に関する共通の語Ꮓのރをփ図している

¢SWEBOK [SWEBOK2014] は、IEEE Computer Society が後׳して編集されたソ
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ソフト;Ϳアの要ݥ引き出しにおけるステークγルΘーのඅ定

フト;Ϳア知ে体ࠏガイΡである ¢ຊ者は、ソフト;Ϳアの要ٳݥ発における

基本ٽැを対યに、࣭षດ [IEEE2017]、知ে体ࠏ [SWEBOK2014]、関Ⴒ研

究 [Wiegers2013] を用いた比ڛと分析を実ঔしている [ྴ2022]。その研究

において、ソフト;Ϳアの要ٳݥ発、つまり、引き出し、分析、ॽ様作成、ఏ

൚性確のषに使用する基本ٽැを比ڛしたところ、要ݥ、フィーΙャー、ଷ

約条件ではಒયഽが高い記がݥめられていること、びに、システム要ݥに

関わる人的な対યをシステムのݖࡺまたはエンΡξーΎーに限定せず ¥ステー

クγルΘーを含み ¥さらにࡢ人がে別可能なૂ報࡙以外の໙広い人的ૂ報࡙に

まで及んでいると明した。残ැながら、ステークγルΘー、ݖࡺ、エンΡξー

Ύーに関するમळな分析は、その時点で実ঔできていなかった。

　Ingo Müller らが言及した後者の「ステークγルΘーの要ݥを満たすために企

業が実ঔするॽমのやり方が社会的および社会的影響への慮にࠧけている」

という指ഊについては、ソフト;Ϳアٳ発を行う対યの周辺環ޏの変化が影響

していると考える。アジャイルソフト;Ϳアٳ発言 [AgileManifesto2001] で

素்く変化に対応することを理ැとしてࠇげているアジャイル型ٳ発の現場で

あっても、ソフト;Ϳアの要ٳݥ発時にݖࡺがփ図した用ഷをۖ成した成果物

であるソフト;Ϳアが満たしていないমఠが残ැながら発する。ݖࡺのփ図

していないソフト;Ϳアが最ਞ成果物としてݖࡺにރされる理ဇのˍつは、

ソフト;Ϳアの要ٳݥ発のٴで Pamela Zave [Zave1997] と Michael Jackson 

[Jackson2000] が指ഊした「システムが動作する世界 (W) とマシン (M) をई合」

が発していることがある。ステークγルΘーの要ݥは、どのような機能やサー

ビスがރされるかというシステムの૦るໍいに関するものが主であるが、プ

ロジͿクトで୭計する必要があるのはシステムが動作する世界 (W) の૦るໍ

いではなく、プログラミングによって作られるマシン (M) の૦るໍいである。

ソフト;Ϳアٳ発を行う技術者は、ステークγルΘーの期ఞや関心をୃ確に把

՜し、プログラムがރする૦るໍいについてステークγルΘーとেの֑い

が発しないように഼める必要がある。
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そこで、本ࣂは、ステークγルΘーのඅ定について、ٽැの定義、実ྩで広く

使われている技術、最新のレビュー研究で明している内容にઙ点を൚て、

൦を行うことにする。最初に、࣭षດや知ে体ࠏがソフト;Ϳアの要ٳݥ発

で人的な基本ٽැである、ステークγルΘー、ξーΎー、ݖࡺをどのように定

義しているかを比ڛする。ষに、システムٳ発の現場で広く実ྩزに使われて

いるステークγルΘーをඅ定する技術について言及する。その上で、ソフト;Ϳ

アٳ発のステークγルΘーのඅ定に関する研究をレビューするために学術論

データベースからキーワーΡをもとに対યをಒ出し分႒する最新の研究に着目

し、それらの分析法とステークγルΘーをඅ定する要素やਜ਼から、ステー

クγルΘーのඅ定について考察を行う。

ĳį　ٽུܖැのڛ

　前したように、著者は࣭षດ [IEEE2017]、知ে体ࠏ [SWEBOK2014]、

関Ⴒ研究 [Wiegers2013] を使って、要ݥ ¥ フィーΙャー ¥ ଷ約条件、ξーΎー

ストーリー ¥ ξースケース ¥ シナリオ、システム要ݥ ¥ 機能要ݥ ¥ 機能要ݥ

の分析と比ڛをܡに行っているため、本研究では、対યシステムの要ݥと環ޏ

からॽ様書で定義すべき人的な要素としてをಒ出すべきなのかを考察する

ことからইめたい。使用する࣭षດ [IEEE2017]、知ে体ࠏ [SWEBOK2014]、

関Ⴒ研究 [Wiegers2013] に関しては、原からのཱུ訳は著者が直接行い、比ڛ

対યに一致する用語がない場合には、著者がもっとも近い表現であると考える

用語をんでいる。

ĳį1　スΞー·γルΘー

� ステークγルΘー [IEEE2017]

　①システムに対して、またはシステムが有するニーΒや期ఞに見合うඅ性に

対して、ࡀ၌、共有、要ݥ、または関心を持つࡢ人やழ。②プロジͿクト
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のࠨ定、活動、または成果物に影響を与えうる、影響をける、あるいは影

響をけることをめている一ࡢ人、グループ、またはழ。ӳシステムに

関心を持つࡢ人、Ιーム、ழ、または、それらに関するクラス。リスクに

影響を与える、影響をける、あるいは影響をけることをめているࡢ人、

グループ、またはழ。 

� ステークγルΘー [SWEBOK2014] 　 

　ステークγルΘーはプロジͿクトによって変わるが、ξーΎー / オβレー

ターとݖࡺ ( 同じである必要はないが ) は常に含まれる。ソフト;Ϳアのス

テークγルΘーのങ型例は、ষのとおりである ( ただし、これらに限定はさ

れない )：ξーΎー、ݖࡺ、ܰଷ൚ޫ、ソフト;Ϳアエンジニアら。

� ステークγルΘー [Wiegers2014]  

　プロジͿクトに積極的に関わっている、プロジͿクトのプロセスや成果物の

影響をける、あるいは、それらに影響を及ぼす可能性があるࡢ人、グルー

プやழ。

メント：[IEEE2017] のステークγルΘーの定義は、「影響を与えうる、影響

をける、あるいは影響をけることをめている」となっていることから極

めて広い範囲が想定されていることが分かる。しかしながら、このような

大化した定義は必要ないとの [Meyer et al.,2019] も存在する。[IEEE2017]

と [Wiegers2014] におけるステークγルΘーの定義はಒય的である。一方、 

[SWEBOK2014] ではステークγルΘーのങ型例はこれらに限定されないと言

いつつも、ߓ体的に、ξーΎー、ݖࡺ、ܰଷ൚ޫ、ソフト;Ϳアエンジニアを

げている。なお、[SWEBOK2014]ݷ の原ではステークγルΘーは複数ࠁに

なっている。

ĳįĳ　ξーΎー

� ξーΎー [IEEE2017]

　①システムと相ࡽ作用する、またはシステムの使用中にシステムから၌ףを
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けるࡢ人やグループ。②システム、ୋ、またはサービスと相ࡽ作用する

人。ӳソフト;Ϳアと対დ、または相ࡽ作用するあらゆる人や物。Ӵシステ

ムの使用中に、システムから၌ףをけるࡢ人やグループ。ӵソフト;Ϳア

を使って1つ以上のタスクを実行する人、අ定のಶਤのメンバー。Ӷターミ

ナル経ဇ ( または同൝のξーΎーインターフͿイス ) で、タスクを信して

計ॳされた結果をけ৾ることによりンピュータベースのソフト;Ϳアシ

ステムの機能を使う人 ( またはインスタンス )。ӷ CASE ( ンピュータ

学ࢥソフト;Ϳア׳ ) Μールとの相ࡽ作用を通じてエンジニアリングの価値

を引き出す人。Ӹඅ定の機能を実行するためにシステムやソフト;Ϳアを使

うࡢ人やழ。ӹソフト;Ϳアୋの使用中に、そのୋからすぐに၌ףを

けるࡢ人やグループ。

� ξーΎー [SWEBOK2014] 　 

 ξーΎーのグループは、ソフト;Ϳアを操作する者によってࢹ成される。異

なるڬと要ݥを持つ人々を含むई成のグループであることが多い。

� ξーΎー [Wiegers2014] 

 直接または間接 ( システムからの出力を使うが、その出力を自ら成はしな

い )でシステムと相ࡽ作用すると思われるݖࡺ。エンΡξーΎーとࡤぶこと

もある。

メント：[IEEE2017] と [Wiegers2014] におけるξーΎーの定義には「相ࡽ作

用する」という言ဩが含まれている。 [SWEBOK2014] ではई成のグループと

していることから、ξーΎー同আ、またはξーΎーと関Ⴒを持つ対યとの関係

性をさらに分析することが必要と考える。[SWEBOK2014] の原ではξーΎー

は複数ࠁになっている。

ĳį3　ݖࡺ

ݖࡺ � [IEEE2017] 

 ①ୋやサービスをけ৾るழ、または人。②プロジͿクトのୋ、サー
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ビス、あるいは結果を၌用する人、またはழ。ӳアプリケーシοンۯ理ழ

の1つまたは複数のサービス、あるいはୋをけ৾るழまたはழの

一部、または人。Ӵୋやサービスをけ৾ることができたであろう、また

はけ৾る人やழで、ୋやサービスが対યとしている、あるいはこれを

要ݥした人やழ。

ݖࡺ � [SWEBOK2014]　 

のグループは、ソフト;Ϳアをտుした者、またはソフト;Ϳアがターݖࡺ 

Ίットにしている市場を代表する者によってࢹ成される。

ݖࡺ � [Wiegers2014] 

 ୋから直接または間接に၌ףを得るࡢ人、あるいはழ。ソフト;Ϳアの

、をい、఼し߄し、代ݥは、ソフト;Ϳアୋが成する出力を要ݖࡺ

指定し、၌用し、またはけ৾る。

メント：[IEEE2017] と [Wiegers2014] におけるݖࡺの定義には「け৾る」

という言ဩが入っている。つまり、ୋやサービスから༒ףを得る対યを指し

ているが、ၰ者の֑いは [Wiegers2014] は間接的に၌ףを得るࡢ人やழを明

示していることである。[SWEBOK2014] の原ではݖࡺは複数ࠁになってい

るためにグループという表現になっている。

ĳįĵ　考ख़

　ステークγルΘー、ξーΎー、ݖࡺに関する࣭षດ [IEEE2017]、知ে体

ࠏ [SWEBOK2014]、関Ⴒ研究 [Wiegers2013] における定義の比ڛを行ったが、

ステークγルΘーをে別するためのテクニックや法についての記はない。

そこで、ソフト;Ϳアの要ݥ引き出し時においてステークγルΘーのඅ定する

ために実ྩزが用いている技術について BABOK ガイΡを使って考察を行う。
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3įġスΞー·γルΘーのඅܿ

　ここでは、ビジネスアナリシスに関する知ে体ࠏである BABOK ガイΡ (A 

Guide to the Business Analysis Body of Knowledge version 3.0) [BABOK2015] と、

BABOK ガイΡを本語にཱུ訳した [BABOK2015J] を参考にして、ステークγ

ルΘーをඅ定するためにٳ発現場で実ྩزが用いている実க的な技術にಕ目す

る。BABOK ガイΡは、2003年に୭立された࣭ष的に活動する営၌౬体 IIBA 

(International Institute of Business Analysis) が発行するグローバルなビジネスア

ナリシス・ミュニティの知見を集めた技術と知ে体ࠏである。

3į1　ΫΐΥスͺςシスのུৗ

　BABOK ガイΡは、ビジネスアナリシスを「ニーΒを定義し、ステークγル

Θーに価値をރするソリューシοンを推することにより、エンタープライ

ΒにおけるΙͿンジを引き起こすことを可能にする門活動」と定義している

[BABOK2015J]。 この定義に使われているٽැ：ΙͿンジ、ニーΒ、ソリューシο

ン、ステークγルΘー、価値、ンテキストをビジネスアナリシスに関する˒

つのア・ンセプトと明記している。つまり、ビジネスアナリシスとは、ழ

をとりまく状ޙにおいて問題やビジネスの機会を定義し、ステークγルΘー

に価値をރするߓ体的な方法を推することによって、変ڟを可能にするた

めの活動と言い換えることができる。

　ビジネスアナリシスを実行するためのࡢ別の作業をタスクとࡤび、それぞれ

のタスクは、目的、ٽ説、インプット、要素、ガイΡラインとΜール、テクニッ

ク、ステークγルΘー、ア;トプットが記されている。ただし、タスクを実

行するプロセスやਜ਼๔についてはܰ定していないと BABOK ガイΡはべてい

る。要するに、BABOK ガイΡの本質はタスクという要素でࢹ成された集合で

あり、タスクの௺性としてのステークγルΘー、テクニックやΜールは記さ

れているが、ステークγルΘー自体をඅ定するਜ਼は含まれていないと考える。
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3įĳ　スΞー·γルΘーの݅とڬ

BABOK ガイΡは、前したように、最初にビジネスアナリシスの˒つのア・

ンセプトを定義している。そのˍつにステークγルΘーがある。ステークγ

ルΘーとは、「ビジネスアナリスト ( タスクを実ঔする人 ) が直接または間接

に関係する可能性が高いࡢ人またはグループである」とܰ定している。

　ষに、ア・ンセプト̮とに解説があり、ステークγルΘーのࣜ目において、

すべてのステークγルΘーを࿌္することはփ図していないとしつつも、一般

的なステークγルΘーのڬをあげて、それぞれのڬの持つୣහについて言

及している。図ˍは BABOK ガイΡが一般的なステークγルΘーのڬとして

例にࠇげたࡢ人またはグループを著者がオニオン図に表したものである。

BABOK ガイドは、前述したように、最初にビジネスアナリシスの６つの

コア・コンセプトを定義している。その１つにステークホルダーがある。

ステークホルダーとは、「ビジネスアナリスト (タスクを実施する人 )が直接

または間接に関係する可能性が高い個人またはグループである 」と規定し

ている。

次に、コア・コンセプトごとに解説があり、ステークホルダーの項目にお

いて、すべてのステークホルダーを網羅することは意図していないとしつ

つも、一般的なステークホルダーの役割をあげて、それぞれの役割の持つ

責任について言及している。図１は BABOK ガイドが一般的なステークホ

ルダーの役割として例に掲げた個人またはグループを著者がオニオン図に

表したものである。

図１：ステークホルダーの役割に関するオニオン図

最後に、BABOK ガイドの構成要素である個々のタスクの中で、ステーク

ホルダー・リストを提示し、ステークホルダーの役割ごとに説明を加えて

いる。たとえば、ステークホルダー分析を実施するという要素を持つ「ス

テークホルダー・エンゲージメントを計画する」タスクにおいて、ステー

図１ȇスΞー·γルΘーのڬに̳ͥ۾Σン図

　最後に、BABOK ガイΡのࢹ成要素であるࡢ々のタスクの中で、ステークγ

ルΘー・リストを示し、ステークγルΘーの̮ڬとに説明を加えている。

たとえば、ステークγルΘー分析を実ঔするという要素を持つ「ステークγル

Θー・エンΊージメントを計画する」タスクにおいて、ステークγルΘー・リ

ストに「プロジͿクト・マネジャー」、「エンΡξーΎー」、「業ྩႀ域の門ز」、
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「スポンサー」、「ݖࡺ」、「サプライμー」、「ܰଷ者」をႥݷし、それぞれのステー

クγルΘーのڬを۰ࠩに説明している。

3į3　スΞー·γルΘーのඅܿ

　BABOK ガイΡは、ࡢ々のタスクにおいて、タスクの目的、ٽ説、インプット、

要素、ガイΡラインとΜール、ステークγルΘー、ア;トプットとともに、ステー

クγルΘーはかをඅ定するテクニックを記している。୶ほど例にݷげた「ス

テークγルΘー・エンΊージメントを計画する」タスクは、「ステークγルΘー

分析を実ঔ」、「ステークγルΘーとのラボレーシοンを定義」、「ステークγ

ルΘーのミュニケーシοンのニーΒ（考慮মࣜの評価）」の3つの要素でࢹ成

されている。これらの要素を実கするためのテクニックとして、ステークγル

Θー・リスト、マップ、βルソナをはじめとして、11の法がմされている。

　ステークγルΘー・リスト、マップ、βルソナのߓ体的な内容は、BABOK

ガイΡの後部分で、ミュニティで最もよく知られ、広く活用されているビ

ジネスアナリシスのためのテクニックとして50に及ぶ法の内容の中でમしく

તٚされている。たとえば、ステークγルΘー・リスト、マップ、βルソナの

うち、マップ (ステークγルΘー・マップ )は、ステークγルΘー・マトリク

スやオニオン図の2つの代表的な図を描画し、内容を説明している。ただし、

タスクを実ঔする者は自分の経ࡑと考察に基づいて状ޙに応じてテクニックを

఼し活用するとしているため、ステークγルΘーをඅ定するためのテクニッ

クのழみ合わせやステークγルΘーのඅ定するためのਜ਼についての言及はな

い。そこで、定量的なণ点からࡃレビューを行っている研究を用いて、ステー

クγルΘーをඅ定する要素やਜ਼にಕ目して内容の൦を行う。
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ĵį　۾Ⴒݪࡄ

　ソフト;Ϳアの要ݥ引き出し時におけるステークγルΘーのඅ定に関して、

学術論のデータベースからキーワーΡでಒ出してڂ൚すると思われる研究を

ਓ集し、かつ、タイトルや要約から౯して研究上の問い (リサーΙクエスΙο

ン ) に״って内容を分႒するデータߐ動型アプローΙをとっている３つの研究

を対યに、それらの研究法とともに研究結果について۷察する。

　[Pacheco&Garcia2012] は、ࠏൡ的ࡃレビュー（Systematic Literature Review 

[Kitchenham2004]）の法を使って1984年から2011年に発表されたソフト;Ϳ

アの要ݥ引き出しにおけるステークγルΘーのඅ定に関する研究を ACM 

Digital Library, IEEE Xplore, Springer Verlag などのデータベースを使い980本以

上の研究論をಒ出し、タイトルや要約から౯してらのリサーΙクエス

Ιοンに関Ⴒするとထ想される245本の論を実षに読んで、その中から47 本

の研究を఼している。఼した研究論を分析し、ステークγルΘーの分႒、

プロジͿクトにおける၌ףの୶ਜ਼位、スキルやབましい௺性、ステークγル

Θー間の関係性分析、අ定方法の実க、問題点をリサーΙクエスΙοンの۷点

から報࣬している。

　[Zhao&Zhao2018] は、過ݲに発表されたソフト;Ϳアの要ݥ引き出しに

おけるステークγルΘーのඅ定に関する研究論を対યにして、Systematic 

Mapping Studies [Petersen et al.,2008] という法を使ってಒ出・分႒した後に、

リサーΙクエスΙοンに״った分析を行っている。702本の研究論を Scopus

をはじめとする7種႒のデータベースからキーワーΡを使ってಒ出し、最ਞ的

に26本の論にࣆりࣺみを行っている。26の研究におけるステークγルΘーの

අ定に関する技術についてٽ要を記शした上で、ڬ、知ে、影響などの۷

点から分႒して、ソフト;Ϳアٳ発のための体ࠏ的なステークγルΘー఼

モデルを確立するための影響要֦を示している。影響要֦として、 (1) プロ

ジͿクトの範囲をࠨ定し、プロジͿクトのすべてのステークγルΘーをඅ定す
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る、(2) ステークγルΘーのڬ、知ে、プロジͿクトへの影響を指定する、

(3) ステークγルΘー間の関係を分析する、(4) ステークγルΘーのタイプを

指定する、(5) プロジͿクトに対するステークγルΘーの影響と関心を分析す

る、(6) ステークγルΘーのスキルを分析するといった˒つのਜ਼を明示して

いる。

　[Lewellen2020] は、アプリケーシοンソフト;Ϳア、データベースソフト

;Ϳア、その他の関Ⴒする複数のソフト;Ϳアシステムを考慮した環ޏとして

定義されるソフト;Ϳアエシステムにઙ点を൚て、ステークγルΘーのඅ定

に関する研究を行っている。ࠏൡ的ࡃレビューの法を用いて288本の研究

論をಒ出し、そこから73本を఼し、そのうち28本の研究を৾り上げ、２つ

のリサーΙクエスΙοンに基づいた分析を実ঔしている。第一のリサーΙクエ

スΙοンはステークγルΘーのඅ定プロセスに関する質問で、15本の論がス

テークγルΘーのඅ定にかかわるプロセス、方法、フレームワークに関して言

及しているとして、それらを使ってステークγルΘーのඅ定する方法を導出し

ている。第2のリサーΙクエスΙοンはステークγルΘーの௺性に関する質問

で、20本の論がステークγルΘーの௺性について言及しているとし、それら

の௺性についてඅಭをಒ出して4つのষࡓ（タイプ、ڬ、関係、価値）でグルー

プ化し、ٴ的なࢹ௮を持つタクソΦミーとして௺性の関係性を明示している。

5į　ࠫ論

　本ࣂでは、ステークγルΘーのඅ定について、最初に、࣭ षດ [IEEE2017]、

知ে体ࠏ [SWEBOK2014]、関Ⴒ研究 [Wiegers2013] におけるステークγルΘー、

ξーΎー、ݖࡺといった基本ٽැの定義を比ڛした。࣭षດ [IEEE2017] は、

プロジͿクトのࠨ定、活動、または成果物に影響を与えうる、影響をける、

あるいは影響をけることをめているࡢ人、グループ、またはழをステー

クγルΘーに含めるとしており、極めて広い範囲でステークγルΘーをܰ定し
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ソフト;Ϳアの要ݥ引き出しにおけるステークγルΘーのඅ定

ている。しかしながら、ステークγルΘーをে別するためのテクニックや法

についての記はないことが分かった。ষに、広く実ྩزに用いられている

BABOK ガイΡで、ステークγルΘーの定義とڬ、ステークγルΘーඅ定の

テクニックについて۷察を行った。ビジネスアナリシスを実行するためのࡢ別

の作業 (タスク ) で、ステークγルΘー・リストやテクニックのમळは明記さ

れていたが、ステークγルΘーはかをඅ定する技術を用いるषのਜ਼やழみ

合わせについてはビジネスアナリシスを実ঔする人々のव量にහされていると

推察された。最後に、ソフト;Ϳアの要ݥ引き出しにおけるステークγルΘー

のඅ定に関する３つのレビュー研究を൦した結果、これらの研究ではステー

クγルΘーをඅ定するਜ਼の導出や、ステークγルΘーのඅ定に影響を与える

要֦、ステークγルΘーの௺性分析をদみていることが分かった。

今後は、ステークγルΘーはかをඅ定する技術について、社会科学の分野で

どのような法が用いられているかを൦するとともに、データ解釈のゆがみ

に慮したデータߐ動型のレビュー研究を実கすることをထ定している。これ

らの研究を通じて、急激に変化する周辺環ޏの下でステークγルΘーをどのよ

うにඅ定するかを明確にすることにより、ソフト;Ϳアのٳ発を行っている技

術者に少しでも࣓ࡃしたいと考える。
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〔論　説〕

ͺΓͺンː̥࣭に̤̫ͥٛࠗ֗ޗのݪࡄ

松　田　　ਘ

1　はじめに

　アセアンにおける会計ଷഽは、ロニアルパワーのণ点から見た場合、イン

ΡネシアではオランΘྦྷ地の影響、マレーシアおよびシンガポールでは

イギリスྦྷ地の影響、ベトナムではフランスྦྷ地の影響をけて

いる。また、アセアンにおける法ၙଷഽでは、インΡネシアはオランΘ法ങ

の影響、マレーシアおよびシンガポールはイギリス会社法およびオーストラリ

ア会社法の影響、ベトナムはˍ˕世ܮ初頭まで中࣭（漢・明・െ）の法ၙ、そ

の後はフランス法ങの影響をけている。

　さらに、ルΙャーファクターのণ点から見た場合、インΡネシアおよびマ

レーシアでは、ムスリムの人口が多いため、イスラム会計基またはイスラム・

テクニルリリースが公表されている。シンガポールおよびベトナムでは、会

計における化・ਕ教による影響はあまり見られない。࣭ष会計基との差異

を比ڛした場合、マレーシアおよびシンガポールでは、自࣭の会計基が࣭ष

会計基とۖ全に一致しており、インΡネシアおよびベトナムでは、自࣭の会

計基は、一部のࣜ目で৹ۙの差異はみられるが、࣭ष会計基とほぼ同൝の

会計基となっていることがこれまでの研究で明らかになった1。

　本ࣂでは、アセアン４か࣭（インΡネシア、マレーシア、シンガポール、ベ

トナム）における会計教֗、අに、会計学及び۬औをٳ講している大学学部の
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リキュラムについて൦を行う。औ対યとして、2017年9から2020年3

にかけてང問したアセアン４か࣭の࣭立大学 ( 表1-1) における会計学プログ

ラム൝について、ロニアルパワーとルΙャーファクターのণ点から比ڛ

൦を行っていく。

ນ1Į1　ͺΓͺン４̥࣭にお̫ͥང࿚ఱڠ

大学ྴ 所在地 ང問年

インΡネシア大学
(Universitas Indonesia, Bachelor of Economics in UI)

デポック
(Indonesia Depok) 2018/3 & 2019/9

ガジャマΘ大学
(Universitas Gadjah Mada, Bachelor in Accounting in UGM)

ジοグジャルタ
(IndonesiaYogyakarta) 2019/8

アイルランガ大学
(Universitas Airlangga, Bachelor of Accountancy in UNAIR)

スラバμ
(Indonesia Suebaya) 2019/8

インΡネシアイスラム大学
(Universitas Islam Indonesia, UII)

ジοグジャルタ
(Indonesia Yogyakarta) 2019/8

マラμ大学
(Universiti Malaya, Bachelor of Accounting in UM)

クアラルンプール
(Malaysia Kuala Lumpur) 2017/9 & 2019/3

マラࢥ科大学
(Universiti Teknologi MARA, Bachelor of Accountancy in UiTM)

シャーラム
(Malaysia Shah Alam)

2017/9 & 2019/3

マレーシアイスラム科学大学
(Universiti Sains Islam Malaysia, USIM)

ニライ (Malaysia Nilai) 2017/9

サバマレーシア大学
(Universiti Malaysia Sabah, UMS)

タキナバル
(Malaysia Kota Kinabalu) 2019/3

マレーシア科学大学
(Universiti Sains Malaysia, USM)

βナン
(Malaysia Penang) 2019/3

マラࢥ科大学ケΘ校
(Universiti Teknologi MARA Cawangan Kedah, UiTM Kedah)

メルボック
(Malaysia Merbok) 2019/3

マラࢥ科大学サバ校
(Universiti Teknologi MARA Cawangan Sabah, UiTM Sabah)

タキナバル
(Malaysia Kota Kinabalu) 2019/3

マレーシア技術大学ジογール校
(Universiti Teknologi Malaysia Johor Bahru, UTM)

ジογール
(Malaysia Johor) 2020/2

マレーシアプトラ大学
(Uniiversiti Putra Malaysia、Bachelor of Accounting in UPM)

セランΌール
(Malaysia Selangor) 2020/3 ང問中গ

シンガポール࣭立大学
(National University of Singapore, Bachelor of Business Administration (Accountancy) in NUS)

シンガポール
(Singapore) 2017/9 & 2020/2

ナンμンࢥ科大学
(Nanyang Technological University, Bachelor of Accountancy in NTU)

シンガポール
(Singapore) 2017/9 & 2020/2

シンガポール経営大学
(Singapore Management University, Bachelor of Accountancy in SMU)

シンガポール
(Singapore) 2017/9 & 2020/2

ΧΦイ࣭ز大学
(Vietnam National University Hano, Bachelor of Business in VNU-Hanoi)

ΧΦイ
(Vietnam Hanoi) 2018/8

γーΙミン市࣭ز大学
(Vietnam National University Ho Chi Minh, Bachelor of Economics, Management, and Law in VNU-HCM)

γーΙミン
(Vietnam Ho Chi Minh City) 2018/8

ΧΦイ経済大学
(National Economic University Hanoi, Bachelor of Business Administration in NEU)

ΧΦイ
(Vietnam Hanoi) 2018/8

（ၳ） 基๕研究 (C) 課題๔17K0407「アセアン会計におけるロニアルパワーとルΙャーファ
クターの研究」(2017年ഽȡ2022年ഽ ) によりང問したアセアン４か （࣭インΡネシア・マレー
シア・シンガポール・ベトナム）の࣭立大学γームβージ൝により作成。
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アセアン４か࣭における会計教֗の研究

２　ͼンΡΥシͺのٛࠗ֗ޗ

　インΡネシアでは、オランΘ東インΡ会社 (1602-1799) およびオランΘႀ東

インΡ (1800-1949) として、長期間にわたるオランΘྦྷ地が行われた。

オランΘ東インΡ会社は、世界で初めての株式会社ࠁఠのழであり、東イン

Ρの易ݶ点（ࣝၳ৾引൝）およびその周辺のൡহࡀも有していた。インΡネ

シアでは、ྦྷ的・ਕ教的多様性を反映して、アΘット法とࡤばれるਠ法と

イスラム法などのਕ教法が存在しており、現在の法ଷഽのი内においても࣭ز

法と存し、多ࡓ的法体ࠏをࠁ成している。オランΘは、ྦྷ地ൡহにあたり、

ྦྷ地住人を人種集౬に分႒し、それぞれに異なった法体ࠏをഐ用することと

し、πーロッパ人にはオランΘ本࣭法にݶするଷ定法を、原住ྦྷにはアΘッ

ト法を、中࣭ࠏ・アラブࠏ・インΡࠏなどの外ြ東洋人にはそれぞれのアΘッ

ト法に加え、一部にଷ定法をഐ用した。その後、公法分野では、1848年ߺমஶ

ફ法および1915年ߺ法がൡ一されたが、ং法分野では、たびたびൡ一ྦྷ法ങմ

が起されたが実現されなかった。本による東インΡႀ中、πーロッパ人

にഐ用されるং法ଷഽがগされ、原住ྦྷを対યとするং法ଷഽにおいてഐ用

されていた۰ၞなஶફ法である改ୃインΡネシアܰ則にൡ一され、後もそれ

がࠑ続した。また、インΡネシアඊ立後、1945年インΡネシア共和࣭憲法の経

過ܰ定第1において、「ܡ存のすべての法႓は、本憲法にもとづき新たに定め

があるまで引き続き有効とする」と定め、オランΘྦྷ地法がそのままࠑઇさ

れた。インΡネシア主要法ങのうち、1981年ߺমஶફ法を除けば、ߺ法ങおよ

びྦྷ法ങはオランΘ語をୃとするྦྷ地法ങが現在も有効となっている2。

　オランΘがインΡネシアの教֗に関与したのは、1871年基本教֗႓以ࣛであ

る。基本教֗႓では、学校の୭立と持に関する༗ࢌとୣහはଽຸにあり、イ

ンΡネシア人のための学校教֗は地方語で行うという原則がࠇげられた。ただ

し、20世ܮに入るまでは、オランΘ語を教用語とする学校への入学は、πー

ロッパ人、ξーラシアン(؎Տईࠬ)、πーロッパ人上流ٴ級の子に限られ、
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入学には、オランΘ語能力がݥめられるため、原住ྦྷが入学するためには、ز

教による教֗が必要であった。新しく୭立された֓学校、学校、ࢥ

科学校には、オランΘྦྷ地全体から学が集まり、中؇集ࡀ化されたڒࡕな

オランΘ型の教֗が行われた3。

　1945年のඊ立言後、インΡネシアでは、3つの高൝教֗機関が୭立された。

ジοグジャルタでは、ガジャマΘ大学 (Universitas Gadjah Mada) とインΡネ

シアイスラム大学 (Universitas Islam Indonesia)、ジャルタでは、インΡネシ

ア大学 (Universitas Indonesia) が୭立された。ガジャマΘ大学は、1946年、ジο

グジャルタのスルタン・Χメンクブ;Φ3世を理ম、初代教֗大をྩめ

たキ・Χジャル・デワンタラを໗理মとし , 学部と法学部をသする私立大学

として୭立された。その後、オランΘによるठႀのため、ジャルタから移

転してきた複数の学部とともに、1949年、֓学・ভ学・学部、法・社会・ଽ

হ学部、ࢥ学部、学・ഓ学部、学部からࢹ成された࣭立ガジャマΘ大学と

なった4。

　インΡネシアイスラム大学は、複数のイスラムழの指導者らが結成したイ

スラム౬体ミアイ5によって୭されたイスラム高൝学֭が前であり、1945

年にジャルタで୭された後、1948年、ਕ教学部、法学部、教֗学部、経済

学部からなる私立大学としてのインΡネシアイスラム大学となった。イスラム

高൝学֭୭時の理ম長は、インΡネシア共和࣭໗大ൡႀのΧッタであった。

1951年に、インΡネシアイスラム大学の教֗学部が࣭立移ۯされ、ガジャマΘ

大学の学・教 ・֗ഓ学部となった。オランΘႀ東インΡ時代、オランΘは、ジャ

ワを中心にୌ؎式の学校を୭立し、ジοグジャルタにも範学校がٳ୭され

ていたが、ガジャマΘ大学は、教֗に関する学部ٳ୭において、ྦྷ地期にオ

ランΘが୭した範学校をモデルにせず、プリブミが୭したインΡネシア

イスラム大学教֗学部の࣭立移ۯをけ入れた。インΡネシアイスラム大学は、

1960年に࣭立インΡネシアਕ教大学となり、2000年以ࣛ、全࣭に୭置された大

学がਜ਼ষ総合大学化され、࣭立インΡネシアイスラム大学となった6。
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アセアン４か࣭における会計教֗の研究

　インΡネシア大学は、1945年のオランΘによるジャルタठႀ時に、教֗

の分野において、オランΘྦྷ地時代のݰࢹ௮をठࢹಃするため、1946

年、ࡣい高൝教֗機関のঔ୭を၌用したインΡネシアႉ時大学を୭し、1947

年、インΡネシア大学と改ઠし、ジャルタに֓学・法学・学・ഓ学・学

の学部、バンΡンにࢥ学・理学の学部、ボΌールに֓学部、スラバμに֓学

部、マッサルに経済学部を୭置した。教֥はすべてオランΘ人とし、講義も

オランΘ語で行われ、オランΘ本࣭と同じ高൝教֗が持された。୭立年ഽに

は、103人のオランΘ人、98人の中࣭人、9人のインΡネシア人が在ୠしており、

1949年においても、大学に在ୠするインΡネシア人は100人にも満たなかった。

その後、インΡネシア共和࣭ଽຸは、インΡネシア第２の࣭立大学として接ਓ

し、オランΘ人スタッフとのࠀ約をఄ重しつつ、大学をインΡネシア化するた

め、1950年࣭立インΡネシア大学を୭立した7。1954年には、スルΦ大ൡႀが、

インΡネシア大学のスラバμ分校であった大学をඊ立し、アイルランガ大学

(Universitas Airlangga) を୭立した。୭立൚初は、֓学部 (Faculty of Medicine)、

ভ学部 (Faculty of Dental Medicine)、法学部 (Faculty of Law)、教֗学部 (Faculty 

of Teacher Training and Education)、学部 (Faculty of Latters) の５学部であった

が、1961年に、経済ビジネス学部 (Faculty of Economics and Business; FEB）を

加えた8。

　以下では、インΡネシア大学、ガジャマΘ大学、アイルランガ大学の会計学

リキュラム ( 表2-1) について൦を行う。インΡネシア大学では、経済ビ

ジネス学部会計学科 (Fakaltas Ekonomi dan Bisnis, Departemen Akuntansi) におい

て会計学及び۬औ関Ⴒ科目を学ぶことができる。インΡネシア大学の会計学プ

ログラム ( 表2-1) では、初級会計学、़ྩ会計ˍ、原価計ॳ、़ྩ分析・़

ྩ報࣬、経営分析、会計۬औ・۬औ༗証などの会計および۬औ関Ⴒ科目が置

されている。インΡネシア大学のඅಭ的な科目として、ˍセメスターに、ਕ教

プログラムとם語プログラム、̝ セメスターに、業論、最ਞプロジͿクト・

インターン、自主研究が置されている。これらすべての科目を၎ਘすること
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により、経済学学আ (Bachelor of Economics) を৾得することができる。
る。これらすべての科目を履修することにより、経済学学士(Bachelor of Economics)を取得することができる。 

   
インドネシア大学キャンパス(2019年9月撮影) 

 インドネシア大学が設立した当初は、オランダ植民地支配の影響が多くみられたのであるが、現在では、食品

や建築をのぞき、オランダの影響はほとんどみられない。特に、会計学の分野では、ＵＳＡスタイルやオースト

ラリア・スタイルの講義形式を採用しており、採用テキストにおいても、アメリカやオーストラリアの影響が大

きくなっている。インドネシア大学における会計学の講義では、Accounting: Indonesia Adaptationを講義テキ

ストとして採用しており、インドネシア人の会計教員２名とアメリカ人の会計教員３名が共同執筆している。イ

ンドネシア人教員の１名は、Ph.D. in University of Melbourne(オーストラリア)、もう１名は、Master Degree 

of in University of Hawaii(アメリカ)の学位を取得しており、アメリカ人の３人は、University of 

Georgia(USA)、University of Tennessee (USA)、Wake Forest University(USA)の教員である。テキストの内容

は、インドネシアの会計初学者向けに、１ Introduction to Accounting and Business、２ Analyzing 

Transaction、３ The Adjusting Process、４ Completing the Accounting Cycle、５ Accounting Systems、

６ Accounting for Merchandising Businesses、７ Inventories、８ Internal Control and Cash、９ 

Receivables、１０ Fixed Assets and Intangible Assets、１１ Current Liabilities and Payroll、１２ 

Accounting for Partnership、１３ Corporation: Organization, Stock Transactions, and Dividends、１４ 

Long-Term Liabilities: Bonds and Notes、１５ Investments and Fair Value Accounting、１６ Statement 

of Cash Flows、１７ Financial Statement Analysis、の構成になっている9。 

 

 

 

表2-1　インドネシア大学会計学プログラムNo.1
科目コード 科目名 単位
Semester 1
UIGE600004 宗教プログラムMPK Agama 2
UIGE600003 英語プログラムMPK Bahasa Inggris 2
ECEU600103 初級経済学１ Pengantar Ekonomi 1 3
ECEU600001 基本経済ビジネス数学Matematika Dasar untuk Ekonomi dan Bisnis 3
ECMU601001 初級ビジネスPengantar Bisnis 2
ECFE600003 ビジネス経済人Manusia 㻿ebagai Pelaku Ekonomi dan Bisnis 2
ECAU601104 初級会計学Pengantar Akuntansi 3
ECFE600002 協同組合Koperasi 2
Semester 2
UIGE600006 統合プログラムMPK 㼀erintegrasi 5
ECEU600203 初級経済学２ Pengantar Ekonomi 2 3
ECAU601201 財務会計１ Akuntansi Keuangan 1 3
ECMU601090 初級経営学Pengantar Manajemen 2
ECEU601200 経済ビジネス統計㻿tatistika Ekonomi & Bisnis 3
ECFE600005 イングリッシュ・リテラシーLiterasi dalam Bahasa Inggris 2
ECAU601001 金融数学Matematika Keuangan 2
Semester 3
ECAU602101 原価計算Akuntansi Biaya 3
ECMU601085 初級オペレーション・マネジメントPengantar Manajemen Operasi 2
ECEU600101 ミクロ経済学１ Mikroekonomi 1 3
ECMU601086 初級マーケティングPengantar Manajemen Pemasaran 2
ECMU602004 財務管理Manajemen Keuangan 3
ECMU604101 組織構造㻿truktur, Proses, dan Perilaku Organisasi 2

ͼンΡΥシͺఱڠ΅λンΩス ĩĳ01ĺාĺज़ג Ī

　インΡネシア大学が୭立した൚初は、オランΘྦྷ地の影響が多くみら

れたのであるが、現在では、食や࠺ಃをのぞき、オランΘの影響はほとんど

みられない。අに、会計学の分野では、˱˯˝スタイルやオーストラリア・ス

タイルの講義ࠁ式をन用しており、न用テキストにおいても、アメリやオー

ストラリアの影響が大きくなっている。インΡネシア大学における会計学の

講義では、Accounting: Indonesia Adaptation を講義テキストとしてन用してお

り、インΡネシア人の会計教֥２ྴとアメリ人の会計教֥３ྴが共同ຊし

ている。インΡネシア人教֥のˍྴは、Ph.D. in University of Melbourne( オー

ストラリア )、もうˍྴは、Master Degree of in University of Hawaii( アメリ )

の学位を৾得しており、アメリ人の３人は、University of Georgia(USA)、

University of Tennessee (USA)、Wake Forest University(USA) の 教 ֥ で あ る。

テキストの内容は、インΡネシアの会計初学者向けに、ˍ　Introduction to 

Accounting and Business、２　Analyzing Transaction、３　The Adjusting Process、

４　Completing the Accounting Cycle、５　Accounting Systems、˒　Accounting 

for Merchandising Businesses、˓　Inventories、˔　Internal Control and Cash、˕

　Receivables、ˍˌ　Fixed Assets and Intangible Assets、ˍˍ　Current Liabilities 

and Payroll、ˍ２　Accounting for Partnership、ˍ３　Corporation: Organization, 

Stock Transactions, and Dividends、ˍ４　Long-Term Liabilities: Bonds and Notes、

ˍ ５　Investments and Fair Value Accounting、 ˍ ˒　Statement of Cash Flows、
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アセアン４か࣭における会計教֗の研究

ນĳĮ1　ͼンΡΥシͺఱڠࠗٛڠίυΈρθ

科目ーΡ 科目ྴ 単位
Semester 1
UIGE600004 ਕ教プログラム MPK Agama 2
UIGE600003 語プログラムם MPK Bahasa Inggris 2
ECEU600103 初級経済学ˍ Pengantar Ekonomi 1 3
ECEU600001 基本経済ビジネス数学 Matematika Dasar untuk Ekonomi dan Bisnis 3
ECMU601001 初級ビジネス Pengantar Bisnis 2
ECFE600003 ビジネス経済人 Manusia Sebagai Pelaku Ekonomi dan Bisnis 2
ECAU601104 初級会計学 Pengantar Akuntansi 3
ECFE600002 同ழ合ފ Koperasi 2
Semester 2
UIGE600006 ൡ合プログラム MPK Terintegrasi 5
ECEU600203 初級経済学２ Pengantar Ekonomi 2 3
ECAU601201 ़ྩ会計ˍ Akuntansi Keuangan 1 3
ECMU601090 初級経営学 Pengantar Manajemen 2
ECEU601200 経済ビジネスൡ計 Statistika Ekonomi & Bisnis 3
ECFE600005 イングリッシュ・リテラシー Literasi dalam Bahasa Inggris 2
ECAU601001 ဏ数学߄ Matematika Keuangan 2
Semester 3
ECAU602101 原価計ॳ Akuntansi Biaya 3
ECMU601085 初級オβレーシοン・マネジメント Pengantar Manajemen Operasi 2
ECEU600101 ミクロ経済学ˍ Mikroekonomi 1 3
ECMU601086 初級マーケティング Pengantar Manajemen Pemasaran 2
ECMU602004 理ۯྩ़ Manajemen Keuangan 3
ECMU604101 ழࢹ௮ Struktur, Proses, dan Perilaku Organisasi 2
Semester 4
ECAU604104 ۬औ༗証ˍPengaudition dan Asurans 1 3
ECAU602103 理会計ۯ Akkuntansi Manajemen 3
ECAU607202 会計ૂ報システム Saistem Information Akuntansi 3
ECAU601301 上級़ྩ会計 Akuntansi Keuangan Lanjutan 3
ECAU603209 デジタル୕ Perpajakan 1 Digital 3
ECAU601106 ビジネス法とܰଷ Hukum dan Regulasi Bisnis 2
Semester 5
ECAU609117 ़ྩ分析・़ྩ報࣬　Analisis dan Pelaporan Keuangan 2
ECAU609103 経営分析　Analitik Bisnis 2
ECAU604105 会計۬औ・۬औ༗証２　Pengauditan dan Asurans 2 3
ECAU603105 ற୕論２　Perpajakan 2 3
ECAU601048 ழパーフーマンスၞۯ理　Strategi & Manajemen Kinerja Organisasi 3
ECAU609119 ൎ・本市場　Investasi dan Pasar Modal 3
ECAU609108 ဏモデル・ビジネスシュミレーシοン　Pemodelan Keuangan dan Simulasi Bisnis߄ 2
ECFE600007 リーΘーシップ Kepemimpinan* 2
ECFE600008 起業ز活動 Kewirausahaan*

*(Pilih salah satu MK)
Semester 6
ECAU601107 門の価値۷・ႃ理・ఠഽ Nilai, Etika dan Sikap Profesional 2
ECAU609104 ࣭षビジネス Bisnis Global 2

఼科目 MK Pilihan 17
Semester  7

఼科目 MK Pilihan 20
Semester 8
ECAU609301 業論 Skripsi* 6
ECAU609201 最ਞプロジͿクト・インターン Magang Tugas Akhir*
ECAU609302 自主研究 Studi Mandiri (plus 1 Mata Kuliah Pilihan Bebas)*

*(Pilih salah satu MK)

（出ങ） Undergraduate Program in Accounting of Universitas Indonesia, Bachelor of Economics(BEc) 
Indonesian, https://www.feb.ui.ac.id/en/accounting/
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ˍ˓　Financial Statement Analysis、のࢹ成になっている9。

　ガジャマΘ大学では、経済ビジネス学部 (Faculty of Economics and Business)

において会計学及び۬औ関Ⴒ科目を学ぶことができる。ガジャマΘ大学の会計

学プログラム ( 表2-2) では、初級会計学、初級会計学Ιュートリアル、中級

会計学ԅ、原価計ॳ、中級会計学Ԇ、ۯ理会計、上級会計学、۬औ論ԅ、会計

の業߱Ⴏ、会計学අਂ講義、۬औ論Ԇ、公共部門会計、会計理論、ૂ報シス

テム۬औ、会計研究方法論、ଽຸ会計、़ྩ੨表分析、内部۬औ、ૂ報システ

ム۬औ、法会計・不ୃऔ、シャリア߄ဏ機関の۬औ・ガバナンス、会計のデー

タベース、ၞ原価計ॳ、़ྩ会計ア;ンタビリティ、シャリア会計、会計

ゼミナール、などの多くの会計および۬औ関Ⴒ科目が置されている。ガジャ

マΘ大学の会計学プログラムでඅಭ的な科目は、̱ セメスターで、ਕ教教֗ԅ、

パンΙャラ教֗ ( インΡネシアࡼ࣭࠺原則教֗ )、２セメスターで、公ྦྷ教֗、

４セメスターで、ਕ教 ( イスラム ) Ԇ、ਕ教（キリスト）Ԇ、ਕ教（トリック）

Ԇ、ਕ教（ブッΘ）Ԇ、ਕ教（ΪンΒー）、˓セメスターで、業論、社会

༮ॽ活動プログラムなどが置されており、これらの科目を၎ਘすることによ

り、会計学学আ (Bachelor in Accounting) を৾得することができる。

 

ᰝ㛵㐃┘ࡧネス学㒊(Faculty of Economics and Business)において会計学ཬࢪࣅダ大学では、経済࣐ャࢪ࢞

科目を学ࡪことができる。ࢪ࢞ャ࣐ダ大学の会計学ࢢࣟࣉラ(2-2⾲)࣒では、初⣭会計学、初⣭会計学ࣗࢳート

リアル、୰⣭会計学Ϩ、ཎ౯計⟬、୰⣭会計学ϩ、⟶⌮会計、ୖ⣭会計学、┘ᰝㄽϨ、会計の⫋ᴗカ⦎、会計学

特Ṧ講義、┘ᰝㄽϩ、බ共㒊㛛会計、会計⌮ㄽ、ሗシステ࣒┘ᰝ、会計◊✲᪉ἲㄽ、ᨻᗓ会計、㈈ົㅖ⾲分

ᯒ、内㒊┘ᰝ、ሗシステ࣒┘ᰝ、ἲᘐ会計・ṇㄪᰝ、シャリア㔠⼥ᶵ㛵の┘ᰝ・ࢼࣂ࢞ンス、会計のࢹータ

ール、などの多くの会計およࢼ࣑ࢮシャリア会計、会計、リテࣅンタ࢘ース、ᡓ␎ཎ౯計⟬、㈈ົ会計アカ࣋

᐀、メスターでࢭで特ᚩⓗな科目は、１࣒ラࢢࣟࣉダ大学の会計学࣐ャࢪ࢞。れているࡉ⨨ᰝ㛵㐃科目が配┘ࡧ

教教⫱Ϩ、パンࢳャラ教⫱(インドネシア建ᅜཎ๎教⫱)、２ࢭメスター、でබ民教⫱、４ࢭメスターで、᐀教

(イスラ࣒�ϩ、᐀教㸦キリスト㸧ϩ�、᐀教㸦カトリࢡࢵ㸧ϩ、᐀教㸦ࢵࣈダ㸧ϩ�、᐀教㸦ࣄンࢬー㸧、７ࢭメ

スターで、༞ᴗㄽᩥ、♫会ዊάືࢢࣟࣉラ࣒などが配⨨ࡉれており、これらの科目を履修することにより、会

計学学士(Bachelor in Accounting)を取得することができる。 

   

 ダ大学キャンパス(2019年8月撮影)࣐ャࢪ࢞

表2-1　インドネシア大学会計学プログラムNo.2
科目コード 科目名 単位
Semester 5
ECAU609117 財務ศᯒ・財務ሗ࿌　Analisis dan Pelaporan Keuangan 2
ECAU609103 経営ศᯒ　Analitik Bisnis 2
ECAU604105 会計┘ᰝ・┘ᰝಖド２　Pengauditan dan Asurans 2 3
ECAU603105 ⛒⛯ㄽ２　Perpajakan 2 3
ECAU601048 組織䝟ー䝣䜷ーマンスᡓ␎管理　㻿trategi & Manajemen Kinerja Organisasi 3
ECAU609119 ᢞ㈨・㈨本ᕷሙ　In㼢estasi dan Pasar Modal 3
ECAU609108 金融䝰䝕䝹・ビジネスシュミレーション　Pemodelan Keuangan dan 㻿imulasi Bisnis 2
ECFE600007 リー䝎ーシップKepemimpinan㻖 2
ECFE600008 ㉳ᴗᐙάືKe㼣irausahaan㻖

*(Pilih salah satu MK)
Semester 6
ECAU601107 ᑓ㛛⫋䛾価್ほ・理・ែᗘNilai, Etika dan 㻿ikap Pro㼒esional 2
ECAU609104 ᅜ㝿ビジネスBisnis 㻳lobal 2

㑅ᢥ科目MK Pilihan 17
Semester  7

㑅ᢥ科目MK Pilihan 20
Semester 8
ECAU609301 ༞ᴗㄽᩥ㻿kripsi㻖 6
ECAU609201 ᭱⤊プロジ䜵クト・イン䝍ーンMagang 㼀ugas Akhir㻖
ECAU609302 ⮬◊✲㻿tudi Mandiri 㻔plus 1 Mata Kuliah Pilihan Bebas㻕㻖

*(Pilih salah satu MK)

https://www.feb.ui.ac.id/en/accounting/
(ฟ)Undergraduate Program in Accounting of Universitas Indonesia, Bachelor of Economics(BEc) Indonesian

ガΐλζΘఱڠ΅λンΩス ĩĳ01ĺා8ज़ג Ī

　アイルランガ大学では、経済ビジネス学部会計学科 (Departemen Akuntansi 

Fakultas Ekonomi Dan Bisnis) において会計学及び۬औ関Ⴒ科目を学ぶことがで

きる。アイルランガ大学の会計学プログラム ( 表2-3) では、基礎会計学、会
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アセアン４か࣭における会計教֗の研究

ນĳĮĳ　ガΐλζΘఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰį1

科目ーΡ 科目ྴ 単位
Semester 1

AKU1601 初級会計学 Akuntansi Pengantar 3
AKU1601a 初級会計学Ιュートリアル Tutorial Akuntansi Pengantar 0
BDU1106 語ԅ Bahasa Inggris Iם 2
EKO1101 初級経済学ԅ Ekonomika Pengantar I 3
EKO1104 経済数学ԅ Matematika Ekonomi I 3
EKO1108 経済ൡ計学ԅ Statistika Ekonomi I 3
MAN1501 初級ビジネス Bisnis Pengantar 3
UNU1000 ਕ教教֗ԅ Pendidikan Agama I 2
UNU1100 パンΙャラ教֗ Pendidikan Pancasila 2

Semester 2
AKU2101 中級会計学ԅ Akuntansi Menengah I 3
AKU2201 原価計ॳ Akuntansi Biaya 3
AKU2402 ૂ報システム Sistem dan Teknologi Informasi 3
BDU1105 インΡネシア語 Bahasa Indonesia 2
EKO1102 初級経済学Ԇ Ekonomika Pengantar II 3
MAN1502 経営学 Manajemen 3
MAN1603 語Ԇ Bahasa Inggris IIם 2
MAN2604 ビジネス法 Hukum Bisnis 2
UNU3000 公ྦྷ教֗ Pendidikan Kewarganegaraan 2

Semester 3
AKU2102 中級会計学Ԇ Akuntansi Menengah II 3
AKU2202 理会計ۯ Akuntansi Manajemen 3
AKU2403 システム分析デΎイン Sistem Informasi Akuntansi 3
EKO2102 経済ൡ計学Ԇ Statistika Ekonomi II 3
MAN1602 基礎心理学 Psikologi Dasar 3
MAN2101 理ԅ Manajemen Keuangan Iۯྩ़ 3
MAN4512 ビジネスミュニケーシοン Komunikasi Bisnis dan Negosiasi 3

Semester 4
AKU3105 上級会計学 Akuntansi Lanjutan 3
AKU3301 ۬औ論ԅ Pengauditan I 3
AKU3404 システム分析 Analisis dan Disain Sistem 3
AKU3603 会計の業߱Ⴏ Praktikum Akuntansi 1
AKU3605 ਕ教 (イスラム )Ԇ Agama Islam II 2
AKU3606 ਕ教（キリスト）Ԇ Agama Kristen II 2
AKU3607 ਕ教（トリック）Ԇ Agama Katholik II 2
AKU3608 ਕ教（ブッΘ）Ԇ Agama Budha II 2
AKU3609 ਕ教（ΪンΒー）Ԇ Agama Hindu II 2
AKU4613 会計学අਂ講義 Topik Khusus dalam Akuntansi 3
EKO3104 インΡネシア経済 Perekonomian Indonesia 3
MAN2102 理Ԇ Manajemen Keuangan IIۯྩ़ 3
SPD1303 社会学・ଽহ学 Sosiologi dan Politik 2

Semester 5
AKU3203 マネジメントントロールシステム Sistem Pengendalian Manajemen 3
AKU3302 ۬औ論Ԇ Pengauditan II 3
AKU3502 公共部門会計 Akuntansi Sektor Publik 3
AKU3610 ビジネス業ႃ理 Etika Bisnis dan Profesi 3
AKU4105 会計理論 Teori Akuntansi 3
AKU4408 デジタルビジネス Digital Business 3
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ນĳĮĳ　ガΐλζΘఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰįĳ

科目ーΡ 科目ྴ 単位
Semester 6

AKU3304 ૂ報システム۬औ Pengauditan Sistem Informasi 3
AKU3501 ற୕論 Perpajakan 3
AKU3604 会計研究方法論 Metodologi Penelitian Akuntansi 3
AKU4507 ଽຸ会計 Akuntansi Pemerintahan 3

Semester 7
AKU4611 業論 Skripsi 6
UNU6000 社会༮ॽ活動プログラム Kuliah Kerja Nyata 3

఼科目 Daftar Mata Kuliah Pilihan
1 AKU3106 ़ྩ੨表分析 Analisis Laporan Keuangan 3
2 AKU3303 内部۬औ Pengauditan Internal 3
3 AKU3304 ૂ報システム۬औ Pengauditan Sistem Informasi 3
4 AKU3305 法会計・不ୃऔ Forensic Accounting and Fraud Investigation 3
5 AKU3306 シャリア߄ဏ機関の۬औ・ガバナンス Audit dan Tata Kelola Lembaga Keuangan Syariah 3
6 AKU4405 データベース経営システム Sistem Manajemen Basis Data 3
7 AKU4406 փ思ࠨ定サポートシステム Sistem Penunjang Keputusan 3
8 AKU4409 会計のデータ分析 Data Analytics for Accounting 3
9 AKU4410 ၞ原価計ॳ Akuntansi Kos Stratejik 3
10 AKU4503 ़ྩ会計ア;ンタビリティ Akuntansi dan Akuntabilitas Keuangan 3
11 AKU4504 タックスプランニング Perencanaan Pajak 3
12 AKU4505 ࣭ष୕ྩ International Taxation 3
13 AKU4506 公共़ྩۯ理 Manajemen Keuangan Publik 3
14 AKU4612 ポートフリオൎ分析 Portfolio and Investment Analysis 3
15 AKU4614 シャリア会計 Akuntansi Syariah 3
16 AKU4615 ーポレートガバナンス Corporate Governance 3
17 AKU4616 会計ゼミナール Accounting Seminar 3
18 EKO2112 計量経済学ԅ Ekonometrika I 3
19 EKO2154 経済ビジネス法学 Fikih Ekonomika dan Bisnis 2
20 EKO2301 ࣭ष経済ԅ Ekonomika Internasional I 3
21 EKO2401 経済学ԅ Ekonomika Moneter Iى 3
22 EKO2601 発経済学ԅ Ekonomika Pembangunan Iٳ 3
23 EKO3112 イスラム経済 Ekonomika Islam 3
24 EKO4401 ဏ機関߄・行߆ Bank dan Lembaga Keuangan 3
25 EKO4404 ழ行動論 Pasar dan Lembaga Keuangan Syariah 3
26 MAN1401 փ思ࠨ定定量法 Metoda Kuantitatif untuk Pengambilan Keputusan 3
27 MAN2201 基本マーケティン論グ Dasar-dasar Pemasaran 3
28 MAN2203 基本イスラム߄ဏ論 Dasar-dasar Keuangan Islam 3
29 MAN2301 ழ行動論 Perilaku Organisasional 3
30 MAN2303 イスラムビジネス Bisnis Islam 3
31 MAN2402 オβレーシοン・マネジメント Manajemen Operasi 3
32 MAN3105 ࣭ष़ྩۯ理 Manajemen Keuangan Internasional 3
33 MAN3305 ၞ経営 Manajemen Stratejik 3
34 MAN3506 ࣭षビジネス Bisnis Internasional 3
35 MAN3508 理経済学ۯ Ekonomika Manajerial 3
36 MAN3510 起業ز活動 Kewirausahaan 3

（出ങ） Bachelor in Accounting (Sarjana Ekonomi/S.E.) Undergraduate Program Faculty of Economics and 
Business of UGM

https://feb.ugm.ac.id/en/education/study-programs/undergraduate-program/curriculum-for-accounting
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ນĳĮ3　ͺͼルρンガఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰį1

科目ーΡ 科目ྴ 単位
Semester 1
1.1 AGI101 ਕ教 ( イスラム ) ԅ Agama Islam I 2
1.2 AGP101 ਕ教 ( プロテスタント ) ԅ Agama Protestan I 2
1.3 AGK101 ਕ教 ( トリック ) ԅ Agama Katolik I 2
1.4 AGH101 ਕ教 ( ΪンΒー ) ԅ Agama Hindu I 2
1.5 AGB101 ਕ教 ( ブッΘ ) ԅ Agama Budha I 2
2 NOP103 パンΙャラ教֗ Pancasila 2
3 BAI101 インΡネシア語 Bahasa Indonesia 2
4 NOP104 公ྦྷ教֗ Pendidikan Kewarganegaraan 2
5 SIP107 データ・図書܁ Data dan Pustaka 2
6 MNU101 初級ビジネス Pengantar Bisnis 3
7 EKT109 初級経済理論 Pengantar Teori Ekonomi 3
8 AKK106 基礎会計学 Akuntansi Dasar 3
Semester 2
9 PHP103 論理・的思考 Logika dan Pemikiran Kritis 2
10 MNM107 初級科学的ラボレーシοン Pengantar Kolaborasi Keilmuan 2
11 MNM106 ミュニケーシοン・自ࡨ発 Komunikasi dan Pengembangan Diri 2
12 MNU108 初級経営学 Pengantar Manajemen 3
13 MAS122 会計আのൡ計学 Statistik untuk Akuntan 3
14 AKA103 会計আのႃ理・業スキル Etika dan Keterampilan Profesional untuk Akuntan 2
15 MNK102 理ۯྩ़ Manajemen Keuangan 3
16 AKK201 中級़ྩ会計ԅ Akuntansi Keuangan Menengah I 3
Semester 3
17 PJK201 ற୕論ԅ Perpajakan I 3
18 AKK202 中級़ྩ会計Ԇ Akuntansi Keuangan Menengah II 3
19 AKK203 公共部門会計学 Akuntansi Sektor Publik 3
20 SII306 会計ૂ報システム Sistem Informasi Akuntansi 3
21 AKA201 リスクベース۬औ Pengauditan Berbasis Risiko I 3
22 AKM201 原価計ॳ Akuntansi Biaya 3
23 MNK314 初級本市場 Pengantar Pasar Modal 3
Semester 4
24 PJK301 ற୕論Ԇ Perpajakan II 3
25  AKK207 中級़ྩ会計Ԇ Akuntansi Keuangan Menengah III chuukuu
26 AKM301 理会計ۯ Akuntansi Manajemen 3
27 SII203 経営ૂ報システム Sistem Informasi Manajemen 3
28 AKA304 内部۬औ Internal Audit 3
29 AKA202 リスクベース۬औԆ Pengauditan Berbasis Risiko II 3
30 HKT215 ビジネス・企業法 Hukum Bisnis dan Perusahaan 2
Semester 5
31 PJK302 ற୕実ྩ Praktik Perpajakan 3
32 AKK304 上級़ྩ会計Ԇ Akuntansi Keuangan Lanjutan I: Konsep dan Penerapan 3
33 AKK401 会計理論 Teori Akuntansi 3
34 MNU307 ၞ経営 Manajemen Stratejik 3
35 AKA306 初級۬औ実ྩ Pengantar Praktik Pengauditan 3
36 AKS301 会計データ分析 Accounting Data Analytics 3
37 PNE402 会計研究方法 Metode Penelitian Akuntansi 3
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ນĳĮ3　ͺͼルρンガఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰįĳ

科目ーΡ 科目ྴ 単位
Semester 6
38 AKK305 上級़ྩ会計Ԇ Akuntansi Keuangan Lanjutan II: Konsep dan Penerapan 3
39 AKM326 ーポレートガバナンス会計 Peran Akuntansi dalam Tata Kelola Perusahaan 3
40 AKM327 サスティナブルビジネス実ྩ報࣬ Praktik & Pelaporan Bisnis Berkelanjutan 3
41 AKM323 経営分析 Analisis Bisnis 2
42 PNE499 業論 Skripsi* 6
43 SII324 会計におけるデジタル技術 Digital Technologies in Accounting 3
Semester 7
44 MNW201 起業ز活動 Kewirausahaan 3
45 AGI401 ਕ教 ( イスラム ) Ԇ Agama Islam II 2
46 ఼科目ˍ Mata Kuliah Pilihan 1 3
47 ఼科目２ Mata Kuliah Pilihan 2 3
48 ఼科目３ Mata Kuliah Pilihan 3 3
Semester 8
49 KKN441 KKN 3
50 ఼科目４ Mata Kuliah Pilihan 4 3
51 ఼科目５ Mata Kuliah Pilihan 5 3
研究プログラム科目 Jumlah Beban Studi Prodi
51 AKK253 ॲ評価 Penilaian Aset 3
52 AKS302 上級会計データ分析 Advanced Accounting Data Analytics 3
53 AKM328 デジタルထॳ Penganggaran Digital 3
54 AKS401 会計ૂ報システムデΎイン Desain Sistem Informasi Akuntansi 3
55 AKA321 法定۬औ Audit Forensik 3
56 AKK306 ଽ़ຸྩۯ理 Pengelolaan Keuangan Pemerintah 3
57 SII404 ૂ報システム۬औ Audit Sistem Informasi 3
58 AKM329 リスク分析 Pelaporan dan Analisis Risiko 3
59 MNU325 ၞイΦベーシοン Strategi dan Inovasi 3
60 AKK251 シャリア会計 Akuntansi Syariah 3
61 PJK401 タックスプランニング Perencanaan Pajak 3
62 AKP401 ୕ྩ会計 Akuntansi Perpajakan 3
63 MNU326 会計実ྩにおけるパフーマンス・マネジメント Manajemen Kinerja dalam PraktIk Akuntansi 3
64 MNU302 ビジネス実現可能性研究 Studi Kelayakan Bisnis 3
65 PSI311 ழ行動・リーΘーシップ Perilaku Keorganisasian dan Kepemimpinan 3
66 MNK330 イスラムミクロファインアンス・社会経営 Manajemen Keuangan Mikro dan Sosial Islam 3
67 EKS210 イスラム経済・ビジネス・ファイナンス Ekonomi, Bisnis dan Keuangan dalam Perspektif Islam 3
68 EKP203 インΡネシア経済 Perekonomian Indonesia 3
69 EKP202 ဏ機関߄・行߆ Bank dan Lembaga Keuangan Lainnya 3
70 SOK334 ビジネス・ミュニケーシοン Komunikasi Bisnis 3
71 MNP201 マーケティング・マネジメント Manajemen Pemasaran 3
31 PJK302 ற୕実ྩ Praktik Perpajakan 3
32 AKK304 上級़ྩ会計Ԇ Akuntansi Keuangan Lanjutan I: Konsep dan Penerapan 3
33 AKK401 会計理論 Teori Akuntansi 3
34 MNU307 ၞ経営 Manajemen Stratejik 3
35 AKA306 初級۬औ実ྩ Pengantar Praktik Pengauditan 3
36 AKS301 会計データ分析 Accounting Data Analytics 3
37 PNE402 会計研究方法 Metode Penelitian Akuntansi 3

（出ങ） Faculty of Economics and Business Airlangga University, Bachelor degree in Accountancy
https://akuntansi.feb.unair.ac.id/program/program-sarjana/s1-akuntansi/kurikulum.html
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計আのൡ計学、会計আのႃ理・業スキル、中級़ྩ会計ԅ、中級़ྩ会計Ԇ、

公共部門会計学、会計ૂ報システム、リスクベース۬औ、原価計ॳ、中級़ྩ

会計Ԇ、ۯ理会計、経営ૂ報システム、内部۬औ、リスクベース۬औ、上級़

ྩ会計Ԇ、会計理論、初級۬औ実ྩ、会計データ分析、会計研究方法、上級़

ྩ会計Ԇ、ーレートガバナンス会計、会計におけるデジタル技術、上級会

計データ分析Ԇ、会計ૂ報システムデΎイン、法定۬औ、ૂ報システム۬औ、

シャリア会計、୕ྩ会計、会計実ྩにおけるパフーマンス・マネジメントな

ど、多くの会計および۬औ関Ⴒ科目を置している。アイルランガ大学の会計

学プログラムでඅಭ的な部分は、1セメスターで、ਕ教 (イスラム )ԅ、ਕ教 (プ

ロテスタント )ԅ、ਕ教 (トリック )ԅ、ਕ教 (ΪンΒー )ԅ、ਕ教 (ブッ

Θ ) ԅ、パンΙャラ教֗、公ྦྷ教֗、2セメスターで、論理・的思考、初

級科学的ラボレーシοン、ミュニケーシοン・自ࡨ発、˓セメスターで、

起業ز活動、ਕ教 ( イスラム )、఼科目として、シャリア会計、イスラムミ

クロファインアンス・社会経営、イスラム経済・ビジネス・ファイナンス、イ

ンΡネシア経済などの科目が置されている点である。ア会計、イスラࣇࣟࢡ࣑࣒インアンス・♫会経Ⴀ、イスラ࣒経済・ࢪࣅネス・ࣇイࢼンス、インドネシア経

済などの科目が配⨨ࡉれているⅬである。 

   
アイルラン࢞大学キャンパス(2019年8月撮影) 

 

�

表2-㻟　アイ䝹ラン䜺大学会計学プログラムNo.1

科目名 単位
Semester 1
1.1 AGI101 宗教㻔イスラム㻕䊠 Agama Islam I 2
1.2 AGP101 宗教㻔プロテス䝍ント㻕䊠 Agama Protestan I 2
1.3 AGK101 宗教㻔䜹トリック㻕䊠 Agama Katolik I 2
1.4 AGH101 宗教㻔䝠ン䝈ー㻕䊠 Agama 㻴indu I 2
1.5 AGB101 宗教㻔䝤ッ䝎㻕䊠 Agama Budha I 2
2 NOP103 䝟ン䝏䝱ラ教⫱Pan㼏asila 2
3 BAI101 インドネシア語Bahasa Indonesia 2
4 NOP104 බẸ教⫱Pendidikan Ke㼣arganegaraan 2
5 SIP107 䝕ー䝍・ᅗ᭩㤋Data dan Pustaka 2
6 MNU101 初級ビジネスPengantar Bisnis 3
7 EKT109 初級経済理ㄽPengantar 㼀eori Ekonomi 3
8 AKK106 基♏会計学Akuntansi Dasar 3
Semester 2
9 PHP103 ㄽ理・ᢈุⓗᛮ⪃Logika dan Pemikiran Kritis 2
10 MNM107 初級科学ⓗコラ䝪レーションPengantar Kolaborasi Keilmuan 2
11 MNM106 コミュ䝙ケーション・⮬ᕫၨⓎKomunikasi dan Pengembangan Diri 2
12 MNU108 初級経営学Pengantar Manajemen 3
13 MAS122 会計ኈ䛾統計学㻿tatistik untuk Akuntan 3
14 AKA103 会計ኈ䛾理・⫋ᴗス䜻䝹Etika dan Keterampilan Pro㼒esional untuk Akuntan 2
15 MNK102 財務管理Manajemen Keuangan 3
16 AKK201 ୰級財務会計䊠 Akuntansi Keuangan Menengah I 3
Semester 3
17 PJK201 ⛒⛯ㄽ䊠 Perpajakan I 3
18 AKK202 ୰級財務会計䊡 Akuntansi Keuangan Menengah II 3
19 AKK203 බඹ㒊㛛会計学Akuntansi 㻿ektor Publik 3
20 SII306 会計ሗシステム㻿istem In㼒ormasi Akuntansi 3
21 AKA201 リスク䝧ース┘ᰝPengauditan Berbasis 㻾isiko I 3
22 AKM201 原価計算Akuntansi Biaya 3
23 MNK314 初級㈨本ᕷሙPengantar Pasar Modal 3
Semester 4
24 PJK301 ⛒⛯ㄽ䊡 Perpajakan II 3
25 㼫AKK2㻜㻣 ୰級財務会計䊡 Akuntansi Keuangan Menengah III chuukuu
26 AKM301 管理会計Akuntansi Manajemen 3
27 SII203 経営ሗシステム㻿istem In㼒ormasi Manajemen 3
28 AKA304 ෆ㒊┘ᰝInternal Audit 3
29 AKA202 リスク䝧ース┘ᰝ䊡 Pengauditan Berbasis 㻾isiko II 3
30 HKT215 ビジネス・ᴗἲ㻴ukum Bisnis dan Perusahaan 2
Semester 5
31 PJK302 ⛒⛯ᐇ務Praktik Perpajakan 3
32 AKK304 ୖ級財務会計䊡 Akuntansi Keuangan Lanjutan I㻦 Konsep dan Penerapan 3
33 AKK401 会計理ㄽ㼀eori Akuntansi 3
34 MNU307 ᡓ␎経営Manajemen 㻿tratejik 3
35 AKA306 初級┘ᰝᐇ務Pengantar Praktik Pengauditan 3
36 AKS301 会計䝕ー䝍ศᯒA㼏㼏ounting Data Analyti㼏s 3
37 PNE402 会計◊✲᪉ἲMetode Penelitian Akuntansi 3

科目コード

ͺͼルρンガఱڠ΅λンΩス ĩĳ01ĺා8ज़ג Ī

3　ζレーシͺのٛࠗ֗ޗ

　マレーシアにおいて、近代的な教֗が最初に行われたのは、イギリスྦྷ地

時代にイギリス࣭教会が୭立した Penang Free School(1816) であり、ྦྷ・ਕ

教の区別なく、ם語・マレー語・タミール語による教֗が行われた。その後、

語学校として、タイピンのם King Edward VII School(1883)、クアラルンプー
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ルの Victoria Institute(1893)、マレーࠏ住ྦྷのための学校として、Malay College 

Kuala Kangsar(1905)、Sultan Idris Training College(1922) が୭立された10。

　マレーシアの高൝教֗は、イギリスによるྦྷ地ൡহ時代に、イギリスモデ

ルが移されたものである。その代表的な高൝教֗機関が、キング・エΡワー

Β˓世֓学レッジ (1921) とラッフルΒ・レッジ (1929) である。キング・

エΡワーΒ˓世֓学レッジは、ଽຸの़ଽ׳੩とۯ理のもと、高い学術的・

門的କの高൝教֗機関となった。ラッフルΒ・レッジは、シンガポール

語を教用語とするイギリスモデルに基づいて୭立ם、୭100周年を記ැし࠺

された高൝教֗機関である。ラッフルΒ・レッジでは、ם語・Ⴄঃ・数学・

物理・化学・物・地理のڎ科目がٳ୭されたが、イギリスの講義要ࣇ・参考

ࡃ・দࡑଷഽ൝の行が൩ਥされ、マレーシアの学の経済的・ଽহ的・社

会的・化的環ޏとはかけ離れたπーロッパ中心的な教֗であった。ラッフル

Β・レッジの業は、マレーシアの都市に୭置されたם語を教用語とす

る学校教֥になり、̮く少数のマレー人業は、πーロッパ人がඊしてい

たマラμ行ଽۗにन用された11。

　1957年に公表された「ラΎク報࣬」では、マレー語を࣭語とし、すべてのྦྷ

の子ރに࣭語を教用語とする࣭ྦྷ教֗をけさせることを目ດとしてࠇげ

た。同報࣬では、マレー語を教用語とする学校を「ດ学校（のちの࣭ྦྷ学

校）」、マレー語以外を教用語とする学校を「ດ型学校(のちの࣭ྦྷ型学校)」

として区別し、教用語の֑いにかかわらず、すべての初൝学校で共通の教

要目をन用し、マレー語およびם語の必ਘ化をմした。この内容は、1957年

教֗႓として法ଷ化された。さらに、1960年に公表された「ラーマン・タリブ

報࣬」では、࣭زଽॐのი内では、多様な化・言語集౬のࡢ々の要ݥをすべ

て満たすことは不可能であり、࣭ྦྷփেのࠁ成のために中൝ٴ以上では、言

語やྦྷの相֑を排除すべきであるという考え方から、ଽຸ立の中൝学校では、

マレー語かם語を教用語とし、それ以外の言語を教用語とする中൝学校に

はଽຸ༞੩を与えないことをմし、1961年教֗法にその内容を含めた。さら
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に、1969年の人種ཕ動を機に、ブミプトラߚଽॐがन用され、1970年にם語

を教用語とするଽຸ立の初൝学校と中൝学校の教用語を、ם語からマレー

語に転換することがࠨ定した。1983年以ࣛ、マレーシアでは、初൝教֗ٴで

は、３種႒の言語別学校がめられているが、中൝教֗ٴ以上では、すべて

の学校でマレー語が教用語となっている12。

　マレーシアの高൝教֗では、1959年に、シンガポールとクアラルンプールの

ၰ地域に同ڒの自হࡀをもつ大学を୭置する法ၙがঔ行され、シンガポールお

よびクアラルンプールのマラμ大学分校は、それぞれ校長、分校理ম会、分校

評議会を持つことになった。1960年、マラμႲ邦ଽຸは、自らのႀാ内にۖ全

な࣭立大学をもつ必要性があると考え、自হࡀを持つマラμ大学クアラルン

プール分校をマラμ大学 (Universiti Malaya) とすることをࠨ定した。また、シ

ンガポール共和࣭ଽຸは、マラμ大学シンガポール分校をシンガポール࣭立大

学 (National University of Singapore) とすることをࠨ定した。1962年、２つに分

離した大学の୭置を可するための法ၙがঔ行され、イギリスパターンの教 ・֗

研究ۯ理営を持した大学がシンガポールとマレーシアに୭置された13。

　マレーシアႲ邦ଽຸの高൝教֗計画տ֥会は、1967年に高൝教֗に関するۑ

࣬を公表し、①ࢥ学レッジを୭置し、ࢥ学・࠺ಃ・௶量・都市村計画分野

の門人ऺの養成、②学部の拡ಫ、ӳβナンに大学の୭置、Ӵם語を教用

語とする業に加えて、理・ࢥ学分野で࣭語 ( マレー語 ) を教用語とする

業を、総合大学・単科大学の方に୭置、ӵ会計学・図書܁学・֓学・ႅ

学・କॲ技術・ジャーナリΒムの門人ऺの養成などを、࣬ۑしている14。

　マレーシア会計আ法 (Accountants Act 1967 FIRST SCHEDULE) のܰ定によ

り、マラμ大学の会計学学আ、マラࢥ科大学の会計学学আ、マレーシアプトラ

大学会計学学আを৾得した場合、マレーシア会計আފ会 (Malaysian Institute of 

Accountants) のメンバーとなり、ೂݺ会計আ (Chartered Accountant) のڒが

められることになった15。マレーシア会計আ法でめたೂݺ会計আの৾ڒ得

が可能な大学は以下の通りである16。
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(a)　the final examination of the University of Malaya for the Diploma Perakaunan 

(Diploma in Accounting)

(b)　the final examination of the University of Malaya for the Ijazah Sarjana Muda 

Perakaunan (Degree of Bachelor of Accounting)

(c)　the final examination of the Universiti Kebangsaan Malaysia for the Ijazah 

Sarjana Muda Perakaunan (Kepujian) (Degree of Bachelor of Accounting 

(Honours))

(d)　the final examination of the MARA Institute of Technology for the Diploma 

Lanjutan Perakaunan (Advanced Diploma in Accountancy)

(e)　the final examination of the Universiti Teknologi MARA for the Ijazah Sarjana 

Muda Perakaunan (Degree of Bachelor of Accounting)

(f)　the final examination of the Universiti Utara Malaysia for the Ijazah Sarjana 

Muda Perakaunan (Kepujian) (Degree of Bachelor of Accounting (Honours))

(g)　the final examination of the Universiti Pertanian Malaysia for the Ijazah Bacelor 

Perakaunan (Kepujian) (Degree of Bachelor of Accounting (Honours))

(h)　the final examination of the Universiti Putra Malaysia for the Ijazah Bacelor 

Perakaunan (Kepujian) (Degree of Bachelor of Accounting (Honours))

(i)　the final examination of the Universiti Islam Antarabangsa for the Ijazah Sarjana 

Muda Perakaunan (Kepujian) (Degree of Bachelor of Accounting (Honours))

(j)　the final examination of the Universiti Sains Malaysia for the Ijazah Sarjana 

Muda Perakaunan (Kepujian) (Degree of Bachelor of Accounting (Honours))

(k)　the final examination of the Universiti Utara Malaysia for the Degree of Bachelor 

of Accounting (Honours)(Information System)

(l)　the final examination of the Universiti Tenaga Nasional for the Degree of 

Bachelor of Accounting (Honours), the academic programme for which first 

commenced from the academic year 2002/2003 onwards

(m)　the final examination of the Universiti Multimedia for the Degree of Bachelor 
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of Accounting (Honours), the academic programme for which first commenced 

from the academic year 2002/2003 onwards

(n)　the final examination of the Kolej Universiti Sains dan Teknologi Malaysia for 

the Degree of Bachelor of Accounting (Honours)

(o)　the final examination of the Universiti Malaysia Sabah for the Degree of 

Bachelor of Accounting (Honours)

(p)　the final examination of the Universiti Industri Selangor for the Degree of 

Bachelor of Accounting (Honours)

(q)　the final examination of the Universiti Sultan Zainal Abidin for the Degree of 

Bachelor of Accounting (Honours)

(r)　the final examination of the Universiti Sains Islam Malaysia for the Degree of 

Bachelor of Accounting (Honours)

(s)　the final examination of the Universiti Tunku Abdul Rahman for the Degree of 

Bachelor of Accounting (Honours)

(t)　the final examination of the INTI International University for the Degree of 

Bachelor of Accounting (Honours)

(u)　the final examination of the Management and Science University for the Degree 

of Bachelor in Accountancy (Honours), the academic programme for which first 

commenced with the academic session November 2010 onwards

　さらに、マレーシア会計আ法では、以下の会計আに対して、マレーシア会計

আފ会のメンバーとなり、ೂݺ会計আのڒをめている17。

(a)　Malaysian Association of Certified Public Accountants  

(b)　Institute of Chartered Accountants of Scotland  

(c)　Institute of Chartered Accountants in England and Wales  

(d)　Institute of Chartered Accountants in Ireland  

(e)　Association of Chartered Certified Accountants (United Kingdom)  

(f)　Institute of Chartered Accountants in Australia  
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(g)　Australian Society of Certified Practising Accountants  

(h)　New Zealand Chartered Accountants  

(i)　Canadian Institute of Chartered Accountants  

(j)　Institute of Chartered Accountants of India  

(k)　Chartered Institute of Management Accountants (United Kingdom)

(p) the final examination of the Universiti Industri Selangor for the Degree of Bachelor of Accounting (Honours) 
(q) the final examination of the Universiti Sultan Zainal Abidin for the Degree of Bachelor of Accounting (Honours) 
(r) the final examination of the Universiti Sains Islam Malaysia for the Degree of Bachelor of Accounting (Honours) 
(s) the final examination of the Universiti Tunku Abdul Rahman for the Degree of Bachelor of Accounting (Honours) 
(t) the final examination of the INTI International University for the Degree of Bachelor of Accounting (Honours) 
(u) the final examination of the Management and Science University for the Degree of Bachelor in Accountancy (Honours), the academic programme 

for which first commenced with the academic session November 2010 onwards 
ーとなり、ສチ会ࣂーシア会計士༠会のメン࣐ࣞ、ーシア会計士ἲでは、௨ୗの会計士にᑐして࣐ࣞ、らにࡉ

計士の㈨᱁をㄆࡵている17。 

(a) Malaysian Association of Certified Public Accountants;   
(b) Institute of Chartered Accountants of Scotland;   
(c) Institute of Chartered Accountants in England and Wales;   
(d) Institute of Chartered Accountants in Ireland;   
(e) Association of Chartered Certified Accountants (United Kingdom);   
(f) Institute of Chartered Accountants in Australia;   
(g) Australian Society of Certified Practising Accountants;   
(h) New Zealand Chartered Accountants;   
(i) Canadian Institute of Chartered Accountants;   
(j) Institute of Chartered Accountants of India; and   
(k) Chartered Institute of Management Accountants (United Kingdom). 

   
 (2019年３月撮影ࡧ2017年9月およ)ラࣖ大学キャンパス࣐

௨ୗでは、࣐ラࣖ大学、࣐ラᕤ科大学、࣐ࣞーシアࣉトラ大学の会計学カリキࣗラ࣒にࡘいて᳨ウを⾜う。࣐

ラࣖ大学のࢪࣅネス会計学㒊会計学ࢢࣟࣉラ࣒(⾲ 3-1)では、ࢢࣟࣉラ࣒のࢥア科目として、初⣭㈈ົ会計・㈈

ົሗ࿌、୰⣭㈈ົ会計・㈈ົሗ࿌、ཎ౯計⟬、ୖ⣭㈈ົ会計・㈈ົሗ࿌、会計ሗシステ࣒、┘ᰝᐇົ、ᴗ会

計、ୖ⣭会計ሗシステ࣒、会計⌮ㄽ・会計ᐇົ、⟶⌮会計ࢼ࣑ࢭー、ሗテࢪࣟࣀࢡー・㹇㹒┘ᰝ、アカ࢘ン

タࣅリテと┘ᰝ、㑅ᢥ科目として、初⣭会計、イスラ࣒㔠⼥取ᘬ会計、බ共㒊㛛会計、内㒊┘ᰝ、ἲᘐ会計・

ṇㄪᰝ、⟶⌮会計・計⏬とࢥンࣉライアンス、ୖ⣭┘ᰝなど、多くの会計およࡧ┘ᰝ㛵㐃科目が配⨨ࡉれてい

る。 

ζρμఱڠ΅λンΩス ĩĳ017ාĺお͍͢ĳ01ĺාˏज़ג Ī

　以下では、マラμ大学、マラࢥ科大学、マレーシアプトラ大学の会計学リ

キュラムについて൦を行う。マラμ大学のビジネス会計学部会計学プログ

ラム ( 表3-1) では、プログラムのア科目として、初級़ྩ会計・़ྩ報࣬、

中級़ྩ会計・़ྩ報࣬、原価計ॳ、上級़ྩ会計・़ྩ報࣬、会計ૂ報シス

テム、۬औ実ྩ、企業会計、上級会計ૂ報システム、会計理論・会計実ྩ、ۯ

理会計セミナー、ૂ報テクΦロジー・˥˰۬औ、ア;ンタビリティと۬औ、

఼科目として、初級会計、イスラム߄ဏ৾引会計、公共部門会計、内部۬औ、

法会計・不ୃऔ、ۯ理会計・計画とンプライアンス、上級۬औなど、多

くの会計および۬औ関Ⴒ科目が置されている。

　マラμ大学においてඅಭ的な科目は、大学入学൚初の必ਘ科目として、ם語

ԅ、ഓ学と現状課題、基礎マレー語、ႃ理と明、学のஆ在能力を発ജさせ

る఼科目として、シンキングマター・心と知性、感ૂ的・ୈ神的インテリジͿ

ンス、グローバル問題・ミュニティ持続可能性、テクΦロジー・人ࢥ知能と

データ分析、˒セメスターに、ॲ業߱Ⴏなどの科目をあり、これらすべての科
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目を学んだ後に、会計学学আ(Bachelor of Accounting)を৾得することができる。

　マラࢥ科大学の会計学部会計学プログラム ( 表3-2y) では、़ྩ会計・़ྩ

報࣬ԅ、़ྩ会計・़ྩ報࣬Ԇ、原価計ॳ・ۯ理会計、़ྩ会計・़ྩ報࣬ԇ、

理会計、़ྩ会計・़ྩ報࣬Ԉ、会計ૂ報システム、۬औ論ԅ、Ⴒ結़ྩ੨ۯ

表、会計システム分析・デΎイン、会計理論と直࿂する課題、ۯ理会計セミナー、

会計۬औ・۬औ༗証、़ྩ੨表分析、イスラム߄ဏ৾引会計、Ύート会計、

ນ3Į1　ζρμఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰį1

科目ーΡ 科目ྴ 単位 ၎ਘ必ଌ条件
UNIVERSITY COURSES

GLTXXXX ם語ԅ English Language Course1 (required for all students) 4
Co-curriculum 2  
GIG1012 ഓ学と現状課題 Philosophy and Current Issues (required for Malaysian students) 2
GLT1017 基礎マレー語 Basic Malay Language (required for International Students) 2
GIG1013 ႃ理と明 Appreciation of Ethics and Civilizations  2

FACULTY CORE COURSES 
CIB1001 経営学 Management 3
CIB3010 ビジネスႃ理とーポレートガバナンス Business Ethics & Corporate Governance  3
CID1001 経営ૂ報システム Management Information Systems 3
CIX1001 ミクロ経済学 Principles of Microeconomics  3
CIX1002 マクロ経済学 Principles of Macroeconomics 3
CIX1003 ビジネスൡ計 Business Statistics 3
CIX2001 ़ྩۯ理 Financial Management 3
CIX2005 起業ز活動 Entrepreneurship 3
CIX2007 法 Commercial Law  3

PROGRAMME CORE COURSES 
CIA1002 初級़ྩ会計・़ྩ報࣬ Foundations in Financial Accounting and Reporting 3
CIA1003 中級़ྩ会計・़ྩ報࣬ Intermediate Financial Accounting and Reporting 3
CIA1004 原価計ॳ Cost Accounting  3
CIA2001 上級़ྩ会計・़ྩ報࣬ Advanced Financial Accounting and Reporting 3 Pass CIA1002 
CIA2002 会計ૂ報システム Accounting Information Systems 3
CIA2003 փ思ࠨ定ントロール会計Accounting for Decision Making and Control 3 Pass CIA1004 
CIA2011   ۬औ実ྩ Auditing Practices 3
CIA2012 ற୕原理 Principle of Taxation 3
CIA2013 タックスンプライアンス Tax Compliance  3 Pass CIA2012
CIA2008 会社法 Company Law 3
CIA3001 企業会計 Corporate Accounting 3 Pass CIA1003 
CIA3002 上級会計ૂ報システム Advanced Accounting Information System 3
CIA3003 会計理論・会計実ྩ Accounting Theory and Practice 3 Pass CIA1003 
CIA3004 ۯ理会計セミナー Seminar in Management Accounting  3
CIA3008 ૂ報テクΦロジー・˥˰۬औ Information Technology (IT) Auditing 3 Pass CIA2011 
CIA3014 ߆行業ྩ・報࣬3 Banking Operations and Reporting 3  3
CIA3015 ア;ンタビリティと۬औ Accountability and Auditing 3 Pass CIA2011
CIA4001 ൡ合ケーススタディ Integrated Case Study 3 Pass CIA2001 
CIB3002  ၞ経営 Strategic Management 4
CIC2011 ーポレートファイナンス Corporate Finance 3
CIX1005 ビジネスミュニケーシοンBusiness Communication: A Critical Thinking Approach 3
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公共部門会計、上級会計۬औ・۬औ༗証ԅ、上級会計۬औ・۬औ༗証Ԇ、内部

۬औなどの会計および۬औ関Ⴒ科目を置している。また、マラࢥ科大学会計

学部会計学プログラムには、ナシοナル・クシャトリア（愛࣭心・ܰၙࠁ成の

体力トレーニング）, イスラム߄ဏ、イスラム会計、初級アラビア語、イスラ

ム߄ဏ機関のシャリア۬औとガバナンスなど、ムスリムのための大学であるた

め、マラࢥ科大学ඊ自の科目が多く存在している。

ນ3Į1　ζρμఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰįĳ

科目ーΡ 科目ྴ 単位 ၎ਘ必ଌ条件
PROGRAMME ELECTIVE COURSES 

Student Holistic Empowerment (SHE) 
Cluster 1 シンキングマター・心と知性 Thinking Matters: Mind and Intellect 2
Cluster 2 感ૂ的・ୈ神的インテリジͿンス Emotional and Spiritual Intelligence: Heart and Soul 2
Cluster 3 グローバル問題・ミュニティ持続可能性 Global Issue and Community Sustainability: Making the World a Better Place 2
Cluster 4 テクΦロジー・人ࢥ知能とデータ分析 Technology / Artificial Intelligence & Data Analytics: I-Techie 2

CIA1001 初級会計 Introductory Accounting (COMPULSORY for students without accounting 
background but NOT ALLOWED for students with accounting background)   3

CIA3007 イスラム߄ဏ৾引の会計 Accounting for Islamic Financial Transactions  3 Pass CIA1002
CIA3010 公共部門会計 Public Sector Accounting 3 Pass CIA1003 
CIA3011 内部۬औ Internal Auditing 3 Pass CIA2011 
CIA3012 法会計・不ୃऔ Forensic Accounting and Fraud Examination  3 Pass CIA2011
CIA3013 上級ற୕論 Advanced Taxation: Planning and Compliance 3 Pass CIA2013
CIA3016 ۯ理会計・計画とンプライアンス Management Accounting and Applied Finance 3 Pass CIA3004 
CIA3017 上級۬औ Advanced Applications of Auditing 3 Pass CIA3015 
CIA3018 プロフͿッシοナルーポレートレポーティング Professional Corporate Reporting 3 Pass CIA3001 
CIB1002 人的࡙ۯ理 Human Resource Management 3
CIB2001 ழ行動 Organizational Behaviour 3
CIC2003 イスラム߄ဏシステム Islamic Financial System 3
CIC2004 ൎマネジメント Investment Management 3
CIC2006 グローバルファイナンス Global Finance 3
CIC2007 ىと߆行 Money and Banking 3
CIC2009 ۯ߄理 Treasury Management 3
CID2001 業ྩۯ理 Operations Management 3
CID2002 ˡマース E-Commerce 3
CID2004 ビジネスデータۯ理 Business Data Management 3
CIF1001 マーケティング Principles of Marketing 3
CIX1004 ビジネスの定量分析 Quantitative Analysis for Business 3
CIX2004 ビジネスアプリケーシοンٳ発 Business Application Development 3

INDUSTRIAL TRAINING 
CIA3006 ॲ業߱Ⴏ Industrial Training 12 CIA1004

May be taken in Semester 6 (Year 3) CIA2012

（出ങ） Faculty of Business and Accountancy,Universiti Malaya, Bachelor of Accounting programme
https://fpe.um.edu.my/bachelor-of-accounting-bacc
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ນ3Įĳ　ζρشࢥఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰį1

科目ーΡ 科目ྴ 単位 ၎ਘ必ଌ条件
Semester 1

FAR410 ़ྩ会計・़ྩ報࣬ԅ Financial Accounting And Reporting I 3
LAW446 初級法 Introduction To Commercial Law 3
TAX467 ற୕論ԅ Taxation I 3
MGT400 初級経営学 Introduction To Management 3
HBU111 ナシοナル・クシャトリアԅ National Kesatria I 1

Semester 2
FAR460 ़ྩ会計・़ྩ報࣬Ԇ Financial Accounting And Reporting II 3 Pass CIA1002
MAF451 原価計ॳ・ۯ理会計 Cost And Management Accounting 3 Pass CIA1003 
MAF503 理ۯྩ़ Financial Management 3 Pass CIA2011 
ECO415 経済学 Economics 3 Pass CIA2011
TAX517 ற୕論Ԇ Taxation II 3 Pass CIA2013
HBU121 ナシοナル・クシャトリアクシャトリアԆ National Kesatria II 1 Pass CIA3004 

Semester 3 Pass CIA3015 
FAR510 ़ྩ会計・़ྩ報࣬ԇ Financial Accounting And Reporting III 3 Pass CIA3001 
TAC401 初級アラビア語レベルԅ Introductory Arabic (Level I) 2
TAX667 上級ற୕論 Advanced Taxation 3
MAF551 理会計ۯ Management Accounting And Control 3
LAW485 会社法 Corporate Law 3
ELC501 アデミックリーディングם語 English For Critical Academic Reading 2
HBU131 ナシοナル・クシャトリアクシャトリアԇ National Kesatria III 1
CTU552 ഓ学と現状課題 Philosophy And Current Issues 2

Semester 4
FAR570 ़ྩ会計・़ྩ報࣬Ԉ Financial Accounting And Reporting Ԉ 3
MAF603 ーポレートファイナンス Corporate Finance 3
TAC451 初級アラビア語レベルԆ Introductory Arabic (Level II) 2
AIS615 会計ૂ報システム Accounting Information System 3
ELC650 門زとの流ם語 English For Professional Interaction 2
ENT530 起業ز活動 Principles Of Entrepreneurship 3
AUD589 ۬औ論ԅ Auditing I 3 CIA1004

Semester 5 CIA2012
FAR620 Ⴒ結़ྩ੨表 Consolidated Financial Statement 3
AIS655 会計システム分析・デΎイン Accounting System Analysis And Design 3
MAF653 ဏ市場߄ Financial Markets 3
MGT430 初級ழ行動 Introduction To Organisational Behaviour 3
EWC662 ビジネス通信のם語 English For Business Correspondence 2
TAC501 初級アラビア語レベルԇ Introductory Arabic (Level III) 2
STA404 ビジネス・社会科学のൡ計学 Statistics For Business And Social Science 3

Semester 6
FAR661 会計理論と直࿂する課題 Accounting: Theory And Emerging Issues 3
CRG650 ビジネスႃ理・ーポレートガバナンス Business Ethics And Corporate Governance 3
MAF651 理会計セミナーۯ Seminar In Management Accounting 3
AUD689 会計۬औ・۬औ༗証 Audit And Assurance Services 3
MAF661 ၞ経営 Strategic Management 3
MAF671 ൡ合ケーススタディ Integrated Case Study 3
CTU554 価値۷・明 Values And Civilization II 2
EET699 ࡑ語ਞၭদם English Exit Test 0
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ນ3Įĳ　ζρشࢥఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰįĳ

科目ーΡ 科目ྴ 単位 ၎ਘ必ଌ条件
Semester 7

Elective 1 (List of Elective 1) 3
Normal Track

Multidisciplinary course
Professional Pathway

Multidisciplinary Course
Elective 2 (List of Elective 2) 3
Normal Track Pass CIA1002
ITT422 初級サイバーセキュリティ Introduction To Cyber Security For Non-Computing Science Pass CIA1003 
UCS557 初級ビジネスインテリジͿンス Introduction To Business Intelligence Pass CIA2011 
ITT433 初級ブロックΙͿーン Introduction To Blockchain Pass CIA2011
ICT652 ႃ理社会・˥˟˰ Ethical Social And Professional Issues In ICT Pass CIA2013
FAR670 ़ྩ੨表分析 Financial Statement Analysis Pass CIA3004 
FAR618 イスラム߄ဏ৾引会計 Accounting For Islamic Financial Transactions Pass CIA3015 
Professional Pathway Pass CIA3001 
FAR695 ビジネスレポーティング Business Reporting
Elective 3 (List of Elective 3) 3
Normal Track
FAR658 Ύ - ト会計 Zakat Accounting
CRG660 会社書実ྩ Company Secretarial Practice
PSA662 公共部門会計 Public Sector Accounting
TAX695 上級ற୕論ԅ Advanced Taxation For Professional 1
Professional Pathway
TAX695 上級ற୕論ԅ Advanced Taxation For Professional 1
MAF695 上級パフーマンスマネジメントԅ Advanced Performance Management 1
AUD695 上級会計۬औ・۬औ༗証ԅ Advanced Audit And Assurance 1
Elective 4 (List of Elective 4) 3
Normal Track
MAF663 イスラム߄ဏ Islamic Finance
MAF682 リスクマネジメント・ントロール Risk Management And Control CIA1004
Professional Pathway CIA2012
TAX696 上級ற୕論Ԇ Advanced Taxation For Professional 2
MAF696 上級パフーマンスマネジメントԆ Advanced Performance Management 2
AUD696 上級会計۬औ・۬औ༗証Ԇ Advanced Audit And Assurance 2
Elective 5 (List of Elective 5) 3
Elective 5 (List of Elective 5)
Normal Track
AUD679 内部۬औ Internal Auditing
AUD699 イスラム߄ဏ機関のシャリア۬औとガバナンス Shariah Audit And Government Of Islamic Financial Institutions
Professional Pathway
FAR696 上級ビジネスレポーティング Advanced Business Reporting
Students must select 2 electives in Semester 7 (1 elective from each elective group) 
 Industry mode
Elective 1 (List of Elective 1) 8
FAR698 企業़ྩ報࣬ Corporate Financial Reporting
Elective 2 (List of Elective 2) 7
TAX698 上級ற୕論 Advanced Taxation For Professional
MAF698 上級パフーマンスマネジメント Advanced Performance Management
AUD698 上級会計۬औ・۬औ༗証 Advanced Audit And Assurance

Semester 8
PAC671 ॲ業プロジͿクト Industrial Project 12

（出ങ） Undergraduate Programme  Faculty of Accountancy UiTM, AC220-Bachelor of Accountancy (Hons.)
https://accountancy.uitm.edu.my/index.php/en/component/content/article/19-programme/undergraduate/

bachelor/32-ac220-bachelor-of-accountancy-hons?Itemid=101
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ນ3Į3　ζレーシͺίΠρఱࠗٛڠίυΈρθ

科目ーΡ 科目ྴ 単位 ၎ਘ必ଌ条件
ACT2111 初級़ྩૂ報のプランニングと၌用 Introduction to Planning and Use of Financial Information 3(3+0) None
ACT2112 会計入門 Introductory Accounting 4(3+1) None
ACT2113 初級会計学 Introduction to Accounting 3(2+1) None
ACT2131 原価計ॳ・ۯ理会計 Cost and Management Accounting 3(3+0) ACT2112
ACT2170 ンピュータテクΦロジー Computer Technology in Business 3(2+1) None
ACT3111 会計ファイナンスൡ計学 Statistics for Accounting and Finance or pass a C+ in Mathematics at STPM, Matriculation or Diploma 3(3+0) MTH3004
ACT3120F ़ྩ会計 Financial Accounting 4(3+1) ACT2112
ACT3121 中級़ྩ会計ԅ Intermediate Financial Accounting I 3(3+0) ACT3123
ACT3122 中級़ྩ会計Ԇ Intermediate Financial Accounting II 3(3+0) ACT3121
ACT3126 上級़ྩ会計ԅ Advanced Financial Accounting I 3(3+0) ACT3122
ACT3127 上級़ྩ会計Ԇ Advanced Financia lAccounting II 3(3+0) ACT3126
ACT3131 理会計ԅ Management Accounting Iۯ 3(3+0) ACT2112 & ACT2113
ACT3132 理会計Ԇ Management Accounting IIۯ 3(3+0) ACT3131
ACT3141 ۬औ論ԅ Audit I 3(3+0) ACT3121
ACT3142 ۬औ論Ԇ Audit II 3(3+0) ACT3141
ACT3151 ற୕論ԅ Taxation I 3(3+0) ACT3121
ACT3152 ற୕論Ԇ Taxation II 3(3+0) ACT3151
ACT3172 会計ૂ報システムԅ Accounting Information Systems I 3(3+0) ACT3131 & ACT3122
ACT3173 会計ૂ報システムԆ Accounting Information Systems II 3(3+0) ACT3172
ACT3211 理ۯྩ़ Financial Management 3(3+0) ACT2112 or ACT2113
ACT4111 会計ファイナンス研究方法論 Research Methods in Accounting and Finance 3(3+0) ACT3122 & ACT3211
ACT4121 会計学අਂ講義 Specialized Accounting 3(3+0) ACT3126
ACT4131 理会計ԇ Management Accounting IIIۯ 3(3+0) ACT3132
ACT4151 ற୕論අਂ講義 Specialized Taxation 3(3+0) ACT3152
ACT4161 公共部門会計ԅ Public Sector Accounting I 3(3+0) ACT3123
ACT4162 公共部門会計Ԇ Public Sector Accounting II 3(3+0) ACT4161
ACT4181 ビジネスႃ理・ーポレートガバナンス Business Ethics and Corporate Governance 3(3+0) ACT3142
ACT4191 会計理論・会計実ྩ Accounting Theory and Practice 3(3+0) ACT3122

ACT4197 ൡ合ケーススタディ Integrated Case Study 3(3+0) ACT3126,ACT3142,ACT3152,
ACT4131,ACT4211and MGM4139

ACT4211 ーポレートファイナンス Corporate Finance 3(3+0) ACT3211
ACT4214 イスラム߄ဏマネジメント Islamic Financial Management 3(3+0) ACT3211
ACT4215 ࣭ष߄ဏ International Finance 3(3+0) ACT3211
ACT4216 マレーシア़ྩマーケットシステムとࢹ௮ Malaysian Financial Market System and Structure 3(3+0) ACT3211
ACT4221 ൎ分析 Investment Analysis 3(3+0) ACT3211
ACT4231 行マネジメント߆ Bank Management 3(3+0) ACT3211
ACT4232 インターナシοナルバンキング International Banking 3(3+0) ACT3211
ACT4233 ဏサービスඅਂ講義߄ Specialized Financial Services 3(3+0) ACT3211
ACT4241 ဏデリバティブ߄ Financial Derivatives 3(3+0) ACT3211

ACT4901 実ਠトレーニング Practical Training 12(0+12) ACT3122,ACT3131,ACT3141,
ACT3152

ACT4999 最ਞ年プロジͿクト Fina lYear Project 4(0+4) ACT4111
CRG650 ビジネスႃ理・ーポレートガバナンス Business Ethics And Corporate Governance 3
MAF651 理会計セミナーۯ Seminar In Management Accounting 3
AUD689 会計۬औ・۬औ༗証 Audit And Assurance Services 3
MAF661 ၞ経営 Strategic Management 3
MAF671 ൡ合ケーススタディ Integrated Case Study 3
CTU554 価値۷・明 Values And Civilization II 2
EET699 ࡑ語ਞၭদם English Exit Test 0

（出ങ） UNIVERSITI PUTRA MALAYSIA Bachelor of Accounting (Honours, COURSE SYNOPSIS Department of Accounting and Finance
https://econ.upm.edu.my/programme/undergraduate/bachelor_of_accounting_honours-64272
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⾲)࣒ラࢢࣟࣉラᕤ科大学の会計学㒊会計学࣐  3-2y)では、㈈ົ会計・㈈ົሗ࿌Ϩ、㈈ົ会計・㈈ົሗ࿌ϩ、ཎ

౯計⟬・⟶⌮会計、㈈ົ会計・㈈ົሗ࿌Ϫ、⟶⌮会計、㈈ົ会計・㈈ົሗ࿌ϫ、会計ሗシステ࣒、┘ᰝㄽϨ、

㐃⤖㈈ົㅖ⾲、会計システ࣒分ᯒ・ࢨࢹイン、会計⌮ㄽと┤㠃するㄢ㢟、⟶⌮会計ࢼ࣑ࢭー、会計┘ᰝ・┘ᰝಖ

ド、㈈ົㅖ⾲分ᯒ、イスラ࣒㔠⼥取ᘬ会計、ࢨカート会計、බ共㒊㛛会計、ୖ⣭会計┘ᰝ・┘ᰝಖドϨ、ୖ⣭会

計┘ᰝ・┘ᰝಖドϩ、内㒊┘ᰝなどの会計およࡧ┘ᰝ㛵㐃科目を配⨨している。ࡲた、࣐ラᕤ科大学会計学㒊会

計学ࢢࣟࣉラ࣒には、ࢼシࣙࢼル・ࢡシャトリア㸦ឡᅜᚰ・つᚊ形成のయຊトࣞーࢽンࢢ㸧,イスラ࣒㔠⼥、イス

ラ࣒会計、初⣭アラࣅアㄒ、イスラ࣒㔠⼥ᶵ㛵のシャリア┘ᰝとࢼࣂ࢞ンスなど、࣒スリ࣒のたࡵの大学である

た࣐、ࡵラᕤ科大学⊂⮬の科目が多くᏑ在している。 

   

 (2019年3月撮影ࡧ2017年９月およ)ラᕤ科大学キャンパス࣐

表㻟-1　マラ䝲大学会計学プログラムNo.2

科目コード 科目名 単位 ᒚಟᚲ㡲᮲௳
PROGRAMME ELECTIVE COURSES 

Student Holistic Empowerment (SHE) 
Cluster 1 シン䜻ングマ䝍ー・ᚰ䛸▱ᛶ㼀hinking Matters㻦 Mind and Intelle㼏t 2
Cluster 2 ឤⓗ・⢭⚄ⓗインテリジ䜵ンスEmotional and 㻿piritual Intelligen㼏e㻦 㻴eart and 㻿oul 2
Cluster 3 グロー䝞䝹ၥ㢟・コミュ䝙ティᣢ⥆ྍ⬟ᛶ㻳lobal Issue and 㻯ommunity

Sustainability: Making the World a Better Place
2

Cluster 4 テク䝜ロジー・人ᕤ▱⬟䛸䝕ー䝍ศᯒ㼀e㼏hnology 㻛 Arti㼒i㼏ial Intelligen㼏e & Data
Analytics: I-Techie

2

CIA1001 初級会計Introdu㼏tory A㼏㼏ounting 㻔㻯OMP㼁L㻿O㻾㼅 㼒or students 㼣ithout a㼏㼏ounting
background but NOT ALLOWED for students with accounting background)

3

CIA3007 イスラム金融ྲྀᘬ䛾会計A㼏㼏ounting 㼒or Islami㼏 㻲inan㼏ial 㼀ransa㼏tions  3 Pass CIA1002
CIA3010 බඹ㒊㛛会計Publi㼏 㻿e㼏tor A㼏㼏ounting 3 Pass CIA1003 
CIA3011 ෆ㒊┘ᰝInternal Auditing 3 Pass CIA2011 
CIA3012 ἲᘐ会計・ṇㄪᰝ㻲orensi㼏 A㼏㼏ounting and 㻲raud E㼤amination  3 Pass CIA2011
CIA3013 ୖ級⛒⛯ㄽAd㼢an㼏ed 㼀a㼤ation㻦 Planning and 㻯omplian㼏e 3 Pass CIA2013
CIA3016 管理会計・計⏬䛸コンプライアンスManagement A㼏㼏ounting and Applied 㻲inan㼏e 3 Pass CIA3004 
CIA3017 ୖ級┘ᰝAd㼢an㼏ed Appli㼏ations o㼒 Auditing 3 Pass CIA3015 
CIA3018 プロ䝣䜵ッショ䝘䝹コー䝫レートレ䝫ーティングPro㼒essional 㻯orporate 㻾eporting 3 Pass CIA3001 
CIB1002 人ⓗ㈨※管理㻴uman 㻾esour㼏e Management 3
CIB2001 組織⾜ືOrgani㼦ational Beha㼢iour 3
CIC2003 イスラム金融システムIslami㼏 㻲inan㼏ial 㻿ystem 3
CIC2004 ᢞ㈨マネジメントIn㼢estment Management 3
CIC2006 グロー䝞䝹䝣䜯イ䝘ンス㻳lobal 㻲inan㼏e 3
CIC2007 ㈌ᖯ䛸㖟⾜Money and Banking 3
CIC2009 ㈨金管理㼀reasury Management 3
CID2001 ᴗ務管理Operations Management 3
CID2002 䠡コマースE-㻯ommer㼏e 3
CID2004 ビジネス䝕ー䝍管理Business Data Management 3
CIF1001 マーケティングPrin㼏iples o㼒 Marketing 3
CIX1004 ビジネス䛾ᐃ㔞ศᯒ㻽uantitati㼢e Analysis 㼒or Business 3
CIX2004 ビジネスアプリケーション㛤ⓎBusiness Appli㼏ation De㼢elopment 3

INDUSTRIAL TRAINING 
CIA3006 ⏘ᴗカ⦎Industrial 㼀raining 12 CIA1004

May be taken in Semester 6 (Year 3) CIA2012
(ฟ)Faculty of Business and Accountancy,Universiti Malaya, Bachelor of Accounting programme
https://fpe.um.edu.my/bachelor-of-accounting-bacc

ζρشࢥఱڠ΅λンΩス ĩĳ017ා˕お͍͢ĳ01ĺා3ज़ג Ī

　マラࢥ科大学では、会計教֗に力を入れており、学部プログラム (Undergraduate 

Programme) で は、AC220-Bachelor of Accountancy (Hons.)、AC110-Diploma in 

Accountancy、AC120-Diploma in Accounting Information System をރしており、

大学֭プログラム (Postgraduate Programme) では、AC950-Doctor of Philosophy 

(Accounting)、AC700-Master of Accountancy (by Coursework)、AC703-Master 

in Forensic Accounting & Financial Criminology (by Coursework)、AC704-Master 

in Strategic Management Accounting、AC750-Master of Science (Accountancy) を

ރしている。さらに、業教֗プログラム (Professional Programme) では、

AC551-The Association of Chartered Certified Accountants (ACCA)(UK)、AC151-

Foundation in Accountancy (ACCA FIA) をރしている18。

　マラࢥ科大学の業教֗プラグラムは、イギリスのೂݺ会計আފ会

(Association of Chartered Certified Accountants) がプラΙナ・パートナーとし

てઇした２つのラーニング・プログラムが存在する。ˍつ目は、ACCA

ೂݺ会計আプログラム (AC551) であり、２つめは、ACCA 会計আ基礎プロ

グラム (AC151) である。ACCA ೂݺ会計আプログラムのリキュラムで

は、ナレッジ分野 (KNOWLEDG EXAMS) では、ビジネス・テクΦロジー

(BT-Business and Technology、ۯ理会計 (MA-Management Accounting)、़ྩ

会計 (FA-Financial Accounting)、スキル分野 (SKILLS EXAMS) では、企業

法・ビジネス法 (LW-Corporate and Business Law)、パフーマンス・マネジ

メント (PM-Performance Management、ற୕論 (TX–Taxation)、़ྩ報࣬ (FR-

Financial Reporting)、会計۬औ・۬औ༗証 (AA-Audit and Assurance)、़ྩۯ
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理 (FM-Financial Management)、プロフͿッシοナル分野 (PROFESSIONAL 

EXAMS) では、ၞビジネスリーΘー (SBL-Strategic Business Leader)、

ၞビジネスレポート (SBR- Strategic Business Reporting)、オプシοン分野

(TWO OF THE FOLLOWING OPTIONS) では、上級़ྩۯ理 (AFM-Advanced 

Financial Management)、上級パフーマンス・マネジメント (APM-Advanced 

Performance Management)、上級ற୕論 (ATX-Advanced Taxation)、上級会計۬

औ・۬औ༗証 (AAA-Advanced Audit and Assurance) などの科目がރされてお

り、これらの科目をਞၭすると、ACCA のೂݺ会計আのڒを得ることができ

る19。

　さらに、マラࢥ科大学では、マレーシアでのΧイレバルな高൝教֗機関

(Higher InstitutionsȧCentre of Excellence; HICoE) としてめられた会計研究ழ

として˝ˮ˥ (Accounting Research Institute) が存在している。˝ˮ˥では、

イスラム߄ဏの研究を中心とした大学֭プログラムとして、AR751 - Master 

of Science (Islamic Finance & Muamalat)、AR752 - Master of Science (Financial 

Criminology)、AR951 - Doctor of Philosophy (Islamic Finance & Muamalat)、

AR952 - Doctor of Philosophy (Financial Criminology) がރされている20。

　マレーシアプトラ大学の会計ファイナンス学部会計プログラム ( 表3-3) で

は、会計入門、初級会計学、原価計ॳ・ۯ理会計、会計ファイナンスൡ計学、

़ྩ会計、中級़ྩ会計ԅ、中級़ྩ会計Ԇ、上級़ྩ会計ԅ、上級़ྩ会計

Ԇ、ۯ理会計ԅ、ۯ理会計Ԇ、۬औ論ԅ、۬औ論Ԇ、ற୕論ԅ、ற୕論Ԇ。会

計ૂ報システムԅ、会計ૂ報システムԆ、会計ファイナンス研究方法論、会計

学අਂ講義、ۯ理会計ԇ、公共部門会計ԅ、公共部門会計Ԇ、会計理論・会計

実ྩなど、多くの会計および۬औ関Ⴒ科目を置している。
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ĵ　シンガεールのٛࠗ֗ޗ

　イギリスのྦྷ地行ଽ長ۗラッフルΒがシンガポールに上ၘした1819年൚

時、シンガポールോには、マレー人120人、中࣭人30人ほどが住む小さなݽ村

にす̨なかったが、ୃ式にイギリスのྦྷ地となった1824年にはおよそ1万人

を超え、多くの言語の学校 (࠺語校、広東語校、ם語校など )が࠺୭された。

൚初、イギリスྦྷ地൚ޫはこのような現地の教֗活動に関心を示さなかった

が、19世ܮ後になると、経営課のॲ業・Ⴛ൱体ଷに現地マレー住ྦྷをழみࣺ

もうと、マレー語初൝学校を୭置し、業৾引に関わるリキュラムを৾り入

れた21。

　20世ܮ前になると、イギリスの教֗ଷഽを参考として、1902年キナーΒレ

イ報࣬書、1919年レモン報࣬書、1925年;ィンステッΡ報࣬書が公表された。

キナーΒレイ報࣬書では、ސ٬ྦྷ地におけるࢥ業学校・業学校におけるם

語教֗システムがմされ、レモン報࣬書では、シンガポールを含むマラμで

のࢥ業教֗・ॲ業教֗の必要性から、ཟ易学校・ࢥ業学校・業学校の୭立が

住ྦྷࡓ൦された。キナーΒレイ報࣬書では、シンガポール・マレーシアの地

に対する教֗の൦が行われた。これらの報࣬書以ࣛ、数学・物理・化学・機

ಃ・デΎインなどに重点が置かれた学校࠺・学ࢥ٫ ( シンガポールポリテクニッ

ク、ධ洋大学など ) が୭立された22。

　シンガポールのඊ立後、これまでのマレー語重ণのඵ・三言語教֗からם語

とڎ種語をಔとするඵ言語教֗へと転換した。ߓ体的には、఼第ඵ言語が、

1966年から小学校の業দࡑ科目に、1969年から中学校の業দࡑ科目に加え

られた。1968年以ࣛ、種語を教用語とするם語ࠏ小学校でם語による理

科・ॳ数の業、ם語を教用語とするם語学校では、種語による公ྦྷ・Ⴄ

ঃの業が行われた。シンガポールでは、マレー語はࠁ式的な地位へと追いや

られ、代わってྦྷ中立的で、科学技術の導入や経済活動に有၌であるという

見地から、ם語が重ণされることになった。このように、シンガポール社会全
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体のם語指向がޑまる中、1976年にマレー語学校、1982年にタミール語学校へ

の入学者がഷ୲えた。1980年には、ل語の最高学ຸであったධ洋大学がシンガ

ポール࣭立大学にݟਓされて消滅した23。

　ධ洋大学はل語を教用語とする高൝教֗機関であり、シンガポールྦྷ地

൚ޫが、ാ着語による教֗に対して関心がなく、़࡙もࠧいていたことから、

中࣭からのଽহ的ཌྵ者や社会改ڟ෩が教֥となって成長している。1953年、

会社条例に基づいたˍつの会社ழとして、中࣭以外の場所にل語による大学

を୭立するという目的で、中࣭人学者リン・ξータンを学長とする大学である。

ただし、ධ洋大学法がシンガポール議会を通過し、大学の地位をڕ得するのは

1959年になってからであり、ධ洋大学の学位がઇされたのは、1969年に在ୠ

者数が２୷人を超えてからである。ධ洋大学は、イギリスで教֗をけたエリー

トが後のシンガポールで成しଛげつつあった౬結の過程を、根本からޞかす

存在であった。これに対して、シンガポール࣭立大学は、1980年に࣭立大学と

して୭立されたୌ洋モデルの大学である。シンガポール࣭立大学は、1986年ഽ

から1987年ഽにかけて、35人の教֥を世界トップレベル大学の大学֭教֗に෩

し、1980年以ࣛ、外࣭人教֥比率が20から25ɓを超えており、一部の学科でࡍ

は50ɓにものぼっている。さらに、リキュラム編成や業ୡ評価として研

究や成果の出版を重ণしている点すべてが、ഥൡ的なイギリス流のୌ洋モデル

大学となっている24。

　シンガポールでは、シンガポールೂݺ会計আފ会 (Institute of Singapore 

Chartered Accountants) が大学の会計学学আや会計学ਘআを৾得した学に対し

て、ೂݺ会計আ (Chartered Accountant) のڒをめている。その内容は以下

の通りである25。

(a) ナンμンࢥ科大学：Nanyang Technological University; MBA (Accountancy) & 

Bachelor of Accountancy

(b) シ ン ガ ポ ー ル 経 営 大 学：Singapore Management University; Master of 

Professional Accounting & Bachelor of Accountancy
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(c) シンガポール࣭立大学：National University of Singapore; Bachelor of Business 

Administration (Accountancy)

(d) シンガポール社会科学大学 Singapore University of Social Sciences; Bachelor 

of Accountancy

(e) シ ン ガ ポ ー ル ࢥ 科 大 学：Singapore Institute of Technology; Bachelor of 

Accountancy

　また、その他の門౬体として、以下の期間に対して、ೂݺ会計আのڒ

をめている。

(a)the Institute of Chartered Accountants of Scotland (ICAS)

(b)the Institute of Chartered Accountants in England and Wales (ICAEW)

(c)Chartered Accountants Ireland (formerly known as the Institute of Chartered 

Accountants in Ireland)

(d)Chartered Accountants Australia and New Zealand (CAANZ) (formerly known as 

the New Zealand Institute of Chartered Accountants and the Institute of Chartered 

Accountants in Australia)

(e)the Association of Chartered Certified Accountants (ACCA) (formerly known as 

the Chartered Association of Certified Accountants);

(f)CPA Australia (formerly known as the Australian Society of Certified Practising 

Accountants);

(g)the Chartered Professional Accountants of Canada (CPA Canada) (formerly 

known as the Canadian Institute of Chartered Accountants)

(h)the American Institute of Certified Public Accountants (AICPA);

(i)the Chartered Institute of Management Accountants of the United Kingdom (CIMA)

　以下では、シンガポール࣭立大学、ナンμンࢥ科大学、シンガポール経営大

学の会計学リキュラムについて൦を行う。
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᳨ウを⾜う。 

   
シン࣏࢞ールᅜ立大学キャンパス(2017年9月およ2020ࡧ年２月撮影) 

シン࣏࢞ールᅜ立大学の会計学ࢢࣟࣉラ࣒(⾲ 4-1)では、ពᛮỴᐃ会計、⟶⌮会計、ᴗ会計・㈈ົሗ࿌Ϩ、

ᴗ会計・㈈ົሗ࿌ϩ、会計ሗシステ࣒、┘ᰝಖド・┘ᰝド᫂、ୖ ⣭ᴗ会計・㈈ົሗ࿌、ᴗホ౯、⤫ྜ会計・

ーࢼ࣑ࢮール、内㒊┘ᰝࢼ࣑ࢮネス、ἲᘐ会計、会計⌮ㄽ、ୖ⣭会計⮬◊✲、ୖ⣭会計⮬◊✲２、会計ࢪࣅ

ル、ୖ⣭会計⌮ㄽࢼ࣑ࢮール、බ共㒊㛛┘ᰝࢼ࣑ࢮール、㖟⾜の会計・ᴗ分ᯒࢼ࣑ࢮールなどの会計およࡧ┘

ᰝ㛵㐃科目が配⨨ࡉれている。 

 

 

表㻠-1　シン䜺䝫ー䝹ᅜ❧大学会計学プログラムNo.1

科目コード 科目名
Academic Orientation Modules:
BPM1701 ᚤ✚ศ・統計㻯al㼏ulus & 㻿tatisti㼏s
BPM1702 ビジネス䜶ク䝉䝹・䝟䝽ー䝫イントMi㼏roso㼒t E㼤㼏el and Po㼣erPoint 㼒or Business
Intensive 1st-year primer module:
BPM1705 ビジネス䛾組䜏㼁nderstanding 㻴o㼣 Business 㼃orks
Career Creation Starter Modules
STR1000 䜻䝱リアクリ䜶ーション・䝽ークショップ㻯areer 㻯reation 㻿tarter 㼃orkshops
STR2000 䜻䝱リアクリ䜶ーション・クリ䝙ック㻯areer 㻯reation 㻿tarter 㻯lini㼏s
Core Modules (Analytical Core)
DAO1704 ពᛮỴᐃศᯒDe㼏ision Analyti㼏s using 㻿preadsheets
DAO2702 ビジネス・プログラミングProgramming 㼒or Business Analyti㼏s
BSP1707 経営経済学Managerial E㼏onomi㼏s㻦 E㼤posure 㻔2 M㻯s㻕
BSP2701 ୡ⏺経済㻳lobal E㼏onomy 㻔2 M㻯s㻕
Core Modules (Functional Core)
ACC1701 ពᛮỴᐃ会計A㼏㼏ounting 㼒or De㼏ision Makers
BSP1702 ビジネスἲ⎔ቃLegal En㼢ironment o㼒 Business
MKT1705 マーケティング原理Prin㼏iples o㼒 Marketing
Accounting Modules
ACC2706 管理会計Managerial A㼏㼏ounting
ACC2707 ᴗ会計・財務ሗ࿌䊠㻯orporate A㼏㼏ounting & 㻾eporting I
ACC2708 ᴗ会計・財務ሗ࿌䊡㻯orporate A㼏㼏ounting & 㻾eporting II
ACC2709 会計ሗシステムA㼏㼏ounting In㼒ormation 㻿ystems
ACC3701 ┘ᰝಖド・┘ᰝド᫂Assuran㼏e and Attestation
ACC3702 会♫ἲ・ドๆἲ㻯orporate and 㻿e㼏urities La㼣
ACC3703 ⛒⛯ㄽ㼀a㼤ation
ACC3704 ୖ級ᴗ会計・財務ሗ࿌Ad㼢an㼏ed 㻯orporate A㼏㼏ounting and 㻾eporting
ACC3705 ᴗホ価㼂aluation
ACC3706 コー䝫レート䜺䝞䝘ンス・リスクマネジメント㻯orporate 㻳o㼢ernan㼏e and 㻾isk Management
ACC3707 統合会計・ビジネスIntegrated Perspe㼏ti㼢es in A㼏㼏ounting and Business

シンガεール࣭ၛఱڠ΅λンΩス ĩĳ017ාĺお͍͢ĳ0ĳ0ා２ज़ג Ī

　シンガポール࣭立大学の会計学プログラム ( 表4-1) では、փ思ࠨ定会計、

、理会計、企業会計・़ྩ報࣬ԅ、企業会計・़ྩ報࣬Ԇ、会計ૂ報システムۯ

ນĵĮ1　シンガεール࣭ၛఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰį1

科目ーΡ 科目ྴ

Academic Orientation Modules:
BPM1701 微積分・ൡ計 Calculus & Statistics
BPM1702 ビジネスエクセル・パワーポイント Microsoft Excel and PowerPoint for Business
Intensive 1st-year primer module:
BPM1705 ビジネスのॽழみ Understanding How Business Works
Career Creation Starter Modules
STR1000 キャリアクリエーシοン・ワークシοップ Career Creation Starter Workshops
STR2000 キャリアクリエーシοン・クリニック Career Creation Starter Clinics
Core Modules (Analytical Core)
DAO1704 փ思ࠨ定分析 Decision Analytics using Spreadsheets
DAO2702 ビジネス・プログラミング Programming for Business Analytics
BSP1707 経営経済学 Managerial Economics: Exposure (2 MCs)
BSP2701 世界経済 Global Economy (2 MCs)
Core Modules (Functional Core)
ACC1701 փ思ࠨ定会計 Accounting for Decision Makers
BSP1702 ビジネス法環ޏ Legal Environment of Business
MKT1705 マーケティング原理 Principles of Marketing
Accounting Modules
ACC2706 理会計ۯ Managerial Accounting
ACC2707 企業会計・़ྩ報࣬ԅ Corporate Accounting & Reporting I
ACC2708 企業会計・़ྩ報࣬Ԇ Corporate Accounting & Reporting II
ACC2709 会計ૂ報システム Accounting Information Systems
ACC3701 ۬औ༗証・۬औ証明 Assurance and Attestation
ACC3702 会社法・証࠴法 Corporate and Securities Law
ACC3703 ற୕論 Taxation
ACC3704 上級企業会計・़ྩ報࣬ Advanced Corporate Accounting and Reporting
ACC3705 企業評価 Valuation
ACC3706 ーポレートガバナンス・リスクマネジメント Corporate Governance and Risk Management
ACC3707 ൡ合会計・ビジネス Integrated Perspectives in Accounting and Business
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۬औ༗証・۬औ証明、上級企業会計・़ྩ報࣬、企業評価、ൡ合会計・ビジネ

ス、法会計、会計理論、上級会計自主研究、上級会計自主研究２、会計ゼミ

ナール、内部۬औゼミナール、上級会計理論ゼミナール、公共部門۬औゼミナー

ル、߆行の会計・ম業分析ゼミナールなどの会計および۬औ関Ⴒ科目が置さ

れている。

　ナンμンࢥ科大学の会計学プログラム ( 表4-2) では、会計学ԅ、会計学Ԇ、

会計のে௶定、۬औ༗証・会計۬औ、փ思ࠨ定会計、会計ૂ報システム、会

計分析・会計評価、リスクマネジメント・上級会計などの会計および۬औ関Ⴒ

科目が置されている。

 

⾲)࣒ラࢢࣟࣉンࣖンᕤ科大学の会計学ࢼ  4-2)では、会計学Ϩ、会計学ϩ、会計のㄆ㆑ ᐃ、┘ᰝಖド・会計

┘ᰝ、ពᛮỴᐃ会計、会計ሗシステ࣒、会計分ᯒ・会計ホ౯、リス࣐ࢡネࢪメント・ୖ⣭会計などの会計およ

 。れているࡉ⨨ᰝ㛵㐃科目が配┘ࡧ

 

   

 (2020年２月撮影ࡧ2017年9月およ)ンࣖンᕤ科大学キャンパスࢼ

表㻠-1　シン䜺䝫ー䝹ᅜ❧大学会計学プログラムNo.2
科目コード 科目名
Accountancy elective modules
ACC3711 経営計⏬・経営管理Managerial Planning and 㻯ontrol
ACC4711 ୖ級⛒⛯ㄽAd㼢an㼏ed 㼀a㼤ation
ACC4712 ἲᘐ会計㻲orensi㼏 A㼏㼏ounting
ACC4713 金融ᶵ㛵┘ᰝコンプライアンス㻲inan㼏ial Institution Audit and 㻯omplian㼏e
ACC4714 ୖ級┘ᰝಖド・┘ᰝド᫂Ad㼢an㼏ed Assuran㼏e and Attestation
ACC4715 会計理ㄽA㼏㼏ounting 㼀heory
ACC4751 ୖ級会計⮬◊✲Ad㼢an㼏ed Independent 㻿tudy in A㼏㼏ounting
ACC4752 ୖ級会計⮬◊✲２Ad㼢an㼏ed Independent 㻿tudy in A㼏㼏ounting 㻔2 M㻯s㻕
ACC4761 会計䝊ミ䝘ー䝹㻿eminars in A㼏㼏ounting
ACC4761A ෆ㒊┘ᰝ䝊ミ䝘ー䝹㻿eminars in A㼏㼏ounting㻦 Internal Audit
ACC4761C ୖ級会計理ㄽ䝊ミ䝘ー䝹㻿eminars in A㼏㼏ounting㻦 Ad㼢an㼏ed A㼏㼏ounting 㼀heory
ACC4761D リスクマネジメント・䝊ミ䝘ー䝹㻿eminars in A㼏㼏ounting㻦 㻾isk Management 㼀e㼏hnology
ACC4761E බඹ㒊㛛┘ᰝ䝊ミ䝘ー䝹㻿eminars in A㼏㼏ounting㻦 Publi㼏 㻿e㼏tor Audit
ACC4761F ୖ級コー䝫レート䜺䝞䝘ンス・䝊ミ䝘ー䝹㻿eminars in A㼏㼏ounting㻦 Ad㼢an㼏ed 㻯orporate 㻳o㼢ernan㼏e
ACC4761G ୖ級リスクマネジメント・䝊ミ䝘ー䝹㻿eminars in A㼏㼏ounting㻦 Ad㼢an㼏ed 㻾isk Management
ACC4761H 㖟⾜䛾会計・ᴗศᯒ䝊ミ䝘ー䝹㻿eminars in A㼏㼏ounting㻦 A㼏㼏ounting & Business Analysis 㼒or Banks

https://bba.nus.edu.sg/academic-programmes/bba-accountancy-programme/bbaacc-curriculum-ay2021-2022-onward/
(ฟ)NSU Bachelor of Business Administration (Accountancy) Curriculum AY2021/2022 Onwards

ンμンشࢥఱڠ΅λンΩス ĩĳ017ාĺお͍͢ĳ0ĳ0ා２ज़ג Ī

ນĵĮ1　シンガεール࣭ၛఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰįĳ

科目ーΡ 科目ྴ

Accountancy elective modules
ACC3711 経営計画・経営ۯ理 Managerial Planning and Control
ACC4711 上級ற୕論 Advanced Taxation
ACC4712 法会計 Forensic Accounting
ACC4713 ဏ機関۬औンプライアンス߄ Financial Institution Audit and Compliance
ACC4714 上級۬औ༗証・۬औ証明 Advanced Assurance and Attestation
ACC4715 会計理論 Accounting Theory
ACC4751 上級会計自主研究 Advanced Independent Study in Accounting
ACC4752 上級会計自主研究２Advanced Independent Study in Accounting (2 MCs)
ACC4761 会計ゼミナール Seminars in Accounting
ACC4761A 内部۬औゼミナール Seminars in Accounting: Internal Audit
ACC4761C 上級会計理論ゼミナール Seminars in Accounting: Advanced Accounting Theory
ACC4761D リスクマネジメント・ゼミナール Seminars in Accounting: Risk Management Technology
ACC4761E 公共部門۬औゼミナール Seminars in Accounting: Public Sector Audit
ACC4761F 上級ーポレートガバナンス・ゼミナール Seminars in Accounting: Advanced Corporate Governance
ACC4761G 上級リスクマネジメント・ゼミナール Seminars in Accounting: Advanced Risk Management
ACC4761H 行の会計・ম業分析ゼミナール߆ Seminars in Accounting: Accounting & Business Analysis for Banks

（出ങ） NSU Bachelor of Business Administration (Accountancy) Curriculum AY2021/2022 Onwards
https://bba.nus.edu.sg/academic-programmes/bba-accountancy-programme/bbaacc-curriculum-ay2021-2022-onward/
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ນĵĮĳ　ンμンشࢥఱڠࠗٛڠίυΈρθ

科目ーΡ 科目ྴ

Core Courses
AC1101 会計学ԅ Accounting I
AC1102 会計学Ԇ Accounting II
AB1201 理ۯྩ़ Financial Management
AB1301 ビジネス法 Business Law
AB1202 ൡ計学 Statistics & Analysis
AB1501 マーケティング Marketing
AB1601 ழ行動・デΎイン Organisational Behaviour and Design
AB3601 ၞ経営学 Strategic Management

ビジネスプロセスマネジメント Business Operations & Process
中級エクセル Intermediate Excel

Interdisciplinary Collaborative Core (Common Core)
活・メンタルΰルスࢫ࠲ Healthy Living and Mental Wellbeing
持続可能社会・経済・環ޏ Sustainability: Society, Economy & Environment
人႒のための科学技術 Science and Technology for Humanity
キャリア・起業ز活動 Career & Entrepreneurial Development for the Future World
多化世界ႃ理社会 Ethics & Civics in a Multi-Cultural World
デジタル世界ナビΊート Navigating the Digital World
学ष的世界のౝ究・ミュニケーシοン Inquiry and Communication in the Interdisciplinary World

Interdisciplinary Collaborative Core (Foundational Core)
キャリアԆ Careers II
プログラミング・分析によるփ思ࠨ定 Decision Making with Programming & Analytics
プロフͿッシοナルアタッΙメント Professional Attachment
ミュニケーシοン経営ၞ Communication Management Strategies

Broadening and Deepening Electives (Five Courses)
Specialisation Component (Accountancy Courses - Nine courses)
AC2101 会計のে௶定 Accounting Recognition & Measurement
AC2104 ۬औ༗証・会計۬औ Assurance & Auditing
AC2105 փ思ࠨ定会計 Accounting for Decision-making & Control
AC2301 ற୕原理 Principles of Taxation
AC2302 会社法・ーポレートガバナンス Company Law & Corporate Governance
AC2401 会計ૂ報システム Accounting Information Systems
AC3102 リスク報࣬・分析 Risk Reporting & Analysis
AC3103 会計分析・会計評価 Accounting Analysis & Valuation
AC3104 リスクマネジメント・上級会計 Risk Management & Advanced Accounting

（出ങ） Nanyang Technological University, Bachelor of Accountancy
https://www.ntu.edu.sg/business/education/undergraduate-programme/bachelor-of-accountancy#curriculum
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ນĵĮ3　シンガεールאࠐఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰį1

ACCOUNTING CORE
Accounting Subjects 11 courses
1 会計ૂ報システム Accounting Information Systems
2 会計思想・ガバナンス Accounting Thought and Governance
3 上級़ྩ会計 Advanced Financial Accounting
4 会計۬औ・۬औ༗証 Audit and Assurance
5 ़ྩ会計 Financial Accounting
6 ़ྩ報࣬・़ྩ分析 Financial Reporting and Analysis
7 中級़ྩ会計 Intermediate Financial Accounting
8 理会計ۯ Management Accounting
9 ൡ計プログラミング Statistical Programming
10 ற୕論 Taxation
11 企業評価 Valuation
Business Subjects 7 courses
1 ビジネス法 Business Law
2 会社法 Company Law
3 ファイナンス Finance
4 ဏ市場とൎ߄ Financial Markets and Investments
5 初級ൡ計学 Introductory Statistics 
6 人的࡙ۯ理 Management of People at Work
7 経営ၞ Strategy
SMU CORE CURRICULUM
Capabilities 6 courses
Numeracy (1 CU)

1 微積分 Calculus 
Modes of Thinking (1 CU) - Choose 1 Course
2 的思考 Critical Thinking in the Real World
3 ンピュテーシοナルシンキング Computational Thinking
4 VUCA の経営ۯ理 Managing in a VUCA Context
Managing (2 CU)

1 経営ミュニケーシοン Management Communication
Choose 1 Course from the following examples:
2 ビジネス・ଽຸ・社会 Business, Government and Society
3 スプレッΡシートモデリング分析 Spreadsheet Modelling and Analytics
4 中࣭本市場 Capital Markets in China
5 リーΘーシップ・Ιームビルディング Leadership and Team Building
Writing and Reasoning (1 CU)

1 ライティング・推論 Writing and Reasoning
Internship (1 CU)

1 インターンシップ nternship
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ນĵĮ3　シンガεールאࠐఱڠࠗٛڠίυΈρθŏŰįĳ

ACCOUNTING CORE
Communities 4 courses
Economics and Society (1 CU)
1 経済学と社会 Economics and Society
Technology and Society (1 CU) - Choose 1 Course from the following examples:
1 デジタルルΙャー Digital Cultures
2 科学・環ޏ・ೱ࣭ Science, Environment, and Empire
3 テクΦロジーと世界変化 Technology and World Change
4 気変動 Climate Change: Global and Local Solutions
5 科学技術研究 Science and Technology Studies: Where Science Meets Society
Cultures of the Modern World (1 CU) - Choose 1 Course from the following examples:
1 都市化 Urban Cultures
2 東ධアジア映画 Film in Southeast Asia
3 シンガポール今後５ˌ年 Singapore: Imagining the Next 50 Years
4 東ධアジアଽহ Politics of South-East Asia
5 外࣭語 Foreign Language
Community Service (1 CU)
1 地域ボランティア Community Service
ACCOUNTING CORE
Civilisations 2 courses
Ethics and Social / Corporate Responsibility (1 CU)
1 会計ႃ理・社会的ୣහ Ethics and Social Responsibility for Accounting
Big Questions (1 CU)
2 ビッグクエスΙοン Big Questions
Global Exposure (Non-credit Bearing)
3 グローバルエクスポージャー Global Exposure
ELECTIVES
Accounting Electives Choose 3 courses:
1 会計分析キャップストーン Accounting Analytics Capstone (SMU-X)   
2 会計データ分析 Accounting Data and Analytics Work-Study Elective 
3 上級会計۬औ・۬औ༗証 Advanced Audit and Assurance
4 上級ற୕論 Advanced Taxation
5 ൎ価値分析 Analytics for Value Investing
6 ファイナンス不動ॲ分析 Analytics in Finance and Real Estate
7 ۬औ分析 Audit Analytics (SMU-X)
8 会計۬औ・۬औ༗証ワークスタディ Audit and Assurance Work-Study Elective 
9 公共部門۬औ Auditing for the Public Sector
10 ۬औૂ報システム Auditing Information Systems (SMU-X)
11 ဏサービスブロックΙͿーン߄ Blockchain Applications in Financial Services
12 ビジネスデータマネジメント Business Data Management
13 ーポレートバンキングテクΦロジー Corporate Banking Technology
14 ーポレートファイナンシャルマネジメント Corporate Financial Management

15
サイバーリスク・वワークスタディ Cyber Risk and Forensics Work-Study 
Elective

16 データマネジメント Data Management
17 データモデリング・ণژ化 Data Modelling and Visualisation
18 門زの争解ࠨ Dispute Resolution: The Role of Experts
19 ़ྩ分析 Financial Analytics
20 ဏๆऻ߄ Financial Crime
21 ထ௶・व分析 Forecasting and Forensic Analytics
22 法会計 Forensic Accounting and Investigation
23 サイバーセキュリティの基礎 Foundations of Cybersecurity
24 ുॲ・リストラ Insolvency and Restructuring
25 内部۬औ Internal Audit (SMU-X)
26 初級プログラミング Introduction to Programming
27 証ݶ法 Law of Evidence
28 不動ॲ評価・課୕ Real Estate Valuation and Taxation
29 ၞマネジメント会計 Strategic Management Accounting
఼科目　Free Electives 3 courses
Free Electives encourage students to take any courses to broaden their knowledge in fields 
beyond their primary major. Students may take any SMU course (including Accounting 
Electives) to fulfil the Free Electives component. 

（出ങ） Singapore Management University Bachelor of Accountancy
https://accountancy.smu.edu.sg/bachelor-accountancy/curriculum/course-structure
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シン࣏࢞ール経Ⴀ大学キャンパス(2017年2月およ2020ࡧ年２月撮影) 

シン࣏࢞ール経Ⴀ大学の会計学ࢢࣟࣉラ࣒(⾲ 4-3)では、会計ሗシステ࣒、会計ᛮ・ࢼࣂ࢞ンス、ୖ⣭㈈

ົ会計、会計┘ᰝ・┘ᰝಖド、㈈ົ会計、㈈ົሗ࿌・㈈ົ分ᯒ、୰⣭㈈ົ会計、⟶⌮会計、ᴗホ౯、会計⌮・

♫会ⓗ㈐௵、会計分ᯒキャࣉࢵストーン、 会計ࢹータ分ᯒ、ୖ⣭会計┘ᰝ・┘ᰝಖド、┘ᰝ分ᯒ、会計┘ᰝ・┘

ᰝಖド࣡ーࢡスタࢹ、බ共㒊㛛┘ᰝ、┘ᰝሗシステ࣒、㈈ົ分ᯒ、ἲᘐ会計、内㒊┘ᰝ、ᡓ␎࣐ネࢪメント

会計などの会計およࡧ┘ᰝ㛵㐃科目が配⨨ࡉれている。 

シン࣏࢞ール経Ⴀ大学では、ＵＳＡスタイルの講義形式を採用しており、採用テキストにおいても、アメリカ

 ール経Ⴀ大学における会計学の講義では、Financial࣏࢞たはオーストラリアの影響が大きくなっている。シンࡲ

表㻠-2　䝘ン䝲ンᕤ科大学会計学プログラム

科目コード 科目名
Core Courses
AC1101 会計学䊠A㼏㼏ounting I
AC1102 会計学䊡A㼏㼏ounting II
AB1201 財務管理㻲inan㼏ial Management
AB1301 ビジネスἲBusiness La㼣
AB1202 統計学㻿tatisti㼏s & Analysis
AB1501 マーケティングMarketing
AB1601 組織⾜ື・䝕䝄インOrganisational Beha㼢iour and Design
AB3601 ᡓ␎経営学㻿trategi㼏 Management

ビジネスプロ䝉スマネジメントBusiness Operations & Pro㼏ess
୰級䜶ク䝉䝹Intermediate E㼤㼏el

Interdisciplinary Collaborative Core (Common Core)
ᗣ⏕ά・メン䝍䝹䝦䝹ス㻴ealthy Li㼢ing and Mental 㼃ellbeing
ᣢ⥆ྍ⬟♫会・経済・⎔ቃ㻿ustainability㻦 㻿o㼏iety, E㼏onomy & En㼢ironment
人㢮䛾䛯䜑䛾科学ᢏ⾡㻿㼏ien㼏e and 㼀e㼏hnology 㼒or 㻴umanity
䜻䝱リア・㉳ᴗᐙάື㻯areer & Entrepreneurial De㼢elopment 㼒or the 㻲uture 㼃orld
ከᩥୡ⏺理♫会Ethi㼏s & 㻯i㼢i㼏s in a Multi-㻯ultural 㼃orld
䝕ジ䝍䝹ୡ⏺䝘ビ䝀ートNa㼢igating the Digital 㼃orld
学㝿ⓗୡ⏺䛾᥈✲・コミュ䝙ケーションIn㼝uiry and 㻯ommuni㼏ation in the Interdis㼏iplinary 㼃orld

Interdisciplinary Collaborative Core (Foundational Core)
䜻䝱リア䊡㻯areers II
プログラミング・ศᯒ䛻䜘䜛ពᛮỴᐃDe㼏ision Making 㼣ith Programming & Analyti㼏s
プロ䝣䜵ッショ䝘䝹ア䝍ッ䝏メントPro㼒essional Atta㼏hment
コミュ䝙ケーション経営ᡓ␎㻯ommuni㼏ation Management 㻿trategies

Broadening and Deepening Electives (Five Courses)
Specialisation Component (Accountancy Courses - Nine courses)
AC2101 会計䛾ㄆ㆑ ᐃA㼏㼏ounting 㻾e㼏ognition & Measurement
AC2104 ┘ᰝಖド・会計┘ᰝAssuran㼏e & Auditing
AC2105 ពᛮỴᐃ会計A㼏㼏ounting 㼒or De㼏ision-making & 㻯ontrol
AC2301 ⛒⛯原理Prin㼏iples o㼒 㼀a㼤ation
AC2302 会♫ἲ・コー䝫レート䜺䝞䝘ンス㻯ompany La㼣 & 㻯orporate 㻳o㼢ernan㼏e
AC2401 会計ሗシステムA㼏㼏ounting In㼒ormation 㻿ystems
AC3102 リスクሗ࿌・ศᯒ㻾isk 㻾eporting & Analysis
AC3103 会計ศᯒ・会計ホ価A㼏㼏ounting Analysis & 㼂aluation
AC3104 リスクマネジメント・ୖ級会計㻾isk Management & Ad㼢an㼏ed A㼏㼏ounting

(ฟ)Nanyang Technological University, Bachelor of Accountancy
https://www.ntu.edu.sg/business/education/undergraduate-programme/bachelor-of-accountancy#curriculum
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　シンガポール経営大学の会計学プログラム(表4-3)では、会計ૂ報システム、

会計思想・ガバナンス、上級़ྩ会計、会計۬औ・۬औ༗証、़ྩ会計、़ྩ

報࣬・़ྩ分析、中級़ྩ会計、ۯ理会計、企業評価、会計ႃ理・社会的ୣහ、

会計分析キャップストーン、会計データ分析、上級会計۬औ・۬औ༗証、۬औ

分析、会計۬औ・۬ औ༗証ワークスタディ、公共部門۬औ、۬औૂ報システム、

़ྩ分析、法会計、内部۬औ、ၞマネジメント会計などの会計および۬औ

関Ⴒ科目が置されている。

　シンガポール経営大学では、˱˯˝スタイルの講義ࠁ式をन用しており、न

用テキストにおいても、アメリまたはオーストラリアの影響が大きくなって

いる。シンガポール経営大学における会計学の講義では、Financial Accounting: 

International Financial Reporting Standards を講義テキストとしてन用してお

り、シンガポール人の会計教֥ˍྴとアメリ人の会計教֥３ྴが共同ຊ

している。シンガポール人教֥のˍྴは、Ph.D. in Monash University( オース

トラリア ) の学位を৾得しており、アメリ人教֥３人はそれぞれ、Ph.D. in 

Michigan State University(USA)、Ph.D. in University of Chicago (USA)、Ph.D. in 

University of Texas at Austin(USA) の学位を৾得しており、テキストの内容はア

メリの大学で使用されている会計学テキストと同様のࢹ成である。その内容

は、ˍ　Conceptual Framework and Financial Statements、２　Recording Business 

Transactions、３　Accrual Accounting、４　Presentation of Financial Statements、

５　Internal Control, Cash, and Receivables、 ˒　Inventory and Merchandizing 

Operations、 ˓　PPE and Intangibles、 ˔　Investments and International 
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Operations、˕　Liabilities、ˍˌ　ShareholdersȧEquity、ˍˍ　The Statement 

of Cash Flows、̱ ２　Financial Statement Analysis、となっている(Walter,2014,Brief 

Contents)。

５　αΠθのٛࠗ֗ޗ

　ベトナムは1883年の第ˍフエ条約および第２フエ条約により、フランスの

をける༗࣭ࢌとなり、フランスႀインΡシナႲ邦の一部をࠁ成することと

なった。フランスは、ベトナムをその一部とするフランスႀインΡシナႲ邦の

੨ྦྷを分౯・対立させることをྦྷ地ଽॐの基本としたため、ベトナムに対

しては、٥・౮գ。排除の間を行きြするྦྷ地教֗を行った。さらに、20

世ܮ初めࣼから漢লやΙュΦム(ベトナムඊ自のྦྷল)の使用を推せず、

クオック・グー ( ベトナム語のローマল表記法 ) に改めていくଽॐを推進し

た26。

　1918年に、インΡシナに高൝教֗に関する法ၙが公ືされ、֓科科大学、

教֥養成大学、֓大学、法ၙ行ଽ大学、ႅ大学、ࢥ業大学、術࠺ಃ大学、

科大学、実ࡑ科学大学が୭立され、教֥のほとんどは、フランスの大学で教

֗をけたフランス人であった。第一ষインΡシナ争 (1945-1954) の期間、

ベトナムは、フランスۯ理区 (ධ部 )と解༶区 (ཤ部 )の２つのエリアに分ڬ

され、フランスۯ理区では、フランスྦྷ地時代と同じ高൝教֗が行われ、解

༶区では、ベトナム争ࢯଽຸは、קධ࣭ز大学 ( のちのΧΦイ࣭ز大学 )

を୭立した27。

　1954年、ベトナムは、ཤのベトナムྦྷ主共和࣭とධのベトナム共和࣭に分ڬ

され、ཤのベトナムᲬঙ共和࣭では、ソビエトモデルの高൝教֗がٳ発され、

ධのベトナム共和࣭では、アメリモデルの高൝教֗がٳ発された。ベトナム

争 (1955-1975) および第ඵষインΡシナ争（1960-1975) 期間中、多くの高

൝教֗機関は小さな大学へと分ڬされ、村地域へとठ置された。ベトナム
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争ਞၭ後の1975年、ベトナムすべての大学は、ソビエトモデルに従った高൝

教֗システムにൡ一された28。

　その後、1987年のΡイモイଽॐ以後、ベトナムの高൝教֗システムは大きく

変換した。ベトナムでは、高ഽな営自主ࡀを有する大学୭のための改ڟが

行われ、1993年には、ΧΦイ総合大学、ΧΦイ範大学、ΧΦイ外࣭語範大

学が༦体となりठ編成されたΧΦイ࣭ز大学だ୭された。ΧΦイ࣭ز大学で

は、法人ڒを有し、教֗課程のॐ定や学位与に関する自主ࡀがめられてい

る。または、1995年には、γーΙミン市に存在するγーΙミγーΙミン市࣭ز

大学科学大学、γーΙミン市ႅ大学をൡ合したγーΙミン市࣭ز大学が୭立

された。γーΙミン市࣭ز大学は、ΧΦイ࣭ز大学と同様に、法人ڒを有し、

高ഽな自主ࡀをめられた大学となった。࣭ 、大学の大きなඅಭとして、第1にز

大学は高い自主性と門性をえる複数の大学ز࣭ ( 成֥大学ࢹ大学ز࣭ ) か

らなり、大学機ࢹないし大学複合体としての性ڒを持っている点であり、第２

に、࣭ز大学は体ଷ移行の過程において、ࢹ成֥大学を通じて、実ࡑ的・自主

的な教֗・研究をജٳしている点などがあげられる29。

本章の以下では、ΧΦイ࣭ز大学、γーΙミン市࣭ز大学、ΧΦイ経済大学の

会計学関Ⴒリキュラムについて൦を行う。ΧΦイ࣭ز大学経済プログラム

( 表5-1) では、会計および۬औ関Ⴒ科目で置されている科目は、़ྩ会計と

。理会計のみで、経済学や経営学関Ⴒの科目置が中心となっているۯ

 ⫱の会計教࣒ࢼト࣋ ５

 

ランࣇ、ランスの支配をཷけるಖㆤᅜとなりࣇ、᮲⣙により࢚ࣇ２➨ࡧ᮲⣙およ࢚ࣇは1883年の➨１࣒ࢼト࣋ 

ス㡿インドシࢼ㐃㑥の୍㒊を形成することとなった。ࣇランスは、࣋ト࣒ࢼをࡑの୍㒊とするࣇランス㡿インド

シࢼ㐃㑥のㅖ民᪘を分᩿・ᑐ立ࡏࡉることを植民地ᨻ⟇のᇶᮏとしたた࣋、ࡵト࣒ࢼにᑐしては、ᰂ・ᙎᅽ。

㝖の㛫を⾜き᮶する植民地教⫱を⾜った。ࡉらに、20 ୡ⣖初ࡵ㡭ら₎Ꮠや࣋)࣒ࣀࣗࢳト࣒ࢼ⊂⮬の民᪘ᩥ

Ꮠ)の用を᥎ዡࢡ、ࡎࡏオࢢ̺ࢡࢵー(࣋ト࣒ࢼㄒのࣟー࣐Ꮠ⾲グἲ)にᨵࡵていくᨻ⟇を᥎㐍した26。 

 1918年に、インドシࢼに㧗➼教⫱に㛵するἲᚊがබᕸࡉれ、་科⸆科大学、教員㣴成大学、⋇་大学、ἲᚊ⾜

ᨻ大学、㎰ᯘ大学、ᕤᴗ大学、⨾⾡建築大学、ᩥ科大学、ᐇ㦂科学大学が設立ࡉれ、教員のほとんどは、ࣇラン

スの大学で教⫱をཷけたࣇランス人であった。➨୍ḟインドシࢼᡓத(1945-1954)のᮇ㛫、࣋ト࣒ࢼは、ࣇランス

⟶⌮༊(༡㒊)とゎᨺ༊(㒊)の２ࡘの࢚リアに分ࡉれ、ࣇランス⟶⌮༊では、ࣇランス植民地௦と同ࡌ㧗➼

教⫱が⾜ࢃれ、ゎᨺ༊では、࣋ト࣒ࢼᡓதᢠᨻᗓは、㉺༡ᅜᐙ大学(のࡕのࣀࣁイᅜᐙ大学)を設立した27。 

 1954年、࣋ト࣒ࢼは、の࣋ト࣒ࢼ民共ᅜと༡の࣋ト࣒ࢼ共ᅜに分ࡉれ、の࣋ト࣒ࢼ㛬Ặ共ᅜで

は、࢚ࣅࢯトࣔࢹルの㧗➼教⫱が㛤Ⓨࡉれ、༡の࣋ト࣒ࢼ共ᅜでは、アメリカࣔࢹルの㧗➼教⫱が㛤Ⓨࡉれた。

な大学ࡉᡓத㸦1960-1975)ᮇ㛫୰、多くの㧗➼教⫱ᶵ㛵はᑠࢼḟインドシ➨ࡧᡓத(1955-1975)およ࣒ࢼト࣋

と分ࡉれ、㎰ᮧ地ᇦと配⨨ࡉれた。࣋ト࣒ࢼᡓத⤊ᚋの 1975年、࣋ト࣒ࢼすべての大学は、࢚ࣅࢯトࣔ

 。れた28ࡉ୍⤫に࣒ルにᚑった㧗➼教⫱システࢹ

では、㧗ᗘな࣒ࢼト࣋。は大きくኚした࣒の㧗➼教⫱システ࣒ࢼト࣋、のᚋ、1987年のドイࣔイᨻ⟇௨ᚋࡑ 

㐠Ⴀ⮬ᶒを᭷する大学設のたࡵのᨵ㠉が⾜ࢃれ、1993年には、ࣀࣁイ⥲ྜ大学、ࣀࣁイᖌ⠊大学、ࣀࣁイእ

ᅜㄒᖌ⠊大学がẕయとなり⦅成ࡉれたࣀࣁイᅜᐙ大学ࡔ設ࡉれた。ࣀࣁイᅜᐙ大学では、ἲ人᱁を᭷し、教

⫱ㄢ⛬の⟇ᐃや学位ᤵに㛵する⮬ᶒがㄆࡵられている。ࡲたは、1995年には、࣍ー࣑ࢳンᕷにᏑ在する࣍ー

࣍。れたࡉンᕷᅜᐙ大学が設立࣑ࢳー࣍ンᕷ㎰ᯘ大学を⤫ྜした࣑ࢳー࣍、ンᕷᅜᐙ大学科学大学࣑ࢳー࣑࣍ࢳ

ー࣑ࢳンᕷᅜᐙ大学は、ࣀࣁイᅜᐙ大学と同ᵝに、ἲ人᱁を᭷し、㧗ᗘな⮬ᶒをㄆࡵられた大学となった。ᅜ

ᐙ大学の大きな特ᚩとして、➨1に、ᅜᐙ大学は㧗い⮬ᛶとᑓ㛛ᛶをഛ࠼る」ᩘの大学(ᅜᐙ大学構成員大学)

⛬らなり、大学ᶵ構ないし大学」ྜయとしてのᛶ᱁をᣢっているⅬであり、➨２に、ᅜᐙ大学はయไ⛣⾜の㐣

において、構成員大学を㏻ࡌて、ᐇ㦂ⓗ・⮬ⓗな教⫱・◊✲をᒎ㛤しているⅬなどがあࡆられる29。 

ᮏ❶の௨ୗでは、ࣀࣁイᅜᐙ大学、࣍ー࣑ࢳンᕷᅜᐙ大学、ࣀࣁイ経済大学の会計学㛵㐃カリキࣗラ࣒にࡘい

て᳨ウを⾜う。ࣀࣁイᅜᐙ大学経済ࢢࣟࣉラ(1-5⾲)࣒では、会計およࡧ┘ᰝ㛵㐃科目で配⨨ࡉれている科目は、

㈈ົ会計と⟶⌮会計のみで、経済学や経Ⴀ学㛵㐃の科目配⨨が୰ᚰとなっている。 

   
 イᅜᐙ大学キャンパス(2018年８月撮影)ࣀࣁ

ΧΦͼ࣭زఱڠ΅λンΩス ĩĳ018ා˔ज़ג Ī
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ນ5Į1　ΧΦͼ࣭زఱڠΫΐΥスίυΈρθ

科目ーΡ 単位 セメスター 科目ྴ

1 INT1004-E 3 I 基本ૂ報学 Basic Informatics
2 MAT1092-E 4 I 上級数学 Advanced Mathematics
3 THL1057-E 2 I 入門ਗ・法ၙ Introduction to State and Law
4 MAT1101-E 3 I ビジネスൡ計・確率 Probability and Statistics for Business
5 INE1050-E 3 I ミクロ経済学 Microeconomics
6 BSA1054-E 2 II Ιームワークスキル Teamwork Skills
7 INE3223-E 3 II 化・࣭ޏをקえた࣭ष経営 International Management: Managing Across Cultures and Borders
8 MAT1005-E 3 II エΦミストの数学 Mathematics for Economists
9 INE1051-E 3 II マクロ経済学 Macroeconomics

10 BSA1057-E 3 II ࠝ術と人間性 Art and Humanity
11 BSA1056-E 3 I ビジネスミュニケーシοン Business Communication
12 BSA1055-E 3 II ２ˍ世ܮのٳ発トレンΡ Development Trends in 21 Century
13 BSA1056-E 3 I 行動と社会औ Behaviour and Social Research
14 BSA2005-E 3 I ၞ経営 Strategic Management
15 BSA2023-E 3 II ファイナンス Finance
16 BSA2006-E 3 I 人的࡙ۯ理 Human Resource Management
17 BSA2024-E 3 I マーケティング Marketing
18 BSA2019-E 3 I ़ྩ会計 Financial Accounting
19 MNS3010-E 3 I ழ行動 Organizational Behaviour
20 BSA3031-1-E 3 I 起業ز活動 Entrepreneurship
21 INE2008-1-E 3 II ࣭षビジネス International Business
22 BSA2014-E 3 I オβレーシοンマネジメント Operations Management
23 BSA3013-E 3 II 消者行動 Consumer Behavior
24 BSA2022-E 3 II リーΘーシップ Leadership
25 BSA3013-E 3 II փ思ࠨ定モデル Decision Making models
26 BSA3038-E 2 I ビジネス法 Business Law
27 BSA3029-E 2 I イΦベーシοンと変化の経営学Management of Innovation and Change
28 BSA3028-E 3 I ખと争処理 Negotiation and ConÀict Resolution
29 BSA3027-E 2 I 企業化とガバナンス Corporate Culture and Governance
30 BSA3007-E 3 I 理会計ۯ Managerial Accounting
31 FIB3032-E 3 I ーポレートファイナンス Corporate Finance
32 INE3058-E 3 I ˡマース E-Commercial
33 INE3058-E 2 I オβレーシοンඅਂ講義 Special Topics on Operations
34 INE 2008E 5 Summer ࣭षビジネス International Business
35 INE 2332E 3 Summer 化・࣭ޏをקえた࣭ष経営 International Management: Managing across Cultures and Borders
36 INE3004-E 2 I ഩ子৾引 Electronic Commerce
37 INE3003-E 3 I ࣭ष߄ဏ International Finance
38 INE3001-E 3 I ࣭षཟ易 International Trade
39 INE2120-E 4 I ࣭ष経済学 International Economics

（出ങ） Undergraduate English Program of VNU University of Economics and Business, Bachelor of Business
https://vnu.edu.vn/eng/?C2501
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　ΧΦイ࣭ز大学は複数分野の大学とスクールでࢹ成されている。その中の

ˍつが VNU 経済ビジネス大学 University of Economics & Business (VNU-UEB)

であり、その他に、VNU 学ष研究大学 School of Interdisciplinary studies (VNU-

SIS)、VNU 科学大学 University of Science (VNU-HUS)、VNU 社会科学人科

学大学 University of Social Sciences & Humanities (VNU-USSH)、VNU 言語࣭ष

研究大学 University of Languages & International Studies (VNU-ULIS)、VNU ࢥ

学技術大学 University of Engineering & Technology (VNU-UET)、VNU 教֗大学

University of Education (VNU-UEd)、VNU ק大学 Vietnam - Japan University 

(VNU-VJU)、VNU ロースクール School of Law (VNU-LS)、VNU ビジネスマ

ネジメントスクール School of Business and Management (VNU-HSB)、VNU イ

ンターナシοナルスクール International School (VNU-IS)、VNU ֓学学大学 

University of Medicine & Pharmacy(VNU-UMP) など多くの大学およびスクール

でࢹ成されている30。

　VNU インターナシοナルスクールは、2002年7に୭立されたスクールであ

り、൚初はロシアの大学と共同ٳ発したロシア語ースのみが行われていた。

その後、トランスナシοナルな高൝教֗のマレーシアモデルをन用し、マレー

シアの私立大学であるΰルプ大学 (Help University) とࠈしたルキュラムを

ইした。マレーシアモデルをन用した理ဇは、第1に、ベトナムは、イギリٳ

スやオーストラリアなど大学とのつながりがなかったこと、第２に、ベトナム

とマレーシアでは、発ജのٴがあまり変わらないため、マレーシアモデルを

そのままन用することができた。第３に、؎ༀの大学とႲࠈした場合に比べて、

マレーシアの࣭षプログラムの価ڒがհかったことなどがあげられる31。

　ΰルプ大学とのジοイント・トレーニング・プログラム(Joint training programs)

に は、Business (Accounting) (Honours),joint training program with HELP 

University、Master of Business Administration, joint training program with HELP 

University などがある。また、現在、その他٬外の大学とのジοイント・トレー

ニング・プログラムとして、Accounting and Finance, joint training program with 
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ນ5Įĳ　γーΙηン市࣭زఱࠐڠफ༹ၙίυΈρθŏŰį1

科目ーΡ 科目ྴ

ベトナム語ース Vietnamese track
Official programs
401 経済学 Economics
402 ࣭ष経済関係 International Economic Relations
403 経済学と公共経営 Economics and Public Management
404 行ファイナンス߆ Finance – Banking 
405 会計学 Accounting
406 経営ૂ報システム Management Information System
407 経営ۯ理 Business Administration
408 ࣭षビジネス International Business
409 ۬औ論 Auditing
410 マーケティング Marketing
411 ˡマース E-commerce
412 ΜーリΒム・トラベルマネジメント Tourism and Travel Management
413 数理経済学 Economic Mathematics
414C ဏテクΦロジー߄ Financial Technology
416C デΎインビジネス・人ࢥ知能 Digital Business and Artificial Intelligence
501 経済法 Economic Law
502 ࣭षཟ易法 International Trade Law
503 市ྦྷ法 Civil Law
504 行法ファイナンス߆ Finance – Banking Law
504C 行法ファイナンス߆ (フランス語 )Finance – Banking Law (supported in French)
語ースם English track
Official programs
402CA ࣭ष経済 International Economics
404CA 行ファイナンス߆ Finance – Banking
405CA 会計学 Accounting
407CA 経営ۯ理 Business Administration
408CA ࣭षビジネス International Business
502CA ࣭षཟ易法 International Trade Law
503CA 市ྦྷ法 Civil Law
410CA マーケティング Marketing
411CA ˡマース E-commerce
413CA 経済数学 Economic Mathematics
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University of East London( イギリス )、Management, Joint training program with 

Keuka College( ア メ リ  )、Hospitality, Sport and Tourism Administration, joint 

training program with Troy University( アメリ )、Master of Finance, Banking and 

Insurance(South East Asia), joint training program with the University of Nantes( フ

ラ ン ス )、Master of Marketing & Prospective, joint training program with the 

ນ5Įĳ　γーΙηン市࣭زఱࠐڠफ༹ၙίυΈρθŏŰįĳ

フランス語ース French track
Official programs
504CP 行法ファイナンス߆ Finance – Banking Law (supported in French)
٬外転入学プログラム International Programs - Articulation Programs
1 Bournemouth University - Dorset, UK
2 Birmingham City University - Birmingham, UK
3 University of Gloucestershire - Cheltenham, UK
4 Webster University - Webster Groves, America
5 Benedictine University - Chicago, America
6 Swinburne University of Technology - Melbourne, Australia
7 ESDES School of Business and Management - Lyon, France
8 La Rochelle Business School - La Rochelle, France
インターナシοナル・プログラム International Programs
Θブルディグリープログラム Double Degree Programs
1 ESDES School of Business and Management - Lyon
2 La Rochelle Business School - La Rochelle, France
ジοイントディグリープログラム Joint Programs - Bachelor Programs
University of Gloucestershire - UK
1 Bachelor of Business administration
2 Bachelor of International business
3 Bachelor of Financial accountant
Birmingham City University - UK
4 Bachelor of International business
5 Bachelor of International Finance

（出ങ） Undergraduate Program of University of Economics and Law, VNU Ho Chi Minh City
https://en.uel.edu.vn/vietnamese-track/vietnamese-track-4
https://en.uel.edu.vn/english-track/english-track-3
https://en.uel.edu.vn/french-track/french-track-2
https://en.uel.edu.vn/articulation-programs/articulation-programs-2
https://en.uel.edu.vn/double-degree-programs/double-degree-programs-2
https://en.uel.edu.vn/bachelor-programs-2/bachelor-programs-3
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ນ5Į3　ΧΦͼࠐफఱۯאࠐڠၑίυΈρθ

科目ྴ
一般モジュール General modules

マルクス・レーニン主義基本原則 Basic Principles of Marxism-Leninism
数理経済学 Mathematical Economics
ビジネスם語 Business English
ミクロ経済学 Microeconomics
マクロ経済学 Macroeconomics
一般法 General Law

අ別モジュール Specialist Module 1-5
1 経営学 General Management course

経営ۯ理 Principles of Business Administration
ၞ経営 Strategic Management
࣭षビジネス International Bussiness
起業論 Business Start-up
ビジネス法 Business Law
௮性とڟ新 Creativity and Innovation
ビジネスネΌシエーシοン Business Negotiation
的思考 Critical Thinking
ΙͿンジマネジメント Change Management

2 会計ファイナンス Accounting and Finance
会計原則 Accounting Principles
理会計ۯ Management Accounting
़ྩ会計 Financial Accounting
ဏ機関とマーケット߄ Financial Institutions and Markets
࣭ष߄ဏ International Finance
ဏൎ߄ Financial Investment.

3 マーケティング Marketing
マーケティング原則 Marketing Principles
マーケティングサービス Marketing Service
デジタルマーケティング Digital Marketing
消者行動 Consumer Behavior
์คۯ理 Sales Administration
ˡマース Ecommerce.

4 人的࡙ۯ理 Human Resource Management
ழ行動 Organisational Behaviour
人的࡙ۯ理 Human Resource Management
ワークリΎルトۯ理 Work Results Management

5 オβレーシοナルマネジメント Operational Management
オβレーシοナルマネジメント Operational Management
プロジͿクトマネジメント Project Management
クオリティマネジメント Quality Management
サプライΙͿーンマネジメント Supply Chain Management

Optional Modules 1-5
1 Specialist modules of General Management course
2 Specialist modules of Human Resource Management course
3 Specialist modules of Marketing course
4 Specialist modules of Opeartional Management course
5 Specialist modules of Accounting and Finance course

（出ങ） National Economics University Hanoi, Bachelor Program of Business Administration, E-BBA 
PROGRAM

https://bsneu.neu.edu.vn/en/program/e-bba-program/
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University of Nantes( フ ラ ン ス )、Executive Master of Business Administration, 

joint training program with Lunghwa University of Science and Technology( రს )、

Master of Science in Information Management, joint training program with Lunghwa 

University of Science and Technology( రს )などが実ঔされている32。

　ষに、γーΙミン市࣭ز大学経済法ၙプログラム ( 表5-2) では、ベトナム

語ース、ם語ース、フランス語ースが୭置されているが、会計および۬

औ関Ⴒ科目では、会計学と۬औ論のみで、経済学および法ၙ学を中心とした科

目置となっている。γーΙミン市࣭ز大学の経済法ၙプログラムでは、フラ

ンス、イギリス、オーストラリア、アメリの大学とႲࠈした、٬外転入学プ

ログラム、Θブルデグリープログラム、ジοイントでグリープログラムが用փ

されている。

し、࣐ࣞーシアの⚾立大学である࣊ルࣉ大学(Help University)とᥦᦠしたカルキࣗラ࣒を㛤ጞした。࣐ࣞーシ

アࣔࢹルを採用した⌮⏤は、➨ 1に、࣋ト࣒ࢼは、イࢠリスやオーストラリアなど大学とのࡘながりがなった

こと、➨２に、࣋ト࣒ࢼと࣐ࣞーシアでは、Ⓨᒎのẁ㝵があࡲりኚࢃらないた࣐ࣞ、ࡵーシアࣔࢹルをࡑのࡲࡲ

採用することができた。➨３に、Ḣ⡿の大学と㐃ᦠしたሙྜにẚべて、࣐ࣞーシアのᅜ㝿ࢢࣟࣉラ࣒の౯᱁がᏳ

 。られる31ࡆったことなどがあ

 には、Business(Joint training programs)࣒ラࢢࣟࣉ・ࢢンࢽイント・トࣞーࣙࢪ大学とのࣉル࣊ 

(Accounting) (Honours),joint training program with HELP University、Master of Business 

Administration, joint training program with HELP Universityなどがある。ࡲた、現在、ࡑのᾏእの大学

とのࣙࢪイント・トࣞーࢽンࢢࣟࣉ・ࢢラ࣒として、Accounting and Finance, joint training program with 

University of East London(イࢠリス)、Management, Joint training program with Keuka College(アメリ

カ)、Hospitality, Sport and Tourism Administration, joint training program with Troy University(アメ

リカ)、Master of Finance, Banking and Insurance(South East Asia), joint training program with the 

University of Nantes(ࣇランス)、Master of Marketing & Prospective, joint training program with the 

University of Nantes(ࣇランス)、Executive Master of Business Administration, joint training program 

with Lunghwa University of Science and Technology(ྎ‴)、Master of Science in Information 

Management, joint training program with Lunghwa University of Science and Technology(ྎ‴)などがᐇ

 。れている32ࡉ

ḟに、࣍ー࣑ࢳンᕷᅜᐙ大学経済ἲᚊࢢࣟࣉラ(2-5⾲)࣒では、࣋ト࣒ࢼㄒࢥース、ⱥㄒࢥース、ࣇランスㄒ

ἲᚊ学を୰ᚰࡧᰝ㛵㐃科目では、会計学と┘ᰝㄽのみで、経済学およ┘ࡧれているが、会計およࡉ⨨ースが設ࢥ

とした科目配⨨となっている。࣍ー࣑ࢳンᕷᅜᐙ大学の経済ἲᚊࢢࣟࣉラ࣒では、ࣇランス、イࢠリス、オース

トラリア、アメリカの大学と㐃ᦠした、ᾏእ㌿ධ学ࢢࣟࣉラ࣒、ダࣈルࢢࢹリーࢢࣟࣉラࣙࢪ、࣒イントでࢢリ

ーࢢࣟࣉラ࣒が用ពࡉれている。 

   

λンΩス΅ڠఱزンᕷᅜᐙ大学キャンパス(2018年8月撮影) γーΙηン市࣭࣑ࢳー࣍ ĩĳ018ා8ज़ג Ī

　ΧΦイ経済大学経営ۯ理プログラム ( 表5-3) では、ΧΦイ経済大学のඅಭ

的なリキュラムとして、一般モジュールでは、マルクス・レーニン主義基本

原則、අ別モジュールでは、経営学、会計・ファイナンス、マーケティング、

人的࡙ۯ理、オβレーシοナルマネジメントのースに分かれており、会計

ファイナンスースの中に、会計原則、ۯ理会計、़ྩ会計が会計および۬औ

関Ⴒ科目として置されている。



─301─

アセアン４か࣭における会計教֗の研究

˒　おわりに

　アセアン４か࣭の教֗機関は、ඊ立前後においては、ྦྷ地をけた࣭

の影響をޑくけている。インΡネシアでは、オランΘྦྷ地からのඊ立

後、オランΘྦྷ地期の言語別・ྦྷ別の学校体ࠏがগされた。1994年࣭ྦྷ

教֗ଷഽ法以ࣛ、学校体ࠏは、基礎教֗(小学校、中学校)˕年、中൝教֗(高校、

業高校 )３年、高൝教֗ (大学、ポリテクニック )の３つに分けられた。イ

ンΡネシアでは、基礎教֗後、高校と業高校に分かれ、高൝教֗として、大

学 (S1、S2、S3) またはポリテクニックに進学する。

　マレーシアでは、イギリスྦྷ地からのඊ立後、1961年教֗法および

1971年ブミプトଽॐにより、言語・化・ਕ教により異なっていた学校をマレー

語中心の教֗にൡ一し、学校体ࠏは、初൝教֗（࣭ྦྷ学校）、前期中൝教֗ ( 前

期中൝学校 )、後期中൝教֗ (後期中൝学校、中൝技術学校 )、高൝教֗ ( 大学、

レッジ、ポリテクニック )の４つに分けられた。大学進学の場合は、さらに、

大学教֗課程 (Pre-University Education)、大学˯ˍ(Bachelor)Ȅ大学˯２

(Master)、大学˯３(Doctor) に区分される。

　シンガポールでは、イギリスおよびマレーシアからのඊ立後、学校体ࠏは、

初൝教֗、中൝教֗ ( 中൝学校、技術教֗学֭ )、高൝教֗ ( 大学、ポリテク

ニック )の３つに分けられた。シンガポールの初൝教֗と中൝教֗では、能力

別に૦り分ける Streaming( トラッキングଷഽ ) が導入されている33。初൝教֗

において、小学校４年における Primary 4 Streaming( 語、༦語、数学ם ) で

は、ൺを上位から、ˡ˩ˍ、ˡ˩２、ˡ˩３に૦り分け、小学校業時にお

ける Primary School Learning Examination( 語、༦語、数学、理科ם ) では、

ൺを上位から、අ別ース (Special Course)、急行ース (Express Course)、ຽ

通学術ース (Normal Academic) Course、ຽ通技術ケース (Normal Technical 

Course) に૦り分ける。中学校４年ਘၭ時におけるˣ˟ˡ・˫ (Ordinary) レ

ベルদࡑをけるのは、අ別ースと急行ースのരであり、ˣ˟ˡ・˪



─302─

(Normal) レベルদࡑをけるのは、ຽ通学術ースとຽ通技術ースである。

˪レベルのদࡑしかࡑできないരは、ジュニア・レッジやポリテックに

は進学できず、技術教֗校 ITE が一の進学୶となる。

　ベトナムでは、第２ষ世界大ਞၭ後、ཤ部には、ඊ立したベトナムྦྷ主共

和࣭が存在し、ධ部には、フランスおよびアメリの影響下にあるධベトナム

ນ6Į1　ͺΓͺン４̥࣭にお̫ͥࢷڠఘࠏと৾ංڠպ

初൝教֗ 前期中൝教֗ 後期中൝教֗ 高൝教֗
インΡネシア 小学校

7-12( 歳 )

ࡑদز࣭

12

中学校

13-16

前期中൝
教֗ਘၭ証

16
前期中൝
教֗ਘၭ証

16

高校

17-19
業高校

17-19

後期中൝
教֗ਘၭ証

19
後期中൝
教֗ਘၭ証

19

ਘၭ証ز࣭

19
ਘၭ証ز࣭

19

大学 S1
(4年 )
19-22

ポ リ テ ク
ニックD1 D2
 D3または
大学 S1
19-22

大学 S2
(2年以上 )

23-24

大学 S3
(3年 )
25-27
koton

マレーシア࣭ྦྷ学校

6-11( 歳 )

࣭ྦྷ学校
業証書

11

前期中൝
学校
12-14

前期中൝学
校業証書

14
前期中൝学
校業証書

14

後期中൝
学校
15-16

中൝技術
学校
15-16

マレーシア
教֗ਘၭ証

16
マレーシア
教֗ਘၭ証

16
マレーシア
教֗ਘၭ証

16

大学
教֗課程

17-18
レッジ

17-19
ポリテク
ニック
17-18

大学学আ
(3-5年 )

19-22
ディプロマ
(3年 )

19
業技術
証(1-2年)ڒ

18

大学ਘআ
(2年 )
23-24

高ഽディプ
ロマ (2年 )

21

大学ฎআ
(3年以上 )

25-27

シンガポール 初൝学校

6-11( 歳 )

Pr imary  4 
Streaming

9
ɫ

Primary 
School 

Learning 
Examination

11

中൝学校

12-15

GCE・
O レベル

15
GCE・O
レベル

15
GCE・N
レベル

14-15

中൝学校 /
ジュニア・
レッジ /
中؇教֗学֭

16-17
中൝学校

16-17
技術教֗
校 ITE
16-18

GCE・A
レベル

17
ɨ

ITE全࣭サー
ティフィケ

イト

18

ɨ

ポリテク
ニック
17-19

大学学আ
(3-5年 )

18-21
ディプロマ
(2-3年 )

19

大学ਘআ
(1-3年 )

22-24
上級ディ
プロマ

20

大学ฎআ
(2年以上 )

25-26

ベトナム初൝学校

6-10( 歳 )

初൝教֗課
程ਘၭ証

10

下級中൝
学校
11-14

業߱Ⴏ
学校
11-13

前期中൝
教֗ਘၭ証

14
前期中൝
教֗ਘၭ証

14
業教֗
߱Ⴏ証

13

上級中൝
学校
15-17

中൝技術
業学校

15-17

後期中൝
教֗ਘၭ証

17
中൝技術
教֗ਘၭ証

17

ɨ

ジュニア・
レッジ

18-19

大学学আ
(4-6年 )

18-21
レッジ業
߱Ⴏਘၭディ
プロマ(2-3年)

19

大学ਘআ
(2年 )
22-23

大学ฎআ
(2-3年 )

24-26

（ၳ）部科学જپ学ਠଽॐޫ (2017)『世界の学校体ࠏ』̨͡うせい、などによりຊ者が作成。
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共和࣭が存在し、ཤ部では、10年ଷの学校ଷഽ ( ဘ౽ˍȼ４ȼ３ȼ３) がन

用され、ධ部では、12年ଷの学校ଷഽ ( ５ȼ４ȼ３) がन用された。1976年の

ベトナムൡ一後、学校体ࠏは、初൝教֗ ( 初൝学校 )、前期中൝教֗ ( 下級中

൝学校、業߱Ⴏ学校 )、後期中൝教֗ ( 上級中൝学校、中൝技術業学校 )、

高൝教֗（大学、ジュニア・レッジ）の４つに分けられた。

　ষに、高൝教֗機関であるアセアン４か࣭の大学の会計教֗を比ڛすると、

インΡネシアでは、オランΘからのඊ立後、ジοグジャルタのガジャマΘ大

学 (1949) とインΡネシア・イスラム大学 (1948)、ジャルタのインΡネシア

大学 (1950) が୭立され、その後、インΡネシア大学の分校であった、スラバ

μのアイルランガ大学 (1954) が୭立された。インΡネシア大学は、オランΘ

ྦྷ地時代の高൝教֗機関のঔ୭を၌用して୭置された大学であり、൚初、オ

ランΘ人によるオランΘ語の門教֗を行う大学であった。ガジャマΘ大学は、

୭立൚初から、インΡネシア語を教用語とし、オランΘ語をগし、経済学

部などの社会科学ࠏの学部では、リキュラムの教֗内容をインΡネシア໓へ

とठ編を行った ( アルトバック ,1993,pp.199-230)。会計学プログラムの൦を

行ったインΡネシア３大学を比ڛした場合、インΡネシア大学が˒科目、ガジャ

マΘ大学が25科目、アイルランガ大学が29科目、会計および۬औ関Ⴒ科目をٳ

講しており、リキュラムへの影響として、アメリ式講義の導入およびイス

ラム߄ဏの科目置があげられる。

　マレーシアでは、イギリスからのඊ立後、クアラルンプールにマラμ大学

(1962)、シャーラムにマラࢥ科大学 (1965)、セランΌールにマレーシアプト

ラ大学 (1971) など多くの࣭立大学が୭立された。会計学プログラムの൦を

行ったマレーシア３大学を比ڛした場合、マラμ大学が19科目、マラࢥ科大学

が22科目、マレーシアプトラ大学が21科目、会計および۬औ関Ⴒ科目をٳ講し

ている。අに、マラࢥ科大学の会計教֗では、イギリスの˝˟˟˝がރする

ラーニング・プログラムを全࿂的に導入している。リキュラムへの影響とし

て、イギリス式またはオーストラリア式講義の導入およびイスラム߄ဏの科目
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置があげられる。

　シンガポールでは、イギリスおよびマレーシアからのඊ立後、シンガポール

࣭立大学 (1980)、ナンμンࢥ科大学 (1981)、シンガポール経営大学 (2000) な

どの࣭立大学が୭立された。会計学プログラムの൦を行ったシンガポール３

大学を比ڛした場合、シンガポール࣭立大学が20科目、ナンμンࢥ科大学が˔

科目、シンガポール経営大学が22科目、会計および۬औ関Ⴒ科目をٳ講してい

ນ6Įĳ　ͺΓͺン４̥࣭のυΣͺルΩχーとルΙλーέ·Ηー

インΡネシア マレーシア シンガポール ベトナム

ྦྷ地࣭ オランΘ イギリス イギリス ベトナム

ྦྷࢹ成 ジャワ36.4% マレー68.6% 中74.3%ࠏل キン86%
スンΘ13.7% 中23.4%ࠏل マレー13.4 タイー2%
マレー9.4% インΡ7.0%ࠏ インΡ9.1%ࠏ ターイ2%
マΡラス7.2%
中4%ࠏل

ਕ教ࢹ成 イスラム77% イスラム60.4% 教・ൽ教51% 教48%
キリスト13.2% 教19.2% イスラム14.9% 新興ਕ教11%
ΪンΡͽー3.2% イスラム9.1% キリスト14.6% ഥൡ的ਕ教10%

ΪンΡͽー6% トリック7%
ଽহ体ଷ 複数ଽൂ 複数ଽൂ 一ൂ 一ൂ

൰争ྦྷ主ൂ ൡ一マレー࣭ྦྷழ 人ྦྷ行動ൂ ベトナム共ॲൂ

ଽহ体ଷ 複数ଽൂ 複数ଽൂ 一ൂ 一ൂ

൰争ྦྷ主ൂ ൡ一マレー࣭ྦྷழ 人ྦྷ行動ൂ ベトナム共ॲൂ

経済ܰ࿅ 4,050Ρル 11,200Ρル 59,590Ρル 2,540Ρル

(ˍ人あたり GNI 2019年 )

法ၙଷഽの影響 オランΘ イギリス イギリス フランス

オーストラリア オーストラリア 中࣭ ( 明・漢・െ )

会計ଷഽの影響 オランΘ東インΡ会社 イギリス イギリス フランス

アメリ オーストラリア オーストラリア ソႲݰ

会計教֗の影響 オランΘ イギリス イギリス フランス

アメリ オーストラリア オーストラリア ソႲݰ

ࢽࣝ 東؎੨࣭

アメリ

会計教֗の重ণ UI：˒科目 UM：19科目 NUS：20科目 VNU-Hanoi：２科目

（会計・۬औ科目数） UGM：25科目 UiTM：22科目 NTU：˔科目 VNU-HCM：２科目

UNAIR：29科目 UPM：21科目 SMU：22科目 NEU：３科目

リキュラムの影響 アメリ ˝˟˟˝ アメリ アメリ

イスラム イスラム オーストラリア マレーシア

（ၳ） ೱ࣭書֭編集部編 (2021)『地理データファイル2021年ഽ版』ೱ࣭書֭、大ੇק (2019)『地
理ൡ計要။2019年ഽ版』ඵݠ書ഝなどのၳをもとにຊ者が作成。
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る。リキュラムへの影響として、アメリ式またはオーストラリア式講義の

導入があげられる。

　ベトナムでは、ཤ部とධ部のベトナムがൡ一後、ΧΦイ࣭ز大学 (1993)、γー

Ιミン市࣭ز大学 (1995)、ΧΦイ経済大学 (1985) が୭立された。経済経営プ

ログラムの൦を行ったベトナム３大学を比ڛした場合、ΧΦイ࣭ز大学が２

科目、γーΙミン市࣭ز大学が２科目、ΧΦイ経済大学が３科目、会計および

۬औ関Ⴒ科目をٳ講している。リキュラムへの影響として、アメリ式講義

の導入およびマレーシアのジοイント・トレーニング・プログラムの導入があ

げられる。
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〔論　説〕

Ⴛ൱ၚとࠐफ଼ಿၚのࢡ۪モデル͍ݞ՛۪モデル

藤　原　ਜ　夫

ԅȅ੬

　本ࣂの目的は、Ⴛ൱分率と経済成長率 (マクロॲ出高成長率 ) に関するケ

インΒ෩の理論の本質についてठഽ൦することにある。2022年9下現在、

成長と分の好循環を中心的ଽॐ課題とするଽࡀがഴ場してほぼ一年が過̨ݲ

ろうとしている。経済学がಇ積してきた౺が多くの人々によって明らかにさ

れその一੩となることがབましいমఠとなった。だが、்くも分問題への৾

りழみは後పをဒܻなくされた感がある。そのໟ࡙にある理論的理ဇを、単純

なモデルで明確にすることが必要とされている。

ԆȅケͼンΒ෩Ȇモデル

　ケインΒ෩の成長理論の基本的前は、セイ法則の๛定にある。この法則の

๛定にはඵつのփ味がある。1つは、マクロಡಇの動向をࠨ定するのは有効

要であり、その有効要の中心は、企業部門の純ൎとव量的出のテΌリー

に௺するଽॐ的ଽຸ出である。2つには、़のॲに関する短期 ( 要 ) ထ

想が実現しないことによるݯ不一致である。最初のセイ法則の๛定は、ケイ
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ンΒ෩の理論の核心に位置する。後者の短期ထ想が実現するか実現しないかは、

いずれも有効要の理論、すなわちセイ法則の๛定とྭはしない ( 一般的に

はݯ不࣑である )。ケインΒ෩の理論的中心はඊ立したൎ関数の存在に

あり、これによりセイ法則は๛定される。

　後のケインΒ෩の理論では、マクロ़市場の࣑は一般的には༗証されな

いとেされている ( したがって、Ⴛ൱市場も不࣑が常ఠである )。その

整はݯ (ॲ )数量整によってなされ、価ڒ整は๛定される。その理論

は、ষのような単純な微分方程式によって表される。

　　

（ˍ）　̀˵ȟ̀̐ɁЌ（˥ȼˣȼ˿ˮ˪－˵）Ȅ　　Ќ Ʉˌ,  ˌɃ˿Ƀˍ

　ここで、˵：ॲ量 ( 実質所得 )、˥：実質ൎ要、˪：ࡹ用、˧：本

ストック、ˣ：実質ଽຸ出、ˮ：実質ೈ߄率、˿：消性向、とする。

　サプライサイΡの条件であるႻ൱ॲ性と本係数の定義式は、ষの通りで

ある。

（２）　˵Ɂ̊˪Ȅ　˧ɁϺ˵Ȅ　̊ȄϺɄˌ

（ˍ）式のၰ辺を˵で除して、以下のように変ࠁし、それをケインΒ෩の基本

方程式とࡤぶことにしよう。まず、定義式を明らかにしておく。

（３）̕Ɂ（̀˵ȟ̀̐）ȟ˵Ȅ　ˍɄϷɁˮȟ̊ɄˌȄ　̃Ɂ˥ȟ˧Ȅ　

　　  ϮɁˣȟ˵

　

　下記の方程式が、経済成長率とႻ൱分率の基本方程式である。

　　（ˍ）Ɍ　̕ɁЌȮϺ̃ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ）ȯ
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Ⴛ൱分率と経済成長率の好循環モデル及び՛循環モデル

　ここで、　y：ॲ量成長率（経済成長率）、 ：̃本ಇ積率、Ϸ：Ⴛ൱分率、

Ϯ：実質ଽຸ出 / 実質所得・比率、とする。Ϯは़ଽଽॐ変数とする。

　基本方程式で、ケインΒ෩にとり重要な問題は、本ಇ積率関数がඊ立な関

数で、その性質を明らかにしなければならない点である。本ࣂでは、あくまで

単純化のために、本ಇ積率は経常၌率の増加関数と仮定する。၌率（Ϧ）

はষのように変ࠁすることによって、Ⴛ൱分率の減少関数、本係数の減少

関数となることがわかる。このモデルでは、本係数の上昇は、本ॲ性の

下၂と同փである。

（４）　ϦɁ（˵－ˮ˪）ȟ˧Ɂ（ˍ－Ϸ）ȟϺȄ　̃Ɂ̃（Ϧ）Ȅ̃ɌɄˌ

　したがって、基本方程式は、下記のようになる。

（ˍ）ɍ　̕ɁЌȮϺ̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ）ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ）ȯ

　基本方程式では、経済成長率とႻ൱分率の関係性は一義的にはࠨまらない。

（５）　ʝ̕ȟʝϷɁЌ（－̃ȼ˿）　Ӝ　ˌ

　基本方程式では、ॲ量成長率とႻ൱分率の関係は、本ಇ積率の၌率

感応性と消性向の大小関係でࠨ定される。前者が後者より大きければ、ඵつ

の関係はトレーΡオフ関係となる。後者が前者より大きければ、ඵつは同方向

に変動する。

　新ࡣങ෩と異なり1、ଽຸ出の対所得シͿアの上昇はॲ量成長率を引き上

1. ୩ࣂ「短期と長期におけるႻ൱分率と経済成長率の好循環及び՛循環のマクロ・モデル

について」『企業研究』（中؇大学企業研究所）第41 , 2022年8。
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げる。

（˒）　ʝ̕ȟʝϮɁЌ　Ʉˌ

　本係数とॲ量成長率の関係は、少し複雑である。

（˓）　ʝ̕ȟʝϺɁЌȮ̃ȼϺ̃（ˍ－Ϸ）（－ˍȟ Ϻ2）ȯ

　この関係は、本ಇ積率の本係数౮力性にջ存していることは明らかであ

る。

（˔）　ˍɄ（Ϻȟ̃）̃（ˍ－Ϸ）（ˍȟϺ2）Ɂ Ͼ　Ʉˌ

　この仮定により、本係数と経済成長率の関係が一義的にࠨまる。౮力性が

1より小さければ、ၰ者にはୃの関係が存在する。

（˕）　ʝ̕ȟʝϺɁЌ̃（ˍ－Ͼ）ɆˌȄ　　ϾɅˍ

　ຊ者の新ࡣങ෩モデルの場合と同様に2、Ⴛ൱ॲ性は、本ಇ積率の増加関

数と仮定する。つまり、本ಇ積のかなりの部分が、本Ⴛ൱比率を引上げႻ

൱ॲ性の改と関係しているとেしている。

（ˍˌ）　（̀̊ȟ̀̐）ȟ̊Ɂϭ（̃）Ȅ　ϭɌɄˌ

　企業部門は、実質ೈ߄率のび率をႻ൱ॲ性上昇率の範囲内にਓめようと

して、ྴ目ೈ߄率をントロールする。Ⴛ൱者௰も要ݥ実質ೈ߄率を実現しよ

2. 前ࠇ୩ࣂ、参照。
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うとしてྴ目ೈ߄率の動向に影響を及ぼそうとする。実質ೈ߄率をࠨ定するも

う一つの要素である物価はマクロ経済状ఠの動向でࠨ定されるので、いずれが

実現するかは確定しない。成長と分の好循環モデル、՛循環モデルにとって、

重要な論点は、実質ೈ߄率とႻ൱ॲ性の関係である。この関係について、企

業部門は上記のমをݥめている。つまり、それはႻ൱分率の動向に影響を及

ぼそうとしていることをփ味する。この関係が、定常࣑のհ定性にどのよう

な影響を及ぼすのかがઙ点である。三つの場合について൦する。

（ˍˍ）　　（̀ˮȟ̀̐）ȟˮɁЋ（（̀̊ȟ̀̐）ȟ̊）Ȅ

　　　　　  Ћ  ɄˍȄ　Ћ  ɁˍȄ  ˍɄЋ  Ʉˌ

　本係数とႻ൱分率の動学方程式によって、ຊ者のケインΒ෩のマクロ・

モデルは、ࢹ成される。それはষのようなႲ立微分方程式で表される。

（ˍ２）　̀Ϸȟ̀̐ɁϷȮЋȰϭ（̃（（ˍ－Ϸ）ȟ Ϻ））ȱ

　　　　　　　　　　　　　－ϭȰ̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ）ȱȯ

　　　　̀Ϻȟ̀̐ɁϺȮ̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ）－ЌȰϺ̃（（ˍ－ Ϸ）ȟϺ）

　　　　　　　　　　　　　ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ）ȱȯ

　この動学モデルの定常࣑では、ষの条件が成立している。

（ˍ３）　（̀ˮȟ̀̐）ȟˮɁ（̀̊ȟ̀̐）ȟ̊Ȅ

　　　　　  ̃Ɂ̕

　定常࣑では、Ⴛ൱分率が一定であるので、実質ೈ߄率のび率がႻ൱

ॲ性の上昇率に一致する。本係数が一定となるので、本ಇ積率が、経済成

長率、つまりॲ量成長率に一致する。これらの条件を充たすように、Ⴛ൱分
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率と本係数の࣑値がࠨ定される。

　ষに、定常࣑のհ定性とその性質について分析する。その分析を通じて、

経済成長率とႻ൱分率の好循環、՛循環を、基本的な問題として分析するこ

とができると、本ࣂでは考えている。

ԇ įġࢡ۪͍ݞ՛۪とુ࣑のհ

　短期的な有効要のॲ量ࠨ定理論は、中長期的には、ॲ物市場 (़市場 )

のݯ不࣑のॲ量整理論に置き換えられる。ൎによるॲ能力拡大の

効果をփ味する本ಇ積の過程でॲ量成長率も変化する。Ⴛ൱分率とॲ

量成長率の関係は一義的にはࠨまらない。Ⴛ൱分率が上昇した場合、本ಇ

積率は減少して経済成長率を引き下げる効果をもたらす。他方、消率が上昇

しಡಇ率が下၂するので、経済成長率を引き上げる。前者の効果が後者の効果

を上回れば、経済成長率はႻ൱分率の減少関数となり、後者の効果が前者の

効果を上回れば、経済成長率はႻ൱分率の増加関数となる。経済成長率とႻ

൱分率のトレーΡオフ関係(՛循環)が一義的であった新ࡣങ෩と比ڛして、

ケインΒ෩の見解ではそれは一義的ではない。好循環、つまり同方向への変動

があり得るのである。ただし、ケインΒ෩のモデルでは本係数が与えられた

とすればの結論であることにಕփしなければならない。ൎ / 実質所得・比率

は、本係数・本ಇ積率、であるから、前のケインΒ෩の議論は、本係

数が与えられていることが前となっていることがわかる。したがって、本

係数 (逆数は本ॲ性 ) がݯރサイΡの変数として内化されなければ、理

論がۖ結しないことが分かる。

　上記の議論は、Ⴛ൱分率の変化が外的に仮定されて論理がജٳされてい

る。ところが、Ⴛ൱分率は内変数であって、実質ೈ߄率ȟႻ൱ॲ性であ

る。したがって、このඵつの変数の内的な変化によってႻ൱分率の変化が

ങ෩モデルの場合の仮定と同一の仮定で理論をࡣまるのである。ここで、新ࠨ
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比ڛすることが重要である。それは、実質ೈ߄率がႻ൱ॲ性の増加関数であ

り、Ⴛ൱ॲ性が本ಇ積率の増加関数であるという仮定である。

　つまり、理論の比ڛは、( ଽຸ出 / 実質所得・比率を考慮した ) マクロಡ

ಇ率によって本ಇ積率がࠨまるとする ( 新ࡣങ෩モデル ) か、本ಇ積率と

ଽຸ出 / 実質所得・比率がマクロಡಇ率をࠨ定するとする ( ケインΒ෩モデ

ル )か、の本質的な相֑が、経済成長率とႻ൱分率の関係性にどのような相

֑をもたらすか、これが論争の中心となる。

　このඵつの関係性を明らかにしているのが、不࣑におけるॲ量整の

基本方程式であった。この基本方程式を理解するためにも、ケインΒ෩の主ಫ

を理解するためにも、もう一ഽ、モデルを記しておこう。

　Ϸ：Ⴛ൱分率、Ϻ：本 / ॲ量・比率、 ：̃本ಇ積率、 ：˿消性向、 ：˵

ॲ量（実質所得）、 、用ࡹ˪： ：ˮ実質ೈ߄率、 ：̊Ⴛ൱ॲ性、 ：˟消要、

˧：本ストックȄˣ：実質ଽຸ出。

（ˍ４）　ϷɁˮȟ̊ȄϺɁ˧ȟ˵Ȅ˟Ɂ˿ˮ˪Ȅ（̀˧ȟ̀̐）ȟ˧Ɂ̃Ȅ

　　　　̃Ɂ̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ）Ȅ̃ɌɄˌ

　　　　（̀ˮȟ̀̐）ȟˮɁЋ（（̀̊ȟ̀̐）ȟ̊）ȄЋɌɄˌ

　　　　（̀̊ȟ̀̐）ȟ̊Ɂϭ（̃）ȄϭɌɄˌ

　　　　ˣȟ˵ɁϮɁ一定Ȅ̕Ɂ（̀˵ȟ̀̐）ȟ˵ȄˍɄЌɄˌȄ

　　　　̕ɁЌȰϺ̃ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ）ȱȄ

　　　　（̀Ϸȟ̀̐）ȟϷɁ（̀ˮȟ̀̐）ȟˮ－（̀̊ȟ̀̐）ȟ̊

　　　　（̀Ϻȟ̀̐）ȟϺɁ̃－̕

（ˍ５）　̀˵ȟ̀̐ɁЌȮ˿ˮ˪ȼ˥ȼˣ－˵ȯȄ　ˍɄ Ќ Ʉˌ

　ॲ量整方程式で、ॲ量成長率とႻ൱分率の関係性が明らかとなる。

ၰ辺をॲ量˵で除して、（ˍ）式の定義を参照すれば、ষの方程式を得る。
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（ˍ˒）　̕ɁЌȰϺ̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ）ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ）ȱ

　本 ( ストック )/ ॲ量・比率がࡥ定しているか変動が小さく無ণできる

ものであるとする。Ⴛ൱分率とॲ量成長率の関係性は、ষのようになる。

（ˍ˓）　ʝ̕ȟʝϷɁЌ（－̃Ɍȼ˿）

　条件付きで、Ⴛ൱分率と経済成長率の同方向への変動、つまり、好循環が

じるࡎは、ケインΒ෩の場合、やはり有効要のࢹ௮的අಭにある。消性

向が本ಇ積率の၌率に対する感応性より大きいࢹ௮が好循環の基礎にあ

る。このことは有効要の原理からして͇ٽ推௶のつくことである。

　それでは、本 / ॲ量・比率がॲ量成長率に与える影響を見ておこう。

そのためには、ষの౮力性ٽැが必ଌである。

（ˍ˔）　ˍɄϾɁ（Ϻȟ̃）Ȱ̃（ˍ－Ϸ）ȟ（Ϻ2)ȱɄˌ

（ˍ˕）　ʝ̕ȟʝϺɁЌ̃（ˍ－Ͼ）

　　　　̅̂　ϾɁˍȄthenȄ　ʝ̕ȟʝϺɁˌ

　　　　̅̂　ˌɃϾɃˍȄthenȄ　ʝ̕ȟʝϺɄˌ

　౮力性が、ˍであれば、本 / ॲ量・比率はॲ量成長率に影響を及ぼさ

ない。したがって、近似的に1に近い値を仮定すれば、ম実上この影響を৾り

除くことができる。経済成長率に影響を及ぼすのは、Ⴛ൱分率のみとなる。

　Ⴛ൱分率の変化率は、実質ೈ߄率の変化率からႻ൱ॲ性の変化率を引い

た差に一致するので、ষのように表すことができる。（ˍ４）式に表されてい

るように、前者は後者の増加関数である。
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（２ˌ）　̀Ϸȟ̀̐ɁϷȮЋ（（̀̊ȟ̀̐）ȟ̊）－（̀̊ȟ̀̐）ȟ̊ȯ

　Ⴛ൱ॲ性のび率は本ಇ積率の増加関数であるので、これを考慮すると、

ケインΒ෩の成長と分の基本モデルは、最も単純化された場合には、ষのよ

うにࢹ成することができる。

（２ˍ）　̕ɁЌȰϺ̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ）ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ）ȱ

　　　　d Ϸȟ̀̐ɁϷȮЋ（ϭ（̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ　）））

　　　　　　　　　　　－ϭ（̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ　））ȯ

　この単純なモデルの定常࣑では、d Ϸȟ̀̐Ɂˌ、であり、Ⴛ൱分率が

定常値をとり、したがって、それにջ存するॲ量成長率も定常値をとる。

　定常࣑の条件は、ষの通りである。定常値には、ɖ、をつけて表す。

（２２）　Ϻ̃（（ˍ－Ϸ*）ȟϺ）ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ*）Ɂ（ˍȟ Ќ）̕*

　　Ћ（ϭ（̃（（ˍ－Ϸ*）ȟϺ）））－ϭ（̃（（ˍ－ Ϸ*）ȟϺ））Ɂˌ

 　この定常࣑がհ定であるためには、ষの条件が成立する必要がある。

（２３）̀（̀Ϸȟ̀̐）ȟ̀ϷɁϷ（Ћ  －ˍ）（ϭ  ̃（－ˍȟϺ））Ƀˌ

　この条件が成立するためには、ষの条件が必要であり、この条件がհ定条件

となる。

（２４）　ЋɌɄˍ

　この条件は、Ⴛ൱ॲ性のび率が大きくなったときに、実質ೈ߄率上昇率
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はこれを上回ることをփ味している。これは、通常の実質ೈ߄率変化をॲ性

上昇率の範囲内にਓめるというガイΡライン、ЋɌɅˍ、に反している。つま

り、;ンター・ガイΡラインが成立することが、このモデルの定常࣑がհ

定であるとことの条件である。

　ষの条件が、成立している場合は、前したように、経済成長率、つまり

ॲ量成長率はႻ൱分率の増加関数である。

（２５）　˿Ʉ̃Ɍ

　定常࣑がհ定で、Ⴛ൱分率と経済成長率が同方向に変動する好循環モデ

ルとなる。

　経済成長率がႻ൱分率とトレーΡオフ関係となる条件は、ষの通りである。

（２˒）　˿Ƀ̃Ɍ

　

　（２４）式のհ定条件が成立し、（２˒）式がする場合、経済成長率とႻ൱分

率は逆方向に変動する՛循環モデルとなる。

　定常࣑が不հ定となるモデルでも、好循環モデル、՛循環モデルのၰ方が

ありうるが、定常࣑値が成立することはありえない。

　不հ定で好循環モデルの条件は、ষの通りである。

（２˓）　ЋɌɃˍȄ　˿Ʉ̃Ɍ

　不հ定で՛循環モデルの条件は、ষの通りである。

（２˔）　ЋɌɃˍȄ　　˿Ƀ̃Ɍ
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Ԉ įġ図ٜ

　ケインΒ෩の最も重要な理論は、言うまでもなく、有効要の理論である。

成長と分の問題についても、この理論が活することは言うまでもない。経

済成長率 (それは付加価値ॲ量の成長率で示される )とႻ൱分率の好循環

か՛循環かをࠨめているのは、本ಇ積率の၌率に対する感応性とႻ൱者の

消性向の大小関係である。前者の方が後者よりも大きければ、経済成長率と

Ⴛ൱分率は逆方向に変動する。本ࣂでは、これを՛循環と定義している。後

者の方が前者よりも大きければ、経済成長率とႻ൱分率は同方向に変動する。

本ࣂでは、これを好循環と定義している。

　本ストック / ॲ量・比率は、၌率に影響及ぼすことを通じて本ಇ積

率に影響を及ぼす。本ಇ積率のこの比率に対する౮力性が1に൝しいかその

近ཌྷであるならば、この比率が経済成長率に影響を及ぼさないか及ぼしても無

ণできるほど小さい。このことが、前のྵ題の成立の前条件となっている。

　この仮定の下で、ケインΒ෩の理論では、経済ࢹ௮ষ第では՛循環も成立す

るし好循環も成立する。経済成長率とႻ൱分率の好循環を成立させるために

は、消性向が本ಇ積率の၌率に対する感応性よりも大きいことが必要で

あった。

　好循環が成立する傾向があっても、それがサスティナブルでなければならな

い。それを༗証するのが、定常࣑のհ定性である。定常࣑とは、経済成長

率とႻ൱分率が定常値にਓ௵することをփ味する。このհ定条件は、実質ೈ

率が上昇する場合、それがႻ൱ॲ性の上昇率を超えることをփ味する。通߄

常、実質ೈ߄率の上昇率に൝しいかそれ以下にဲえることがབましいとされる。

これがೈ上げのガイΡラインとなる。ケインΒ෩の好循環モデルがサスティナ

ブルであるためには、いわば;ンター・ガイΡラインがೈ上げの基となら

なければならない。これが結論である。

　さてここでは、以上の分析を図解しておこう。好循環でհ定な場合である。
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実質ೈ߄率とႻ൱ॲ性の関係がガイΡライン通りであれば、好循環は不հ定

である。好循環モデルは、հ定な場合と不հ定な場合とに分かれる

　上記の図は経済成長率とႻ൱分率という変数のඵষࡓ平࿂である。ֲ上が

りのެ線は、経済成長率がႻ൱分率の増加関数であることをփ味している。

最初の図が好循環で定常࣑値にႻ൱分率はਓ௵する。そのプロセスでは、

Ⴛ൱分率と経済成長率は同方向に変動する。後者の図は、経済成長率とႻ൱

分率は同方向に変動するが、定常値にਓ௵することはない。つまり、不հ定

ક࢜　Ʉ　ུಇୟの၌ၚ　ĳ0ĳĳාĵ30ै଼
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である。好循環はサスティナブルではない。ただし、Ⴛ൱分率は定義によっ

て1を超えない範囲内での変動である。矢֣でもって、経済の動きを示している。

൚ڂ経済は、描かれているֲ上がりのެ線状を移動する。

　上記の図は՛循環モデルを図示している。հ定な場合も、不հ定な場合も、

Ⴛ൱分率と経済成長率は逆方向に変動する。つまり、Ⴛ൱分率が上昇して

いく場合、経済成長率は低下していく。逆に、前者が下၂していく場合、後者

は上昇していく。՛循環モデルの場合はհ定条件は成立しない。

ક࢜　Ƀ　ུಇୟၚの၌ၚۜ؊
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ԉ įġ๊֚എ̈́ાࣣġ

　ここでठഽ、ॲ量成長率と本 / ॲ量・比率の関係を確しておこう。

この論点は、ܡにમされているので、࿗って、参照されたい。ॲ量成長率

とႻ൱分率の関係を表す基本方程式には、下記に示されているように、本

/ ॲ量・比率も含まれていて、ॲ量成長率に影響を及ぼす。

　

（ˍ）ɍ̕ɁЌȰϺ̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ）ȼϮ－（ˍ－˿ Ϸ）ȱ

　本 ( ストック )/ ॲ量・比率がࡥ定しているか変動が小さく無ণできる

ものであるとすれば、Ⴛ൱分率とॲ量成長率の関係性は、ষの通りであっ

た。

（５）　ʝ̕ȟʝϷɁЌ（˿－̃Ɍ） Ʉ
Ƀˌ

　ケインΒ෩の理論では消性向が本ಇ積率の၌率に対する感応性より大

きいࢹ௮が好循環の基礎にある。このことは有効要の原理からして͇ٽ推௶

のつくことである。

　それでは、本 / ॲ量・比率がॲ量成長率に与える影響を見ておこう。

そのためには、本ಇ積率の၌率౮力性ٽැが必ଌであった。

（ˍ˔）ˍɄϾɁ（Ϻȟ̃）Ȱ̃ '（ˍ－Ϸ）ȟ（Ϻ2)ȱɄˌ

（ˍ˕）ʝ̕ȟʝϺɁЌ̃（ˍ－Ͼ）

　　　  ̅̂　ϾɁˍȄ̐ then　ʝ̕ȟʝϺ Ɂˌ

　　　  ̅̂　ˌɃϾɃˍȄthen　ʝ̕ȟʝ ϺɄˌ

　「౮力性が、ˍであれば、本 / ॲ量・比率はॲ量成長率に影響を及ぼ
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さない。したがって、近似的に1に近い値を仮定すれば、ম実上この影響を৾

り除くことができる。経済成長率に影響を及ぼすのは、Ⴛ൱分率のみとなる」。

このことを前に、経済成長率とႻ൱分率の好循環及び՛循環について分析

してきたのが、これまでの分析であった。今回は、この౮力性が1より小さくて、

本 / ॲ量・比率の上昇が経済成長率を上昇させる一般的な場合を分析する。

　Ⴛ൱分率と本 / ॲ量・比率の動学方程式によって、一般的なケインΒ

෩のマクロ・モデルはࢹ成され、それは、以下のႲ立微分方程式で表される。

（ˍ２）　̀Ϸȟ̀̐ɁϷȮЋȰϭ（̃（（ˍ－ Ϸ）ȟϺ））ȱ

　　　　　　　　　　－ϭȰ̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ）ȱ

　　　　̀Ϻȟ̀̐ɁϺȮ̃（（ˍ－Ϸ）ȟϺ）－ ЌȰϺ̃（（ˍ－ Ϸ）ȟϺ）

　　　　　　　　　　ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ）ȱȯ

　この動学モデルの定常࣑では、ষの条件が成立している。

（ˍ３）　（̀ˮȟ̀̐）ȟˮɁ（̀̊ȟ̀̐）ȟ̊

　　　　　　　　　　  　̃Ɂ̕

　定常࣑では、実質ೈ߄率の変化率はႻ൱ॲ性の変化率に一致し、本ಇ

積率とॲ量成長率も一致する。Ⴛ൱分率と本 / ॲ量・比率は、ষの条

件でࠨ定される。これらの変数の定常値はɖをつけて表す。

（２˕）　（ЋȰϭ（̃（（ˍ－Ϸ *）ȟϺ *））ȱ

　　　　　  －ϭ（̃（（ˍ－Ϸ *）ȟϺ *））ɁˌȄ

　　　　  ̃（（ˍ－Ϸ *）ȟϺ *）－ЌȰϺ̃（（ˍ－Ϸ*）ȟ Ϻ*）

　　　　  ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ *）Ɂˌ
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　この定常࣑の近ཌྷで、（ˍ２）式のႲ立微分方程式を線型近似し、その係

数行ႥȮ˝ i,jȯȄi=1,2, j=1,2、をݥめる。i は行、j はႥをそれぞれ表す。༊微

分係数は定常࣑近ཌྷで評価されている。ただし、ˌɃϾ Ƀˍ。

（３ˌ）　̀（̀Ϸȟ̀̐）ȟ̀ϷɁϷ*Ȯ（ЋɌ－ˍ）ȰϭɌ̃（－ˍȟϺ*）ȱȯ

　　　　　　　　　　　　　　　Ɂ˝1,1  Ӝ ˌ

　　　　̀（̀Ϸȟ̀̐）ȟ̀ϺɁϷ*Ȯ（ЋɌ－ˍ）ȰϭɌ̃（－（ˍ－Ϸ*））

　　　　　　　　　　　　　　　　ȟ (Ϻ*２)ȱȯɁ˝1,2  Ӝ ˌ

　　　　̀（̀Ϻȟ̀̐）ȟ̀ϷɁϺ*Ȯ̃（－ˍȟ Ϻ*）－Ќ（˿－̃Ɍ）ȯ

　　　　　　　　　　　　　　　Ɂ˝2,1  Ӝ ˌ

　　　　̀（̀Ϻȟ̀̐）ȟ̀ϺɁϺ*Ȯ̃（ˍ－ Ϸ*）（－ˍȟ（Ϻ*２））

　　　　　　　　　　　　－ЌȰ̃ȼϺ* ̃（ˍ－Ϸ*）（－ˍȟ（Ϻ*２））ȱȯ

　　　　ɁϺ*Ȯ－̃（ˍ－Ϸ*）（ˍȟϺ*２）－Ќ̃（ˍ－Ͼ）ȯɁ˝2,2Ƀˌ

　定常࣑がհ定である必要分条件は、係数行Ⴅの2ষのඅ性方程式の根が

であることである。その条件は、ষの通りである。

（３ˍ）　˝1,1ȼ˝2,2　ɃˌȄ　˝1,1˝2,2－˝1,2˝2,1　Ʉˌ

　定常࣑がհ定である必要分条件を充たす、1つの分条件は、ষの通り

である。

（３２）　ЋɌɄˍ（therefore,　˝1,1　Ƀˌ　˝1,2　Ƀˌ）Ȅ　˝2,1　Ʉˌ

　ЋɌɄˍであれば、これまでમしてきたように、Ⴛ൱分率の自ၙ的動

はհ定的である。この条件があれば、հ定であるための必要条件は充たされる
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ことになる。また、この条件は下記の条件も同時にփ味している。

（３３）　sign ˝1,1=sign ˝1,2Ƀˌ

　つまり、実質ೈ߄率の変化率とႻ൱ॲ性の変化率の関係が、Ⴛ൱分率の

変動をࠨ定している。後者よりも前者が大きければ、実質ೈ߄率のॲ性ガイ

Ρラインは成立しないが、それがႻ൱分率の変動のհ定性をもたらしている。

それは、本 / ॲ量・比率の影響についても同じである。

　そうであるならば、（３２）式の2๔目の条件（˝2,1Ʉˌ）が、հ定性のた

めには必要となる。この条件は、Ⴛ൱分率の本 / ॲ量・比率の変動に与

える影響である。

　Ⴛ൱分率のॲ高成長率に与える影響については、下記の条件がࠨ定して

いることはܡに分析されている。

（３４）　˿Ʉ̃Ɍ

　消性向が本ಇ積率の၌率感応性よりも大きい、この条件があれば、Ⴛ

൱分率の上昇はॲ量成長率を上昇させる。他方、Ⴛ൱分率の上昇は本

ಇ積率を減少させるので、この条件の下では、必ず、Ⴛ൱分率の上昇は本

/ ॲ量・比率を低下させる。つまり、下記のເ条件の成立をփ味する。

（３５）　˝2,1Ƀˌ

（３４）式の条件に、ЋɌɄˍの条件を加えれば、下記の条件が成立する、

（３˒）　ЋɌɄˍ（˝1,1ɃˌȄ　˝1,2Ƀˌ）Ȅ　˝2,1Ƀˌ
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　この条件は、定常࣑が不հ定になる可能性を示している。

（３˓）　˝1,1+ ˝2,2　ɃˌȄ　˝1,1˝2,2－˝1,2˝2,1　Ӝˌ

　この場合、定常࣑がհ定であるための分条件は、本ಇ積率の၌率感

応性が分に大きくなければならないことである。

（３˔）　˝2,1ɁϺ* Ќ（̃Ɍ－˿）－̃ɌɁ（Ϻ*Ќ －ˍ）̃Ɍ－Ϻ*Ќ ˿

　さらに、ষの条件が必要となる。

（３˕）　Ϻ* Ќ Ʉˍ

　ॲ物市場の整スピーΡ　Ќ　、は、1より小さいので、࣑近ཌྷにおけ

る本 / ॲ量・比率、Ϻ* Ɂ˧* ȟ˵*　Ʉˍが成立し、相対的に分に大き

くなければならない。また、ॲ物市場の整スピーΡが相対的に大きいほど

これらの条件は充たされやすい。

　定常࣑հ定のための分条件が充たされている場合の、定常࣑の性質に

ついて、分析することにする。Ⴛ൱分率、Ϸ、本 / ॲ量・比率、Ϻ が一

定となる定常࣑は、上記のモデルから、以下のႲ立方程式で表されることは

明らかである。

（４ˌ）ЋȰϭ（̃（（ˍ－Ϸ*）ȟϺ*））ȱ

　　　　  －ϭ（̃（（ˍ－Ϸ*）ȟϺ*））ɁˌȄ

　　　  ̃（（ˍ－Ϸ*）ȟϺ*）－ЌȰϺ̃（（ˍ－Ϸ*）ȟ Ϻ*）

　　　  ȼϮ－（ˍ－˿Ϸ*）Ɂˌ
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　最初の式は、実質ೈ߄率の変化率とႻ൱差ॲ性の変化率が一致し、Ⴛ൱分

率が一定となる࣑条件である。ඵ๔目の条件は、本ಇ積率とॲ量成長

率が一致する࣑を表し、本 / ॲ量・比率が一定となる࣑条件である。

このႲ立微分方程式の全微分方程式は、ষのように導出される。

（４ˍ）　（˝1,1ȟϷ*）̀Ϸ* ȼ（˝1,2ȟϷ*）̀ Ϻ* ɁˌȄ

　　　　（˝2,1ȟϺ*）̀Ϸ* ȼ（˝2,2ȟϺ*）̀ Ϻ* Ɂ－̀ Ϯ

   

（４２）　Ϸ*Ȯ（ЋɌ－ˍ）ȰϭɌ̃（－ˍȟ Ϻ*）ȱȯ

　　　　　　　　　　　　　  Ɂ˝1,1 ɃˌȄ

　　　　Ϸ*Ȯ（ЋɌ－ˍ）ȰϭɌ̃（－（ˍ－ Ϸ*））

　　　　　　　　　　　　　  ȟ（Ϻ*２)ȱȯɁ˝1,2 ɃˌȄ

　　　　Ϻ*Ȯ̃（－ˍȟϺ*）－Ќ（˿－̃ ）ȯ

　　　　　　　　　　　　　  Ɂ˝2,1  Ӝ ˌȄ

　　　　Ϻ*Ȯ̃（ˍ－Ϸ*）（－ˍȟ（Ϻ*２））

　　－ЌȰ̃ȼϺ* ̃（ˍ－Ϸ*）（－ˍȟ（Ϻ*２））ȱȯ

　　ɁϺ*Ȯ－̃（ˍ－Ϸ*）（ˍȟϺ*２）－ Ќ̃*（ˍ－Ͼ）ȯɁ˝2,2Ƀˌ

　通常の仮定以外に、定常࣑がհ定となるための分条件は、ষの通りであっ

た。

（４３）（˞ˍ）　ЋɌɄˍȄ˝2,1Ʉˌ

　　　  （˞２）　ЋɌɄˍȄ˝2,1ɃˌȄ˝1,1˝2,2－˝1,2˝2,1Ʉˌ

　このいずれかが充たされていると仮定するので、定常࣑はհ定である。

（４ˍ）式の全微分方程式の係数行Ⴅの determinant（Չ）はষのように表すこ
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とができる。

（４４）　ՉɁ（˝1,1˝2,2－˝1,2˝2,1）ȟ（Ϸ*Ϻ*）Ʉˌ

　いずれかの分条件が充たされれば、定常࣑はհ定であり、़ଽଽॐとし

て操作できる実質ଽຸ出 / 実質所得・比率の効果を確しておこう。

（４５）　̀Ϸ* ȟ̀ϮɁ（˝1,2ȟϷ*）ȟՉɃˌ

　　　　̀Ϻ* ȟ̀ϮɁ（－˝1,1ȟϷ*）ȟՉɄˌ

 （４５）式は、ষのমをփ味している。実質ଽຸ出 / 実質所得・比率が上昇

すればႻ൱分率は下၂し、本 / ॲ量・比率は上昇する。前者は͇ٽ経ࡑ

知と一致すると思われる。では、実質ଽຸ出の実質所得にめるڬ合が़ଽ

ଽॐとして操作できるとした場合、Ⴛ൱分率が上昇するケースはどんな場合

なのか、これを明らかにしなければならない。

　それは、ষのようなケースで、この場合、定常࣑は不հ定となる。

（４４）（˞３）　ЋɌɄˍȄ　ՉɃˌ

　このケースの場合、

（４˒）　˝1,1ȼ˝2,2Ƀˌ,

　であるから、定常࣑はサΡル・ポイントとなる。1本の定常࣑を通過す

る経Ⴙが存在し、そこでは、この़ଽଽॐがनられれば、Ⴛ൱分率は上昇す

る (本 / ॲ量・比率は低下する )。
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Ⴛ൱分率と経済成長率の好循環モデル及び՛循環モデル

　़ଽଽॐは、定常࣑がհ定な場合、実質ଽຸ出が実質所得にめるڬ合

を低めるように操作されれば、Ⴛ൱分率を上昇させることができる。その場

合、経済成長率が上昇する場合は、（˞ˍ）である。この場合では、有効要

のࢹ௮的条件が、ষの性質を持たなければならない。

（４˓）　˿Ʉ̃Ɍ

　つまり、Ⴛ൱分率とॲ量成長率の好循環が実現しそれがサスティナブル

であるためには、定常࣑がհ定であり、かつ、消性向が本ಇ積率の၌

率感応性よりも大でなければならない。（４˓）式が充たされていれば、

（４˔）　˝2,1ɃˌȄ

が必ず成立している。

　一般的なモデルは、Ⴛ൱分率と本 / ॲ量・比率のႲ立微分方程式モデ

ルであった。定常࣑がհ定である場合のモデルは、ষの2つの場合でࢹ成さ

れる。˝2,1Ʉˌ、と˝2,1Ƀˌの場合からなる。

　まず、前者の場合は、ষのように図解できる。
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պ図1Ȫհ̈́ાࣣȫ

　下の位相図は、後者の場合のհ定࣑で、˝2,1Ƀˌ。

պ図ĳȂ˝ĳĭ1Ƀˌȃ
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Ⴛ൱分率と経済成長率の好循環モデル及び՛循環モデル

պ図3

　հ定な場合は、़ଽଽॐの効果は、以下のように図解される。実質ೈ߄率の

変化率とႻ൱ॲ性の変化率が一致するެ線が、Rn ެ線、本ಇ積率とॲ

量成長率が一致するެ線が gy ެ線である。հ定࣑は2種႒あったので、़ଽ

ଽॐϮ上昇の効果も、2つの場合がある。

ġłĳĭ1Ʉˌ



─332─

　実質ଽຸ出 / 実質所得・比率が上昇するような़ଽଽॐは、Ⴛ൱分率を

引き下げる。そして、本 / ॲ量・比率を上昇させる。

Ԋȅࠫࢊ

　ケインΒ෩のモデルは、好循環も՛循環もいずれも内༫している。հ定性が

充たされ好循環であるモデルがِ々が目指すべき経済のࢹ௮を示している。本

のモデルに技術進༜の効果が接合されなければならない。そのモデルが内ࣂ

的成長モデルとなることは明らかであろう。この点については、ষ回の課題と

したい。
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〔論　説〕

၌ঊၚȂͼンέレၚȂևఢાのैࡽဥに̞̾̀
ু࣭ىհのࢡ۪モデル՛۪モデル

藤　原　ਜ　夫

ԅȅ੬

　ևఢ相場、インフレ率 ( マイナスの場合はデフレ率 )、၌子率 ( ၌߄ ) の3

つの経済変数については、現在 (2022年622 )、その相ࡽ作用がਂにಕ目を

集めている。世界ڎ地のこれらの経済変数の動向が、メディアで報ൽされない

はないと言ってよいであろう。その中で、これらの変数の相ࡽ関係が直۷的

かつ౯定的に言及されることが多々ある。実は、これらの変数の相ࡽ関係の理

論的実証的ౝ究は、経済学が出現して以ြ持続的になされて今にঢっている。

別の理論的ྵ題として結実ࡢ。論点を含む経済問題であるࠨくて新しいྚ解ࡣ

したものも数多い。

　現代世界本主義経済は࣭ڎの市場経済が相ࡽにջ存したグローバル経済で

ある。グローバリゼーシοンの初期ٴでは、それらの相ࡽջ存の深化はその

市場で৾引される़・サービスの流動性にࠨ定的にջ存した。そのփ味で最も

相ࡽջ存が深化した市場が߄ဏ市場である。߄࣭ڎဏ市場での自ဇ化と対外

༶は、自然に発したのではない。1990年代に入ってٳ IT 、が進行する中ྵڟ

;ールストリートの߄ဏ本とその要に応えたༀ࣭ଽຸが「ワシントン・

ンセンサス」というၞの下に࣭ڎଽຸにそれらをݥめ続けた。け入れる
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があるからこそ、それらが実現した。第3ষ、第4ষとף本にとっても၌࣭ڎ

続いた技術ڟ新の下で、世界的にセグメントされていた多様な市場も相ࡽջ存

が深化しつつある。このようなミューΙュアル・ディβンデント・ワールΡ ( 同

時にップリング・ワールΡ ) で重要な理論的問題は、࣭ڎの市場でࠨまる ・़

サービス価ڒ及び၌子率が世界的にհ定的に൝化する傾向があるのかどうか

という問題である。本ࣂでは、単純なマクロ経済のიழみの下で、通௹的な議

論を経済学的に༞ޑしながら、この問題を分析する。1

Ԇȅౙ̹̯ͦاζ·υࠐफのიழ͙にお̫ͥඤٸ၌ঊၚڒओとև

ఢા

〔１〕၌ঊၚとևఢાのैࡽဥモデル

　議論の出発点として、ևఢ相場と内外၌子率ڒ差の関係について、通௹的に

語られる論点がマクロ経済的にはどのようなփ味を持っているのかという問題

୭定で分析をইめることにしよう。

　この相ࡽ関係について語られている通௹的な内容は、極めて明ၸである。内

外၌子率ڒ差がྴ目ևఢ相場にࠨ定的な影響を与えている。外࣭၌子率が自࣭

၌子率を上回れば上回るほど、より大໙な自࣭通ىհが進む。問題は、論理的

に൦するために、この内容をどのように定式化するかである。というのも、

このように語る人が他方で、़・サービスのཟ易ਓのলが自࣭通ىհの背

հの全ての部分ىにあるともべることが多いからである。つまり、自࣭通ࠊ

が内外၌子率ڒ差で説明できるとは考えられていないからである。また、中࣭

คりや本คりという言ဩで表現されるように、൚ڂ経済のઙの急となって

いるඅ有のୖ৻性も自࣭通ىհの原֦とされている。2

1 本ࣂは、種々のևఢ相場ࠨ定理論を৾り上げることを主たる目的とはしていないことにಕ

փされたい。

2 本経済のୖ৻性のেについて、大方の一致するところはষのようなものであろう。一

に低成長率、ඵにデフレ基、三にݴ大な࣭زञྩ、である。にもかかわらず、本คり

というփ味でのհはじなかった。東ཤ大ૼब後のように本คりと表現されるհが
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၌子率、インフレ率、ևఢ相場の相ࡽ作用について

　内外၌子率ڒ差とևఢ相場の相関関係が存在し、前者から後者への影響が大

きいとする通௹的見解は、ষのように定式化することができる。

　（ˍ）　（̀ˡȟ̀̐）ȟˡɁϷ（̅* －̅）Ȅ　Ϸ Ʉˌ

　外࣭ྴ目၌子率（̅*）から自࣭ྴ目၌子率（̅）を引いた内外၌子率ڒ差が、

自࣭通࠺ىてྴ目ևఢ相場（ˡȄ例えば、 / Ρル）の変化率に影響すると仮

定する。その程ഽおよびスピーΡを表しているのが、Ϸ、である。この値が小

さいほど、いずれにしても、ඵつの変数の相関関係は小さくなる。

 マクロ経済学の通常のテキストのように、自࣭၌子率は実質ىݯ（ྴ目

定されࠨ条件を付加することにより࣑要を˨）のىを˩、実質ݯރى

るとする。外࣭၌子率は所与である。自࣭の़・サービスの物価を、ˬ、自࣭

の実質所得を、˵、とする。

　（２）　˩ȟˬɁ˨（˵Ȅ̅）Ȅ˨˵ɄˌȄ˨̅Ƀˌ

　自࣭の़・サービスの࣑ݯ条件は、以下のように表される。実質消

要（˟）は実質所得（同時に自࣭の़・サービスݯރを表す）の増加関数、実

質ൎ要（˥）は実質၌子率（Ϲ）の減少関数、ଽຸの़・サービス実質

要をˣ、自़࣭・サービス価ڒで௶った実質純出を、NX、とする。実質և

ఢ相場を、ˮとし、外࣭の実質所得を、˵*、़・サービスの物価を、ˬ、と

する。外࣭の変数（ɖ）はすべて所与とする。純出要は、マクロ経済学の

テキスト通りに、自࣭の実質所得の減少関数、外࣭の実質所得の増加関数とす

る。前者の場合は入が増加し、後者の場合は、出が増加するからである。

じてもおかしくない状ޙでも、逆に異常な高がじ、経済界からはౚ௳がჃれた。自

࣭通ىհはじなかったのである。ところが、2022年以ࣛのྴ目および実質のၰ方のレベ

ルでの自࣭通ىհに関しては、本経済のୖ৻性への࠼ැがठびర頭しているのである。
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実質純出要は実質ևఢ相場（ˮ）の増加関数と仮定する。

　（３）　˵Ɂ˟（˵）ȼ˥（Ϲ）ȼˣȼ˪˴（˵Ȅ˵*Ȅˮ）

　（４）　ˍɄ˟ɌɄˌȄ˥ϹɃˌȄʝ NX ȟʝ˵ɃˌȄ

　　　　ʝ NX ȟʝ˵* ɄˌȄʝ NX ȟʝˮɄˌȄˮɁ（ˡˬ*）ȟˬ

　ྴ目၌子率と実質၌子率（Ϲ）の関係は、ষの通りである。

　（５）　Ϲȼ（̀ˬȟ̀̐）ȟˬɁ̅

　物価がࡥ定していれば、ྴ目၌子率と実質၌子率は一致する。さて、（ˍ）Ȅ

（２）Ȅ（３）Ȅ（５）式でࢹ成されるモデルは、内変数が、実質所得、(自࣭ )

ྴ目၌子率、ևఢ相場、物価、( 自࣭ ) 実質၌子率の5つで、方程式が4つであ

るので、ۖ結していない。ࠧけた方程式 (missing equation) が1つ存在する。そ

れは、物価を外変数とするか、内的にࠨ定する方程式をࠨめるかのいずれ

かを఼することによりۖ結する。

　（˒）－ˍ　　ˬɁ const.　（（̀ˬȟ̀̐）ȟˬɁˌ）

　（˒）－２　　（̀ˬȟ̀̐）ȟˬɁϫ（˵）ȄϫɌɄˌ

このいずれかの関係を仮定することにより、この単純なマクロ経済モデルはۖ

結する。3

ا൝၌ঊၚٸモデルにお̫ͥඤثࡥ〔２〕

 　最初に、物価が変化しない場合を分析することにしよう。（˒）－ˍのモデ

3 これは、ケインΒが有効要の理論を説明するマクロ経済モデルで、ྴ目ೈ߄率をࡥ定す

ることによりۖ結させたのと同様の論理であることは言うまでもない。
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၌子率、インフレ率、ևఢ相場の相ࡽ作用について

ルを、集約的に示しておこう。

　（˒）－ˍ　　ˬɁ const.

　　　　（̀ˡȟ̀̐）ȟˡɁϷ（̅* －̅）

　　　　˩ȟˬɁ˨（˵Ȅ̅）

　　　　˵Ɂ˟（˵）ȼ˥（̅）ȼˣȼ˪˴（˵Ȅ˵*Ȅ（ˡˬ* ȟˬ））

　物価がࡥ定している場合、実質၌子率とྴ目၌子率は常に一致する。ى

定されࠨするところで、所得と၌子率は一時的に࣑がݯと़・サービスݯ

る。内外၌子率ڒ差があれば、ևఢ相場は変動するので、それに応じて所得と

၌子率も変動する。究極的にևఢ相場の変動がগまり定常値をとるٴで、൚

。となる࣑経済は定常ڂ

　一時的な所得と၌子率は、ևఢ相場にջ存している。ىݯރ、ଽຸ出は、

それぞれ中؇߆行、ଽຸの究極的なଽॐ変数で、所与とする。与えられたևఢ

相場の下で、ىおよび़・サービスの同時市場࣑ ( Ⴒ立方程式 ) でࠨ定さ

れる࣑所得、࣑၌子率は、ষのように導出される。

　（˓）　̅Ɂˤ（ˡ；ˣȄ˩Ȅ・）

　　　　˵Ɂ˭（ˡ；ˣȄ˩Ȅ・）

　この解では、明示的に、ˡȄˣȄ˩を与えられた変数としている（それ以外

にも、外࣭၌子率、内外の物価など他にも与えられた変数はあるのだが、それ

らは分析からજၞする。もちろん全ての与えられた変数に対して࣑値は解く

ことができる。）。

　この解は、۰単に数学的に導出可能なのであるが、それは後回しにして、論

理的に導出してみよう。そのष、活するのが、背理法、である。まず、ى

の࣑ݯの性質から、၌子率と所得のջ存関係を明らかにする。၌子率が上
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昇すればى要は減少するが、ىݯރは与えられ変化がないので、所得が

増加してى要が増加することが࣑のためには必要である。逆に、၌子率

が下၂する場合は、所得が減少することは明らかである。つまり、ىݯが

するためには、၌子率と所得は同方向に変化する。同様の論理を़・サー࣑

ビスの࣑ݯにもഐ用する。၌子率が上昇すると、ൎ要が減少し、この

ままでは市場は超過ݯރとなる。この時、所得が増加すると仮定すると、所得

マイナス消要 ( ࣭内ಡಇ ) は増加する。それは、消性向が1より小さい

からである。同時に純出要は減少する。所得が増加すると、この市場は

しないことがわかる。したがって、所得は減少しなければならない࣑ ( 背理法

をഐ用 )。၌子率が下၂する場合は、所得が増加することは同様にしてわかる

ので、़・サービス市場の࣑のためには、၌子率と所得は、逆方向に変化し

なければならない。以上が、ၰ市場の࣑の性質である。

　さて、࣑၌子率、࣑所得の性質を、背理法を使って論理的に導くことに

しよう。分析の核心はևఢ相場にあるわけだから、この性質をまず明らかにし

ておこう。ྴ目ևఢ相場は、直接的には、 ・़サービス市場の࣑をᒴ၄する。

その上昇は純出要に増加インパクトを与え、この市場を超過要にする影

響をもたらす。他方、ىݯには直接インパクトを与えないので、ྴ目ևఢ

相場が上昇した新しい࣑へは、この࣑ݯの性質を持たなければならない。

つまり、新しい࣑へは、၌子率と所得は同方向に変化しなければならない。

၌子率が下၂し所得が減少していると仮定する。၌子率が下၂すれば、ൎが

増加し所得が減少すれば純出を増加させるが、所得の減少は消要を差し

引いた࣭内ಡಇを減少させる。़・サービス市場はこの仮定の下では࣑しな

い。それ、၌子率が上昇し、所得が増加する。

（˓）式において、ষの性質が成立する。

　（˔）　ʝ̅ȟʝˡɄˌȄ　ʝ˵ȟʝˡɄˌ
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၌子率、インフレ率、ևఢ相場の相ࡽ作用について

　同様に、背理法を使うことにより、़ଽ߄ဏଽॐの効果も۰単に明らかにす

ることができる。ただし、これは初༜的であるので、結果だけを示しておこう。

　（˕）　ʝ̅ȟʝˣɄˌȄʝ˵ȟʝˣɄˌȄʝ̅ȟʝ˩ɃˌȄ

　　　　ʝ˵ȟʝ˩Ʉˌ

　（˔）式にみられるように、ྴ目ևఢ相場の自࣭၌子率への影響が確定して

いるので、内外၌子率が一致する定常࣑がհ定であることが分かる。

　（ˍˌ）　̀ˡȟ̀̐ɁˡϷȮ̅* －ˤ（ˡ；ˣȄ˩Ȅ・）ȯ

　（ˍˍ）　̀ˡȟ̀̐ɁϷ（̅* －̅）－ˡϷ（ʝ̅ȟʝˡ）

　　　　　　　　　　　　　　　　ȡ　－ˡϷ（ʝ̅ȟʝˡ）Ƀˌ

　定常࣑の近ཌྷでは、近似的に、̅*= ̅が成立するので、上記の性質が成

立する。つまり、自࣭၌子率が外࣭၌子率よりも小さければ、ྴ目ևఢ相場が

上昇し自࣭၌子率は外࣭၌子率に൝しくなるまで上昇する。逆に、自࣭၌子率

が外࣭၌子率よりも大きければ、ྴ目ևఢ相場は下၂し、自࣭၌子率も外࣭၌

子率に൝しくなるまで下၂していく。

　物価がࡥ定している場合、内外၌子率のڒ差がྴ目ևఢ相場の変化率に反映

する限り内外၌子率ڒ差はհ定的に解消し自࣭၌子率が与えられた外࣭၌子率

にਓ௵する。

〔ˏ〕ુ࣑のৗとζンデル ľέレηンΈのଽॐྵఴ

　本ࣂのモデルは、今ষհޫ࿂ (2022年前 ) でևఢ相場と内外၌子率ڒ差

の相関をエビデンスとする通௹的議論を、ܡ存の最も単純なマクロ経済モデル

に接合したモデルである。このモデルは、定常的࣑では၌子率の൝化が成

立する。その性質を考慮すれば、実質所得とևఢ相場は、下記の市場࣑条件
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でࠨ定される。

　（ˍ２）　˩ȟˬɁ˨（˵Ȅ̅*）

　　　　　˵Ɂ˟（˵）ȼ˥（̅*）ȼˣȼ˪˴（˵Ȅ˵*Ȅˡˬ* ȟˬ）

　この定常࣑は、マンデルɁフレミング・モデルの条件と同一である。物価

がࡥ定しているので、ىݯރが所得の大きさをࠨ定している。ଽຸ出は所

得のࠨ定には影響を及ぼさない。ևఢ相場は自़࣭・サービス市場の࣑条件

でࠨ定される。つまり、߄ဏଽॐは有効で़ଽଽॐは有効性がないという、周

知のマンデルɁフレミングのଽॐྵ題と同じてある。内外၌子率とևఢ相場の

相関をエビデンスとして主ಫする通௹的に議論は、マクロ的には、このଽॐྵ

題にܦ着することを知るべきである。

ԇȅثが変̳ͥاાࣣ

〔１〕ඤٸ၌ঊၚ൝اȂඤٸͼンέレၚ൝اとհ

　内外インフレ率 ( 差ڒ ) がゼロで物価が変わらない世界など、現実にはあり

得ない。ࡥ定物価を想定した分析は、かつて˥˯ȟ˨˩・分析が反ケインΒ෩

のቦઢの的であったのと同じྵをたどるであろう。近年、デフレがਞᛑしイ

ンフレの՛循環やスタグフレーシοンのཌႠが現れるのではと、࠶しい。その

૯ܺはともかく、ྟࡕには、物価が変わらない世界など、もしあり得るとして

も、極めて時のমયであると言わなければならない。

　複雑なমયの分析に移行する前に、物価が変化するばかりでなく、内外イン

フレ率 (及びそのڒ差 ) が変化する場合を৾り上げて、上記のևఢ相場の変動

に関する通௹的な議論を、マクロ経済のიழみの中で定式化し൦することに

する。

　これまでと同じように、内外၌子率ڒ差で直接的なྴ目ևఢ相場の変化が説
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明できると仮定する。内外インフレ率ڒ差が変化するモデルを（˒）－２とし

た。モデルは、下記のように表すことができる。

　（˒）－２　

　（̀ˡȟ̀̐）ȟˡɁϷ（̅* －̅）Ȅ

 　（̀ˬȟ̀̐）ȟˬɁ ϫɁ̂（˵）Ȅ　ʝ ϫȟʝ˵Ʉˌ

　（̀ˬ* ȟ̀̐）ȟˬ* Ɂϫ* Ɂ̂*（˵*）Ɂ const.,

       

　ЂɁ˨（˵ȄϹ）Ȅ　ЂɁ˩ȟˬȄ

　˵Ɂ˟（˵）ȼ˥（Ϲ）ȼˣȼ˪˴（˵Ȅ˵*Ȅˮ）Ȅ

　ˮɁ（ˡˬ*）ȟˬ ,

　ϹȼϫɁ̅ Ȅ=====> Ϲȼ̂（˵）Ɂ̅

　（̀ˮȟ̀̐）ȟˮɁ（̀ˡȟ̀̐）ȟˡ　ȼϫ* － ϫ

　（̀Ђȟ̀̐）ȟЂɁ（̀˩ȟ̀̐）ȟ˩　－ ϫ

　（̀˩ȟ̀̐）ȟ˩Ɂ̉

　このモデルを۰単に説明しよう。いずれにしても、内外ྴ目၌子率ڒ差でྴ

目ևఢ相場の変化率がࠨ定される。これは、物価がࡥ定している場合と同じで

ある。物価は一定率かもしくは加速的に変化し、インフレ率が実質所得の増加

関数である。外࣭の物価は、インフレ率が所与であるので、一定率で変化して

いく。インフレ率が内変数であるモデルと物価がࡥ定しているモデルで最も

相֑する重要な論点は、経済主体がྴ目変数を基にして出行動をするので

はなく物価変動を考慮した実質変数を基にしてىおよび़・サービスを

( 実質 ) 要するということである。このことを、経済主体は実質出計画に

ついてى॒ژを持たないという。もちろん、ى॒ژを持つ場合もあるが、

まず、ى॒ژを持たない場合を仮定して議論することにしよう。この仮定の
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影響が一๔現れるのは、၌子率についてである。ゼロ・インフレ率の世界では、

၌子率は1つしかないが、インフレ率がプラスの世界では、2つある。それはྴ

目၌子率と実質၌子率である。実質ى要と実質ൎ要に影響を与えるの

は実質၌子率である。それらは実質၌子率の減少関数である。一時的市場࣑

においては、内変数である実質所得と実質၌子率がࠨ定される。ྴ目၌子率

は、実質၌子率との間に成立する定義的関係によってࠨ定される ( 実質၌子率

と実質所得がࠨ定されるということは、同時にྴ目၌子率がࠨ定されるという

ことである。)。

　一時的市場࣑においては実質ىݯރ、Ђ、と実質ևఢ相場、ˮは与えら

れている。़ଽଽॐ変数である実質ଽຸ出、ˣ、は時間を通じて一定値とし

て与えられている。すぐに分かるように、࣑実質၌子率と࣑実質所得は、

実質ىݯރと実質ևఢ相場の関数である。

　さて、実質ىݯރと実質ևఢ相場であるが、これらの変数は時間を通じて

変動する。この変動を表した方程式が動学方程式で、ここでは、それらをႲ立

微分方程式のࠁ式で表しておこう。そのष、重要となるのは、ىݯރをଽॐ

変数とする量的߄ဏଽॐである。このいは中؇߆行であるが、通常はଽຸ

ञ࠴をࣔ入することにより中؇߆行ىをݯރする。この߄ဏଽॐがࠨまらな

い限り、動学方程式はࠨまらない。中؇߆行は、いずれにしても、ྴ目ىރ

ဏଽॐをन用すると仮定する。このモ߄の増加率、̉、を一定とする、˩、ݯ

デルの動学方程式は、下記のように表される。

　（ˍ２）　（̀Ђȟ̀̐）ɁЂ（̉－̂（˵））

　　　　　（̀ˮȟ̀̐）Ɂˮ（ Ϸ（̅* －̅）ȼ ϫ* － ϫ）          

　一時的市場࣑における࣑実質၌子率と࣑実質所得は、ষのように表す

ことができる。
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　（ˍ３）　ϹɁˤ（ЂȄˮ；ˣȄ・）Ȅ　˵Ɂ˭（ЂȄˮ；ˣȄ・）

　これらの関数の性質を明らかにすることは、࣑の性質を明らかにすること

をփ味する。前回と同様に、背理法を使って、それらの性質を論理的に導くこ

とができる。ただࠁ式的には、物価がࡥ定している場合のྴ目変数が、物価が

変化する場合はすべて実質ベースの変数となっている点をのぞけば、全く同じ

論理である。

　まず、ىݯの࣑条件は、実質ى要は実質所得の増加関数、実質၌

子率の減少関数である。ݯރ௰の実質ىݯރは、一時的市場࣑では与えら

れている。実質၌子率、実質所得の2ষࡓグラフで描けば、このެ࣑線はֲ

上がりである。़・サービスの࣑ݯ条件は、実質消要は実質所得の増

加関数で、その (限界 )消性向は0と1の間にある。すでに説明したように実

質ൎ要は実質၌子率の減少関数である。実質ଽຸ出は़ଽଽॐ変数であ

る。実質純出は、実質所得の減少関数、外࣭所得の増加関数、一時的市場

では与えられている実質ևఢ相場࣑ (R=(EP*)/P) の増加関数である。़・サー

ビスのެ࣑ݯ線は、ֲ下がりである。

　上記の関数の性質を図解的に解くことにしよう。キャンバス・エΦミクス

の常である。ެ࣑ݯ線は、縦軸を実質၌子率、؍軸を実質所得で表

した2ষࡓ平࿂に描かれているとする。

　実質ىݯރが増加すれば、ىެ࣑ݯ線は下方にシフトする。 ・़サー

ビスのެ࣑ݯ線は、そのままであるので、実質၌子率を下၂させ、実質所

得を増加させる。実質ևఢ相場と実質ଽຸ出は、࣑値に質的に同じ影響を

与える。実質ևఢ相場の上昇と実質ଽຸ出の増加は、़・サービスのݯ

線には直接影響を与えないެ࣑のݯى線を上方にシフトさせ、実質ެ࣑

ので、実質၌子率を上昇させ、実質所得を増加させる。

　（ˍ４）　ʝϹȟʝЂɃˌȄʝ˵ȟʝЂɄˌȄʝ ϹȟʝˮɄˌȄ
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　　　　　ʝ˵ȟʝˮɄˌȄ ʝϹȟʝˣɄˌȄʝ˵ȟʝˣɄˌ

　一時的市場࣑における実質၌子率、実質所得を考慮した、動学方程式は下

記のႲ立微分方程式で表される。

　（ˍ２）　Ɍ̀Ђȟ̀̐ɁЂȮ̉－̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））ȯ

　　　　　̀ˮȟ̀̐ɁˮȮϷ（̅* －̅）ȼȰϫ* －̂（˭（ЂȄˮ；ˣ）ȱȯ

　このႲ立微分方程式モデルは、ྴ 目၌子率と実質၌子率の関係を考慮すれば、

ۖ結する。

　（ˍ５）　ˤ（ЂȄˮ；ˣ）ȼ̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））Ɂ̅

　

　（ˍ２）　ɍ̀Ђȟ̀̐ɁЂȮ̉－̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））ȯ

　　　　　　̀ˮȟ̀̐ɁˮȮϷȰ̅* －（ˤ（ЂȄˮ；ˣ）

　　　　　　ȼ̂（˭（ЂȄˮ：ˣ））ȱ

　　　　　　ȼȰϫ* －̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））ȱȯ

〔２〕ુ࣑のհ

　定常࣑は、̀Ђȟ̀̐Ɂ̀ˮȟ̀̐Ɂˌ、で与えられる。ষの条件で、

実質ىݯރ、Ђと実質ևఢ相場、ˮの定常値がࠨ定される。

　（ˍ˒）　ϷȰ̅* －（ˤ（ЂȄˮ；ˣ）ȼ̂（˭（ЂȄˮ；ˣ）））ȱ

　　　　　　ȼȰϫ* －̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））ȱɁˌ,

　　　　　̉Ɂ̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））

この定常࣑では、ষの性質が成立する。
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　（ˍ˓）　̉ɁϫȄ　　Ϸ（̅* －̅）Ɂϫ－ϫ*

　࣭内のインフレ率はىݯރ増加率に一致する。内外၌子率ڒ差と内外イン

フレ率ڒ差とは、ষのように対応している。自࣭ྴ目၌子率が外࣭ྴ目၌子率

を下回れば（̅* Ʉ̅）自࣭インフレ率は、外࣭インフレ率を上回る（ϫɄ ϫ*)。

逆の対応も成立する。つまり、相対的にྴ目၌子率が低い࣭は、相対的にイン

フレ率は高い。この性質は、現実ഐ合的ではない。

　ところで、ྴ目၌子率൝化が成立することと、内外インフレ率の൝化は

ۖ全に一致する。このような࣑も、අਂな場合として定常࣑の1つに含ま

れている。中؇߆行はىݯރの増加率を一定にする量的߄ဏଽॐを実ঔする

という仮定であるが、߄ဏଽॐには目ດがある。仮に、外࣭インフレ率に൝し

い目ດインフレ率をもちそれに一致するىݯރ増加率を఼すれば、定常

൝化が成立する。そして、その条൝化と内外インフレ率のでは、၌子率࣑

件で、実質ىݯރと実質ևఢ相場がࠨ定される。

　（ˍ˔）　̉Ɂϫ*= ̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））

　　　　　̅* Ɂˤ（ЂȄˮ；ˣ）ȼ̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））

　つまり、定常࣑は1つではないということである。それでは、定常࣑の

հ定性について൦することにしよう。

　Ⴒ立微分方程式の性質は、以下のように導出することができる。Ⴒ立微分

方程式を定常࣑の近ཌྷで一ষ近似したときの係数行Ⴅを、Ȯ˝ ijȯ、i=1,2、

j=1,2、とする。

　（ˍ２）　ɍ̀Ђȟ̀̐ɁЂȮ̉－̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））ȯ

　　　　　　̀ˮȟ̀̐ɁˮȮϷȰ̅* －（ˤ（ЂȄˮ；ˣ））ȱ+
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　　　　　　Ȱϫ* －̂（˭（ЂȄˮ；ˣ））ȱȯ

　（ˍ˕）　A1,1= ̀（̀Ђȟ̀̐）ȟ̀ЂɁ－ Ђ̂Ɍ（ʝ˵ȟʝ Ђ）Ƀˌ

　　　　　A1,2= ̀（̀Ђȟ̀̐）ȟ̀ˮɁ－ Ђ̂Ɍ（ʝ˵ȟʝˮ）Ƀˌ

　　　　　A2,1= ̀（̀ˮȟ̀̐）ȟ̀ЂɁˮȮ－ Ϸ（ʝϹ ȟʝЂ）

　　　　　　　　－Ϸ̂Ɍ（ʝ˵ȟʝЂ）－̂Ɍ（ʝ˵ȟʝ̑）ȯӜˌ

　　　　　A2,2= ̀（̀ˮȟ̀̐）ȟ̀ˮɁˮȮ－ Ϸ（ʝϹ ȟʝˮ）

　　　　　　　　－Ϸ̂Ɍ（ʝ˵ȟʝˮ）－̂Ɍ（ʝ˵ȟʝˮ）ȯɃˌ

　ここで、インフレ率関数において、̂ɌɁʝϫȟʝ˵Ʉˌ、であることに

ಕփ。༊微分の計ॳを見やすくするために、ষのように表しておこう。

　（２ˌ）　ʝ˵ȟʝЂɁ˭ˍɄˌȄʝ˵ȟʝˮɁ˭２ɄˌȄ

　　　　　　　　　　　ʝϹȟʝЂɁˤˍɃˌ

　　　　　ʝϹȟʝˮɁˤ２ɄˌȄ

　定常࣑のհ定性の必要分条件はষの通りである。

　（２ˍ）　A1,1ȼ A2,2Ƀˌ

　　　　　(A1,1・A2,2) －（A1,2・A2,1) Ʉˌ

　　　　　　Ɂ－Ђ̂ɌˮȮ－Ϸ˭ˍˤ２－Ϸ˭ˍ̂Ɍ˭２－˭ˍ̂Ɍ˭２ȯ

　　　　　　　ȼЂ̂ɌˮȮ－Ϸ˭２ˤˍ－Ϸ˭２̂Ɍ˭ˍ－˭２̂Ɍ˭ˍȯ

　　　　　　Ɂ－Ђ̂ɌˮȮ－Ϸ˭ˍˤ２ȼϷ˭２ˤˍȯɄˌ  

　これらの条件は充たされている。定常࣑はհ定である。このことは、量的

ဏଽॐが目ດインフレ率を実現することができることをփ味している。さら߄

に、自࣭の中؇߆行が、ފଽॐとして外࣭インフレ率への整ଽॐをन用し、
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目ດインフレ率を外࣭インフレ率に୭定すれば、中؇߆行の量的߄ဏଽॐの目

ດ実現が証明されているのであるから、内外インフレ率の൝化が実現する。

内外インフレ率が൝化すれば、定常࣑では実質ևఢ相場が定常値にਓ௵す

るのであるから、ྴ目ևఢ相場が定常値にਓ௵する。ྴ目ևఢ相場の変化率が

内外၌子率ڒ差に一致するのであるから、このことは、内外၌子率が൝化し

。差が解消することをփ味するڒ

　この結論を、現在(2022年前)の本のհ対ॐにഐ用してみよう。本は、

成長率も相対的に低く、インフレ率も低位にある。これを外࣭インフレ率に

整していくことにより、内外၌子率を൝化させてհもষ第にਓ௵していく

はずである。内外インフレ率ڒ差の解消、すなわちインフレ率の൝化はࣔฃ

力平価の実現の必要条件である。広義のփ味でのࣔฃ力平価をփ味する。もち

ろん、初期条件での物価କのڒ差があれば、必ずしもޛ義のփ味でのࣔฃ力

平価は実現していない。本߆行の整インフレଽॐなしではհはਓ௵しな

い。

　現在、ༀ࣭は、２ɓのインフレ目ດのో成をめ̰して、量的緩和ଽॐੀ小と

ଽॐ߄၌引き上げの߄ဏ引めଽॐを実ঔしている。ˡ˱のインフレ目ດもほ

ぼ２ɓであるから、新興ࢥ業࣭は別として、୶進࣭ଽຸ中؇߆行のインフレ目

ດは、現実的にも一致していて、２ɓであると推定される。上記の分析は現実

的にもփ味がある。

Ȯˏȯુ࣑のৗとζΥΗςーȆモデルのૄ

　ևఢ相場ࠨ定理論としてのマネタリー・モデルの必ଌ条件は、内外၌子率の

のモデルࣂ൝化のඵつが成立することである。本൝化と内外インフレ率の

では、このマネタリー・モデルの必ଌ条件が定常࣑で成立することを明らか

にしている。ষの問題は、本ࣂのモデルでマンデルɁフレミングのଽॐྵ題が

成立するか๛かである。定常࣑の性質を考慮して、マンデルɁフレミング・

モデルと比ڛ可能なࠁ式で、本ࣂの定常࣑モデルを表すとষのようになる。
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　（２２）　ЂɁ˨（˵ȄϹ）Ȅ

　　　　　˵Ɂ˟（˵）ȼ˥（Ϲ）ȼˣȼ˪˴（˵Ȅ˵*Ȅˮ）Ȅ

　　　　　Ϲȼϫ* Ɂ̅*

　　　　　̉Ɂϫ* Ɂ̂（˵）

本ࣂのモデルでは、必ଌ条件の成立は、自࣭実質၌子率が外࣭実質၌子率に一

致することをփ味している。実質所得はىݯރ増加率（߄ဏଽॐ）によって

。定されるࠨ

実質ى残高は、実質所得と実質၌子率のࠨ定によりى要がࠨ定され、ى

市場が࣑するようにࠨ定される。़・サービス市場の࣑条件で、実質և

ఢ相場がࠨ定される。߄ဏଽॐが有効であり、़ଽଽॐは有効ではないという

マンデル = フレミングのଽॐྵ題が、このモデルにおいても成立する。ただし、

自࣭の߄ဏଽॐの目ດを外࣭のインフレ率に୭定するという条件が必要である

ことにಕփしなければならない。ࡥ定物価の場合は、このような条件が要らな

いことはいうまでもない。

Ԉȅگ

　ྴ目ևఢ相場を内外၌子率ڒ差でエビデンス・ベースに説明しようとする通

௹的議論は、ດ的かつ単純なマクロ経済のიழみの下では、究極的にはマン

デル = フレミングの比߄ڛဏ़ଽଽॐのྵ題の成立をփ味している。本ࣂの

主ಫはこの論点にきるのであるが、物価が加速的に変化する世界では、߄ဏ

ଽॐの外࣭インフレ率への整なくしては、このྵ題に行き着くことはできな

い。現実の߄ဏଽॐをみるণ点に、このような論点が不可ࠧであることを指ഊ

している。現実にも、୶進࣭ではインフレ目ດは一致する傾向がある。
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ԉȅ࡙ΥルΆーのවͬ考ၪ̱̹ু࣭ىհの՛۪モデル　

　࡙エネルギーが ٬外ջ存ഽであるཟ易ࢹ௮を持つ࣭では、࡙エネル

ギーの外࠺ىて価ڒが与えられている下で、自࣭通ىհになれば、代ఢ効果は

൱きにくくその入数量、入ڣ共に増大し、そのことが一自࣭通ىհをも

たらし、՛循環がじる可能性がある。他方、࣭内でॲし出していた़に

ついてはॲのݶ点の多くが٬外に移行し現地์คが主流である場合、自࣭通

。に反映されず、出数量の増加率は小さいڒて出価࠺ىհがあっても外ى

このように、自࣭通ىհの下で、ཟ易ਓলが定着しやすいࢹ௮的要֦が存

在すると言われる。

　このように、࡙エネルギー価ڒ高൯により、ཟ易লがࢹ௮的に定着する

と՛循環となる可能性がある。ཟ易ਓলにより、٬外いのために自࣭

通ىคり外ىฃいが進行し自࣭通ىհが進行する可能性があり、自࣭通ىհが

企業のॲストを؋し上げるのスパイラルに繋がりか͇ない。

　࡙価ڒ高と自࣭通ىհによる՛循環論は、1970年代のၰシοックの時

にかなり議論されたと思われる。本では、第一ষシοックの時は、࡙

エネルギー価ڒ高൯とհによるインフレがྴ目ೈ߄の大໙上昇に繋がりそれ

がインフレを一௯進するγームメイΡ・インフレにۿり、ॲによるݯރは

増加せず、スタグフレーシοンの状ఠとなった。不ޙ下で߄ဏ引めଽॐもഔ

ೲ的に行うことはࣾ難であった。第ඵষシοックでは、高の進行のഷ上

にあり、以前と比ڛしてևఢ相場の状ޙが逆転していた。スタグフレーシοン

にはۿらず、߄ဏ引めଽॐのဒဉができて効果をあげた。その結果、本で

は՛循環とはならず、好循環࣭のフロントランナーであった。今回も、՛循環

となるのか好循環がまれるのかは、ഔೲ的に分析されなければならない。

　前したように、今回 (2022年前 )のհの起点は、2012年の超高（1Ρ

ルɁ78）にある。ༀの߄၌ڒ差の拡大にみられるように、؎ༀと本では、

߄၌ଽॐのスタンスが全く異なるということである。この߄ဏଽॐ、中でも߄
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ဏଽॐスタンスの相֑がな̶じているのかについての分析が無ければ、ཟ易

ਓのলࢹ௮の定着が何をփ味するのかの実相は分からないのではないか。

ଽຸञྩなどの࣭内問題のために、しばらくは၌上げできない可能性があると

する見方もあるが、၌上げできない࣭内問題とは何か、その全容を明らかにす

るための本質的な分析がなされなければならないのではないか。ຊ者は、「

本ພ」と言われる低成長のからのݕのಣしがないことが理ဇであると考え

ている。低၌子率が成長率の改に必ずしもつながらないが、߄ဏ引めଽॐ

が低成長率の改にはの影響を与えることは確実であるという対ઠ性が存

在すると考える。かつて、低成長は୶進࣭ພ、新興ࢥ業࣭は高成長と言われた。

今では、୶進࣭グループはᮢ行状ఠにあり、本の低成長率がष立っている。

つまり、「本ພ」である。必ずしも୶進࣭イール低成長࣭ではない。

Ԋȅևఢાの ŴŪműŭŦġŷŪŤŪŰŶŴġŤŪųŤŭŦġmŰťŦŭŴ とະհ

　ԅȅ՛循環モデルが示す核心の一つは以下の論点にある。ևఢ相場は自࣭通

てで表示する。ထ想ևఢ相場の上昇࠺ى (自࣭通ىհထ想 )が現時点でထ想す

る自࣭通࠺ىてထ想࡙入価ڒの上昇をもたらし、入量増加させる。モ

ディティ市場のݯで重要な変数はထ想価ڒである。このևఢ相場Ιャネルが

あれば、ևఢ相場と自࣭通࠺ىて࡙価ڒの不հ定性、すなわち՛循環を引き

起こすモデルのࢹಃは容易である。その場合、問題は、いずれのևఢ相場ࠨ定

モデルを使うかにあるが、単純化のためにևఢ相場ࠨ定の部分࣑モデルを၌

用することにし、マクロ的循環は後回しにする。

　最も初༜的なևఢ相場ࠨ定の部分࣑モデルは、ཟ易ਓ ( 純出 ) モ࣑

デルであるので、それを၌用する。メディアなどの通௹的な議論のष、今で

もしばしばഴ場する。それは、外ىݯ部分࣑モデルと言い換えてもよい。

以下では、単純化のために純出࣑モデルとする。それは、ষのように表す

ことができる。
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　（ˍ）　˪˴ɁϮ（˵Ȅ˵*Ȅˡˬ* ȟˬ）－˥˩（（ˡ eϾ）ȟˬȄ˵）

　ここで、˪˴Ȅ自़࣭価ڒで௶った自࣭通࠺ىて実質純出、ϮȄ़・サー

ビスの純出、˥ ˩Ȅ࡙入、l Ȅ自࣭通࠺ىてևఢ相場、l eȄထ想ևఢ相場、

ˬȄ自़࣭価ڒ、ˬ*Ȅ外़࣭の価ڒ、˵Ȅ自࣭の実質所得、˵*Ȅ外࣭の実質

所得、Ͼ、外࠺ىて࡙フロー価ڒ、とする。ևఢ相場以外はすべて外変数

とする。

　純出関数の仮定される性質は、以下の通りである。以下は༊微分の性質で

あることにಕփ。

　（２）　ʝ˪˴ȟʝ˵ɃˌȄʝ˪˴ȟʝ˵* ɄˌȄ

　　　　ʝ˪˴ȟʝ（ˡˬ* ȟˬ）ɄˌȄʝ˪˴ȟʝ（（ˡ eϾ）ȟˬ）

　重要な性質について、説明しておこう。࡙フローを除く़の出入は、そ

の自࣭通࠺ىて相対価ڒ ( ম実上、実質ևఢ相場 ) にջ存している。純出が、

़についての自࣭価ڒに対する自࣭通࠺ىて外࣭価ڒの相対価ڒの増加関数と

なるためには、出数量、入数量の相対価ڒ౮力性が大きくなければならな

い。ここでは、この条件が充たされていると仮定する。通常のཟ易ਓ࣑で

、定されるという初൝的モデルには、࡙入という論点はࠨևఢ相場が࣑

通常、含まれていない。ここでは、࡙フローの入が、最大の問題点である。

単純化のために࡙価ڒも外変数であるが、その自࣭通࠺ىて価ڒは、ևఢ

相場が内変数であるので、内変数となることは自明である。問題は、その

自़࣭の入数量がどういう変数にջ存しているかである。それは、ထ想ևఢ

相場である。ထ想ևఢ相場が上昇するということは、現時点で入する方が୶々

のそれよりも、自࣭通࠺ىてで௶って有၌になるということである。つまり、

ထ想ևఢ相場が上昇するほどြの࡙の自࣭通࠺ىて価ڒは上昇することに
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なり、それだけ現時点での入が有၌となる。ただし、自़࣭価ڒが上昇すれ

ば、その影響は緩和される。࡙入は、自़࣭価ڒで௶った自࣭通࠺ىてထ

想࡙価ڒの増加関数と仮定される。

　ևఢ相場は、純出がマイナスのႀ域では、外ىの超過要が存在する。さ

らに、純出が減少すれば、すなわち純入が増加すれば、ևఢ相場は上昇す

る。それは外ىの超過要が増加するからである。逆に、純出がプラスのႀ

域では外ىの超過ݯރが存在する。純出が増加すれば、外ىの超過ݯރが増

加し、ևఢ相場は下၂する。純出がゼロのところで࣑が成立し、࣑ևఢ

相場が実現する。この整は、ထ想ևఢ相場が不変であるということを前と

している。

　（３）　Ϯ（˵Ȅ˵*Ȅˡˬ* ȟˬ）－˥˩（（ˡ eϾ）ȟˬȄ˵）Ɂˌ

　（４）　̀ˡȟ̀̐ɁϸȮϮ（˵Ȅ˵*Ȅˡˬ* ȟˬ）

　　　　　　　　　　－˥˩（（ˡ e Ͼ）ȟˬȄ˵）ȯȄ　ϸɃˌ

ևఢ相場の近ཌྷで、この微分方程式をˡで微分すれば、下記の関係を得࣑　

る。

　（５）　̀（̀ˡȟ̀̐）ȟ̀ˡɁϸȰʝϮȟʝ（（ˡˬ*）ȟˬ）ȱ

　　　　　　　　　　　　　　　　・（ˬ* ȟˬ）Ƀˌ

ևఢ相場はհ定であることがわかる。この結果は、ထ想ևఢ相場が不変࣑　

であることにջ存している。そこで、ထ想ևఢ相場（の変化）をষのように内

化する。いわゆるഐ応的ထ想仮説である。

　（˒）　̀ˡ e ȟ̀̐ɁЎ（ˡ－ˡ e）Ȅ　ЎɄˌ

　この単純なևఢ相場の動学モデルは、（４）Ȅ（˒）式のႲ立微分方程式でࢹ



─353─

၌子率、インフレ率、ևఢ相場の相ࡽ作用について

成される。このႲ立微分方程式のμビアン（˦）は２行２Ⴅで下記のように

なる。

　（˓）　˦ɁȮAijȯȄ̅ɁˍȄ２；̆ɁˍȄ２

　　   A1,1ɁϸȰʝϮȟʝ（（ˡˬ* ȟˬ）ȱ（ˬ* ȟˬ）Ƀˌ

　　   A1,2Ɂ－ϸȰʝ˥˩ȟʝ（（ˡ eϾ）ȟˬ）ȱ（Ͼ ȟˬ）Ʉˌ

　　   A2,1ɁЎɄˌ

　　   A2,2Ɂ－Ў Ƀˌ

ևఢ相場がհ定であるための必要分条件は、必ずしも充たされないこ࣑　

とが分かる。不հ定な場合が存在する。

　（˔）　̐̎（˦）Ɂ A1,1ȼ A2,2Ƀˌ

　　　　̀́̐（˦）Ɂ˽1,1・˽2,2－˽1,2・˽2,1ɄɃˌ

　不հ定な場合は、ষのような場合である。࣑から出発する。外࠺ىて࡙

価ڒが上昇したとする。純出はとなりևఢ相場上昇する。ထ想ևఢ相場が

上昇し自࣭通࠺ىて࡙ထ想価ڒは上昇し࡙入は増大する。他方、़ ・サー

ビスの純出は増加する。前者が後者を上回れば、純出はさらに減少し、և

ఢ相場はさらに上昇する。このような傾向が存在する限り、ևఢ相場の上昇が

続き、自࣭通࠺ىて࡙価ڒも上昇していく。ևఢ相場と自࣭通࠺ىて࡙価

の上昇という՛循環が持続する可能性が存在する。その条件は、࡙入のڒ

自࣭通࠺ىてထ想࡙価ڒに対する感応性が、़・サービスの純出の実質և

ఢ相場に対する感応性よりも分に上回ることである。

　Ԇȅこのモデルをもう少しົᘹしておこう。最近、メディアにഴ場するシン

クタンクのエΦミストの方々は、ཟ易ਓ (ここでは、純出 ) のևఢ相場
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整について、こぞって、以下のようなメニΒムを指ഊされているように思

う。本ୋ௮業のように、現地ॲ・現地์คを行っているようなグローバル

企業では、ևఢ相場が自࣭通ىհになっても現地の経済状ޙに大きな変化がな

い限り現地์ค価ڒを下げないで持する場合が多くなっている。このことが、

ևఢ相場の出数量整機能をஷٺしている。つまり、自࣭通ىհになっても

出数量が目立って増加することはない、極端に言えば変わりがないと主ಫす

る。この論点を式で表せば、ষのようになる。

　（˕）　ˬ x ɁˡˬfȄ　ˬf=const.,

　　　　　ϮɁϮ（˵Ȅ˵*Ȅˬ x* ȟ（ˬ x ȟˡ））

　ここで、ϮȄ़の純出、ˬ xȄ自़࣭の出価ڒ、ˬ x*Ȅ外़࣭の出価

ˬ、ڒ f 、 自़࣭の外࠺ىて価ڒ、とする。

　上記の純出関数は、࣭内価ڒとは区別された、自़࣭の出価ڒという変

数に置き換えられている。現地でॲされた自़࣭の外࠺ىて価ڒと比ڛされ

るのは、自़࣭の外࠺ىて出価ڒ、である。このၰ者に差別化がなければ、

経済的な理ဇからは相֑は起こらない可能性が高い。自࣭通ىհにもかかわら

ず自़࣭の外࠺ىて出価ڒが変わらなければ、純出の相対価ڒ整はじ

ない。

    こうしたリアリティをモデルの中に৾りࣺめば、ևఢ相場の純出࣑モデ

ルは、以下のように表すことができる。

　（ˍˌ）　Ϯ（˵Ȅ *˵Ȅˬ x*ȟ（ˬ xȟˡ））－˥˩（（ˡ eϾ）ȟˬ x）Ȅ˵）Ɂˌ

　　　　　̀ˡȟ̀̐ɁϸȮϮ（˵Ȅ˵*Ȅˬ*x ȟ（ˬ x ȟˡ））

　　　　　　　　　　　－˥˩（（ˡ e Ͼ )ȟˬ）Ȅ˵）Ȅ　ϸ Ƀˌ

　　　　̀ˡ e ȟ̀̐ɁЎ（ˡ－ˡ e）Ȅ　　ЎɄˌ  



─355─

၌子率、インフレ率、ևఢ相場の相ࡽ作用について

　これまでと同様の続きにより、ևఢ相場の整によって、純出が࣑す

るかどうかを、つまりཟ易ਓ࣑のհ定性を൦しよう。̀ˡȟ̀̐Ɂ̀

ˡ e ȟ̀̐Ɂˌ 、で、࣑がో成されるので、ևఢ相場のထ想と現実値は一

致する（ˡɁˡ e）。࣑ևఢ相場は、純出がゼロとなるところで、ࠨ定さ

れる。ただし、ˬ x ȟˡɁˬf  = const.、と仮定されている（ࠁ式的にはˬ x が

ˡの関数になることにಕփ）。

　（ˍˍ）　Ϯ（˵Ȅ˵Ȅˬ x* ȟ（ˬ x ȟˡ））－˥˩（（ˡϾ）ȟˬ）Ȅ˵）Ɂˌ

　この࣑のհ定性のための必要分条件を、࣑近ཌྷについて൦しよう（ϸ

ɃˌȄЎɄˌと仮定されていることにಕփ）。

　（ˍ２）　˦ɁȮ˝ i,jȯ

　　　   ˝1,1Ɂ̀（̀ˡȟ̀̐）ȟ̀ˡ

　　　　　　Ɂˌ

　　　   ˝1,2Ɂ－ϸȮȰʝ˥˩ȟʝ（（ˡ eϾ）ȟˬ）ȱ（Ͼȟˬ）ȯɄˌ

　　　   ˝2,1ɁЎɄˌ

　　　   ˝2,2Ɂ－Ў  Ƀˌ

　（ˍ３）　̐̎（˦）Ɂ˝2,2Ɂ－Ў  Ƀˌ

　　　　　̀́̐（˦）Ɂ－˝1,2・˝ 2,1

　　　　　　　　　　　ɁϸЎȮȰʝ˥˩ȟʝ（（ˡ eϾ）ȟˬ）ȱ（Ͼȟˬ）ȯɃˌ

　純出がゼロとなる࣑は、一般的には不հ定であることが分かる。࣑は

サΡル・ポイントであるため、ˍ本のհ定経Ⴙが存在する。
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ԋȅࠫ論

　ևఢ相場のエビデンス・ベースの主ಫは、いずれもマンデルɁフレミング・

モデルに行き着く。࡙価ڒ高がཟ易ਓ࣑モデルを不հ定モデルとする可

能性がある。本ࣂで৾り上げたモデルはൡ合される必要がある。それは、ཟ易

ਓは不౯に不࣑であるからである。

Ȳ༞֒ȳ

Ȫȫু़࣭ڒثで௶̹࡙̽ව۾ତはྟࡕにນ̵͊Ȃոئの̠͢に̈́ͥȃ

　　　（（ˡϾ）ȟˬ ）・˥˩（（ˡϾ）ȟˬȄ（ˡ eϾ）ȟˬȄ˵）

　一般的には、࡙入は、࡙の実質ထ想価ڒにջ存するだけではなく、自

࣭通࠺ىて実質࡙価ڒの減少関数と考えられる。

　　　ʝ˥˩ȟ ʝ（（ˡϾ）ȟˬ）Ƀˌ 

　実質࡙入関数が実質࡙価ڒにどのようにջ存しているかを൦してお

こう。そのために、実質࡙価ڒで微分し、以下のように変ࠁする。

　　　˥˩ȼ（（ˡϾ）ȟˬ）Ȱʝ˥˩ȟʝ（（ˡ Ͼ）ȟˬ）ȱ

　Ɂ˥˩Ȯˍȼ   Ȱ（（ˡϾ）ȟˬ）ȟ˥˩ȱ・Ȱʝ˥˩ȟʝ（（ˡϾ）ȟˬ）ȱȯ

　Ɂ˥˩Ȯˍ－Ͻȯ Ʉ
Ƀˌ

ここで、࡙入の実質࡙価ڒ౮力性ɁϽɄˌ、とする。
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　ϽɁ－Ȱ（（ˡϾ）ȟˬ）ȟ˥˩ȱȰʝ˥˩ȟʝ（（ˡϾ）ȟˬ）ȱɄˌ

　これまでの分析では、ϽɁˍ、が仮定されていた。その場合にのみ、࡙

入関数は下記のように定式化しても論理的ྭは起こらないことがわかる。

つまり、ϽɁˍの場合、自࣭通࠺ىて実質࡙価ڒにはջ存しないことが分

かる。

　　　˥˩Ɂ˥˩（（ˡ e Ͼ）ȟˬȄ˵）

　ϽɃˍ、の場合、実質࡙入は自࣭通࠺ىて実質࡙価ڒの増加関数とな

り、࣑の不հ定性をޑめる。

（‐）़の出価ڒと࣭内価ڒを区別したモデルを৾りեったが、その場合は、

़の純出関数、Ϯ、が、自़࣭の外࠺ىて出価ڒが不変である場合でも、

ևఢ相場にջ存していることがわかる。Ϯ˴、を出量、Ϯ˩、を入量とする。

　　　ˬ x ϮɁˬ x Ϯ˴（˵*Ȅˬ x* ȟ（ˬ x ȟˡ））

  　　　　　　　　　－（ˡˬ x*）Ϯ˩（˵Ȅˬ x* ȟ（ˬ x ȟˡ））

　したがって、出価ڒで௶った़の純出関数はষのように表すことができ

る。ただし、マーシャル・ラーナー条件が充たされていると仮定する。

　　　ϮɁϮ（˵Ȅ˵*Ȅˬ x* ȟ（ˬ x ȟˡ））

　自़࣭の࣭内価ڒで௶った実質純出関数はষのように表すことができる。

　　　（ˬ x ȟˬ）ϮɁ（ˬ x ȟˬ）Ϯ（˵Ȅ˵*Ȅˬ x* ȟ（ˬ x ȟˡ））
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　ここで、ˬ x ȟˡɁˬ f Ɂ const., が仮定される。したがって、自़࣭価ڒで

௶った純出関数は、ষのように表される。

　　　（（ˡˬ f）ȟˬ）ϮɁ（（ˡˬ f）ȟˬ）Ϯ（˵Ȅ˵ *Ȅˬ x* ȟ（ˬ x ȟˡ））

  自़࣭の࣭内価ڒが不変であると仮定すれば、自़࣭の࣭内価ڒで௶った実

質純出は、自࣭通࠺ىてྴ目ևఢ相場の増加関数となる。࣭内価ڒがևఢ相

場の影響をければ、実質純出へのևఢ相場の効果はষのようにݥめること

ができる。

　　　（ˬ f ȟˬ）ȼȰ－（ˡˬ f）ȟ ( ˬ2)ȱ（̀ˬȟ̀ˡ） Ʉ
Ƀˌ

　ևఢ相場の࣭内価ڒへの影響は、パススルー効果である。これが分に小さ

ければ、実質純出は、ևఢ相場の増加関数となり得る。このことを考慮して、

上記の分析をജٳすることは、分に可能であるし、経済的փ味のあることで

ある。
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〔ΦーΠݪࡄ〕

ଢ଼̳ͥ۾௮にࢹ௷のક৪ྖۼഝىのຐߊ౷ؚࡣྴ
Ƚڢࢂ̳ͬͥރคાにచ̳ͥܢఞ͞ບثのޣגഽࣣのબȽ

५　田　ࢼ　喜

はじめに

　現在、ྴؚࡣ地区における小คഝ༘の競争が激しいと言われている。何な

ら、東٬地区が小ค業界にとって最後に残ったݴ大市場だと考えられている

（『中新』2019.1.11ಱۏ）からである。現在、ྴ 、を中心にוؚࡣやྴפؚࡣ

ຐىഝ、業ঔ୭൝の出ഝや改がさかんに行われている。

　Fornell（1992）によると、小ค業のマーケティングၞには新ܰݖࡺを৾り

ࣺむことを目的にするࠢࢲ的ၞと༗有ݖࡺの離反をཡぐことを目的とするཡ

的ၞはマーケットシͿア増加ၞやマーケットࠢࢲ。的ၞがあるというࢄ

シͿアڕ得ၞに分けられ、これらを成しଛげるために、企業は新ܰഝ༘の出

ഝや大ܰ࿅なഝ༘改を行う。ၞにかかるൎもཛྷ大になるため、不成に

ਞわったときの企業経営に与えるఅも大きい。一方、ཡࢄ的ၞにはスイッ

Ιングવ༃ࢹಃၞとݖࡺ満௷ࢹಃၞがある。スイッΙングવ༃ࢹಃၞの

代表がポイント・プログラム、いわゆるフリークエント・シοッパーΒ・プロ

グラム（FSP：Frequent Shoppers Program）である（५田 ,2021a）。ただし、ポ

イント・プログラムは導入が容易であるため、現在多くの小คഝ༘で定着して

おり、差異化のにはなり得ない。ݖࡺ満௷増加ၞは、ݖࡺ満௷増加と企

業၌ףとの（ୃの）相関が高く（中村 、の持に要するストはݖࡺ存ܡ、（2003 ,
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新ܰڕݖࡺ得に要するストの3分の1以下であるため（Yi, 1990）、低ྸしてい

るຐىഝの経営環ޏ下では最もリスクが少ないၞといえる。また、ストが

ဲえられるだけではなく、ݖࡺ満௷を高めることができれば、ݖࡺ持、ݖࡺ

֗成の可能性が高まる（Rust and Zahorik, 1993）。

　本研究では、ྴؚࡣ地区で競合する大型ຐىഝの満௷ഽࢹ௮を消者の異質

性を考慮したモデルによって解明する。また、満௷ഽに影響する小คミック

ス1௺性には、५田（2021b）で用いられたఁ、価ڒ、टম、ঔ୭、ഝ֥、၌

༒性の6௺性に、ڢࢂ性をރするค場（以ࣛ、ค場と表記）を加え、アンケー

トऔに用いる。多くのຐىഝは、バブルࠊ気がਞᛑしค上が低ྸする過程で

するค場やঔ୭を排除してきた。しかし、このঔॐによってファミރをڢࢂ

リーを中心にݖࡺがຐىഝから離反してしまったことから、現在では従前の

している（५田ܦ型のഝ༘に回ݥ性追ڢࢂ , 2021d）と言われる。本研究では、

このڢࢂ性をރするຐىഝのค場が消者満௷に影響を与えるのかについて

も証する。そのփ味では本研究は、५田（2021d）の実証的研究にも位置づ

けられる。

　本ࣂの残りのࢹ成は以下の通りである。第2୯では関Ⴒするܡ存研究を۷ٽ

する。第3୯では本研究で用いるアンケートデータとմモデルのમळを示す。

第4୯は第3୯で示したモデルにアンケートデータをഐ用した結果を、第5୯で

1 小คഝ༘が行うマーケティングミックス

図ġ1　ઐाؚྴؚࡣഝȪຊ৪ज़גȫ 図ġĳ　ྴؚࡣ२וקഝȪຊ৪ज़גȫ

では本研究で用いるアンケートデータと提案モデルの詳細を示す。第 4 節は第 3 節で示し

たモデルにアンケートデータを適用した結果を、第 5 節では推定結果から導出されるマー

ケティング施策について議論する。第 6 節は本研究のまとめと今後の課題である。

図 1 松坂屋名古屋店（筆者撮影） 図 2 名古屋三越栄店（筆者撮影）

２．既存研究の概観 

本節では、消費者満足を表現するためのモデル、小売店舗選択に影響を与える小売ミック

ス要因に関する既存研究を概観する。

消費者満足とは、企業が提供する商品やサービスのパフォーマンス評価と、消費者が期待

するそれらの適合の度合いから形成される商品や企業に対する消費者の態度（有馬, 2003）

のことである。期待とは、消費者が抱く商品やサービスに対する事前の予測、パフォーマン

ス評価（以降、評価）とは、商品やサービスに対する消費者の主観的な評価のことである（山

田, 2021a）。消費者満足の構造をモデル化する場合、期待と評価の扱い方で議論が分かれる。

評価と期待の差分が満足に対して影響することを示した研究（Parasuraman, Zeithamal, and 

Berry, 1985）、評価のみが満足に影響することを示した研究（Cronin and Taylor, 1992）が代表

的である。Parasuraman et al.（1985）は、（評価－期待）が正であればサービス品質を高め、

（評価－期待）が負であればサービス品質を低下させると示した。ただし、この考えに従う

と、評価と期待が（符号が反対になるが）サービス品質に対して同程度影響することを意味

しており、納得性がない。Cronin and Tayolr（1992）は、評価とは期待がサービス経験後に

修正されたものであるため、評価だけを用いてサービス品質を説明することが適切である

ことを示した。一方、Boulding, Kalra, Staelin, and Zeithaml（1993）は、評価と期待にそれぞ

れパラメータを対応させることでサービス品質を説明している。当該研究は評価と期待の

影響度合が異なる点が Parasuraman et al.（1985）と違う。山田（2021b）は、階層ベイズ二項

ロジットモデルの枠組みで百貨店顧客の店舗満足構造を把握している。百貨店で展開する

小売ミックス 5 属性 24 要因（品揃 5 要因、施設 6 要因、店員 4 要因、利便性 5 要因、イベ

ント 4 要因）に対する期待と評価、競合する店舗の満足度を順位付けした満足度順位をアン

では本研究で用いるアンケートデータと提案モデルの詳細を示す。第 4 節は第 3 節で示し

たモデルにアンケートデータを適用した結果を、第 5 節では推定結果から導出されるマー

ケティング施策について議論する。第 6 節は本研究のまとめと今後の課題である。

図 1 松坂屋名古屋店（筆者撮影） 図 2 名古屋三越栄店（筆者撮影）
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は推定結果から導出されるマーケティングঔॐについて議論する。第6୯は本

研究のまとめと今後の課題である。

２ȅܡంݪࡄの۷ٽ

　本୯では、消者満௷を表現するためのモデル、小คഝ఼༘に影響を与え

る小คミックス要֦に関するܡ存研究を۷ٽする。

　消者満௷とは、企業がރするやサービスのパフーマンス評価と、

消者が期ఞするそれらのഐ合のഽ合いからࠁ成されるや企業に対する消

者のఠഽ（有馬 , 2003）のことである。期ఞとは、消者が༴くやサー

ビスに対するম前のထ௶、パフーマンス評価（以ࣛ、評価）とは、やサー

ビスに対する消者の主۷的な評価のことである（५田 , 2021a）。消者満௷

のࢹ௮をモデル化する場合、期ఞと評価のեい方で議論が分かれる。評価と

期ఞの差分が満௷に対して影響することを示した研究（Parasuraman, Zeithamal, 

and Berry, 1985）、評価のみが満௷に影響することを示した研究（Cronin and 

Taylor, 1992）が代表的である。Parasuraman et al.（1985）は、（評価－期ఞ）が

ୃであればサービス質を高め、（評価－期ఞ）がであればサービス質を

低下させると示した。ただし、この考えに従うと、評価と期ఞが（ເが反

対になるが）サービス質に対して同程ഽ影響することをփ味しており、ො得

性がない。Cronin and Tayolr（1992）は、評価とは期ఞがサービス経ࡑ後にਘ

ୃされたものであるため、評価だけを用いてサービス質を説明することが

ഐ୨であることを示した。一方、Boulding, Kalra, Staelin, and Zeithaml（1993）

は、評価と期ఞにそれぞれパラメータを対応させることでサービス質を説

明している。൚ڂ研究は評価と期ఞの影響ഽ合が異なる点が Parasuraman et 

al.（1985）と֑う。५田（2021b）は、ٴベイΒඵࣜロジットモデルのიழ

みでຐىഝݖࡺのഝ༘満௷ࢹ௮を把՜している。ຐىഝでജٳする小คミック

ス5௺性24要֦（ఁ5要֦、ঔ୭6要֦、ഝ֥4要֦、၌༒性5要֦、イベント4
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要֦）に対する期ఞと評価、競合するഝ༘の満௷ഽをਜ਼位付けした満௷ഽਜ਼位

をアンケートऔで৾得し、モデルにഐ用させている。ඵࣜロジットモデルの

説明変数には、①評価のみ（Cronin and Tayolr, 1992に対応）、②評価と期ఞの

差分（Parasuraman et al.,1985に対応）、ӳ評価と期ఞ（Boulding et al.,1993に対応）

をழみ入れ、モデルのୈഽを比ڛしている。推定の結果、ӳ評価と期ఞをࡢ別

に説明変数にழみ入れ、パラメータをそれぞれ対応させたモデル、①評価のみ

のモデル、②評価と期ఞの差分モデルのਜ਼にୈഽが高いことが明らかになった。

本研究では、५田（2021b）で証された結果をもとに、評価と期ఞのそれぞ

れにパラメータを対応させたٴベイΒඵࣜロジットモデルを用いることにす

る。

　ຐىഝへの満௷ࢹ௮を説明する小คミックス要֦は多ܚにളる。前の通

り、५田（2021b）では、ຐىഝでജٳする小คミックス要֦を5௺性24要֦で

௴えており、満௷に対してఁ௺性に関する要֦が大きく影響していることを

示している。一方、५田（2021d）は、大食൴、術܁、ࠠ場൝のਇ味やڢࢂ

性をރしたค場やঔ୭の重要性を示している。バブルࠊ気がਞわるまで、ຐ

に人気の高い小คރ、අに子ز、をしておりٳഝではਇ味性の高いค場ജى

業ఠであった。しかしながら、ຐىഝのค上減少にฺい、၌ףを確༗するため

にல၌ף率の高いິ人֏ၳが重点的に์คされるようになった。さらに、ல၌

ਇ味性の高いค場が、܁や大食൴、持のかかるࠠ場や術ߓ܇の低いף

ङされた（५田 , 2021d）。それらにฺい、消者、අにファミリーのత在時

間が減少し、֏ၳやزഩの門ഝ、映画܁やဋܾঔ୭のある大型シοッピン

グセンターに消者が్われている（『ಱ新』2007.10.31ಱۏ：『ྀ新』

2009.4.5ಱۏ）。最近では、ファミリーのݟ引を目論んで過ݲのঔॐに回ܦす

る動きがຐىഝに見られる（『ಱ新』2012.8.29ಱۏ）。例えば、あべのΧル

ス近ഘ本ഝではサロン、広場൝のサービスを拡大（『ྀ新』2013.5.2ಱۏ）、

新չସౘではジュースバーやフͿをރするバーを୭置、ฎ多ि急ではค

場の中でイベントを実ঔ（『ಱ新』2013.6.14ಱۏ）൝がある。本研究では
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これらの動向を൩まえたアンケートの୭計とऔの実ঔによって、ਇ味性やࢂ

。性の高いค場がどの程ഽ消者満௷に影響を与えるのかを評価するڢ

ˏȅデーΗとモデルに̞̾̀

本୯では、モデル推定に用いるデータ、およびմモデルのમळについて示す。

3į1　デーΗ

　本研究で用いるデータは、ྴؚࡣ市において競合する２つのຐىഝഝ༘（松

ाؚྴؚࡣഝ、ྴؚࡣ三וקഝ）に対するアンケ―トऔによって৾得したも

のである。2021年現在、松ाؚྴؚࡣഝのค上高はྴؚࡣ市で2๔目のค上、

ഝؚࡣഝのค上高は3๔目のค上をあげている。また、松ाؚྴוק三ؚࡣྴ

は3ؚࡣྴ、܁三וקഝは2܁をသする大型ຐىഝである。

　アンケートを作成するのにषし、はじめに小คミックス7௺性（ఁえ、価ڒ、

टম、ค場、ঔ୭、ഝ֥、၌༒性）に関してຐىഝにݥめる小คミックス要֦

を30ȡ50歳代の੫性6ྴにグループインタビューࠁ式で確している。小คミッ

クス௺性は、५田（2021b）で用いた௺性に、ਇ味性、ڢࢂ性をރするค場

（表1中Ӵค場）を追加している。グループインタビューで30ȡ50歳代の੫性を

対યにしたのは、५田（2021c）でྴؚࡣ市のຐىഝにおけるݖࡺの80ɓ以上

を੫性がめており、年Ⴂも30ȡ50歳代が多いことが示されていたからであ

る。さらに、インタビューで৾得できた小คミックス要֦をもとにした質問が

他の消者でも回൞できるかを確するためにプリテストを行い、アンケート

ນġ1　ຐىഝのคηΛ·ス௺଼̳ͬͥࢹါ֦

用いた属性に、㊃味性、ፗᴦ性を提供する売場（表 1 ୰մ売場）を㏣ຍしている。グルーࣉ

インタビࣗーで 30㹼50 ṓ代のዪ性を対㇟にしたのは、山田（2021c）でྡྂᒇᕷの百貨店に

おける顧客の 80㸣以ୖをዪ性が༨めており、ᖺ㱋層も 30㹼50 ṓ代がከいことが示されてい

たからである。さらに、インタビࣗーでྲྀ得でࡁた小売ミックス要因をもとにした質ၥが

の消費者でもᅇ⟅でࡁるかを☜ㄆするためにࣜࣉテストを⾜い、アンケートを成させて

いる。ࣜࣉテストの結果得られた質ၥ項┠は表 1 の㏻りである。

⾲ 1 ⓒ㈌店のᑠࢫࢡࢵ࣑ᒓᛶࢆᵓᡂࡿࡍせᅉ

 

アンケートは、それぞれの小売ミックス要因に対する期待おࡧࡼ評価をᅇ⟅し、᭱ 後にい

ている。期待と評価は、（5:かなりあࡗれの店舗の満足度が高いのかを選択する構成になࡎ

てはまる）－（1:くあてはまらない）で設定された 5 ẁ階にࡼるࣜッ࢝ートᑻ度でᅇ⟅し

てもらう（詳細は付㘓ཧ↷）。満足度の高い店舗を選択してもらうのは、後㏙するロジット

モデルの⿕説明ኚᩘに用いるためである。ឡ▱┴にᒃఫし、ᯇᆏᒇྡྂᒇ店とྡྂᒇ୕㉺ᰤ

店の୧方で㸯ᖺ以ෆに㉎㈙したことのある消費者に対して、インターࢿットㄪᰝ♫が⾜

うアンケートにࡗࡼてᅇ⟅してもらࡗている。ྲྀ 得でࡁたᅇ⟅者ᩘは 222 ྡである。また、

ᅇ⟅者には、デモグラフィック要因として性ู、ᖺ㱋、፧ጻ≧ἣ、⫋業の有↓、Ꮚ供の有↓、

ᒃఫᆅをあࢃせて☜ㄆしている。

 

3.2 ᥦࣔࣝࢹ 

3.2.1 ಶయෆࣔࣝࢹ 

ಶయෆモデルには、山田（2021b）と同ᵝに階層ベイズ二項ロジットモデルを用いる。以

降㸪𝑖𝑖(𝑖𝑖 = 1, ⋯ ,222)㸪𝑗𝑗(𝑗𝑗 = 𝑎𝑎, 𝑏𝑏)㸪𝑘𝑘(𝑘𝑘 = 1, ⋯ ,30)は、消費者、店舗（𝑗𝑗 = 𝑎𝑎はᯇᆏᒇྡྂᒇ店、

𝑗𝑗 = 𝑏𝑏はྡྂᒇ୕㉺ᰤ店を表す）、小売ミックス要因をそれぞれ示す。消費者𝑖𝑖が店舗𝑗𝑗にいだ

くຠ用𝑈𝑈𝑖𝑖,𝑗𝑗は（1）ᘧの㏻りである。

𝑈𝑈𝑖𝑖,𝑗𝑗 = 𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗  = 𝛽𝛽𝑖𝑖
(0) + ∑ 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(𝑘𝑘) 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘) + ∑ 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(𝑘𝑘) 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘) +

30

𝑘𝑘=1
𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗

30

𝑘𝑘=1
(1)

𝒙𝒙𝑖𝑖,𝑎𝑎 = (1, 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎

(30), 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎

(30))、𝒙𝒙𝑖𝑖,𝑏𝑏 = (0, 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏

(30), 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏

(30))、𝜷𝜷𝑖𝑖 =

(𝛽𝛽𝑖𝑖
(0), 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(1) , ⋯ , 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(30), 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(1) , ⋯ , 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(30))

𝑡𝑡𝑡𝑡
である（tp は㌿⨨を表す）。𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗 は☜定的ຠ用である。☜
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をۖ成させている。プリテストの結果得られた質問ࣜ目は表1の通りである。

　アンケートは、それぞれの小คミックス要֦に対する期ఞおよび評価を回൞

し、最後にいずれのഝ༘の満௷ഽが高いのかを఼するࢹ成になっている。期

ఞと評価は、（5: かなりあてはまる）－（1: 全くあてはまらない）で୭定され

た5ٴによるリッート৲ഽで回൞してもらう（મळは付録参照）。満௷ഽの

高いഝ༘を఼してもらうのは、後するロジットモデルの説明変数に用い

るためである。愛知ࡇにݳ住し、松ाؚྴؚࡣഝとྴؚࡣ三וקഝのၰ方でˍ

年以内にࣔฃしたことのある消者に対して、インターネットऔ会社が行う

アンケートによって回൞してもらっている。৾得できた回൞者数は222ྴであ

る。また、回൞者には、デモグラフィック要֦として性別、年Ⴂ、ँ֧状ޙ、

業の有無、子ރの有無、ݳ住地をあわせて確している。

3įĳ　մモデル

3įĳį1　ࡢఘඤモデル

ベイΒඵࣜロジットモデルٴ体内モデルには、५田（2021b）と同様にࡢ　

を用いる。以ࣛȄi (i = 1, Ȥ, 222)Ȅj(j = a, b)Ȅk (k = 1, Ȥ, 30) は、消者、ഝ

༘（j = a は松ाؚྴؚࡣഝ、j = b はྴؚࡣ三וקഝを表す）、小คミックス要

֦をそれぞれ示す。消者 i がഝ༘ j にいだく効用 Ui, j は（1）式の通りである。

用いた属性に、㊃味性、ፗᴦ性を提供する売場（表 1 ୰մ売場）を㏣ຍしている。グルーࣉ

インタビࣗーで 30㹼50 ṓ代のዪ性を対㇟にしたのは、山田（2021c）でྡྂᒇᕷの百貨店に

おける顧客の 80㸣以ୖをዪ性が༨めており、ᖺ㱋層も 30㹼50 ṓ代がከいことが示されてい

たからである。さらに、インタビࣗーでྲྀ得でࡁた小売ミックス要因をもとにした質ၥが

の消費者でもᅇ⟅でࡁるかを☜ㄆするためにࣜࣉテストを⾜い、アンケートを成させて

いる。ࣜࣉテストの結果得られた質ၥ項┠は表 1 の㏻りである。

⾲ 1 ⓒ㈌店のᑠࢫࢡࢵ࣑ᒓᛶࢆᵓᡂࡿࡍせᅉ

 

アンケートは、それぞれの小売ミックス要因に対する期待おࡧࡼ評価をᅇ⟅し、᭱ 後にい

ている。期待と評価は、（5:かなりあࡗれの店舗の満足度が高いのかを選択する構成になࡎ

てはまる）－（1:くあてはまらない）で設定された 5 ẁ階にࡼるࣜッ࢝ートᑻ度でᅇ⟅し

てもらう（詳細は付㘓ཧ↷）。満足度の高い店舗を選択してもらうのは、後㏙するロジット

モデルの⿕説明ኚᩘに用いるためである。ឡ▱┴にᒃఫし、ᯇᆏᒇྡྂᒇ店とྡྂᒇ୕㉺ᰤ

店の୧方で㸯ᖺ以ෆに㉎㈙したことのある消費者に対して、インターࢿットㄪᰝ♫が⾜

うアンケートにࡗࡼてᅇ⟅してもらࡗている。ྲྀ 得でࡁたᅇ⟅者ᩘは 222 ྡである。また、

ᅇ⟅者には、デモグラフィック要因として性ู、ᖺ㱋、፧ጻ≧ἣ、⫋業の有↓、Ꮚ供の有↓、

ᒃఫᆅをあࢃせて☜ㄆしている。

 

3.2 ᥦࣔࣝࢹ 

3.2.1 ಶయෆࣔࣝࢹ 

ಶయෆモデルには、山田（2021b）と同ᵝに階層ベイズ二項ロジットモデルを用いる。以

降㸪𝑖𝑖(𝑖𝑖 = 1, ⋯ ,222)㸪𝑗𝑗(𝑗𝑗 = 𝑎𝑎, 𝑏𝑏)㸪𝑘𝑘(𝑘𝑘 = 1, ⋯ ,30)は、消費者、店舗（𝑗𝑗 = 𝑎𝑎はᯇᆏᒇྡྂᒇ店、

𝑗𝑗 = 𝑏𝑏はྡྂᒇ୕㉺ᰤ店を表す）、小売ミックス要因をそれぞれ示す。消費者𝑖𝑖が店舗𝑗𝑗にいだ

くຠ用𝑈𝑈𝑖𝑖,𝑗𝑗は（1）ᘧの㏻りである。

𝑈𝑈𝑖𝑖,𝑗𝑗 = 𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗  = 𝛽𝛽𝑖𝑖
(0) + ∑ 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(𝑘𝑘) 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘) + ∑ 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(𝑘𝑘) 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘) +

30

𝑘𝑘=1
𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗

30

𝑘𝑘=1
(1)

𝒙𝒙𝑖𝑖,𝑎𝑎 = (1, 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎

(30), 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎

(30))、𝒙𝒙𝑖𝑖,𝑏𝑏 = (0, 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏

(30), 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏

(30))、𝜷𝜷𝑖𝑖 =

(𝛽𝛽𝑖𝑖
(0), 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(1) , ⋯ , 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(30), 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(1) , ⋯ , 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(30))

𝑡𝑡𝑡𝑡
である（tp は㌿⨨を表す）。𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗 は☜定的ຠ用である。☜
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ղ ౯᱁ （�せ⣲） ဨ≉ࡸࢫࣅ࣮ࢧࢺ࣏ࣥࠊ౯᱁ᖏ࠸ࡼ࠺ࡻࡕ

ճ ദ （�せ⣲） ᐃᮇദࠊ⏬ദࠊ࣮ࣝࢭࢫࣥࣛࣜࢡ

մ ሙ （�せ⣲） 㛗㛫ᅾࠊࡿࡵࡋᴦࡀ➼ᐙ᪘ࠊᗣࡸ⨾ࠊፗᴦᛶࠊ⾤ࣥࣛࢺࢫࣞ
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ն 店ဨ （�せ⣲） ♩ṇࠊࡉࡋぶࠊࡉࡍࡸࡳࡋⓗ☜ࠊࢫࣂࢻ࡞㐺ṇேဨࠊ㎿㏿ࢪࣞ࡞ᑐᛂ
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 (1)

用いた属性に、㊃味性、ፗᴦ性を提供する売場（表 1 ୰մ売場）を㏣ຍしている。グルーࣉ

インタビࣗーで 30㹼50 ṓ代のዪ性を対㇟にしたのは、山田（2021c）でྡྂᒇᕷの百貨店に

おける顧客の 80㸣以ୖをዪ性が༨めており、ᖺ㱋層も 30㹼50 ṓ代がከいことが示されてい

たからである。さらに、インタビࣗーでྲྀ得でࡁた小売ミックス要因をもとにした質ၥが

の消費者でもᅇ⟅でࡁるかを☜ㄆするためにࣜࣉテストを⾜い、アンケートを成させて

いる。ࣜࣉテストの結果得られた質ၥ項┠は表 1 の㏻りである。

⾲ 1 ⓒ㈌店のᑠࢫࢡࢵ࣑ᒓᛶࢆᵓᡂࡿࡍせᅉ

 

アンケートは、それぞれの小売ミックス要因に対する期待おࡧࡼ評価をᅇ⟅し、᭱ 後にい

ている。期待と評価は、（5:かなりあࡗれの店舗の満足度が高いのかを選択する構成になࡎ

てはまる）－（1:くあてはまらない）で設定された 5 ẁ階にࡼるࣜッ࢝ートᑻ度でᅇ⟅し

てもらう（詳細は付㘓ཧ↷）。満足度の高い店舗を選択してもらうのは、後㏙するロジット

モデルの⿕説明ኚᩘに用いるためである。ឡ▱┴にᒃఫし、ᯇᆏᒇྡྂᒇ店とྡྂᒇ୕㉺ᰤ

店の୧方で㸯ᖺ以ෆに㉎㈙したことのある消費者に対して、インターࢿットㄪᰝ♫が⾜

うアンケートにࡗࡼてᅇ⟅してもらࡗている。ྲྀ 得でࡁたᅇ⟅者ᩘは 222 ྡである。また、

ᅇ⟅者には、デモグラフィック要因として性ู、ᖺ㱋、፧ጻ≧ἣ、⫋業の有↓、Ꮚ供の有↓、

ᒃఫᆅをあࢃせて☜ㄆしている。

 

3.2 ᥦࣔࣝࢹ 

3.2.1 ಶయෆࣔࣝࢹ 

ಶయෆモデルには、山田（2021b）と同ᵝに階層ベイズ二項ロジットモデルを用いる。以

降㸪𝑖𝑖(𝑖𝑖 = 1, ⋯ ,222)㸪𝑗𝑗(𝑗𝑗 = 𝑎𝑎, 𝑏𝑏)㸪𝑘𝑘(𝑘𝑘 = 1, ⋯ ,30)は、消費者、店舗（𝑗𝑗 = 𝑎𝑎はᯇᆏᒇྡྂᒇ店、

𝑗𝑗 = 𝑏𝑏はྡྂᒇ୕㉺ᰤ店を表す）、小売ミックス要因をそれぞれ示す。消費者𝑖𝑖が店舗𝑗𝑗にいだ

くຠ用𝑈𝑈𝑖𝑖,𝑗𝑗は（1）ᘧの㏻りである。

𝑈𝑈𝑖𝑖,𝑗𝑗 = 𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗  = 𝛽𝛽𝑖𝑖
(0) + ∑ 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(𝑘𝑘) 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘) + ∑ 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(𝑘𝑘) 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘) +

30

𝑘𝑘=1
𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗
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(30))

𝑡𝑡𝑡𝑡
である（tp は㌿⨨を表す）。𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗 は☜定的ຠ用である。☜

ձ ရᥞ࠼ （�せ⣲） ⊂⮬ᛶࠊḧၟ࠸ࡋရࠊ᪂ၟရࡸヰ㢟ᛶࠊ㇏ᐩࠊࡉ㧗ရ㉁

ղ ౯᱁ （�せ⣲） ဨ≉ࡸࢫࣅ࣮ࢧࢺ࣏ࣥࠊ౯᱁ᖏ࠸ࡼ࠺ࡻࡕ

ճ ദ （�せ⣲） ᐃᮇദࠊ⏬ദࠊ࣮ࣝࢭࢫࣥࣛࣜࢡ

մ ሙ （�せ⣲） 㛗㛫ᅾࠊࡿࡵࡋᴦࡀ➼ᐙ᪘ࠊᗣࡸ⨾ࠊፗᴦᛶࠊ⾤ࣥࣛࢺࢫࣞ

յ タ （�せ⣲） ࡉࡍࡸࡋ᥈ࠊఇ᠁ᡤࡿ࠶ࡾࡺࠊΎ₩ឤࠊࢱ࣮ࣞ࢝ࢫ࢚ࢱ࣮࢚࣋ࣞࠊ⬟ᶵࢫࣅ࣮ࢧ

ն 店ဨ （�せ⣲） ♩ṇࠊࡉࡋぶࠊࡉࡍࡸࡳࡋⓗ☜ࠊࢫࣂࢻ࡞㐺ṇேဨࠊ㎿㏿ࢪࣞ࡞ᑐᛂ

շ ౽ᛶ （�せ⣲） 㥔㌴ሙのࠊࡉࡍࡸࡵ㥔㌴ᩱ㔠ࠊ㥐ࡽの౽ᛶࠊ店⯒の㈙࠸ᅇࠊࡾႠᴗ㛫

、

用いた属性に、㊃味性、ፗᴦ性を提供する売場（表 1 ୰մ売場）を㏣ຍしている。グルーࣉ

インタビࣗーで 30㹼50 ṓ代のዪ性を対㇟にしたのは、山田（2021c）でྡྂᒇᕷの百貨店に

おける顧客の 80㸣以ୖをዪ性が༨めており、ᖺ㱋層も 30㹼50 ṓ代がከいことが示されてい

たからである。さらに、インタビࣗーでྲྀ得でࡁた小売ミックス要因をもとにした質ၥが

の消費者でもᅇ⟅でࡁるかを☜ㄆするためにࣜࣉテストを⾜い、アンケートを成させて

いる。ࣜࣉテストの結果得られた質ၥ項┠は表 1 の㏻りである。

⾲ 1 ⓒ㈌店のᑠࢫࢡࢵ࣑ᒓᛶࢆᵓᡂࡿࡍせᅉ

 

アンケートは、それぞれの小売ミックス要因に対する期待おࡧࡼ評価をᅇ⟅し、᭱ 後にい

ている。期待と評価は、（5:かなりあࡗれの店舗の満足度が高いのかを選択する構成になࡎ

てはまる）－（1:くあてはまらない）で設定された 5 ẁ階にࡼるࣜッ࢝ートᑻ度でᅇ⟅し

てもらう（詳細は付㘓ཧ↷）。満足度の高い店舗を選択してもらうのは、後㏙するロジット

モデルの⿕説明ኚᩘに用いるためである。ឡ▱┴にᒃఫし、ᯇᆏᒇྡྂᒇ店とྡྂᒇ୕㉺ᰤ

店の୧方で㸯ᖺ以ෆに㉎㈙したことのある消費者に対して、インターࢿットㄪᰝ♫が⾜

うアンケートにࡗࡼてᅇ⟅してもらࡗている。ྲྀ 得でࡁたᅇ⟅者ᩘは 222 ྡである。また、

ᅇ⟅者には、デモグラフィック要因として性ู、ᖺ㱋、፧ጻ≧ἣ、⫋業の有↓、Ꮚ供の有↓、

ᒃఫᆅをあࢃせて☜ㄆしている。

 

3.2 ᥦࣔࣝࢹ 

3.2.1 ಶయෆࣔࣝࢹ 
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𝑗𝑗 = 𝑏𝑏はྡྂᒇ୕㉺ᰤ店を表す）、小売ミックス要因をそれぞれ示す。消費者𝑖𝑖が店舗𝑗𝑗にいだ

くຠ用𝑈𝑈𝑖𝑖,𝑗𝑗は（1）ᘧの㏻りである。
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うアンケートにࡗࡼてᅇ⟅してもらࡗている。ྲྀ 得でࡁたᅇ⟅者ᩘは 222 ྡである。また、

ᅇ⟅者には、デモグラフィック要因として性ู、ᖺ㱋、፧ጻ≧ἣ、⫋業の有↓、Ꮚ供の有↓、

ᒃఫᆅをあࢃせて☜ㄆしている。

 

3.2 ᥦࣔࣝࢹ 

3.2.1 ಶయෆࣔࣝࢹ 

ಶయෆモデルには、山田（2021b）と同ᵝに階層ベイズ二項ロジットモデルを用いる。以

降㸪𝑖𝑖(𝑖𝑖 = 1, ⋯ ,222)㸪𝑗𝑗(𝑗𝑗 = 𝑎𝑎, 𝑏𝑏)㸪𝑘𝑘(𝑘𝑘 = 1, ⋯ ,30)は、消費者、店舗（𝑗𝑗 = 𝑎𝑎はᯇᆏᒇྡྂᒇ店、

𝑗𝑗 = 𝑏𝑏はྡྂᒇ୕㉺ᰤ店を表す）、小売ミックス要因をそれぞれ示す。消費者𝑖𝑖が店舗𝑗𝑗にいだ

くຠ用𝑈𝑈𝑖𝑖,𝑗𝑗は（1）ᘧの㏻りである。

𝑈𝑈𝑖𝑖,𝑗𝑗 = 𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗  = 𝛽𝛽𝑖𝑖
(0) + ∑ 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(𝑘𝑘) 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘) + ∑ 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(𝑘𝑘) 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘) +

30

𝑘𝑘=1
𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗

30

𝑘𝑘=1
(1)

𝒙𝒙𝑖𝑖,𝑎𝑎 = (1, 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎

(30), 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑎𝑎

(30))、𝒙𝒙𝑖𝑖,𝑏𝑏 = (0, 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏

(30), 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏
(1), ⋯ , 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑏𝑏

(30))、𝜷𝜷𝑖𝑖 =

(𝛽𝛽𝑖𝑖
(0), 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(1) , ⋯ , 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(30), 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖

(1) , ⋯ , 𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(30))

𝑡𝑡𝑡𝑡
である（tp は㌿⨨を表す）。𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗 は☜定的ຠ用である。☜

ձ ရᥞ࠼ （�せ⣲） ⊂⮬ᛶࠊḧၟ࠸ࡋရࠊ᪂ၟရࡸヰ㢟ᛶࠊ㇏ᐩࠊࡉ㧗ရ㉁

ղ ౯᱁ （�せ⣲） ဨ≉ࡸࢫࣅ࣮ࢧࢺ࣏ࣥࠊ౯᱁ᖏ࠸ࡼ࠺ࡻࡕ

ճ ദ （�せ⣲） ᐃᮇദࠊ⏬ദࠊ࣮ࣝࢭࢫࣥࣛࣜࢡ

մ ሙ （�せ⣲） 㛗㛫ᅾࠊࡿࡵࡋᴦࡀ➼ᐙ᪘ࠊᗣࡸ⨾ࠊፗᴦᛶࠊ⾤ࣥࣛࢺࢫࣞ

յ タ （�せ⣲） ࡉࡍࡸࡋ᥈ࠊఇ᠁ᡤࡿ࠶ࡾࡺࠊΎ₩ឤࠊࢱ࣮ࣞ࢝ࢫ࢚ࢱ࣮࢚࣋ࣞࠊ⬟ᶵࢫࣅ࣮ࢧ

ն 店ဨ （�せ⣲） ♩ṇࠊࡉࡋぶࠊࡉࡍࡸࡳࡋⓗ☜ࠊࢫࣂࢻ࡞㐺ṇேဨࠊ㎿㏿ࢪࣞ࡞ᑐᛂ

շ ౽ᛶ （�せ⣲） 㥔㌴ሙのࠊࡉࡍࡸࡵ㥔㌴ᩱ㔠ࠊ㥐ࡽの౽ᛶࠊ店⯒の㈙࠸ᅇࠊࡾႠᴗ㛫

である（tp は転置を表す）。Vi,j は確定的効用である。

確定的効用 Vi,j は、3.1୯で示した小คミックス௺性をࢹ成する要֦に対する期

ఞを表す ex(k)
i,jと評価を表す ev (k)

i,j 、それらに対応するࡢ人ྀの反応パラメータ

β (k)
ex,iと β (k)

ev,i によってࢹ成される。β (0)
i は୨༌であり、 i,j はガンベル分ືに従う

ものとする。また、消者はより大きい効用をもたらすഝ༘を満௷ഽの高いഝ
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༘として఼するものと仮定し、（2）式のようにඵࣜロジットモデルのࠁ式で

表す。式中、yi,a=1は消者 i が松ाؚྴؚࡣഝを満௷ഽの高いഝ༘として఼

したことを表している。

定的ຠ用𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗は、3.1 節で示した小売ミックス属性を構成する要因に対する期待を表す𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘)

と評価を表す𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘)

、それらに対応するಶேẖの反応パラメータ𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(𝑘𝑘)

と𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(𝑘𝑘)

にࡗࡼて構成され

る。𝛽𝛽𝑖𝑖
(0)

は切∦であり、𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗は࢞ンベル分ᕸに従うものとする。また、消費者はࡼりࡁいຠ

用をもたらす店舗を満足度の高い店舗として選択するものと௬定し、（2）ᘧのࡼうに二項ロ

ジットモデルの形ᘧで表す。ᘧ୰、ݕ𝑖𝑖,𝑎𝑎 = 1は消費者𝑖𝑖がᯇᆏᒇྡྂᒇ店を満足度の高い店舗

として選択したことを表している。

�ܲ�𝑖,𝑎𝑎 = 𝑖𝑖,𝑎𝑎ݕ൫ܚ۾ = 1൯ =
���൫𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑎𝑎 െ 𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑏𝑏൯

1 + ���൫𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑎𝑎 െ 𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑏𝑏൯
(2)

3.2.2 㝵ᒙࣔࣝࢹ 

消費者ẖに異なる反応パラメータ𝜷𝜷𝑖𝑖には、消費者㛫でඹ㏻のメࢽ࢝ズ࣒があると௬定し、

階層モデルを（�）ᘧの㏻り設定する。 

𝜷𝜷𝑖𝑖 = 𝑖𝑖ࢆ𝑡𝑡𝑡𝑡ࣂ + ,𝑖𝑖࣎ ,𝑖𝑖̱ܰ(࣎ ) (3)

𝑖𝑖は説明ኚᩘであり、消費者属性ࢆ、は、消費者㛫でඹ㏻のパラメータ（ඹ㏻性パラメータ）ࣂ

（性ู、ᖺ㱋、፧ጻ、⫋業、Ꮚ供、ᒃఫᆅ）がྵまれる。性ูは⏨ 0࣭ዪ 1、፧ጻはᮍ፧ 0࣭

既፧ 1、⫋業は↓ 0࣭有 1、Ꮚ供は↓ 0࣭有 1、ᒃఫᆅはྡྂᒇᕷእ 0࣭ྡྂᒇᕷෆ 1 のࢲミ

ーኚᩘでሗをྲྀ得している。ࣂは（6 ⾜�61 ิ）のඹ㏻パラメータ⾜ิ、ࢆ𝑖𝑖は（6 ⾜�1 ิ）

の説明ኚᩘベクトル、࣎𝑖𝑖は（61 ⾜�1 ิ）のㄗ差項ベクトル、は（61 ⾜�61 ิ）の分ᩓඹ

分ᩓ⾜ิになる。 

、の事前分ᕸにはከኚ㔞正つ分ᕸࣂ の事前分ᕸには㏫࢘ィࣕࢩート分ᕸを௬定し、推定

には MCMC ἲを用いる。⧞り㏉しᅇᩘは 100,000 ᅇとし、1㹼90,000 ᅇまではࣂーンイン期

㛫のため推定್に用いない。反応パラメータ𝜷𝜷𝑖𝑖に関してはラン࣒࢘ࢲォーク࣭ サンࣜࣉング、

階層モデルにはࣈࢠス࣭サンࣜࣉングを用いる。

 

㸲．ศᯒ⤖ᯝ 

 の概せࢱ࣮ࢹࢺ࣮ࢣࣥ 4.1

本節では、アンケートデータのෆデモグラフィック要因に関する概要、アンケートデータ

を提案モデルに適用させた結果を示していく。

表 2 は、アンケートᅇ⟅者のデモグラフィック要因に関するሗを㞟ィしたものである。

6 以ୖがዪ性、ᖺ㱋層は 30 ṓ㹼50 ṓ代が୰ᚰになࡗている。また、既፧（構成ẚ 64.4㸣）、

Ꮚ供有（同 55.9㸣）、⫋業有（同 95.0㸣）、ྡྂᒇᕷෆᒃఫ（同 55.4㸣）が┦対的にከい。

4.2 ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃの᥎ᐃ⤖ᯝ 

本小節では、アンケートデータを提案モデルに適用させた結果のෆ、ಶయෆモデルにおける

反応パラメータの推定結果を小売ミックス要因の期待におけるものと小売ミックス要因の

 (2)

3įĳįĳ　ٴモデル

　消者ྀに異なる反応パラメータ βi には、消者間で共通のメニΒムが

あると仮定し、ٴモデルを（3）式の通り୭定する。

定的ຠ用𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑗𝑗は、3.1 節で示した小売ミックス属性を構成する要因に対する期待を表す𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘)

と評価を表す𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖,𝑗𝑗
(𝑘𝑘)

、それらに対応するಶேẖの反応パラメータ𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(𝑘𝑘)

と𝛽𝛽𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑖𝑖
(𝑘𝑘)

にࡗࡼて構成され

る。𝛽𝛽𝑖𝑖
(0)

は切∦であり、𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑗𝑗は࢞ンベル分ᕸに従うものとする。また、消費者はࡼりࡁいຠ

用をもたらす店舗を満足度の高い店舗として選択するものと௬定し、（2）ᘧのࡼうに二項ロ

ジットモデルの形ᘧで表す。ᘧ୰、ݕ𝑖𝑖,𝑎𝑎 = 1は消費者𝑖𝑖がᯇᆏᒇྡྂᒇ店を満足度の高い店舗

として選択したことを表している。

�ܲ�𝑖,𝑎𝑎 = 𝑖𝑖,𝑎𝑎ݕ൫ܚ۾ = 1൯ =
���൫𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑎𝑎 െ 𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑏𝑏൯

1 + ���൫𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑎𝑎 െ 𝑉𝑉𝑖𝑖,𝑏𝑏൯
(2)

3.2.2 㝵ᒙࣔࣝࢹ 

消費者ẖに異なる反応パラメータ𝜷𝜷𝑖𝑖には、消費者㛫でඹ㏻のメࢽ࢝ズ࣒があると௬定し、

階層モデルを（�）ᘧの㏻り設定する。 

𝜷𝜷𝑖𝑖 = 𝑖𝑖ࢆ𝑡𝑡𝑡𝑡ࣂ + ,𝑖𝑖࣎ ,𝑖𝑖̱ܰ(࣎ ) (3)

𝑖𝑖は説明ኚᩘであり、消費者属性ࢆ、は、消費者㛫でඹ㏻のパラメータ（ඹ㏻性パラメータ）ࣂ

（性ู、ᖺ㱋、፧ጻ、⫋業、Ꮚ供、ᒃఫᆅ）がྵまれる。性ูは⏨ 0࣭ዪ 1、፧ጻはᮍ፧ 0࣭

既፧ 1、⫋業は↓ 0࣭有 1、Ꮚ供は↓ 0࣭有 1、ᒃఫᆅはྡྂᒇᕷእ 0࣭ྡྂᒇᕷෆ 1 のࢲミ

ーኚᩘでሗをྲྀ得している。ࣂは（6 ⾜�61 ิ）のඹ㏻パラメータ⾜ิ、ࢆ𝑖𝑖は（6 ⾜�1 ิ）

の説明ኚᩘベクトル、࣎𝑖𝑖は（61 ⾜�1 ิ）のㄗ差項ベクトル、は（61 ⾜�61 ิ）の分ᩓඹ

分ᩓ⾜ิになる。 

、の事前分ᕸにはከኚ㔞正つ分ᕸࣂ の事前分ᕸには㏫࢘ィࣕࢩート分ᕸを௬定し、推定

には MCMC ἲを用いる。⧞り㏉しᅇᩘは 100,000 ᅇとし、1㹼90,000 ᅇまではࣂーンイン期

㛫のため推定್に用いない。反応パラメータ𝜷𝜷𝑖𝑖に関してはラン࣒࢘ࢲォーク࣭ サンࣜࣉング、

階層モデルにはࣈࢠス࣭サンࣜࣉングを用いる。

 

㸲．ศᯒ⤖ᯝ 

 の概せࢱ࣮ࢹࢺ࣮ࢣࣥ 4.1

本節では、アンケートデータのෆデモグラフィック要因に関する概要、アンケートデータ

を提案モデルに適用させた結果を示していく。

表 2 は、アンケートᅇ⟅者のデモグラフィック要因に関するሗを㞟ィしたものである。

6 以ୖがዪ性、ᖺ㱋層は 30 ṓ㹼50 ṓ代が୰ᚰになࡗている。また、既፧（構成ẚ 64.4㸣）、

Ꮚ供有（同 55.9㸣）、⫋業有（同 95.0㸣）、ྡྂᒇᕷෆᒃఫ（同 55.4㸣）が┦対的にከい。

4.2 ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃの᥎ᐃ⤖ᯝ 

本小節では、アンケートデータを提案モデルに適用させた結果のෆ、ಶయෆモデルにおける

反応パラメータの推定結果を小売ミックス要因の期待におけるものと小売ミックス要因の

 (3)

　  は、消者間で共通のパラメータ（共通性パラメータ）、Zi は説明変数で

あり、消者௺性（性別、年Ⴂ、ँ֧、業、子ݳ、ރ住地）が含まれる。性

別は0・੫1、ँ֧はྚँ0・1ँܡ、業は無0・有1、子ރは無0・有1、ݳ住

地はྴؚࡣ市外0・ྴؚࡣ市内1のΘミー変数でૂ報を৾得している。  は（6

行ȿ61Ⴅ）の共通パラメータ行Ⴅ、Zi は（6行 ȿ1Ⴅ）の説明変数ベクトル、τi

は（61行ȿ1Ⴅ）のࢋ差ࣜベクトル、Σは（61行 ȿ61Ⴅ）の分८共分८行Ⴅに

なる。

　  のম前分ືには多変量ୃܰ分ື、Σのম前分ືには逆;ィシャート分ື

を仮定し、推定には MCMC 法を用いる。繰り返し回数は100,000回とし、1ȡ

90,000回まではバーンイン期間のため推定値に用いない。反応パラメータ βi に

関してはランΘム;ーク・サンプリング、ٴモデルにはギブス・サンプリ

ングを用いる。
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ĵį1　ͺンケーΠデーΗのٽါ

　本୯では、アンケートデータの内デモグラフィック要֦に関するٽ要、アン

ケートデータをմモデルにഐ用させた結果を示していく。

　表2は、アンケート回൞者のデモグラフィック要֦に関するૂ報を集計した

ものである。6ڬ以上が੫性、年Ⴂは30歳ȡ50歳代が中心になっている。また、

ݳ市内ؚࡣྴ、有（同55.9ɓ）、業有（同95.0ɓ）ރ子、（成比64.4ɓࢹ）ँܡ

住（同55.4ɓ）が相対的に多い。

ນġĳ　ٝ൞৪のデモΈρέィΛ·ါ֦

評価におけるものに分けて示していく.

⾲ 2 ᅇ⟅者のࢡࢵࣇࣛࢢࣔࢹせᅉ

4.2.1 ᑠࢫࢡࢵ࣑せᅉのᮇᚅࡿࡅ࠾ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃ 

表 3 は、小売ミックス要因の期待における反応パラメータの結果である。表୰には、消費

者ẖに推定された反応パラメータのෆ、95㸣分位点、75㸣分位点（第 3 ᅄ分位点）、୰ኸ್、

25㸣分位点（第 1 ᅄ分位点）、5㸣分位点に位⨨するパラメータ್を示す。さらに有意性評価

をし、有意であり反応パラメータの符号が正である消費者ᩘ（有意&符号正と表グ）と有意

であり反応パラメータの符号が負である消費者ᩘ（有意&符号負と表グ）を表 3 にྵめてい

る。有意性評価にはᨃఝ的な t ್をつかい、事後ᖹᆒ¹事後ᶆ‽೫差の⤯対್が 1.96（5㸣

有意Ỉ‽を意味）以ୖの場合、ࠗ 有意 、࠘それ以እはࠗ㠀有意࠘とุ定する。表୰消費者の

㐣༙ᩘが有意&符号正である反応パラメータにはࠗ 㸩 、࠘消費者の㐣༙ᩘが有意&符号負で

ある反応パラメータにはࠗ－࠘を付グしている。ࠗ 㸩࠘の反応パラメータをぢると、ࠗ 品揃⊂

⮬性期待 （࠘有意&符号正構成ẚ 78.8%）、ࠗ ദ事企⏬期待 （࠘同 73.0%）、ࠗ 利便性㈙ᅇ期待࠘

（同 72.5%）、ࠗ 売場⨾ᗣ期待 （࠘同 64.4%）、ࠗ 品揃ḧồ期待 （࠘同 55.4%）、ࠗ 店員アࣂࢻイ

ス期待 （࠘同 54.1%）、ࠗ 売場ᐙ᪘期待 （࠘同 50.5%）が消費者満足に対してࡁく影響するこ

とがࢃかる。小売ミックス属性でぢると、品揃え属性における期待が᭱も影響がᙉいものの、

売場属性における期待もࡁく満足に影響することがࢃかる。一方、価᱁属性、施設属性に

おける期待はあまり満足に対して影響しないことを示している。一方、ࠗ 品揃ヰ題性期待࠘

（有意&符号負構成ẚ 99.1%）、ࠗ 利便性㥔㌴場期待 （࠘同 91.9㸣）、ࠗ ദ事ࢭール期待 （࠘同

67.6㸣）、ࠗ ദ事࢚࢚ࣞス期待 （࠘同 55.9㸣）は満足に対して┦対的に負の影響を与えること

を表している。これら要因は、消費者の関ᚰが低く、期待（事前の予測）が高まࡗたとして

も満足に対してຠ果的に影響をཬࡰさないことが考え得る。

ᅗ 3 は、表 3 で示した結果をᅗ示したものである。⟽の枠は第 1 ᅄ（25㸣）分位点から第

3 ᅄ（75㸣）分位点、⟽の୰ኸ⥺は୰ኸ್、㡬点とᗏの༳はそれぞれ 95㸣分位点、5㸣分位

点を表している。ᅗ୰において、0（点⥺）ࡼりもୖに分ᕸしていれば、満足に対して正に

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

男性 83 37.4% 未婚 79 35.6% 職業無 11 5.0%

女性 139 62.6% 既婚 143 64.4% 職業有 211 95.0%

総計 222 100.0% 総計 222 100.0% 総計 222 100.0%

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

20～29歳 40 18.0% 子供無 98 44.1% 市外居住 99 44.6%

30～39歳 51 23.0% 子供有 124 55.9% 市内居住 123 55.4%

40～49歳 40 18.0% 総計 222 100.0% 総計 222 100.0%

50～59歳 53 23.9%

60～69歳 34 15.3%

70歳～ 4 1.8%

総計 222 100.0%

ĵįĳ　؊ΩριーΗのଔࠫض

　本小୯では、アンケートデータをմモデルにഐ用させた結果の内、ࡢ体内

モデルにおける反応パラメータの推定結果を小คミックス要֦の期ఞにおける

ものと小คミックス要֦の評価におけるものに分けて示していく .

ĵįĳį1　คηΛ·スါ֦のܢఞにお̫ͥ؊ΩριーΗ

　表3は、小คミックス要֦の期ఞにおける反応パラメータの結果である。表

中には、消者ྀに推定された反応パラメータの内、95ɓ分位点、75ɓ分位点（第
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3অ分位点）、中؇値、25ɓ分位点（第1অ分位点）、5ɓ分位点に位置するパラメー

タ値を示す。さらに有փ性評価をし、有փであり反応パラメータのເがୃで

ある消者数（有փ & ເୃと表記）と有փであり反応パラメータのເが

である消者数（有փ & ເと表記）を表3に含めている。有փ性評価に

は݀似的な t 値をつかい、ম後平ɀম後ດ༊差の୲対値が1.96（5ɓ有փ

କをփ味）以上の場合、『有փ』、それ以外は『有փ』と定する。表中全

消者の過数が有փ & ເୃである反応パラメータには『ȼ』、全消者の

過数が有փ & ເである反応パラメータには『－』を付記している。『ȼ』

の反応パラメータを見ると、『ఁඊ自性期ఞ』（有փ & ເࢹୃ成比78.8%）、

『टম企画期ఞ』（同73.0%）、『၌༒性ฃ回期ఞ』（同72.5%）、『ค場ࢫ࠲期ఞ』

（同64.4%）、『ఁဳݥ期ఞ』（同55.4%）、『ഝ֥アΡバイス期ఞ』（同54.1%）、『ค

場ز期ఞ』（同50.5%）が消者満௷に対して大きく影響することがわかる。

小คミックス௺性で見ると、ఁえ௺性における期ఞが最も影響がޑいものの、

ค場௺性における期ఞも大きく満௷に影響することがわかる。一方、価ڒ௺性、

ঔ୭௺性における期ఞはあまり満௷に対して影響しないことを示している。一

方、『ఁდ題性期ఞ』（有փ & ເࢹ成比99.1%）、『၌༒性ಛ৬場期ఞ』（同

91.9ɓ）、『टমセール期ఞ』（同67.6ɓ）、『ঔ୭エレエス期ఞ』（同55.9ɓ）は

満௷に対して相対的にの影響を与えることを表している。これら要֦は、消

者の関心が低く、期ఞ（ম前のထ௶）が高まったとしても満௷に対して効果

的に影響を及ぼさないことが考え得る。

　図3は、表3で示した結果を図示したものである。ภのიは第1অ（25ɓ）分

位点から第3অ（75ɓ）分位点、ภの中؇線は中؇値、ೀ点とೲの֣はそれぞ

れ95ɓ分位点、5ɓ分位点を表している。図中において、0（点線）よりも上に

分ືしていれば、満௷に対してୃに影響することを示している。ここでも前

の小คミックス7要֦に対する期ఞが0より上部に分ືしている。しかしながら、

『ഝ֥アΡバイス期ఞ』と『ค場ز期ఞ』は他の要֦よりも高い位置で分ື

しており、満௷に大きく影響する消者の存在が確できる。
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影響することを示している。ここでも前㏙の小売ミックス 7 要因に対する期待が 0 りୖࡼ

㒊に分ᕸしている。しかしながら、ࠗ 店員アࣂࢻイス期待࠘とࠗ売場ᐙ᪘期待࠘はの要因

。るࡁく影響する消費者の存ᅾが☜ㄆでࡁりも高い位⨨で分ᕸしており、満足にࡼ

⾲ 3 ᑠࢫࢡࢵ࣑せᅉのᮇᚅࡿࡅ࠾ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃの᥎ᐃ⤖ᯝ
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図 3 ᑠࢫࢡࢵ࣑せᅉのᮇᚅࡿࡅ࠾ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃのศᕸ

75% 25%
➨3ᅄศⅬ ➨㻝ᅄศⅬ 人数 構成比 人数 構成比

ရᥞ⊂⮬性ᮇᚅ 䠇 105.035 73.660 54.422 34.979 -0.849 175 78.8% 0 0.0%

ရᥞḧồᮇᚅ 䠇 85.552 55.156 41.426 12.139 -12.957 123 55.4% 2 0.9%

ရᥞヰ㢟性ᮇᚅ - -64.418 -81.645 -112.781 -136.088 -161.026 0 0.0% 220 99.1%

ရᥞ㇏ᐩᮇᚅ 26.819 8.738 0.009 -8.838 -23.956 2 0.9% 0 0.0%

ရᥞ㧗ရ㉁ᮇᚅ 89.085 45.455 -17.855 -50.609 -85.904 64 28.8% 95 42.8%

౯᱁୍⮴ᮇᚅ 96.330 54.084 27.256 -2.488 -40.114 78 35.1% 0 0.0%

౯᱁≉ᮇᚅ 59.284 18.837 -14.313 -41.573 -86.947 34 15.3% 65 29.3%

ദ䝉䞊䝹ᮇᚅ - 56.503 -28.178 -76.899 -135.018 -218.099 27 12.2% 150 67.6%

ദ⏬ᮇᚅ 䠇 121.496 91.608 61.808 35.627 6.273 162 73.0% 0 0.0%

ദᐃᮇᮇᚅ 72.915 20.741 -20.859 -59.493 -105.157 21 9.5% 58 26.1%

ሙ㣗ᇽᮇᚅ 4.609 -13.961 -31.665 -50.093 -75.060 0 0.0% 101 45.5%

ሙፗᴦᮇᚅ 65.408 34.472 19.345 -23.248 -39.461 40 18.0% 33 14.9%

ሙ⨾ᗣᮇᚅ 䠇 118.846 101.841 67.040 17.094 -21.602 143 64.4% 0 0.0%

ሙᐙ᪘ᮇᚅ 䠇 205.524 126.051 61.263 4.806 -51.874 112 50.5% 2 0.9%

ሙ㛗㛫ᮇᚅ 33.976 17.517 -3.989 -27.124 -43.303 11 5.0% 29 13.1%

タ䝃䞊䝡䝇ᮇᚅ 25.434 10.628 2.453 -8.867 -15.958 3 1.4% 0 0.0%

タ䜶䝺䜶䝇ᮇᚅ - -10.929 -25.381 -43.344 -60.878 -82.269 0 0.0% 124 55.9%

タΎ₩ឤᮇᚅ 70.143 47.595 26.741 6.329 -6.808 60 27.0% 0 0.0%

タ⒵䛧ᮇᚅ 78.650 34.321 13.135 -18.771 -50.701 8 3.6% 20 9.0%

タ᥈䛧䜔䛩䛥ᮇᚅ 64.475 31.577 1.482 -10.441 -44.841 29 13.1% 26 11.7%

ᗑဨ♩ᮇᚅ 23.907 1.309 -22.309 -54.883 -88.301 0 0.0% 81 36.5%

ᗑဨぶ䛧䜏ᮇᚅ 44.444 7.838 -20.377 -49.822 -94.224 23 10.4% 66 29.7%

ᗑဨ䜰䝗䝞䜲䝇ᮇᚅ 䠇 216.677 135.853 55.599 4.929 -62.792 120 54.1% 29 13.1%

ᗑဨ㓄⨨ᮇᚅ 44.238 25.708 6.884 -21.410 -49.070 12 5.4% 7 3.2%

ᗑဨ䝺䝆ᮇᚅ 44.026 27.891 12.747 0.866 -15.237 55 24.8% 0 0.0%

౽性㥔㌴ሙᮇᚅ - -41.714 -78.977 -102.297 -135.891 -142.877 0 0.0% 204 91.9%

౽性㥔㌴ᩱᮇᚅ 54.297 20.837 -25.434 -57.226 -80.638 21 9.5% 38 17.1%

౽性ධ䜚䜔䛩䛥ᮇᚅ 67.892 9.153 -19.874 -76.924 -119.166 26 11.7% 93 41.9%

౽性㈙ᅇᮇᚅ 䠇 85.546 68.964 47.789 29.788 12.882 161 72.5% 0 0.0%

౽性Ⴀ業㛫ᮇᚅ 88.004 36.925 -0.752 -29.566 -76.879 39 17.6% 37 16.7%
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図ġ3　คηΛ·スါ֦のܢఞにお̫ͥ؊ΩριーΗのື
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4.2.2 ᑠࢫࢡࢵ࣑せᅉのホ౯ࡿࡅ࠾ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃ 

表 4 は、小売ミックス要因の評価における反応パラメータの結果である。表の構成、有意

性評価のᡭ順、ࠗ 㸩࠘とࠗ－࠘の表グᇶ‽は表 3 と同ᵝである。ࠗ 㸩࠘の反応パラメータをぢ

75% 25%
➨3ᅄศⅬ ➨㻝ᅄศⅬ 人数 構成比 人数 構成比

ရᥞ⊂⮬性ホ౯ 80.199 49.639 34.311 16.231 -7.992 99 44.6% 0 0.0%

ရᥞḧồホ౯ 86.050 33.348 5.277 -24.287 -71.581 64 28.8% 27 12.2%

ရᥞヰ㢟性ホ౯ 䠇 115.725 92.221 55.533 9.123 -32.352 139 62.6% 2 0.9%

ရᥞ㇏ᐩホ౯ 25.119 -8.523 -33.285 -62.007 -90.603 0 0.0% 77 34.7%

ရᥞ㧗ရ㉁ホ౯ 䠇 174.499 90.098 52.263 -8.048 -89.353 113 50.9% 43 19.4%

౯᱁୍⮴ホ౯ 68.061 27.408 -0.053 -33.989 -58.580 35 15.8% 51 23.0%

౯᱁≉ホ౯ 䠇 85.549 77.422 60.819 5.747 -12.627 134 60.4% 0 0.0%

ദ䝉䞊䝹ホ౯ 79.838 44.326 0.576 -48.552 -102.116 45 20.3% 57 25.7%

ദ⏬ホ౯ 䠇 77.102 67.297 61.640 45.963 41.967 192 86.5% 0 0.0%

ദᐃᮇホ౯ 46.508 6.242 -30.426 -98.687 -151.221 22 9.9% 109 49.1%

ሙ㣗ᇽホ౯ 69.869 46.076 26.921 8.824 -15.194 80 36.0% 0 0.0%

ሙፗᴦホ౯ - -20.918 -64.904 -121.912 -156.963 -175.442 0 0.0% 180 81.1%

ሙ⨾ᗣホ౯ - -2.097 -28.129 -49.758 -69.608 -90.798 0 0.0% 112 50.5%

ሙᐙ᪘ホ౯ 䠇 148.845 95.218 50.419 16.789 -47.163 121 54.5% 21 9.5%

ሙ㛗㛫ホ౯ 0.522 -13.862 -22.201 -32.579 -42.355 0 0.0% 34 15.3%

タ䝃䞊䝡䝇ホ౯ 䠇 114.849 87.957 65.656 43.062 11.307 189 85.1% 0 0.0%

タ䜶䝺䜶䝇ホ౯ -0.415 -13.526 -27.708 -42.300 -56.466 0 0.0% 64 28.8%

タΎ₩ឤホ౯ 83.459 41.398 20.550 -89.446 -133.221 76 34.2% 74 33.3%

タ⒵䛧ホ౯ 䠇 197.500 162.532 127.788 90.724 65.245 221 99.5% 0 0.0%

タ᥈䛧䜔䛩䛥ホ౯ 126.960 51.753 -3.882 -43.071 -111.906 60 27.0% 53 23.9%

ᗑဨ♩ホ౯ - 23.867 -27.143 -72.230 -104.943 -160.632 0 0.0% 136 61.3%

ᗑဨぶ䛧䜏ホ౯ 67.026 51.918 24.646 3.327 -28.327 69 31.1% 0 0.0%

ᗑဨ䜰䝗䝞䜲䝇ホ౯ 䠇 173.505 138.183 99.739 37.424 -18.405 159 71.6% 4 1.8%

ᗑဨ㓄⨨ホ౯ 102.057 60.656 43.900 18.225 -8.230 108 48.6% 0 0.0%

ᗑဨ䝺䝆ホ౯ 䠇 143.012 114.549 77.170 43.038 3.734 165 74.3% 0 0.0%

౽性㥔㌴ሙホ౯ 䠇 174.818 132.708 98.332 64.881 37.087 189 85.1% 0 0.0%

౽性㥔㌴ᩱホ౯ 85.326 39.732 11.620 -21.135 -67.530 34 15.3% 42 18.9%

౽性ධ䜚䜔䛩䛥ホ౯ 11.799 -20.490 -47.261 -68.187 -110.166 0 0.0% 97 43.7%

౽性㈙ᅇホ౯ - 57.077 -15.853 -62.074 -117.448 -186.498 26 11.7% 142 64.0%

౽性Ⴀ業㛫ホ౯ - -9.400 -25.128 -40.000 -67.058 -86.886 0 0.0% 135 60.8%
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4.2.2 ᑠࢫࢡࢵ࣑せᅉのホ౯ࡿࡅ࠾ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃ 

表 4 は、小売ミックス要因の評価における反応パラメータの結果である。表の構成、有意

性評価のᡭ順、ࠗ 㸩࠘とࠗ－࠘の表グᇶ‽は表 3 と同ᵝである。ࠗ 㸩࠘の反応パラメータをぢ

75% 25%
➨3ᅄศⅬ ➨㻝ᅄศⅬ 人数 構成比 人数 構成比

ရᥞ⊂⮬性ホ౯ 80.199 49.639 34.311 16.231 -7.992 99 44.6% 0 0.0%

ရᥞḧồホ౯ 86.050 33.348 5.277 -24.287 -71.581 64 28.8% 27 12.2%

ရᥞヰ㢟性ホ౯ 䠇 115.725 92.221 55.533 9.123 -32.352 139 62.6% 2 0.9%

ရᥞ㇏ᐩホ౯ 25.119 -8.523 -33.285 -62.007 -90.603 0 0.0% 77 34.7%

ရᥞ㧗ရ㉁ホ౯ 䠇 174.499 90.098 52.263 -8.048 -89.353 113 50.9% 43 19.4%

౯᱁୍⮴ホ౯ 68.061 27.408 -0.053 -33.989 -58.580 35 15.8% 51 23.0%

౯᱁≉ホ౯ 䠇 85.549 77.422 60.819 5.747 -12.627 134 60.4% 0 0.0%

ദ䝉䞊䝹ホ౯ 79.838 44.326 0.576 -48.552 -102.116 45 20.3% 57 25.7%

ദ⏬ホ౯ 䠇 77.102 67.297 61.640 45.963 41.967 192 86.5% 0 0.0%

ദᐃᮇホ౯ 46.508 6.242 -30.426 -98.687 -151.221 22 9.9% 109 49.1%

ሙ㣗ᇽホ౯ 69.869 46.076 26.921 8.824 -15.194 80 36.0% 0 0.0%

ሙፗᴦホ౯ - -20.918 -64.904 -121.912 -156.963 -175.442 0 0.0% 180 81.1%

ሙ⨾ᗣホ౯ - -2.097 -28.129 -49.758 -69.608 -90.798 0 0.0% 112 50.5%

ሙᐙ᪘ホ౯ 䠇 148.845 95.218 50.419 16.789 -47.163 121 54.5% 21 9.5%

ሙ㛗㛫ホ౯ 0.522 -13.862 -22.201 -32.579 -42.355 0 0.0% 34 15.3%

タ䝃䞊䝡䝇ホ౯ 䠇 114.849 87.957 65.656 43.062 11.307 189 85.1% 0 0.0%

タ䜶䝺䜶䝇ホ౯ -0.415 -13.526 -27.708 -42.300 -56.466 0 0.0% 64 28.8%

タΎ₩ឤホ౯ 83.459 41.398 20.550 -89.446 -133.221 76 34.2% 74 33.3%

タ⒵䛧ホ౯ 䠇 197.500 162.532 127.788 90.724 65.245 221 99.5% 0 0.0%

タ᥈䛧䜔䛩䛥ホ౯ 126.960 51.753 -3.882 -43.071 -111.906 60 27.0% 53 23.9%

ᗑဨ♩ホ౯ - 23.867 -27.143 -72.230 -104.943 -160.632 0 0.0% 136 61.3%

ᗑဨぶ䛧䜏ホ౯ 67.026 51.918 24.646 3.327 -28.327 69 31.1% 0 0.0%

ᗑဨ䜰䝗䝞䜲䝇ホ౯ 䠇 173.505 138.183 99.739 37.424 -18.405 159 71.6% 4 1.8%

ᗑဨ㓄⨨ホ౯ 102.057 60.656 43.900 18.225 -8.230 108 48.6% 0 0.0%

ᗑဨ䝺䝆ホ౯ 䠇 143.012 114.549 77.170 43.038 3.734 165 74.3% 0 0.0%

౽性㥔㌴ሙホ౯ 䠇 174.818 132.708 98.332 64.881 37.087 189 85.1% 0 0.0%

౽性㥔㌴ᩱホ౯ 85.326 39.732 11.620 -21.135 -67.530 34 15.3% 42 18.9%

౽性ධ䜚䜔䛩䛥ホ౯ 11.799 -20.490 -47.261 -68.187 -110.166 0 0.0% 97 43.7%

౽性㈙ᅇホ౯ - 57.077 -15.853 -62.074 -117.448 -186.498 26 11.7% 142 64.0%

౽性Ⴀ業㛫ホ౯ - -9.400 -25.128 -40.000 -67.058 -86.886 0 0.0% 135 60.8%

有ព㻒➢ྕṇ 有ព㻒➢ྕ㈇
ホ౯

95䠂
ศⅬ

୰ኸ್
5䠂

ศⅬ

-250.000

-200.000

-150.000

-100.000

-50.000

0.000

50.000

100.000

150.000

200.000

250.000

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250

図ġĵ　คηΛ·スါ֦のບثにお̫ͥ؊ΩριーΗのື
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ĵįĳįĳ　คηΛ·スါ֦のບثにお̫ͥ؊ΩριーΗ

　表4は、小คミックス要֦の評価における反応パラメータの結果である。表

のࢹ成、有փ性評価のਜ਼、『ȼ』と『－』の表記基は表3と同様である。『ȼ』

の反応パラメータを見ると、『ঔ୭し評価』（有փ & ເࢹୃ成比99.5%）、『ट

ম企画評価』（同86.5ɓ）、『၌༒性ಛ৬場評価』（同85.1ɓ）、『ঔ୭サービス評価』

（同85.1ɓ）、『ഝ֥レジ評価』（同74.3ɓ）、『ഝ֥アΡバイス評価』（同71.6ɓ）、『

ఁდ題性評価』（同62.6ɓ）、『価ڒඅങ評価』（同60.4ɓ）、『ค場ز評価』（同

54.5ɓ）、『ఁ高質評価』（同50.9ɓ）が満௷に影響する消者が多いことが

わかる。期ఞと評価ともに満௷に影響する小คミックス要֦は『टম企画』、『ค

場ز』、『ഝ֥アΡバイス』である。୬ࣺ広࣬、DM ൝のプロモーシοンを用

いてこれらの消者の期ఞを高めるマーケティングঔॐを行うのと同時に、期

ఞをၔ୨らないパフーマンス評価を得る必要がある。

　図4は、表4で示した結果を図示したものである。ภのი、中؇線、ೀ点とೲ

は図3が示すものと同じである。図を見ると、『ঔ୭し評価』がඏ出して高い

ことがわかる。続いて、『၌༒性ಛ৬場評価』、『ഝ֥アΡバイス評価』、『ഝ֥

レジ評価』が高いႀ域で分ືしている。一方、『ఁდ題性評価』や『ఁ高

質評価』はあまり高い位置で分ືしていない。

　本研究では、ڢࢂ性をރするค場をアンケートࣜ目にழみ入れて反応パラ

メータを推定した。期ఞでは『ค場ࢫ࠲』と『ค場ز』、評価では『ค場ز』

が満௷に影響しており、ڢࢂ性をރするค場が期ఞと評価ともに多くの消

者で重要ণされていることが明らかになった。また、ڢࢂ性をރするค場に

はڂ൚しないが、満௷に『ঔ୭し評価』が大きく影響している点は興味深い。

ĵį3　ވΩριーΗのଔࠫض

　本小୯では、ٴモデルで୭定した共通性パラメータの推定結果を示す。共

通性パラメータを確することによって、反応パラメータを重ণする消者タ

イプをಒ出することができる。表5は、『ఁඊ自性』、『ఁဳݥ』、『टম企画』、
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௮に関する分析ࢹ௷ഝ間の消者満ى地区のຐؚࡣྴ

『ค場ࢫ࠲』、『ค場ز』、『ഝ֥アΡバイス』、『၌༒性ฃ回』に関する期ఞ

における反応パラメータに対する共通性パラメータの結果である。表中の * ֣

は5ɓ有փକで有փであったことを表しており、それらを৾り上げて消者

傾向を確する。『性別』が性になるとఁဳݥとค場ز、੫性になると

टম企画、ഝ֥アΡバイスの期ఞが高くなる。『年Ⴂ』が高くなると、ఁඊ自性、

ഝ֥アΡバイス、၌༒性ฃ回の期ఞにୃの影響を与える。『ँ֧状ޙ』がྚँ

であると、टম企画とഝ֥アΡバイスの期ఞにୃの影響、ँܡであると、ఁ

のݥの期ఞにୃの影響を及ぼす。『業』が有ると、ఁဳࢫ࠲とค場ݥဳ

期ఞにୃの影響、『子ރ』がいないと、ఁඊ自性とഝ֥アΡバイスの期ఞが

大きくなる。『ݳ住地』については、ྴؚࡣ市外にݳ住するとटম企画、ค場

ࢫ࠲、そしてഝ֥アΡバイスの期ఞが大きくなり、ྴؚࡣ市内にݳ住すると

ค場زの期ఞが高まる。

　表6は、『ఁდ題性』、『ఁ高質』、『価ڒඅങ』、『टম企画』、『ค場ز』、

『ঔ୭サービス』、『ঔ୭し』、『ഝ֥アΡバイス』、『ഝ֥レジ』、『၌༒性ಛ৬

場』に関する評価における反応パラメータに対する共通性パラメータの結果で

ある。『性別』では性になると、ఁ高質の評価、੫性になると、ఁდ

題性、ค場ز、ঔ୭サービスの評価にୃの影響を与える。『年Ⴂ』が高くな

ると、ঔ୭し、ഝ֥アΡバイス、၌༒性ಛ৬場の評価が高くなるが、ఁდ

題性の評価は低くなる。『ँ֧状ޙ』でྚँになると、ঔ୭しの評価、ँܡ

になると、質高質、ഝ֥アΡバイスの評価の影響が高まる。『子ރ』がい

ると、ഝ֥レジの評価にୃの影響を与える。『ݳ住地』でྴؚࡣ市内にݳ住す

るとঔ୭し、ഝ֥レジの評価が高まる一方で、ྴؚࡣ市外にݳ住するとค場

。、၌༒性ಛ৬場の評価が高まるز

　なお、その他の反応パラメータについても共通性パラメータの結果を証す

ることによって、同様に重要ণする消者タイプを確することが可能である。
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ນġ5　ܢఞにお̫ͥ؊ΩριーΗにచ̳ͥވΩριーΗ

を与える。ࠗ ᖺ㱋࠘が高くなると、施設⒵し、店員アࣂࢻイス、利便性㥔㌴場の評価が高く

なるが、品揃ヰ題性の評価は低くなる。ࠗ ፧ጻ≧ἣ࠘でᮍ፧になると、施設⒵しの評価、既

፧になると、品質高品質、店員アࣂࢻイスの評価の影響が高まる。ࠗ Ꮚ供࠘がいると、店員

ࣞジの評価に正の影響を与える。ࠗ ᒃఫᆅ࠘でྡྂᒇᕷෆにᒃఫすると施設⒵し、店員ࣞジ

の評価が高まる一方で、ྡ ྂᒇᕷእにᒃఫすると売場ᐙ᪘、利便性㥔㌴場の評価が高まる。

なお、そのの反応パラメータについてもඹ㏻性パラメータの結果を᳨ドすることにࡼ

。を☜ㄆすることがྍ⬟であるࣉて、同ᵝに㔜要どする消費者タイࡗ

⾲ 5 ᮇᚅࡿࡅ࠾ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃᑐࡿࡍඹ㏻ᛶࢱ࣮࣓ࣛࣃ

 

⾲ 6 ホ౯ࡿࡅ࠾ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃᑐࡿࡍඹ㏻ᛶࢱ࣮࣓ࣛࣃ

 

㸳．ࢢࣥࢸࢣ࣮࣐⟇の᳨ウ 

本節では、前節で示したパラメータ推定結果をもとに、考え得るマーケティング施策につ

いて議論する。 

消費者満足にᐤ与する小売ミックス要因の期待には、品揃⊂⮬性、品揃ḧồ、ദ事企⏬、

売場⨾ᗣ、売場ᐙ᪘、店員アࣂࢻイス、利便性㈙ᅇがあࡗた。品揃⊂⮬性を㔜要どするの

はᖺ㱋が高くᏊ供のいない消費者、品揃ḧồを㔜要どするのは既፧で事をもつ⏨性であ

る。これら消費者には、᪂商品やႴዲにあࡗた商品をࢲイࣞクトメールで࿌▱することが有

ຠである。また、ദ事企⏬はྡྂᒇᕷእにᒃఫするᮍ፧ዪ性が㔜要どするഴྥがあるため、

これら消費者がዲࡴദ事を企⏬することがᚲ要である。売場⨾ᗣはྡྂᒇᕷእの既፧の

消費者、売場ᐙ᪘はྡྂᒇᕷෆの⏨性消費者が㔜要どするため、これら消費者にࢲイࣞクト

メールやパࢩࣜࣈティ➼でッồすることが有ຠである。店員アࣂࢻイスはྡྂᒇᕷእで高

ᖺ㱋のዪ性が㔜要どするため、ࢥン࢙ࢩルジࣗの᥇用を⾜い、ࡁめの細かい᥋客を展開する

イメージを消費者にಖ有してもらうことがもとめられる。 

消費者満足にᐤ与する小売ミックス要因の評価には、品揃ヰ題性、品揃高品質、価᱁≉、

ദ事企⏬、売場ᐙ᪘、施設サービス、施設⒵し、店員アࣂࢻイス、店員ࣞジ、利便性㥔㌴場

があࡗた。品揃ヰ題性はⱝᖺ層のዪ性、品揃高品質は既፧の⏨性が㔜要どするഴྥにある。

ᮇᚅ

性ู䠄男0㻘女㻝䠅 -10.731 -37.109 * 45.461 * 3.625 -103.904 * 87.035 * -12.730

ᖺ㱋 1.529 * -0.429 0.685 0.586 2.339 2.572 * 1.666 *

⤖婚䠄未0㻘既㻝䠅 -8.930 45.772 * -34.507 * 64.631 * 38.518 -124.542 * -11.899

職業䠄無0㻘有㻝䠅 5.560 36.290 * 16.703 -7.952 14.983 -19.412 3.387

子供䠄無0㻘有㻝䠅 -41.126 * 11.939 -30.227 18.154 28.595 -64.997 * 0.582

居住䠄市外0㻘市内㻝䠅 26.694 -2.392 -25.761 * -40.832 * 36.964 * -62.881 * -7.228

䠆䛿5䠂Ỉ‽䛷有ព䛷䛒䜛䛣䛸䜢♧䛩

ሙ⨾ᗣ ᗑဨ䜰䝗䝞䜲䝇 ౽性㈙ᅇရᥞ⊂⮬性 ရᥞḧồ ദ⏬ ሙᐙ᪘

ホ౯

性ู䠄男0㻘女㻝䠅 73.530 * -96.276 * 14.301 19.446 77.268 * 48.487 * 33.805 3.259 25.133 25.412

ᖺ㱋 -1.801 * 0.449 -0.207 0.004 0.443 1.201 1.450 * 2.055 * 0.464 2.158 *

⤖婚䠄未0㻘既㻝䠅 39.089 78.076 * 46.637 -9.856 -56.341 -39.018 -52.944 * 65.602 * -22.131 22.896

職業䠄無0㻘有㻝䠅 3.345 25.196 -15.195 28.502 2.514 -5.875 -12.720 -41.496 -29.619 24.142

子供䠄無0㻘有㻝䠅 -18.431 61.638 32.426 -3.924 -28.716 -10.214 20.023 33.322 53.417 * -26.054

居住䠄市外0㻘市内㻝䠅 -13.143 19.312 -5.222 -1.928 -47.408 * -12.389 59.294 * -25.496 75.316 * -69.879 *

䠆䛿5䠂Ỉ‽䛷有ព䛷䛒䜛䛣䛸䜢♧䛩

タ⒵䛧 ᗑဨ䜰䝗䝞䜲䝇 ᗑဨ䝺䝆 ౽性㥔㌴ሙタ䝃䞊䝡䝇౯᱁≉ ദ⏬ ሙᐙ᪘ရᥞヰ㢟性 ရᥞ㧗ရ㉁

ນġ6　ບثにお̫ͥ؊ΩριーΗにచ̳ͥވΩριーΗ

を与える。ࠗ ᖺ㱋࠘が高くなると、施設⒵し、店員アࣂࢻイス、利便性㥔㌴場の評価が高く

なるが、品揃ヰ題性の評価は低くなる。ࠗ ፧ጻ≧ἣ࠘でᮍ፧になると、施設⒵しの評価、既

፧になると、品質高品質、店員アࣂࢻイスの評価の影響が高まる。ࠗ Ꮚ供࠘がいると、店員

ࣞジの評価に正の影響を与える。ࠗ ᒃఫᆅ࠘でྡྂᒇᕷෆにᒃఫすると施設⒵し、店員ࣞジ

の評価が高まる一方で、ྡ ྂᒇᕷእにᒃఫすると売場ᐙ᪘、利便性㥔㌴場の評価が高まる。

なお、そのの反応パラメータについてもඹ㏻性パラメータの結果を᳨ドすることにࡼ

。を☜ㄆすることがྍ⬟であるࣉて、同ᵝに㔜要どする消費者タイࡗ

⾲ 5 ᮇᚅࡿࡅ࠾ᛂࢱ࣮࣓ࣛࣃᑐࡿࡍඹ㏻ᛶࢱ࣮࣓ࣛࣃ
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㸳．ࢢࣥࢸࢣ࣮࣐⟇の᳨ウ 

本節では、前節で示したパラメータ推定結果をもとに、考え得るマーケティング施策につ

いて議論する。 

消費者満足にᐤ与する小売ミックス要因の期待には、品揃⊂⮬性、品揃ḧồ、ദ事企⏬、

売場⨾ᗣ、売場ᐙ᪘、店員アࣂࢻイス、利便性㈙ᅇがあࡗた。品揃⊂⮬性を㔜要どするの

はᖺ㱋が高くᏊ供のいない消費者、品揃ḧồを㔜要どするのは既፧で事をもつ⏨性であ

る。これら消費者には、᪂商品やႴዲにあࡗた商品をࢲイࣞクトメールで࿌▱することが有

ຠである。また、ദ事企⏬はྡྂᒇᕷእにᒃఫするᮍ፧ዪ性が㔜要どするഴྥがあるため、

これら消費者がዲࡴദ事を企⏬することがᚲ要である。売場⨾ᗣはྡྂᒇᕷእの既፧の

消費者、売場ᐙ᪘はྡྂᒇᕷෆの⏨性消費者が㔜要どするため、これら消費者にࢲイࣞクト

メールやパࢩࣜࣈティ➼でッồすることが有ຠである。店員アࣂࢻイスはྡྂᒇᕷእで高

ᖺ㱋のዪ性が㔜要どするため、ࢥン࢙ࢩルジࣗの᥇用を⾜い、ࡁめの細かい᥋客を展開する

イメージを消費者にಖ有してもらうことがもとめられる。 

消費者満足にᐤ与する小売ミックス要因の評価には、品揃ヰ題性、品揃高品質、価᱁≉、

ദ事企⏬、売場ᐙ᪘、施設サービス、施設⒵し、店員アࣂࢻイス、店員ࣞジ、利便性㥔㌴場

があࡗた。品揃ヰ題性はⱝᖺ層のዪ性、品揃高品質は既፧の⏨性が㔜要どするഴྥにある。

ᮇᚅ

性ู䠄男0㻘女㻝䠅 -10.731 -37.109 * 45.461 * 3.625 -103.904 * 87.035 * -12.730

ᖺ㱋 1.529 * -0.429 0.685 0.586 2.339 2.572 * 1.666 *

⤖婚䠄未0㻘既㻝䠅 -8.930 45.772 * -34.507 * 64.631 * 38.518 -124.542 * -11.899

職業䠄無0㻘有㻝䠅 5.560 36.290 * 16.703 -7.952 14.983 -19.412 3.387

子供䠄無0㻘有㻝䠅 -41.126 * 11.939 -30.227 18.154 28.595 -64.997 * 0.582

居住䠄市外0㻘市内㻝䠅 26.694 -2.392 -25.761 * -40.832 * 36.964 * -62.881 * -7.228

䠆䛿5䠂Ỉ‽䛷有ព䛷䛒䜛䛣䛸䜢♧䛩

ሙ⨾ᗣ ᗑဨ䜰䝗䝞䜲䝇 ౽性㈙ᅇရᥞ⊂⮬性 ရᥞḧồ ദ⏬ ሙᐙ᪘

ホ౯

性ู䠄男0㻘女㻝䠅 73.530 * -96.276 * 14.301 19.446 77.268 * 48.487 * 33.805 3.259 25.133 25.412

ᖺ㱋 -1.801 * 0.449 -0.207 0.004 0.443 1.201 1.450 * 2.055 * 0.464 2.158 *

⤖婚䠄未0㻘既㻝䠅 39.089 78.076 * 46.637 -9.856 -56.341 -39.018 -52.944 * 65.602 * -22.131 22.896

職業䠄無0㻘有㻝䠅 3.345 25.196 -15.195 28.502 2.514 -5.875 -12.720 -41.496 -29.619 24.142

子供䠄無0㻘有㻝䠅 -18.431 61.638 32.426 -3.924 -28.716 -10.214 20.023 33.322 53.417 * -26.054

居住䠄市外0㻘市内㻝䠅 -13.143 19.312 -5.222 -1.928 -47.408 * -12.389 59.294 * -25.496 75.316 * -69.879 *

䠆䛿5䠂Ỉ‽䛷有ព䛷䛒䜛䛣䛸䜢♧䛩

タ⒵䛧 ᗑဨ䜰䝗䝞䜲䝇 ᗑဨ䝺䝆 ౽性㥔㌴ሙタ䝃䞊䝡䝇౯᱁≉ ദ⏬ ሙᐙ᪘ရᥞヰ㢟性 ရᥞ㧗ရ㉁

５ȅζーケΞィンΈঔॐの൦

　本୯では、前୯で示したパラメータ推定結果をもとに、考え得るマーケティ

ングঔॐについて議論する。

　消者満௷にܙ与する小คミックス要֦の期ఞには、ఁඊ自性、ఁဳݥ、

टম企画、ค場ࢫ࠲、ค場ز、ഝ֥アΡバイス、၌༒性ฃ回があった。

ఁඊ自性を重要ণするのは年Ⴂが高く子ރのいない消者、ఁဳݥを重要ণ

するのはँܡでॽমをもつ性である。これら消者には、新や好にあっ

たをΘイレクトメールで࣬知することが有効である。また、टম企画はྴ

住するྚँ੫性が重要ণする傾向があるため、これら消者が好ݳ市外にؚࡣ

むटমを企画することが必要である。ค場ࢫ࠲はྴؚࡣ市外のँܡの消者、

ค場زはྴؚࡣ市内の性消者が重要ণするため、これら消者にΘイレ

クトメールやパブリシティ൝でஶݥすることが有効である。ഝ֥アΡバイスは

、市外で高年Ⴂの੫性が重要ণするため、ンシͿルジュのन用を行いؚࡣྴ

きめのळかい接ݖをജٳするイメージを消者に༗有してもらうことがもとめ
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られる。

　消者満௷にܙ与する小คミックス要֦の評価には、ఁდ題性、ఁ高

質、価ڒඅങ、टম企画、ค場ز、ঔ୭サービス、ঔ୭し、ഝ֥アΡバイ

ス、ഝ֥レジ、၌༒性ಛ৬場があった。ఁდ題性は৹年の੫性、ఁ高

質はँܡの性が重要ণする傾向にある。そのため、ິ人֏ၳ・雑ىはಕ目さ

れている、আ֏ ・ၳ雑ىは質の高いをఁえることがもとめられる。

ค場زはྴؚࡣ市外の੫性、ঔ୭サービスは੫性、ঔ୭しはྴؚࡣ市内の

ྚँの高年Ⴂが重要ণする。これら消者にけ入れられるค場、サービス

機能を充実させることが必要である。ഝ֥アΡバイスはँܡの高年Ⴂ、ഝ֥

レジはྴؚࡣ市内の子ރのいる消者が重ণする傾向にある。ഝ֥アΡバイス

は期ఞと同様に高年Ⴂの消者が重ণしているため、Ⴏ์ค֥の重点置が

必要である。また、子ރをႲれた消者には速やかにレジ業ྩを行うことがݥ

められる。၌༒性ಛ৬場はྴؚࡣ市外の高年Ⴂが重ণするため、わかりやす

いಛ৬մ内表示、ಛ৬場մ内係の置൝がঔॐとして考えられる。

　モデルの推定結果から導出できるマーケティングঔॐについて議論した。小

คミックス要֦全般にഝ༘の経営࡙をڬくことはࣾ難である。そのため、満

௷に影響する小คミックス要֦と消者タイプを導出してマーケティングঔॐ

を൦する本研究のアプローΙは有効であると考えられる。

˒ȅ͘とめとࣽࢃのهఴ

　本研究では、ྴؚࡣ地区で競合するຐىഝに対するアンケートを用いて、満

௷に影響を与える小คミックス要֦を把՜し、満௷を高めるためのマーケティ

ングঔॐを議論した。小คミックス要֦にはڢࢂ性をރするค場に関Ⴒする

要֦をあらたに୭定し、アンケートにழみࣺんでいる。モデル推定の結果、満

௷に対してڢࢂ性をރするค場が大きく関係することが明らかになった。ま

た、反応パラメータを見ると、満௷に対して影響する小คミックス要֦の期ఞ
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と小คミックス要֦の評価は異なる。小ค業ఠのඅ性を考慮する必要はあるが、

本研究のアプローΙのように消者満௷に対する期ఞと評価の影響ഽ合をࡢ別

に評価することは必要だと考えられる。

　ただし、本研究の課題もある。本研究で用いたアンケートデータは松ाؚྴ

ഝに対して৾得したものである。これら2ഝ༘はႋ接しוק三ؚࡣഝとྴؚࡣ

ているものの、松ाؚྴؚࡣഝはྴؚࡣ地域で2๔目のค上高、ྴؚࡣ三וק

ഝはྴؚࡣ地域で3๔目のค上高である。地域で最もค上高の高いຐىഝ、も

しくはྴؚࡣ市内に立地する大型シοッピングセンターが本研究で৾り上げた

ഝ༘の満௷に影響することは分考えられる。この点については今後考慮すべ

きである。

৫　　ৃ

　本研究はȄ部科学જ科学研究「৹研究 20k13626Ȅ研究代表者：५田ࢼ喜」

の੩成をけたものです。
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付　　録  㘓 

๓ᅇ䚸ᯇᆏᒇྡྂᒇᗑ䛻⾜䛳䛯䛸䛝䚸᮶ᗑ䛩䜛๓䛾ᮇᚅ䛸᮶ᗑᚋ䛾ホ౯䛿䛹䛾⛬ᗘ䛷䛧䛯䛛䚹

䈜ྡྂᒇ୕㉺ᰤᗑ䛻䛚䛔䛶䜒ྠᵝ䛾タၥ


䛟
䛒
䛶
䛿
䜎
䜙
䛺
䛔

䛒
䜎
䜚
䛒
䛶
䛿
䜎
䜙
䛺
䛔

䛹
䛱
䜙
䛷
䜒
䛺
䛔

䜔
䜔
䛒
䛶
䛿
䜎
䜛

䛛
䛺
䜚
䛒
䛶
䛿
䜎
䜛


䛟
䛒
䛶
䛿
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䜙
䛺
䛔

䛒
䜎
䜚
䛒
䛶
䛿
䜎
䜙
䛺
䛔

䛹
䛱
䜙
䛷
䜒
䛺
䛔

䜔
䜔
䛒
䛶
䛿
䜎
䜛

䛛
䛺
䜚
䛒
䛶
䛿
䜎
䜛

䠍㻚ᗑ⯒䛻䛿䛺䛔⊂⮬性䛾䛒䜛ရᥞ䛘䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

䠎㻚⮬ศ䛾ḧ䛧䛔ၟရ䛜ရᥞ䛘䛥䜜䛶䛔䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

䠏㻚᪂ၟရ䜔ヰ㢟性䛾䛒䜛ၟရ䛜ရᥞ䛘䛥䜜䛶䛔䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

䠐㻚㑅ᢥ⫥䛾ከ䛔㇏ᐩ䛺ရᥞ䛘䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

䠑㻚ရ㉁䛾㧗䛔ၟရ䛜ရᥞ䛘䛥䜜䛶䛔䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

䠒㻚⮬ศ䛻䛸䛳䛶䛱䜗䛖䛹䜘䛔౯᱁ᖏ䛾ၟရ䛜䛒䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

䠓㻚䝫䜲䞁䝖䝃䞊䝡䝇䜔ဨ≉䛜ᐇ䛧䛶䛔䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

䠔㻚䡴䢔䡭䢓䢙䡹䡺䡬䢕䠄7᭶㻘㻝᭶䠅䛾䝤䝷䞁䝗䜔ရᥞ䛘䛿ᐇ䛧䛶䛔䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

䠕㻚⏬ദ䠄䝞䝺䞁䝍䜲䞁䞉≀⏘ᒎ➼䠅䛿⯆῝䛔䜒䛾䛷䛒䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝0㻚ᐃᮇദ䠄歳ᬽ䞉୰ඖ➼䠅䛿⯆῝䛔䜒䛾䛷䛒䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝㻝㻚㣗䜢ᴦ䛧䜐䝺䝇䝖䝷䞁⾤䛜ᐇ䛧䛶䛔䜛䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝2㻚㊃䜔ፗᴦ䜢ᴦ䛧䜑䜛ሙ䛜䛒䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝3㻚⨾䜔ᗣ䛻㛵䛩䜛ሙ䛜ᐇ䛧䛶䛔䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝4㻚⮬ศ䛰䛡䛷䛿䛺䛟䚸ᐙ᪘䜔人➼䛜ᴦ䛧䜑䜛ሙ䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝5㻚㣬䛝䜛䛣䛸䛺䛟㛗䛔㛫㈝䜔䛩䛣䛸䛜䛷䛝䜛ሙ䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝6㻚䡷䡬䢇䢚䡹ᶵ⬟䠄内ᡤ㻘䡴䢗䡬䡴㻘䢗䡫䡲䡬㻘㻭㼀㻹➼䠅䛜ᐇ䛧䛶䛔䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝7㻚䜶䝺䝧䞊䝍䜔䜶䝇䜹䝺䞊䝍䛿䛔䜔䛩䛔䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝㻤㻚Ύ₩ឤ䛾䛒䜛タ䠄䝖䜲䝺䠈ከ┠ⓗ䝹䞊䝮➼䠅䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

㻝9㻚⑂䜜䛯䛸䛝䛷䜒䜖䛳䛟䜚䛷䛝䜛ఇ᠁ᡤ䛜䛒䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

20㻚᥈䛧䜔䛩䛔ሙ䜔タ䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

2㻝㻚ᗑဨ䛿♩ṇ䛧䛔䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

22㻚ᗑဨ䛿ぶ䛧䜏䜔䛩䛔䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

23㻚ᗑဨ䛿㈙≀䛾┦ㄯ䛻䜒ⓗ☜䛺䜰䝗䝞䜲䝇䜢䛟䜜䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

24㻚ᚅ䛯䛥䜜䜛䛣䛸䛺䛟ᗑဨ䛜䛱䜓䜣䛸䛔䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

25㻚䝺䝆ᑐᛂ䛜䝇䝢䞊䝕䜱䛷ᚅ䛴䛣䛸䛜䛺䛔䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

26㻚㥔㌴ሙ䛿䜑䜔䛩䛟౽䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

27㻚㥔㌴ᩱ㔠䛿㐺ṇ䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

2㻤㻚㥐䛛䜙ධ䜚䜔䛩䛟౽䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

29㻚䛾ᗑ⯒䜈䛾㈙䛔ᅇ䜚䛜䛧䜔䛩䛔䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

30㻚㐜䛟䜎䛷Ⴀ業䛧䛶䛔䜛䛰䜝䛖䛸ᛮ䛳䛯䠄䛭䛖䛰䛳䛯䠅 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

䠎䛴䛾ⓒ㈌ᗑ䛾‶㊊ᗘྜ䛻䚸㡰䜢䛴䛡䜛䛸䛹䛖䛺䜚䜎䛩䛛䚹‶㊊䛧䛶䛔䜛ⓒ㈌ᗑ䛛䜙䠍～䠎䛾␒ྕ䜢䛴䛡䛶ୗ䛥䛔䚹
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〔ΦーΠݪࡄ〕

łŃń ထே͒のٝܦ
―łń ထேȂ łŃń ထே̤͍͢式にもとづ̞̀Ƚ

神　頭　広　好

はじめに

　ABC ထ想 (abc conjecture) は1985年にジοセフ・オステルスとデイビッ

ト・マンサーによって起された数論のྚ解ࠨထ想であり、ABC ထ想とは、

「 a b c+ = を満たすࡽいに素 (1以外に共通の約数をもたない ) な自然数のழ

 ( , , )a b c に対し、積 abc のࡽいに異なる素֦数の積を dと表す。このとき、හ

փのH ( 0 H� ) に対して、 a b c+ = を満たすழ、 ( , , )a b c は有限ࡢしか存在しない」

というထ想である1。すなわち、 1d cH+ � を満たすものがたかだか有限ࡢしか存

在しないことを証明するものである2。

　本研究では、まず ABC ထ想にもとづいて AC ထ想を୭定する。ついで、

 ABC ထ想を୭定することによって AC ထ想から導かれた不൝式を用いて、

ABC ထ想を回ܦする。最後にॳ術平、幾何平、和平の関係から、

ABC ထ想について考察する。

1 最近では、京都大学のབ教によって ABC ထ想が証明されたとしている。（Ȩ「ABC ထ想」

論ࠇश　京大のབ教証明、ૣ औ7年ȩȅࠐ૧Ȫུࠐफ૧২ȫȅȪĳ0ĳ1ා37ȫȫ

2 この定式化については、他に２つの定式が存在する。これについては、ABC ထ想 - 
Wikipedia を参照せよ。また、ABC ထ想については、ࣱ  (2012、128-131)、ࣱ ・小 (2018)、
またࠏ向きには小५ (2021、第20დ－第24დ ५؍、( (2022、pp.244-247) によって平易

に説明されている。
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　ここでは、ABC ထ想にもとづいて AC ထ想を以下のように୭定する。

「 n ma a c+ = を満たす自然数のழ ( , , )n ma a c に対して、ࡽいに異なる素֦数の積を

 1d cH+ � と表す。このとき、හփのH ( 0 H� ) に対して、 を満たすழ ( , , )n ma a c は

有限ࡢしか存在しない」( 以下、「AC ထ想」)

　AC ထ想の下で、素数の႑乗の和は、 

 (1 )n m n m nc a a a a −= + = +  (1)

と書くことができる。ただし、aは素数、aの指数 nおよび mは自然数で、

 1 n m� � である。

　ここで、上式 (　) 内は素数または素֦子を含む数の積を示しているが、こ

こで、最大の奇数を素数とすると、その素数は、

 1 (1 )
2

m nf a −= +  (2)

で表される。ただし、fはすべての素֦子において最大の素数(以後、最大素数)

を示しており、 3 ad である。

　ちなみに、 2a = の場合は、素֦子は奇数であることから、素数は

 1 2m nf −= +  (3)

で表される。

以下では、 3 ad の場合については (1) および (2) から、素数の႑乗の和は、

 2 (1 )n n m nc a f a a −= = +  (4)

と書くことができる。

また、(4) における素֦子の積は
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 2d af=  (5)

で表される。

(5) を AC ထ想で表示すると、

 1 1(2 ) 2 nd af a fH H+ += �  (6)

で表される。

(6) から、素数の範囲は、

 1 11
2

n

f a H
−
−

�  (7)

または、

 1 11 1
2 2

nsa a H
−
−+

�  (8)

で表される。ただし、  s m n= − である。(以下同様 )

(8) のֲ辺における aの指数部分を自然数として、

 1 1np
H
−

= −  (9)

で表されるとすれば、(7)、(8)、(9) から、

 1 1
2 2

s
paf a+

= �  (10)

で表される。

なお、pとHの関係は、(9) から、

 1
1

n
P

H −
=

+
 （11）

を得る。ただし、 1 n� である。

さらに、
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 1
1

p n
p

H +
+ =

+  (12)

が得られる。

　一方、 2a = の場合は、(3) から素数の範囲は、

 2 1 2s pf = + �  (13)

で表される。

AC ထ想： 2a = のケース

(13) において fである素数を見つけるためには、奇数であることが条件となる

ために、ここで導かれた最大の奇数が素数となることから、偶数から1を引く

必要がある。その素数 f̂ は、

 ˆ 2 1pf = −  (14)

で表される。

これは、メルセンΤ素数3とࡤばれている素数と一致する。ちなみに、AC ထ想

はメルセンΤ素数がփ味のある素数であることを示唆している。

AC ထ想： 3 ad のケース

３以上の素数は、

 1 1
2 2

s
paf a+

= �  (15)

が成立する。この範囲において、最も大きな奇数が素数となる可能性がある。

ここでは、端数が0.5となるために、(15) から、

3 これについては、沢 (2002、第8章 )、ୌြႹ・ୄକ (2015、pp.30-33)、小ോ (2021、
pp.22-23、pp.52-59) ൝を参照せよ。
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 1 1 1ˆ
2 2 2

s
paf a+

= = −  (16)

が成立する。これは一種の素数公式と言える。

　なお、以下の表には、AC ထ想を満たす素数を導出するために aを2、3、5

の素数として、それぞれ乗数が10まで計ॳされている。

ນ　łńထேͬྖ̹̳ளତ

乗数 2の乗数 素数ထ想 ３の乗数 /2 素数ထ想 5の乗数 /2 素数ထ想

2 4 3 4.5 3 12.5 11

3 8 7 13.5 11 62.5 61

4 16 15 40.5 39 312.5 311

5 32 31 121.5 121 1562.5 1561

6 64 63 364.5 363 7812.5 7811

7 128 127 1093.5 1093 39062.5 39061

8 256 255 3280.5 3279 195312.5 195311

9 512 511 9841.5 9841 976562.5 976561

10 1024 1023 29524.5 29523 4882812.5 4882811

ಕ）上表のΌシック体の数লは乗数10までの AC ထ想を満たす素数を示している。

　さらに、AC ထ想のもとでの ABC ထ想は、以下のように定義する。

「 n na b c+ = を満たす自然数のழ  ( , , )n na b c に対して、ࡽいに異なる素֦数の積を 

と表す。このとき、හփのH (  0 H� ) に対して、 1d cH+ � を満たすழ  ( , , )n na b c は

有限ࡢしか存在しない」(以下、「 ABC ထ想」)

　ここで、AC ထ想のもとで ABC ထ想を൩まえると、同じ乗数を有する２

つの異なる素数の和は、

 s sa b c+ =  (17)

で表される。上記の分析結果を用いると、(15) および（17）にもとづき aを b

に変換した不൝式は、それぞれ
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 1 1
2 2

s
pa a+

�  (18)

および

 1 1
2 2

s
pb b+

�  (19)

で表される。

さらに、(18) と (19) を加えると、

 1 1
2 2

s
pa a+

� 1 1
2 2

s
pb b+

�
 1 1
2 2

s
pb b+

� 1 1
2 2

s
pa a+

� 1 1
2 2

s
pa a+

�  1 1
2 2

s
pb b+

�
 1 1
2 2

s
pb b+

�  (20)

が得られる。また、(20) のၰ辺に2を乗じると、

 2s s s s p pa b a b a b+ � + + � +  (21)

が導かれる。

 ABC ထ想の表示ࠁ式と (21) を൩まえると、

 1 1(2 ) ( ) 2s s s s p pabk abc a b a b a bH H+ +� � + � + + � +  (22)

で表される。

　ここで、素数の和は偶数であることから、必ず２でڬれることになるために、

cを2で除した数が素数 kであれば、 2c k= として (22) は成立する。

　ところで、  2s sa b+ + だけは、 ABC ထ想に反するために、このٴにお

いて、2をプラスされたことは、指数を上げることと同൝と考えると、

 12 ( )s s p pa b abc a bH J+ ++ + = � +  (23)

と書くことができる。

さらに、(12) と (23) から、

 1 1( ) ( )
p n

p ppabc abc a b
J

H J
+

+
+ + += � +  (24)
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で表される。(24) を ABC ထ想のࡓ式に࿗すために、(24) に 1p = を代入して

整理すると、

 1 11
2 2( ) ( )
n n

abc abc a b
J J+ −

+ + +
� � +  (25)

が得られる。ここで ,  1
2
n J−

+ をHの表示にすると、ABC ထ想のࡓ式に࿗るこ

とになる。

 p pa b c+ = のழみ合わせは、 1p = において ABC ထ想は成立する。

　ちなみに、異なる素数の s乗の和による ABC ထ想が成り立たない場合でも、

例えば、

 1( )s sa b abc H++ �  (26)

の場合、

 1 1( ) 2 ( )s s s s p pa b abc a b abc a bH H J+ + ++ � � + + = � +  (27)

であれば、(25) が得られ、ABC ထ想は成立する。

　これは、ABC ထ想に反するケースも ABC ထ想に״うケースのၰ方を同時に

説明している。

　ここでは、 ABC ထ想によって、不൝式間のパラメーターとしての乗数に

変化が起こり、それによって ABC ထ想へ回ܦすることが示された。このこと

からも ABC ထ想におけるழみ合わせは有限ࡢ存在することになる。ただし、

これは理論上であり、ABC ထ想にもとづくデータの存在については分からな

い。ここでഴ場するのが IUT 理論4ではないかと考えられる。

式にもとづく łŃńထே

　ここで、素֦子が2、a、bのみでࢹ成される場合、ॳ術平、幾何平、

4 このॺ新な理論は、བ教(京都大学)によるものであるが、これについては、加藤(2019)
によって、分かり易く説明されている。
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和平の大きさの関係から、

 1
22 2( )ab ab a b

a b
� � +

+
 (28)

を ABC ထ想へ応用する。

　ここで、  b a� で aが bよりかなり大きいとすると、
 0b
a
o から和平は、

 2 2 2
1

ab ab b
ba b a
a

= =
+ § ·+¨ ¸

© ¹
 (29)

で表される。(29) を (28) へ代入すると、

 1
24 2( )b ab a b� � +  (30)

で表される。ここで、和平のパラメーターを  1 H+ として、和平を幾

何平に近づけることは、
 1

1 22(2 ) 2( )b abH+ o をփ味する。

　それゆえ、実ष aは存在するものの aが消ݲされたࠁでの ABC ထ想は、

 1(2 )b a bH+ � +  (31)

と書くことができる。したがって、bより aが大きく、その差がかなり大きい

場合は、aが存在するにも関わらず aが消ݲされたものとして ABC ထ想が成

り立つと考えることができる。

ちなみに、和平が幾何平に近接していく条件は、

 1 log log2
21 1

log2

ab b

b
H

−
+ o +  (32)

である。さらに、(32) から、
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 1 log log2
20

log2

ab b

b
H

−
� o  (33)

である。そこで、(33) から 4b a� であれば、 0 H� である。

　さらに、(31) から、bがあってもࢹわないが、(31) のֲ辺を۰単化すると、

 1(2 ) 1 bb a b a a
a

H+ § ·� + = + =¨ ¸
© ¹

 (34)

である、素数 aの範囲は、(34) から、

 1(2 )b aH+ �  (35)

で表される。したがって、(35) の左辺は偶数であることから、

 1(2 ) 1b aH+ + d  (36)

を満たす奇数が素数となる可能性がある。

　例として、素数  3b = 、 1H = を (36) へ代入すると、

 26 1 37 a+ = d  (37)

が得られる。素数 は37である。

　ABC ထ想は、ˍつの素数からより大きな素数をݥめるためのˍつの方法で

あると考えられる。(36) を用いた素数の導出については、ンピューターに

හせるしかない。

　(31) は、ほとんどすべての自然数のழみ合わせに対して通じるものである

が、素数は自然数に含まれ、無限に存在すると言われているが、２つの素数の

大きさにかなりの差があり、素֦子の積のଷ約と素数の積が和平から幾何

平の間で存在するழみ合わせをࠨめるというփ味においては、ABC ထ想に

おける有限ࡢのழみ合わせが存在する。
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おわりに

　ここでは、まず ABC ထ想にもとづいて AC ထ想を୭定して、素֦数分解の

ࣾ難な式はけ、単純に同じ素数の異なる႑乗のࠁを使うことによって、素数

を導く方法を示した。ついで、 ABC ထ想を୭定することによって、異なる

素数で、႑乗が同じ場合の不൝式を導いた。そこにおいて、ಉ੬が異なる部分

に着目して、指数部分を変化させることによって ABC ထ想を回ܦさせた。

　なお、ここでは、ࣾ難な֦数分解をけて、関数上の２で除された最大の奇

数を素数として計ॳされており、直接、ABC ထ想を解くことは、素数と֦数

分解に法則性があることを証明することとなるので、中々難しいことが分かっ

た。

　さらに、ॳ術平、幾何平、和平の関係および素数間の大きな差を仮

定すると、ABC ထ想が成立しそうであり、そこから素数から素数を導出する

方法が導かれた。

　本研究のプロセスにおいて、ۖᝈな ABC ထ想は解けないものの全体を通じ

て、素数を導出するためのいくつかの方法が導かれた。そこでは原は読んで

いないが、メルセンΤ素数の理論的ストーリーが分かったような気がする。

　最後に、ᅴקながら、ABC ထ想とは素数を導くためにࢹಃされたထ想では

ないかと思うষ第である。
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 57　Space and Order of Four Colors

 　　　　Hiroyoshi Kozu   　2022年126（発行）

 58　ロナؼの経済・経営に関する空間分析

－用を対યとしてࡹ都市、γテルおよび۷－　　　　 

 　　　　神頭広好、加藤好ဎ、ٗহ

     　2022年331（発行）

２ȅ࣒ٛ

　　時　2021年126 （）　10：45ȡ12：15

　場　所　ྴؚࡣ校ৡ　講義6ٴ　L605教

　講　　܃५　ᎀ（ࡓ本࣎空 B747型機機長）

　テーマ　「本࣎空『不൚解ࡹ』ম件の大勝၌からの市ྦྷ動へ」
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　　時　2021年1220（）　10：45ȡ12：15

　場　所　ྴؚࡣ校ৡ　講義5ٴ　L515・L516教

　講　　藤ࢴ人（株式会社あけぼのアシスト代表৾、අ定༗ࡏႻྩআ、

 　　　　　　キャリアンサルタント）

　テーマ　「社Ⴛআのণ点から見るンビニフランΙャイΒの問題点

 　　　　　　ȡ本部と加ྷഝ方の˯ˠˣ̏への転換の必要性ȡ」

ˏȅݪࡄ༭࣬ٛ

　　時　2021年929（କ）　15：00ȡ17：00

　場　所　オンライン「Zoom」၌用

　報࣬者　田տ୷ࢬ（経済学部教）

　　　　　上५૾ؚࡣྴ）  　ࠃ学֭大学経済学部教、経営総合科学研究所ݖ

 　　　　　　　֥研究֥）

　　　　　ോనչೋ子（ؗථ࣭ष大学経済学部教、経営総合科学研究所֥ݖ

 　　　　　　　研究֥）

　報࣬テーマ「COVID-19がম業ઇࠑにどのような影響を与えたのかȉ－ؗථ

 　　　のম例－」

　ज談会ーディネーター　竹田ုٚ（上౺大学経済学部教、経営総合科学

 　　　　　　　　　　　　　　研究所֥ݖ研究֥）

　ज談会パネリスト　大ઽ　࣠（ؗථࡇম業ઇࠑ・引̨ࠑセンターーディ

 　　　　　　　　　　　ネーター、中小企業౯আ）

 　　　　　　ֵ田એ年（本˩ɕ˝センターؗථ営業所所長）

　　　　　　　　　　ᝰ५ਘহ（ඣ෦ࢥ会議所経営指導֥、中小企業౯আ）
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４ȅܑުऔ

　　　新型ロナ;イルス感அ拡大ཡগのため中গとした。

５ȅඅ༆মު

　　共同研究　人ࢥ知能と地理ૂ報システムを用いた愛知ࡇのঘཌমデータ

 　　　分析　　(2020年ഽȡ2021年ഽম業 )

 　　　( 所　　　֥ 田֥ങ、ધ　　ဃ܊ (

 　　　( 研究֥֥ݖ ) չ藤ರࢼ、向　直人

˒ȅ༞੩֥ݪࡄのݪࡄ༭࣬ٛ

　　ौ年ഽは༞੩研究֥の都合により研究報࣬会を中গ。報࣬の代わりに活動

　　報࣬書を出いただいた。
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